
O-1 一般演題 1 肩関節

鏡視下 板修復術後における断裂サイズが術後成績に
及ぼす影響

竹嶋 誠・押領司 俊介

溝口外科整形外科病院リハビリテーション科

Key words / 板断裂，断裂サイズ，術後プログラム

【はじめに】
板断裂サイズと術後成績の関係について、断裂サイズが術後成

績に影響を与えないという報告や、大断裂の術後成績は小断裂より
も劣るとする報告など様々である。また、鏡視下 板修復術後の後療
法においても様々であり、術後の固定方法や固定期間なども施設に
よって異なる。当院における術後プログラムは、ROMの開始は小・
中断裂で術後 1週、大断裂で術後 2週、自動運動は術後 6週と術後
8週から開始している。固定については、それぞれ外転装具 4週と 6
週固定で、装具除去後に 2週間の三角巾固定を追加している。
本研究の目的は、当院における術後プログラムの異なる断裂サイ
ズ別の術後成績を調査することである。
【方法】
2017 年 7 月から 2018 年 11 月に当院で鏡視下 板修復術を施行

した 110 例のうち、 板全層断裂に対して手術を行い術後半年以上
の経過を追えた 35 例（男性：16 例，女性：19 例，年齢：63.9±10.4
歳）を対象とした。これらの症例を小・中断裂群（S群）10 例と大断
裂群（L群）25 例に分類した。2群間で、 痛（Visual Analogue
Scale）、自動関節可動域（挙上，下垂外旋，後方内旋）、徒手筋力検
査（挙上，外旋）、UCLA score・ASES score について、術前・術後
3ヶ月・術後 6ヶ月の経過および各時期における理学所見を比較し
た。統計学的検討は重複測定二元配置分散分析、Mann-Whitney 検定
を用い、有意水準は 5％未満とした。
【結果】
理学所見の経過において、自動挙上・下垂外旋・後方内旋可動域
に S群と L群の間で交互作用を認めた（P＜0.05）。S群・L群の自動
挙上関節可動域は術前（146.5±29.9°/120.6±32.3°）、術後 3ヶ月（131.2
±16.3°/127.8±17.6°）、術後 6ヶ月（147.0±12.3°/145.5±16.3°）、下垂
外旋は術前（55.5±10.9°/41.9±14.0°）、術後 3ヶ月（31.2±16.3°/34.3
±13.6°）、術後 6ヶ月（43.5±16.0°/43.4±16.0°）、後方内旋は術前（Th
10.1±3.03/L1.36±3.41）、術後 3ヶ月（L3.50±3.47/L3.76±3.32）、術
後 6ヶ月（Th10.2±3.49/Th12.7±6. 23）であった。また、2群間にお
いて術前の自動挙上・下垂外旋・後方内旋可動域に有意差を認めた
（P＜0.05）。その他の理学所見およびUCLA score・ASES score に有
意差はなかった。
【結論】
術前の自動挙上・下垂外旋・後方内旋可動域において、L群で有
意に可動域の低下を認めた。しかし、術後 6ヶ月までに S群との間で
可動域に有意差を認めず、UCLA score およびASES score において
も有意差を認めなかったことから、術後 6ヶ月の経過で断裂サイズ
に関わらず同等に近い回復が期待できることが示唆された。
【倫理的配慮，説明と同意】
今回の研究に対する内容とデータの使用に関して、対象者にとって
の利益、不利益を伝えた上で、実施と公表について本人、家族に説明
を行なった。また、プライバシーへの配慮や個人の特定がされないこ
とを本人及び家族に同意を得た。

O-2 一般演題 1 肩関節

鏡視下Bankart 法と鏡視下Bankart+Remplissage 法
の術後外旋可動域・内外旋筋力の長期成績の比較

箭内 秀哉 1）・道下 将矢 1）・田中 沙織 1）・岡田 賢久 1）・
松本 あさみ 1）・伊藤 正明 2）

1）上尾中央総合病院リハビリテーション技術科
2）帝京大学医学部附属病院整形外科

Key words / 肩関節外旋可動域，反復性肩脱臼，Remplissage

【はじめに、目的】
当院では鏡視下Bankart 修復術に加えHill-Sachs 病変に対し、Rem-
plissage 法を補強処置として取り入れている。Hill-Sachs 病変は肩関
節脱臼の際に生じる上腕骨頭の骨欠損である。同病変が大きい場合
Bankart 病変を修復しても外旋時に骨欠損部が関節窩端に みこむ
ことで脱臼のリスクファクターとなる。Remplissage 法は後方関節
包・棘下筋・小円筋 成分を上腕骨頭の骨欠損部に縫着することで
再脱臼リスクを軽減させると言われる一方、術式の影響による肩関
節可動域制限（特に外旋）が生じやすいと言われている。先行研究で
はRemplissage 法の術後成績に関しては散見されるがBankart 法
と比較されている研究はいまだ少ない。そこで本研究では鏡視下
Bankart 修復術と補強処置としてRemplissage 法を追加した症例を
比較し長期の肩関節外旋可動域・内外旋筋力成績に差があるのかを
検討した。
【方法】
対象は、2012 年から 2018 年に当院にて肩関節脱臼または反復性肩
関節脱臼と診断され鏡視下Bankart 法（以下 B法）、または鏡視下
Bankart+Remplissage 法（以下 R法）を施行し、術後 12 ヶ月以上経
過観察可能であった症例とした。B法施行した 29 例を B群（平均年
齢 32.1 歳）、R法施行した 7例を R群（平均年齢 26.4 歳）とした。測
定項目は肩関節外旋可動域（1st、2nd）、内外旋筋力の最大トルク/
体重（％：NM/kg）を術前・術後 3ヶ月・6ヶ月・12 ヶ月で測定し、
それぞれの期間で両群の測定値をMann-Whitney の U検定を用い
て比較した。有意水準は 5％とした。
【結果】
術前の肩関節外旋可動域は 1st、2nd ともに 2群間に有意差は認めら
れなかった。術後 3ヶ月・6ヶ月の肩関節外旋可動域でも有意差が
認められなかったものの、術後 12 ヶ月の肩関節 2nd 外旋可動域に
おいてR群（平均 71.4°）の方が B群（平均 81.6°）よりも有意に低値
を示した（p＝0.04）。内外旋筋力に関しては術前～術後 12 ヶ月まで
2群間での有意差は認められなかった。
【結論】
両群で術後 6ヶ月までの経過の中で肩関節外旋可動域・内外旋筋力
ともに大きな差は認められなかった。R群では B群に比べ術後 12 ヶ
月で肩関節 2nd 外旋において可動域制限を生じる可能性が示唆さ
れた。R法は再脱臼予防の為の補強処置として取り入れられている
ことから、機能解剖学的に脱臼しやすい肩関節 2nd 外旋肢位におい
て術式の影響を受けやすかったものと考える。今後の展望としては
R法術後での再脱臼率と術後可動域の関係性を明らかにしていくこ
とで今後の理学療法発展の一助になると考える。
【倫理的配慮】
本研究は「人を対象とした医学系研究に関する倫理指針」を順守して
実施し、当院倫理委員会の承認のもと実施した。



O-3 一般演題 1 肩関節

板断裂術後の 板修復を妨げる術後早期の肩関節角
度は何か？

高橋 友明・畑 幸彦・石垣 範雄・松葉 友幸・雫田 研輔・
田島 泰裕

北アルプス医療センターあづみ病院肩関節治療センター

Key words / 板断裂，肩関節角度，術後早期

【はじめに】
以前， 板断裂例における術後早期の肩関節角度の獲得の遅れが肩
関節機能回復に影響することを報告した．しかし，術後早期の肩関節
角度の獲得の遅れが術後 1年時の 板修復に影響するのかどうかに
ついては，現時点で明確な報告を見つけることはできなかった．
今回，術後早期の肩関節角度の獲得の遅れが術後 1年時の 板修復
に影響するのかどうかを明らかにする目的で調査したので報告す
る．
【対象と方法】
対象は，広範囲 板断裂を除く 板全層断裂に対してmini open re-
pair 法を施行された 226 例 226 肩である．内訳は，手術時年齢が平均
66.6 歳，男性 123 肩・女性 103 肩，右 156 肩・左 70 肩であった．断
裂サイズは，small tear：51 肩，moderate-sized tear：109 肩，large
tear：66 肩であった．なお，mini open repair 法は約 3cmの皮膚切開
で行う直視下手術であり，術後後療法は全例に対して同一プログラ
ムを施行した．
方法は，術後 1年時のMRI の斜位矢状断像，斜位冠状断像および水
平断のT2強調画像を用いて，棘上筋付着部の 内輝度を村上の分
類に従って術後 1年の cuff integrity を評価した．棘上筋 付着部が
低信号化した 171 肩（以下，低信号群）と低信号化しなかった 55
肩（以下，高信号群）の 2群に分けて，術後早期の他動的肩関節角度
について有意差検定を 2群間で行った．
なお，術後早期の肩関節角度は術後 1週と 2週では 90°scapution（前
方分回し 30°・外転 90°）位での外旋角度を，術後 3週では 90° 外転位
内旋・外旋角度を，術後 4週では屈曲，外転，下垂位外旋，90° 外転
位内旋・外旋角度を同一検者が他動的に測定した．なお，術後早期の
肩関節角度は，術後早期に患者に不利益をもたらさない範囲内で，な
おかつ縫着 板に負担のかからず測定可能であった方向についての
み実施した．統計学的解析は unpaired t 検定を用いて行い，危険率
0.05 未満を有意差ありとした．
【結果】
各時期の関節角度については，術後 1週から 3週までの術後早期肩
関節角度において，術後 3週の 90° 外転位外旋の角度で低信号群が
高信号群より有意に大きかった（p＜0.01）．術後 4週の術後早期肩関
節角度において，下垂位外旋と 90° 外転位外旋の角度で低信号群が
高信号群より有意に大きかった（p＜0.01，p＜0.01）．
【結論】
今回の結果より，術後 1年時のMRI で 板付着部が低信号化しな
かった（再断裂が疑われる）症例は，術後 3週の 90̊ 外転位外旋，術
後 4週の下垂位外旋と 90̊ 外転位外旋において有意に制限されてい
た．すなわち，術後早期の肩関節角度の獲得の遅れが術後 1年時の
板修復に影響することが分かった．
以上のことから，術後早期理学療法において，術後 1年時の 板再断
裂を防ぐためには術後 3週と 4週で外旋制限をつくらないことが重
要であると思われた．
【説明と同意】
今回の症例に本研究の趣旨を十分に説明し，全例から同意が得られ
た．

O-4 一般演題 1 肩関節

一次修復が可能であった 板大断裂の術後成績

押領司 俊介・竹嶋 誠

溝口外科整形外科病院

Key words / 板断裂，鏡視下 板修復術，術後プログラム

【はじめに】
関節鏡視下 板修復術（以下ARCR）後の後療法は様々であり、術
後の固定方法や固定期間なども施設によって異なる。術後早期から
の可動域訓練の重要性を報告されている一方で、術後早期からの可
動域獲得には 板再断裂のリスクがあり慎重を期す報告も散見され
る。当院においては一次修復が可能であったARCRは小・中断裂と
大断裂を分け、大断裂には固定期間や可動域訓練においても遅らせ
たプログラムで実施している。今回、大断裂症例の回復過程を明らか
にするために調査した。なお、大断裂術後のプログラムは、外転装具
6週固定、術後 2週より ROMを開始、装具除去後に 2週間の三角巾
固定を追加し、自動運動は術後 8週から開始している。
【方法】
2017 年 8 月から 2018 年 10 月に当院で 板断裂修復術を行なった
99 例のうち、半年以上の経過が追えた大断裂症例 26 例（男性 10
例，女性 16 例，平均年齢 67.9±7.4 歳）を対象とし、術後 3，6，12 ヶ
月の筋力、自動可動域、VAS、術後 6，12 ヶ月のUCLA score、ASES
score の結果を調査し、術前の計測値と比較した。筋力は肩甲骨面
30° 挙上（以下、挙上）と下垂外旋（以下、外旋）を、ハンドヘルド
ダイナモメーター（µ-Tas）を用い、等尺性に 3回測定した平均値を
体重比（N/kg）で算出した。統計学的検討には、各時期の群間の比
較には重複測定一元配置分散分析を、術前値との比較にはT検定を
用いて検討し、有意水準は 5％未満とした。
【結果】
最終経過時のMRI で、再断裂率は 4％（sugaya 分類 I：8 例，II：14
例，III：3 例，IV：1例）であった。術後時期の群間の比較において
は、すべての項目で有意差が認められた。自動可動域は、屈曲は術後
6ヶ月で有意に改善し（P＜0.05）、下垂外旋は術後 3カ月で有意に低
値（P＜0.05）を示したのち、術後 12 カ月で有意に改善した（P＜0.05）。
筋力は、挙上は術後 6カ月で有意に改善し（P＜0.05）、外旋は術後 12
カ月で有意に改善した（P＜0.05）。VASは術後 3カ月で有意に改善
した（P＜0.01）。UCLA score、ASES score はどちらも術後 6カ月の
時点で有意に改善した（P＜0.01）。
【結論】
現在の大断裂プログラムで、すべての項目で術前値から有意に改善
しており、下垂外旋以外は半年で有意な改善を示した。何より大断裂
症例でも再断裂率が低いことから今後も長期的に良好な状態を保つ
ことが可能と考える。
【倫理的配慮，説明と同意】
今回の研究に対する内容とデータの使用に関して、対象者にとって
の利益、不利益を伝えた上で、実施と公表について本人、家族に説明
を行なった。また、プライバシーへの配慮や個人の特定がされないこ
とを本人及び家族に同意を得た。



O-5 一般演題 1 肩関節

リバース型人工肩関節全置換術後機能は日常生活活動
で維持可能か

北坂 彰彦 1）・中川 泰誉 1）・菊川 和彦 2）

1）マツダ病院リハビリテーション科 2）マツダ病院整形外科

Key words / リバース型人工肩関節全置換術，術後成績，筋力

【はじめに、目的】
リバース型人工肩関節全置換術（以下、rTSA）は修復不能な 板
広範囲断裂患者に対し適応される。本邦で手術可能となってから 5
年余りが経過するが、追跡調査は術後 1年程のものが多く、その後の
経過についての報告は少ない。そこで本研究では術後 1年と 2年の
成績を調査し、リハビリが終了した後に日常生活活動のみで rTSA
後の機能に変化があるかを検討した。
【方法】
当院にて rTSAを施行し、術後 1年・2年評価が可能であった 17
例 17 肩（手術時平均年齢 73.8±4.6 歳）を対象とした。骨折による
rTSA、頸椎手術既往、認知症は除外した。対象の術前、術後 1年、
術後 2年の自動肩関節可動域（屈曲、外転、外旋）、筋力（屈曲、外
転、外旋、内旋）を比較した。筋力については術前は測定肢位まで上
肢挙上できないため、術後 1年と 2年の比較とした。測定はハンドヘ
ルドダイナモメーターを用い、肩峰から測定位置までの距離と体重
で補正した。統計は自動関節可動域については一元配置分散分析後
Bonferroni の多重比較検定を、筋力については対応のある t検定を
使用し、有意水準 5％未満とした。
【結果】
可動域は術前・術後 1年・術後 2年の順に、屈曲が 52.6±24.7°・
118.8±28.8°・117.3±27.4°、外転が 44.7±13.4°・108.2±36.4°・105.9
±32.5°、外旋が 22.4±20.9°・20.0±15.3°・21.7±16.4° であった。屈
曲・外転については術前と術後 1年、術前と術後 2年で有意差を認
め、術後 1年と術後 2年では差を認めなかった。外旋についてはすべ
ての時期で有意差を認めなかった。筋力は術後 1年・術後 2年の順
に、屈曲が 0.28±0.08Nm/kg・0.29±0.07Nm/kg、外転が 0.26±0.07
Nm/kg・0.26±0.09Nm/kg、外 旋 が 0.16±0.05Nm/kg・0.14±0.04
Nm/kg、内旋が 0.31±0.09Nm/kg・0.30±0.08Nm/kg であった。屈
曲・外転・内旋は有意差を認めなかったが、外旋筋力で有意差を認
めた。
【結論】
術前と比較し術後 1年で屈曲・外転可動域は改善、術後 2年でも
維持されていたことから日常生活動作で機能維持が可能であること
が示唆された。一方で外旋可動域は術前から変化はなく、また筋力も
術後 1年と比べ 2年で低下していた。外旋が必要な日常生活動作と
して結髪動作が挙げられるが、中村らは結髪動作には外転可動域が
影響すると報告している。今回の対象では外転可動域・筋力とも保
たれており、また頸椎や肩甲胸郭関節の代償運動によって外旋運動
が少ない状態で動作を遂行した結果、外旋筋力の低下に繋がったの
ではないかと考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には本研究の趣旨を十分に説明し、書面および口頭にて同
意を得た。

O-6 英語演題 英語・指定演題

Effects of supervised physical activity on postpar-
tum maternal health

Yukiko Makihara

International University of Health and Welfare School of Heath Sci-
ences at Narita Department of Physical Therapy

【Background/Purpose】
Although benefits of physical activity on maternal health during
postpartum period have been widely studied, several barriers that
prevent mothers from being physically active were reported. Those
barriers include physical fatigue, accessibility, and lack of alterna-
tive childcare, motivation, and mental support. We developed a 12-
week walking program that was designed for postpartum mothers
to join while taking care of a child, and investigated its effects on
postpartum maternal health.
【Methods】
Twenty-eight postpartum mothers participated in the study. Seven-
teen mothers were assigned to the physically active（PA）group, and
the rest were in the control group. For the PA group, the number of
daily steps was measured every day using a pedometer during the
12-week program. The mothers in the PA group were given a“tar-
get number of steps”every week which gradually increased to-
wards the end of the program and encouraged to achieve that tar-
get. They reported a weekly average to the principal investigator
（PI）using online message system. The PI communicated with the
mothers online and provided encouragement and advice based on
their weekly achievements. For the control group, the participants
simply measured the number of daily steps for 3 days using a pe-
dometer every 4 weeks. For both groups, anthropometric and physi-
cal fitness data were measured, as well as a customized question-
naire that includes standardized questions in International Physical
Activity Questionnaire, Edinburgh depression scale, and Multidi-
mensional Fatigue Inventory（MFI）was completed every 4 weeks.
【Results】
The number of daily steps significantly increased to 228％ of the
baseline（p＜0.05 by repeated ANOVA）in the PA group whereas it
did not change in the control group. All outcome measures except
MFI score were not significantly different between the groups. The
MFI score that represents perceived physical fatigue decreased
gradually as the postpartum period proceeded in both groups, how-
ever, the amount of decrease was significantly more in the PA
group（62％）when compared to the control group（79％）.
【Discussion/Conclusion】
The results of the present study show that even an exercise pro-
gram that involves only regular walking has benefits on postpartum
fatigue. The 12-week program seems to conquer most barriers that
postpartum mothers commonly face, which enabled the participants
to keep engaged in the program. Judging from the fact that the
physical fitness did not change, the effects seem to have psychologi-
cal aspects which were related to the decrease of MFI score. We
suggest that having a specific goal（the weekly target）and mental
support from a professional played a substantial role.
【Ethical considerations/Informed consent】
This study has been approved by the research ethics committee of
International University of Health and Welfare. Written informed
consent was obtained from all participants.



O-7 英語演題 英語・指定演題

A criterion for manipulation under anesthesia for
stiffness after total knee arthroplasty

Yoshitomo Saiki 1）・Naoyuki Kubo 1）・Tomohiro Ojima 2）

1）Department of Rehabilitation, Fukui General Hospital
2）Department of Orthopedics, Fukui General Hospital

Key words / total knee arthroplasty，manipulation under anesthesia，criterion

【Background】
Stiffness has been described as a frustrating complication after total
knee arthroplasty（TKA）. There are many reports that recommend
manipulation under anesthesia（MUA）for stiffness after TKA. We
previously reported that MUA could improve flexion range of mo-
tion（ROM）by about 20 degrees, demonstrating the effect of MUA.
However, the timing and criteria for MUA are unclear. Regarding
the timing, Yercan et al. suggested that MUA at three weeks after
TKA can improve flexion ROM at final follow up. Therefore, the
aim of this study was to examine flexion ROM in the preoperative
period and three weeks after TKA and to identify a criterion for
performing MUA at three weeks after TKA.
【Methods】
A retrospective analysis of 281 knees（208 patients）that underwent
a primary TKA in our hospital between July 2013 and July 2017
was performed. The clinical outcome was passive flexion ROM in
the preoperative period and three weeks after TKA, and the pres-
ence or absence of MUA less than one year after TKA. First, a re-
gression line was calculated using the preoperative flexion ROM as
an explanatory variable and the flexion ROM at three weeks after
TKA as a criterion variable. Second, using this regression line, the
predicted value of flexion ROM at three weeks after TKA was cal-
culated for each case. Third, the measured flexion ROM at three
weeks after TKA was divided by the predicted flexion ROM to cal-
culate the flexion ROM achievement rate. To identify a criterion
value for performing MUA, the cut-off value was determined using
a receiver operating characteristic（ROC）curve with the flexion
ROM achievement rate as an explanatory variable and the pres-
ence or absence of MUA as a criterion variable, and the accuracy
was evaluated by the area under the curve（AUC）.
【Results】
MUA was performed in 6％（17/281 knees）of cases. The ROC curve
plotted for the flexion ROM achievement rate showed an optimal
cut-off value of 93％, with sensitivity of 88％ and specificity of 89％.
The AUC was 0.93（95％CI：0.89-0.97）, and the accuracy for pre-
dicting whether to perform MUA was high.
【Conclusion】
The flexion ROM achievement rate with the optimal criterion for
performing MUA was 93％. If the flexion ROM achievement rate is
less than or equal to 93％ at three weeks after TKA, it is necessary
to consult with the surgeon about MUA based on the patient’s
wishes. In a future study, we will consider prospectively the validity
of this criterion.
【Ethical considerations】
The research protocol conformed to the Declaration of Helsinki, and
the study protocol was approved by the Nittutaduka Medical and
Welfare Center’s ethics committee.

O-8 英語演題 英語・指定演題

The effects on the knee flexion angle at 8 weeks postoperatively
by swelling management using medical gauze and elastic bandag-
ing during hospitalization after a total knee arthroplasty

Shingo Mitamura 1）・Akito Kataoka 1）・Yuri Yamamoto 1）・
Susumu Ota 2）・Remi Fujita 2）・Hideshi Sugiura 3）・
Hideki Warashina 4）・Michitaka Kato 4）・Shinji Kitamura 4）

1）Department of Rehabilitation, Nagoya Orthopedic and Joint Replacement Clinic
2）Department of Rehabilitation and Care, Seijoh University
3）Department of Physical Therapy, Nagoya University Graduate school of Medicine
4）Department of Orthopedic Surgery, Nagoya Orthopedic and Joint Replacement Clinic

Key words / sustained compression，swelling，knee flexion angle

【Background/Purpose】
We aimed to examine the effects on postoperative thigh circumfer-
ence, knee pain, and knee flexion angle by compression with medical
gauze and elastic bandaging in patients with total knee arthroplasty
（TKA）.
【Methods】
The subjects were 34 knees who underwent the primary TKA be-
tween March and July in 2018. Exclusion criteria were those who
had spinal fusion, total hip replacement. All surgeries were per-
formed by one experienced orthopedic surgeon and physical ther-
apy was performed according to our TKA postoperative protocol.
Subjects were randomly assigned to an elastic bandage group and a
control group. The elastic bandage group contained 17 knees（fe-
male 16, age 72.4 ± 5.9 years, BMI 28.0 ± 2.3 kg/m2）and the control
group contained 17 knees. There was no significant difference be-
tween the two group in preoperative data. The elastic bandage is
gradually compressed from the proximal lower thigh to the distal fe-
mur while the medical gauze is tightly squeezed and placed around
the patella. It continued to compress a 24-hour basis except during
the shower from the second postoperative day to the discharge day.
We evaluated the above knee circumference, knee pain and knee
flexion angle at preoperatively and at 1 week postoperatively. Addi-
tionally, the knee flexion angle was evaluated during surgery and at
eight weeks postoperatively. The circumference and knee pain
were adopted by dividing the 1 week postoperatively by the preop-
erative value. The values obtained by dividing the 1- and 8-week
postoperative values by the during surgery knee flexion angle were
used（1w/intra, 8w/intra）. Statistical analysis was used the Mann-
Whitney U test to compare between the elastic bandage group and
the control. The significance level was less than. 05.
【Results】
The circumference of the elastic bandage group（1.06 ± 0.04）was
significantly lower than the control group（1.10 ± 0.03）. The knee
pain of the elastic bandage group（0.77 ± 0.49）was significantly
lower than the control group（1.53 ± 1.04）. There was no significant
difference between the elastic bandage group（0.80 ± 0.11）and the
control group（0.77 ± 0.11）in the 1w/intra knee flexion angle. The
8w/intra knee flexion angle of the elastic bandage group（0.93 ±
0.07）was significantly higher than the control group（0.87 ± 0.07）.
【Discussion/Conclusion】
It was found that swelling management using elastic bandaging
during hospitalization reduced swelling rather than the control
group at 1 week postoperatively. It was effective to compression us-
ing medical gauze and elastic bandaging reduced swelling, de-
creased knee pain, therefore increased knee flexion angle at 8 weeks
after TKA.
【Ethical considerations/Informed consent】
We explained to subjects and agreement was obtained. This re-
search has been approved by the Seijoh University Ethics Commit-
tee.



O-9 一般演題 2 足関節・足部

足部・足関節骨折患者の 痛の残存状況とそれに関連
する因子の検討

柿田 徹郎 1）・片岡 英樹 1,2）・高尾 奏二朗 1）・岩永 将 1）・
野元 祐太郎 1）・山下 潤一郎 1）・森田 馨 4）・坂本 淳哉 2,3）・
沖田 実 2,3）

1）社会医療法人長崎記念病院リハビリテーション部
2）長崎大学大学院医歯薬学総合研究科理学療法学分野
3）長崎大学生命医科学域・保健学系 4）社会医療法人長崎記念病院整形外科

Key words / 足部・足関節骨折， 痛，運動無視

【はじめに】
足部・足関節骨折に対する治療過程では，免荷やギプス等による不
動期間が設けられることが多く，運動機能障害や慢性 痛といった
問題が頻繁に生じている．実際，先行研究では，足関節骨折患者の
1/3 に能力障害が生じ，これにはギプス固定除去後に残存する 痛
が関連すると報告されている（Lin CW, et al. 2009）．しかし，足部・
足関節骨折後に残存する 痛の関連因子について検討した報告は非
常に少なく，基礎資料に欠けているのが現状である．そこで本研究で
は，足部・足関節骨折後の 痛の残存状況と関連因子について後方
視的に検討した．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は当院倫理委員会にて承認を受けた後，ヘルシンキ宣言に則
り，対象者の個人情報保護に十分配慮して実施した（承認番号：
2019-02-0516）．
【方法】
対象は，足部・足関節骨折にて当院に入院し理学療法（PT）を施行
した 18 例（54.7±14.2 歳）とした．基本項目として，年齢，性別，
身長，体重，骨折部位，手術の有無，免荷期間を調査した．次に，
痛関連項目として，程度を numerical rating scale（NRS），中枢感作
を central sensitization inventory（CSI），破局的思考を pain catastro-
phizing Scale（PCS），不安・抑うつを hospital anxiety and depres-
sion scale（HADS）にて評価した．また，運動機能関連項目として，
運動無視を neglect like symptoms-score（NLS）のmotor neglect
（MN）と cognitive neglect（CN），足関節底・背屈の等尺性筋力と関
節可動域をそれぞれ筋力測定器（µ-Tas F-1，アニマ社）とゴニオメー
ターを用いて評価した．なお，評価時期は荷重開始時（BL）と荷重
開始 4週目（4w）とした．統計学的分析として，BLと 4wの NRS
と基本項目ならびに同時期の評価項目との関連性について，対応の
ない t検定と Spearman の順位相関係数を適用して検討した．統計
学的有意水準は 5％未満とした．
【結果】
BLと 4wの NRSはそれぞれ 3.7±2.1，2.7±2.2 であり，基本項目と
の関連性は認めなかった．次に，BLの NRSは，PCS拡大視（rs＝
0.4903）と NLS-MN（rs＝0.721）と有意な正の相関関係を認め，足関
節底屈筋力（rs＝-0.6248）と有意な負の相関関係を認めた．また，4
wの NRSは，PCS拡大視（rs＝0.7662），PCS総点（rs =0.5539）なら
びにNLS-MN（rs＝0.6282）と有意な正の相関関係を認めた．
【結論】
本研究の結果，足部・足関節骨折後の 痛の残存には，破局的思考や
運動無視，底屈筋力が関連することが明らかとなった．以上のことか
ら，免荷・不動期間中やその後の PTにおいて，運動無視に対するア
プローチや患者教育指導を併用する必要性が示唆された．

O-10 一般演題 2 足関節・足部
足関節外果骨折術後の足部軟部組織柔軟性と足関節背
屈ROM・母趾伸展ROMの関係性 超音波Elasto-
graphy 用いて

水島 健太郎・久須美 雄矢・水池 千尋・村岡 泰斗

誠仁会 大久保病院 明石スポーツ整形・関節外科センター

Key words / 足関節背屈制限，足関節外果骨折，母趾伸展制限

【はじめに】
足関節外果骨折の術後は，創部周囲の腫脹・癒着により足関節の
背屈制限が生じやすい．超音波エコー（US）を用いた我々の先行研
究により，足関節外果骨折術後の足部周囲の軟部組織は硬くなって
いることが明らかとなった．また，母趾の伸展可動域が不良な症例は
足関節背屈可動域が不良であることが多い．そこで今回，足関節外果
骨折術後の足部周囲軟部組織の柔軟性をUSを用いて測定し，足関
節背屈ROMと母趾伸展ROMの関係性を報告する．
【方法】
対象は，足関節外果骨折術後 15 例（男性 8例，女性 7例，平均年
齢 61.3 歳）とし，健側と患側の足部周囲軟部組織の組織弾性を，US
（Aixplorer，コニカミノルタ社製）の Shear Wave Elastography を用
いて評価した．腹臥位足関節中間位で，Kager’s fat pad（KFP），長
母趾屈筋（FHL），ヒラメ筋（SU），短腓骨筋（PB）の各筋を 10
回測定し，その平均値を算出した．また，ゴニオメーターを用いて足
関節背屈ROM・母趾伸展ROMを測定した．検討項目は，各筋の組
織弾性を健側と患側で比較検討した．また，足関節背屈ROMと母趾
伸展ROMの相関，各筋の組織弾性と足関節背屈ROM・母趾伸展
ROMの相関を求めた．なお検査測定は，十分練習を行った同一者が
施行した．統計処理は対応のある t検定，ウィルコクソン検定，ピア
ソン相関係数を用い，有意水準を 5％未満とした．
【結果】
KFP組織弾性（健側：患側）は，2.24m/s：2.77m/s，FHL組織弾

性は，2.79 m/s：3.65 m/s，SU組織弾性は，3.28m/s：4.31m/s，PB
組織弾性は，3.31m/s：4.48m/s であり，全ての筋において，患側が
健側に比べ有意に高値を示した（p＜0.05）．足関節背屈ROMと母趾
伸展ROMに，r=0.71（p＜0.01）の正の相関が認められた．
足関節背屈ROMとの相関は，KFP組織弾性と r=-0.64，FHL組織

弾性と r=-0.63，SU組織弾性と r=-0.62 の負の相関が認められた（p
＜0.05）．また，母趾伸展ROMとの相関は，KFP組織弾性と r=-0.56，
FHL組織弾性と r=-0.55 の負の相関が認められた（p＜0.05）．
【結論】
本研究の結果，足部周囲の軟部組織弾性は健側と比べて患側が有

意に高値を示し，KFP，FHL，SU組織弾性と足関節背屈ROMに負
の相関があった．また，足関節背屈ROMと母趾伸展ROMに正の相
関が認められ，これは母趾の伸展制限に伴い足関節背屈制限を有す
ることを意味する．また母趾伸展ROMと FHL，KFPに負の相関が
認められた．これは，これらの筋の柔軟性低下に伴い母趾伸展ROM
が制限されることを示唆している．
【倫理的配慮，説明と同意】
大久保病院倫理委員会の承認を得て，ヘルシンキ宣言をもとに，保

護・権利の優先，参加・中止の自由，研究内容，身体への影響などを
説明し，同意を得ることができた場合のみ対象として計測を行った．



O-11 一般演題 2 足関節・足部
足関節果部骨折および足関節脱臼骨折術後症例におけ
る運動機能の経時的変化～全荷重開始から術後 1年ま
で～
西山 昌秀 1）・岩崎 さやか 1）・近藤 千雅 2）・鈴木 智裕 3）・
岩澤 裕之 2）・志堅原 隆広 3）・星野 姿子 1）・松永 優子 1）・
石森 光一 4）・松下 和彦 4）

1）川崎市立多摩病院リハビリテーション科
2）聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院リハビリテーション部
3）聖マリアンナ医科大学病院リハビリテーション部 4）川崎市立多摩病院整形外科

Key words / 足関節骨折，運動機能，経時的変化

【はじめに，目的】
足関節果部および足関節脱臼骨折（足関節骨折）術後は免荷期間が
あり，筋力低下などの運動機能低下が予測される．しかし，足関節術
後症例の運動機能の報告は非常に少なく，運動機能の経時的変化は明
らかになっていない．本研究の目的は足関節術後症例の術後 1年まで
の運動機能の経時的変化を明らかにすることである．
【方法】
対象は 2014 年 2 月から 2019 年 4 月までに足関節骨折の手術を実
施した連続症例 147 例中，術後 1年間の外来リハが実施可能であった
39 例（男性 20 例，女性 19 例，平均年齢 50.21±14.33 歳）である．除
外基準は，創外固定，骨折部の固定性不良，脳血管疾患や上肢骨折な
どの他疾患合併，認知機能低下である．測定項目は片脚立位時間（最
大 60sec），等尺性膝伸展筋力体重比（膝伸展筋力体重比），50rpmの
等速性脚伸展筋力体重比（脚伸展筋力体重比），術側足関節の関節可動
域（ROM）および下腿三頭筋のMMTである．片脚立位時間，膝伸展
筋力体重比，脚伸展筋力体重比は，測定を 2回実施し，最大値を採用
した．測定時期は，全荷重開始時（FWB），術後 3ヶ月（3M），6ヶ月
（6M），9ヶ月（9M），1年（1Y）である．統計は，1，2元配置の分散
分析，および friedman 検定，χ2検定，多重比較を実施した．統計ソ
フトは SPSS12.0J を使用し，統計的有意水準は 5％未満とした．
【倫理的配慮，説明と同意】
本報告は，当院倫理委員会の承認を受け，対象者には十分な説明を行
い，同意を得て実施した．
【結果】
結果を平均値±標準偏差もしくは中央値（4分位偏差）にて示す．健患
差に関して，片脚立位時間は，FWB：健側 60.00（60.00）vs. 患側 6.69
（37.78）sec，1Y：60.00（60.00）vs 60.00（60.00）sec であり，FWB
では患側が健側に比して有意に低値を示したが，1Yでは有意差を認
めなかった．膝伸展筋力体重比は，FWB：健側 54.38±11.93 vs. 患側
38.01±12.24％，1Y：61.58±12.07 vs. 59.35±13.49％であり，FWB
では患側が健側に比して有意に低値を示したが，1Yでは有意差を認
めなかった．脚伸展筋力体重比はFWB：健側 1.51（1.91）vs. 患側 1.05
（1.22）％，1Y：1.80（2.27）％ vs.1.73（2.18）であり，FWBおよび 1
Yでも患側が健側に比して有意に低値を示した．術側ROMは，背屈
がFWB 10.00（12.50）度，1Y20.00（22.50）度であり，底屈がFWB
45.00（52.50）度，1Y55.00（65.00）度であり，1Yは FWBと比較して
有意に高値を示した．術側下腿三頭筋のMMTは，FWB 2+（39 例），
3M 2+（28 例），4（1例），5（10 例），9M 2+（13 例），5（26 例），1Y
2+（6 例），5（33 例）であり，9Mおよび 1Yはと FWBおよび 3M
比較して有意に高値を示した．
【考察】
術後 1年で脚伸展筋力体重比以外の運動機能は改善を認めたが，脚伸
展筋力体重比は十分な改善を認めなかった．そのため，術後は足関節
だけでなく下肢機能全体の改善を念頭に置いた治療プログラムの作
成が必要と考えられる．
【結論】
足関節骨折術後は術後 1年でも脚伸展筋力体重比に健患差を認めた
が，片脚立位時間，膝伸展筋力体重比には健患差を認めなかった．ま
た，患側MMT，ROMは術後 1年で FWBと比較して有意に高値を示
した．

O-12 一般演題 2 足関節・足部

外反母趾症例に対する理学療法の効果

小俣 訓子 1）・高倉 義幸 1）・窪田 健児 1）・飯田 美穂 1）・
三浦 和己 1）・唄 大輔 2）・高倉 義典 3）

1）高倉整形外科クリニック
2）平成記念病院 リハビリテーション課
3）西奈良中央病院 整形外科
Key words / 外反母趾，保存療法，理学療法

【目的】
外反母趾治療に関して，保存療法の症例に対する理学療法効果につ
いての報告は少ないため，理学療法前後での効果を重症度分類も含
めて比較検討した．
【方法】
対象は 2009 年 7 月から 2019 年 3 月において外反母趾と診断され，
理学療法を開始し，同時に自宅練習指導を行った 34 名 46 足，平均
58.1±17.4 歳である．平均観察期間は 18 ヶ月であった．重症度分類
は外反母趾ガイドラインの基準において外反母趾角（HV角）が 20°
から 30° までを軽度，30° から 40° が中等度，40° 以上が重度と定めら
れているため，これに基づき軽度群 21 足，中等度群 13 足，重度群
12 足に分類した．理学療法についてはHohmann 体操で母趾中足趾
節関節（MTP関節）周囲の軟部組織の柔軟性向上を図る．母趾外転
筋と足趾屈筋群の筋力増強練習に加え，立位や歩行での運動連鎖を
考慮して後脛骨筋，中殿筋に対しても筋力増強練習を実施した．母趾
外転を自動運動で行うことが難しい場合は母趾外転筋への電気刺激
療法，中足部における横アーチのアシスト，ゴムチューブを使用する
など段階的に実施することで筋力増強を図った．さらに自宅でも正
しい練習が継続して行えるように指導した．評価は理学療法開始時
（開始時）と経過観察時（経過時）のX線で行った．HV角，第 1
第 2中足骨間角，第 1第 5中足骨間角，calcaneal pitch angle（CP
角），舟状骨高，アーチ高率の 6項目を先行研究に基づき同一検者が
WEASIS（AU Syscom Japan 株式会社）を用いて測定し比較した．
痛は追跡調査ができた対象例に対しNumerical Rating Scale

（NRS）で行った．
【結果】
開始時と経過時の全体群での比較では，すべての項目に有意差を認
めなかった．また，重症度毎における開始時と経過時の比較でもすべ
ての項目に有意差を認めなかった． 痛については，NRSが聴取で
きた 27 足（全体の 58.7％）の結果，開始時 5.5 から経過時 2.4 と 痛
軽減が認められた．
【結論】
重度群を含めた外反母趾症例に対する理学療法介入の効果を検討し
た．その結果，約 1年半の経過時のX線像からのHV角をはじめと
する前足部の角度が悪化することなく，外反母趾の進行を防げてい
ることであり，理学療法の効果と考えられる．さらに，CP角やアー
チ高率などの後足部にも有意差が認められない点から，母趾外転筋
のみならず荷重下での運動連鎖を考慮した後脛骨筋や中殿筋の筋力
増強練習の結果と考える．また，全体の 6割弱の調査結果ではある
が， 痛軽減が認められた点は臨床において有意義な結果と考える．
以上の結果から，適切な理学療法によってHV角の進行は防ぐこと
ができ，さらに 痛軽減効果も期待できることが判明した．今後は症
例数を増やして理学療法を徹底し，その効果を調査したい．
【倫理的配慮，説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき，対象となる症例各位に対し口頭にて十分
な説明を行い書面にて同意を得た．



O-13 一般演題 2 足関節・足部

外反母趾に伴った扁平足の足底圧に及ぼす影響

有田 真悠 1）・原井 信幸 1）・梶本 里美 1）・保村 優裕 1）・
三島 一成 1）・田村 篤 1）・森下 勝行 1）・奥田 龍三 2）

1）洛西シミズ病院 リハビリテーション科
2）洛西シミズ病院 整形外科

Key words / 外反母趾，扁平足，足底圧

【はじめに、目的】
母趾痛や中足部痛を主訴とする外反母趾は前足部疾患として多
く、しばしば扁平足を伴っている。先行研究により外反母趾では健常
足に比して母趾機能が低下すると報告されているが、外反母趾に併
存した扁平足が足底圧にどのように影響するかについては明らかで
はない。本研究の目的は、扁平足を伴った外反母趾例の足底圧を計測
し、扁平足の程度による足底圧の影響について検討することである。
【方法】
2016 年 10 月から 2018 年 3 月までに当院で外反母趾矯正術を目
的として入院した女性 15 例 15 足（年齢 49-72 歳、平均 60.9 歳）を対
象とし、その術前に足底圧を計測した。全例が初回手術であり、かつ
外反母趾と扁平足以外に運動器疾患を認めなかった。
足圧分布計測機能を有したトレッドミル（Zebris Win FDM-T）を
用いて立位、片脚立位および歩行の足底圧を計測した。足底を母趾、
第 2・3趾、第 4・5趾、前足部内側・中間・外側、中足部、後足部の
8領域に分画し、各領域のピーク圧を算出した。扁平足の評価は、荷
重位足側面X線像にて距骨－第 1中足骨角を計測し、4～15° が軽度
群（8例 8足）、16°～30° が中等度群（7例 7足）と分類し 2群間で比
較検討を行った。
2群間の比較検討はMann-Whitney の U検定を用い、有意水準は
5％未満とした。
【結果】
症例の特性：軽度群は、年齢 60.0±6.9 歳、身長 156.4±4.1cm、体
重 53.6±7.8kg、HVA40.1±9.3°、中等度群は、年齢 61.7±5.1 歳、身
長 154.4±5.6cm、体重 58.0±6.9kg、HVA47.1±10.2° であった。年齢、
身長、体重、HVAは両群間に有意な差はなかった。距骨－第 1中足
骨角は、軽度群 8.7±3.0°（範囲：4-12°）、中等度群 21.3±5.0°（範囲：
16-30°）であり、有意な差を認めた（p=0.003）。
足底圧：立位では中足部において軽度群 53.3±13.3kPa、中等度群
76.2±22.7kPa と中等度群が有意に高値を示した（p=0.03）。片脚立位
では母趾部において軽度群 131.4±54.1kPa、中等度群 53.3±84.0kPa
と中等度群が有意に低値を示し（p=0.01）、中足部において軽度群
101.0±17.0kPa、中等度群 144.8±63.2kPa と中等度群が有意に高値
を示した（P=0.03）。歩行では母趾部において軽度群 195.6±136.4
kPa、中等度群 64.1±34.3kPa と中等度群が有意に低値を示し（p=
0.02）、その他の領域では有意な差はなかった。
【結論】
外反母趾に併存した中等度の扁平足（距骨－第 1中足骨角≧
16°）では、軽度の扁平足に比して片脚立位や歩行において母趾の負
荷が減少する結果となった。上記より、外反母趾において扁平足が進
行すれば歩行時の母趾への負荷が減少し、母趾機能の障害が大きく
なると考える。扁平足を伴った外反母趾の治療において、前足部のみ
ならず縦アーチ低下や後足部外反など足部全体のアライメント異常
について考慮し、機能改善を図る必要性が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には個人情報の保護、利益・不利益について説明を行い、書

面による同意を得た上で実施した。

O-14 一般演題 3 変形性膝関節症・人工膝関節

変形性膝関節症における内側半月板逸脱と膝関節アラ
イメントとの関連性

渡邉 五郎 1）・星 賢治 1）・黒瀬 靖郎 2）・蒲田 和芳 1）

1）広島国際大学大学院医療・福祉科学研究科
2）広島県立障害者リハビリテーションセンター整形外科

Key words / 変形性膝関節症，内側半月板逸脱，アライメント

【はじめに、目的】
変形性膝関節症（膝OA）は、高齢者人口の増加に伴い罹患者の増

加が予測される疾患である。治療による経済的負担の増大や、労働生
産性損失の増大が推測され、その予防・治療方法の確立が急務であ
る。内側半月板逸脱（MME）は、初期膝OAマーカーの 1つと考え
られており、関節軟骨損傷と関連する可能性がある。一方、膝OA
の異常キネマティクスとして、脛骨内転、外旋、後方偏位、外側偏位
が生じる。脛骨外側偏位すなわち大腿骨内側偏位は、荷重位において
MMを内方に押し込むことが推測されるが、その詳細は明らかにさ
れていない。そこで、本研究の目的を、膝OAにおけるMMEと脛
骨外側偏位を含む膝アライメントの関連を明らかにすることとし
た。本研究の仮説を、MMEの大きい膝では脛骨外側偏位が大きいと
した。
【方法】
対象は、一次性の内側型膝OAと診断された 50～80 歳の日本人、

Kellgren-Lawrence 分類 grade I から III に該当する者であった。パ
ワー分析によりサンプル数を計 40 名とした。膝関節最大伸展位で撮
像した前額断MRI を用いて、大腿骨、脛骨、MMの辺縁を抽出し、
3次元モデルを作成した。大腿骨と脛骨に骨座標系を埋設し、関節座
標系を定義して 6自由度のアライメントを算出した。また、脛骨高原
の骨棘の影響を除外した上で、MMEの体積と幅を測定した。脛骨座
標系の原点から尾側へ移動した水平面で脛骨モデルを切断し、その
断面に厚みを持たせ作成したモデルに対する逸脱を算出した。MME
幅 3 mm未満と 3 mm以上の 2群に分け、脛骨の内転、外旋、外側偏
位を、2標本 t 検定を用いて比較した。有意水準を 5％とした。
【結果】
MME3 mm未満は 10 膝、MME3 mm以上は 30 膝であった。両群

の年齢、身長、体重、BMI に有意差はなかった。MME体積（MME
3 mm未満 531.8［340.3，723.3］mm3、MME3 mm以上 1344.2［1166.0，
1522.4］mm、p＜ 0.001）、脛骨内転（-2.2［-3.3，-1.0］°、-0.1［-0.9，
0.8］°、p = 0.010）、脛骨外側偏位（3.2［2.8，3.7］mm、5.0［4.5，5.2］
mm、p＜ 0.001）では、いずれもMME3 mm以上の群の方が有意に
大きかった。脛骨外旋に有意差はなかった（p = 0.409）。
【結論】
MME体積、脛骨内転、脛骨外側偏位はいずれもMME3 mm以上

の群で高値であった。先行研究において、健常者に比べて膝OA患者
のMMEが大きかった。また、中等度から末期の膝OAでは健常者
と比べて、足踏み動作中の脛骨内転、外側偏位が大きかった。脛骨外
側偏位は、大腿骨と脛骨の間にあるMMを、脛骨高原から内側に逸
脱させ得る。また、その逆にMMEは、脛骨内顆中央部のMM厚の
減少を伴うため、内反アライメントの増大を引き起こす可能性もあ
る。以上より、本研究の結論を、軽度から中等度の膝OA患者におい
て、MMEの大きい膝では膝関節伸展域での脛骨内転と外側偏位が
大きいとした。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は、広島国際大学人を対象とする医学系研究倫理委員会の

承認を得て、実施された。すべての参加者に書面での説明と同意を得
た。



O-15 一般演題 3 変形性膝関節症・人工膝関節

決定木分析を用いた変形性膝関節症患者の歩行速度に
影響する機能的要因の検討

小林 巧 1）・神成 透 2）・松井 直人 2）・野陳 香織 3）・
角瀬 邦晃 2）・大川 麻衣子 4）・遠山 晴一 5）・山中 正紀 1）

1）北海道千歳リハビリテーション大学
2）北海道整形外科記念病院 3）江別谷藤病院
4）新札幌ながい整形外科 5）北海道大学大学院保健科学研究院
Key words / 変形性膝関節症，歩行速度，決定木分析

【はじめに、目的】
これまで変形性膝関節症（knee osteoarthritis：膝 OA）患者の歩行
能力の関連要因についての検討は、対象者を一括りにした単一的な
検討を行うのみで、対象者の能力に応じた検討は行なわれていない。
決定木分析は、独立変数を関連の強さで階層的に判断し、従属変数を
類似したサブグループに分割することで能力に応じた特性を把握で
きる。本研究の目的は、膝OA患者の歩行速度に影響する機能的要因
について決定木分析を用いて検討することで、理学療法を行う上で
の目標設定や将来予測の参考にすることである。
【方法】
対象は膝OA患者 53 名（女性 50 名、男性 3名、年齢 68.8 ± 7.7 歳、
身長 151.5 ± 6.0cm、体重 61.0 ± 7.5kg、北大分類：III 18 名、IV 35
名）とした。形態計測として患側の大腿脛骨角、機能的要因として、
いずれも両側の歩行時の膝痛（visual analogue scale：VAS）、膝屈曲
および伸展可動域（range of motion：ROM）、角速度 180°/s での膝屈
曲および伸展筋力とした。歩行能力として、最大歩行速度を測定し
た。統計学的分析は、従属変数を歩行速度、独立変数を基本属性、形
態計測および機能的要因とした決定木分析（CART法）を実施した。
決定木の停止基準として、階層は第 5層までとし、親ノードの最小数
を 10、子ノードは 5と定め、分岐時の誤分類率が改善しない時に分
析終了とした。有意水準は 5％とした。
【結果】
樹形図は第 4層まで分岐し、得られたターミナルノードの総数は 6
だった。第 1層では患側膝屈曲筋力 0.25 Nm/kg を境界に 2群に分
割された。0.25 Nm/kg 以上の場合、第 2層で患側膝伸展筋力 0.68
Nm/kg を境界に 2群に分割され、0.68 Nm/kg 以上の場合、歩行速度
が最も速いサブグループ（1.93 m/s）となった。0.68 Nm/kg 以下の
場合、第 3層で歩行時のVAS（境界：12.5 mm）、第 4層で患側膝屈
曲ROM（境界：132 度）によってそれぞれ 2群に分割された。第 1
層で患側膝屈曲筋力が 0.25 Nm/kg 以下の場合、第 2層で健側膝伸
展ROM -3.0 度を境界に 2群に分割された。-3.0 度以下の場合、歩行
速度が最も遅いサブグループ（0.85 m/s）となった。
【結論】
膝OA患者において、膝屈筋の活動は膝同時収縮を高めることで膝
安定性に寄与することが報告されており、膝OA患者の歩行速度に
は膝屈曲筋力が影響する可能性が示唆された。また、歩行レベルに
よって関連する要因が異なることから、膝OA患者の理学療法は単
一的に捉えるのではなく、歩行能力に応じた適切な機能的要因に対
するアプローチが必要である可能性が示唆された。さらに、各関連要
因の境界が明らかになったことで、具体的な目標設定や将来予測に
利用できる可能性が推察された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき、各対象者には検査実施前に同意
書を用いて研究についての十分な説明を行い、研究参加の同意なら
びに結果の使用について了承を得た。

O-16 一般演題 3 変形性膝関節症・人工膝関節

血中miR-133a は人工膝関節全置換術後早期のTUGと
関連する

髙村 大祐 1,2）・脇川 大誠 2）・畠山 隼平 2）・高濱 安津子 1）・
岩田 健太郎 1,2）・末吉 達也 3）・安田 義 3）・森山 英樹 4）

1）神戸市立医療センター中央市民病院リハビリテーション技術部
2）神戸大学大学院保健学研究科
3）神戸市立医療センター中央市民病院整形外科 4）神戸大学生命・医学保健学域

Key words / マイクロ RNA，TKA，TUG

【はじめに・目的】
臨床場面で患者に運動療法を処方する際、運動量をBorg scale 等

の自覚的疲労感を指標に決定する場合もあるが、多くは理学療法士
の主観に委ねられているのが実情である。しかし、現状では、その運
動量が真に効果的か分からない。そこで、新しい客観的な指標とし
て、microRNA（miR）を活用することを着想した。数多あるmiR
のうち、これまでに運動前後で発現量が変化することが報告されて
いるmiR-133a と miR-206 が、患者にとって真に効果的な運動量の指
標となり得る有望な候補と考えた。本研究では、miR-133a・miR-206
と身体機能改善との関連を調べることで、新しい客観的な指標を創
出することを目的とした。
【方法】
当院で 2018 年 10 月から 2019 年 2 月の間に片側人工膝関節全置

換術（TKA）を行った患者のうち、2週間で自宅退院または転院する
当院のクリニカルパスから外れた者を除く 13 名（平均年齢 78.3±6.1
歳、男性 3名、女性 10 名）を対象とした。尚、糖尿病を有する者は
除外した。評価時期は術前、退院時、術後 3カ月とし評価項目は膝関
節伸展筋力、股関節外転筋力、TUGとした。また、オムロン活動量
計HJA-750C を用いて入院中の歩数を計測した。術後 9日目での血
漿中のmiR-133a と miR-206 の発現量を real-time PCR にて測定し
た。miR-191 と miR-39 の相乗平均との差分をΔCt とし、発現量の定
量化はClauss ら（2016）の方法を参考にし、2-ΔCtとして算出した。
退院時および術後 3カ月のTUGと、年齢およびその他評価項目と
の関連性を、ピアソンの相関係数またはスピアマンの順位相関係数
を計算することで分析した。
【結果】
miR-133a は退院時TUGと有意に正の相関関係を示した（ρ=

0.57、p=0.042）一方で、術後 3カ月のTUGとは関連性は見られな
かった（ρ=0.446、p=0.127）。miR-206 は退院時および術後 3カ月の
TUGとは関連性が見られなかった（ρ=0.253、p=0.404、ρ=-0.06、
p=0.844）。その他、退院時TUGと関連した項目は年齢（ρ=0.64、p
=0.018）、術前のTUG（ρ=0.692、p=0.011）、術前の術側膝関節伸展
筋力（ρ=-0.61、p=0.03）、術前の非術側膝関節伸展筋力（ρ=-0.62、
p=0.027）、歩数（ρ=-0.588、p=0.0381）、であった。術後 3カ月のTUG
と関連した項目は、術前TUG（r=0.91、p＜0.001）、術前の非術側膝
関節伸展筋力（r=-0.627、p=0.022）、退院時の非術側膝関節伸展筋力
（r=-0.589、p=0.0341）、術後 3カ月の非術側膝関節伸展筋力（r=-0.652、
p=0.016）であった。
【結論】
本研究より、TKA術後 9日目でのmiR-133a は退院時のTUGと
関連することが示された。効果的な運動療法を処方する上での新規
の客観的指標として、血中miR-133a を提案する。今後、TKAのみ
ならず他疾患でのmiR-133a の有用性も検討する必要があると考え
る。
【倫理的配慮・説明と同意】
対象者には目的および方法を説明し、書面にて同意を得た。また、本
研究は当院倫理委員会倫理規定に従い行われた（承認番号：zn
180806）。
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人工膝関節全置換術後 3ヶ月時の歩行時痛に影響する
要因の検討

小池 祐輔 1,2）・対馬 栄輝 2）・石田 和宏 1）・小松 雅明 1）・
木村 正一 3）・森 律明 3）・西尾 悠介 3）・田中 大介 3）
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Key words / TKA，術後遷延痛，KOOS

【はじめに・目的】
人工膝関節全置換術（TKA）は，変形性膝関節症（OA）に対して
安定した成績が得られている．一方，TKA後の術後遷延痛は約 15％
存在することも報告されている（Hofmann ら，2011）．確かに臨床に
おいては歩行時痛が持続する症例をしばしば経験するが，TKA後の
歩行時痛に関連する要因については明らかにされていない．本研究
の目的は術後 3ヶ月時の歩行時痛に影響する因子を追究することで
ある．
【方法】
対象はOAに対するTKA症例 50 例（年齢 73.4±6.2 歳，女性 37
例，男性 13 例）とした．これらに対し，退院時および術後 3ヶ月時
の歩行時痛（VAS），関節可動域（術側膝屈曲角・伸展角，非術側膝
伸展角），KOOS下位項目（症状、 痛、ADL、スポーツ、QOL）を
評価した． 痛は国際 痛学会が定める術後遷延痛の定義（術後 3ヶ
月以上持続かつNRS3 以上）を参考に術後 3ヶ月時のVASを 30
以上（遷延群）と 30 以下（改善群）に分類した．後療法は翌日より
理学療法開始，約 3週間で退院とするクリニカルパスに準じた．退院
後に外来での理学療法は行っていなかった．
統計解析は，従属変数を退院後 3ヶ月時の 痛（遷延群と改善群），
独立変数を年齢および退院時の評価項目とし，ステップワイズ法
（AIC 基準）による多重ロジスティック回帰分析を適用した．有意水
準は 5％とした．
【結果】
対象の 50 例中改善群 41 例，遷延群 9例であり，遷延群は全体の約

18％であった． 痛はVASで改善群 5.6±8.3mm，遷延群 44.7±12.3
mmであった．多重ロジスティック回帰分析の結果，退院時の術側膝
伸展角（オッズ比［OR］：1.39，95％CI：0.52-0.98），退院時のKOOS
ADL（オッズ比［OR］：1.25，95％CI：0.68-0.94）が選択された．膝
伸展角は改善群-0.9±2.6°，遷延群-3.3±4.3° であった．KOOS ADL
は改善群 86.0±9.7，遷延群 74.5±9.5 であった．
【結論】
本研究の対象では歩行時痛の遷延は全体の約 18％と過去の報告
と同程度であった．術側膝伸展角は歩行時における外部膝関節屈曲
モーメントの増加を引き起こし，軟部組織へのメカニカルストレス
が増大するため 痛の遷延に繋がった可能性があると考える．
KOOS ADLは ADLの幅広い側面を評価している．特に家事動作や
買い物など歩行を要する項目も多く，歩行時痛に影響したと考える．
入院中の理学療法では膝伸展角を改善し，ADLの困難感を軽減さ
せることが重要である．本研究の限界としては 痛の局在が不明確
であること，心理・思考面が考慮されていないこと，退院後の活動量
が評価されていないことが挙げられる．
【倫理的配慮，説明と同意】
既存のデータを用いる観察研究であり，対象から同意を得ること
が不可能であるため簡略化した．また，本研究の結果により今後対象
にとって間接的な利益となる可能性がある．必要な評価を利用した
後ろ向き研究であるため，不利益は予測されない．
なお，本研究は当大学倫理委員会の承認を得て実施した（整理番
号：2018-045）．

O-18 一般演題 3 変形性膝関節症・人工膝関節

高齢変形性膝関節症患者の IADLの自立に関わる因子
の検討

南條 恵悟 1,2）・長塩 直子 1）・栗原 大輔 1）・今平 和彦 1）・
池田 崇 2,3）・末永 亮 1）・巽 一郎 1）・神野 哲也 2,4）・
増田 正 5）
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【はじめに】
国民生活基礎調査によると，要支援に陥る理由で最も多いのは変
形性膝関節症（膝OA）を含む関節疾患であり，高齢の膝OA患者の
要介護化を防ぐことは急務である。高齢者の手段的日常生活活動動
作（IADL）の低下は将来的な要介護化や生命予後の一因であり，高
齢の膝OA患者に対する評価の一つとして看過できない。しかし，高
齢の膝OA患者の IADLにどのような要因が関与するかはこれま
でにほとんど報告されていない。本研究は高齢の膝OA患者の
IADLの自立に関わる要因を明らかにすることを目的とした。
【方法】
対象は，当院にて人工膝関節置換術を待機していた 65 歳以上の内側
型の膝OA患者のうち，術前理学療法評価を実施した 86 名（平均年
齢 75.2±7.8 歳 女性 63 名）とした。評価項目は基本属性，Knee in-
jury and Osteoarthritis Outcome Score（KOOS）の下位項目：症状
（KOOS symptom）， 痛（KOOS pain），日常生活（KOOS ADL），
術予定側のKellgren-Lawrence 分類，膝関節関節可動域，等尺性膝伸
展筋力，Timed Up and Go test（TUG），老健式活動能力指標（TMIG-
IC）の IADLの下位項目とし，診療録より後方視的に取得した。
TMIG-IC の IADLに関する下位 5項目のうち，失点がない対象者を
IADL自立群，失点がある対象者を IADL非自立群に分けた。統計
解析では，自立/非自立群間で各評価項目を比較した。また，従属変
数を IADLの自立，非自立とし，群間の比較で統計学的に有意な差が
見られた評価項目を独立変数としたロジスティック回帰分析（強制
投入）を実施した。さらに，ロジスティック回帰分析で採用された独
立変数のうち，連続変数はROC曲線を作図し，IADLの自立，非自
立を判別するカットオフ値を算出した。統計学的有意水準は 5％と
した。
【結果】
IADL自立群は 70 名，非自立群は 16 名であった。群間で有意差が見
られた評価項目（IADL自立 vs IADL非自立）はKOOS ADL（点）
（46.5±15.0 vs 35.2±12.9），KOOS pain（点）（61.6±13.6 vs 44.2±
12.4），等尺性膝伸展筋力（kgf/kg）（0.35±0.22 vs 0.23±0.10），TUG
（sec）（10.2±3.9 vs 17.4±6.8）であった。従属変数を IADLの自立，
非自立としたロジスティック回帰分析ではTUG（OR：1.2，95％CI：
1.05-1.45，p=0.006）のみが統計学的に有意な独立変数として採用され
た。ROC曲線よりTUGの IADLの自立，非自立を判別するカット
オフ値は 11.8sec（AUC：0.85，95％CI：0.75-0.94）であった。
【結論】
主に地域高齢者を対象として IADLと歩行速度やTUGなどの移動
能力との関連性は報告されており，膝OA患者を対象とした本研究
結果も地域高齢者を対象とした先行研究と同様であった。膝OA患
者の身体活動の低下には 痛やADLとの関連が示されているが、
膝OA患者の IADLの自立には 痛やADLよりもTUGで計測さ
れた移動能力の方が強く関連することが分かった。
【倫理的な配慮】
本研究は個人情報の匿名化をし，既存の診療情報を用いてヘルシン
キ宣言を順守し実施された。なお本研究の対象者には数値の公表に
関して了承を得ている。
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変形性膝関節症患者の機能障害には筋量低下よりも筋
の質的低下が影響する；ながはまスタディ
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【目的】
変形性膝関節症（膝OA）患者における大腿部の筋量低下は、機能
障害や 痛増悪に関連する。また、膝OA患者の筋内脂肪浸潤といっ
た筋の質的低下が筋力低下に影響することが報告されているが、機
能障害との関係は十分に検討されていない。本研究の目的は、膝OA
患者の機能障害と筋の量的・質的低下との関連を明らかにすること
である。
【方法】
ながはま 0次予防コホートに参加した 60 歳以上の地域在住中高
齢者のうち、膝関節X線画像よりKellgren/Lawrence（K/L）グレー
ド 2以上として両側膝OAの診断を受けた者を対象とした。関節リ
ウマチや脳血管疾患、慢性閉塞性肺疾患、慢性腎臓疾患を除外し、最
終的に 787 人（年齢 69.6±5.3 歳、女性 647 名；82.2％）を分析対象と
した。患者立脚型機能評価尺度Knee Society Score（KSS）2011 日本
語版を使用し、機能スコアを測定した。機能スコアは、生活機能や身
体活動を中心とした質問項目で構成され（100 点満点）、高得点であ
るほど膝機能が良いことを意味する。また、多周波体組成分析装置
（InBody 社製）を用いて生体電気インピーダンスを計測した。下肢筋
量は、両下肢の平均値を身長の二乗で除して算出した。筋質の指標と
なるECW/ICWインデックス（cm/Ω）は、5kHz と 250kHz のイン
ピーダンス値より先行研究に準じて算出した。ECW/ICWインデッ
クスは高値を示す程、筋内に占める非収縮組織割合の増加を意味し、
筋の質的低下を反映する。さらに、膝痛および違和感の全くない者を
無症候性膝OA、膝痛のある者を症候性膝OAとして二値化した。な
お、膝OA重症度分類は、両側ともにK/L グレード 2を軽度、片側
K/L グレード 2かつ他方がK/L グレード 3または 4を中程度、両側
ともにK/L グレード 3以上を重度として定義した。KSSスコアを従
属変数、下肢筋量、ECW/ICWインデックスを独立変数、症状の有
無、重症度、年齢、性別、BMI、腹囲、糖尿病・骨粗鬆症・腰痛・運
動習慣・喫煙・飲酒歴の有無を調整変数として重回帰分析を行っ
た。
【結果】
KSS機能スコアは平均 82.3±17.4 点、下肢筋量 2.4±0.3kg/m2、
ECW/ICWインデックスは 5.2±0.8 cm/Ω、無症候性膝OA 77.9％、
重症度分類は軽度 68.5％・中程度 11.4％・重度 20.1％であった。重
回帰分析の結果、ECW/ICWインデックスはKSS機能スコアと有意
に関連したが（β=-0.24，p＜0.001）、下肢筋量は有意な関連を認めな
かった（β=0.05，p=0.28）。また、症状の有無、重症度分類の他、年
齢、BMI、運動習慣・腰痛の有無がKSS機能スコアに有意に関連し
た。
【結論】
膝OA患者の機能障害は、筋量低下ではなく、筋の質的低下が影響

することが明らかとなった。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は滋賀県長浜市民を対象とするながはま 0次コホート事業
の一環として実施され、本学・長浜市・市民代表間で協議・制定さ
れた条例に準拠し、「ながはまルール」に基づいて実施した。対象者
には、本研究の主旨や目的を十分に説明し、書面にて同意を得た。

O-20 一般演題 4 変形性膝関節症

変形性膝関節症患者の歩行中の両下肢間協調性につい
て―Phase coordination index を用いて―
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【はじめに，目的】
変形性膝関節症（膝OA）により転倒リスクが健常高齢者の約 1.5
倍程度に増加することが報告されている。転倒の原因の一つとして
歩行の動的安定性の低下が示唆されており，この動的安定性に関し
て，歩行中の両側下肢間の動きの関連性により評価される，両下肢間
協調性が重要な規定因子として示されている。しかし，これまでに膝
OA患者の両下肢間協調性についての検討はされていない。そこで，
本研究は膝OA患者と健常高齢者の両下肢間協調性を比較すること
で，膝OAによる両下肢間協調性への影響を検討した。
【方法】
対象は大阪急性期・総合医療センターに人工膝関節全置換術目的で
入院した，膝OA患者（膝OA群）56 名と身体機能測定会に参加し
た，地域在住健常高齢者（健常群）12 名とした。選択条件は，30m
以上の独歩が見守りあるいは自立にて可能なものとし，健常群は 65
歳以上のものとした。健常群では整形外科疾患を持つものは除外し
た。基本属性として，年齢，BMI を計測した。歩行機能として，直
線平地歩行時の快適歩行速度と両下肢間協調性の指標である Phase
coordination index（PCI）を計測した。PCI は下位項目である一歩時
間の対称性（φABS）とその対称性の歩行周期ごとの変動性（φCV）
を総合した指標であり，値が大きいほど両下肢間協調性が低下して
いることを示す。歩行中の両下腿角速度波形から歩行周期を特定し，
PCI を算出した。統計解析にはRcommander2.5-1 を使用し，膝OA
群と健常群の基本属性および歩行速度，PCI と下位項目である
φABS，φCVの比較に t検定を用いた。有意水準は 5％とした。
【結果】
対象者の基本属性は，年齢が膝OA群 75.8±7.3 歳，健常群 71.9±5.0
歳，BMI が膝 OA群 26.8±4.0kg/m2，健常群 22.2±2.3kg/m2であり，
BMI のみ有意差が認められた（p＜0.01）。歩行速度は膝OA群 0.95
±0.25m/s，健常群 1.48±0.21m/s と膝 OA群で有意に低い値を示し
た（p＜0.01）。さらに，PCI は膝 OA群 6.55±3.05％，健常群 2.99
±0.84％と膝OA群で有意に高い値を示した（p＜0.01）。また，
φABSとφCVに関しても，φABSは膝OA群 6.78±4.44％，健常
群 2.81±0.84％（p＜0.01），φCVは膝OA群 2.78±1.13％，健常群
1.43±0.51％（p＜0.01）とどちらも膝OA群で有意に高い値を示し
た。
【結論】
本研究は膝OA患者と健常高齢者の両下肢間協調性を比較すること
で，膝OAによる両下肢間協調性への影響を検討した。その結果，膝
OAにより歩行速度だけでなく，歩行中の両下肢間の対称性および
その変動性がどちらも低下することで，両下肢間協調性が低下する
ことが明らかとなった。
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は大阪急性期・総合医療センター臨床医学倫理委員会の承

認を得た。また、全ての対象者に本研究の内容及び測定データの使用
目的について書面を用いて十分な説明を行い、書面による任意の同
意を得て実施した。



O-21 一般演題 4 変形性膝関節症

変形性膝関節症患者における圧痛と歩行時痛、階段昇降
時痛との関連

浅山 章大 1）・谷口 匡史 1）・八木 優英 1）・野尻 周佑 1）・
小林 政史 2）・市橋 則明 1）

1）京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻
2）小林整形外科医院

Key words / 変形性膝関節症，圧痛，膝蓋骨

【はじめに、目的】
変形性膝関節症（以下膝OA）の主症状は膝関節痛であり、 痛は日
常生活動作能力の低下を招く。そのため、 痛検査は重要であり、中
でも圧痛部位の評価は簡便に行うことができる。膝OA患者の圧痛
は、関節面に限らず、軟部組織にも分布することが多いが、各部位の
圧痛閾値や、圧痛と動作時痛の関連は十分に明らかにされていない。
そこで本研究では軟部組織を主とした部位の圧痛有訴割合およびそ
の閾値を調査する事と、歩行時痛、階段昇降時痛に関連する因子を明
らかにする事を目的とした。
【方法】
対象はKellgren-Lawrence（以下KL）分類 Grade II 以上の膝OA
患者 42 名（GradeII：19 名、GradeIII：13 名、GradeIV：11 名；年
齢 71.4±5.9 歳、BMI24.1±3.8kg/m2）とした。圧痛閾値の評価は、手
動の圧痛計FPメーターを使用し、上限閾値を 6kg として、膝蓋骨上
縁、下縁、外縁、内縁、腸脛靱帯、鵞足の圧痛閾値を各 2回計測し、
平均値を解析に用いた。測定した閾値は 7段階で点数化（圧痛点数）
を行い、 0kg 以上 1kg 未満を 6点、以降 1kg 毎に 1点ずつ減点し、
6kg 以上であれば 0点と規定した。歩行時痛、階段昇降時痛は nu-
merical rating scale を用いて評価した。また、膝関節の構造学的指標
として軟骨厚、半月板突出量を超音波診断装置で測定した。統計解析
には統計ソフト SPSS を使用し、各部位の圧痛点数をKruskal-Wallis
検定後に、Bonferroni の補正によるWilcoxon の符号付順位検定を
用いて比較した。さらに従属変数を歩行時痛または階段昇降時痛、独
立変数を年齢、BMI、軟骨厚、半月板突出量、KL分類、圧痛点数と
してステップワイズ法による重回帰分析を行った。有意水準は 5％
未満とした。
【結果】
各部位の圧痛点数が 1点以上の割合および中央値は、膝蓋骨上縁
74％；3点、下縁 56％；1点、外縁 78％；3点、内縁 84％；3点、腸
脛靱帯 88％；3点、鵞足 94％；5点であり、膝蓋骨下縁の圧痛点数が
他部位と比較し有意に低く、鵞足の圧痛点数は他の部位と比較し有
意に高かった。重回帰分析の結果、歩行時痛、階段昇降時痛には膝蓋
骨上縁の圧痛点数のみ（β=0.344，p＜0.05；β=0.489，p＜0.01）が
有意な項目として抽出された。
【結論】
膝OA患者の圧痛閾値が最も低い部位は鵞足であった。また、膝蓋骨
上縁の圧痛は、歩行時痛、階段昇降時痛を反映する一つの指標となる
と考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は，ヘルシンキ宣言を遵守し，京都大学医の倫理委員会の承認
を得て、文書および口頭にて研究の目的・主旨を説明し同意を得た。

O-22 一般演題 4 変形性膝関節症

変形性膝関節症患者における Short Physical Perform-
ance Battery と身体機能との関連性

須田 智寛 1）・大倉 和貴 1）・齊藤 英知 2）・斉藤 公男 2）・
畠山 和利 1）・渡邉 基起 1）・高橋 裕介 1）・菊池 耀 1）・
市川 兼之 1）・松永 俊樹 1）・島田 洋一 2）

1）秋田大学医学部附属病院リハビリテーション科
2）秋田大学大学院医学系研究科医学専攻機能展開医学系整形外科学講座

Key words / 膝 OA，SPPB，下肢機能評価

【はじめに，目的】
Short Physical Performance Battery（以下，SPPB）は身体機能を

簡便に評価できる方法として，高齢者を中心に用いられるように
なってきている．SPPBは閉脚立位，セミタンデム立位，タンデム立
位で測定するバランス項目，4m歩行時間，椅子から 5回立ち上がる
のに有する時間から構成される運動機能評価法である．
変形性膝関節症（以下，膝OA）患者は身体機能の低下を呈してお

り，その評価として等尺性膝関節伸展筋力や 10m歩行試験などが一
般的に行われる．
本研究では，膝OA患者の身体機能と SPPBとの関連性を明らか

にすることとした．
【方法】
対象は，手術目的に当院へ入院した膝OA患者 23 例（男性 9例，

女性 14 例，平均±標準偏差：年齢 67±8 歳，BMI；26.4±5.0kg/m2，
Kellgren-Lawrence 分類：III 12 例，IV 11 例）で，測定は術前日に
行った．SPPBは 3項目測定し，12 点満点で得点化した．身体機能評
価として 10m歩行試験，Timed Up and Go test（以下、TUG），術側
と非術側の等尺性膝伸展筋力を行った．等尺性膝伸展筋力の測定に
はハンドヘルドダイナモメータ（モービィ，酒井医療株式会社）を使
用した．また，歩行時痛の痛みの評価にはVisual Analog Scale
（VAS）を用いた．統計学的解析には SPPBと身体機能および痛みと
の関連性を検討するため，年齢を制御因子とした偏相関係数を算出
した．解析ソフトは SPSS statistics 24（IBM社製）を用い，有意水
準は 5％とした．
【結果】
SPPB 10± 2 点，歩行速度 1.03 ± 0.3 m/Sec，歩行率 108 ± 19.8

Steps/min，TUG 12.8 ± 7.3 Sec，VAS 53.7 ± 23.8 mm，術側筋力
0.33 ± 0.17 kgf/kg，非術側筋力 0.39 ± 0.17 kgf/kg であった．SPPB
と有意な相関がみられた項目は歩行速度（r = 0.79，p＜0.01），歩行
率（r = 0.796，p ＜ 0.01），TUG（r = -0.751，p ＜0.01），術側筋力
（r = 0.618，p＜ 0.05）であった．SPPBと VAS，非術側筋力との間
には有意な相関はなかった．
【結論】
SPPBは歩行速度，歩行率，TUG，非術側筋力との間に有意な相関

を示した．10m歩行試験やTUG，膝伸展筋力は膝OA患者において
もよく用いられる評価方法である．10m歩行試験には歩行路，TUG
にはコーンやスペース，等尺性膝伸展筋力には筋力の測定機器が必
要となる．一方で SPPBは術前の下肢機能をストップウォッチのみ
で簡便で包括的に評価ができる点でも有用である．さらに地域在住
高齢者のカットオフ値も報告されており，自宅復帰してからも有効
な指標となるため，利便性が高いと考えられる．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に則り，各患者に事前に本研究の手指と

個人情報保護法を遵守することを文書及び口頭で説明し，同意を得
た上で実施した．



O-23 一般演題 4 変形性膝関節症

変形性膝関節症患者におけるOKC・CKC膝関節運動
時痛と歩行能力との関係

秋本 剛 1,3）・横山 茂樹 2）・和田 孝明 1）・河野 達哉 1）・
和深 達磨 1）・石原 直道 1）・杉之下 武彦 1）・河村 顕治 3）

1）医療法人 杉の下整形外科クリニック
2）京都橘大学大学院 健康科学研究科
3）吉備国際大学大学院 保健科学研究科
Key words / 変形性膝関節症， 痛，歩行能力

【はじめに，目的】
変形性膝関節症（以下，膝OA）に対する運動療法を実施する上で，
歩行や日常生活における 痛コントロールは重要である．このため
膝関節の運動時に生じる 痛発生パターンを評価することは，臨床
上有用である．そこで本研究では，膝OA患者における膝関節運動時
痛の 痛発生パターンの有無が，膝伸展機能（関節可動域，伸展筋
力），歩行能力，VAS，WOMACに与える影響を明らかにすることを
目的とした．
【方法】
対象は， 膝OAと診断された女性患者 19 名（年齢：69.1±6.9 歳，
身長：154.5±5.3cm，体重：58.6±6.9kg，BMI：24.6±2.6）であった．
評価項目は，膝関節運動時痛の 痛発生パターンについて①他動
的膝伸展運動，②自動的膝伸展運動，③足踏み運動，④片脚スクワッ
ト運動の 4動作における 痛の有無を指標とした．さらに膝伸展機
能の評価として，膝関節伸展可動域（以下，伸展ROM）と膝関節伸
展筋力（以下，伸展筋力）を計測した．歩行能力評価として，5m
歩行（快適歩行と最大歩行）とTime Up ＆ Go test（以下，TUG），
日常生活動作における 痛の評価として，VASとWOMACを自記
式アンケートにて調査した．
分析方法および統計学的分析として，①～④の 4動作における運

動時痛の有無により 2群に分け，伸展ROM，伸展筋力，5m歩行
（快適，最大），TUG，VAS，WOMAC（痛み，こわばり，日常生活
の状態，総合点）をT検定にて比較した．
【結果】
他動的膝伸展運動時痛の有り群と無し群を比較すると，VAS，
WOMACにおける痛み，日常生活の状態，総合点の各々の得点と伸
展筋力に有意差が認められた．自動的伸展運動時痛においても同様
の結果となった．一方，足踏み運動時痛有り群と無しなし群では，
VAS，WOMACの痛み，こわばり，総合点の 3項目と伸展ROM，
伸展筋力，5m歩行（最大）に有意差が認められた．さらに片脚スク
ワット運動時痛では，VAS，WOMACの痛み，日常生活の状態，総
合点の 3項目に有意差が認められたものの，伸展ROM，伸展筋力，
5m歩行（最大）では差を認めなかった．
【結論】
本研究では，4動作における膝関節運動時の 痛発生パターンの
有無が膝関節機能や歩行能力，VAS，WOMACに与える影響を検討
した．膝関節伸展時痛は，自動および他動のいずれにおいてもVAS，
WOMAC，伸展筋力に影響を及ぼしており，膝伸展可動域における
痛の影響を受けている可能性が示唆された．一方，足踏み運動時痛

や片脚スクワット運動時痛の比較では，足踏み運動時痛が歩行能力
に影響しており，歩行能力を予測できる指標となり得る可能性が示
唆された．
【倫理的配慮，説明と同意】
対象者には，事前にヘルシンキ宣言に基づき研究内容（概要，目的，

意義，方法）を書面にて口頭で説明した．その後，研究参加の同意が
得られた場合，自筆署名にて同意を確認した．なお本研究は，京都橘
大学研究倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号 17-40）．

O-24 一般演題 5 徒手理学療法・その他
Fascial Manipulation にラジオ波温熱治療を組み合わ
せた介入が施行中の 痛及び筋膜の滑走性に与える影
響

千葉 弘樹・坂本 雄・山崎 真也

セコメディック病院 リハビリテーション部

Key words / Fascial Manipulation，ラジオ波温熱治療，筋膜の滑走性

【はじめに、目的】
Fascial Manipulation（以下、FM）は、肘やナックル等で摩擦によ
る熱と機械的ストレスを付加することで、深筋膜の高密度化を解消す
るための手技である。 高密度化がある部位では治療中に 痛を伴う。
高周波温熱機器であるラジオスティム（フィジオプラス社）はラジ
オ波を用いて治療者の手や肘から温熱を発生させるヒートハンド治
療が可能である。深部への温熱療法と徒手療法を同時に実施可能であ
り、 痛緩和、筋の柔軟性改善に効果的である。
FMにヒートハンドを組み合わせることで治療中の 痛軽減、効率
的な深筋膜の滑走性改善が望めると考え、効果を検証することを目的
とした。
【方法】
対象は下肢に整形外科的既往がない健常成人男性 36 名とし、ラン

ダム割り付けにてFMにヒートハンドを組み合わせた介入をする組
み合わせ群 12 名、FMのみを実施する徒手群 12 名、上記介入と同一
肢位保持のみの非実施群 12 名に分けた。各介入は 4分間実施した。
FMは右側臥位にて、大転子と大腿骨外側上顆を結んだ直線上の中
点かつ腸脛靱帯の腹側に対して実施した。
測定項目は 1）Numeric Rating Scale：以下、NRS，2）深層の筋膜
移動距離の 2項目とした。
1）は介入開始時、2分経過時、4分経過時に測定した。2）は超音波
診断装置（GE Healthcare 社, Venue40）にて筋束と深層筋膜の接点
（以下、指標点）を指標とし、膝関節 0° から 45° に他動的に変化させた
時の各指標点を計測し、介入前後での指標点の距離の差を測定値とし
て算出した。
統計処理はR2.8.1 を使用し、Shapiro-Wilk 検定にて正規性を確認

後、2標本の検定はMann-Whitney 検定もしくは 2標本 t 検定を行っ
た。3標本の検定は一元配置分散分析もしくはKruskal-Wallis 検定を
行い、差が出たものに対しては多重比較検定を行った。いずれも有意
水準は 5％とした。
【結果】
1）では、組み合わせ群は徒手群に比較して 2分経過時－終了時及び

開始時－終了時の 痛が有意に軽減していた。
2）では、組み合わせ群、徒手群は非実施群に比較して筋膜移動距離

が有意に増加していた。組み合わせ群と徒手群の間に筋膜移動距離の
程度に有意差はなかった。
【結論】
FMにヒートハンドを組み合わせることで実施中の 痛抑制が可
能である点、FMは深筋膜の滑走性を有意に改善する点、温熱療法の
有無は深筋膜の滑走性の改善に関して影響が乏しい点の 3点が示さ
れた。
温熱療法は 痛軽減に有効性が示されているが、深筋膜の滑走性の

改善には影響しないとする諸家の報告と同様の傾向が本研究でも得
られた。また、筋膜リリースは深筋膜の滑走性改善に有効とする報告
と同様に手技は異なるが、FMも深筋膜の滑走性改善に有効であった
と考える。
FMにヒートハンドを組み合わせることで治療中の 痛が抑えら
れ、患者の負担軽減に繋がることが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき計画した。全ての対象者に目的と
内容を説明し、参加の同意を得た上で実施した。



O-25 一般演題 5 徒手理学療法・その他

骨盤非対称性アライメントへの徒手理学療法が胸郭機
能に及ぼす影響

稲吉 直哉・松岡 健・西島 涼

福岡県済生会大牟田病院リハビリテーション科

Key words / 骨盤アライメント，胸郭機能，呼気筋力

【はじめに、目的】
臨床上、腰痛の有無に関わらず、骨盤アライメントの非対称性が認め
られる。身体非対称性とパフォーマンスや傷害予防など報告は散見
されるが、一定の見解は示されていない。骨盤には身体重心が存在し
重心の位置により筋スパズムの変化や姿勢の変化も報告されてい
る。また胸郭を運動器として捉えた報告も多い。しかし骨盤と胸郭は
姿勢を構成する重要な因子ではあるが、骨盤に対する運動療法や徒
手理学療法が胸郭機能へ影響を示した報告は少ない。そこで今回、骨
盤アライメントへの徒手理学療法が胸郭機能への影響を検証するこ
とが目的である。
【方法】
対象は 20 歳代の男性健常者 20 名とし、心疾患、呼吸器疾患、肋骨骨
折、骨盤骨折、脊柱骨折の既往がある者は除外した。20 名を荒木秀
明らの方法に準じて検査を用い、対象者は端座位での体幹回旋可動
域に左右差を認め、可動域制限側の中殿筋後部線維に圧痛がある者
を寛骨前方回旋群とし 10 名を対象とした。さらに 10 名をランダム
に正中化群と Sham群の 2群に分けた。また群間比較には SPSS ver
25 を使用し、対応がない t検定を用い、正中化群と Sham群の群間
比較を検証し、基本属性に有意差がないことを確認した。正中化群に
はマッスルエナジー手技を用い、対象者肢位は圧痛側を上とした側
臥位とした。治療者は対象者の股関節を他動的に仙骨が後傾するま
で屈曲し、その位置で保持させ、対象者にハムストリングスの Post
Isometric Relaxation（以下 PIR）を指示し 7秒間保持、その後、再
度仙骨が後傾するまで他動的に股関節を誘導し PIR を 3 回反復し
た。Sham群は対象者・治療者の肢位は正中化群と同じであるが
PIR は行わず、股関節屈曲の他動運動を 3回反復した。アウトカムに
は竹井機器工業株式会社製胸郭可動域測定装置で腋窩、剣状突起、第
10 肋骨レベルの胸郭拡張差をミナト社製スパイロメーターで呼吸
機能を手技前後で測定した。また手技前後の数値を SPSS ver25 を使
用し、対応のある t検定を用い、正中化群、Sham群の群内比較を検
証した。なお有意水準はいずれも 5％とした。
【結果】
正中化群の 1秒量（以下FEV1）と最大呼気流速（以下 PEFR）に有
意差（P＜0.05）を認めた。他の項目、Sham群では有意差は認められ
なかった。
【結論】
FEV1 と PEFRはともに呼気に対するアウトカムである。小山内ら
（2008）中間位伸長姿勢で最も呼気筋活動が高値を示すと述べており
骨盤アライメントへの徒手理学療法は呼気機能へ影響を与えること
が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
福岡県済生会大牟田病院の倫理委員会の承認を得たのち、ヘルシン
キ宣言に基づき、すべての対象者には研究の趣旨と動作を口頭にて
説明すると共に実演し、説明・同意書にて同意を得た後に検証を
行った。

O-26 一般演題 5 徒手理学療法・その他

スクワットのフォームの違いが起立動作に与える影
響～大腿骨近位部骨折者への適応を目指した分析～

矢内 孝典 1）・米津 亮 2）

1）横浜新緑総合病院 リハビリテーション部
2）神奈川県立保健福祉大学院 リハビリテーション領域

Key words / スクワット，起立動作，大腿骨近位部骨折者

【目的】
大腿骨近位部骨折者の起立動作は，体幹と股関節が協調して身体重
心を前方移動させにくくなるため，大腿四頭筋を過剰に働かせた殿
部離床となりやすい。このような起立動作を続けると，患側膝関節に
二次的 痛が生じる危険性となる。つまり，大腿骨近位部骨折者の起
立動作の問題点は，体幹と股関節の協調性低下に起因していること
が推察できる。
スクワットの中でもHip drive squat（HDS）と呼ばれるフォームは，
体幹と股関節の協調性向上も期待できる。つまり，HDSは大腿骨近
位部骨折者の起立動作の問題点を解決しうる可能性がある。しかし，
スクワットのフォームの違いが起立動作に与える影響は不明であ
る。そこで，本研究では，スクワットのフォームによる起立動作の運
動学的特徴について，健常男性を対象に予備的研究を実施した。その
目的は，HDSと Normal squat（NS）による運動前後で起立動作を筋
電図学的，運動学的に比較して，その特徴を明らかにすることであ
る。
【方法】
対象は健常男性 10 名とした。HDSと NSの 2種類のスクワットがも
たらす運動学的特徴を比較するため，対象者を無作為に 2群に振り
分け介入を行い，その後に各群の介入を入れ替える研究デザインを
採用した。
起立動作で使用した台は対象者の下腿長と同じ高さに設定した。な
お，対象者には事前に身体にカラーマーカと表面筋電計を貼付した。
そして，動作解析装置を使用し，各介入の前後で起立動作を 5回ずつ
記録した。記録されたデータを基に，所要時間，関節角度，％Maxi-
mum Voluntary Isometric Contraction（％MVIC）を測定項目として
算出した。
統計学的処理はまず，反復測定 2元配置分散分析を行った。そして，
交互作用が認められた測定項目については，介入後の値から介入前
の値を減じたものを変化量として算出し，対応のある t検定を実施
した。
【倫理的配慮】
本研究は神奈川県立保健福祉大学研究倫理審査委員会の承認を得た
うえで実施した。
【結果】
反復測定 2元配置分散分析の結果，I相と全体の所要時間，脊柱起
立筋の％MVIC で交互作用を認めた。変化量については，HDSの I
相と全体の所要時間が有意に低い値を示した。また，HDSの脊柱起
立筋の％MVIC は有意に高い値を示した。
【考察】
％MVIC は HDS後に脊柱起立筋と大殿筋の％MVIC が増加すると
予測したが，増加したのは脊柱起立筋のみであった。しかし，脊柱起
立筋の筋活動増加は運動連鎖の観点から，スクワットによる肯定的
な所見と考えている。また，脊柱起立筋はダイナミックな体幹の重心
移動に作用する。その結果，体幹前傾時に体幹と股関節の協調性が向
上し，I相の所要時間の減少に作用したと考えている。
本研究により，HDSは脊柱起立筋の筋活動を増加させ，I相の所要時
間が短縮させることが示された。これは，体幹と股関節の協調性が向
上することで，体幹前傾がより円滑に遂行されたと推察される。その
結果，より効率的な殿部離床となったと考えている。



O-27 一般演題 5 徒手理学療法・その他

ドローイン時における腹横筋・内腹斜筋の筋厚変化
率―腰痛の有無による比較―

池田 俊史 1）・吉川 優樹 2）

1）洋光台中央整形外科クリニック
2）やそだ整形外科リウマチクリニック

Key words / ドローイン，腹横筋，内腹斜筋

【はじめに、目的】
慢性腰痛に対するアプローチとして、腹横筋などローカル筋の賦
活を目的とした腹部引き込み運動（以下、ドローイン）が用いられる
ことが多く、その有効性についても多く報告されている。しかし、腰
痛の有無によってドローイン時の筋活動がどのように異なるのか報
告した研究は少ない。そこで、本研究ではドローイン時の腹横筋・内
腹斜筋を超音波画像装置で測定し、ドローイン時の筋厚変化率と腰
痛の有無との関連について明らかにすることを目的とした。
【方法】
超音波画像装置（フクダ電子UF-760AG）を使用し、安静吸気終息

時（以下、安静時）とドローイン時の腹横筋・内腹斜筋の筋厚を測定
した。対象は慢性腰痛群 21 名（男性 18 名、女性 3名、平均年齢 29.4
±6.9 歳）、健常群 17 名（男性 13 名、女性 4名、平均年齢 26.5±3.6
歳）で、慢性腰痛群は 3か月以上腰部に痛みが持続している、もしく
は軽減と増悪を繰り返している状態とし、除外基準は発症から 4週
以内の急性腰痛、神経学的所見がある者とした。測定肢位は端坐位、
骨盤中間位で行った。
安静時は「ゆっくり息を吸ってください」と指示し筋厚が最も薄く

なった瞬間、ドローイン時は「息を吐きながらお腹を凹ませてくださ
い」と指示し筋厚が最も厚くなった瞬間を測定値とした。測定部位は
前腋窩線上における肋骨下縁と腸骨稜の中央部とし、安静時とド
ローイン時の筋厚変化率（ドローイン時筋厚－安静時筋厚/安静時筋
厚×100）を比較検討した。
【結果】
腹横筋の筋厚変化率は慢性腰痛群 71.4±42.5％、健常群 107.7±
39.3％で、健常群が有意に大きかった（p＜0.05）。内腹斜筋の筋厚変
化率は慢性腰痛群 88.8±45.7％、健常群 63.5±26.1％で、慢性腰痛群
が有意に大きかった（p＜0.05）。
【結論】
慢性腰痛群では内腹斜筋の筋厚変化率が大きく、健常群では腹横
筋の筋厚変化率が大きかった。超音波画像装置による筋厚変化は筋
電図による筋活動量と高い相関があるとされており、慢性腰痛群で
はドローイン時に内腹斜筋の筋活動量が大きく、腹横筋の筋活動量
が低下していると考えられる。
腹横筋は胸腰筋膜に幅広く付着し、適度な緊張を保つことで腰椎
の剛性を向上させる。また、内腹斜筋の後部線維は腹横筋と胸腰筋膜
の一部に連結し、腹横筋と同様に胸腰筋膜の緊張の調節に関与して
いる。慢性腰痛患者のドローインでは腹横筋の活動量が低下してい
るために、共同作用をもつ内腹斜筋が代償的に強く働いている可能
性がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者に研究の目的と方法、研究上の不利益、プライバシー保護な

どについて説明し承諾を得た。

O-28 一般演題 5 徒手理学療法・その他

地域在住高齢者の姿勢アライメントに対する背部伸展
筋エクササイズの効果

福田 敦美 1）・対馬 栄輝 2）・石田 水里 3）・遠藤 龍之介 4）

1）弘前大学大学院保健学研究科博士後期課程
2）弘前大学大学院保健学研究科 3）鳴海病院
4）弘前大学大学院保健学研究科博士前期課程
Key words / 地域在住高齢者，姿勢アライメント，背部伸展筋エクササイズ

【はじめに・目的】
高齢者にみられる脊柱後弯変形は，身体機能やQOLの低下，転倒な
ど複数の有害事象との関連がある。近年では背部伸展筋の筋力強化
を含む多様式なプログラムを選択する傾向にあるが，その効果を明
らかにしたものは少ない。そこで背部伸展筋の筋力強化を行うこと
で姿勢アライメントは実際に変化するのか，また関連因子である身
体機能や健康関連QOLも変化するかどうかについて検討した。
【方法】
県内 1か所のデイサービスセンターを利用しており，かつ立位保持
や歩行が自立し，エクササイズのプログラムを遂行できる地域在住
高齢者 29 名（男性 3名，女性 26 名，平均年齢 83.4±5.4 歳）を対象
とした。対象者を背部伸展筋の筋力強化（肩挙上や水平伸展，一側上
肢-対側下肢挙上など）を行う介入群 14 名と全身運動（股屈曲や膝伸
展，スクワットなど）を行う対照群 15 名に準ランダム化割り付けで
分類した。エクササイズの実施時間は 20～30 分として，6か月間施
行させた。理学療法士 1名が週 1回以上の運動内容確認や負荷量調
整を行った。介入開始時，介入後 3ヵ月，介入後 6カ月に①姿勢アラ
イメント（脊柱の部位別弯曲角度，膝屈曲角度），②身体機能（背部
伸展筋筋力，5回立ち座りテスト（SS-5），片脚立位保持時間（OLS），
5m最大歩行速度（MWS），Japanese-version physical performance
test（JPPT）），③健康関連QOL（SF8 Health Survey（SF-8））を測
定した。統計解析（R2.8.1）は各測定項目における 2要因（群，期間）
の比較に分割プロット分散分析を用い，主効果が有意であったとき
には多重比較法を適用した。有意水準は 5％とした。
【結果】
脱落者と未介入者 3名を除く 26 名（介入群 13 名，対照群 13 名）を
解析対象とした。 立位での膝屈曲角度は介入群で大きく（p＜0.05），
背部伸展筋筋力，SS-5，OLS，MWS，JPPTは両群ともに介入後 3
か月以降に有意な改善を認めた（p＜0.05）。脊柱の部位別弯曲角度と
SF-8 に有意な変化はなく，またすべての測定項目に交互作用はな
かった。
【結論】
介入群では背部伸展筋の筋力向上だけでなく，その他の身体機能の
向上にも寄与したが，姿勢アライメントには反映されない可能性が
示され，背部伸展筋筋力だけが姿勢改善に関与する因子とは言い難
い結果であった。そのため姿勢アライメントの改善には背部伸展筋
の筋力強化だけでなく，その他の運動要素を含むプログラムが必要
であると考える。
【倫理的配慮・説明と同意】
対象者には研究目的と内容に関する説明に加えて，調査に参加しな
くても不利益が生じないこと，評価過程のどの段階でも研究を中止
できることなどを説明し，書面による同意を得た。弘前大学大学院保
健学研究科倫理委員会の承認を経て実施した（整理番号：2017-
048）。



O-29 一般演題 6 上肢障害

コリジョンスポーツ選手に対する肩関節脱臼術後の予
後調査～競技復帰後の恐怖心に着目して～

西村 勇輝 1）・鶴田 崇 1）・高島 崇義 1）・緑川 孝二 2）

1）南川整形外科病院 リハビリテーション部
2）南川整形外科病院 整形外科

Key words / コリジョンスポーツ選手，肩関節脱臼，恐怖心

【はじめに、目的】
近年、肩関節脱臼を呈したコリジョンスポーツ選手に対する手術
は様々な方法が報告され、再脱臼率の低下など良好な成績が散見さ
れる。当院では鏡視下Bankert 修復術に加えBoytchev 法（以下、B -
Bo 法）を施行しており、他の術式の報告と同様に再脱臼率は低く良
好な成績である。しかし、競技復帰した選手の中で、再脱臼に対する
恐怖心（以下、恐怖心）を抱えながら競技を行なっている選手を経験
する。恐怖心は競技パフォーマンスを低下させる一要因とされてい
るが、恐怖心がなぜ残存するかは明らかとなっていない。そこで本研
究の目的は競技復帰した選手における恐怖心の残存率と恐怖心が残
存する要因を明らかにすることとした。
【方法】
対象は過去 3年間に B -Bo 法を施行し、術後 1年以上経過した 18
名中アンケート回答が可能であったコリジョンスポーツ選手 11 名
とした（19.2±2.6 歳：ラグビー 9名、柔道 2名）。
アンケートは再脱臼、恐怖心、痛み、破局的思考の有無と術前の肩

関節脱臼回数（以下、術前脱臼回数）を確認した。恐怖心は日本語版
Tampa Scale for Kinesiophobia（以下、TSK）を用い、カットオフ値
37 点以上を恐怖心有とした。痛みは出現時期と程度を質問し、程度
はNumerical Rating Scale（以下、NRS）を用いて数値化した。破局
的思考は日本語版 Pain Catastrophizing Scale（以下、PCS）を用いて
反芻、無力感、拡大視を算出した。
統計処理は恐怖心残存率を算出し、TSKと NRS、TSKと PCS、

TSKと術前脱臼回数の関係性をスピアマンの相関係数を用いて算
出した。
【結果】
対象の全例が再脱臼はなく競技復帰していた。恐怖心残存率は
36％（4名）であった。痛みは恐怖心が残存した全例に認め、強度な
接触プレー時のみ出現していた（NRS平均 3）。TSKと NRSの関係
性は r=0.84 で相関を認めた。TSKと PCSの関係性は合計点数（r
=0.63）、拡大視（r=0.75）で相関を認めた。TSKと術前脱臼回数は相
関を認めなかった。
【結論】
恐怖心が残存する要因は術前の脱臼回数ではなく、強度な接触プ
レー中のみに出現する肩の痛みであり、痛みが破局的思考に影響し
ていることであった。また、拡大視で強い正の相関を認めたことか
ら、痛みに対して脅威性を増大してしまうことが恐怖心に繋がって
いるのではないかと推察する。今後は痛みの原因を追求するととも
に、競技復帰に向けて機能面だけでなく心理面を含めた患者教育を
行なっていく必要があると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は、ヘルシンキ宣言に沿い対象者に対して十分な説明を行
い、同意を基に研究を行った。また、当院の学術研究に関する方針な
らびに個人情報の保護を遵守しておこなった。

O-30 一般演題 6 上肢障害

板断裂保存療法患者の夜間時痛に影響を及ぼす因子
の検討

本田 遼太郎 1）・鶴田 崇 1）・緑川 孝二 1,2）

1）南川整形外科病院 リハビリテーション部
2）南川整形外科病院 整形外科

Key words / 板断裂，保存的治療，夜間時痛

【はじめに】
板断裂の保存的治療は、有効なアプローチ法の 1つであり、介入
3ヶ月後には肩関節機能が改善し、その効果は 1年まで継続するこ
とが明らかにされている。しかし、介入 3ヶ月までに 痛や肩関節機
能の改善を認めず手術へ移行する場合もあり、術前の 痛が術後成
績や満足度に影響することが報告されている。そのため、介入 3ヶ月
時の夜間時痛に関連する因子を明らかにすることは重要である。し
たがって、本研究の目的は介入 3ヶ月における 板断裂保存療法患
者の夜間時痛に関連する因子を明らかにすることである。
【方法】
平成 28 年 6 月から平成 31 年 1 月までに、当院で 板断裂の診断を
受けた 101 名の内、保存的治療を行い初回と 3ヶ月の経過を追えた
34 名 34 肩とした。測定項目は基礎情報として年齢、性別、罹患期間、
断裂サイズ、断裂部位、上腕二頭筋長頭 断裂合併の有無、Goutal-
lier 分類、Impingement の有無を調査した。介入前の因子として自動
可動域（挙上・外旋）、 痛（運動時痛・安静時痛・夜間時痛）をVis-
ual Analogue Scale を用い、破局的思考を Pain Catastrophizing
Scale（下位項目である反芻、無力感、拡大視に分類）を用いて測定
した。目的変数を介入後 3ヶ月の夜間時痛に、その他の変数を説明変
数として階層的重回帰分析を行った。統計はRを用い、有意水準を
危険率 5％未満とした。
【結果】
基礎情報は、年齢：67±7.5 歳、性別：男性 18 名、女性 16 名、罹患
期間：平均 115±172.8 日、断裂サイズ：小・中断裂 32 例・大断裂 2
例、断裂部位：単独断裂 23 例、複合断裂 11 例、長頭 断裂：22
例、Goutallier 分 類：Stage0：1 例・Stage1：17 例・Stage2：10
例・Stage3：4 例・Stage4：2 例、Neer 陽性：34 例、Hawkins：陽
性 19 例であった。階層的重回帰分析の結果、介入 3ヶ月の夜間時痛
に有意に関連した変数として、安静時痛（p＜0.05）・拡大視（p＜
0.05）・Hawkins（p＜0.05）が抽出された。算出した回帰モデルは統
計的に有意であり（p＜0.05）、決定係数R2は 0.47，検出力は、0.94
であった。
【結論】
介入 3ヶ月の夜間時痛に関連した変数として、介入前の安静時痛、拡
大視、Hawkins が抽出された。拡大視とは、痛みの強さやそれによ
り起こる問題を現実よりも大きく見積もることであり、自分の痛み
をよく理解せず、痛みの性状や日内変動について漠然とした回答し
かできないことが多い。今回、拡大視が介入 3ヶ月の夜間時痛に影響
することが示唆され、肩関節の機能向上を目指した介入に加え、時に
拡大視の改善を目指した 痛や病態の説明など、患者自身が正しく
病態を認識できるリハビリの介入が非常に重要であると思われた。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は、ヘルシンキ宣言に基づき対象者における個人情報の保護
など十分に留意し、匿名化した上で実施した。



O-31 一般演題 6 上肢障害

投球動作中の肘外反トルクに影響を与える因子の検討

西 亮介

東前橋整形外科病院

Key words / 投球動作，定性的動作分析，バイオメカニクス

【はじめに，目的】
投球動作中の肘外反トルクの増加が投球肘障害の一因とされてい
る．肘外反トルクの増加因子として身長などの身体特性や不適切な
投球動作が挙げられる．Divis らは，二次元動作解析で不適切な投球
動作を認めたものは三次元動作解析において肘外反トルクが増加す
ることを報告した．しかし，上記の先行研究における投球動作分析の
項目は，Early-cocking までであり，一般的な投球動作分析は全相に
渡って行う．そこで本研究は，身体特性とともに全相の定性的動作分
析結果を説明変数とし，肘外反トルクとの関係性を明らかにするこ
とを目的とした．
【方法】
計測当日に投球に支障をきたす外傷・障害がない健常高校野球選
手 38 名を対象とした．18m先のネットに向かい 5球全力投球を実施
し，対象者が最も納得のいった投球を解析対象とした．定量的投球動
作分析として，慣性計測装置であるMotus baseball（Motus Global
社製）より肘外反トルク・肩関節最大外旋（以下，MER）角度・上
腕角速度・リリース時上腕角度を計測した．ハイスピードカメラを
2台用いて側方および前方から撮影し，諸家の報告を参考にWind-
Up（体幹側屈），Early-Cocking（Hip-first，Hand-under-ball），Foot-
Plant（体幹の開き，足角，ステップ位置），Late-Cocking（Top- po-
sition での肩関節外転），MER（体幹傾斜）の 8項目を定性的動作分
析項目として設定した．撮影した動画を理学療法士 3名が個別に確
認し，過半数の回答を定性的動作分析結果とした．統計処理には
IBM SPSS statistics Ver.23.0 を用い，従属変数を肘外反トルク，説明
変数を身体特性・定量的および定性的投球動作分析結果としたス
テップワイズ法による重回帰分析を行った．有意水準は 5％とした．
【結果】
重回帰分析の結果，肘外反トルクの有意な関連因子として，身長

（β=0.84，p=0.00），MER角度（β=-0.21，p=0.04）が抽出された．
VIF は 1.0，決定係数（R2）は 0.49 であった．
【結論】
本研究の結果から，身長とMER角度が肘外反トルクに影響を与

えることが示唆された．MER角度に関しては非標準化係数が小さい
が，MER角度が減少することで肘外反トルクが増加することを示し
ている．肩関節の可動域制限によりMER角度が制限されていると
すれば，Late-Cocking において相対的に肘関節の肘外反トルクが増
大する可能性が考えられる．しかし，本研究では肩関節の可動域検査
を行っていないため，MER角度と肩関節可動域の関係性は不明であ
る．また，今回定義した定性的動作分析方法は，肘外反トルクの関連
因子として認められなかったため，再考する必要がある．その際，本
研究の結果を考慮し，MER時の上肢肢位を詳細に分析する方法を検
討することが課題として挙げられる．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は，東前橋整形外科倫理委員会の承認を得て実施した（承認
番号：2019-01）．

O-32 一般演題 6 上肢障害

中学軟式野球選手における尺骨神経脱臼・亜脱臼の発
生頻度

赤塚 和眞 1,2）・渡部 裕之 2）・熊谷 雄介 1）・小森 直樹 2）・
今野 竣介 1）・鈴木 苑子 1）・皆川 洋至 2）・山田 隆宏 1）・
水谷 羊一 2）

1）城東スポーツ整形クリニック 2）城東整形外科

Key words / 尺骨神経脱臼，内側型投球肘障害，超音波診断装置

【はじめに、目的】
肘部管における尺骨神経の脱臼・亜脱臼は内側型投球肘障害の要因
の一つである。本研究の目的は、中学生軟式野球選手において尺骨神
経脱臼の頻度と 痛歴の関係を明らかにすることである。
【方法】
秋田市中学校軟式野球部に所属する 300 名、平均年齢は 11.9±1.9
歳、尺骨神経脱臼の診断には、コニカミノルタ社製超音波診断装置
SONIMAGE HS1 を用いて行った。また、 痛歴については、自覚症
状を聴取した。肘の屈曲に伴い尺骨神経の脱臼・亜脱臼がある群（脱
臼群）と正常群に分けた。 痛歴がある群と 痛歴がない群の 2群に
分け、尺骨神経脱臼・亜脱臼の有無について、比較検討を行った。統
計には対応のない t検定を用い、有意水準は 5％とした。
【結果】
尺骨神経の脱臼・亜脱臼、正常の内訳は、55 肘、89 肘、156 肘で、
尺骨神経脱臼・亜脱臼は、全体の 48％でみられた。また、 痛があっ
た 166 肘中、尺骨神経脱臼・亜脱臼は 82 肘（49％）、 痛がなかった
134 肘中、尺骨神経脱臼・亜脱臼は 62 肘（46％）であった。 痛歴
がある群と 痛歴がない群の 2群間で尺骨神経脱臼・亜脱臼の有無
について有意な差は認められなかった。
【結論】
肘部管における尺骨神経脱臼・亜脱臼は、比較的高頻度に見られる
ことがいわれている。高校野球選手における調査で、尺骨神経亜脱臼
の頻度は 44％であるという報告があったり1）、超音波画像装置を用
いた検査で 24～47％に脱臼・亜脱臼が認められたとの報告があっ
た2）。しかし、臨床的な印象として、尺骨神経の脱臼・亜脱臼があれ
ば必ずしも肘痛が生じているわけではなく、一つのリスクファク
ターではあるが、無症候性尺骨神経脱臼は多く存在している。本研究
でも中学生の軟式野球選手において、48％に尺骨神経脱臼・亜脱臼
がみられたものの、 痛との関連性は認められなかった。ただ、投球
肘障害において、尺骨神経脱臼はリスクファクターにはなりうるた
め、投球数や投球フォームなど、成長
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づく倫理的原則に配慮し、対象者及

びそのご家族には、学会報告に関する十分な説明を行い、同意を得
た。曲線に応じた肘への負担軽減について検討していく必要がある
と考えられた。
1）諏訪通久ら：高校野球選手における尺骨神経障害に関する身体

所見，日肘会誌．2011：18：47-7
2）長沼靖ら：成人ボランティア 292 名における尺骨神経亜脱臼の

頻度と深指屈筋筋力，日肘会誌．2015：22.2



O-33 一般演題 6 上肢障害

橈骨遠位端骨折術後のQ-DASHと機能障害の関連性に
ついて

高橋 佑生 1）・河合 卓哉 1）・松川 広紀 1）・梅山 和也 1）・
西川 佳樹 1）・安藤 萌 1）・吉中 康高 2）

1）大東中央病院 リハビリテーション室
2）大東中央病院 整形外科

Key words / 橈骨遠位端骨折，Q-DASH，機能障害

【はじめに、目的】
従来，橈骨遠位端骨折術後の治療成績判定は，患者の症状や身体所
見，X線像をもとに数値化し医療者側が評価を行うことが主であっ
た．近年では，機能障害の評価に加えて，日常生活動作（以下，ADL）
を患者が自身の症状をアンケート形式で回答し点数化する患者立脚
型評価が多くなってきている．近年の研究においても，患者立脚型評
価に影響する機能的要因を検証する研究が散見されるが，一貫した
結果は得られていない．術後経過に対する機能障害とADLの関連
性を知ることは我々理学療法士にとって治療介入の指標として有益
な情報と考えられる．そこで，本研究の目的を橈骨遠位端骨折術後の
ADLに影響する機能的要因はなにかを明らかにすることとした．
【方法】
2018 年 9 月から 2019 年 2 月に当院にて橈骨遠位端骨折後，掌側
ロッキングプレートを用いて観血的骨接合術を施行された 13 例中，
創外固定の 2例を除いた 11 例を対象に，術後 4週時点での横断研究
を行った．対象内訳は，男性 2例，女性 9例，平均年齢 67.9±20.9
歳，AO分類A8例 B1 例 C2 例，罹患側は右 4例，左 7例，利き手は
全例右であった．基礎情報として，年齢，罹患側，受傷機転，AO
分類，尺骨骨折の有無を調査し，理学所見として術後 4週時点での関
節可動域（背屈，掌屈，橈屈，尺屈，回内，回外），握力，Mayo
Wrist Score を測定した．ADL評価としてQ-DASHを評価した．統
計解析は統計ソフトRを用いて，重回帰分析を行った．従属変数は
Q-DASH，独立変数はその他の項目とし，有意水準は 5％未満とし
た．
【結果】
Q-DASHは 40.5±25.4 点，関節可動域の健側比は背屈 0.68，掌屈
0.64，橈屈 0.78，尺屈 0.74，回内 0.82，回外 0.88，握力の健側比は 0.41，
Mayo Wrist Score は 54.5±19.7 点であった．Q-DASHに影響する因
子は，手関節背屈（P＜0.05），掌屈（P＜0.01），尺屈（＜0.01），罹患
側（p＜0.05）であった．握力にも傾向はあった（p=0.051）．自由度
調整済決定係数R2は 0.89，p＜0.01 であった．
【結論】
今回の結果より，橈骨遠位端骨折術後のQ-DASHには背屈，掌屈，
尺屈の可動域，握力，罹患側が影響することが示唆された．関節可動
域や握力は小林ら粕渕らの先行研究を支持する結果となった．また，
Q-DASHは家事動作や食事，清拭など目的達成に道具の使用を想定
している設問が多く，罹患側が影響を及ぼすと考えられる．橈骨遠位
端骨折術後患者では罹患側を考慮した予後予測やADL指導が重要
だと考える．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は，当院倫理審査委員会の承認（倫理番号 2019-A）を得てい
る．患者には，ヘルシンキ宣言に基づいて研究の意義を十分に説明し
同意を得た．

O-34 一般演題 7 その他

乳がん術後 6ヶ月の 痛には腋窩リンパ節郭清と中枢
性感作関連症状が関連する

萬福 允博 1）・西上 智彦 2）・壬生 彰 2）・田中 克宜 3）・
住吉 一浩 1）

1）医療法人乳腺ケア泉州クリニック
2）甲南女子大学看護リハビリテーション学部理学療法学科
3）田辺整形外科上本町クリニック
Key words / 乳がん， 痛，中枢性感作

【はじめに、目的】
乳房切除後 痛症候群（Postmastectomy Pain Syndrome：
PMPS）は，乳がん術後患者の約 40％に生じる乳房や上肢に生じる
慢性痛のことであり，能力障害やQuality Of Life の低下に関与して
いることが報告されている．我々は，術後 1年以上経過した乳がん患
者において，腋窩リンパ節郭清（Ax）や放射線治療（RT）などの治
療関連因子よりも中枢性感作関連症状が 痛強度や能力障害に影響
していることを横断的検討にて明らかにした．しかし，術前および術
後早期の中枢性感作関連症状が 痛に与える影響は不明である．本
研究の目的は，術前，術後 1ヶ月のどの因子が術後 6ヶ月後の PMPS
に影響するかを検討することである．
【方法】
対象は乳がん術後患者 54 名（平均 51.8±10.3 歳）である．患者背

景，治療関連因子（Ax，RT，術式，化学療法，ホルモン治療）に加
え，術前に上肢・体幹に 3ヶ月以上持続する 痛の有無，中枢性感作
関連症状（Central Sensitization Inventory：CSI），抑うつ（Patient
Health Questionnaire-2：PHQ-2），不 安（Generalized Anxiety
Disorder-2：GAD-2）， 痛に対する破局的思考（Pain Catastrophiz-
ing Scale：PCS），を術前，術後 1ヶ月に評価した．統計学的解析は，
Wilcoxon の順位和検定およびFisher の正確確率検定を用いて，術
後 6ヶ月に 痛を有する群を PMPSあり群， 痛がない群を PMPS
なし群とし，2群間で比較，検討した．また，PMPSの有無を従属変
数，年齢，術前のCSI，PHQ-2，GAD-2，PCSおよび術後 1か月の
CSI，Axの有無を独立変数として，ロジスティック回帰分析を行っ
た。統計学的有意水準は 5％とした．
【結果】
術後 6か月では，乳がん患者 20 名（37％）が PMPSを有していた．
患者背景，治療関連因子，術前の 痛の有無，術前CSI および心理
的要因は，PMPSあり群と PMPSなし群の 2群間に有意な差はな
かった．一方，PMPSあり群は PMPSなし群と比較して，術後 1ヶ
月の CSI（24.9±10.1 vs 17.2±9.9），PCS（17.8±10.1 vs 10.2±10.1），
GAD-2（1.3±0.9 vs 0.7±0.9），PHQ-2（1.1±0.8 vs 0.6±0.9）が有意に
高値であった．回帰分析の結果では，術後 6ヶ月の PMPSに，Ax
（OR = 5.1，p＜ 0.05）のみが影響していた．
【結論】
先行研究と同様にAxによる神経損傷が術後 6ヶ月の PMPSに

影響することが示唆された．また，PMPSの特徴として，術前ではな
く，術後 1ヶ月の中枢性感作関連症状と心理的要因が高値であった
ことから，術後早期の介入には，治療による組織損傷の程度を把握す
ることに加え，不安や抑うつ，中枢性感作も考慮する必要性が示唆さ
れた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は甲南女子大学倫理委員会の承認を得て実施した．事前に

研究目的と方法を十分に説明し，同意が得られた者のみを対象とし
た．



O-35 一般演題 7 その他

産後 1年以内の女性における腰痛の実態調査

井口 咲希 1）・井上 倫恵 1）・松本 大輔 2）・梶原 由布 2,3）・
青山 朋樹 3）・川邊 莉香 3）・杉浦 英志 1）

1）名古屋大学大学院医学系研究科リハビリテーション療法学専攻理学療法学講座
2）畿央大学健康科学部理学療法学科
3）京都大学大学院医学研究科人間健康科学専攻

Key words / ウィメンズヘルス，産後，腰痛

【はじめに、目的】
妊娠期のマイナートラブルのうち、腰痛の発症率は高く、産褥期にも
多くが残存すると報告されているが、本邦において産褥期以降の腰
痛の実態を調査した報告は少ない。産後の腰痛は 痛部位により、腰
背部痛と仙腸関節・臀部・鼠径部・大腿の痺れや鈍痛をもたらす骨
盤帯痛とに大別される。そこで、本研究は産後 1年までの女性を対象
に腰背部痛及び骨盤帯痛の実態を調査することを目的とした。
【方法】
対象は 20～38 歳の産後 1年以内の女性 128 名とした。対象者特性と
して、年齢、身長、体重、BMI、体組成、妊娠前と比較した体重増加
量、出産後経過月数、出産回数、出産様式、妊娠前、妊娠中、及び出
産後の腰痛の有無を質問紙にて調査した。また、産後の腰痛による医
療機関受診の有無及び、受診希望の有無を質問紙にて聴取し、身体活
動量を the International Physical Activity Questionnaire を用いて
聴取した。産後の腰痛強度は visual analogue scale（VAS）を用い、
腰痛による日常生活への影響度はOswestry disability index
（ODI）日本語版で評価した。産後の腰痛による医療機関受診希望の
有無、腰骨盤帯痛の有無、 痛部位により、それぞれ群分けを行い、
フィッシャーの直接確率検定、Mann-Whitney の U検定及び、
Kruskal-Wallis 検定を用いて、上記パラメータの比較検討を行った。
【結果】
腰背部または骨盤帯のいずれか、または両方に痛みを有する者は
67％であった。また、妊娠前及び、妊娠中に腰痛のある者は、腰痛
のない者と比較して、産後の腰痛罹患率が高い結果となった（P＜
0.01，＜0.01）。産後の腰痛のために医療機関の受診を希望する者は
46％である一方、そのうち、実際に受診をしたことのある者はわず
か 14％であった。また、医療機関の受診を希望する者は、希望しな
い者と比較して、ODI のスコア（9.9±7.8％ vs 5.7±5.4％，P＜0.01）
及び、現在の 痛の強さが有意に高かった（P＜0.05）。 痛部位は仙
腸関節（58％）、腰背部（50％）、臀部・大腿後面（14％）の順に多く、
2か所以上の部位に 痛を有する者は 35％であった。また、 痛部
位による比較において、仙腸関節痛を有する群（10.3±7.0％）、腰背
部痛を有する群（9.7±6.0％）と比較し、仙腸関節痛及び腰背部痛の
両方を有する群（16.4±7.5％）においてODI のスコアが有意に高
かった（P＜0.05，＜0.01）。
【結論】
産後 1年以内の女性のうち、腰痛を有する者は高率で、産後の腰痛の
ために医療機関の受診を希望する者は約半数であった。また、受診を
希望する者では希望しない者と比較し、腰痛の日常生活への影響度
が高い一方で、多くが受診には至っていない現状が明らかとなった。
このことから、産後の腰痛においては、専門職による積極的な介入が
必要であると示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は本学の生命倫理審査委員会にて承認を得た上で、対象者に
文書にて意義、方法を説明し同意を得て実施した（承認番号：
2018037）。

O-36 一般演題 7 その他

経腟分娩に伴う骨盤底筋群の神経損傷に対する組織学
的検討

高橋 由依 1）・橘田 岳也 1）・大内 みふか 1,2）・千葉 博基 1）・
樋口 まどか 1）・東郷 未緒 1）・篠原 信雄 1）

1）北海道大学大学院医学院 腎泌尿器外科学分野
2）北海道医療大学 リハビリテーション科学部 理学療法学科

Key words / 腹圧性尿失禁，骨盤底筋，経腟分娩

【目的】
経腟分娩は，骨盤神経と骨盤底筋を損傷させ腹圧性尿失禁（SUI）を
誘発する．また，ラットを対象とした基礎研究では，骨盤底筋群の恥
骨尾骨筋（Pcm）と腸骨尾骨筋（Icm）を支配する骨盤神経運動枝
（Smb）を切断することで，尿道機能の低下を招くとされる．そのた
め，骨盤底筋は下部尿路機能において重要な役割を担っている．骨格
筋における末梢神経損傷は，筋萎縮や筋組成の変化を引き起こすが，
経腟分娩による神経損傷が骨盤底筋群の筋組成に与える影響を組織
学的に検討した報告は少ない．本研究の目的は，経腟分娩モデルラッ
トに対する骨盤底筋群の神経損傷に対する組織学的検討を行うこと
である．
【方法】
実験動物には 17 匹の Sprague-Dawley ラット（207.3-334.2g）を使用
した．正常群（n=5），Smb切断後 1か月経過した群（1M群，n=6），
Smb切断後 3か月経過した群（3M群，n=6）に群分けした．外科的
手術はペントバルビタールナトリウムを腹腔内投与後，両側の Smb
を切断した．実験期間終了後，Pcmと Icmを採取し筋湿重量を測定
した．組織学的検討は Pcmと Icmの凍結横断切片を作製し adeno-
sine triphosphatase 染色（pH=10.2）と succinate dehydrogenase
染色を行い，筋線維をTypeI，IIa，IIb に分類し，各筋線維占有率を
求めた．正常群，1M群，3M群の筋湿重量と各筋線維占有率につい
て一元配置分散分析にて検討し，有意水準は 5％とした．
【結果】
筋湿重量は，Pcmでは正常群に比べ 1M群（p=0.022）と 3M群（p
=0.015）で有意に低値を示した．Icmでは正常群に比べ 1M群で有意
に低値を示した（p＜0.000）．筋線維占有率は，PcmではTypeI は 1
M群（11.9±3.4％）が正常群（6.2±2.0％）に比べ有意に低下した
（p=0.022）．TypeIIa は各群で有意差を認めなかった．TypeIIb は 3
M群が 1M群に比べ有意に高値を示した．IcmではTypeI，IIa，IIb
の全てにおいて各群で有意差を認めなかった．
【結論】
筋湿重量は，正常群に比べ 1M群と 3M群で有意に減少した．これ
は，Pcmと Icmでは少なくとも神経切断 1か月後に筋萎縮が生じた
と考える．筋線維占有率は，Smb切断後の Pcmでは 1か月でTypeI
の比率が有意に減少し，Icmでは有意差を認めなかった．筋線維は収
縮特性により分類され，TypeI は持続的収縮に，TypeIIa と IIb は速
い収縮運動に関わる．そのため，本結果は Pcmの持続的な収縮力低
下に関与する可能性があると考える．以上より，経腟分娩による神経
損傷は骨盤底筋の萎縮と筋組成の変化に関与し，SUI のメカニズム
解明に寄与する可能性が示唆された．
【倫理的配慮】
本研究は，北海道大学動物実験施設倫理委員会の承認を得て実施し
た．



O-37 一般演題 7 その他

骨盤臓器脱患者における術前の骨盤底筋訓練認知度と
実施状況調査

小島 伸枝 1）・杉本 寿司 2）・藤井 美穂 3）

1）時計台記念病院 リハビリテーション部
2）だい整形外科クリニック
3）時計台記念病院 女性総合診療センター
Key words / 重症骨盤臓器脱患者，骨盤底筋訓練，認知度と実施状況

【目的】
軽症の骨盤臓器脱（以下 POP）に対する骨盤底筋訓練は有効との
報告は多数認め，如何に早期から骨盤底筋訓練を開始できるかが重
要と考える．しかし当院で POP手術適応となる重症患者の中に手術
以前は骨盤底筋訓練を知らなかったという患者が存在する．本研究
の目的は手術適応患者における骨盤底筋訓練の認知度と実施状況を
調査し，訓練指導について再考することである．
【方法】
対象は 2016 年 4 月 1 日から 2018 年 12 月 31 日までに POP手術
目的で当院女性総合診療センターに入院した患者 419 名のうち，研
究参加の同意が得られた 314 名（回答率 74.9％）．対象の年齢，診断
名，罹患期間（当院女性総合診療センターの外来初診日から手術日），
BMI，子供の数を診療録より後方視的に調査・集計した．また対象に
対し手術以前に 1．骨盤底筋訓練を聞いたことがあるか，2．指導を
受けたことがあるか，3．骨盤底筋訓練を日常生活の中で実施できて
いたかについては「ある」「なし」で，4．3でできていなかった理由
を複数回答可とし，a忙しく訓練の時間が取れない，b忘れてしまう，
c面倒くさい，dやり方がわからない，e効果が分からない，f 方法は
理解しているが，訓練の姿勢が取れない，gその他からの選択方式で
自己記述アンケートを用いて聴取した．
【倫理的配慮】
対象には研究参加の書面同意を得ており，所属機関の倫理審査に
て承認されている．
【結果】
対象者の平均年齢は 69±7.8 歳，診断名は延べ子宮脱 220 名，膀胱

瘤 200 名，直腸瘤 27 名，その他 16 名，平均罹患期間は 181 日（最少
2日，最大 3630 日），平均BMI24.4±3.5kg/m2，子供の数 2.0±0.8
人であった．1骨盤底筋訓練を聞いたことがあるのは 220/314 名
（70.0％），ない 93/314 名（29.6％），無回答 1/314 名（0％），2指導
を受けたことがあるのは 59/314 名（18.7％），ない 254/314 名
（80.8％），無回答 1/314 名（0％），3日常生活で実施できていたのは
12/59 名（20.3％），できていなかった 46/59 名（77.9％），無回答 1/
59 名（0％）であった．4できていなかった理由は a忙しく訓練時間
が取れないが 9名，b忘れてしまうが 37 名，c面倒くさいが 13 名，
dやり方がわからないが 5名，e効果がわからないが 21 名，f 方法は
理解しているが，訓練の姿勢が取れないが 12 名，gその他 3名で
あった．
【考察】
対象者の 70％が訓練について聞いたことがあると回答したが，指
導を受けたことがないのが 80％であり，指導を受ける機会がないこ
とが推察された．指導を受けたことがあっても実施できていたのは
20％に留まり，運動を習慣化させる環境や介入も必要と考えられ
た．当院女性総合診療センター外来は看護師による骨盤底筋訓練教
室が定期開催されている．しかし初診患者の多くが既に進行した
POP患者であるため，重症化を防ぐため，更には症状を自覚する前
から，予防的骨盤底筋訓練指導と患者教育が重要と考える．

O-38 一般演題 7 その他

産後の女性における腹圧性尿失禁と身体活動量との関
連

井上 倫恵 1）・井口 咲希 1）・松本 大輔 2）・梶原 由布 2,3）・
青山 朋樹 3）・川邊 莉香 3）・杉浦 英志 1）

1）名古屋大学大学院医学系研究科リハビリテーション療法学専攻理学療法学講座
2）畿央大学健康科学部理学療法学科
3）京都大学大学院医学研究科人間健康科学専攻

Key words / 産後，腹圧性尿失禁，身体活動量

【はじめに、目的】
産後の女性において腹圧性尿失禁は頻発し、生活の質（quality of
life：QOL）にも多大なる影響を及ぼす。Hannestad らは 20 歳以上の
地域在住女性を対象とした大規模疫学研究において、1日 20 本以上
の喫煙歴、body mass index（BMI）高値，紅茶の摂取は腹圧性尿失
禁のリスクを増大させ、低強度の身体活動の実施時間が長いことは
腹圧性尿失禁のリスクを減少させると報告している。一方で、産後の
女性のみに着目して腹圧性尿失禁と身体活動量との関連を検討した
報告はない。そこで、本研究では産後の女性における腹圧性尿失禁と
身体活動量との関連を検討することを目的とした。
【方法】
対象は、尿禁制が保たれている産後 1年以内の女性 69 名、および腹
圧性尿失禁を有する産後 1年以内の女性 19 名であった。対象者特性
として、年齢、身長、体重、BMI、体組成、妊娠前と比較した体重増
加量、出産回数、妊娠前、および妊娠中の尿失禁の有無を質問紙にて
調査した。また、本研究では尿失禁疾患特異的QOL質問票である
ICIQ-SF を用い、尿失禁頻度が「おおよそ週に 1回あるいはそれ以
下」よりも多く、尿失禁誘発契機について「咳やくしゃみをした時に
漏れる」あるいは「体を動かしているときや運動している時に漏れ
る」のいずれかにチェックがあるものを腹圧性尿失禁ありと定義し
た。身体活動量は IPAQ-SF 日本語版を用いて調査した。Mann-
Whitney U検定、対応のない t検定、およびカイ二乗検定を用い、腹
圧性尿失禁の有無にて上記パラメータの比較を行った。
【結果】
産後 1年以内において腹圧性尿失禁を有する女性では、尿禁制が保
たれている女性と比較して妊娠中の尿失禁罹患率が有意に高かった
（それぞれ 95％、52％、P＜0.01）。一方で、年齢、身長、体重、BMI、
体組成、妊娠前と比較した体重増加量、出産回数、妊娠前の尿失禁罹
患率に関しては、群間に有意な差を認めなかった。身体活動量につい
ては、歩行に関する身体活動量、中等度の身体活動に関する身体活動
量、強い身体活動に関する身体活動量、座位時間ともに、群間に有意
な差を認めなかった。身体活動量レベルを分類したところ、産後に腹
圧性尿失禁を有する女性の 84％、および尿禁制が保たれている女性
の 88％が低身体活動に分類され、中身体活動あるいは高身体活動に
分類されるものは両群ともにごくわずかであった。
【結論】
産後に腹圧性尿失禁を有する女性においては妊娠中から尿失禁を呈
しており、産後においても症状が持続している傾向を認めた。一方、
腹圧性尿失禁の有無に関わらず、多くの産後の女性において身体活
動量が低くなっていることが明らかとなった。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は本学の生命倫理審査委員会にて承認を得た上で、対象者に
文書および口頭にて意義、方法を説明し同意を得て実施した（承認番
号：2018-0397）。



O-39 一般演題 8 大腿骨頸部骨折

術後 6ヶ月の大腿骨近位部骨折患者の骨密度変化に対
して患側荷重率・歩行自立度と骨代謝マーカーの比較

梅原 拓也 1）・橋本 彩歌 1）・桑原 大輔 1）・金屋敷 遼 1）・
渡邊 啓太 2）・水野 尚之 3）・川端 紳悟 3）・木藤 伸宏 4）・
梯 正之 5）

1）済生会呉病院リハビリテーション室 2）呉共済病院リハビリテーション科
3）済生会呉病院整形外科
4）広島国際大学総合リハビリテーション学部リハビリテーション学科
5）広島大学大学院医歯薬保健学研究科

Key words / 術後 6ヶ月，大腿骨近位部骨折，骨密度

【はじめに，目的】
我々は，大腿骨近位部骨折術後患者の片脚立位時間が骨密度（以
下，BMD）の上昇に繋る可能性を報告した．ただ，片脚立位は，術
後早期で困難な症例が少なからず存在するため，片側下肢への荷重
率などにより代用することがある．これまでに，大腿骨近位部骨折患
者術後のBMD変化と荷重率を検討した報告は，我々が渉猟し得る
限りない．よって，本研究は，術後 6ヶ月の大腿骨近位部骨折患者の
BMD変化に対して患側荷重率・歩行自立度と骨代謝マーカーを比
較することを目的とした．
【方法】
研究デザインはケースコントロール研究とした．対象者は 2017

年 4 月から 2018 年 3 月の間に 2病院の整形外科に来院しリハビリ
テーションを受けた大腿骨近位部骨折術後 6ヶ月経過した 41 例を
分析対象とした．調査項目は，年齢，性別，Body Mass Index，受傷
側，骨折型，術式，BMD，骨代謝マーカー，術後骨粗鬆症治療薬の
種類，患側荷重率，歩行自立度（Barthel Index）とした．測定時期
は，骨代謝マーカーが入院時，骨密度，患側荷重率，歩行自立度を術
後 2週と術後 6ヶ月に測定し，その他を入院時のものとした．全ての
変数は，カルテより抽出した．また，大腿骨近位部の骨密度変化率％
は，「（術後 6ヶ月時 BMD-入院時 BMD）/入院時 BMD×100」とし
た．群わけは，Least significant change（以下，LSC）を算出し，LSC
で有意変化したものをBMD改善率良好群とし、有意変化しないも
のをBMD改善率不良群とした．LSCは，骨粗鬆症ガイドラインに基
づき LSC =Z’×Coefficient of variation×√2の計算式にて算出し
た．統計解析は，術後 2週と 6ヶ月の各時期にBMD改善率良好群・
BMD改善率不良群の両群間で，患側荷重率，歩行自立度と骨代謝
マーカーのそれぞれの差の検定を二元配置分散分析および事後検定
としてBonferroni 法を用いて比較した．
【結果】
本研究の結果，年齢 81.6±9.6 歳，BMD改善率良好群が 7例，BMD

改善率不良群が 34 例であった．二元配置分散分析の結果，骨代謝
マーカー，患側荷重率，歩行自立度の全てで交互作用を認めなかっ
た．また，有意な主効果を認めたものは，BMD改善率良好・BMD
改善率不良の患側荷重率と術後 2週と 6ヶ月の経過の歩行自立度で
あった．多重比較検定の結果，患側荷重率（％）は，術後 2週の BMD
改善率良好群の 94.1±10.0 と比べて BMD改善率不良群の 80.6±
19.3 で有意な差が認められた（p＜0.05）．歩行自立度（点）は，BMD
改善率良好・BMD改善率不良群のそれぞれ術後 2週で 9.3±5.3，
10.7±5.2 と比べて術後 6ヶ月で 13.8±2.2，13.6±2.4 で有意な差が認
められた（p＜0.05）．その他は有意な差が認められなかった．
【結論】
術後 6ヶ月の BMD改善率良好のものは，術後 2週に患側荷重率
を向上することが必要であることが示唆された．急性期の理学療法
を検討するための一助になったと考えている．
【倫理的配慮】
本研究は，済生会呉病院倫理委員会の承認を得て実施している（承
認番号：135）．

O-40 一般演題 8 大腿骨頸部骨折

回復期病棟入院の大腿骨近位部骨折患者における頚部
骨折と転子部/転子下骨折の比較

佐藤 武士

偕行会リハビリテーション病院リハビリテーション部

Key words / 大腿骨近位部骨折，回復期，歩行

【はじめに，目的】
大腿骨近位部骨折は高齢者の代表的な骨折であり，理学療法の対象
になることが多い．大腿骨近位部骨折は，頚部骨折の内側型，転子部
や転子下骨折の外側型に分類される．回復期病棟における内側型/
外側型骨折の違いに着目した報告は少なく，その特徴は明らかでは
ない．大腿骨近位部骨折の理学療法の戦略構築の一助となるべく，調
査を実施した．
【方法】
対象は当院回復期病棟に 2014 年 11 月～2018 年 12 月に在院した大
腿骨近位部骨折患者 258 名とした．
除外基準は，入院時にHDS-R が未評価，退院時に等尺性最大膝伸展
筋力（膝伸展筋力），または各種歩行検査のいずれかが未実施とした．
基本属性として年齢，性別，骨折型，受傷から当院入院までの期間
（待機期間），在院日数，HDS-R を調査した．
評価項目は，入院時および退院時のFIM（利得含む），退院時の膝伸
展筋力，10m最大歩行時間（10mMWT），Timed Up and Go Test
（TUG），6分間歩行距離（6MD）とした．
統計学的分析は，内側型と外側型の基本属性や評価項目の比較には
2標本の差の検定，カイ二乗検定を用いた．退院時のFIM歩行およ
び各種歩行評価に影響する要因の分析には，ステップワイズ重回帰
分析を用いた．退院時の自立歩行の獲得に影響する要因の分析には，
ステップワイズ多重ロジスティック回帰分析を用いた．有意水準は
5％とした．
【結果】
基本属性は，外側型の方が高齢，HDS-R は低値，在院日数が長く，
入院時に歩行非自立の割合が多かった．
入院時FIMは，外側型の方が各移乗項目，歩行，運動項目合計およ
び総合計が低値であった．
退院時項目は，外側型の方がFIMのトイレ動作，各移乗項目，歩行，
運動合計，総合計，各種歩行評価，患側膝伸展筋力が低値であった．
退院時の自立歩行獲得については内側型と外側型の間に有意差を認
めなかった．
退院時の歩行に影響する要因として，10mMWTは入院時FIM運動
合計，待機期間，HDS-R，TUGは入院時FIM運動合計，性別，待機
期間，在院日数，6MDは入院時FIM運動合計，在院日数，年齢，退
院時FIM歩行は入院時FIM運動合計，HDS-R が採択された．また，
10mMWTを除く全ての項目で健側膝伸展筋力が採択された．
退院時の歩行自立の可否に影響する要因として，HDS-R，入院時
FIM運動合計，健側膝伸展筋力，入院時FIM認知合計，年齢が採択
された．
【結論】
先行研究（萩原ら，1998．若梅ら，2015）では骨折型と自立歩行獲得
に関係を認めたが，本研究では関係を認めなかった．また，FIM
利得（運動合計，認知合計，総合計）の有意差も認めなかった．本研
究はリハビリテーション充実加算導入後のデータでの検討であるこ
とから，十分な量の運動療法を行えば，骨折型に関わらず同等の自立
歩行獲得やFIM利得が得られると推察される．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は当院倫理委員会の承認を得て実施した．対象者全員に書面
にて研究協力の同意を得た．
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大腿骨近位部骨折症例の術後 2週の歩行可否を予測す
る栄養指標の検討

大園 健太 1）・藤村 宜史 1）・内田 聡 1）・丸本 萌 1）・
本森 杏那 1）・豊田 章宏 2）

1）中国労災病院中央リハビリテーション部
2）中国労災病院治療就労両立支援センター

Key words / 大腿骨近位部骨折，歩行可否，栄養指標

【はじめに、目的】
大腿骨近位部骨折（Hip Fracture：以下HF）の主な受傷機転は転倒
であり、転倒には高齢者の筋量低下・低栄養状態が関与すると報告
されている。HF症例の機能予後と栄養状態の関連について、急性期
の報告は少なく、また栄養指標のうちどの指標が機能予後と関連を
持つかは明らかにされていない。本研究の目的は、術前に得られる
5つの栄養指標のうちどの指標がHF症例の術後 2週における歩行
可否と関連が強いかを明らかにすることとした。
【方法】
研究期間は 2017 年 4 月から 2018 年 7 月とした。適応基準は中国労
災病院でHFに対し手術を施行された 60 歳以上の症例とし、除外基
準は転子下骨折症例、術後に新たな障害が発生した症例、術後免荷を
要した症例、術後 2週までに退院・死亡した症例、同意を得られな
かった症例とした。歩行可否は、50mを もしくは独歩で介助なく
歩行できれば歩行可と判定し、測定時期は術後 2週、測定者は担当理
学療法士とした。術前に得られる栄養指標として、Body Mass Index
（以下 BMI）、Geriatric Nutritional Risk Index（以下 GNRI）、血清ア
ルブミン値、握力、MNA-SF を主任研究者が測定した。統計解析は、
まず術後 2週の歩行可否と栄養指標との関連性を単変量解析により
検討した。次に術後 2週の歩行可否を従属変数、先述の単変量解析に
おいて有意確率が 5％未満であった項目を独立変数として、2項ロ
ジスティック回帰分析を行った。独立変数の投入にあたっては、多重
共線性に配慮し、調整変数として年齢、受傷前障害高齢者の日常生活
自立度、骨折型を投入した。2項ロジスティック回帰分析で有意な独
立変数として抽出された項目について、Receiver Operating Charac-
teristic（ROC）曲線を使用し、術後 2週の歩行可否の判別における
カットオフ値、感度、特異度、陽性尤度比を算出した。
【結果】
研究期間中に当院で手術を施行したHF症例は 313 例であり、適応
基準に該当する症例は 306 例であった。そのうち除外基準に該当し
た症例を除外した 273 例を研究対象とした。単変量解析において、
GNRI、血清アルブミン値、握力が術後 2週の歩行可否と有意差を認
めた。GNRI と血清アルブミン値の相関係数が 0.99 であったため、血
清アルブミン値を除いた 2項目を投入し 2項ロジスティック回帰分
析を行った。結果、握力が有意な独立変数として抽出され、カットオ
フ値は 13.7kg、感度 75.5％、特異度 68.6％、陽性尤度比 2.44 であっ
た。
【結論】
本研究の結果、術後 2週の歩行可否と有意に関連している栄養指標
は握力であり、カットオフ値は 13.7kg であった。握力は全身の筋力
を示す指標として知られ、サルコペニアの判断基準にも使用されて
いる。そのため、本研究の結果においても、術前の筋力と術後の歩行
可否の関連を示したと考えられる。
【倫理的配慮、説明と同意】
中国労災病院倫理審査委員会から承認を受け、ヘルシンキ宣言に
則って研究対象者の研究内容を説明し同意を得た。

O-42 一般演題 8 大腿骨頸部骨折

大腿骨近位部骨折術後患者の身体活動性が退院時の多
面的リハビリテーションアウトカムにおよぼす影響

後藤 響 1,2）・片岡 英樹 1,2）・本多 彩菜 1）・森田 馨 3）・
山下 潤一郎 1）・坂本 淳哉 2,4）・沖田 実 2,4）

1）長崎記念病院 リハビリテーション部
2）長崎大学大学院医歯薬学総合研究科理学療法学分野
3）長崎記念病院整形外科 4）長崎大学生命医科学域・保健学系
Key words / 身体活動性，大腿骨近位部骨折，健康寿命

【はじめに，目的】
近年，身体活動性（physical activity；以下，PA）は，健康寿命の
みならず，生命予後にまで強く影響する因子として重要視されてい
る．実際，慢性閉塞性肺疾患においては，PAが高いほど呼吸困難感
が軽度で運動耐容能も高く，生存率向上につながるとされている
（Gimeno-Santos E, et al. 2014）．また，PAが高い高齢者の死亡率は低
いことも明らかになっている（Ueshima K, et al. 2010）．一方，大腿
骨近位部骨折（HF）は高齢者に頻発する脆弱性骨折であり，術後リ
ハビリテーション（以下，リハ）においては PAを漸増することが重
要と思われる．そして，PAの漸増によって痛みの軽減や運動機能，
ADLといった健康寿命に関わるリハアウトカムの改善に好影響を
もたらすと考えられるが，この点について検討した報告は非常に少
ない．そこで，本研究ではHF術後患者の PAが多面的なアウトカム
におよぼす影響を検討した．
【方法】
対象は受傷前の歩行が可能なHF術後患者 36 例（平均年齢：85.0±
5.0 歳）とした．基本項目として年齢，性別，body mass index，骨折
部位，入院前ADL，mini mental state examination を調査した．評価
として，安静・動作時痛の程度は verbal rating scale（VRS）で，痛
みの破局的思考は PCSで，抑うつ状態はGDSで，転倒に対する自己
効力感はFESで評価した．また，運動機能に関しては 5回椅子起立
時間，timed up ＆ go test，6 分間歩行距離で評価し，ADLは FIM
の運動項目（mFIM）で評価した．なお，以上の評価は術後 2，4，
8週と退院時に行った．さらに，PAは一軸加速度計 Lifecoder GS
（Suzuken）を用いて術直後から退院時まで測定し，1週毎に 1～9
Mets の平均活動時間を算出した．分析として，術後 1～8週の平均活
動時間と経過週との相関係数を求め，0.7 以上を PAが適切に漸増す
る漸増群（24 例），0.7 未満を非漸増群（12 例）として 2群に振り分
け，基本項目と各評価項目を比較した．
【結果】
基本項目において，入院前ADLは両群間に有意差を認めなかった
が，年齢および入院期間は漸増群が非漸増群に比べて有意に低値を
示した．各評価項目において，PCSの総点は漸増群が非漸増群に比
べ有意に低値を示し，運動機能の各評価すべてにおいて漸増群は非
漸増群より有意に良好な成績であった．一方，VRSや GDS，FES，
mFIMに関しては両群間で有意差は認められなかった．
【結論】
今回の結果から，HF術後患者の PAはADLの回復には影響をおよ
ぼさないが，痛みに対する破局的思考や下肢筋力，歩行能力，運動耐
容能の改善に影響することが明らかとなった．つまり，HF術後にお
いては不活動を是正し，PAの向上を図ることが健康寿命の延伸に
つながると推測され，リハにおいて目指すべき重要目標であること
が示唆された．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は，長崎記念病院臨床研究倫理委員会にて承認を得た後，ヘル
シンキ宣言に基づき，同意の得られた患者を対象に行った．
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大腿骨近位部骨折術後免荷患者における回復期病棟入
院受け入れまでの期間が機能的予後に及ぼす影響

外間 亮太 1）・村井 直人 1）・前田 圭介 2,3）・尾川 貴洋 4）・
末永 正機 4）

1）ちゅうざん病院リハビリテーション部
2）ちゅうざん病院 沖縄ちゅうざん臨床研究センター
3）愛知医科大学大学院 緩和・支持医療学 4）ちゅうざん病院 リハビリテーション科

Key words / 免荷，FIM，在院日数

【はじめに、目的】
最近では急性期一般病棟（急性期）との連携を通して、高齢者の大腿
骨近位部骨折術後患者における術側下肢免荷状態（免荷）での当院回
復期病棟（回復期）への入院受け入れの問い合わせや相談が多くあ
り、免荷患者を早期に受け入れる取り組みをしている。先行研究にお
いて、回復期への早期入院受け入れが機能的予後に影響を及ぼすこ
とが報告されているが、免荷患者のみを対象とした報告はない。本研
究の目的は大腿骨近位部骨折術後免荷患者における回復期入院受け
入れまでの期間（急性期在院日数）が機能的予後に及ぼす影響につい
て明らかにすることである。
【方法】
2017 年 4 月から 2019 年 3 月までに当院回復期へ紹介入院となった
大腿骨近位部骨折術後免荷患者を対象とした後ろ向き観察研究とし
た。その中から急性期在院日数が 20 日以下の患者（早期群）、急性期
在院日数が 21 日以上の患者（遅延群）の 2群に分けた。当院入院後
に急変して急性期へ転院となった者は除外した。機能的予後の指標
はFunctional Independence Measure（FIM）を採用した。対象者の
基本属性は年齢、性別、大腿骨近位部骨折部位（頚部⁄頚基部⁄転子部
⁄転子下）、チャールソン併存疾患指数（CRI）、急性期在院日数、免荷
期間、入院時FIM、発症前Activity of Daily Living（ADL）、受傷前
居住環境とした。主要調査項目は退院時FIM、FIM利得、FIM効率
を、副次項目として当院在院日数、帰来先をあげた。各項目における
群間比較は 2標本 t 検定及びマンホイットニーのU検定、Fisher
の正確確率検定を用いて検討した。その後、各調査項目を目的変数と
し、回復期への早期入院受入れの有無や入院時FIM、基本属性を説
明変数とした多変量解析を重回帰分析にて行い、関連性について分
析した。なお、有意水準は 5％未満とし、統計解析にはEZRを使用
した。
【結果】
該当者 56 名中、除外者 4名、早期群 27 名、遅延群 25 名に分けられ
た。群間比較において、基本属性は発症前ADL（自立 96％、見守り
0％、介助 4％ vs 自立 72％、見守り 4％、介助 24％）に有意差を認め
（p＜0.05）、その他項目は有意差を認めなかった。主要調査項目は退
院時FIM（108.1±14.3 点 vs 86.7±30.5 点：p＜0.05）、FIM利得（42.7
±11.7 点 vs 26.5±16.5 点：p＜0.01）、FIM効率（0.54±0.15 vs 0.41
±0.37：p＜0.01）に有意差を認めた。副次項目においては有意差を認
めなかった。多変量解析の結果、回復期への早期入院受入れの有無は
退院時FIMと FIM利得の独立した説明因子であった。
【結論】
回復期への早期入院受け入れはADLの改善度と帰結に良い影響を
及ぼすことが明らかとなった。回復期では療法士の充実した個別リ
ハビリテーションの担保に加え、病棟生活場面においても多職種に
よる積極的なADL練習を提供できるため、このことが今回の結果
に影響を及ぼした要因であると推察する。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は当院倫理委員会にて承認を得たものであり、ヘルシンキ宣
言に沿った研究である

O-44 一般演題 9 人工股関節

術前骨盤運動が人工股関節全置換術患者の骨盤傾斜角
と身体機能に及ぼす影響～RCTでの効果の検討

池田 崇 1,2）・二宮 一成 2,3）・鈴木 浩次 2）・長澤 弘 4）

1）昭和大学 保健医療学部 理学療法学科
2）湘南鎌倉人工関節センター 3）北里大学大学院 医療系研究科
4）湘南医療大学 保健医療学部リハビリテーション学科
Key words / 人工股関節全置換術，骨盤傾斜角，術前理学療法

【はじめに】
人工股関節全置換術（THA）後の骨盤傾斜角（PIA）は、術後経時
的に後傾化しインプラントの位置関係に影響すると言われ、術後早
期においては脚延長に伴う筋の伸張により前傾化しやすい。さらに、
PIAは股関節周囲筋の筋力発揮に影響し、中間位に比べ 5° の前傾・
後傾方向への変化でも外転筋力は有意に低下することが報告されて
いる。PIAは筋力発揮の面でも脱臼予防の面でも重要であるが、術前
からの腰椎可動性の影響を受けるため、短縮化した近年のクリニカ
ルパスの中で十分に介入することは難しい。そこで本研究の目的は、
THA施行の 1か月前から集中的に骨盤前後傾運動（骨盤運動）を実
施し、術後 2か月目までの PIAと外転筋力への影響を明らかにする
ことである。
【方法】
対象はTHA（前側方進入）を予定したOA患者 163 名とし、無作為
に介入群と対照群に割り付けた（介入群 87 例：年齢 61.8±7.6 歳、男
性 11 名/女性 76 名、BMI23.1±3.2、在院日数 5.1±0.5 日、対照群 76
例：年齢 62.8±9.9 歳、男性 5名/女性 71 名、BMI22.7±3.5、在院日
数 5.1±0.5 日）。術前 1か月時に両群とも hip up，開排運動、股関節
外転を指導し、介入群はそれに加えて骨盤運動を指導し、入院までの
1か月間、毎日 20 回 2 セット実施するように指導した。実施確認の
ため患者にはチェックシートの記入を依頼し、入院時に回収した。術
前、退院時、術後 2か月目に PIA、外転筋力、10m歩行時間（10mGT）、
歩行時痛、Harris Hip Score（HHS）を評価し、骨盤運動の有無によ
る効果の違いについて 2元配置分散分析を用いて検討した。また、統
計解析は介入・データ取得から独立した共同研究者が実施した。
【結果】
両群とも運動の実施率は 80％以上であった。PIA、外転筋力、10
mGT、歩行時痛、HHSの全てで術前後の時期に有意な主効果を認
め、10mGTにおいて骨盤運動の有無に有意な主効果を認めた。また、
退院時の 10mGTに有意な交互作用は認めた（p=0.03）。
【結論】
PIAは両群ともに術後早期に前傾した後に後傾する特徴を認めた
が、骨盤運動を実施による効果は認めず、両群間で PIAに違いがな
いため外転筋力についても同様であった。一方、退院時の 10mGT
は骨盤運動の有無と時期の両方で主効果を認め、有意な交互作用を
認めた。この点は、骨盤運動を行うことで臥位での PIAには効果が
ないものの、術前に骨盤周囲筋の筋力トレーニングと骨盤運動を併
用することで退院時の 10mGTに対して効果が得られる事が明らか
となった。これは南角らのTHA患者の PIAと術側重心制御に関す
る報告とも矛盾しないと考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に則り、患者に書面で説明と同意を得て実
施した。倫理的配慮として、神奈川県立保健福祉大学倫理委員会の承
認（22-14-002）を得て行った。
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人工股関節全置換術前後における股関節可動域と歩行
中最大関節角度の関係

今中 芙由子 1）・渡部 雄大 1）・松尾 英明 1）・久保田 雅史 1）・成瀬 廣亮 1）・
庄司 一希 1）・桑鶴 孝一郎 1）・北出 一平 1）・山口 朋子 1,2）・高橋 藍 1,3）・
坪川 操 1,3）・杉田 大輔 3）・小久保 安朗 3）・松峯 昭彦 3）・嶋田 誠一郎 1）

1）福井大学医学部附属病院リハビリテーション部
2）福井大学医学部地域医療推進講座 3）福井大学医学部整形外科

Key words / 人工股関節全置換術，関節可動域，三次元動作解析

【はじめに、目的】
人工股関節全置換術（以下THA）後では、長期的に歩容異常が残
存することが知られており、術後の歩行機能を改善することが理学
療法の重要な目的の一つである。特にTHA後の歩容は、立脚期の股
関節伸展角度や内転角度の低下が特徴とされ、これらは術前後の筋
力低下や 痛、脚長差などと共に関節可動域制限が大きく関与して
いると考えられる。しかし、臨床的には関節可動域が獲得されていて
も、歩行中に関節角度が減少している症例を経験するなど、可動域と
歩行中の関節角度がどの程度関与するかは不明である。本研究の目
的は、術前及び術後の伸展・内転可動域と歩行中最大伸展・内転角
度の関係性をそれぞれ検討することである。
【方法】
対象は、当院にTHA目的に入院した変形性股関節症患者 25 例、
25 股とした。男性 7例、女性 18 例、年齢 66.4±9.1 歳であり、在院
日数は 22.3±7.0 日であった。股関節以外の下肢関節に著しい変形を
有するもの、独歩困難な症例は除外した。術式は全例後外側アプロー
チであり術後翌日にドレーンを抜去した後、早期に荷重と歩行練習
を行った。評価は、THA術前と術後当院退院時に行い、歩行立脚期
の矢状面・前額面の最大関節角度（伸展・内転）と伸展・内転可動域
を評価した。伸展・内転可動域は、日本リハビリテーション医学会の
測定法に基づきゴニオメーターを用いて評価した。矢状面・前額面
の歩行中最大角度は、三次元動作解析装置（VICONMX, Vicon Mo-
tion System社）と床反力計 4枚（OR6, AMTI 社）を用いて評価した。
赤外線反射マーカーセットは Plug-In-Gait モデルを使用し全身に 35
個貼付し、歩行は裸足での自由歩行とした。一歩行周期を 100％で正
規化し、立脚期の股関節最大伸展・内転角度を抽出した。統計解析
は、Pearson の積率相関係数を用い有意確率は 5％とした。
【結果】
歩行中の立脚期最大伸展角度と伸展可動域は、術前（r = 0.413，p
= 0.040）術後（r = 0.480， p = 0.015）ともに有意に正の相関を示した。
一方、歩行中の立脚期最大内転角度と股関節内転可動域は、術前は有
意に正の相関を示した（r = 0.575，p = 0.003）が、術後は有意な相関
関係を認めなかった（r = 0.244，p = 0.240）。
【結論】（考察も含む）
本研究では、伸展可動域と歩行中伸展角度は術前後とも有意な関
係性を認め、歩行中の伸展は可動域の影響を受ける可能性が考えら
れた。一方、内転可動域と歩行中最大内転角度において術前は関係を
認めたが術後は関係を認めなかった。術後早期の歩行中最大内転角
度は可動域以外の要因の影響を受けている可能性があると考えられ
た。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は、福井大学医学系研究倫理審査委員会の承認を得て行い、
全症例に対し研究の趣旨を説明し同意を得ている。
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人工股関節全置換術患者の 歩行獲得に影響する因子
の検討

近藤 翔平・千葉 哲也

公益財団法人日産厚生会玉川病院リハビリテーション科

Key words / 人工股関節全置換術，クリティカルパス，片脚立位

【目的】
当院では人工股関節全置換術（以下THA）患者に対して、クリティ

カルパスを導入し理学療法を行っている。クリティカルパスでは退
院可能日の基準に 歩行自立を挙げているが、 歩行自立が遅延す
る症例を経験することも少なくない。近年、在院日数短縮が求められ
ており、当院にて 歩行自立の影響因子を検討することはクリティ
カルパスの質を高めるうえで重要である。しかし、先行研究における
予後予測に関する調査では質問用紙を用いるものや、術後身体機能
から予測するものなど、 歩行自立の予測を行うには適当な評価法
が存在していない。そこで本研究は、THA患者の術後 歩行自立期
間に影響を与える因子を術前身体機能から予測可能か検討を行うこ
とを目的として実施した。
【方法】
対象は 2016 年 9 月から 2017 年 12 月までに当院にて変形性股関
節症と診断され、THA（MIS-AL；Watson jone’s 変法）を施行した
症例 160 例 160 肢（男性 18 例、女性 142 例、平均年齢 65±9.4 歳、
平均退院日数 8.39±3.71 日）を対象とした。全例、当院術後THA
プロトコルに従って理学療法を実施した。除外基準は、両側THA
患者、神経学的疾患を有する者とした。術前身体機能として、手術日
前日に股関節可動域（以下ROM）、片脚立位時間（以下片脚立位時
間）、等尺性股関節外転筋力（以下外転筋力）、等尺性膝関節伸展筋力
（以下膝伸展筋力）の測定を行なった。また術前測定はすべて両側と
も行った。 自立日は片 歩行を連続 200m危険なく行えた日とし
た。統計学的処理は目的変数を 歩行自立日とし、説明変数を対側股
関節手術歴、術側ROM、術側片脚立位時間、術側外転筋力、術側膝
伸展筋力として、術前身体機能から 自立日を予測できるかについ
てステップワイズ法による多重回帰分析を実施した。統計学的な有
意水準は 5％未満とした。
【結果】

歩行自立日数は平均 7.43±3.58 日であった。多重回帰分析を行
なった結果、 歩行自立に影響を与える術前身体機能因子として、片
脚立位時間（r=-0.2，p＜0.05）、補正 R2は 0.03 となり、 歩行自立日
に影響を与える因子として、片脚立位時間が抽出された。
【考察/結論】
今回の研究結果より、術前身体機能と 自立日の関連を調べたと
ころ、術後の 歩行自立に影響を与える因子として、術前の片脚立位
時間が影響を与えるということが挙げられた。このことから術前の
片脚立位時間が短縮している症例では、術後の 歩行自立に影響を
与え、在院日数の長期化につながる可能性があると考えられた。
術前から術後機能回復を予測することは、 歩行自立遅延症例の
抽出や、術前理学療法介入の一助になると考えられる。
【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則り、日産厚生会玉川病院倫理委員会
の承認を得て実施した。
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THA術後患者の退院時歩行能力に術前予測因子として
握力は影響を及ぼすか

皐月 幹太 1）・髙村 大祐 1,3）・山田 莞爾 1,3）・高濱 安津子 1）・
蔵谷 鷹大 1）・本田 明広 1）・岩田 健太郎 1,3）・末吉 達也 2）・
安田 義 2）

1）神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部
2）神戸市立医療センター中央市民病院 整形外科
3）神戸大学大学院保健学研究科
Key words / THA，握力，予後予測

【はじめに、目的】
近年，人工股関節全置換術（Total Hip Arthroplasty：以下THA）
の術後身体機能や歩行能力を予測する因子を検討した報告が散見さ
れる．
握力は，身体機能の優れた指標であり，握力の測定は簡便かつ高い

再現性を有する評価であるため臨床現場での実施は比較的容易であ
り，幅広く使用されている．これまで多くの研究で術前の運動機能が
THA術後の機能的帰結に影響を及ぼすことを報告しているが，握力
を用いてTHA術後患者においての予後予測を検討した報告は見当
たらない．
本研究では高齢者において全身筋力を代表する指標である握力が
高齢THA術後患者の退院時歩行能力を予測できる因子として有用
かを検討することとした．
【方法】
当院で 2018 年 4 月 1 日から 2019 年 4 月 30 日の間に変形性関節
症に対してTHA施術された高齢患者 69 名を対象とした．また，当
院クリニカルパスから逸脱した患者を除外基準とした．術前，術後運
動機能は握力（kg），股関節外転筋力（N・m/kg），膝関節伸展筋力
（N・m/kg），Timed Up and Go Test（以下、TUG）を測定した．術
前，術後の運動機能は事前に統一した評価方法で担当セラピストが
評価を実施．股関節外転筋力，膝関節伸展筋力は徒手筋力測定器（ア
ニマ社製 µTAS）を使用し測定した．握力は Jamar 式握力計を使用
し測定した．統計解析は，重回帰分析（線形回帰モデル），目的変数：
退院前TUG，説明変数：年齢と術前運動機能（握力（kg），術側股関
節外転筋力（N・m/kg），術側膝関節伸展筋力（N・m/kg），TUG
（秒））として検討した．統計ソフトはEZRを用い，有意水準は 5％
とした．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は対象者に目的・趣旨を説明し，同意を得た上で実施した．
また，本研究は当院の倫理委員会における審査を受けた上で，規定に
従い実施した．
【結果】
解析対象者 42 名（年齢：73.6±5.71 歳，女性：40 名，BMI：23.2
±3.42kg/m2）に対して，重回帰分析を行った結果，術前TUG（P
＜0.001， β=0.710）と握力（P=0.023， β=-0.505）が退院時TUG
との有意な関連がみられた．一方で年齢（P= 0.525）と術側股関節外
転筋力（P= 0.642），術側膝関節伸展筋力（P= 0.507）は有意な関連は
みられなかった．
【結論】
本研究により，術前握力は退院時TUGを予測しうる新たな因子
として示された．この結果から，THA手術予定患者に対し，術後歩
行能力を予測するためには，下肢機能評価だけでなく簡便かつ再現
性の高い握力測定が必要であると考えられる．さらに，術前TUG
においても退院時TUGを予測しうる因子として示され，先行研究
を支持する結果となった．
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THA術後 6ヶ月の生活空間を予測する術前機能

増田 健人 1）・尾藤 貴宣 1）・青木 隆明 2）・秋山 治彦 2）

1）岐阜大学医学部附属病院リハビリテーション部
2）岐阜大学医学部整形外科

Key words / 人工股関節全置換術，Life-Space Assessment，歩行能力

【はじめに、目的】
人工股関節全置換術（THA）は， 痛や歩行能力を改善し，身体
活動量の増大が期待できる。しかし，THA後患者の 60％以上が自ら
活動を制限している。地域在住高齢者を対象とした先行研究では，生
活空間の狭小化は虚弱発生の予測因子とされている。その為，THA
後の生活空間に影響を与える要因を把握しておく事は重要であると
考える。THAにおいて術前運動機能は術後運動機能，日常生活動作
（ADL）能力に影響を及ぼすことが報告されているが，生活空間への
影響については明らかにされていない。そこで本研究の目的は，
THA後 6ヶ月での生活空間に影響を与える術前機能を検討するこ
ととした。
【方法】
対象は，当院整形外科にて変形性股関節症と診断された初回片側
THAを施行した 57 例（男性：6例，女性：51 例，年齢：66.4±8.2
歳，BMI：23.3±3.2kg/m2）とした。
研究デザインは前向きコホート研究で，ベースライン調査（術前）

では術側股関節屈曲・伸展・外転・膝関節屈曲・伸展可動域，術側
股関節屈曲・伸展・膝関節屈曲・伸展筋力，10m歩行テスト，Timed
up and go test（TUG），5回立ち座りテスト，術側 Japanese Ortho-
paedic Association hip（JOA）スコア（総合点），術側 JOAスコア
（ 痛）の評価・調査を行った。さらに，追跡調査として術後 6ヶ月
時点での生活空間の評価を Life-Space Assessment（LSA）を用いて
行った。
統計解析は，従属変数を LSA，説明変数を術前機能とした重回帰

分析を行った。説明変数は事前に単変量解析にて変数選択を行った。
また，説明変数の多重共線性の影響を考慮し，10m歩行テスト・
TUGの 2変数を同時に同じモデルに含める事はせず，従属変数に対
して 2つのモデルを立て解析を行った。なお，年齢，性別，BMI，障
害側（片側・両側）を交絡因子として強制投入し調整を行った。統計
解析は SPSS statistics 19 を使用し，有意水準は両側 5％とした。
【結果】
単変量解析の結果，抽出された変数は説明変数では 10m歩行テス

ト，TUG，JOAスコア（総得点），術側股関節伸展筋力・膝関節屈曲
筋力であった。交絡因子投入後の重回帰分析の結果，10m歩行テス
トモデル（p=0.010，R2＝0.25）では，10m歩行テスト（p=0.014，β
＝-0.34），TUGモデル（p=0.013，R2=0.24）では，TUG（p=0.019，
β=-0.33）が THA術後 6ヶ月での生活空間に影響を与える術前因
子として採択された。
【結論】
本研究の結果より，10m歩行テスト・TUGは THA術後 6ヶ月で
の生活空間に影響を与える因子であることが示唆された。地域在住
高齢者を対象とした先行研究では，LSAには歩行能力が関連するこ
とが報告されており，本研究対象者においても同様の結果となった。
したがって，THA術後患者の生活空間を予測する因子として術前の
歩行能力を把握しておくことは重要であると考える。
【倫理的配慮・説明と同意】
本研究は当院の倫理審査委員会の承認を得て実施した。対象者に
は趣旨を書面にて説明し同意を得た。
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外傷性頚髄損傷不全麻痺患者の退院時自立歩行獲得状
況とその特徴

福満 圭祐 1）・山之内 崇浩 1）・杉安 直樹 1）・白木 信義 1）・
生駒 成亨 1）・西中川 剛 2）

1）米盛病院
2）中部学院大学 看護リハビリテーション学部 理学療法学科

Key words / 頚髄損傷，不全麻痺，歩行予後

【はじめに、目的】
近年の脊髄損傷者の特徴として受傷年齢の高齢化が挙げられ、転
倒・転落による不全麻痺者の割合が増加している。不全麻痺者は損
傷高位のみの情報では獲得可能動作の予測が困難で、特に実用的な
歩行獲得の有無は退院後の方針やQOLに関わる重要な因子であ
る。先行研究では改良Frankel 分類やASIA impairment scale（以下
AIS）、ASIA motor score 等の評価に代表される神経学的要因や年齢
が影響しているとの報告が多く、主要な因子となっている。今回、不
全麻痺者の予後予測の一助として、当院における外傷性頚髄損傷不
全麻痺患者の退院時自立歩行獲得状況とその特徴について調査し
た。
【方法】
対象は平成 26 年 9 月から平成 31 年 2 月までに当院に入院した外傷
性頚髄損傷患者 151 例から 2週間以内に退院した者、受傷から初期
評価までが 2週間以上の者、胸髄・腰髄損傷の合併など頚髄由来の
麻痺が否定的と判断された者を除外した 116 例のうち、入院時AIS
が B・Cの不全麻痺患者 33 例とした。評価項目は、性別、年齢、入
院日数、入院時・退院時のAIS、骨傷・手術・合併症（褥瘡、尿路感
染症、呼吸器合併症）の有無、人工呼吸器管理期間の有無、多発外傷・
既往歴（頚椎・その他）の有無、転帰先とし、カルテより後方視的に
抽出した。人工呼吸器管理期間の有無は周術期管理以外で人工呼吸
器管理が必要であったか否かとした。退院時歩行獲得状況を SCIM
の item12（移動：屋内）を用い 4点以上を自立、3点以下を非自立と
し、退院時歩行自立群（以下自立群）と退院時歩行非自立群（以下非
自立群）に分け群間比較を行った。群間比較はそれぞれ対応のない
t検定、マンホイットニー u検定、χ二乗検定、フィッシャーの正確
確率分布等を用いて検定した。有意水準を 5％とした。
【結果】
自立群は 15 例（45.5％）、非自立群は 18 例（54.5％）であった。群間
比較では自立群の年齢が有意に若かった（平均：自立群 60.1 歳、非
自立群 72.3 歳）。また自立群は退院時AIS が全てDまで改善してお
り、在宅復帰率も高かった。さらに非自立群は人工呼吸器管理期間の
ある例が有意に多かった。
【結論】
本研究の結果より、入院時AIS B・C者の自立歩行獲得には、年齢が
若く、 AIS が D以上に回復している必要があることが示唆された。
また人工呼吸器管理期間のある者は自立歩行の獲得率が低いことが
わかった。先行研究同様に不全麻痺者の予後予測には、年齢や神経学
的要因の経時的評価が関連していることが示唆され、これらの評価
結果を踏まえてゴール設定を行うことが重要であると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は米盛病院倫理委員会の承認を得て実施した。また、ヘルシン
キ宣言に基づき対象者における個人情報の保護などに十分注意し、
匿名化した上で実施した。

O-50 一般演題 10 その他

当院整形外科入院患者のロコモティブシンドロームの
実態調査

遠藤 浩 1,2）・八木野 孝義 1）・小林 幸一郎 1）・田中 優貴 1）・谷口 恵里 1）・
清水 崇弘 1）・鈴木 翔太 1）・安藤 佳希 1）・室伏 美紀 1）・小川 知里 1）・
小尾 伸二 1）・谷口 直史 2）・大場 哲郎 2）・小山 賢介 2）・波呂 浩孝 2）

1）山梨大学医学部附属病院リハビリテーション部
2）山梨大学大学院整形外科学講座

Key words / ロコモティブシンドローム，ロコモ度テスト，ロコモ度

【はじめに、目的】
ロコモティブシンドローム（以下、ロコモ）とは、加齢に伴う運動

器の質的劣化と量的減少によって移動能力が低下した状態である。
その判定基準であるロコモ度テストは早期発見のために開発された
が、ロコモが進行し手術適応となった症例に実施しその後の経過を
追った報告はない。そこで、今回手術前後のロコモ度について調査し
たので報告する。
【方法】
対象は 2016 年 4 月～2019 年 3 月までに当院整形外科へ手術目的

で入院し、運動器疾患のみの既往で、術前と術後 1年の評価が可能で
あった 275 名のうち、40 歳以上かつ術前ロコモ度 2であった 247
名（平均年齢 69.7±10.1 歳，男性 65 名，女性 182 名）である。術前
と術後 1年にロコモ度テストを実施し、術後 1年でロコモ度が 1ま
たは 0に改善した症例をロコモ度改善群（以下、改善群）、ロコモ度
2で変化がない症例をロコモ度非改善群（以下、非改善群）とし、年
齢、性別、身長、体重、BMI、各テスト項目を比較検討した。統計解
析は、改善群、非改善群の群間の変数比較をMann-Whitney の U
検定、カイ 2乗検定、また非改善群のみの術前後の変数比較をWil-
coxon 符号順位検定を用いて行った。分析は解析ソフト（IBM社製、
SPSS Statistics ver24）を使用して行い有意水準は 5％とした。
【結果】
改善群は 98 名、非改善群は 149 名であり、術後のロコモ度改善率

は 40％であった。改善群と非改善群の比較では、年齢（p＜0.001）、
性別（p=0.015）、身長（p=0.001）、立ち上がりテスト（p＜0.001）、
2ステップテスト（p＜0.001）、ロコモ 25（p＜0.001）において有意差
が認められ、非改善群の方が高齢、女性、低身長であった。体重、BMI
には有意差が認められなかった。非改善群の術前後のロコモ度比較
では 2ステップテスト（p＜0.001）、ロコモ 25（p＜0.001）は有意差
が認められたが、立ち上がりテスト（p＜0.61）には有意差が認めら
れなかった。
【結論】
ロコモ度判定は両脚 20cmの高さから立ち上がれないとロコモ度
2となる。今回の調査では術後のロコモ度が改善しなかったのは立
ち上がりテストのみであるが、非改善群も両脚 40cmから 30cmへ
は改善がみられていた。さらに、2ステップテスト、ロコモ 25 に関
しても改善が認められ、歩行能力の向上と生活活動や社会参加も可
能となっていた。したがって、全体的には術後ロコモ度は改善傾向に
あるといえる。今後、さらにロコモ度の改善を図るには、非改善群に
多い高齢、女性、低身長例を中心にスクワットなど立ち上がり動作を
取り入れた運動療法を行うことが必要と思われた。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は当院倫理委員会の承諾を得ており、説明書・同意書を
もって十分に説明の上、本人の同意を得ている。



O-51 一般演題 10 その他

回復期リハビリテーション病棟における運動器疾患患
者の歩行予後予測

神田 一路・足野 正洋・三島 佳祐

出雲市民リハビリテーション病院

Key words / 回復期リハビリテーション，運動器疾患，歩行予後

【目的】
大腿骨頚部/転子部骨折診療ガイドラインではチーム医療による集
学的リハビリテーションが勧められ、予後予測に基づき目標設定し
介入することで機能回復を促しつつ在院日数短縮を図ることが可能
であると述べられる。また、従来の歩行予後予測として年齢、受傷前
歩行能力、認知機能が主な要因として述べられている。全国的にも高
齢化率が増加しているが、当院がある出雲市も超高齢社会であり、従
来の予後予測が適応できないことが考えられる。そのため、本研究の
目的は超高齢者社会における運動器疾患患者の新たなる予後予測を
検討することである。
【方法】
当院回復期病棟に入院した運動器疾患患者で入院時歩行非自立患者
のうち転院・再入院を除いた 130 名を対象とした。退院時歩行能力
から歩行自立群と非自立群の 2群に分類し、年齢、受傷・手術日から
の日数、受傷前介護度、入院時HDS-R、入院時最大握力、入院時
痛の有無、入院時FIM運動項目総得点（以下M-FIM）、入院時FIM
認知項目総得点（以下C-FIM）について、t検定、マンホイットニー
検定、相関分析において有意差を認めた項目を独立変数とし、退院時
歩行自立可否を従属変数とする二項ロジスティック回帰分析を行っ
た。
【結果】
対象者 130 名のうち、歩行自立群は 79 名、非自立群は 51 名。平均年
齢は自立群 82.3 歳、非自立群 86.9 歳であった。変数増加法による二
項ロジスティック回帰分析の結果、最終的に受傷前介護保険（オッズ
比：0.946）、受傷・手術日からの日数（オッズ比：0.703）、HDS-R
（オッズ比：1.123）、M-FIM（オッズ比：1.133）が変数として抽出さ
れた。的中率は 85％であった。
【考察】
先行研究より大腿骨近位骨折において年齢、受傷前歩行能力、認知機
能が歩行能力に関与している（kitamura 1998）。本研究はその他の運
動器疾患を含めているが、認知機能については先行研究と一致した。
介護保険が選択された要因として受傷前能力が良好であることが自
立度に寄与したと考える。受傷・手術日からの日数、M-FIMが選択
された要因として廃用症候群予防や集中的リハビリテーションを行
えたこと、身体能力良好であることがそれぞれ寄与したと考える。本
研究より高齢であっても身体機能や認知機能が良好である患者は退
院時歩行自立を図ることが可能であった。とりわけ、歩行予後として
従来因子も臨床場面において考慮すべき因子であるがより包括的に
因子を見極め、適切な予後予測に基づき介入を実施することで適切
な入院期間、効率的な介入を実施することが可能である。
【展望】
他施設共同研究、予測式を利用した前向き研究を行い、臨床場面で活
用出来るものとし、より適切な介入を行い、患者利益に繋げていきた
い。
【説明と同意】
本研究（報告）にあたり倫理的配慮に関して厚生労働省等による医学
研究指針を遵守し，対象患者の情報を連結不可能匿名化し実施した。

O-52 一般演題 10 その他

回復期運動器疾患患者に対するLife Glider による歩行
練習効果の検討

清水 隆宏 1）・倉田 愛子 1）・島田 達広 1）・望月 猛 2）

1）鎌ケ谷総合病院リハビリテーション科
2）鎌ケ谷総合病院整形外科・リウマチ科

Key words / 歩行器，歩行練習，回復期

【はじめに，目的】
近年，様々な歩行器があり，臨床場面においても転倒を予防し実用的
な歩行を獲得することを目的として用いられていることがある．当
院では 2017 年度より Life Glider を導入しており，安定した歩行が
困難な方や歩行に不安のある方に対し，転倒の心配がなく移動する
ための製品として使用している．特徴は，従来の歩行器とは異なり両
手を離して使うことができ，身体の重心を安定させることで直立姿
勢を助け，バランス感覚の強化や下肢荷重量を軽減できることであ
る．本研究は、本歩行器をリハビリテーション機器として使用し、回
復期運動器疾患患者に対する歩行練習の効果を検討することを目的
とした．
【方法】
対象者の適用基準は，当院回復期病棟入院中の運動器疾患患者であ
り，入棟時歩行が自立していない者とした．除外基準は，指示理解が
困難な意識障害，重度の高次脳機能障害，その他理学療法実施に高い
リスクを有する者とした．2019 年 1 月～4月に上記の条件を満たし
た 10 例に対して介入した．疾患の内訳は大腿骨頚部骨折術後 4名，
腰椎椎体骨折 6名であった．年齢 81±4.2 歳（平均±標準偏差），介
入期間 20±6.9 日であった． 歩行器での歩行練習時間は 15 分とし，
通常のリハビリテーションも実施した．歩行練習での歩行速度は快
適速度とし，対象者に過度な負担がなく歩行練習が可能な速度とし
た．評価項目は下肢伸展筋力体重比，10m最大歩行テスト，FIM
の運動項目， 痛VASとし開始時および終了時点に測定した．統計
解析は対応のある t検定を用い，有意水準は p＜0.05 とした．
【結果】
各評価指標の介入前後での比較では，膝伸展筋力体重比 0.21±0.10
kgf/kg から 0.24±0.09kgf/kg（p=0.007），歩行速度 30.7±18.9m/min
から 43.0±16.8m/min（p=0.001），運動 FIM43.9±14.0 から 67±8.7
（p=0.006），VAS57.8±27.5mmから 20.0±17.9mm（p=0.003）といず
れも有意な改善を認めた．
【結論】
介入前後で各項目において改善を認め，回復期運動器疾患患者に対
する歩行練習の効果を確認した．しかし，今回は対照群を設けずに実
施したため Life Glider による直接効果は明らかでない．今後対照群
を設定した比較研究および最適な練習条件の検討を通して，より効
果的な介入方法の探索を進めていく必要がある．また，主観的には姿
勢や歩容の改善効果を有する可能性も示されたため，客観的指標と
して評価して，その効果を明らかにしていきたい．
【倫理的配慮、説明と同意】
研究実施に対し，対象者に研究について十分な説明を行い，同意を得
た．また，本研究に関連して開示すべき利益相反関係にある企業等は
ない．なお，本研究は当院倫理審査委員会の承認（承認番号TGE
01199-064）を得ている．



O-53 一般演題 10 その他

一般病院職員における筋骨格系 痛と労働機能障害の
関係

岸本 俊樹 1,2）・石橋 英明 3）・田口 孝行 4）

1）医療法人社団愛友会伊奈病院リハビリテーション科
2）埼玉県立大学大学院博士前期課程リハビリテーション学専修
3）医療法人社団愛友会伊奈病院整形外科 4）埼玉県立大学大学院保健医療福祉学研究科

Key words / 労働機能障害，筋骨格系 痛，プレゼンティズム

【はじめに、目的】
近年、企業において労働者が欠勤や休業している状態のアブセン
ティズムよりも、何らかの健康問題による労働機能障害を抱えたま
ま勤務している状態のプレゼンティズムの方が企業の業績に対する
労働損失が大きいと言われている。労働機能障害の要因として腰痛
や肩こりを代表とした筋骨格系 痛が考えられている。本研究では
一般病院職員を対象として筋骨格系 痛の部位別の 痛の有無、
痛等による生活での動作の辛さの有無、 痛部位数と労働機能障害
の程度の関係について明らかにすることを目的とした。
【方法】
本研究に同意を得た一般病院職員 330 名（医療専門職・事務職等、男
性 67 名・女性 263 名）を対象とした。対象者には運動器障害診断
ツールのロコモ 25 質問票（以下ロコモ 25）と健康問題による労働機
能障害の程度を測定する産業医大労働障害調査票（Work Function-
ing Impairment Scale：Wfun）を使用して調査した。 痛評価はロコ
モ 25 の 痛質問項目（質問 1～4）の結果から頚肩部・腰殿部・下肢
の各部位での 痛の有無、 痛部位数、 痛等による生活での動作の
辛さの有無を抽出した。また、労働機能障害の程度はWfun 総得点
（7点～35 点）で評価した。統計解析は各部位での 痛の有無におけ
るWfun 総得点との比較、および生活での動作の辛さの有無におけ
るWfun 総得点との比較をするために、Mann-Whitney の U検定を
使用した。また、 痛部位数（0～3カ所）におけるWfun 総得点と
の比較では kruskal-Wallis 検定後、多重比較検定として Steel-Dwass
検定を用いた。統計処理はR ver.2.8.1 を使用し、有意水準は 5％とし
た。
【結果】
痛の有無におけるWfun 総得点との比較では、腰殿部痛および下
肢痛がある者はWfun 総得点が有意に高値を示した（p＜0.05）。一
方、頚肩部痛の有無におけるWfun 総得点との比較では有意差が認
められなかった。生活での動作の辛さの有無におけるWfun 総得点
との比較では、動作に辛さが有る者はWfun 総得点が有意に高値を
示した（p＜0.01）。また、 痛部位数が 0カ所よりも 3カ所ある者の
Wfun 総得点が有意に高値を示した（p＜0.05）。
【結論】
本研究の結果から、労働機能障害の程度と 痛部位との関係では
立位作業の多い看護師などの医療専門職が多く含まれたことで腰背
部痛と下肢痛において示されたと考えられる。また、 痛等による生
活での動作時の辛さとの関係も示され、勤務時間以外の日常生活に
おいても動作の辛さを感じない環境や動作の工夫の必要性が考えら
れる。そして、 痛範囲が全身に至らない小範囲の早期から症状改善
に対処することは労働機能障害を予防し、プレゼンティズムによる
労働損失の回避には重要であると考えられる。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に則り、院内倫理審査委員会（No.75）の承
認を得た。全対象者に個人情報は保護されることを口頭と紙面で説
明し、調査実施の同意を得た。

O-54 一般演題 11 膝関節

膝蓋骨骨折の機能的転帰

片田 昌志 1）・亀山 祐 2）・大木 由香梨 2）・松村 福広 3）

1）湘南鎌倉総合病院リハビリテーション科
2）東京西徳洲会病院リハビリテーション科
3）自治医科大学整形外科
Key words / 膝蓋骨骨折，機能的転帰，膝伸展機構

【目的】
膝蓋骨骨折の治療成績は，比較的安定した膝蓋大腿関節の整復が報
告されているが，機能障害や健康関連QOLなどの機能的転帰に関
する報告は少ない．患者の訴えや日常生活での実態を正確に把握す
るためにも，機能的転機を含めた治療成績を調査することは重要な
課題である．本研究の目的は，膝蓋骨骨折の機能的転帰を調査するこ
とである．
【方法】
2016 年 10 月から 2019 年 3 月までに当院で骨接合術を行い，術後
6ヵ月以上の経過観察が可能であった膝蓋骨骨折患者 23 例（男性 16
例/女性 7例）を対象とした．平均年齢は 52.3 歳（20～87 歳），AO
分類はA1：3例，B2：1 例，C1：3 例，C2：6 例，C3：10 例であっ
た．最終観察時期に関節可動域，等尺性膝伸展筋力，患者立脚型評価
尺度（Knee injury and Osteoarthritis Outcome Score；KOOS）の症
状（S）， 痛（P），日常活動（A），スポーツおよびレクリエーショ
ン（SP），生活の質（Q）を調査した．さらに，KOOS各下位尺度と
年齢，骨折型，関節可動域，等尺性膝伸展筋力の関連性を検討した．
統計解析は Spearman の順位相関係数を用い，有意水準を 5％とし
た．
【結果】
最終観察時期は 11.5 ヵ月（6～24 ヵ月）であった．関節可動域は屈曲
141.3±14.0°，伸展-2.0±3.2° であり，術後感染を生じた 1例を除外す
ると全例が健側比率 90％以上であった．等尺性膝伸展筋力は 0.8±
0.4Nm/kg，健側比率 54±0.3％であった．KOOSは S：79.5±19.7，
P：82.5±17.4，A：84.3±18.6，SP：61.4±25.4，Q：64.8±27.3 であっ
た．また，KOOS各下位尺度と関連を認めたのは，KOOS-A および
KOOS-Q と等尺性膝伸展筋力であった（p＜0.05）．
【結論】
膝蓋骨骨折の治療成績は比較的良好な結果が報告されており，本研
究でも全例が健側比率 90％以上の関節可動域まで改善したが，等尺
性膝伸展筋力は術後 1年以上経過しても 55％程度までしか改善し
なかった．さらに，等尺性膝伸展筋力とKOOS-A およびKOOS-Q
の関連性があったことから，膝蓋骨骨折では長期的に膝伸展機構の
機能不全が残存し，階段昇降やしゃがみ込みなどの日常活動や健康
関連QOLに影響を与えることが示唆された．
【倫理的配慮】
全対象者にヘルシンキ宣言に基づいて説明を行い同意を得た．



O-55 一般演題 11 膝関節
異なる強度のQuadriceps setting が膝蓋下脂肪体の動
態に及ぼす影響～膝蓋 遠位と脛骨粗面間に着目し
て～

友成 健・後藤 強・岡久 哲也・大澤 俊文・加藤 真介

徳島大学病院リハビリテーション部

Key words / 膝蓋下脂肪体，Quadriceps setting，超音波画像診断装置

【はじめに】
膝蓋下脂肪体（IFP）の機能解剖学的な特徴として，膝蓋大腿関節の
衝突抑制作用がある．一方で，膝関節内組織の中で一番 痛を感知す
る組織でもあることから，IFP の評価は非常に重要である．特に膝前
十字靭帯（ACL）再建術後は関節鏡視下の手術操作にて IFP に侵襲
が加わるため，術後膝前部痛などの原因となりうる．ACL再建術後
早期の運動療法として，IFP 柔軟性維持目的にQuadriceps setting
（QS）が選択されるが，どの程度の力で，どの程度移動するかは明確
化されていない．そこで本研究は，健常成人を対象に異なる強度の
QS時の IFP 動態を定量化することを目的とした．
【方法】
対象は，健常成人男性 13 名とし，膝関節に整形外科的疾患を有する
者，過去に膝関節手術の既往がある者を除いた 11 名 11 下肢（年齢
23.7±2.5 歳）とした．測定には超音波画像診断装置（日立メディカ
ル社製Nobuls）を用いて，測定肢位は股関節内外転・内外旋中間位，
膝関節 15 度屈曲位，体幹 70 度屈曲位，足関節底背屈中間位とした．
プローブ位置は膝蓋 遠位 1/3 部位とし，膝蓋 に対し短軸方向に
て測定した．測定項目は膝蓋 遠位と脛骨粗面最膨隆部の距離
（mm）とし，今回は IFP 動態の定義を膝蓋 遠位と脛骨粗面最膨隆
部の距離の変化とした．QSの強度の設定は表面筋電図測定装置
（NORAXSON社製TeleMyo 2400T）を用い，QS最大値（最大条件）
を測定し，QS最大条件，QS最大値の 10％MVC（10％条件）および
20％MVC（20％条件）における IFP 動態を評価した．各条件別によ
るQS前後の IFP 動態の変化には，対応のある t-検定を用い，各条件
間における IFP 動態の変化量の比較には，反復測定による一見配置
分散分析を使用し，有意水準は 5％とした．
【結果】
結果は（安静時/QS時）で示す．条件別の安静時とQS時の膝蓋 遠
位と脛骨粗面最膨隆部距離の比較では 10％条件（1.15±0.11mm/
2.14±0.21mm），20％条件（1.16±0.12mm/2.27±0.23mm），最大条件
（1.16±0.12mm/3.23±0.41mm）と全ての条件において有意な距離の
増加が認められた（p＜0.01）．各条件間における膝蓋 遠位と脛骨粗
面最膨隆部距離の変化量の比較では，10％条件（1.0±0.01mm）と最
大条件（2.0±0.01mm），20％条件（1.1±0.03mm）と最大条件（2.0
±0.01mm）間に有意差を認めた（p＜0.01）．
【結論】
各条件別におけるQS前後の IFP 動態の比較では，膝蓋 遠位と脛
骨粗面間の有意な距離の増加を認めた．また，各条件間の膝蓋 遠位
と脛骨粗面間距離の変化量の比較では，強度が大きくなればなるほ
どQSで IFP 動態が獲得された．一方で，10％・20％条件でも変化
量が最大条件の約 50％の変化量であった．以上のことから，関節運
動を伴わないQSにて IFP 動態は得られ，低出力のQSでも IFP 動
態を獲得できる可能性が示唆された．これは，ACL再建術後早期の
理学療法の一助となる可能性がある．
【倫理的配慮】
本研究は，徳島大学病院倫理委員会（承認番号：第 2787 号）の承認
を得た．また対象者には，研究の趣旨を説明し同意を得た．

O-56 一般演題 11 膝関節

下腿外旋可動域と内側半月板側方偏位との関係につい
て

中村 太志 1）・磯田 真理 1）・平田 明日香 1）・監崎 誠一 1）・
西川 正治 2）

1）医療法人薫風会 西川クリニック リハビリテーション部
2）医療法人薫風会 西川クリニック

Key words / 下腿外旋可動域制限，内側半月板側方偏位量，運動器超音波検査

【はじめに，目的】
膝関節は不安定な関節で立ち上がり動作時，内側半月板（以下：

MM）上で大腿骨が転がり滑ることで脛骨大腿関節が回旋しながら膝
関節は伸展する．
我々は運動器超音波検査（以下：エコー）を用いてMMの動態を報

告してきたが，再現性に難渋した．今回は膝関節最終伸展時の内側側
副靱帯（以下：MCL）部を荷重下・非荷重下で静的に観察し，下腿外
旋制限との関係を検討し，2症例を供覧する．
【方法】
対象は 2019 年 4 月 1 日から 5月 27 日までの間で当院を受診した
膝OA症例の内，本研究の主旨に同意しエコーを実施した 10 例中，
MMの変性によりエコーでの描出が困難であった例を除外した 7例
（女性 5名で平均年齢 66.8±14.6，男性 2名で平均年齢 63±11.3）とし
た．
下腿回旋可動域測定方法は臥位股関節，膝関節屈曲 90° 位で足関節
底背屈 0° で固定し下腿を内外旋させ，床からの垂直線を基本軸とし，
踵骨中央部から第 2，3趾間を通る線を移動軸とした．
エコー描出方法は日立アロカメディカルARIETTA Prologue を使
用した．半月大腿靭帯（以下：MFL）-半月脛骨靭帯（以下：MTL）を
描出し，左右のMCL部を背臥位・立位で観察し比較する．
MM偏位量はエコー上でMFL・MTLの付着部間の距離と付着部
間を結んだ線からMM最大偏位部までの垂線距離を計測した．
【結果】
6例は下腿外旋制限膝のMM側方偏位を認め，1例は非下腿外旋制
限膝のMM側方偏位を認めた．
症例供覧 1：下腿回旋可動域（右/左）外旋 35°/30° 内旋 10°/10°，
FTA角度左膝（非荷重下/荷重下）172°/176°．MFL-MTL間距離は非
荷重下（右/左）12.2mm/12.6mmで荷重下（右/左）11.9mm/11.5mm，
MM側方偏位量は非荷重下（右/左）1.6mm/2.2mm，荷重下（右/左）
1.7mm/2.9mmであった．
症例供覧 2：下腿回旋可動域（右/左）外旋 25°/30° 内旋 15°/10°，
FTA角度非荷重下（右/左）173°/175°，荷重下（右/左）176°/176°．MFL-
MTL間距離は非荷重下（右/左）12.8mm/11.9mm荷重下（右/左）は
12.3mm/12.1mmであり，MM側方偏位量は非荷重下（右/左）1.3mm/
2.2mm，荷重下（右/左）2.2mm/2.2mmであった．
【結論】
エコーとFTA角度の結果から，下腿外旋制限膝は荷重下で膝関節
内側裂 の狭小化が生じ， 膝関節外反角度が減少していたと言える．
下腿外旋制限膝は膝関節外反角度の減少と内側顆の後方 gliding に

よって圧迫・回旋ストレスが生じ，MMが側方偏位したと考えた．
症例 2の非下腿外旋制限膝はMMが側方偏位していたが，荷重
下・非荷重下で 2.2mmと偏位量は変わらず，エコー画像上でのMFL-
MTL間距離や FTA角度に変化がほとんどなかったことから，内側
半月板が変性していたと考えた．
MMは荷重下の方が下腿外旋制限の影響を受けていたため，荷重下

で観察する必要がある．下腿外旋機能を改善し膝の安定性を獲得させ
る事が，初期OAを進行させない為に重要であり，膝の安定性はエ
コーでMMを観察する事で評価できる．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に則り，対象者に本研究の主旨やリスクを
説明し，同意を得た上で行った．



O-57 一般演題 11 膝関節
股関節伸展による内側広筋・中間広筋の弾性率の変
化―加齢、筋の硬さおよび大腿直筋の伸張量が及ぼす影
響―
簗瀬 康 1）・池添 冬芽 1）・建内 宏重 1）・太田 恵 1）・
八木 優英 1）・野尻 周佑 1）・駒村 智史 2）・市橋 則明 1）

1）京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻
2）千葉大学医学部附属病院リハビリテーション科

Key words / 股関節伸展，内側広筋，中間広筋

【はじめに、目的】
これまでに我々は健常若年者を対象に膝屈曲位で股関節伸展する
と、大腿直筋の弾性率増加に伴い、広筋群の弾性率も増加する、つま
り大腿直筋の伸張に伴い、単関節筋も伸張されることを報告した。こ
の現象のメカニズムとして、筋の伸張により筋形態が変化した際に、
筋間の結合組織を介して隣接筋へ力伝達することが考えられてい
る。しかし、この二関節筋の伸張に伴い筋間の結合組織を介して単関
節筋が伸張されるという力伝達の現象に、加齢に伴う結合組織の変
性や筋の硬さなどが影響するのかについては明らかではない。本研
究の目的は膝屈曲位で股関節伸展させた時の大腿四頭筋の伸張量を
超音波せん断波エラストグラフィ機能による弾性率を用いて評価
し、加齢、筋の硬さおよび大腿直筋の伸張量が内側広筋と中間広筋の
伸張量へ及ぼす影響について明らかにすることである。
【方法】
健常女性 56 名（19―64 歳）を対象とした。超音波診断装置のせん断
波エラストグラフィ機能を用いて、背臥位・膝関節 90 度屈曲位で、
股関節屈曲 90 度位（以下、屈曲位）および股関節伸展 5度位（以下、
伸展位）の 2肢位で内側広筋（以下、VM）、中間広筋（以下、VI）、
大腿直筋（以下、RF）の弾性率を測定した。なお、弾性率は高値で
あるほど筋が硬いことを示し、筋伸張位ほど高値となることが報告
されている。各筋の伸張量の指標として股関節伸展位と屈曲位との
弾性率の差を算出した。統計解析は①年齢と単関節筋（VM・VI）の
伸張量（伸展位弾性率－屈曲位弾性率）との関連、②安静肢位での各
筋の硬さ（屈曲位での弾性率）と単関節筋の伸張量との関連、③RF
の伸張量と単関節筋の伸張量との関連をみるために相関分析を行っ
た。
【結果】
股関節屈曲位と比較して股関節伸展位ではRFのみならず、VMお
よびVI の弾性率も有意に高値を示した。単関節筋（VM・VI）の伸
張量と年齢との間にいずれも相関はみられなかった。単関節筋の伸
張量と安静肢位での各筋の硬さとの関連について、VMおよびVI
の硬さとの間には相関はみられなかったが、RFの硬さとの間には有
意な正の相関がみられた。また、VMおよびVI の伸張量とRFの伸
張量との間には有意な正の相関がみられた。
【結論】
股関節伸展による単関節筋（内側・中間広筋）の伸張の程度、つまり
筋間の結合組織を介して単関節筋が伸張されるという力伝達の程度
に影響を及ぼす因子について調べた結果、加齢変化や単関節筋の硬
さは影響しないものの、大腿直筋の硬さや大腿直筋の伸張量の影響
を受けることが示唆された。
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は京都大学医の倫理委員会の承認を得て実施した。ヘルシン
キ宣言に基づき、被験者には実験の内容について十分に説明し、書面
にて同意を得た上で研究を実施した。

O-58 一般演題 11 膝関節
超音波診断装置Real-time Tissue Elastography を応
用した母趾外転筋筋硬度の解析―安静時と筋活動時の
比較―

渡邊 修司 1）・廣瀬 昇 2）

1）帝京科学大学 医療科学部 理学療法学科
2）帝京科学大学大学院 医療科学研究科 総合リハビリテーション学専攻

Key words / 母趾外転筋，超音波診断装置，Real-time Tissue Elastography

【はじめに、目的】
足内在筋の一つである母趾外転筋（以下AH）は、荷重時の内側縦
アーチ（以下MLA）高の維持に貢献していると報告されている。そ
のため、Short Foot Excise などの足部安定化を目的とした足内在筋
の運動療法を実施する機会が増加している。最近では、理学療法士が
臨床業務や基礎研究において超音波診断装置（以下US）を活用し、
軟部組織の弾性をリアルタイムに映像化するReal-time Tissue Elas-
tography（以下 RTE）による筋硬度研究も報告されつつある。そこ
で、本研究では、USを用いて、AHの筋硬度を安静時と筋活動時を
比較し、筋硬度について検討することを目的とした。
【方法】
健常男性 10 名（年齢 20.1±0.3 歳・身長 173.1±4.0cm・体重 64.1±
7.5kg）20 足（足長 254.4±8.3mm・足 幅 96.1±5.7mm・足 囲 245.4
±9.9mm）を対象とした。AHの撮像は、端坐位にて足関節底背屈 0°
位を測定肢位とし、舟状骨の直下に対してAHの筋腹に可能な限り
プローブを直交させるように当てた部位で行なった。筋硬度はRTE
を用いて、統一された硬さの音響カプラを硬度の基準として、Strain
Ratio 機能（以下 SR）にて安静時と収縮時のAH筋硬度を算出した。
なお、測定中のプローブ圧は Strain graph を用いて可能な限り標準
化されるよう配慮し、AHの収縮の有無は表面筋電図（以下EMG）に
て確認し、十分な筋活動が認められない者は測定対象から除外した。
統計処理は SPSS Statistics version 24 を用い、安静時のAHと筋活
動時の SRについて、Wilcoxon 符号付順位和検定を用いて比較検討
した。
【結果】
AHの筋硬度の平均値は安静時（SR：5.38）、筋活動時（SR：10.11）
であった。両者より、安静時と比較して、筋活動時のAHの筋硬度に
有意な増加が認められた。
【結論】
骨格筋は安静時と比較して、筋活動に伴い筋硬度の増加が予測され
る。本研究からも、AHの筋活動に伴い、筋硬度は有意に増加するこ
とが示唆された。AHは母趾の外転と底屈作用をもつ唯一の筋であ
るが、AHの自覚的な収縮感は得られにくく、能動的な母趾の外転と
底屈運動は、関節運動の知覚に個人差が大きいこともあり、筋活動に
伴う筋硬度変化についての報告は非常に少ない。本研究ではEMG
と USの同時使用によるAHの筋硬度変化について検討しているこ
とから、一定以上の測定の再現性は保たれていると考えられる。AH
は舟状骨直下を走行するという解剖学的な特徴から、筋形態自体が
荷重時のMLA高を維持する機能の一部を担う可能性が期待される
ため、今後は筋硬度とMLA高との関係性についても着目する必要
性がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき計画され、帝京科学大学の倫理委
員会の承認を得て実施した（承認番号：18020）。また、研究概要およ
び方法を口頭および書面にて本人へ説明し、同意と署名を得て実施
した。
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末期変形性膝関節症患者における股関節伸展および外
転筋力と膝関節機能の関連性について

前田 健太郎 1,2）・熊谷 創 1）・布施 伸悟 1）・荒谷 咲希 1）・
川村 大介 1）・尾田 敦 2）

1）かわむら整形外科医院 2）弘前大学大学院保健学研究科

Key words / 変形性膝関節症，股関節伸展筋力，股関節外転筋力

【目的】
我々は先行研究において，末期膝OA患者の股関節伸展筋力およ
び外転筋力が下肢に整形外科的既往のない同年代高齢者よりも有意
に低下していたことを報告した．しかしながら，筋力低下が生じた原
因は不明であった．そこで本研究は，術前の股関節筋力と膝関節機能
および動作能力との相関関係を調査し，筋力低下の原因について検
討した．
【対象】
対象は変形性膝関節症と診断され，初回片側人工膝関節置換術目
的で入院し，本研究への参加同意が得られた 17 例（男性 3例，女性
14 例，年齢 75.5±7.8 歳，身長 153.3±7.9cm，体重 59.7±9.1kg，北大
OA分類 III6 例，IV10 例，V1 例）とした．除外基準は，股関節疾患，
関節リウマチ，中枢神経疾患，反対側膝OAの既往， 以外の歩行補
助具の使用，階段昇降テスト不可能，BMI35 以上，記録不備とした．
【方法】
評価項目は，股関節伸展筋力，外転筋力，膝関節伸展筋力，膝関節
可動域（ROM），5m歩行テスト（5MWT），5回立ち上がりテスト
（CS5），階段昇降テスト（SCT），歩行時の膝関節屈曲角度とし，す
べて手術前日に実施した．筋力測定は，ハンドヘルドダイナモメー
ター（アニマ社製 µTASF-01）を用い，各 2回ずつ測定し，その平均
値を代表値とし，トルク体重比（Nm/kg）を算出した．股関節伸展
および膝関節伸展筋力は端座位で，股関節外転筋力は背臥位で計測
し，検者間信頼性は 0.7～0.9 であった．歩行時の膝関節屈曲角度は矢
状面像をデジタルカメラで撮影し，ImageJ を用いて各期の角度を計
測した．統計学的検定にはシャピロウィルク検定，ピアソンの相関係
数，スピアマンの順位相関係数を用い，有意水準は 5％とした．
【結果】
術側及び非術側股関節外転筋力は膝関節伸展筋力と有意な正の相
関（r=0.638，0.570）を認め，非術側股関節外転筋力は SCTと負の相
関（rs=－0.498）を認めた．術側股関節伸展筋力は足底接地時の膝関
節屈曲角度と有意な正の相関（r=0.516）を，非術側股関節伸展筋力
は SCTと有意な正の相関（rs=0.551）を認めた．5WMT，CS5，ROM，
その他の歩行時膝関節屈曲角度は股関節筋力との間に有意な相関を
認めなかった．
【結論】
股関節外転筋力は術側膝関節伸展筋力と相関を認めたことから，
膝OAとも関連が強いと考えられた．また，その筋力低下は両側性に
出現すること，そして，非術側の筋力低下は術前の階段昇降能力と関
連していることが示唆された．一方で，股関節伸展筋力は，足底接地
時の膝関節屈曲角度が大きいほど，そして，階段昇降能力が低いほ
ど，強い傾向にあり，膝関節伸展機能障害に対する代償機能が作用し
ていると考えられた．以上のことから，末期膝OA患者の股関節外転
および伸展筋力は膝関節機能障害と関連していると考えられた．
【倫理的配慮，説明と同意】
弘前大学大学院保健学研究科倫理委員会で承認（2018-056）が得ら

れたコホート研究の一部として実施され，対象者への説明と同意が
なされた．

O-60 一般演題 12 変形性膝関節症

内側型変形性膝関節症患者におけるFTAと足部のア
ライメントや外返し，内返しトルクとの関係性

西村 真吾・山下 裕太郎・山下 和馬・蓮井 誠

JA静岡厚生連遠州病院リハビリテーション科

Key words / 変形性膝関節症，内側縦アーチ，足関節周囲筋筋力

【はじめに，目的】
変形性膝関節症（以下，膝OA）患者において，偏平足を伴ってい

る症例が多いと言われている．内側縦アーチの低下を呈する偏平足
は，足部や距骨下関節を回内し，脛骨自体に捻じれのストレスが加わ
り，膝内反アライメント増大の一要因となっているとの報告もある．
後天性扁平足の主な原因は後脛骨筋機能不全とも言われているが，
膝OAにおいて足関節周囲筋筋力との関係性についての報告はな
い．そこで，膝OAの膝内反アライメントと内側縦アーチの高さの関
係や足部外返し，内返し筋力との関係について調査した．
【方法】
対象は，当院にて内側型膝OAと診断された患者 23 名 23 膝（男性

7例，女性 16 例）とし，除外基準は，既往歴に半月板損傷の手術歴，
足部骨折，関節リウマチ，脳卒中，脊髄疾患のある者とした．平均年
齢 69.8±10.2 歳．膝内反アライメントは大腿脛骨角（以下，FTA）を，
立位正面全下肢X線像から大腿骨軸と脛骨軸を定めて計測．内側縦
アーチの高さはアーチ高率で測定．計測肢位は立位荷重位，足隔は肩
幅とし，床面から舟状骨までの高さを実足長で除して 100 を乗じた
値を用いた．筋力の測定はBIODEX SYSTEM4 を使用し，角速度
60°/s と 180°/s における足部外返し，内返し最大トルクを体重で除
したトルク体重比を算出．統計解析は，Pearson の相関係数を用いて
FTAとそれぞれの値との関係性を検討した．統計処理には SPSS
Version22 を使用し，有意水準は 5％未満とした．
【結果】
測定項目の平均値は，FTA：181.2±7.0°，アーチ高率：17.3±

3.3％．トルク体重比は，角速度 60°/s における外返し：20.4±8.6Nm/
kg，内返し：17.9±6.8Nm/kg．角速度 180°/s における外返し：14.4
±4.4Nm/kg，内返し：13.5±4.7Nm/kg であった．FTAと角速度
180°/s における内返しトルク体重比には有意な負の相関（r=-0.51，p
＜0.05）が認められた．
【結論】
膝OAの重症度と内側縦アーチの高さには関係性が認められない

結果となった．しかし，FTAと角速度 180°/s における内返しトルク
体重比には有意な負の相関が認められた．今回，足部の静的アライメ
ントとの関係性のみの検討であったが，非荷重位と荷重位での内側
縦アーチの高さの差を表す舟状骨沈降度が，膝OAにおいて歩行時
に高値であり，動的アライメントが膝OAに関係するとの報告はみ
られる．歩行時に内側縦アーチを低下させて足部を回内することで，
膝関節内反モーメントを減少させているとのことだが，これに足部
内返しトルクが関与している可能性が考えられる．今後は，足部内返
しトルク体重比が低値である程，舟状骨沈降度が高値となるのか調
査が必要である．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は当院倫理委員会の承認を得て行い，対象者には書面にて
研究協力の同意を得た．
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内側変形性膝関節症における立位アライメントの特
徴～体表からのGlobal Sagital Axis 測定の応用～

小川 哲広 1）・澤野 純平 1）・家入 章 2）

1）北星病院リハビリテーション科
2）えわに病院テーションテーション科

Key words / 変形性膝関節症，立位体幹前傾角，立位膝屈曲角

【はじめに、目的】
変形性膝関節症（膝OA）の主症状である膝関節への 痛は，歩行能
力へ影響を及ぼし，日常生活の質を著しく低下させる．Farve らは，
膝OAは立位時と歩行のHeel contact 時に膝関節が屈曲位であり，
これが膝関節への関節間力を増大させ， 痛へ繋がると述べている．
Wang らは，膝OAの全身アライメントは健常者と比較して立位膝
屈曲角・立位体幹前傾角が増大していたことから，膝OAに対して
脊柱の傾斜を含めた全身の評価・治療が重要であると述べている．
さらに立位体幹前傾角の測定は，近年整形外科領域において
spinopelvic parameters という指標を用いていくつかの方法で行わ
れている．しかし，いずれの方法もレントゲンを用いており，臨床上
簡便であるとは言えない．本研究の目的は，体表からの立位体幹前傾
角の測定は，膝OA患者の立位アライメントの特徴を示す上で有用
かを明らかにすることである．
【方法】
対象は膝OA群：内側型膝OAと診断を受けたもの，健常群：膝関
節へ既往歴のない地域健康教室へ参加したものとした．測定項目は
①基本情報：性別，年齢，身長，体重，BMI②画像情報：Kellgren-
Lawrence 分類③立位アライメント：体幹前傾角；Global Sagittal
Axis（GSA），膝屈曲角；Knee Angle（KA）とした．体表からのGSA
の測定方法はDiebo らの報告に準じ，C7棘突起と大腿骨外側上顆を
結ぶ線，C7棘突起と仙骨後縁を結ぶ線の各線のなす角とした．各部
位へランドマークを貼付し，デジタルカメラで撮影，その後画像解析
ソフト image J を用いて角度計測を行った．KAは東大式ゴニオ
メータを使用し，立位で日本整形外科学会の測定方法に準じて測定
した．GSAの測定は事前に 5名の健常者に対して 2名の検査者が 3
回ずつ測定し，級内相関係数を用いて検者内・検者間信頼性を算出
した．膝OA群と健常群の基本情報，立位アライメントの比較は正規
性を確認後にMann-Whitney の U検定を用いた．有意水準を 5％と
した．
【結果】
体表からのGSA測定の信頼性は ICC（1，1）0.90，ICC（2，1）0.77，
各 95％CI（0.88-0.92，0.74-0.80）であった．膝OAの重症度の内訳と
人数は stageII10 名，stageIII3 名の 13 名（男性 2名女性 11 名，平均
年齢 77.5±4.9）であり，健常群は 12 名（男性 2名女性 9名，平均年
齢 72.4±8.2 歳）で基本情報に差は認めなかった．膝OA群と健常群
との比較では，GSA9.8±3.4°vs5.3±3.0°（d=0.70），KA12.3±8.1°vs
2.5±3.5°（d=0.77）が膝OA群で有意に高値を示した（p＜0.05）．
【考察】
体表からのGSAの測定方法は高い信頼性を示した．膝OA群は健
常群と比較しGSA，KA共に高い値を示し，レントゲンを用いた先
行研究と同様な結果となった．以上より，今回新たに考案した体表か
らのGSA測定方法は臨床上有用であると考える．今後の展望は，体
表からのGSA測定の妥当性の検討，GSAとADL・QOLとの関連
を調査することとする．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき，対象者に説明と同意を得て実施
した．
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変形性膝関節症患者における膝周囲筋機能が荷重応答
期の膝屈曲角度変化量に与える影響

瀬戸川 啓 1）・水野 貴文 1）・梶原 和久 1）・今村 翔太 1）・
児玉 典彦 4）・内山 侑紀 4）・中山 寛 3）・藤岡 宏幸 2）・
道免 和久 4）

1）兵庫医科大学病院 リハビリテーション部
2）兵庫医療大学 リハビリテーション学部 3）兵庫医科大学 整形外科学
4）兵庫医科大学 リハビリテーション医学

Key words / 変形性膝関節症，歩行，大腿四頭筋

【はじめに】
変形性膝関節症患者（KOA）では、歩行時、荷重応答期（LR）の

膝屈曲角度変化量（Δknee flexion angle：ΔKFA）が減少すること
が報告されており、この変化は膝の衝撃吸収能を低下させ、関節軟骨
負荷の増加を招くリスクがある。LRの適切な膝の屈曲をコントロー
ルする上で膝周囲筋の果たす役割については不明な点も多い。近年、
膝伸筋の最大等尺性収縮条件における rate of torque development
（RTD）の重要性が指摘されているが、等速性収縮条件でのRTD
が歩行動作に与える影響については明らかではない。また膝屈筋の
RTDと LRの膝の運動学との関連についても明らかではない。そこ
で本研究では、KOAの進行予防に効果的な運動療法について示唆を
得ることを目的とし、KOAの膝伸展・屈曲筋における異なる角速度
におけるトルク特性とRTDを計測し、歩行 LRのΔKFAとの関連
を調査した。
【方法】
対象は当院に膝の骨切り術目的で入院したKOA34 例とした（年
齢：63.0±8.6 歳，BMI：24.8±3.1kg/m2）。筋機能評価にはバイオ
デックスシステム 4を用い、角速度 60°、180° における膝伸展、屈曲
ピークトルク、30° 屈曲位でのトルク、RTDを計測した。RTDは各
トルク産生後から 0.18 秒後までのトルク勾配の大きさとして算出
した。測定動作は自由快適速度での平地歩行とし、床反力計とデジタ
ルビデオカメラを用いて各データを同期記録した。得られた画像
データより二次元動作解析ソフトFram-diasV（DKH）を用いて矢状
面の経時的なKFAを算出した。また床反力を基準に立脚期を 100％
に正規化した後、初期の 0～15％を LRと定義し、この時期の
ΔKFA（最大屈曲角度－踵接地時角度）を算出した。統計学的解析
として、まず相関分析を用いて膝周囲筋の筋機能とΔKFAとの関
連を求めた。さらに有意な相関を認めた筋機能項目を独立変数、
ΔKFAを従属変数とする重回帰分析を行い、ΔKFAに影響する筋
機能についてさらなる調査を行った。
【結果】
相関分析の結果、180°/sec における伸展ピークトルクとRTD、30°

屈曲位での屈曲トルクがΔKFAに有意な相関を認めた。さらに重
回帰分析の結果、LRのΔKFAに関連する因子として 180°/sec 条件
での伸展RTDのみが抽出された（β=0.46、p＜0.01）
【結語】
KOAにおいて低負荷中角速度条件での伸展RTDの強化が、LR
の荷重緩衝能を維持改善する上で有用である可能性が示唆された。
この条件は等尺性収縮に比して関節への力学的負荷が少なく、KOA
にとって有用な運動療法の手段となりえる。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は兵庫医科大学病院倫理審査委員会の承認を得て実施する

とともに、対象には事前に研究の趣旨を十分に説明し、書面を用いて
同意を得た。



O-63 一般演題 12 変形性膝関節症

変形性膝関節症患者における歩行時の運動パターンの
比較―体幹と股関節の関係―

多田 健吾 1）・川上 翔平 1）・山田 英司 2）・近石 宣宏 3）・
五味 徳之 3）

1）総合病院回生病院 関節外科センター附属理学療法部
2）本山学園 岡山専門職大学設置準備室
3）総合病院回生病院 関節外科センター
Key words / 変形性膝関節症，股関節，外部膝関節内反モーメント

【はじめに、目的】
変形性膝関節症（以下、膝OA）患者における歩行分析は臨床推論
において重要である。膝OA患者におけるデュシェンヌ歩行は身体
重心を立脚側へ移動させることで、レバーアームが短くなり、外部膝
関節内反モーメント（以下、KAM）を減少させていると考えられて
いる。しかし、臨床ではトレンデレンブルグ歩行を呈する患者も多
い。これらの患者はデュシェンヌ歩行とは違った戦略でKAMを減
少させていると考えられる。そこで、本研究の目的は膝OA患者の歩
行時における股関節外転運動パターンによってトレンデレンブルグ
群（以下，T群）とデュシェンヌ群（以下，D群）に分類しそれぞれ
の運動学・運動力学的特徴について検討した。臨床推論の中で、これ
らの代償動作を詳細に分析することで個々の患者に対して適した治
療プログラムを立案する一助となると考えられる。
【方法】
対象は手術目的にて当院に入院した膝OA患者 144 名（69.5±8.7
歳、身長 1.6±0.1m、体重 62.4±11.9kg）を対象とした。歩行中の運
動学的・運動力学的データは三次元動作解析装置（Vicon Motion
System社、ViconMX）を用いて測定した。歩行条件は、裸足で自由
歩行速度とし、マーカーは 41 点に貼付した。なお、立脚時間を 100％
とした正規化を行い、計測した 5歩行周期の中から、任意に 3歩行周
期を抽出し、体幹側屈角度、膝内反角度、KAMを算出した。群分け
には、健常高齢者 50 名の立脚期の股関節外転運動の 95％信頼区画
を参考にし、歩行周期上の 0％、30％、50％時の値が信頼区画より大
きい群をD群とし、小さい群をT群と定義した。そして、KAM
と各項目の相関関係を検討し、有意水準は 5％とした。
【結果】
D群 18 名（72.7±5.8 歳、身 長 1.5±0.1m、体 重 60.1±11.6kg：
gradeII7 名、III6 名、IV5 名）、T群 18 名（64.5±10.7 歳、身長 1.5
±0.1m、体重 65.4±14.5kg：gradeII4 名、III5 名、IV8 名）であった。
T群では膝内反角度に正の相関が認められた。D群では相関関係は
認められなかった。
【結論】
歩行時の膝OA患者では立脚側への体幹側屈により、KAMを減

少させていると考えていたが、本研究において相関関係は認められ
なかった。トレンデレンブルグ歩行では膝内反角度の増加はレバー
アームの増加により、KAMが増加するため、正の相関がみられたと
考える。デュシェンヌ歩行では相関関係が認められなかった。デュ
シェンヌ群は重症度が高いため、体幹の移動による運動連鎖では
KAMを制御できず膝内反角度、足部回内角度などの他関節の影響
を用いてKAMを減少させていると考えられる。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき，対象者に同意を得た上で測定
した。

O-64 一般演題 13 バイオメカニクス

変形性股関節症患者の立脚期の股関節角度に対する全
身の協調性～1症例に関する検討～

井原 拓哉 1,2）・羽田 清貴 1）・辛嶋 良介 1）・阿南 雅也 3）・
高橋 真 4）・川嶌 眞之 5）

1）かわしまクリニック クリニックリハビリテーション科
2）広島大学大学院 医歯薬保健学研究科 博士課程後期 3）大分大学 福祉健康科学部 理学療法コース
4）広島大学大学院 医歯薬保健学研究科 生体運動・動作解析学
5）川嶌整形外科病院 整形外科

Key words / 変形性股関節症，歩行，協調性

【はじめに、目的】
変形性股関節症（以下，HipOA）患者の特徴的な跛行として挙げ

られるDuchenne 跛行やTrendelenburg 兆候は全身的な対応であ
る．しかし，HipOA患者の全身の協調性に関する報告は渉猟する限
り存在しない．Uncontrolled manifold analysis（以下，UCM解析）は，
特定の課題に対し，その課題を構成する要素の変動が課題達成のた
めに課題特異的に協調しているのかを判定することを可能とする．
そこで本研究は，UCM解析を 1症例の立脚期の股関節角度に適応す
ることで，股関節角度に対する全身の協調的な対応を検討すること
を目的に行った．
【方法】
対象は，両側性HipOAと診断された 60 代女性患者（BMI：20.8，
Kellgren ＆ Lawrence 分類：右：IV，左：IV，脚長差 1.0cm）と健常
女性 9人（年齢：56.3±4.1 歳，BMI：20.2±1.5，以下；健常群）の右
下肢であった．
三次元動作解析システムVicon MX（Vicon Motion Systems 社製）

を使用し，貼付したマーカから自由歩行中の運動学的データを収集
し，10 立脚期分のデータを時間正規化した．
UCM解析では矢状面および前額面において，股関節角度をタスク

変数，2セグメント（頭部，足部）と 4関節（頸部，腰部，膝関節，
足関節）の角度を要素変数とし，タスク達成に影響を及ぼさない変動
（以下，VUCM），影響を及ぼす変動（以下，VORT），協調性の指標ΔV，
タスク変数および各要素変数の分散の時系列データをそれぞれ算出
した．健常群との比較は，平均値±標準偏差を基準に行った．
【結果】
患者は健常群と比較して，矢状面で，VUCMは立脚期の 95-100％で

高値を示し，VORTには明らかな差を認めず，ΔVは 10-60％で低値を
示した．また，分散は足部及び足関節の 95-100％で，腰部の 15-50％
で，股関節の 10-20％で大きかった．
患者は健常群と比較して，前額面では，VUCMは立脚期の 1-5％，65-
100％で高値を示し，VORTは 1-30％，95-100％で高値を 85-90％で低
値を示し，ΔVは 5-10％で低い傾向を，80-95％では高値を示した．
また，分散は足部及び足関節の 1-5％，65-100％で，腰部の 1-55％で，
頭部の 1-50％で大きかった．
【結論】
矢状面では，患者は特に荷重応答期～立脚中期において股関節角
度に対する協調性は低く，他体節からの影響を受け股関節角度自体
の分散が増えるが，角度を安定させようと協調的に対応しているわ
けではないことが示された．
前額面では，患者は初期接地から荷重応答期にかけて協調性が低

値を示す傾向にあった．この時期は下肢への衝撃を吸収する時期で
あり，より上位の制御すべき変数へ注意が注がれた結果であると考
えられ，特に腰部の変動の影響が大きいと考えられた．一方，立脚終
期では，特に足関節を利用し協調性が高まっている可能性が示唆さ
れた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に沿った研究であり，研究の実施に先立
ち所属施設の倫理委員会の承認を得て，被験者には研究の意義，目的
について十分に説明し，同意を得た後に実施した．
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変形性膝関節症例における歩行時キネマティクス・三
次元下肢荷重軸の重症度別評価

清水 健太 1）・大越 康充 2）・館山 唯 1）・浮城 健吾 1）・
三浦 浩太 1）・笹谷 一輝 1）・川上 健作 3）・鈴木 昭二 4）・
井野 拓実 1,5）・吉田 俊教 1）・前田 龍智 2）・鈴木 航 2）

1）函館整形外科クリニック リハビリテーション部
2）函館整形外科クリニック 整形外科 3）函館工業高等専門学校 生産システム工学科
4）公立はこだて未来大学 システム情報科学部 複雑系知能学科
5）北海道科学大学 保健医療学部 理学療法学科

Key words / 変形性膝関節症，膝関節キネマティクス，三次元下肢荷重軸

【はじめに、目的】
変形性膝関節症（膝OA）の発症・進行要因としてアライメントや外
的膝内反モーメントなど，生体力学的因子が挙げられている．しか
し，アライメントに関しては，立位全長X線写真による下肢荷重軸
（％MA）の静的評価が主体であり，ADL動作中の動態についての知
見は不足している．本研究の目的は，膝OA症例における重症度ごと
のキネマティクスと三次元下肢荷重軸（3D-MA）を検討することで
ある．
【方法】
2014 年 11 月から 2018 年 10 月までに動作解析を実施し得た膝OA
症例 77 例 95 膝を対象とした．膝OAの重症度は，北大分類で
stageII が 19 例 22 膝（男性 9例，女性 10 例，59.7±8.4 歳），stageIII
が 26 例 30 膝（男性 9例，女性 17 例，62.0±8.0 歳），stageIV が 17
例 24 膝（男性 5例，女性 12 例，66.3±9.7 歳），stageVが 15 例 19
膝（男性 1例，女性 14 例，70.4±11.0 歳）であった．除外基準は，
独歩不可，神経症状を有するもの，他の整形外科的手術歴を有するも
のとした．これらの症例に対し光学式モーションキャプチャ技術に
より快適歩行を 3次元計測した．解析装置は赤外線カメラ 8台，床反
力計 2枚とし，計測周波数は各々 120Hz とした．ポイントクラス
ター法に準じ，膝関節 6自由度運動を算出した．体表マーカの位置情
報から股関節と足関節の中心を推定し，これらを結んだ線分を 3D-
MAとした．これが脛骨近位関節面に設定したXY座標を通過する
点を 3D-MA通過点とし，その軌跡について解析した．一歩行周期は
100％として規格化された．対側 toe-off が平均 13％歩行周期，観測
肢 toe-off が平均 64％歩行周期であったため，0～13％を荷重応答
期，0～64％を立脚期とした．解析結果について統計学的に比較検討
した．（一元配置分散分析，p＜0.05）．
【結果】
歩行速度は II 1.2±0.1m/s，III 1.1±0.1m/s，IV 1.0±0.2m/s，V 1.0
±0.2m/s であった．荷重応答期における膝内反角度は II・III に較
べ，Vで有意に高値を示したが，荷重応答期における膝内反角度変化
量には群間差が認められなかった．3D-MA通過点は重度になるにつ
れ，その軌跡は後内側へと偏位した．3D-MA通過点においては，V
は II に較べ，荷重応答期での内側への変化量が有意に大きく，後方
への変化量が小さかった．
【結論】（考察も含む）
膝OAが進行するにつれ，歩行時にも膝内反位である様子が認めら
れたが，荷重応答期における膝内反角度の変化量に群間差は認めら
れなかった．膝OA進行に伴う歩行時の膝内反角度の増大は，静的冠
状面アライメントによる影響が大きい可能性が考えられた．重度例
における 3D-MA通過点は，荷重応答期に内方へ大きく変位し，後方
への変位は小さかった．動的アライメントを評価する際，膝内反運動
だけでなく，3D-MAのような三次元的位置関係も評価する必要があ
ると考えられた．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は生命倫理委員会の承認を受け，ヘルシンキ宣言に準拠し実
施された．また，対象者には十分な説明を行い，同意を得て実施した．

O-66 一般演題 13 バイオメカニクス

人工膝関節全置換術前後における片脚立位移行動作時
の姿勢制御変化

三上 兼太朗 1）・佐橋 健人 2,3）・松本 尚 1）・石田 知也 2）・
山中 正紀 4）・遠山 晴一 2）・青木 喜満 5）

1）整形外科北新病院リハビリテーション科
2）北海道大学大学院保健科学研究院 3）北海道大学病院リハビリテーション部
4）北海道千歳リハビリテーション大学 5）整形外科北新病院

Key words / 人工膝関節全置換術（TKA），片脚立位，姿勢制御

【はじめに、目的】
変形性膝関節症（膝OA）症例は転倒リスクが高く，姿勢制御の関

与が考えられている．先行研究では膝OA症例において片脚立位移
行動作時の姿勢制御が変化していることを報告している．しかし，人
工膝関節全置換術（TKA）症例を対象に片脚立位移行動作の姿勢制
御は検討されておらず不明であった．TKA後の転倒リスクも依然と
して高いことも考慮すると，術前後の姿勢制御変化を検討すること
は適切な評価，介入を目指す上で有用と考えられる．本研究の目的
は，TKA症例における片脚立位への移行動作時の姿勢制御を，術前
後で比較することとした．
【方法】
当院にて初回片側TKAを施行した膝OA症例 15 名（男性 3名，
女性 12 名，70.2±5.9 歳，154.8±7.4cm，67.6±11.6kg）を対象とした．
動作課題は両脚立位からの術側支持での片脚立位動作とし，術前と
術後 3週において床反力計を用いて足圧中心（COP）を測定した．両
脚立位からの片脚立位動作は左右方向の動作課題のため，本研究で
は左右方向のCOPを用い，予測的姿勢制御相（APA相）・移行相の
2相に区分した．APA相は COPが挙上側方向へ移動開始した時点
から挙上側方向への最大変位までと定義した．移行相はAPA相の
終わりからCOPが支持脚側方向への移動が終了した時点までと定
義した．姿勢制御指標として各相のCOP平均速度，COP移動範囲，
時間を算出した．統計学的検討には対応のある t検定を用い，各指標
の術前と術後 3週での変化を比較した．有意水準は 5％未満とした．
【結果】
APA相におけるCOP移動速度は術前 0.150±0.065m/秒，術後
0.163±0.063m/秒，COP移動範囲は術前 0.040±0.015m，術後 0.038
±0.012mであり有意な変化を認めなかった（それぞれ P＝0.491，P
＝0.803）．また，APA相の時間についても有意差は認めなかった
（術前 0.28±0.05 秒，術後 0.25±0.04 秒，P＝0.052）．移行相における
COP移動速度は術前 0.268±0.086m/秒，術後 0.261±0.088m/秒，
COP移動範囲は術前 0.132±0.036m，術後 0.112±0.024mであり有意
な変化は検出できなかった（それぞれ P＝0.790，P＝0.074）．移行相
の時間についても有意差は認めなかった（術前 0.53±0.11 秒，術後
0.47±0.13 秒，P＝0.162）．
【結論】
TKA術前から術後 3週では片脚立位移行動作時の姿勢制御の改

善は検出することができなかった．術後早期では身体機能の十分な
改善が得られていない可能性が考えられ，TKAによる膝アライメン
トの改善や除痛のみでは姿勢制御の改善は困難であるかもしれな
い．今後は，身体機能との関係性や長期的な経過を観察し，TKA
術後における姿勢制御の改善に繋がる理学療法についてさらに明ら
かにする必要性が考えられた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究の目的，手順，考えられる危険性などを事前に十分に説明

し，書面にて参加同意を得た．なお，本研究は整形外科北新病院およ
び北海道大学大学院保健科学研究院の倫理委員会の承認を得て実施
した．
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内側開大式高位脛骨骨切り術における歩行時の膝関節
軸性回旋中心位置の検討

大森 啓司 1）・大越 康充 2）・鈴木 航 2）・川上 健作 3）・
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Key words / 内側開大式高位脛骨骨切り術，軸性回旋中心位置，膝キネマティクス

【目的】
膝関節軸性回旋中心位置（以下COR）は，近位脛骨関節面に対す
る大腿骨内外側顆の水平面上の動きを表し，人工膝関節置換（TKA）
術後や前十字靭帯（ACL）再建術後における膝機能評価の 1つとし
て重視されている．我々はこれまで，TKA術後，ACL再建術後に，
歩行時のCORが脛骨前後軸の外側に位置，すなわち lateral pivot
パターンを呈する例が多いことを報告してきた．本研究の目的は，内
側開大式高位脛骨骨切り術（MOWHTO）後の歩行時のCORを術前
後で比較し，その変化を明らかにすることである．
【方法】
2014 年 8 月～2018 年 10 月までに当院にて行われたMOWHTO
90 例のうち，術前と術後 1年以上経過して動作解析が行われた 20
例 20 膝（男性 11 例，女性 9例）を対象とした．手術は全例同一術者
（KS）によって行われ，術前と術後のFTAは各々 179.7±1.9°，171.2
±2.1°，％MAは 31.1％±8.3％，65.6％±6.9％，歩行速度は 1.1±0.2
m/s，1.2±0.1 m/s， JKOM総計は 33.5±11.9，13.4±8.3 であった．
光学式モーションキャプチャ技術により定常歩行を 3次元計測し，
ポイントクラスター法による位置情報から膝関節 6自由度運動と
CORを解析した．CORは Grood の座標系を用い，大腿骨上顆軸
（TEA）が脛骨 xy座標平面に投影された pTEAを求め，この pTEA
が運動により変位したものを pTEA’とし、pTEAとの交点をCOR
と定義した．歩行立脚期において膝関節が屈曲する相である立脚初
期と立脚後期においてCORを算出した．統計解析には Paired t-
test，Wilcoxon signed-rank test，McNemar 検定を用い，有意水準は
5％未満とした．
【結果】
CORは術前，術後ともに約 80％の症例において外側に存在して
いた．CORの分布を詳細にみると術前は立脚初期においては，第一
象限 66％，第二象限 10％，第三象限 12％，第四象限 12％，術後は各々
78％，5％，15％，2％で，術後に第四象限の分布数が減少していた．
また，立脚後期においても同様な傾向が認められた．
キネマティクスパターンは術前，術後ともに膝屈伸角度，回旋角
度，前後並進で同様であった．しかし，術後は膝回旋角度において立
脚期を通して脛骨に対し，有意に大腿骨内旋位を呈していた．
【考察】
MOWHTOの術前，術後のCORは，大多数の症例において外側に

位置しており，大きな変化はなかった．これは正常膝のCORに関す
る我々の先行研究結果と同様であった．MOWHTOによりアライメ
ントは大きく矯正されるが，術前，術後ともにキネマティクスは類似
していたことが術後CORの内外側位置変化を来さなかった要因と
して考えられた．
術後の第四象限の分布数が減少した原因として，術後は大腿骨内
旋化により pTEAの傾きの変化によりCORが前方化する可能性が
一要因として考えられた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は当院の生命倫理委員会の承認を受け，ヘルシンキ宣言に
準拠し実施された．またすべての対象者に対して本研究に関する説
明を口頭および文書で十分に行ったうえ，署名同意を得た．

O-68 一般演題 13 バイオメカニクス

大腿四頭筋および膝蓋骨切除患者の歩行特性

髙橋 兼人 1,2）・阿南 雅也 3）・坪内 優太 1）・田中 和宏 4）・
岩崎 達也 4）・池田 真一 1,4）・片岡 晶志 3）・津村 弘 4）

1）大分大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2）大分大学大学院医学系研究科修士課程医科学専攻
3）大分大学福祉健康学部理学療法コース 4）大分大学医学部整形外科
Key words / 歩行解析，Double knee action，筋電図

【はじめに・目的】
大腿四頭筋は膝関節伸展作用を持つ筋として大きな筋張力を発揮
し、歩行や立位の安定性にも大いに寄与している。特に歩行時の膝関
節運動においては、膝関節伸展位保持だけでなく、初期接地時の衝撃
吸収および身体重心の鉛直方向の振幅減少に寄与するDouble knee
action が非常に重要である。しかし、大腿部に発生した悪性腫瘍に対
する手術においては、腫瘍切除に伴い膝伸展機構を犠牲にせざるを
得ない場合があり、歩行時に適切な膝関節運動ができていない可能
性がある。今回、乳児性線維肉腫に伴い大腿四頭筋および膝蓋骨、膝
蓋 の切除を余儀なくされ、膝伸展機構の破綻を来たした症例の歩
行特性の検討を行ったので報告する。
【症例提示および方法】
症例は、歩行計測時において 8歳の男児であり、小学校に独歩にて

通学している。生後 1ヵ月健診にて右膝血管腫を疑われ、切開生検術
にて乳児性線維肉腫と診断される。化学療法後、腫瘤の縮小は認めら
れるも大腿四頭筋、膝蓋骨、膝蓋 の温存は不可能であると判断さ
れ、1歳の時に広範切除術を施行された。なお、残存した大腿四頭筋
の断端は大腿骨に縫縮されており、計測時も随意的な膝関節伸展運
動は不可能であった。
歩行解析には三次元動作解析システムVICON NEXUS（Vicon

社製）および床反力計（AMTI 社製）を用いた。計測は直線路を快
適歩行スピードにて 5試行実施し、解析は罹患側の 10 歩行周期の
データの平均値を採用した。また、同時に表面筋電図（Delsys 社製）
を用いて、歩行中の内側・外側広筋（それぞれVM・VL）、内側・外
側ハムストリング（それぞれHM・HL）、腓腹筋内側頭・外側頭（そ
れぞれGM・GL）の筋活動を計測した。
【結果】
膝関節角度は健側に比べて動きは小さいものの、Initial Contact

（IC）から Loading Response（LR）にかけての屈曲運動とその後の
伸展運動を認め、Double knee action が確認できた。床反力鉛直成分
も 2峰性の波形を示していた。また、ICは完全伸展位であり、膝関
節モーメントは屈曲モーメントを示した。LRにわずかな伸展モーメ
ントが確認されたが、その後は再度屈曲モーメントを示した。また、
筋電図では ICから LRにかけて、HLや GM、GLに大きな筋活動を
認め、Mid-stance（MSt）以降は健側と同様の筋活動を示した。なお、
大腿四頭筋については微量の筋活動を認めるものの、脛骨との直接
的な連続性が断たれているため、膝関節の機能に寄与しないと判断
した。
【考察】
大腿四頭筋および膝蓋骨、膝蓋 切除患者では、ICにハムストリ
ングの活動によって、膝関節の過伸展を防ぎつつ、伸展位を保持して
いる可能性がある。また、ICから LRにかけては、ハムストリング
と腓腹筋の協調的な活動により膝関節伸展位を保持するだけでな
く、小さいながらもDouble knee action を生じさせ、円滑な歩行につ
なげている可能性が示唆された。
【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき、被験者に本研究の趣旨を十分

説明し同意を得た。



O-69 一般演題 14 膝関節・その他

前十字靭帯再建術前後の運動機能改善の傾向―Func-
tional Movement Screen を用いて―

田中 沙織・丸毛 達也・武田 尊徳

上尾中央総合病院 リハビリテーション技術科

Key words / 前十字靭帯再建術後，FMS，運動機能

【目的】
前十字靭帯（以下ACL）再建術後の理学療法において、スポーツ復
帰の時期やHQ比、ジャンプやホッピング等のパフォーマンスを示
した報告は多くされている。しかし、運動機能の経時的な改善を示し
た報告は少ない。そこで本研究では、Functional Movement Screen
（以下 FMS）を用いて、基本的なファンクション（Deep Squat（以下
DS）、Hurdle Step（以下HS）、In Line Lunge（以下 ILL））と基本的
なモビリティ（Shoulder Mobility（以下 SM）、Active SLR（以下
ASLR））、基本的なスタビリティ（Trunk Stability Push Up（以下
TSP）、Rotary Stability（以下 RS））の 3つの側面から 7項目の運動
機能を評価し、ACL再建術後の運動機能の改善を後方視的に検討し
た。また、改善が認められたFMSの項目と機能障害との関係を考察
した。
【方法】
対象は 2018 年 6 月から 10 月までに当院でACL再建術を施行した
患者のうち、術後 6ヵ月以上経過観察が可能であった 12 例（男性 8
例、女性 4例、平均年齢 25.1 歳）とした。FMSは術前・術後 3ヶ月・
術後 6ヵ月で測定。機能障害項目として、筋力はBIODEX（60deg）
にて術前・術後 6ヶ月で測定し、最大トルク値のHQ比を用いた。ま
た、術前、術後 6ヵ月でHeel Height Difference（以下HHD）、膝屈
曲・伸展のROM、KOOSの症状・痛みの項目の各々の合計点を用
いた。術前、術後 3ヶ月、術後 6ヶ月の FMS合計点を steel-Dwass
法を用いて比較し、差があった期間でFMS 7 項目各々の点数と機能
障害項目を比較した。2群間の比較には Paired t-test およびWil-
coxon signed-rank test を用いた。有意水準は 5％とし、統計にはR-
2.8.1 を用いた。
【結果】
FMSの合計点では、術前と術後 6ヶ月で有意差があった（p＜0.01）。
この期間において項目別では、DS、HS、ILL、SM、ASLR、TSP、
RSの 7 項目全てに有意差があった（p＜0.05）。特にHS、ILL、TSP
の 3 項目は効果量が大きかった（r＞0.6）。術前と術後 6ヵ月でHQ
比に有意差が認められたものの（p＜0.01）、その他の項目に有意差は
認められなかった。
【結論】
結果からACL再建術後の理学療法による運動機能の改善には 6ヶ
月を要し、筋力（HQ比）の改善との関与があると考えられる。FMS
は 7項目の総点が低い（14 点未満）と障害発生のリスクが高いとさ
れている。また、人間の発達過程に合わせた動きを 7項目で再現して
おり、基本動作やスポーツでの応用動作獲得の指標になる動作であ
る。本研究の結果から、ACL再建術後の運動機能の改善にはHQ
比の改善を意識して実施していくことは有用であると考える。今後
の展望として、ACL再建術の方法（STG・BTB）の違いにより運動
機能の改善・時期に差があるのかを明らかにすることと、さらに長
期的な経過も追っていく必要がある。そのことによって再断裂リス
クに考慮した理学療法介入の一助になると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は「人を対象とした医学系研究に関する倫理指針」を順守して
実施し、当院倫理委員会の承認のもと実施した。

O-70 一般演題 14 膝関節・その他

前十字靭帯再建術施行患者の患者立脚型アウトカムと
下肢運動能力との関係

宮川 博文 1）・赤尾 真知子 2）・石田 朋大 1）・中田 昌敏 1）・
井上 雅之 1）・中楚 友一朗 1）・池本 竜則 2）・高田 琢也 2）・
出家 正隆 2）

1）愛知医科大学運動療育センター 2）愛知医科大学医学部整形外科

Key words / 前十字靭帯，KOOS，下肢運動能力

【はじめに，目的】
前十字靭帯（ACL）再建術後における膝筋力を中心とする下肢運

動能力の回復は、術後成績、特に安全なスポーツ復帰のために極めて
重要である。筋力測定は等速性機器を用いた Open Kinetic Chain
（OKC）での膝伸展・屈曲筋力を評価されることが多い。しかし、
ACL損傷の非接触受傷機転の多くがジャンプ着地、方向変換など荷
重位であり、Closed Kinetic Chain（CKC）での筋力、パフォーマン
ス評価を含めた健患比、体重（身長）比による検討が重要である。本
研究の目的は、大腿四頭筋を中心とするOKC、CKCでの下肢筋力、
片脚跳躍能力と患者立脚型アウトカムとの関係について検討するこ
ととした。
【方法】
対象は 2015 年 7 月～2018 年 4 月に当大学病院にて初回ACL再

建術を施行し、術後 1年以上経過観察可能であった 43 例（男性 23
例、女性 20 例、平均年齢 25.3±11.1 歳）とした。再建術式は ST・STG
が 36 例、BTBが 7例であり、術後平均経過観察期間は 12.7±2.1 ヵ
月であった。なお、Tegner 活動スコアは 5以上とした。下肢筋力は
OKCにおいてCYBEX NORMにて 60°/秒での等速性膝伸展・屈曲
筋力を、CKCにおいてCYBEXレッグプレスマシンにて片脚最大挙
上重量（1RM）を測定した。なお、OKC、CKCで得られた筋力値は
健患比、体重比として算出した。片脚跳躍能力は、前方への片脚最大
跳躍距離とし、健患比、身長比として算出した。患者立脚型アウトカ
ムは、KOOS総合スコアおよび下位尺度スコアを用いた。統計解析に
は Spearman の相関係数を用いKOOSスコアと下肢筋力、片脚跳躍
能力との相関を算出し、危険率 5％未満を有意水準とした。
【結果】
KOOS総合スコアと有意な相関を示したのは、レッグプレス筋力

健患比（r=0.453）・片脚幅跳び健患比（r=0.449）・膝伸展筋力健患比
（r=0.311）、KOOS症状・こわばりは、片脚幅跳び健患比（r=0.394）・
レッグプレス筋力健患比（r=0.312）、KOOS痛みは、レッグプレス筋
力健患比（r=0.509）・膝屈曲筋力健患比（r=0.358）、KOOS ADL
は、片脚幅跳び健患比（r=0.314）、KOOSスポーツは、片脚幅跳び健
患比（r=0.385）・レッグプレス筋力健患比（r=0.362）、KOOS QOL
は、片脚幅跳び健患比（r=0.394）・レッグプレス筋力健患比（r=0.312）
であった。
【結論】
本研究結果よりACL再建側下肢運動能力健患比、特にCKC筋

力、片脚跳躍能力とKOOSスコアの間に有意な相関を認めた。今回
のCKC筋力、片脚跳躍テストは膝関節のみの単関節運動ではなく、
股・足関節を含む多関節運動であり、ADL、スポーツ動作と類似し
た運動形態であることも影響したと考える。従ってACL再建術後の
患者満足度を高めるにはCKCを含む筋力、片脚跳躍能力を健側に近
づけ健患差を解消し、両下肢の運動能力バランスを整えることが重
要と考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
研究に先立ち、全ての被験者に対し、1）研究目的・内容，2）安全

に十分配慮して研究を実施すること、3）被験者の機密保持に関する
事項等に関し，十分な説明を行い、参加同意を得た。



O-71 一般演題 14 膝関節・その他

ACL再建術後患者の健康関連QOLに影響する要因～
KOOSを用いた検討～

黒澤 資佳 1）・葉 清規 2）・兵頭 優幸 1）・山中 一誠 3）

1）浜脇整形外科病院 リハビリテーション科
2）浜脇整形外科リハビリセンター リハビリテーション科
3）浜脇整形外科病院 整形外科
Key words / ACL 再建術後，健康関連QOL，KOOS

【はじめに、目的】
膝前十字靱帯（以下ACL）再建術後のリハビリテーションにおいて、
術後早期からスポーツ復帰までには経過時期に応じた機能・動作獲
得を目標としたリハビリテーションが展開される。近年、患者の健康
関連QOL向上が重視されているが、ACL再建術後患者では経過時
期に応じて動作の制限があるため、QOLにつながる因子は時期によ
り変化することが予測される。よって、QOL向上のアウトカムを時
期によって適切に定め一つの指標として治療介入を行っていくこと
が有用であると考えられるが、ACL再建術後患者のQOLに関連す
る有効な報告は渉猟しえない。本研究では、健康関連QOLの評価尺
度である SF8 と ACL損傷に対する患者立脚型評価であるKnee In-
jury and Osteoarthritis Outcome Score（以下KOOS）を用いて、ACL
術後患者のQOLに影響する要因について経過時期ごとに検討し、
QOL向上を目指した治療介入を行う一助とすることを目的とした。
【方法】
対象は当院にてACL再建術を施行した 83 例 83 膝（年齢：24.4±9.1
歳、性別：男性 41 例・女性 42 例）で、除外基準は受傷側のACL
を複数回損傷している者、ACL以外の膝関節靱帯損傷や骨折などを
併発しているものとした。評価項目として、術後 1ヶ月、術後 3ヶ月、
術後 6ヶ月、術後 9ヶ月の各時期に SF8 およびKOOSを配布し評価
を実施。各測定時期において、SF8 サマリースコアの身体的健康度
（以下 PCS）、精神的健康度（以下MCS）が国民標準値以上か否かを
従属変数、年齢、性別、KOOS下位項目（症状、 痛、日常生活活動、
スポーツ・レクレーション活動、生活の質）および総得点を独立変数
として、多重ロジスティック回帰分析を適用し解析を行った。統計ソ
フトはRを使用し、有意水準は 5％とした。
【結果】
術後 1ヶ月の PCSに対し 痛（OR：1.16）、MCSに対し生活の質
（OR：1.04）が、術後 6ヶ月の PCSに対し総得点（OR：1.31）、MCS
に対し総得点（OR：1.61）が関係する因子として抽出された。術後
3ヶ月および術後 9ヶ月においては有意な因子は抽出されなかっ
た。
【結論】
術後早期においては 痛無く膝関節可動域を獲得すること、 痛無
く立つ・歩くなどの基本動作を行えるようにすることが患部の状態
と予後についての不安を軽減させQOLを向上させると考える。ま
た、部分的なスポーツ復帰が許可される術後 6ヶ月においてはより
高いレベルでの活動が求められるため、 痛がないだけでなく自覚
的な不自由さを感じず日常生活動作およびスポーツ動作が行えるか
がQOL向上に繋がると考える。KOOSを ACL術後患者のQOLの
アウトカムとして使用する場合、術後早期では 痛・生活の質の下
位項目にて、術後 6ヶ月以降では総得点にて評価を行うことが有用
であることが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は医療法人社団おると会臨床研究倫理審査委員会の承認を得
て行った（承認番号 201905-10）。全対象者に研究の趣旨と内容につい
て十分に説明し、書面で同意を得た。

O-72 一般演題 14 膝関節・その他

人工膝関節全置換術後患者の 痛及び筋出力に対する，
ロボットスーツHALⓇの即時的効果の検証

山﨑 智也・鈴木 達也

医療法人横浜平成会 平成横浜病院 リハビリテーション科

Key words / 人工膝関節全置換術，ロボットスーツHALⓇ，即時効果検証

【目的】
人工膝関節全置換術（以下，TKA）後の患者において， 痛の遷
延化は活動量の低下，理学療法の阻害因子となり，筋出力向上の妨げ
となることがある．TKA後の歩行獲得を目的とした早期リハビリ
テーションでは，膝関節伸展ROMの改善や 痛軽減に着目すべき
であると言われている．そのため， 痛緩和及び効率的な筋出力向上
は，早期歩行獲得や自宅復帰に向け重要である．
そこで，生体電位信号を読み取り，動作をアシストするロボット

スーツHALⓇ臨床研究用モデル（以下，HALⓇ）をTKA後患者に用
いることで， 痛緩和及び膝関節伸展筋出力向上に効果があるのか
を検証することを目的とした．
【方法】
2018 年 6 月 1 日から 2019 年 2 月 28 日に当院でTKAを施行した

27 人のうち両側TKA施行者，関節可動域制限，皮膚潰瘍，身長 150
cm未満者を除いた 6人（男性 1人女性 5人），術式CRタイプ 1人
PSタイプ 5人，年齢 72.6±6.1 歳を対象とした．
術後 8日時点で対象 6人にはHALⓇCVCモードによる自動膝関

節伸展運動 10 回 5set 実施，なお各 set 間で 1分間の休憩を入れた．
運動前後の 痛（Visual analog scale），膝関節伸展最大トルク（酒井
医療株式会社製BIODEX）60［deg/sec］， 120［deg/sec］，180［deg/
sec］の体重比の結果を比較した．
【結果】
膝伸展最大トルクは 60［deg/sec］で平均 14.21［％］増加（対象

6人増加）， 120［deg/sec］で平均 9.83［％］増加（対象 6人増加），
180［deg/sec］で平均 3.31［％］増加（4人増加，2人減少）．

痛評価は安静時痛が平均 0.43［cm］減少（4人減少，1人増加，
1人変化なし），運動時痛が平均 1.1［cm］減少（5人減少，1人変化
なし），荷重時痛が平均 1.06［cm］減少（4人減少，2人増加）．
【結論】
今回，膝伸展最大トルクは各角速度すべてにおいて増加， 痛は軽

減傾向を示した．
HALⓇが生体電位信号を感知し，適切なタイミングで運動を支援
したことで，膝関節伸展運動時の大腿四頭筋の過剰収縮を防止，代償
動作が軽減されたことで， 痛が緩和された可能性がある．
また，HALⓇのアシスト機能，感覚フィードバックによる神経筋促
通効果から筋出力向上が得られたと考えられる．
この結果より，TKA後患者に対しHALⓇを使用し膝関節伸展筋
の効率的な発揮が促通されることで，膝関節伸展制限が予防され早
期歩行獲得や正しい運動学習による二次的 痛予防に繋がる可能性
が示唆された．
しかし，今回は即時的効果の検証に留まっているため，効果の持続

性や実施頻度の検討は今後の課題である．
【倫理的配慮，説明と同意】
なお，本研究を行うにあたり，本研究の趣旨及び方法，個人情報の

厳守についてご本人（ご家族）様に書面にて説明し，同意を得た．



O-73 一般演題 14 膝関節・その他

ロボットスーツHAL単関節タイプが末梢性下肢麻痺
の大腿直筋活動に与える影響

丸山 昭男・後藤 利充・後藤 健仁・梅本 悠

JA山口厚生連 小郡第一総合病院 リハビリテーション科

Key words / HAL 単関節タイプ，末梢性下肢麻痺，筋力トレーニング

【目的】
末梢性下肢麻痺を対象にHAL単関節タイプ（Single-joint Hybrid
Assistive Limb, CYBERDYNE社）による筋力トレーニングが大腿
直筋の筋活動に与える影響について報告する。
【方法】
対象は大腿四頭筋麻痺を有する末梢性下肢麻痺 4症例とした。症例
1．は 90 歳代で人工股関節置換術合併の大腿神経麻痺、症例 2，3，
4は 12 歳未満の小児で急性弛緩性脊髄炎による下肢麻痺である。す
べての症例が膝関節伸展MMT0～1であった。なお、症例 2．は評価
日を変えて 2回の表面筋電図評価を実施したため対象とするのは 5
下肢である。筋力トレーニングはHAL装着下での端座位膝関節伸
展筋力トレーニングを行った。また、HALのアシストゲイン（補助
量）は膝関節伸展が可能な最小レベルとした。HAL非装着トレーニ
ング、HAL装着下トレーニングの順に表面筋電図を記録した。1
回の膝関節伸展運動中の平均振幅（RMS：root mean square，単位
mV）および最大振幅（単位mV）を算出し、評価日のトレーニング
中の最大値を含めた上位 4回の膝関節伸展運動の平均値を被験者の
筋活動の値として採用した。ウィルコクソン符号付順位和検定を用
いて、HAL非装着とHAL装着の差を危険率 5％で検定した。
【結果】
平均振幅（RMS）、最大振幅の両者とも、HAL非装着と比較してHAL
装着下膝関節伸展筋力トレーニングで有意に高い値を示した（P＝
0.043）。
【結論】
MMT0～1の大腿四頭筋麻痺を有する末梢性下肢麻痺 4症例に対し
てHALを用いた膝関節伸展筋力トレーニングを実施した。大腿直
筋の筋活動はHAL非装着と比較してHAL装着下膝関節伸展筋力
トレーニングで有意に高い値を示した。末梢性下肢麻痺の筋力ト
レーニングは可能な限り高い筋活動を保持して行うことが重要であ
る。しかし、本研究の対象のように筋力低下が著しい症例が高い筋活
動を得ることは容易ではない。本研究の結果は、HALを用いること
により抗重力膝関節伸展という高度過ぎる課題を、努力すれば達成
可能な程度の課題に変換することで筋活動が賦活されたことを示す
と考える。また、麻痺筋を意識して筋力トレーニングをすることが困
難である小児や高齢者においては、HALの使用は特に有効であると
期待している。今後、症例数を増やすことと合わせて、患者にとって
本来の重要な目的である筋力や筋量の増大といった筋力トレーニン
グの長期的な臨床的効果を検証する必要がある。
【倫理的配慮・説明と同意】
本研究の対象に実施した理学療法および研究については説明の上、
同意を得ている。

O-74 一般演題 15 人工膝関節

人工膝関節置換術後リハビリテーションの再検討

廣瀬 恵 1）・冨田 一冴 1）・二見 健太 1）・原 大貴 1）・
岡崎 賢 2）・猪飼 哲夫 3）

1）東京女子医科大学リハビリテーション部
2）東京女子医科大学整形外科
3）東京女子医科大学リハビリテーション科
Key words / 人工膝関節置換術，持続的他動運動，自動介助運動

【はじめに】
人工膝関節置換術（以下、TKA）の後療法では、関節組織の修復

と関節拘縮の予防を目的とする持続的他動運動（以下、CPM）を用
いることが一般的である。また、CPMと自動介助運動を併用した運
動療法が、 痛軽減と膝関節可動域の改善を認める報告もあり、現
在、TKA後療法に自動介助運動を用いられる機会も増えてきてい
る。
当院では、以前はTKA後療法の全例にCPMが施行されていた

が、2018 年以降は、膝関節を中心とした屈曲・伸展方向への自動介
助運動を導入している。本邦では、CPMと自動介助運動を施行した
症例の下肢機能および身体運動機能を比較した報告は少ない。そこ
で、本研究は、TKA後療法で実施されるCPMと自動介助運動によ
る下肢機能および身体運動機能に及ぼす影響について検討した。
【方法】
対象は、2017 年 12 月から 2019 年 1 月に当院整形外科で変形性膝

関節症に対しTKAを施行し、術後リハビリテーションを実施した
患者 40 例（CPM施行群：22 名、自動運動施行群：18 例）を対象と
した。除外因子は、中枢神経障害、関節リウマチ、介助歩行や歩行困
難な患者、深部静脈血栓症などとした。研究デザインは後方視的観察
研究で、診療録より後療法の介入手段、理学療法評価として股関節・
膝関節・足関節関節可動域（以下、ROM）、大腿四頭筋筋力、 痛、
5回椅子立ち上がりテスト（以下、SS5）、10m歩行速度の各項目を抽
出した。統計学的手法は、SPSS Statistics version 24 を用いて、CPM
施行群と自動運動施行群における術前の各抽出項目およびCPM施
行群と自動運動施行群における術前－術後の各抽出項目の変化量に
ついて Student t-test にて比較検討した。
【結果】
CPM施行群と自動運動施行群の両群において、術前の股関節・膝
関節・足関節ROM、大腿四頭筋筋力、 痛、SS5、10m歩行速度の
それぞれの項目に有意な差を認めなかった。さらに、両群において、
術前－術後の変化量として術後の股関節・膝関節・足関節ROM（術
側・非術側）、 痛、10m歩行速度のそれぞれには有意差を認めな
かったが、非術側大腿四頭筋筋力（p＞0.01）および SS5（p＞0.05）で
自動介助運動群が有意に改善を示した。
【結論】
本研究において、TKA術後の後療法の有効性について、CPM施行

群と自動介助運動群を比較した。両者ではROM改善に有意差はな
いが、自動介助運動群では非術側大腿四頭筋力で下肢機能が維持さ
れ、立ち上がり動作を含めた身体運動機能を示す SS5 に改善が認め
られた。このことから、自動介助運動はCPMと同等以上の介入効果
が認められ、術後早期から廃用性筋萎縮を防ぎ早期退院を達成する
積極的な運動療法である可能性が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき計画され、東京女子医科大学臨

床研究等審査委員会の承認を得て実施した（承認番号：5186）。また、
研究概要および方法を口頭および書面にて本人へ説明し、同意と署
名を得て実施した。



O-75 一般演題 15 人工膝関節

TKA術後 Joint line の変化が術後伸展可動域及び ex-
tension lag に与える影響について

谷口 拓也 1）・鈴木 涼子 1）・藤原 純也 1）・笹井 明 1）・
石濱 裕規 2）

1）医療法人社団永生会永生病院リハビリテーション部
2）永生会研究開発センター

Key words / extension lag，TKA，Joint line

【はじめに、目的】
TKA術後の膝伸展制限及び extension lag（lag）の改善は術後理学療
法の課題の一つである。膝伸展制限や lag の原因については様々な
研究がなされているが、TKA術後の Joint line 変化が lag に与える
影響については我々の渉猟した範囲では見当たらない。今回TKA
術後 Joint line 変化が術後伸展可動域及び lag に影響を与えるか否
かについて後方視的に検討したので報告する。
【方法】
当院にて変形性膝関節症と診断されTKAを行った 29 例 36 膝を対
象とした。除外対象はUKA、他関節合併例とした。Joint line は、先
行研究の定義に基づきレントゲンにて距離測定ツールを用い、術前
の腓骨頭上端と脛骨内側関節面との距離（preJL）と術後の腓骨頭上
端と脛骨インサート摺動面との距離（postJL）を計測した。さらに、
postJL から preJL を除した値（ΔJL）を算出し、0mm以上を JL
上昇群、0mm未満を JL低下群とした。評価項目は、FTA、術前と
術後 1週毎に 3週までの膝伸展可動域・lag とし JL 上昇群/低下群
間における各評価項目の差をMann-Whitney U検定で比較した。
lag は仰臥位で自動 SLRを行った時の膝伸展可動域と他動膝伸展可
動域の差とした。有意水準は 5％とした。また Joint line の測定値の
検者内信頼性を検討するため 3回計測し級内相関係数 ICC（1，1）を
算出した。統計処理には SPSS（16.0）を使用した。
【結果】
preJL の ICC0.88（95％CI0.71～0.97）、postJL の ICC0.81（95％CI
0.55～0.94）であった。上昇群 20 膝、低下群 16 膝であった。JL上昇
群のΔJLは 4.6±3.3mmを示し、術前/術後で FTA（184.1±4.8°/
174.3±2.0°）伸展可動域は各（-4.7±8.5°/-2.3±3.4°，-1.0±2.0°，-0.4
±1.3°）lag は各（1.5±3.4°/12.1±10.5°，9.8±11.1°，5.9±7.8°）低下群
のΔJLは-3.3±2.1mmを示し、術前/術後 FTAは各（183.4±3.7°/
172.7±2.3°）伸展可動域は各（-2.7±5.0°/-1.8±2.4°，-0.9±2.0°，-0.3
±1.3°）lag は各（0.4±1.4°/11.8±7.2°，6.0±5.4°，1.9±2.5°）であった。
群間の比較においては、JL上昇群のみで術後FTAが有意に低値で
あった（P＜0.05）。術前/術後で膝伸展可動域・lag では有意な差を認
めなかった。
【結論】
TKA施行時のギャップバランスの調整は患者によって異なり、
Joint line は術前後で変化する。ΔJLが正の値であることは脛骨内側
関節面が術前より相対的に膝蓋大腿関節内へ上昇し、膝伸展時に脛
骨を引き寄せるための大腿骨のレバーアームの短縮により伸展が行
いにくく、負の値は術前より脛骨内側関節面の低下を示し lag が起
こりにくいと考えた。しかし今回の研究では Joint line の変化が術後
伸展可動域及び lag に影響を与えないことが示唆された。術後 lag
の改善には時間を要すると報告されており、今後発生機序が明らか
になることで早期の効果的な介入が可能になると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には検査から得られたデータは個人が特定できないよう無記
名で統計処理を行い、研究の趣旨を十分説明し同意を得た。

O-76 一般演題 15 人工膝関節
人工膝関節全置換術後早期からの視覚および聴覚 feed-
back を用いた大腿四頭筋の筋収縮運動の長期効果の検
討
近藤 康隆 1,2）・松﨑 敏朗 1）・吉田 佳弘 1）・本田 祐一郎 2,3）・
片岡 英樹 2,4）・坂本 淳哉 5）・沖田 実 2）

1）日本赤十字社長崎原爆病院リハビリテーション科
2）長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 運動障害リハビリテーション学分野
3）長崎大学病院リハビリテーション部 4）社会医療法人長崎記念病院リハビリテーション部
5）長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 理学療法学分野

Key words / 人工膝関節全置換術，術後痛，運動療法

【はじめに、目的】
これまでにわれわれは、通常の人工膝関節全置換術（以下、TKA）後
のリハビリテーション（以下、リハ）に加えて視覚および聴覚 feed-
back を用いた大腿四頭筋の等尺性筋収縮運動（以下、FB Quad Ex）
を実施すると、痛みや運動機能が術後早期に改善することを無作為
化比較試験にて明らかにしてきた．一方、TKAは術後遷延性 痛の
発生率が高い外科的治療の一つであり、そのリスク因子の一つとし
て術後急性期における強い痛みが指摘されている．つまり、前述の自
験例の知見に基づくと、TKA術後早期からFB Quad Ex を実施する
と術後遷延性 痛の発生を予防でき、運動機能にも好影響をおよぼ
すのではないかと推察されるが、この点については検討できていな
かった．そこで今回、術後 1年経過した時点でフォローアップが可能
であった対象者の痛みや運動機能について調査し、FB Quad Ex の
長期効果について検討した．
【方法】
対象は、TKA術後 1年が経過して整形外科外来受診時に痛みや運動
機能の評価が実施可能であった 54 名とし、その内訳はTKA術後に
通常の術後リハを実施した対照群 26 名と、通常の術後リハに加えて
術後 2日目から 14 日目まで、FB Quad Ex を実施した運動群 28 名
であった．FB Quad Ex は、筋収縮運動時に最大筋力の 60～70％を
発揮することを目標として設定し、訓練機能付下肢筋力測定器（アル
ケア株式会社製）を用いて、10～20 回の運動を 1～2セット/日の頻
度で実施した．評価項目は、痛み（VAS）、膝関節屈曲可動域、等尺
性膝伸展筋力、TUG、10m歩行時間、6分間歩行距離、WOMAC
の日常生活困難度とした．また、国際標準化身体活動質問票（IPAQ）
short version を用いて、身体活動量を評価した．
【結果】
痛みについては、運動群は対照群と比べて有意に改善しており、しか
も、痛みが消失していたのは対照群では 11 名（42.3％）であったの
に対し、 運動群は 22 名（78.6％）で対照群と比べて有意に多かった．
また、TUGと 6分間歩行距離についても、運動群は対照群と比べて
有意に改善していた．さらに、IPAQにおける 1週間の歩行時間につ
いても、運動群は対照群より有意に高値を示した．
【結論】
今回の結果から、TKA術後早期に視覚および聴覚 feedback を用い
た筋収縮運動を行うと、遷延性術後 痛の発生が予防され、運動耐容
能ならびに身体活動性の向上に有用であることが示唆された．これ
には運動時に設定された目標を継続的に達成するといった成功体験
によって運動アドヒアランスが向上したことなどが影響しているの
ではないかと考えられる．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は、日本赤十字社長崎原爆病院医療倫理委員会の承認（受付番
号：473）および長崎大学大学院医歯薬学総合研究科（保健学系）倫
理委員会の承認（許可番号：16120845）を得て実施した．また、ヘル
シンキ宣言に基づき、対象者には、本研究の趣旨および目的を文書に
て説明を行い、書面により同意を得た．



O-77 一般演題 15 人工膝関節

人工膝関節全置換術後の階段昇降動作における外部膝
関節屈曲モーメントと大腿四頭筋の筋活動の特性

古本 太希 1,2）・浜田 大輔 2）・後藤 強 1,2）・高砂 智哉 2）・
加藤 真介 1）・西良 浩一 2）

1）徳島大学病院 リハビリテーション部
2）徳島大学大学院医歯薬学研究部 運動機能外科学分野

Key words / 階段昇降動作，外部膝関節屈曲モーメント，大腿四頭筋筋活動

【はじめに、目的】
人工膝関節全置換術（TKA）の術後患者満足度には，大腿四頭筋
筋力や階段昇降能力が関連するとの報告がある。臨床でもTKA術
後患者の階段昇降動作の困難感は，特に降段動作での訴えが多く患
者満足度を低下させる一因となっている。そこで，本研究の目的は
TKA術後の階段昇段と降段における外部膝関節屈曲モーメント
（KFM）と大腿四頭筋の筋活動の特性の違いを比較検討し，階段降段
動作に対する理学療法介入の一助とすることである。
【方法】
対象は，当院でTKAを施行し術後 1年以上経過した患者 8例の

術側 10 肢（平均年齢 68.2±2.9 歳，術後経過 13.2±4.5 ヶ月）のTKA
群と健常若年者 10 例 10 肢（平均年齢 24.2±1.9 歳）の対照群とした。
課題動作は 2段構成の階段（蹴上 20cm，踏面 30cm）の昇段および
降段とした。計測は，三次元動作解析装置と床反力計を用いて測定
し，反射マーカーは Plug-In-Gait モデルに従い貼付した。1昇段およ
び降段動作周期を 100％として時間正規化し，膝関節屈曲角度，
KFMおよび床反力鉛直成分の最大値をそれぞれ算出した。筋活動測
定には，表面筋電図を用いて内側広筋斜走線維および外側広筋の筋
活動量（％MVC）の最大値を算出した。統計解析は SPSS ver22.0
を用いて，正規性の有無に従い 2標本 t 検定を行い，有意水準は 5％
とした。
【結果】
昇段中のKFMは，TKA群（0.5±0.2Nm/kg）が対照群（0.9±0.2
Nm/kg）と比較し有意に低値を示し，大腿四頭筋の筋活動では両群
で有意差を認めなかった。降段中のKFMは両群間で有意差を認め
ず同程度生じていたが，内側広筋と外側広筋の筋活動ではTKA群
（53.6±21.6，44.6±21.8％MVC）が対照群（27.2±14.9，22.3±8.5％
MVC）と比較して有意に高値であった。
【結論】
健常者を対象とした昇段中のKFMには，体幹肢位が値に強い影

響を及ぼすとされており，本研究でも昇段では，TKA術後は立脚初
期の体幹肢位の調節により膝関節の力学的負荷を軽減させる代償運
動戦略を認め大腿四頭筋の筋活動を低下させていた。その一方で，降
段時のTKA術後は立脚後期の膝関節への力学的負荷が健常者と同
程度に生じ，大腿四頭筋の筋活動を増加させる特性を認めた。した
がって階段降段には，高い大腿四頭筋筋力水準が必要不可欠であり，
また降段立脚後期を意識した荷重下での大腿四頭筋の遠心性収縮運
動が重要となる。術後の低筋力者では，昇段時の体幹肢位の調整を考
慮し後ろ歩きでの降段動作が動作困難感の改善に寄与する可能性が
ある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は，徳島大学病院倫理委員会（承認番号：第 1627 号）の承
認を得たうえで実施した。対象者には，実験主旨および実験方法につ
いて十分に説明し承諾を得た上で実験を行った。

O-78 一般演題 15 人工膝関節

人工膝関節全置換術後患者における階段降段時間と膝
運動速度の関係について

村上 貴之 1,2）・岩田 晃 1）・藤原 南美 1）・山本 沙紀 1）・
大嶺 俊充 2）・佐竹 信爾 3）

1）大阪府立大学大学院総合リハビリテーション学研究科
2）運動器ケアしまだ病院リハビリテーション課
3）運動器ケアしまだ病院整形外科
Key words / 人工膝関節，階段降段，膝運動速度

【はじめに、目的】
人工膝関節全置換術（以下TKR）は変形性膝関節症に対する最も一
般的な治療法であり、 痛の緩和や歩行機能に関する術後成績は良
好とされている。しかし、階段動作の回復は不十分なことが多いと報
告されており、臨床場面において、昇段よりも降段動作に問題を訴え
る患者を多く経験する。先行研究では、降段動作における下肢筋力の
重要性が指摘されているが、筋力の回復が不十分でも降段動作が自
立する患者も少なくなく、筋力のみで説明できるとは考え難い。階段
動作には、筋力以上に筋パワーが重要とされており、また、筋パワー
＝筋力×運動速度であることを考慮すると、降段動作において運動
速度が重要な役割を果たす可能性が考えられる。そこで、本研究で
は、膝関節運動速度を計測し、降段動作に対する重要性を検討するこ
とを目的とした。
【方法】
当院にて片側TKRを施行後 3ヶ月時点で、階段昇降動作が自立に
て測定可能であった患者 61 名（男性 12 名，女性 49 名，平均年齢 75.0
歳）を対象とし、重篤な整形疾患や神経疾患を有する患者は除外し
た。降段動作は高さ 18cm、踏面 25cm、4段の階段を使用し、快適な
速度とした。その際、ハイスピードカメラ 1台を用いて前額面から
240fps で撮影し、動画にて開始側の踵離地から降段終了側の足底接
地までの時間を計測した。膝伸展・屈曲筋力を端座位にてハンドヘ
ルドダイナモメーターを使用し、等尺性筋力を測定した。膝運動速度
（角速度）をジャイロセンサにて、伸展は端座位で、屈曲は腹臥位で
測定した。統計処理は SPSS Statistics ver.25.0 にて Pearson の相関
分析と重回帰分析を用い、有意水準は 5％未満とした。
【結果】
Pearson の相関分析にて降段時間と膝伸展筋力（r=-0.59）、屈曲筋力
（r=-0.47）、膝伸展角速度（r=-0.30）、屈曲角速度（r=-0.51）に相関を
認めた（p＜0.05）。また降段時間を従属変数とした重回帰分析におい
て、膝伸展筋力（b=-0.49）と膝屈曲角速度（b=-0.31）が影響を及ぼ
す因子として抽出された（p＜0.05）。
【結論】
先行研究において、降段時間には下肢筋力が重要であるとの報告が
なされており、今回の研究においても降段時間と下肢筋力に有意な
相関を認めた。加えて今回の研究では膝伸展筋力と膝屈曲角速度が
降段時間に影響を与える因子として抽出された。このことから、
TKR術後患者の降段時間にとって、筋力だけではなく膝の運動速度
が重要であることが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には本研究への参加にあたり十分な説明を行った後、文書に
て同意を得た。本研究は運動器ケアしまだ病院倫理委員会（承認番号
2018-003）と、大阪府立大学総合リハビリテーション学類研究倫理委
員会（承認番号 2018-110）の承認を得て実施した。
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胸郭に対するポール運動が脊柱可動域に与える影響

栗原 良平 1）・藤本 大介 1）・嵩下 敏文 1）・鈴木 誠也 1）・
森安 昭斗 2）

1）清泉クリニック整形外科五反田
2）出張整体＆トレーニングあき星

Key words / 胸郭，運動療法，脊柱可動域

【はじめに，目的】
我々は過去にポールを用いた胸郭に対する運動療法（以下，ポール運
動）が前屈型腰痛患者の 痛と指床間距離を改善させることを報告
し，腰痛治療の一助となることを示した．しかし，ポール運動により，
どの機能が変化し，改善に至ったかについては検討していない．胸郭
は胸椎・肋骨・胸骨から構成されており，ポール運動は胸椎の可動
域を変化させる可能性がある．また，ストレッチングスティックを用
いた運動療法が下位胸郭拡張差・腰部多裂筋筋厚・腰椎可動域を変
化させるという報告もあり，腰椎にも影響を与えることが予測され
る．これらのことから，ポール運動は脊柱全体の可動域を向上させる
可能性があり，その効果が腰痛の改善に寄与したと推察する．そこで
今回，健常者を対象にポール運動が脊柱可動域に与える影響を調査
したのでここに報告する．
【方法】
対象者は成人男性 13 名（27.8±2.9 歳）とした．対象者は 1日 1種類
の運動療法を実施し，運動前・後に脊柱可動域を測定した．胸郭への
運動療法は森安らの考案した前方・後方回旋運動（以下，P群）を実
施し，対照運動として胸郭を固定した疑似運動（以下，S群）と端坐
位保持（以下，C群）を実施した．脊柱可動域測定にはスパイナルマ
ウスを用い，端坐位・脊柱最大屈曲位・脊柱最大伸展位の 3肢位を
計測．屈曲位・伸展位と端坐位の差を屈曲・伸展可動域，屈曲位と伸
展位の差を総可動域と定義し，胸椎・腰椎・仙骨で算出した．統計処
理は，脊柱可動域の各数値を従属変数，独立変数を介入時期（運動
前・運動後）および介入条件（P群・S群・C群）とした反復二元配
置分散分析を実施し，必要に応じ単純主効果の検定と多重比較検定
を実施した．いずれも危険率 5％未満を有意差ありとした．
【結果】
分散分析の結果，介入時期で胸椎総可動域・伸展可動域に，介入条件
は胸椎総可動域のみで有意差が認められた．交互作用は胸椎総可動
域・胸椎屈曲可動域に認められた．単純主効果検定の結果，P群胸椎
総可動域・屈曲可動域の運動前・後に有意差が認められ，運動後が
有意に向上していた．また，運動後の胸椎総可動域・屈曲可動域では
3群間に有意差が認められた．多重比較検定の結果，胸椎総可動域で
は、S群は C群より，P群は S群・C群より可動域が向上していた．
胸椎屈曲可動域は P群が S群・C群より可動域が向上していた．
【結論】
ポール運動は胸椎の可動域を向上させる運動療法としての有効であ
ることが示唆された．胸郭には胸肋・肋椎・椎間関節が存在し，胸椎
の運動に影響を与える．ポール運動による複雑な運動が，これらの関
節の関節運動を促したことにより，胸椎の可動域が向上したと推察
する．ポール運動は，胸椎全体の可動域を向上させることから，胸椎
の運動が関連する頚部・肩関節・腰部などの治療に有効となる可能
性がある．
【倫理的配慮・説明と同意】
対象者に研究の趣旨を十分説明し，同意を得た．

O-80 一般演題 16 体幹の運動

ドローインとブレーシングが側腹部筋厚に与える影響

間所 祥子・三秋 泰一

金沢大学医薬保健研究域

Key words / ブレーシング，ドローイン，側腹部筋厚

【はじめに】
体幹筋が姿勢、腰痛などに影響を与えることはよく知られており、腹
部を引き込むドローインが腰痛に対しては効果的であるとされてき
たが、近年、呼気と同時に腹部を膨らませるように働かせるブレーシ
ングで、さらに多くの筋活動が得られるとの報告が散見されるよう
になってきた。しかし、これらの研究では、これまで体幹安定化に重
要とされてきた腹横筋については、その活動が測定できておらず、腹
横筋に対するブレーシングの効果は明確ではない。
【目的】
超音波画像診断装置を用いて、ドローイン時とブレーシング時の体
幹側腹部の筋厚を測定し、その違いを明らかにすることで、より効果
的なトレーニングを選択する一助とする。
【方法】
被検者は、実験時に整形外科的疾患がない成人男性 28 名を対象とし
た。体幹部手術歴のある者、神経学的疾患の既往ある者を除外した。
被検者の平均年齢は 21.6±0.9 歳、平均身長は 174.0±7.5cm、平均体
重 64.7±6.2kg であった。側腹部筋厚の測定には、デジタル超音波診
断装置MyLab25（日立メディコ社製）を使用した。測定部位は、右
側腹部とし、仰臥位、両膝関節 90° 屈曲位で測定を行った。測定部位
にプローブを当て、10 秒間撮影し、撮影した動画から呼気最終域の
静止画を抽出して筋厚を測定した。
運動課題はドローインとブレーシング（呼気時に腹部を引き込む

ことなく体幹筋に力を入れる運動）とし、安静時を含め 3条件の測定
を行った。それぞれの条件間での腹横筋、内腹斜筋、外腹斜筋の筋厚
比較のため、一元配置分散分析を実施し、有意差を認めた場合は
Bonferroni による多重比較を適応した。統計学的有意水準は 5％と
した。
【結果】
すべての筋厚測定における、ICCは 0.85 以上であった。腹横筋と内
腹斜筋では、ドローイン時が、安静臥位時、ブレーシング時と比較し、
有意に高値を示した。安静臥位時とブレーシング時の間には有意差
はみられなかった。外腹斜筋では、ドローイン時がブレーシング時と
比較し、有意に高値を示した。安静臥位時とドローイン、ブレーシン
グ時を比較した場合、有意差はみられなかった。
【結論】
ドローインに関しては、先行研究同様の筋厚増大がみられた。一方、
ブレーシングに関しては、有意な筋厚の増大は認められなかった。要
因として、腹直筋や多裂筋といった、今回検討した筋以外の活動や、
筋収縮様式の影響が考えられる。ブレーシングにおいては腹腔内圧
を高めるという報告の一方、先行研究により筋活動の検討結果に差
異があり、骨盤底筋群の下降による腰仙部の安定性の低下を示唆す
る報告もあることから、その運動効果・対象についてはさらなる検
討が必要である。
【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則り実施し、金沢大学医学倫理審査委員
会の承認を得て行った。
【説明と同意】
すべての対象者に文書及び口頭にて説明を十分に行い、文書による
同意を得て実験を実施した。
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腰部ストレス負荷後の体幹伸展反復運動が腰背筋の筋
活動及び循環動態に及ぼす影響

千葉 雅恵 1）・隈元 庸夫 2）・木戸 聡史 3）

1）同愛記念病院リハビリテーション科
2）北海道千歳リハビリテーション大学 3）埼玉県立大学

Key words / near-infrared spectroscopy（近赤外線分光法），Trunk Holding Test（THT），体幹伸展運動

【はじめに、目的】
腰痛の多くを占める非特異的腰痛は、筋・筋膜性腰痛が主であり
（Deyo：1988）、多裂筋の筋阻血がその一因と言われている（紺野：
2002）。非特異的腰痛に対して、体幹伸展運動は髄核の位置修正に有
効という報告や（松平：2011）、多裂筋の筋弛緩による循環動態改善
に有効という報告がされている（Kumamoto：2016）。この研究は健
常成人を対象として体幹伸展運動を反復した結果、4回目以降で
Oxy-Hb の減少と筋活動量の増加が確認され、過剰な反復は循環動
態を悪化させる可能性を示唆した。一方で、腰痛症では体幹伸展保持
時の循環動態の改善が健常人と比較し緩徐となることが報告されて
いる（酒井：2004）。現在、腰痛症に対する体幹伸展運動の最適な反
復回数は不明瞭である。本研究の目的は、非特異的腰痛症を想定した
腰部阻血状態を一時的に作り出し、多裂筋の光学的分析と筋電図学
的検討により体幹伸展運動の最適な反復回数を検討することであ
る。
【方法】
対象は健常成人男性 24 名（年齢 22.0±3.2 歳、BMI20.7±1.9）とした。
全対象に Sorensen の Trunk Holding Test（以下、THT）を 60 秒間
行った。THT後、立位にて体幹伸展位の 10 秒間保持を 5回反復する
群（運動群）14 名と、10 分間の安静立位保持を行う群（コントロー
ル群）10 名とに分けた。この時の多裂筋の循環動態は近赤外線酸素
組織モニタ装置（以下、NIRS）、筋活動は表面筋電計（以下、EMG）
を用いて経時的に記録した。これらのデータに関して、反復回数要因
における群内比較と、群間比較を行なった。
統計学的分析には統計ソフトウェアR（version 2.8.1）使用した。
反復回数要因における群内比較は、Shapiro-Wilk 検定にて正規性を
確認し、正規分布の場合には一元配置分散分析、正規分布でない場合
にはFriedman 検定と多重比較検定（Holm method）を行なった。群
間比較にはMann-Whitney の U検定を用いた。
【結果】
本研究における運動負荷の妥当性の検討としてTHT5 秒前、開始 5
秒、55 秒におけるNIRS の Hb変化率の検討と、筋電図周波数解析を
行った。total-Hb は開始 5秒で減少、Oxy-Hb は開始 5秒・55 秒で減
少した。deOxy-Hb は開始 55 秒で増加した。中央周波数は開始 55
秒で減少した。各群の反復回数要因における群内比較では、運動群の
total-Hb は 1 回目と比較し 4回目と 5回目で有意に増加、Oxy-Hb
は 1 回目と比較し 3回目から 5回目で有意に増加した。群間比較で
は、total-Hb は 2 回目から 5回目、Oxy-Hb は 3 回目のみコントロー
ル群と比較して運動群で有意に大きな値となった。
【結論】
筋疲労・筋阻血状態の腰背筋に対して、10 秒間の体幹伸展運動を 3
回以上反復することにより循環動態の改善が期待できることが示唆
された。
【倫理的配慮、説明と同意】
全被験者に対し本研究の趣旨および内容を書面にて説明し同意を得
た。（埼玉県立大学倫理員会承認番号 30039 号）。本研究に関して、開
示すべき利益相反は無い。
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速球とカーブ投球での体幹筋筋活動

金子 亮太 1）・大坪 拓朗 2）・渡邊 昌宏 3）

1）竹田綜合病院リハビリテーション部
2）西記念ポートアイランドリハビリテーション病院リハビリテーション科
3）つくば国際大学医療保健学部理学療法学科

Key words / 投球動作，体幹筋，筋電図

【はじめに、目的】
野球における投球動作は下肢から上肢への全身運動であり、投手は
様々な球種を組み合わせ打者と対峙する。安定した投球動作には体
幹が重要であるが、球種の違いによる体幹筋の収縮様式の違いは明
らかではない。そこで本研究では、速球とカーブによる体幹筋の筋活
動にどのような違いがあるかを明らかにすることとした。
【方法】
対象は速球とカーブを投げられる野球経験者の男子大学生 9名（全
例右投げ、20.3±1.4 歳、169.8±7.9cm、62.5±2.1kg）とした。投球動
作はビデオカメラで録画し、体幹筋の筋活動は表面筋電図（EMG）で
計測した。録画した画像とEMGはトリガーを用い同期させた。被検
筋は左内腹斜筋/腹横筋（IO/TrA）、左腹直筋（RA）、右外腹斜筋
（EO）の 3ヶ所とした。最大筋活動の指標として最大随意収縮
（MVC）の筋電位測定をし、root mean square（RMS）を算出した。
投球動作はノーワインドアップ投法のオーバースローで 1球につき
20 秒間隔で投球させた。速球とカーブは 7回ずつ実施し、1回目と
7回目の投球動作を除いた 5回の体幹筋の筋活動平均を用いた。投
球動作は録画された画像からアーリーコッキング期（EC）、レイト
コッキング期（LC）、アクセラレーション期（ACC）、フォロースルー
期（FT）に phase 分けを行った。各 phase から得られたRMSは
MVCの RMSで除し、％MVCを算出した。速球とカーブそれぞれの
筋活動の比較には 2元配置分散分析を用いた。統計処理には SPSS
ver19 を使用し有意水準は 5％とした。
【結果】
LCでは、速球はRAに対し EO、 IO/TrAの筋活動が有意に高く、
カーブはRAに対し IO/TrAの筋活動が有意に高かった（P＜0.01）。
ACCでは、速球はRAに対し EO、IO/TrAの筋活動が有意に高かっ
た（P＜0.01）。FTでは、速球はRAに対し EO、IO/TrAが有意に高
く（P＜0.01）、カーブはRAに対し EOが有意に高かった（P＜0.05）。
【結論】
今回の結果より、速球動作では LC以降 RAよりも深部筋の収縮を
おこない体幹全体の剛性を高めていることが示唆された。一方カー
ブ動作ではFTに表層筋の収縮が強くなることが明らかとなった。
カーブ動作では速球動作と比較しリリース時に前腕回外位を保つと
され、その後のFTで前腕の回内運動が強くなると報告がある。ま
た、体幹回旋運動と前腕回内運動には相関があるとされている。これ
らの事よりカーブ動作ではFTにおいてEOの収縮をより強くおこ
なうことで体幹回旋運動に繋げていたと推察された。今回、速球と
カーブ投球動作では体幹筋の筋収縮様式に違いがおこることが明ら
かとなった。今後は被検筋を増やし様々な球種による投球動作の体
幹筋活動を詳細に検証していく必要がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
被験者には本研究の趣旨や目的およびデータの管理と使用に関し
て、個人情報は一切公表しないことを書面にて説明し同意を得た。ま
た、本研究への参加は個人の自由とし実験途中でも本人の意思でや
めることが可能であることを説明して実施した。
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地域在住高齢者の四肢筋肉量と腹部筋厚との関係

石田 弘 1）・黒住 千春 1）・森好 光 2）・松本 浩実 1）・
末廣 忠延 1）・渡辺 進 1）

1）川崎医療福祉大学リハビリテーション学科
2）宿毛診療所リハビリテーション科

Key words / 筋肉量，筋厚，超音波診断装置

【はじめに、目的】
加齢による筋肉量の減少は、サルコペニアとして知られている。ま
た、若年者と比較し、高齢者では、腹横筋以外の腹部の各筋厚は減少
していることが報告されている（Ikezoe et al. 2012）。しかし、筋肉量
と腹部の各筋厚との関係を示している研究は、検索した範囲では認
められない。そこで、本研究では、高齢者の四肢筋肉量と腹部筋厚と
の関係から、萎縮しやすい腹部筋を明らかにすることを目的とした。
【方法】
対象は某診療所の通所リハビリテーションを利用し、 あるいは補
助具なしで歩行が自立している女性 35 名（平均年齢 83.7±6.0 歳、身
長 148.3±5.8cm、体重 48.3±8.6kg）とした。腰部の手術の既往や、
明らかな麻痺のある者は除外した。四肢の筋肉量を、TANITA社製
業務用マルチ周波数体組成計MC-780A で測定し、身長の二乗で補
正した値が、アジア人のサルコペニア基準である 5.7kg/m2 未満で
あれば、筋肉量減少と判定した（Chen et al. 2014）。右腹部の腹直筋、
外腹斜筋、内腹斜筋、腹横筋の筋厚を、日立社製超音波診断装置No-
blus の 18-5MHz のリニアプローブ L64 を使用し Bモードで計測し
た。統計には、IBM SPSS Statistics 23 を用い、筋肉量と腹部の各筋
厚との関係を Spearman の順位相関係数で検討した（p＜0.05）。ま
た、G-Power 3.1 を用い、事後分析で検定力を調べた。
【結果】
筋肉量減少者は、12 名であった（34.3％）。測定した中央値（第一四
分位数-第三四分位数）は、筋肉量が 6.1（5.6-6.6）kg/m2、筋厚は腹
直筋が 6.6（5.3-8.1）mm、外腹斜筋が 5.0（3.5-7.5）mm、内腹斜筋が
7.0（5.7-7.7）mm、腹横筋が 2.2（1.4-2.5）mmであった。筋肉量と筋
厚との相関係数（p値、Power）は、腹直筋が 0.329（0.054、0.499）、
外腹斜筋が 0.564（＜0.001、0.956）、内腹斜筋が 0.272（0.114、0.358）、
腹横筋が 0.295（0.086、0.413）で、外腹斜筋のみに有意な正の相関が
あった。
【結論】（考察も含む）
本研究によって、四肢の筋肉量が減少している高齢者では、腹部筋の
中でも特に外腹斜筋が萎縮しているという関係が示された。高齢者
では、身体活動量の低下が筋肉量減少の一つの要因である（Chen et
al. 2014）。身体活動量が低いほど体幹回旋運動を行う頻度は減少す
るため（Ikezoe et al. 2012）、筋肉量と外腹斜筋の筋厚との間に有意な
正の相関があったと考える。今後、高齢者の身体活動量と腹部の各筋
厚との関係を検討することが課題である。
【倫理的配慮、説明と同意】
研究内容は、川崎医療福祉大学倫理委員会の承認を受けている（承認
番号：18-037）。研究は、某通所リハビリテーションの責任者に対し
十分な説明を行い、書面による同意を得てから開始した。また、計測
は、被験者全員に対し十分な説明を行い、書面による同意を得てから
行った。
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橈骨遠位端骨折患者の転倒恐怖感に関連する身体機能
的要因の検討

川上 航 1）・平川 英冶 1）・原 千春 1）・片山 信久 1）・
寺元 秀文 2）

1）国家公務員共済組合連合会呉共済病院リハビリテーション科
2）国家公務員共済組合連合会呉共済病院整形外科

Key words / 橈骨遠位端骨折，転倒恐怖感，動的バランス能力

【はじめに、目的】
橈骨遠位端骨折は最も一般的な初発の脆弱性骨折であり，転倒に
よる橈骨遠位端骨折は後発の転倒リスクを高め，将来の脆弱性骨折
の独立した予測因子であるとされている．高齢者の転倒には身体機
能に加えて心理的要因が大きく関与するとされており，転倒恐怖感
は，身体活動を制限することで将来的に廃用症候群を招き，続発する
転倒を予測する要因のひとつである．しかし，橈骨遠位端骨折患者に
おいて転倒恐怖感の有無やそれに関連する身体機能的要因を検討し
た報告は見当たらない．そこで本研究は，橈骨遠位端骨折患者におけ
る転倒恐怖感の有無を調査し，それに関連する要因について明らか
にすることを目的に実施した．
【方法】
対象は転倒により受傷し，橈骨遠位端骨折と診断され当院にて手

術を施行された 10 人であった（年齢：82.4 ± 7.9［yr］，身長：1.47
± 0.93［m］，体重：50.0 ± 12.6［kg］）．転倒恐怖感の評価には転倒
に対する自己効力感から転倒恐怖感の程度を測定するための尺度で
あるModified Falls Efficacy Scale（以下，MFES）を用い，140 点満
点中 110 点未満を転倒恐怖感ありと判定した．身体機能の評価には
10m歩行，重心動揺，Timed Up and Go test（以下，TUGt），Sit to
Stand 5（以下，SS-5）を採用した．10m歩行は快適スピードで行い，
10m歩行およびTUGt は 2 試行の平均値を解析に採用した．重心動
揺は重心動揺計（アニマ社）を用いて開眼および閉眼条件での静止立
位を計測し，総軌跡長，単位軌跡長，単位面積軌跡長を解析対象とし
た．SS-5 には 40cm台を用い，最初の離殿から 5回目の着座までの時
間を計測した．統計学的解析には統計ソフトウェア JSTATを用い，
相関分析によりMFESと身体機能の関連について検討した．有意水
準は 5％とした．
【結果】
対象者 10 人中 5人が転倒恐怖感ありと評価された．身体機能との

関連ではTUGt との間に有意な負の相関が認められた（r = -0.72，p
＜ 0.05）．10m歩行，重心動揺，SS-5 との間には有意な関連は認めら
れなかった．
【結論】
対象となった橈骨遠位端骨折患者の半数に転倒恐怖感の存在が認

められた．先行研究において転倒恐怖感は動的な重心移動能力と関
連することが示されており，橈骨遠位端骨折患者においても転倒恐
怖感は動的バランス能力の指標であるTUGt と関連する可能性が示
唆された．このことから，橈骨遠位端骨折患者における続発する転倒
の予防には動的バランス能力に着目し，実際の生活動作と結びつけ
て評価することで身体および心理面から活動の制限を予防すること
が重要である可能性が示唆された．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に沿った研究であり，実施に先立ち，対象

者には実施の目的や意義，対象者に生じるリスクに対する配慮，研究
への参加は自由意志であることを十分に説明した．同意の得られた
対象者に対して，安全性や身体的疲労に配慮して実施した．
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360 度回転速度は高齢者の転倒を予測できるか―各種
バランス検査との比較―

松本 祐 1）・井田 貴之 1）・中村 八重美 1）・砂本 茜 1）・
御厨 真也 1）・池本 敬記 1）・西 翔平 1）・三根 由利子 1）・
村上 史八 2）・本田 俊介 1）

1）諫早記念病院リハビリテーション科
2）諫早記念病院通所リハビリテーション

Key words / 360 度回転，転倒，cut-off 値

【はじめに、目的】
Berg Balance Scale（以下 BBS）の中で方向転換の要素を含む評価
に 360 度回転があり、その項目得点（0-4 点）においてトイレ動作自
立度や歩行能力との関連が報告されている。一方で、転倒歴とBBS
の各項目を比較した報告に関して、360 度回転をはじめとした単一
の評価で転倒リスクとの関連性を示した報告は少ない。そこで本研
究では 360 度回転の項目得点ではなく、回転速度（以下 360 度回転）
に着目し、転倒のスクリーニング検査として有用であるかを検討し
た。
【方法】
対象は当院に入院または外来通院している患者と通所リハビリの
利用者で、歩行が自立もしくは監視レベルの 107 名（男性 33 名、女
性 74 名、平均年齢 82.6±6.6）であり、測定に大きな影響を及ぼすほ
ど重度の神経学的・筋骨格系障害および認知障害を有する者は除外
した。測定項目は 360 度回転、片脚立位（以下OLS）、Functional
reach test（以下 FRT）、Timed up and go test（以下TUG）で、360
度回転に関しては立位にてその場でできるだけ速く 360 度回転する
課題を左右 1回ずつ行い、最速値を採用した。解析は過去 1年間の転
倒歴の有無で 2群に分け、360 度回転、OLS、FRT、TUGをMann-
Whitney’sU 検定を用いて比較した。さらに転倒歴を従属変数とした
多重ロジスティック解析を行い、選択されたものに対して cut-off
値を算出した。
【結果】
群間比較では全ての検査に有意差を認め（360° 回転、OLS、TUG
＜0.001、FRT＜0.05）、基本特性においては年齢と体重に有意差を認
めた（年齢＜0.01、体重＜0.05）。また、360 度回転と全ての検査に相
関がみられ（p＜0.001）、特にTUGと強い正の相関を示したため（r
＝0.816）、多重ロジスティック回帰分析ではTUGを独立変数から除
外し解析した。その結果、360 度回転のみが転倒要因として抽出され
（p＜0.05）、オッズ比は 1.911（95％信頼区間：1.359～2.879）であっ
た。なお、ROC曲線よりAUC：0.723、cut-off 値：3.12 秒、感度：
63％、特異度：74％であった。
【結論】
当院の患者を対象にした場合、360 度回転のみが転倒要因として
抽出され、最も有効性が高いことが示された。BBSにおける 360
度回転は両側とも 4秒以内で回転することを転倒予測の判断基準と
しているが、本研究のできるだけ速くという条件下での cut-off 値は
3.12 秒とより短い値になった。しかし、感度・特異度ともに低値で
あったことから 360 度回転のみで転倒を正確に予測する事は難し
く、多面的に評価を行う必要があることが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は、当院の倫理委員会により承認され（承認番号：014）、対
象者には研究の主旨、個人情報、利益と不利益、参加は自由意志であ
ることなどを十分に説明し同意を得た。
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プレフレイルの高齢者における生活空間と転倒との関
係性

手島 議起・西山 敦・澤田 純・薦田 昭宏

だいいちリハビリテーション病院リハビリテーション科

Key words / プレフレイル，Life Space Assessment，転倒

【はじめに，目的】
高齢者の転倒・骨折は要介護原因の 12.2％を占め，転倒予防は介

護予防を図る上で非常に重要である。近年，生活空間と転倒の研究が
多く，特に転倒率の高くなるフレイル高齢者を対象としたものが多
い。そのためフレイルからの脱却を目指し様々な取り組みが行われ
ている。しかし，フレイル高齢者に対する効果は限定的なものもあり
転倒予防の観点から考えるとより早期のプレフレイルを有する高齢
者に対する対応が介護予防を図る上で重要と思われるがプレフレイ
ル高齢者を対象とした研究は少ない。そこで今回プレフレイル高齢
者における生活空間と転倒の関係について調査した。
【方法】
対象は当院外来通院中のプレフレイル高齢者 29 例（男性 5例、女
性 24 例）平均年齢 75.8 歳±5.0 歳。プレフレイル基準は基本チェッ
クリスト 8点以下の者，身体的フレイル診断基準の内 1～2項目に該
当する者とした。また認知症による課題の理解ができない者，重度の
視覚障害により課題が実施できない者は除外した。調査内容は 1）転
倒歴の有無，2）Fall Risk Index（FRI），3）Life-Space Assessment
（LSA），4）握力，5）歩行速度，6）Trail Making Test-part A（TMT-
A），7）最大一歩幅予測値と実測値の差，8）2点識別覚，9）歩行予
備能力指標（TUG-R），10）short physical performance battery
（SPPB）を測定した。解析方法は LSAと各測定項目間の相関を
spearman の順位相関係数を用い，群間比較は転倒歴の有無で 2群
に分類しMann-Whitney の U検定を用いた。
【結果】
相関分析の結果について LSAにおいては歩行速度（r=0.36，p＜

0.05），TUG-R（r=0.41，p＜0.01），SPPB（r=0.61，p＜0.01）の項目
で正の相関を認めた。転倒歴の有無による群間比較では各項目の有
意差は認めなかったが，最大一歩幅予測値と実測値の差において転
倒有り群では高値を示す傾向を認めた。
【結論】
和田らはTUG時間が短い者でも生活空間が広い場合，屋外転倒

が多くなると報告している。村田らは身体機能の低下に加え，注意力
の低下が重大な転倒要因になりうると述べており，転倒に関して身
体機能以外の要因も考えらえる。今回，生活空間の高い者ほど歩行速
度など身体機能面が有意に高くなる傾向を認めた。転倒歴の有無に
よる 2群間比較の結果では身体機能面も含め各項目に有意差は認め
なかったが，自己認識の逸脱として評価した最大一歩幅予測値と実
測値の差が大きい者ほど転倒を認める傾向にあった。このことから
プレフレイルの者に対しても早期から身体機能面に対する介入を行
う必要性と身体認識の逸脱などの認知機能面低下が転倒につながる
可能性が示唆される。今後は認知機能面の詳細な検査や介入方法の
検討が必要と思われる。
【倫理的配慮、説明と同意】
全ての被験者には実験の趣旨を説明し，同意を得た後に行った。
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脊椎圧迫患者におけるフレイルと臨床転帰への影響

岩坂 知治 1,2）・手島 誠宣 1）・中尾 綾 1）・樋口 達也 1）・
堀川 悦夫 2）

1）医療法人整肢会副島整形外科病院
2）佐賀医大学大学院医学系研究科

Key words / フレイル，脊椎圧迫骨折，自宅退院

【はじめに、目的】
脊椎圧迫骨折の有病率は世界的に増加しており，QOL低下や医療
費増加の一因となっている．近年，フレイルに該当する高齢者は入院
時の不良な治療成績と関連していることが報告されている．一方で，
高齢期に生じる骨折として一般的な脊椎圧迫骨折患者への影響は明
らかとなっていない．本研究目的は，脊椎圧迫骨折患者の臨床転帰と
フレイルの関連を調査することであった．
【方法】
新鮮脊椎圧迫骨折と診断され当院入院となった 65 歳以上高齢者
106 名を対象とした．新鮮骨折の有無はMRI にて診断された．フレ
イル評価は入院時に実施し，5つの質問で構成されるフレイルイン
デックスを用いた．3点以上をフレイル群（以下F群），0-2 点を非フ
レイル群（以下NF群）とした．除外基準は，陳旧性骨折，外科的治
療対象者，長谷川式認知症スケール（以下，HDS-R）20 点以下，重
篤な内科疾患の合併，他部位骨折の合併，高エネルギー外傷，自宅以
外からの入院，データ欠損例，研究参加への同意が得られなかった者
とした．評価項目は，基礎情報，安静期間，内服薬数，骨折椎体数，
骨折部位，入院・退院時のBarthel Index，背臥位で計測した握力，
入院前歩行レベル，アルブミン値を調査した．主要アウトカムは在院
日数および自宅退院率とした．統計解析は，2群間比較を対応のない
t検定，χ2乗検定にて比較した．自宅退院率および在院日数とフレ
イルの関連は，それぞれロジスティック回帰分析，重回帰分析を用い
て検討した．統計学的有意水準は 5％とした．
【結果】
対象者 106 名のうち，フレイルに該当したのは 26 名（24.5％），非
フレイルに該当したのは 80 名（75.5％）であった．2群間の単変量解
析の結果，HDS-R（F群：24.7±2.8，NF群：26.8±2.5），握力（F
群：14.4±5.4，NF群：18.6±8.5），退院時BI（F群：81.5±14.1，NF
群：91.1±16.7），自宅退院率（F群：61.5％，NF群：90.0％），在院
日数（F群：27.7±12.3，NF群：22.9±6.4）においてフレイル群が有
意に不良な値を示した（p＜0.05）．
年齢・性別・BMI・HDS-R で調整したロジスティック回帰分析の
結果，フレイル群は有意に自宅退院に関連した（調整済オッズ比：
7.6，95％CI：1.8-31.0，p＜0.05）．同様の共変量で調整した重回帰分
析においても，フレイル群は有意に在院日数に関連した（β=0.2，t
=2.3，p＜0.05）．
【結論】
フレイルに該当する脊椎圧迫骨折患者は，自宅退院率が低く，入院

期間が長期化する傾向にあった．入院時の簡易的なフレイル評価は，
脊椎圧迫骨折患者における転帰予測に有用であることが示唆され
た．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は佐賀大学医学部倫理委員会から承認を得て実施した．な

お，対象者には研究内容を十分に説明し，書面および口頭にて同意を
得た上で実施した．
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高齢者の物体の高さに対する認識能力―若年者との比
較―

丹波 祐哉 1）・志水 宏太郎 2）・木原 由里子 3）・岩田 昂樹 4）・
古名 丈人 5）

1）医療法人喬成会花川病院リハビリテーション部
2）医療法人社団豊生会東苗穂病院リハビリテーション部
3）日本医療大学保健医療学部リハビリテーション学科
4）札幌医科大学大学院保健医療学研究科 5）札幌医科大学保険医療学部理学療法学第一講座

Key words / 高齢者，転倒要因，認識誤差

【目的】
高齢者の転倒の多くはつまずき，引っかかりによって発生する．転倒
要因としては，筋力やバランスの低下に加えて，自身の身体能力に対
する認識に誤差が生じることで，転倒が発生しやすい特徴がある．特
に高齢者は自己の身体能力を過大評価し，能力以上の課題を行って
しまう際に転倒リスクが高くなると報告されている．したがって加
齢による身体能力の変化を適切に認識した上で動作を行うことが高
齢者の転倒発生を予防する重要な一つの要素となる．つまずきによ
る転倒では，それら身体能力の認識誤差に加えて，高さを認識する段
階での誤りや，脚を上げた際の身体位置の認識に誤りがあることが
考えられる．そこで本研究では，それらの高さに対する認識誤差を評
価し，若年者と比較することで高齢者の認識能力を検討した．
【方法】
対象を 65 歳以上の高齢者 12 名と若年健常者 10 名とした．測定環境
は，対象者を椅子に座らせ，視点の高さを 120cmに統一した．実験
手順は，目線から 1m先に置いた障害物を 10 秒間注視させ，その後，
障害物を取り除き前方を向いた状態で，下肢挙上運動によって認識
した高さを再現させた（LEG条件）．次に，実験者が床面からバーを
上げ，被験者が設定の高さに到達したと考えた時点で，口頭でバーを
止めさせ，認識した高さを再現させた（STICK条件）．障害物は，3
種の高さ（15cm．20cm．25cm）で，奥行き（15cm），横幅（30cm）
は同一とした．実験は，高さ 3条件×3試行の全 9試行を無作為に
行った．測定変数は，床から被験者の挙上した脚のつま先までの高
さ，床から実験者が挙げたバーまでの高さそれぞれから実際の障害
物の高さを引いた値の絶対値とした．統計学的解析としてMann-
Whitney の U検定を用い，有意水準は 5％とした．
【結果】
LEG条件では，すべての高さ条件で，若年者と高齢者の誤差の平均
に有意差が認められた．STICK条件では，すべての高さ条件で，若
年者と高齢者の誤差の平均には有意差は認められなかった．
【結論】
実験結果から，高さそのものの認識は低下していないのにも関わら
ず，身体位置の認識は若年者と比較して誤差が大きくなることが明
らかとなった．このことから，物体を知覚する段階の認識に誤りは見
られず，それ以降の情報を処理し動作に変換する過程，実際に動作を
する際の運動イメージなどに誤差が生じている可能性がある．加齢
による認識能力の低下は，先行研究で報告されている身体能力の認
識だけではなく，身体位置の認識においても低下することがわかっ
た．このことから，自己の身体能力を適切に判断し，課題も正確に認
識できていたとしても，身体位置の認識の誤りによって転倒を起こ
す可能性があることが示唆された．今後はこれら認識の誤差に影響
を及ぼす因子を検討していくことが必要となる．
【倫理的配慮・説明と同意】
対象者には，予め実験の目的及び内容を口頭，書面にて説明し，実験
参加への同意を得た．なお，本研究は札幌医科大学一般研究倫理審査
委員会の承認を得て実施した．



O-89 一般演題 18 足関節・足部
関節外果骨折術後における足部周囲軟部組織の柔軟性
と足関節底屈ROMの関係性―超音波エコーを用い
て―

村岡 泰斗・水島 健太郎・久須美 雄矢・水池 千尋

大久保病院明石スポーツ整形・関節外科センター

Key words / Pretelar Fat Pad，底屈 ROM制限，超音波エコー

【はじめに】
足関節外果骨折の術後は，創部周囲の腫脹・癒着により足関節の底
屈制限が生じやすい．超音波エコー（US）を用いた我々の先行研究
により，足関節外果骨折術後の足部後面筋の柔軟性は低下しており，
背屈制限因子となることが明らかとなった．しかし，底屈制限につい
ての報告は不十分である．そこで今回，足関節外果骨折術後の距骨滑
車前方に広がる Pretelar Fat Pad（PFP）の柔軟性をUSを用いて測
定し，足関節底屈ROMとの関係性を報告する．
【方法】
対象は，足関節外果骨折術後 15 例（男性 8例，女性 7例，平均年齢
61.3 歳）とし，健側と患側の PFPを，US（Aixplorer，コニカミノル
タ社製）を用いて評価した．背臥位足関節中間位と底屈 40° で，PFP
の厚みを計測し，その変化量を算出した．また，ゴニオメーターを用
いて足関節底屈ROMを測定した．検討項目は，PFPの厚みの変化量
とし，健側と患側で比較検討した．また，PFPの変化量と足関節底
屈ROMの相関を求めた．なお検査測定は，十分練習を行った同一者
が施行した．統計処理は対応のあるウィルコクソン検定，ピアソン相
関係数を用い，有意水準を 5％未満とした．
【結果】
PFPの厚みの変化量は，健側が 0.67cm，患側が 0.15cm。患側が健側
に比べ有意に低値を示した（p＜0.05）．
PFPの厚みの変化量と足関節底屈ROMとの相関は，r=0.58 と正の
相関が認められた（p＜0.05）．
【結論】
本研究の結果，足関節中間位から底屈 40° の PFP 変化量は健側と比
べて患側が有意に低下しており，足関節底屈ROMに正の相関が
あった．これは PFPの柔軟性低下に伴い足関節底屈ROMが制限さ
れることを示唆している．今後は，PFPの柔軟性改善により，底屈
ROMが改善するかを検討していく予定である．
【倫理的配慮，説明と同意】
大久保病院倫理委員会の承認を得て，ヘルシンキ宣言をもとに，保
護・権利の優先，参加・中止の自由，研究内容，身体への影響などを
説明し，同意を得ることができた場合のみ対象として計測を行った．
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裂離骨折を伴う足外側側副靭帯損傷に対し、テーピング
固定後、超音波診断装置にて骨癒合を観察した一症例

屋宜 隼人

川久保整形外科クリニック リハビリテーション科

Key words / 裂離骨折を伴う足関節外側側副靭帯損傷，超音波診断装置，テーピング固定

【はじめに・目的】
足関節外側靱帯損傷は頻度の高い外傷の一つであり、小児におい
ては靱帯付着部の軟骨を含む裂離骨折を伴うことが多い。治療はギ
プス固定による保存療法が主体であり、3週間程度の固定期間が必
要との報告がある。
当院では腓骨裂離骨折を伴う足関節外側側副靱帯損傷に対し、理

学療法士によるテーピング固定を行っている。医師による診断後、リ
ハビリにおいても超音波診断装置を使用し裂離骨片に観察を行っ
た。テーピング固定後において裂離骨片が癒合した症例を経験した
ので報告する。
【方法】
対象は平成 31 年 4 月 20 日に右腓骨裂離骨折を伴う右足外側側副

靱帯損傷と診断された小学 3年生（8歳）の一症例をデジタル超音波
診断装置HI VISION Avius（日立メディコ社製）のBモードにて
プローブ 10MHz を使用し、腓骨裂離骨折部と前距腓靭帯を撮像、安
静下と外反ストレス下での裂離骨片の移動範囲を観察した。移動範
囲は超音波診断装置内の測定機能を使用し裂離骨片の中央と裂離部
からの距離を測定。初回測定時は安静時の裂離骨片は安静下では腓
骨より 0.4mm、外反ストレス下では 1.3mmであり、テーピング固定
最終日の 2度測定し、初回との裂離骨片距離を比較した。前距腓靭帯
損損傷が 1度であり、患部に圧痛、動作時痛が確認され、荷重可能で
あったが逃避性跛行であった。
テーピング固定はアンカー、スターアップ×3、ホースシュー、ヒー

ルロック、フィギュアエイトの順で行い、毎回同一セラピストが実施
した。テーピング固定期間は受傷日より 7日間で、巻き直し回数は
5回行った。日常生活では荷重可能であり、RICE 処置を指導した。
【結果】
安静下・外反ストレス下共に裂離骨片は観察されなかった。前距

腓靭帯の圧痛、動作時痛、逃避性跛行は見られなかった。
【結論】
小児の足関節腓骨裂離骨折は前距腓靭帯付着部に 10 歳以下の小
児に生じやすいとされる。山路は 1mm未満の裂離骨片転移では 2～
4週のギプス副子固定で 80％に骨癒合が期待できると報告してい
る。
本症例においてはテーピング固定で骨癒合が見られたことからギ

プス固定と同程度の効果があることが示唆された。テーピング固定
のメリットはギプス固定よりもアイシング時の冷却効果が期待で
き、圧迫を個人によって変えられる。巻き直し時に直接患部を確認す
ることができ、直接冷却することができる。しかし、今回は 1症例と
症例数が少ないため、症例数を増やして検討することが必須である。
【倫理的配慮、説明と同意】
被験者とその保護者にはヘルシンキ宣言に基づいて文章と口頭に

て発表の意義、方法、不利益等を十分に説明し、同意署名を得た。
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Pilon 骨折術後 1年の足関節ROM、歩行時痛、機能成績
とQOLとの関係

菅原 亮太・小野寺 智亮・荒木 浩二郎・谷口 達也・
千田 佑太

札幌徳洲会病院 整形外科外傷センター

Key words / Pilon 骨折，QOL，機能成績

【はじめに，目的】
Pilon 骨折は強力な軸圧外力が脛骨天蓋部に作用し，関節軟骨損傷
や骨皮質の破壊を伴うことが多く治療に難渋する骨折である．LJ.
Bonato ら（2017）は Pilon 骨折術後のQOLは有意に低下すると報告
した．しかしQOLに影響する要因についての報告は少なく明らか
になっていない．本研究の目的は Pilon 骨折の骨折型および術後 1
年の足関節ROM，歩行時痛，機能成績とQOLとの関連を明らかに
することである．
【方法】
2013 年 3 月から 2018 年 8 月までに当院で Pilon 骨折術後に理学
療法を行った 70 例のうち，18 歳未満，同側下肢骨折合併，神経血管
損傷合併，術後感染，データ不備がある者，受傷前から下肢機能障害
がある者を除外した 29 例（男性 20 例，女性 9例，平均年齢 55.5±13.2
歳）が対象である．調査項目は骨折型，足関節他動ROM（背屈，底
屈，後足部回内，回外），歩行時痛（VAS），機能成績評価として日
本足の外科学会足部・足関節疾患治療成績足関節・後足部判定基準
（以下，JSSF scale），Olerud-Molander ankle score（以下，OMAS），
健康関連QOL評価として日本語版EQ-5D-5L（以下，EQ-5D）を測
定した．骨折型はAO分類 43-typeB か Cかを主治医が受傷時に評
価し，それ以外の項目は理学療法士が術後 1年で評価した．後足部回
内，回外ROMは腹臥位で他動的に踵骨を回内，回外した時の下腿遠
位 1/3 の中央線と踵骨-アキレス 付着部正中線とのなす角度を測
定した．EQ-5D は日本人版換算表を用い，0～1の値で記録した日本
語版に換算した．統計解析は術後 1年の EQ-5D とその他の項目との
関連を検討するため，Pearson の積率相関係数，Spearman の順位相
関係数を求めた．有意水準は 5％とした．
【結果】
骨折型は typeB6 例 C23 例，ROMは背屈 19.1±5.4°，底屈 50.5±
7.4°，後足部回内 6.2±4.2°，回外 17.6±5.1°，歩行時痛は 8.7±16.6mm，
JSSF scale は 87.5±12.5，OMASは 81.4±20.1，EQ-5D は 0.73±0.16
であった．EQ-5D とその他の項目との相関係数は，骨折型 0.02，背
屈 0.46（p＜0.05），底屈-0.03，後足部回内 0.15，回外 0.02，歩行時痛-
0.61（p＜0.05），JSSF scale 0.77（p＜0.05），OMAS 0.69（p＜0.05）で
あった．
【結論】
術後 1年の EQ-5D と関連がある項目を調査した結果，背屈ROM，
歩行時痛，JSSF scale，OMASが有意な相関関係にあった．ROM
では背屈ROMのみがEQ-5D と相関関係を認めた．背屈ROMは歩
行や階段昇降等の動作に直結するため，背屈ROM向上に伴う動作
レベルの向上がQOL向上にも寄与する可能性があると考える．ま
た，JSSF scale，OMASと EQ-5D とは強い相関関係を認めた．De-
Romero ら（2017）は OMASが SF-36 に影響すると報告し，機能成
績とQOLとの関連は大きいと思われる．足関節背屈ROM，歩行時
痛，機能成績は Pilon 骨折術後のQOLに関連する．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき，対象者には本研究の目的と意義
について十分に説明し文書にて同意を得た．

O-92 一般演題 18 足関節・足部

後足部肢位が長母趾屈筋の伸張量に及ぼす影響―超音
波画像を用いた筋 移行部移動量による検討―

福本 竜太郎 1）・境 隆弘 2）・羽崎 完 3）・小柳 磨毅 3）

1）葛城病院 2）大阪保健医療大学 3）大阪電気通信大学

Key words / 長母趾屈筋，筋 移行部移動量，伸張方法

【目的】
長母趾屈筋（以下、FHL）の短縮は、足関節可動域の制限因子とさ

れている。一般的には、FHLの柔軟性を改善するために、足関節背
屈と母趾伸展による伸張運動が用いられている。しかしその際、後足
部の回内外によるFHLの伸張量の差は明らかとなっていない。超音
波画像による筋 移行部（以下、MTJ）の移動量を用いて、筋の伸
張量を計測する方法があり、FHLにおけるMTJ 移動量の高い信頼
性を確認している。今回この手法を用いて、後足部回内外がFHL
の伸張量に及ぼす影響を検討した。
【方法】
外傷既往がない健常成人女性 10 名（年齢 24.6±1.4 歳、身長：156.8
±3.1cm、体重：52.9±2.1kg）の 20 足を対象とした。測定肢位は股関
節と膝関節 90° 屈曲位の端座位で、足関節底背屈 0° 位において回内
外 0°・回内 20°・回外 20° の 3 条件とした。足関節は自作した器具に
バンドで下腿と中足部を強固に固定した。FHLのMTJ 移動量測定
は、Bモード超音波画像診断装置（HITACHI 社製My Lab25：リニ
アプローブ LA523）を用いて測定した。プローブは足関節後方より、
内果と外果を結んだ直線上で脛骨動脈の 1cm後方にあてFHLを描
出し、母趾中足趾節間関節を 0° から 30° へと伸展させた。母趾伸展
0° から 30° の値の差をMTJ移動量とした。計測は同日内に十分な時
間を置き、足関節の回内外 0°・回内 20°・回外 20° の 3 条件を 2回ず
つ行った。画像処理ソフトウェア Image J（米国国立衛生研究所
Ver1.42）を用いて、0.1mm単位で計測した。統計学的処理はR（Ver
2.8.1）で、MTJ移動量の平均値を算出し、一元配置分散分析を用い
て回内外の影響を確認し、Shaffer 法を用いて 3群を比較した。
【結果】
一元配置分散分析の結果、足関節回内外の有意な影響が認められ

（p＜0.05）、Shaffer 法の結果、FHLのMTJ 移動量（平均値±標準偏
差）は回内外 0°（5.4±0.4mm）、回内 20°（7.3±0.5mm）、回外 20°
（3.8±0.2mm）とすべての群の間で有意差（P＜0.05）を認めた。
【結論】
FHLのMTJ 移動量は足関節の回内で最も大きく、より伸長され

ることが、超音波画像から確認できた。FHLは下腿近位から母趾末
節骨底へ走行する間に、載距突起下の踵骨内側を通過する。足関節回
内による踵骨の外側移動により、 FHLは伸張されたと考えられた。
本研究の結果は、FHL伸張の際に後足部を回内することで、より効
果的に伸張できることを示唆している。
【倫理的配慮 説明と同意】
対象者には研究の内容を説明し、研究に参加することを書面にて

同意を得た。なお、本研究は葛城病院の倫理委員会の承認を受けて実
施した（承認番号：50）。



O-93 一般演題 18 足関節・足部

足部形態および機能と歩行時膝関節メカニカルストレ
スの関連性―システマティックレビューによる検討―

久保 峰鳴 1,2）・瓜谷 大輔 1）・今北 英高 1）

1）畿央大学大学院健康科学研究科
2）香芝旭ヶ丘病院リハビリテーション科

Key words / 歩行，膝関節，足部

【はじめに、目的】
過度な膝関節へのメカニカルストレスは、多くの膝関節疾患の原
因となり得る。膝関節へのメカニカルストレスは、人工関節インプラ
ント、膝関節内転モーメント（KAM）、筋骨格モデルで計算した接触
力で表されることが多く、膝関節疾患のリスク因子の探索や理学療
法士の治療効果判定などに広く用いられている。近年、膝関節疾患患
者で足部形態や機能の異常が生じていることが多く報告されてい
る。閉鎖性運動連鎖では足部の肢位や動きが膝関節のメカニカルス
トレスに影響を与えると考えられるが、それらの関係性はバイオメ
カニクス的に一定の見解を得られていない。したがって本研究の目
的は、systematic review により足部形態および機能と膝関節のメカ
ニカルストレスの関連性を調査することとした。
【方法】
CINAHL、PubMed、Cochrane Central Register of Controlled Tri-
als（Cochrane）の 3種類のデータベースを用いて、2019 年 5 月 5
日までの一次論文を対象として系統的検索を行った。また上記に
Google Scholar、Medical Online を加えたデータベースによるハン
ドサーチを補完的に行った。検索は足部形態や機能、膝関節のメカニ
カルストレス、歩行を表す用語で検索式を作成して行った。対象はメ
インアウトカムが歩行による膝関節のバイオメカニクスの研究とし
た。また足部のパラメータを靴や足底板、ウェッジ等の物的介入によ
り定めているもの、股関節や膝関節等を含めた複合的な評価である
foot progression angle（FPA）を用いているものは除外した。
【結果】
検索結果は、PubMed1382 件、CINAHL358 件、Cochrane0 件で

あった。重複論文および会議録のみのものについて除外した結果 6
件が抽出された。研究対象は、高齢者および若年者が各 3件であっ
た。静的な足部形態として外反母趾角と内側アーチ高が、動的な足部
機能として歩行時の後足部内外反可動域がKAMに関連しているこ
とがわかった。
【結論】
本研究結果より、足部形態および機能が歩行時の膝関節へのメカ
ニカルストレスに影響を与える重要な因子であることがわかった。
立位時の外反母趾角や内側アーチ高、歩行時の後足部外反可動域が
増加するほどKAMで表した膝関節のメカニカルストレスが増加す
る。これは足部が歩行時の重心位置に影響を与え、結果として膝関節
内転のモーメントアームを変化させることが要因であると考えられ
る。今後は、他の足部評価、足部への介入等のより詳細な調査を実施
することが望まれる。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はシステマティックレビューによる検討のため、研究倫理

委員会申請、説明と同意の手順を行っていない。

O-94 一般演題 19 脊椎

腰部脊柱管狭窄症術後の遺残 痛に関連する因子の検
討

網代 広宣 1）・大石 敦史 2）・仲島 佑紀 1）

1）船橋整形外科 市川クリニック 2）船橋整形外科クリニック

Key words / 腰部脊柱管狭窄症，術後，関連因子

【はじめに、目的】
腰部脊柱管狭窄症（LSS）の手術治療は、腰痛および下肢痛、間欠性
跛行の改善を目的とする。しかし手術による 痛や歩行能力の改善
にもかかわらず、腰痛・殿部痛・下肢痛が残存する症例や、ADL・
心理的障害の改善が乏しい症例も存在する。先行研究では、術後に
痛が遺残した症例は 痛改善例と比べ、JOABPEQの 痛関連障
害・歩行機能障害・社会生活障害の改善が低値となり、 痛による
姿勢変換・階段昇降・15 分以上の歩行・ 痛による仕事への影響
に障害が残存した。しかし術後遺残 痛に影響する因子について未
調査であった。よって本研究の目的は、術後遺残 痛に関連する因子
を明らかにすることである。
【方法】
対象は 2016 年から 2018 年までに当院を受診し LSS と診断され、腰
椎椎弓切除術、椎弓形成術を施行した計 29 名（男性：13 名、女性：
16 名）、平均（幅）年齢 70（51-83）歳とした。除外対象は術後しび
れ残存症例、多椎間手術症例、認知機能低下症例とした。
調査項目は術前と術後 3ヶ月時に腰痛と殿部・下肢痛のVisual ana-
log scale（VAS）を調査した。術前に Pain catastrophizing scale
（PCS）、罹病期間、Body Mass Index（BMI）、股関節屈曲・90° 屈曲
位外旋（90ER）・90° 屈曲位内旋（90IR）・SLRを調査した。可動域
は東大式ゴニオメーターを用い 1° 単位で測定した。
全症例に術前から術後 3ヶ月時の腰痛および殿部・下肢痛の各改善
率｛［（術後VAS-術前 VAS）/術後VAS］×100｝を算出し、各症状
が全て 50％以上改善した者を改善群、腰痛と殿部・下肢痛のいずれ
かまたは両方の改善率が 50％未満であった者を 痛残存群の 2群
に分類した。
統計処理は目的変数を改善群と 痛残存群、説明変数を術前調査項
目として多重ロジスティック回帰分析及びROC曲線分析を用い
カットオフ値を算出した（p＜0.05）。統計ソフトはR2.8.1 を使用し
た。
【結果】
術後 3ヶ月時の改善群は 15 名、平均（幅）年齢 71（51-83）歳であっ
た。 痛残存群は 14 名、平均（幅）年齢 70（52-78）歳であった。多
重ロジスティック回帰分析より、90IR（p=0.02、オッズ比：2.67、95％
信頼区間：1.14-3.38）が抽出された。ROC曲線分析によるカットオフ
値は 15°（感度：0.73、特異度：0.64、AUC：0.69）であった。
【結論】
術後 3ヵ月時に遺残 痛を呈した症例の関連因子に 90IR が抽出さ
れた。しかし PCS、罹病期間、BMI、股関節屈曲・90ER・SLRは関
連因子に抽出されなかった。したがって術後の遺残 痛改善には、術
前における 90IR の可動域改善が重要であると考える。今後は脊柱可
動性をはじめ股関節以外で術後遺残 痛に影響する因子も調査して
いきたい。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき、研究の主旨を十分に説明し同意
を得た上で行った。



O-95 一般演題 19 脊椎

腰部脊柱管狭窄症患者における胸腰椎・股関節の回旋
可動性の関与について 第 2報

井上 智之

JCHO九州病院リハビリテーション室

Key words / 腰部脊柱管狭窄症，胸腰椎回旋可動性，股関節回旋可動性

【はじめに】
腰椎変性疾患において、Hip-Spine-syndrome のように腰椎と隣接関
節は密接に関連し、それぞれの病態に影響を与えることが研究・報
告されている。当院では第 5回本学会において、腰部脊柱管狭窄症患
者（以下、LCS）における胸腰椎・股関節の水平面での可動性の左右
差を健側と症状側を比較することで関与しているか検討し報告し
た。
今回、LCSと健常成人における胸腰椎・股関節の水平面での可動性
を比較することで関与しているか検討することを目的とした。
【方法】
対象は当院に LCSの手術目的で入院された患者 23 名（男性 17
名、年齢：69.5±8.1 歳）、健常人 20 名（男性 15 名、年齢：70.9±4.9
歳）。除外基準として、胸腰椎・股関節に既往、手術歴がないことと
した。
測定方法は対象者の利き足側の股関節屈曲 90° 位での股関節外旋

（以下、90°ER）・内旋（以下、90°IR）、股関節 0° 位での股関節外旋
（以下、0°ER）・内旋（以下、0°IR）、胸腰椎の回旋（以下、TLR）の
ROMを計測した。測定はゴニオメーターを使用し、股関節屈曲 90°
位での股関節回旋、胸腰椎の回旋は日本整形外科学会の方法に準じ
測定した。また、股関節伸展 0° 位での股関節回旋ROMの測定は腹
臥位で膝関節屈曲 90° 位で基本軸を膝蓋骨より下ろした垂直線、移
動軸を下腿中央線として測定した。その他の検討項目は年齢、BMI
とした。
統計解析は各角度と検討項目を t検定を用いて統計処理した（統計
ソフト SPSS version21）。
【結果】
90°IR において、健常群（39.5±10.9°）と比べ LCS群（25.4±12.7°）

は有意な低下を認めた（p＜0.01）。また、TLRにおいても健常群（39.5
±8.0°）と比べ LCS群（33.3±9.5°）は有意な低下を認めた（p＜0.05）。
その他の可動性に関して有意差は認められなかった。検討項目では
BMI において、健常群（22.4±1.5°）と LCS群（25.2±2.8°）は有意差
を認めた（p＜0.01）。
0°IR においては、有意差は無いものの LCS群が低下する傾向であっ
た（p＝0.06）
【結論】
LCSにおいては 90°IR と TLRの可動性の低下が関与しているこ

とが示唆された。また、BMI の増加（肥満）が関与していることも
示唆された。今回の研究では、隣接関節の水平面（回旋）での可動性
低下が LCSと関与している可能性が考えられた。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究に際して、対象者にはヘルシンキ宣言に基づき趣旨を説明
し、理解・同意を得た。

O-96 一般演題 19 脊椎
腰部脊柱管狭窄症患者に対する術式の違いが入院期間
や退院時のADLに及ぼす影響―除圧術と固定術の比
較―

染谷 美月

品川志匠会病院

Key words / 腰部脊柱管狭窄症，ODI，ADL

【はじめに、目的】
腰部脊柱管狭窄症（以下 LSCS）患者に対する外科的治療には、除

圧術と固定術が選択される。先行研究では、術式の違いによる治療の
結果が散見されており、当院においても異なる可能性が示唆される。
そこで、本研究では当院における術式の違いが入院期間や退院時の
日常生活動作（以下ADL）に及ぼす影響を確認し、退院後ADL
の維持向上を目的とする。
【方法】
対象は、平成 30 年 8 月から 12 月までの 4ヶ月間に当院にて

LSCS と診断され手術を受けられた患者とし、データに不備が無
かった 78 名とした。術式には、腰椎椎弓形成除圧術（以下 Plasty）と
片側進入腰椎後方椎体間固定術（以下TLIF）を選択し、各術式を 2
群に分け、身体特性、脊椎アライメントとして骨盤傾斜角（以下 PI）
及び腰椎前弯角（以下 LL）、狭窄数、入院期間、術前後の JOA、NRS、
ODI の比較を行った。
【結果】
対象者 78 名のうち、Plasty 群は 54 名（67.5±10.74 歳）、TLIF

群は 24 名（70.12±9.12 歳）で、年齢には有意差を認めなかった。BMI
は Plasty 群で有意に高かった（P＜0.01）。狭窄数は、Plasty 群 2.07
±1.10 椎間、TLIF 群 1.42±0.65 椎間で有意な差を認めた（P＜0.01）。
入院日数は Plasty 群 10±3.83 日、TLIF 群 12±4.22 日で有意な差を
認めた（P＜0.05）。脊柱アライメントは PI 及び LLを計測し、どちら
も有意な差は認められなかった。JOA及びNRS、ODI では両群間に
有意な差は認められなかったが、術前後で有意に改善が認められた。
【結論】
先行研究では術式の違いによる臨床成績の結果が散見されてい

る。その為、治療実績や退院時のADLが入院期間に影響すると考え
られた。しかし、当院における Plasty 群と TLIF 群の比較では、治
療実績や退院時ADLに差は無かったにも関わらず、入院期間に差
が認められた。本研究では、術式の群分けに対して狭窄数などに差が
認められた為、侵襲の大きさも異なってくると考える。Plasty 群は狭
窄数や手術高位が有意に多く、侵襲が大きかったが、入院期間は
TLIF 群の方が有意に長かった。このことから、腰椎手術において術
創部の大きさは影響しない事が示唆された。しかしながら、両群にお
いて手術高位及び狭窄数に統一性が得られていなかった為、有意差
の理由を明らかにする事はできなかった。当院では、固定術後の患者
に体幹装具の着用を指示している。その為、採型や装具完成までに時
間を要し、退院のスケジュールに影響が出た可能性が考えられる。今
回の結果により、退院後の日常生活で患者のADLは手術形式に問
わず変化すると考えられる。ADLの維持向上を目指す為には、セラ
ピストによる病態理解及び症状悪化を招かない患者指導と的確な動
作練習が重要であると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には説明と協力の同意を頂き、倫理的配慮のもと後方視的
に調査した。本研究において、開示すべき利益相反に相当する事項は
ない。
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成人脊柱変形における重心動揺と脊椎骨盤および下肢
アライメントとの関係について

櫻井 伸哉 1）・川上 紀明 2）・小原 徹哉 2）・斎藤 敏樹 2）・
田内 亮吏 2）・森下 和明 2）・山内 一平 2）・澄川 智子 1）・
加藤 久貴 1）

1）国家公務員共済組合連合会 名城病院 リハビリテーション部
2）国家公務員共済組合連合会 名城病院 脊椎・脊髄センター

Key words / 成人脊柱変形，重心動揺計，立位バランス

【はじめに，目的】
Adult spinal deformity（ASD）は三次元的脊柱変形を有する疾患で
あり，運動機能障害を引き起こす．ASDの立位バランスについて三
次元動作解析や動的バランステストを用いて健常成人よりも悪化す
るとした先行研究はみられるが，重心動揺計を用いて立位バランス
を評価した報告は少ない．また，脊柱変形と重心動揺に関しての報告
は散見されるが，ASDにおいて脊柱変形が重心動揺に与える影響に
ついては明らかにされていない．そこで本研究の目的は，ASDと健
常成人における重心動揺を比較し，立位バランスを評価する事とし
た．さらに，ASD患者の重心動揺に影響を及ぼす因子を明らかにす
る事である．
【方法】
対象は 2014 年 3 月から 2019 年 4 月に当院整形外科外来を受診した
40 歳以上の女性で，重心動揺検査と Slot-scanning X-ray imager
（EOS）にて全脊椎および下肢全長の撮影を行った 130 例のうち冠状
面Cobb 角≧20° または Sagittal vertical axis（SVA）≧50mmであっ
たASD群 55 例（平均年齢 67.4 ± 9.6 歳，平均 BMI 22.5 ± 3.2kg/
m2）とした．重心動揺検査は開眼閉脚立位にて 60 秒間の立位保持を
行い，測定項目は外周面積（ENV），総軌跡長（LNG）とした．EOS
にて冠状面アライメントは胸椎Cobb 角，腰椎 Cobb 角，Coronal bal-
ance（CB），矢状面アライメントは SVA，骨盤傾斜角（PT），Pelvic
incidence minus lumbar lordosis（PI-LL）， 股関節屈曲角（Hip flex），
膝関節屈曲角（Knee flex），足関節背屈角（Ankle flex）を計測した．
各評価項目について年齢を一致させた健常女性（control 群）21 例
（平均年齢 67.4 ± 6.1 歳，平均 BMI 21.6 ± 3.4kg/m2）を比較した．さ
らに，ASD群において重心動揺と各評価項目の相関係数を算出し，
ENV，LNGを従属変数，相関分析にて有意とみなされた項目を独立
変数とする stepwise 法による重回帰分析にて重心動揺に与える因
子を抽出した．いずれも有意水準は 5％とした．
【結果】
ASD群は control 群と比較し重心動揺の全測定項目において有意に
大きな動揺を示した（ENV；5.6 ±3.9cm2vs. 3.3 ±1.1cm2，LNG；
115.3 ±41.5cm vs. 85.3 ±19.8cm，all p＜ 0.001）．また，ENVと有意
な相関関係を認めた項目は胸椎Cobb（r= -0.312），CB（r= 0.328），
PT（r =0.399）であり，LNGは SVA（r= 0.427），PT（r= 0.611），
PI-LL（r= 0.357），Knee flex（r= 0.315），Ankle flex（r= -0.283）と
有意な相関関係を認めた（p＜ 0.05）．重回帰分析においてENVおよ
び LNGに影響を及ぼした因子は PT（b= 0.332，0.529，p＜ 0.05）の
みが抽出された．
【結論】
ASD患者は健常成人に比べ傍脊柱起立筋の萎縮や脂肪変性を有す
る割合が多いことが報告されており，ASD群において体幹筋の減少
が重心動揺を大きくしたのかもしれない．また，PTの増大は股関節
伸展モーメントが大きくなり，股関節伸展筋群に容易に筋疲労を生
じさせるため，重心動揺に影響したと考えられた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は名城病院倫理委員会の承認（承認番号：146）を得て行なっ
た．
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腰部疾患患者における症状の遷延化と関連する予後予
測因子の検討

沖 真裕・濱田 和明・柳原 稔・高野 有優美・
住田 有輝人・山中 健太郎・橋本 和典

医療法人和光 和光整形外科クリニック

Key words / RDQ，PCS4，腰痛の遷延化

【はじめに】
普段の臨床で腰痛が遷延化する症例を多く経験する．近年腰痛の遷
延化に心理社会的因子の一つである破局的思考が関係していること
が明らかになっている．破局的思考の簡易評価である Pain Catastro-
phizing Scale（以下 PCS）と腰痛によるADLの障害度を評価する
Roland-Morris Disability Questionnaire（以下 RDQ）との関連を報告
した研究は見られるが，その短縮版である PCS4 と RDQの関連を報
告した研究は見られない．本研究は，腰部疾患患者におけるRDQ
の変化の有無に，PCS4 を含めた問診票の内容，個人因子が関連して
いるのか調査した．
【方法】
平成 30 年に当院受診し PT処方があった運動器疾患患者のうち腰
部疾患患者を対象とした．PT処方時（ベースライン）に問診票を用
い，RDQ，PCS4，NRS，性別，年齢，発症時期の 6項目を聴取しそ
の後 1，2か月後に RDQと PCS4 を再評価した．除外基準は，ベース
ライン時の上記 6項目のうち一つでも未記入がある者，またRDQ
スコアがMinimal Clinical Important Difference（MCID）未満の者と
した．2か月以内にMCID以上の変化があれば改善群，なければ難渋
群とした．なお，1か月時点で改善を認め，その時点で通院終了した
患者は改善群に含めた．また発症時期に関して発症後 3か月以上経
過して受診した者を慢性期受診者，1か月未満で受診した者を急性
期受診者と区別した．統計学的処理はロジスティック回帰分析（ス
テップワイズ法）を使用し従属変数はRDQスコアの改善有無，独立
変数は上記 6項目の一つである発症時期を分けた 7項目とした．い
ずれも p＜0.05 を有意とした．
【結果】
ベースラインで上記 6項目を有効回答し，かつ除外基準を満たした
者を除いた 89 名（女性 59 名，男性 30 名）が研究対象となった．難
渋群は 26 名（女性 12 名，男性 14 名），改善群は 63 名（女性 47 名，
男性 16 名）であった．ロジスティック回帰分析の結果，RDQスコア
の難渋群と関連する項目として，ベースラインRDQスコア（調整
オッズ比：0.8，p＜0.05），年齢（調整オッズ比：1.03，p＜0.05），慢
性期受診者（調整オッズ比：6.13，p＜0.01）が有意な変数として選択
された．モデルχ2検定は p＜0.01 で有意であり，ホスマー・レメ
ショウ検定は p＞0.05 であった．
【結論】
本研究の結果，RDQの変化とベースライン PCS4 の強い関連性は示
されなかった．一方でベースラインRDQスコアの低値と腰痛遷延
化の関連性が示唆された．先行研究では，慢性 痛へと移行するリス
クファクターとして身体活動量の低下が挙げられる．しかし，上記の
結果を踏まえ，ADL障害の少ない活動的な患者においても腰痛が遷
延化する可能性があり，ADLスコアに関わらず腰痛患者の身体面や
心理社会的因子に対して多面的な評価が必要である．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は，ヘルシンキ宣言を遵守し厚生労働省等による医学的研究
指針に基づき実施した．また当院の関連機関の承認を得た．
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脊椎変性疾患術後患者における日本語版Lumbar Stiff-
ness Disability Index の反応性

古谷 英孝 1,2）・伊藤 貴史 1,2）・廣幡 健二 3）・見供 翔 4）・
山﨑 浩司 2）・大森 圭太 2）・星野 雅洋 2,5）・Robert A Hart 5）

1）苑田第三病院 2）苑田会東京脊椎脊髄病センター
3）東京医科歯科大学スポーツ医歯学診療センター
4）河北総合病院 5）Swedish Neuroscience Institute
Key words / 腰椎不撓性，患者報告アウトカム，反応性

【はじめに，目的】
脊椎変性疾患に対する代表的な外科的治療には後方除圧術，腰椎
椎体間固定術や脊椎矯正固定術などがある．脊椎固定術の術後は腰
痛の不撓性が出現し，患者は腰椎前屈動作を伴うADL動作が制限
されやすい．Hart らは，ADL動作に対する自覚的な腰椎の不撓性の
影響度を測る評価尺度として Lumbar Stiffness Disability Index
（LSDI）を作成した．以前我々は，国際的な異文化適応ガイドライン
に準じて日本語版 LSDI を開発し，計量心理学的解析である再現性
と妥当性を検証し，それらを兼ね備えた評価尺度であることを報告
した．しかし，経時的な状態変化を検出する能力を示す計量心理学的
解析である反応性の検討が成されていない．今回，日本語版 LSDI
の反応性を検証した．
【方法】
LSDI は，ズボンや下着を履く，床の物を拾うなどの腰椎前屈を伴
う 10 項目のADL動作時の困難さを 5件法にて回答する質問票で
ある．総合得点を 100 点に換算し，得点が高いほど患者がADL動作
時に困難さを感じていることを示す．対象は腰椎変性疾患に対して
腰椎椎体間固定術または後方除圧術を施行された者，また，成人脊椎
変形に対して脊椎矯正固定術を施行された者とした．再手術，骨腫
瘍，感染，外傷に対する手術，脊椎以外の整形外科的手術の既往，重
篤な併存疾患，認知症を有する者は除外した．評価時期は術前，術後
3，6，12 ヶ月とした．反応性の検討には，従属変数を日本語版 LSDI，
固定因子を時期とした混合効果モデル，事後検定にBonferroni を用
いた（有意水準 5％）．
【結果】
559 名［女性 312 名，平均年齢±標準偏差 70.9±10.1，腰椎変性疾
患 415 名（固定椎間数中央値，範囲：2，0-4 椎間），成人脊椎変形 144
名（9，5-16 椎間）］を対象とした．腰椎変性疾患患者の各時期の LSDI
の得点（平均値±標準誤差）は，術前 23.0±1.2，術後 3ヶ月 29.4±1.4，
6 ヶ月 25.6±1.2，12 ヶ月 18.7±1.2 であり，術前と比べて術後 3ヶ月
で有意に高く（p＜0.01），術後 12 ヶ月では有意に低かった（p=0.04）．
また，術後 3ヶ月と比べて術後 12 ヶ月は得点が有意に低かった（p
＜0.01）．成人脊椎変形患者の点数は，術前 25.8±2.0，術後 3ヶ月 46.1
±2.3，6 ヶ月 43.8±2.0，12 ヶ月 46.6±1.9 であり，術前と比べて術後
3ヶ月（p＜0.01），6ヶ月（p＜0.01），12 ヶ月（p＜0.01）に有意に高
かった．
【結論】
腰椎変性疾患患者では術後 12 ヶ月で，自覚的な腰椎の不撓性が術
前よりも軽減していた．一方，固定椎間数の多い成人脊椎変形患者で
は，術前と比較し術後に腰椎不撓性によるADL制限が認められた．
経時的変化が確認できたことより，日本語版 LSDI は妥当性と再現
性に加えて反応性を兼ね備えた評価票であると言える．科学的根拠
に基づき作成された評価票を用いることは，臨床成績，治療効果を判
定する上で意義は深いと考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に則り，研究の目的や方法について説明
を十分に行い，書面にて同意を得て実施した．
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腰椎分離症患者の Sahrmann Core Stability Test と筋
柔軟性との関連性

横田 学・辰村 正紀・芋生 祥之・武井 隼児・
小野瀬 慎二・飛田 広大・菅野 陽介・谷口 徹・
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水戸協同病院 リハビリテーション部

Key words / 腰椎分離症，Sahrmann Core Stability Test，筋柔軟性

【はじめに，目的】
スポーツ障害である腰椎分離症患者の身体機能特性として体幹機能
低下が指摘されているが，統一された客観的体幹筋力の評価は少な
い．我々は過去に Sahrmann Core Stability Test（SCST）を用いて，
腰椎分離症患者と非腰痛者を比較した結果，腰椎分離症患者は
SCST判定結果が低い傾向にある点を報告した．今回は更に調査を
継続し，腰椎分離症患者の SCSTと筋柔軟性との関連性を検証した
ため，若干の考察を踏まえて報告する．
【方法】
対象は 2018 年 4 月から 2019 年 4 月に腰痛を主訴に当院形外科外

来を受診し，腰椎分離症と診断され保存療法として理学療法介入を
行った患者 39 例（性別：男性 26 例，女性 13 例）とした．体幹機能
の評価は SCSTとし，Faries の報告（2007）に準じて実施した．ま
た，筋柔軟性の評価は Straight Leg Raise（SLR），Finger Floor Dis-
tance（FFD），Heel-Buttock Distance（HBD）とし，いずれも他動
的に計測した．尚，測定は初回理学療法介入時に実施した．測定値は
全例の Level3 を基準に 2群（SCSTの Level3 未満：L群，Level3
以上：H群）に分けて分析した．分析手法はMann-Whitney U test
を用い，有意水準は 5％とした．
【結果】
腰椎分離症患者の SCSTの最大達成 Level 別症例数は，Level1：

22 例，Level2：11 例，Level3：5 例，Level4：1 例，Level5：0 例で
あった．SLR（L群：右 70.5±12.5/左 69.8±12.5°，H群：右 68.3±
15.0/左 69.1±15.3°），FFD（L群：6.7±10.1cm，H群：5.5±7.6cm），
HBD（L群：右 4.0±1.7/左 4.5±1.6cm，H群：右 1.7±3.2cm/左 1.6
±2.9cm）を示し，いずれも有意差を認めなかった．
【結論】
腰椎分離症は腰椎や骨盤など各部位との連動性に破綻が生じ，腰

椎椎間関節突起間部における局所的な力学的負荷が慢性的に繰り返
し生じることが原因で発症するとされている．それに対し，SCST
は腹横筋・腹斜筋などの体幹筋による腰椎-骨盤帯の制御が必要と
され，腰椎分離症患者の体幹機能評価，更に再発予防の観点からも有
用な手法と考える．
腰椎分離症患者の SCST判定結果は低い傾向がある．本調査では，
全症例のうち Level3 以上は 15％であり，過去の報告と同様の結果
を示した．しかしながら，SCSTに関する研究は少なく，その判定結
果と各因子との関連性や，その結果を踏まえたアプローチは確立さ
れておらず，更なる調査が必要である．
SCSTの Level3 以上においては，下肢挙上を空中で保持しなが

ら，股関節伸展を求心性および遠心性に制御する必要があり，その制
御能の高さから同時に筋柔軟性も高いと想定された．しかしながら，
今回の結果，SCSTにおける体幹機能と筋柔軟性に明らかな関連性
は認めなかった．原因として筋柔軟性の評価法が他動的であり，運動
制御の評価とは異なる点が挙げられる．今後はサンプルサイズを調
整した上で，かつ自動運動での筋柔軟性評価に切り替え，更に調査す
る必要がある．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は当院の倫理委員会で承認を受け，被験者より参加同意を

取得し実施した．



O-101 一般演題 20 脊椎

脊椎固定術後患者の身体活動量の推移～活動量計を用
いた縦断的調査～

大坂 祐樹 1,2）・古谷 英孝 1,2）・伊藤 貴史 1,2,3）・大森 圭太 2）・
星野 雅洋 2）

1）苑田第三病院 2）苑田会東京脊椎脊髄病センター
3）苑田会リハビリテーション病院

Key words / 脊椎固定術，身体活動量，活動量計

【目的】
身体活動量の低下は，生活習慣病の罹患率増大，QOLの低下等に
つながる．脊椎術後患者の身体活動量は術前と比較し改善するが，術
後 2年経過しても健常者の身体活動量を下回ることが報告されてい
る．本邦では脊椎固定術後患者に対して，身体活動量を縦断的に調査
した報告は散見されない．術後の身体活動量の推移が明らかになれ
ば，患者教育や理学療法の目標設定に用いることができると考える．
そこで，活動量計を用いて脊椎固定術後患者の身体活動量を縦断的
に調査することを目的とした．
【方法】
対象は腰椎または胸腰椎変性疾患に対して脊椎固定術（椎体間固
定術または矯正固定術）を施行された者，60 歳以上の者，独歩また
はT字 にて屋外歩行が自立している者とした．除外基準は再手
術，他整形外科疾患手術の既往，重篤な心疾患または内科的疾患，脳
血管疾患，認知機能低下を有する者とした．主要アウトカムは活動量
計（AM-121，タニタ社）より測定した 1日の平均歩数，副次アウト
カムはOswestry Disability Index（ODI），腰痛（VAS）とした．活
動量計の装着期間は 1週間とし，起床から就寝時まで装着し，通常の
生活を送るように指導した．実施手順は当院退院時もしくは外来診
察時に活動量計を渡し．期間終了後，活動量計を郵送法にて返送させ
た．歩数の評価時期は退院時，術後 3，6ヶ月とし，ODI と VAS
の評価時期は術前，退院時，術後 3，6ヶ月とした．統計解析は各ア
ウトカムについて，反復測定による一元配置分散分析およびBonfer-
roni 法による多重比較，またはFriedman 検定およびWilcoxon の符
号付順位検定を実施しBonferroni の補正を行った（有意水準 5％）．
【結果】
対象は 21 名（女性 13 名），平均年齢±標準偏差 73.3±6.6 歳，固定
椎間数（中央値 1，範囲 1-10 椎間）であった．歩数（平均値±標準偏
差）は退院時 2643±1798 歩，術後 3ヶ月 4361±2117 歩，6ヶ月 4319
±1908 歩であり，退院時と術後 3，6ヶ月で有意な改善を認めた．ODI
［％］は術前 37.8±19.0，退院時 30.0±18.2，術後 3ヶ月 16.8±17.5，
6 ヶ月 13.5±13.4 であり，術前と術後 3，6ヶ月，退院時と術後 3，6ヶ
月に有意な改善を認めた．VAS［mm］は術前 44.3±30.6，退院時 18.1
±21.6，術後 3ヶ月 18.1±20.9，6 ヶ月 16.7±18.4 であり，術前と退院
時，術後 3，6ヶ月に有意な改善を認めた．有意性を認めた p値はす
べて 1％未満であった．
【結論】
脊椎固定術後患者の身体活動量は術後 3ヶ月まで改善を認めた．
ODI，VASは先行研究と同様の回復過程を示した．厚生労働省の調
査では，本邦における 60 歳以上の健常者の 1日の平均歩数±標準偏
差は 5770±3989 歩とされている．本結果と比較すると脊椎固定術後
患者の身体活動量は同世代の健常者と比べ低値であった．理学療法
では二次的障害の予防のため，身体活動量を向上させるアプローチ
が必要と考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は当院倫理審査委員会の承認（第 62 号）を得た後，患者の
同意を得て実施した．

O-102 一般演題 20 脊椎

特発性側弯症に対する後方固定術後早期の歩行速度に
影響を及ぼした因子について

寺尾 貴史 1）・伊藤 浩一 1）・蔵川 拓外 2）・伊藤 雅明 3）・
山本 修士 3）・植田 安洋 3）・鈴木 哲平 3）・川北 晃平 3）・
宇野 耕吉 3）

1）神戸医療センター リハビリテーション科
2）くらかわ整形外科・耳鼻咽喉科 3）神戸医療センター 整形外科

Key words / 特発性側弯症，歩行速度，CK値

【目的】
特発性側弯症（AIS）術後のリハビリテーションについて、当院では
全身状態が安定すると速やかに離床を開始し、合併症の予防や早期
の運動機能回復に努めている。今回我々は、AIS 術後症例について退
院時の歩行速度に影響を及ぼした因子を検討したので報告する。
【方法】
2018 年 6 月から 2019 年 5 月の間に後方固定術を施行したAIS の
39 例（男性 6例、女性 33 例、手術時平均年齢 16.4 歳、術前平均Cobb
角 53 度）を対象とした。全例退院前に 10m歩行テストを行い、術後
早期の歩行状態を評価した。手術時間、出血量、固定椎間数、Cobb
角矯正率、術後の血清CRPおよび CK値、創部および腰部の 痛を
VASを用いて評価し、これらが退院時の歩行速度に及ぼした影響に
ついて重回帰分析を用いて検討した。また重回帰分析から得られた
独立変数についてROC曲線解析を用い、同年代の標準歩行速度と同
等の速度を獲得するためのカットオフ値を求めた。これらのすべて
の検定の有意水準は 5％とした。
【結果】
対象 39 例について、平均手術時間 344（154-588）分、平均出血量 1042
（420-2800）ml、平均固定椎間数は 10.4（4-13）椎間であった。術後リ
ハビリテーションプログラムについて、術後平均 2日目（1-5 日）に
離床し、在院日数は平均 15.8（10-21）日であり、退院時の平均歩行
速度は 63±11 m/min であった。39 例中 14 例（36％）は、同年代の
標準歩行速度と比較して歩行が遅かった（平均 57±9 m/min）。退院
時の歩行速度と有意な相関を認めた因子は創部痛（r=-0.45）、腰部痛
（r=-0.47）、術後 1日および 3日目の CK値（r=-0.46、r=-0.44）であ
り、重回帰分析の結果これらのうち退院時の歩行速度を決定する独
立変数として腰部痛（β=-0.42）、術後 1日目の CK値（β=-0.43）が
影響を及ぼしていた（R2=0.36）。さらにROC解析の結果、退院時の
歩行速度が同年代の標準歩行速度となるためのカットオフ値は、術
後 1日目の CK値 1390 IU/I と算出された（AUC 0.72％）。
【結論】
特発性側弯症術後早期の歩行速度には、創部痛、腰部痛、術後 3日以
内のCK値が影響を及ぼしていた。特に術後早期の歩行状態の回復
予測には術後 1日目の CK値が、回復促進には腰部痛の緩和が重要
であると考えられた。
【倫理的配慮、説明と同意】
臨床業務の中で行った評価を用いた。今回の学会発表のための臨床
データの使用に関しては本人に説明を行い、同意を得た。



O-103 一般演題 20 脊椎

脊椎変性疾患術後患者の転倒率と身体機能との関連

草野 美優 1,2）・大坂 祐樹 1,2）・古谷 英孝 1,2）・
伊藤 貴史 1,2,3）・大森 圭太 2）・星野 雅洋 2）

1）苑田第三病院 2）苑田会東京脊椎脊髄病センター
3）苑田会リハビリテーション病院

Key words / 脊椎変性疾患術後患者，転倒，身体機能

【目的】
転倒は高齢者における外傷の一要因であり，QOL低下と関連す
る．脊椎変性疾患術後患者の身体機能は，健常者と比較して劣ると報
告されており，転倒リスクが高い可能性がある．本邦において，入院
中の転倒に関する調査はあるが，在宅での転倒調査は散見されない．
目的は，脊椎変性疾患術後患者の転倒発生状況を横断的に調査し，転
倒発生に関連する要因を明らかにすることである．
【方法】
対象は脊椎変性疾患に対して，除圧術，椎体間固定術または脊椎矯

正固定術を施行された者，18 歳以上 85 歳以下，独歩またはT字 に
て屋外歩行自立者とした．除外基準は再手術，外傷性疾患，悪性腫瘍，
感染に対する手術，脳血管障害，神経筋疾患，脊椎以外の整形外科手
術歴，認知機能，重度の視力障害を有する者とした．調査項目は，過
去 6か月間の転倒の有無，年齢，性別，BMI，固定椎間数，術後期間，
腰痛，下肢痛，the Falls Efficacy Scale-International（FES-I），Physi-
cal Activity Scale for the Elderly，最大等尺性体幹伸展筋トルク（体
幹伸展筋トルク），最大等尺性膝伸展筋トルク（膝伸展筋トルク），30
秒椅子立ち上がりテスト，Functional Reach Test（FRT），片脚立位
時間，体幹屈曲可動域，体幹伸展可動域，脊椎パラメーター（sagit-
tal vertical axis：SVA，胸椎後弯角：TK）とした．筋トルクの測定
はハンドヘルドダイナモメータ（アニマ社）を用いた．体幹伸展筋ト
ルクは Park らの方法に準じて測定した．体幹可動域はデュアルデ
ジタルインクリノメータ（日本メディックス社）を用いて，安静立位
から最大屈曲または最大伸展の変化量を算出した．脊椎パラメー
ターはレントゲン画像より測定した．統計解析は転倒発生率を記述
的に要約した．転倒の有無に関連する要因の抽出には，単変量ロジス
ティック回帰分析により要因を抽出し，それらを独立変数とした多
変量ロジスティック回帰分析（stepwise）を用いた（有意水準 20％）．
【結果】
対象は 73 名（女性 45 名），平均年齢±標準偏差 71.6±9.2 歳，固定
椎間数（中央値 2，範囲 0-13）であった．転倒率は 19.2％（14 名）で
あった．単変量解析の結果，性別，BMI，FES-I，体幹伸展筋トルク，
膝伸展筋トルク，片脚立位時間，FRT，SVA，TKが抽出された．多
変量解析の結果，転倒の有無に関連する要因として，体幹伸展筋トル
ク（p=0.07），TK（p=0.14），片脚立位時間（p=0.16）が抽出された
（R2=0.31）．
【結論】
脊椎変性疾患術後患者の転倒率は，地域在住高齢者の転倒率（10～
20％）と同等であった．転倒発生に関連する要因として，先行研究で
報告されているバランス能力とTKに加えて体幹伸展筋力が抽出さ
れた．脊椎変性術後患者の転倒予防には，バランス能力とTK改善に
加えて，体幹伸展筋力に着目した理学療法の展開が必要な可能性が
ある．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は当院の倫理審査委員会の承認（第 82 号）を得た後，患者
の同意を得て実施した．

O-104 一般演題 21 頸部・腰痛
頸椎変性疾患術後患者の日本語版Neck Disability In-
dex および 痛の継時的変化～術後 1年間の追跡調
査～
内藤 小夏 1,2）・古谷 英孝 1,2）・藤澤 俊介 1,2）・
伊藤 貴史 1,2,3）・田澤 智央 4）・五十嵐 秀俊 2）・大森 圭太 2）・
星野 雅洋 2）

1）苑田第三病院 2）苑田会東京脊椎脊髄病センター
3）苑田会リハビリテーション病院 4）苑田会人工関節センター病院

Key words / 頸椎変性疾患，Neck Disability Index，経時的変化

【はじめに，目的】
頸椎変性疾患に対する手術は，術後に 痛が軽減し，ADL能力や
QOLが向上する．術前患者は術後の予後の情報提示を望んでおり，
術前に患者を教育することで手術への不安や 痛の軽減につながる
ことが報告されている．本邦における術後の経時的変化を示した調
査は，JOAスコアを用いた調査が主であり，国際的に最も使用頻度
が高いNeck Disability Index（NDI）を用いた調査は先行研究を概観
する限り散見されない．本邦においても，国際的な結果と比較が可能
な評価票を用いた経時的変化を調査する必要がある．目的は頸椎術
後患者のNDI， 痛，身体機能，痺れの経時的変化を調査し，患者
教育に提示する情報を得ることである．
【方法】
対象は頸椎変性疾患に対して除圧術または固定術を施行された者と
した．再手術，骨腫瘍，感染，外傷性疾患に対する手術，術後麻痺を
呈した者，脳血管障害，神経筋疾患，認知症を有する者は除外した．
調査項目は，日本語版NDI，頸部痛および上肢痛（VAS），握力，痺
れの有無とした．評価時期は術前，術後 3，6，12 ヶ月とした．握力
の測定にはデジタル握力計（竹井機器工業）を用いた．症状側にて
2回測定し，平均値を算出した後に体重で除した体重比を変数とし
た．統計解析は，従属変数を各測定項目，固定因子を時期，誤差の分
散共分散構造を無構造とした混合効果モデル，事後検定にBonfer-
roni 法を用いた．痺れの有無にはCochran の Q検定およびMcNe-
mar 検定を用いた（有意水準 5％）．
【結果】
101 名［女性 32 名，平均年齢±標準偏差 66.6±13.0，除圧術者 43

名，固定術者 58 名（固定椎間数中央値，範囲：3，1-7 椎間）］を対象
とした．各測定項目の術前，術後 3，6，12 ヶ月の測定値（平均値±
標準誤差）を以下に示す．NDI［％］は 26.3±2.2，17.7±1.6，13.6
±1.4，13.2±1.5 であり，術前と比べて術後 3，6，12 ヶ月で有意な改
善を示した（p＜0.01）．頸部痛VAS［mm］は 22.0±2.9，12.0±2.1，
12.8±2.2，9.6±2.4 であり，術前と比べて術後 3（p＜0.01），6（p=
0.02），12 ヶ月（p=0.01）で有意な改善を示した．上肢痛VAS［mm］
は 31.9±3.6，15.4±2.5，21.7±3.2，17.0±3.1 であり，術前と比べて術
後 3，12 ヶ月で有意な改善を示した（p＜0.01）．握力［体重比％］は
29.6±1.3，35.2±1.6，37.1±1.4，36.8±1.6 であり，術前と比べて術後
3，6，12 ヶ月で有意な改善を示した（p＜0.01）．痺れの有症者の割合
［％］は 80.9，42.6，50.0，48.9 であり，術前と比べて術後 3，6，12 ヶ
月で有意な改善を示した（p＜0.01）．
【結論】
頸椎変性疾患術後患者の 痛由来のADL制限， 痛，身体機能，痺
れは，術前と比較して術後 3ヶ月まで改善を示し，術後 1年まで改善
が持続していた．この結果は，患者教育および理学療法の目標を提示
する上での有用な情報である．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に則り，研究の目的や方法について説明

を十分に行い，書面にて同意を得て実施した．



O-105 一般演題 21 頸部・腰痛
頸部痛に対するセルフエクササイズ併用の臨床効果―
Neck Retraction Ex と Cranio Cervical Flexion Ex の
検討―
森木 研登 1,2）・対馬 栄輝 2）・飯澤 剛 1）・金子 翔拓 1）・
池本 吉一 1）

1）医療法人社団 篠路整形外科・リハビリテーション科
2）弘前大学大学院保健学研究科 博士後期課程

Key words / 頸部痛，セルフエクササイズ，臨床試験

頸部痛は生涯の内 70％が経験し，生活の質の低下を招くために，理
学療法の位置付けは重要と考える． Zronek（2016）は，頸部痛に対
する治療について系統レビューを行った結果，運動療法およびセル
フエクササイズが有効であったと報告している．頸部痛に対するセ
ルフエクササイズとしては主に，頭部を水平に後方移動させるNeck
Retraction Exercise（NRE）と頸部深層筋を賦活化するCranio Cer-
vical Flexion Exercise（CCFE）が存在する．しかし，本邦において
頸部痛に対するセルフエクササイズに焦点を当てた臨床試験は少な
く，さらに，NREおよび CCFEの効果を比較した報告は存在しない．
そこで本研究では，頸部痛に対するセルフエクササイズ併用の臨床
効果について検討し，さらに，NREと CCFEの効果の違いについて
検討することを目的とした．
【方法】
頸部疾患の診断を受け，理学療法が処方された 20 名を各群 10 名

ずつに割り付けた（通院 2回以内/週）．割付方法は研究期間の前半
4ヵ月間の対象をNRE群（理学療法＋NRE），後半 4ヵ月間の対象を
CCFE群（理学療法＋CCFE）とした．理学療法の内容は①徒手牽引，
②ストレッチ（僧帽筋上部・肩甲挙筋・斜角筋群），③物理療法
（SSP）とした．治療時間は SSP を除く，1単位（20 分）に統一した．
メインアウトカムは頸部障害評価（NDI）， 痛評価（VAS），サブア
ウトカムは頸部関節可動域（ROM）とした．NRE群はMcKenzie
法（2006）に準じ，座位姿勢にて最終可動域まで頭部を水平に引く反
復運動を行わせた（5-6 回/2 時間おき）．CCFE群は Raney（2009）の
報告を参考に，被験者を背臥位にて顎を一定に引くように行わせた
（10 秒×10 回，2～3セット/日）．介入 4週後に再評価し，基本情報
を 2標本の差の検定，χ2独立性の検定，各項目を分割プロットデザ
インによる分散分析で比較した．解析にはR2.8.1（CRAN，free soft-
ware）を使用し，有意水準は 5％とした．
【結果】
最終評価では脱落者を除くNRE群が 8名，CCFE群 7名となっ
た．各群間の基本属性に有意差は認めなかった．NDI，ROM（左側
屈・右回旋）の治療前後に主効果を認めた（p＜0.05）．また，VAS
に交互作用が認められ，NRE群の介入後に有意差を認めた（p＜
0.05）．
【結論】
本研究の結果，セルフエクササイズ併用はNDI および ROM改善
に有効な可能性があった．また，NRE群のVASが有意に改善した．
これは，NRE群は座位で多くのセルフエクササイズを実施でき，椎
間板性 痛および筋過緊張を改善し， 痛を軽減できたと考える．一
方，CCFE群では短期間の調査した点，セルフエクササイズが難しい
点など影響したと考える．よって， 痛はNREの方が有効であると
考える．今後は頸部痛の特徴および長期効果も含め検討する必要が
ある．
【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則り，対象者には研究の趣旨と方法の
十分な説明を行い，承諾を得て実施した．なお，弘前大学保健学研究
科倫理委員会の承認を得て実施した（整理番号 2017－057）．
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慢性腰痛患者のADL障害に関連する運動制御の特徴
と運動制御に影響する 痛関連因子

重藤 隼人 1,2）・西 祐樹 1）・大住 倫弘 3）・森岡 周 1,3）

1）畿央大学大学院健康科学研究科神経リハビリテーション学研究室
2）三浦内科みちこ小児科クリニック
3）畿央大学ニューロリハビリテーション研究センター
Key words / 慢性腰痛，屈曲弛緩比率，筋活動分布の変動性

【はじめに】
慢性腰痛患者に特徴的な運動制御パターンとして，立位体前屈時に
脊柱起立筋の適切な弛緩が起こらないことや（Watson, 1997），活動
させるべき筋を時系列に変動させることができないことが，非腰痛
者との差異として報告されている（Meier, 2018）．一方，心理要因や
身体知覚異常も，慢性腰痛の重症化に関与することが報告されてい
る（Wand, 2016）．近年，活動量低下も含めた慢性腰痛患者のADL
障害が問題視されているものの，どのような運動制御および 痛関
連因子の特徴を有する慢性腰痛患者がADL障害を起こしているか
は明らかにされていない．本研究の目的は，慢性腰痛患者のADL
障害と運動制御の指標および 痛関連因子の関連を明らかにするこ
とである．
【方法】
慢性腰痛患者 18 名を対象に， 痛強度（NRS 痛，Short-form
McGill Pain Questionnaire-2），身体知覚異常（Fremantle Back
Awareness Questionnaire：FreBAQ，下位因子として固有受容感
覚，Neglect 症状，身体意識），心理要因（運動恐怖NRS，Pain Catas-
trophizing Scale-4，Hospital Anxiety and Depression Scale，Tampa
Scale for Kinesiophobia-11，Pain Self Efficacy Questionnaire-2），
ADL障害（Rolland Morris Disability Questionnaire：RMDQ）を評
価した．片側 4チャネルのシート型表面筋電図を左右の脊柱起立筋
に貼付し，立位体前屈課題 3試行時の筋活動を記録した．全チャネル
を平均した各動作相の筋活動量を算出し，屈曲弛緩比率を算出した．
また，動作中における筋活動分布の変動指標（筋活動分布の変動性）
を算出した．統計解析は 痛関連因子，屈曲弛緩比率，筋活動分布の
変動性を用いて，各変数間の相関関係を分析した．加えて，従属変数
をRMDQ，独立変数を 痛強度，身体知覚異常とした単回帰分析を
行った．なお，屈曲弛緩比率，筋活動分布の変動性は独立および従属
変数の両方に使用した．有意水準は 5％とした．
【結果】
相関分析の結果，屈曲弛緩比率とRMDQ，NRS 痛，筋活動分布の
変動性との間に有意な相関関係が認められた．また，筋活動分布の変
動性は屈曲弛緩比率に加えて，Neglect 症状との間でも有意な相関
関係が認められた．単回帰分析の結果，屈曲弛緩比率に影響する変数
は，NRS 痛，筋活動分布の変動性であり，筋活動分布の変動性に
影響する変数はNeglect 症状であった．
【結論】
腰痛患者のADL障害は，伸展筋の弛緩機能低下と関連しており，こ
れと 痛重症度および筋活動分布の変動低下が関係していた．さら
に，動作中の筋活動部位の変動が少ない腰痛者ほど，身体知覚異常が
認められた．これらのことから，能力障害の改善には，腰痛患者に特
異的な運動制御に着目することは勿論のこと，それらを発生させて
いる 痛や身体知覚異常も考慮してアプローチする必要があること
が示唆された．
【説明と同意】
畿央大学倫理委員会（H30-06）承認後，対象者には本研究の発表につ
いての説明を行い，同意を得ている．
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高齢者の腰痛、姿勢不良およびQOL低下に関連する体
型は、痩せか肥満か？―Shiraniwa Study より―

竹内 雄一 1,2）・星野 雅俊 4）・辻尾 唯雄 3）・大山 翔一朗 4）・
熊田 直也 1）・𠮷富 真司 1）・西谷 輝 1）・小仲 友輝 1）・
村林 杏奈 1）・石見 義昇 1）・関 昌彦 3）・小林 章郎 3）

1）白庭病院リハビリテーション科
2）大阪市立大学大学院医学研究科 3）白庭病院整形外科
4）大阪市立大学整形外科
Key words / 高齢者，腰痛と姿勢，体型

【目的】
痩せはQOLを低下させる要因として近年注目されており、経済産
業省の報告では、過去 10 年で増加傾向にある。一方肥満は、QOL
の低下や糖尿病、がんなどの罹患リスクを増大させる要因であり、厚
生労働省の国民健康・栄養調査結果によると高齢者の約 4人に 1人
が肥満であるとの報告がある。高齢者の腰痛、姿勢およびQOLと体
型（痩せ、肥満）の関連についての詳細は不明であり、これを解明す
ることで理学療法介入のターゲットを検出することが重要と考え
た。本研究の目的は、高齢者運動器コホートを用いて腰痛、脊柱X
線パラメータおよびQOLと体型（痩せ、肥満）の関連について調査
することである。
【対象】
対象は 65 歳以上の高齢者に対する運動器ドック（Shiraniwa Study）
に自主参加された 409 例（男性 164 例：女性 245 例、73.5±4.9 歳）と
した。調査項目は、体型（痩せ：BMI＜18.5，標準：18.5≦BMI＜25.0，
肥満：BMI≧25.0）、腰痛VAS、脊柱X線パラメータの評価として立
位全脊柱X線側面像にて脊椎矢状面バランス（SVA）、胸椎後弯角
（TK）、腰痛前弯角（LL）、骨盤傾斜角（PT）、QOL評価としてEuro-
Qol 5 Dimension（EQ-5D）、Oswestry Disability Index（ODI）とし
た。腰痛VAS、各X線脊柱パラメータ、ODI、EQ-5D をそれぞれ目
的変数とし、痩せ、肥満、性、年齢を説明変数とした重回帰分析によ
り、痩せ、肥満が、腰痛VAS、脊柱X線パラメータ、ODI、EQ-5
D に関連するかを解析した。
【結果】
409 例中、痩せ 6.8％（28 例）、標準 69.7％（285 例）、肥満 23.5％（96
例）であった。重回帰分析の結果、肥満は腰痛VAS（β=6.5，p=0.02）、
SVA（β=14.0，p＜0.01）、LL（β=－5.5，p＜0.01）、PT（β=3.3，
p＜0.01）、ODI（β=4.7，p＜0.01）、EQ-5D（β=－0.06，p＜0.01）の
有意な関連因子であったが、痩せはいずれの目的変数に対しても有
意な関連因子ではなかった。
【考察】
肥満の高齢者は、標準体型の高齢者と比較し、性年齢と独立して腰痛
が強く、脊椎矢状面バランスの不良、腰椎前弯の減少、骨盤後傾の増
加を伴っておりQOLが低い結果であった。一方で、やせの高齢者は
標準体型の高齢者と比較して腰痛、姿勢、QOLに有意差を認めな
かった。本研究結果より、ターゲットとなる体型は肥満であり、高齢
者の腰痛軽減と脊柱パラメータおよびQOL改善を目指す上で、肥
満の解消に対する理学療法介入も有効なアプローチとなり得る。
【倫理的配慮・説明と同意】
研究の遂行に当たり、大阪市立大学倫理委員会の承認を得た（承認番
号：3484）。またヘルシンキ宣言の理念に基づき患者の人権擁護には
十分の配慮を行い、研究に協力を依頼する患者には研究の目的を十
分に理解が得るよう説明と同意を徹底した。また、患者の病状および
個人情報の管理を徹底したうえでプライバシーの保護に配慮した。
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慢性腰痛を合併したフレイル患者に対するロボット
スーツHybrid Assistive Limb 腰タイプトレーニング
の有効性
小谷 尚也 1）・森下 登史 2）・上戸 杏子 1）・喜瀬 直紀 1）・
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【はじめに、目的】
高齢者はしばしば筋力や活動量の低下、精神的不調を呈することが
あり、これらの症状はフレイルと呼ばれる。フレイルはADLや QOL
の低下をもたらし、死亡率を上昇させるという先行報告がある。ま
た、フレイルは慢性炎症と関連し、筋萎縮や 痛を合併することも多
いとされている。フレイルに対する代表的治療は栄養療法と運動療
法であるが、筋力低下や 痛により困難な場合も多い。慢性腰痛
（CLBP）を合併したフレイル患者に対し、ロボットスーツHybrid
Assistive Limb 腰タイプ（腰HAL）を使用した運動を実施し、その
有効性を検証することとした。
【方法】
研究デザインは単群の前後比較とした。適格基準は 20 歳以上で
CLBPを生じているフレイルまたはプレフレイル患者とした。CLBP
に関しては、手術適応のない非特異性腰痛で、通常の運動療法や薬物
治療に抵抗性を示した患者を対象とし、フレイルの診断にはFried
の基準を用いた。8名の対象者（平均年齢 73.8 ± 13.2 歳）に対し、
腰HALを用いた体幹トレーニングとスクワット運動を実施した。
運動回数は設定せず、疲労や 痛に応じ、適宜休息を行いながら実施
した。1日 1セッション、計 5日間実施し、その前後の日に 10m歩
行テスト（10MWT）、Timed up and go test（TUG）、30 秒椅子起立
テスト（CST）、Visual Analog Scale（VAS： 痛評価）を用いて評
価した。また、中期成績として腰HAL1 ヶ月後、3ヶ月後も同様の評
価を実施した。得られたデータに対し SPSS 24.0 を用いて、フリード
マン検定とウィルコクソンの符号付順位検定で統計解析を行った。
有意水準は 5％とした。
【結果】
Baseline、腰 HAL後、1ヶ月後、3ヶ月後の各評価項目の測定値と
p値を下記に示す。10MWT：35.5 ± 31.1 秒、26.0 ± 23.9 秒（p =
0.012）、23.6 ± 22.9 秒（p = 0.012）、26.8 ± 23.1 秒（p = 0.012）、TUG：
37.9 ± 30.9 秒、22.6 ± 15.1 秒（p = 0.012）、24.2 ± 17.7 秒（p = 0.012）、
30.1 ± 20.9 秒（p = 0.093）、CST：4.0 ± 3.7 回、5.8 ± 3.5 回（p =
0.017）、6.8 ± 4.1 回（p = 0.011）、6.9 ± 4.1 回（p = 0.024）、動作時
VAS：42.1 ± 25.7 mm、12.0 ± 11.1 mm（p = 0.017）、12.4 ± 9.2 mm
（p = 0.028）、25.3 ± 19.8 mm（p = 0.176）であり、3ヶ月後のTUG
と動作時VASを除き多くの項目でBaseline と比較し有意に改善を
認めた。フレイルの基準に関しても 5名の患者が改善を認め、3ヶ月
後も概ね維持できていた。
【結論】
CLBPを合併したフレイル患者に対し、腰HALを用いた運動は 痛
を軽減し、身体機能を向上させる可能性が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は、当院の倫理審査委員会によって承認された。研究の内容は
開始前に全ての参加者に説明され、書面にて同意を得た。
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第一子出産後に発症した慢性骨盤痛に対し超音波画像
を用いて骨盤底リハビリテーションを実施した一症例

横井 悠加 1）・森 明子 2）・森下 勝行 1）

1）城西国際大学 2）兵庫医療大学
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【症例紹介】
49 歳女性．X-6 年 6 月に経膣分娩にて第一子（3000g）を出産，そ
の直後より下腹部～骨盤痛を発症した．出産時，二度の会陰裂傷があ
り，産後しばらくは便失禁を呈していたが，数ヶ月内に自然と症状が
改善．しかしその後，膀胱瘤と直腸瘤の診断とともに，失禁症状も再
発したため，X-1 年 4 月，他院にて膣前後壁の支持性向上を目的に手
術（Vaginal repair + TOT sling）を実施した．術後も下腹部～骨盤
痛の症状が治まらず，X-1 年 7 月， 痛軽減を目的に骨盤底リハビリ
テーション外来を初受診した．
【評価とリーズニング】
主訴は，①下腹部痛（NRS 5-6/10），②肛門の違和感，③膣奥～殿
部内部の痛み（NRS 4-5/10）であった．①は腹腔内圧上昇に伴い増加
し，③はガスを出す際や膣内挿入時に増加した．また①③ともに日
内・日間での変動が著明であった．骨盤底筋群（pelvic floor mus-
cle：PFM）触診の結果，PFM表層筋群と肛門挙筋に圧痛と過緊張を
認めた．PFM筋力（Oxford Scale：OS）は，2+/3/5 であり，肛門挙
筋による挙上要素は乏しかった．その他，膣内感覚等の問題はなかっ
たが，下腹部皮膚感覚は鈍麻であった．経会陰法を用いた超音波画像
から，肛門直腸角（anorectal angle：ARA）の鋭角化を認め，また
PFM収縮時の骨盤底部挙上が 0.29cmであったことから，挙上要素
の低下を認めた．
発症より 6年以上経過し，症状の程度に変動が多いことから，中枢

性感作の影響を含んだ慢性骨盤痛（Kaya et al., 2013）が予測された
が，症状箇所は比較的一定しており，理学療法評価にて症状が誘起さ
れたことから，1）中枢性感作のみならず，2）骨盤底部への持続的負
荷が加わることで，症状を慢性化させていると推論した．
【介入と結果】
上記推論に基づき，1）に対しては 痛マネージメント（Gifford
et al., 1997）を中心とし，「慢性 痛のメカニズム」についての理解と
行動変容を促すと同時に，下腹部皮膚感覚の改善を図った．一方，2）
の持続的負荷は，PFMの過緊張・過活動状態に由来している可能性
が高く（Travell et al., 1992），超音波画像による視覚的フィードバッ
クを用いた PFMダウントレーニングを中心に骨盤底リハビリテー
ションを進めた．
以後，一ヶ月毎にフォローアップを行った結果，ARAの鈍角化を
認めるとともに，PFM収縮による骨盤底部挙上要素も改善（0.81cm，
OS 3/10/5）し，これと同時に①③ともに 痛の軽減（NRS 1-2/10）を
認めた．
【結論】
慢性骨盤痛は，骨盤臓器と周囲体性組織間で互いに 痛を助長す
るため，より複雑化されることが多く（Hoffman 2011），発生機序も
明確化されていない．今回の症例を通して，その発生機序のひとつに
PFM過緊張状態が示唆されたとともに，慢性骨盤痛における包括的
治療の重要性について，改めて認識することができた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本症例報告はヘルシンキ宣言に基づいた上で，症例には口頭およ
び書面にて研究の説明を行い，同意を得た後に実施している．
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機能性便排出障害患者の残便感に対するアプローチの
一例
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Key words / 機能性便排出障害，残便感，骨盤底機能

【はじめに】
機能性便排出障害とは機能的な病態によって，直腸にある糞便を
十分量かつ快適に排出できない便排出障害のために，排便困難や不
完全排便による残便感を生じる便秘である．原因としては骨盤底筋
協調運動障害，腹圧低下，直腸感覚低下，直腸収縮力低下がある．
今回，直腸肛門機能検査にて，骨盤底筋協調運動障害と腹圧低下を

認め，残便感が生じていた症例に対して体幹・股関節外旋筋筋力増
強訓練とバルーン排出訓練を行い，骨盤底機能が改善し，残便感が軽
減した症例を経験したため以下に報告する．
【症例紹介】
70 歳代の女性，既往歴は虫垂炎術後，卵巣腫瘍術後，痔核術後．

主訴は残便感のため便意頻回で家に引きこもりがちになっている．
ニードは残便感を減らすことで外出をしたい．
【評価とリーズニング】
初期評価時の身体機能は体幹・四肢の著明な関節可動域制限な

し．徒手筋力検査にて体幹屈曲筋力 3．排出圧検査では排出時直腸圧
40mmHg，排出圧検査時MRP88mmHg，排出時肛門圧 90mmHg．バ
ルーン排出検査ではバルーン排出不可，骨盤底筋の収縮困難，排出時
の腹圧不十分であった．便秘の評価であるConstipation Scoring Sys-
tem（CSS）は 4点で，残便感の項目が減点していた．
【介入と結果】
理学療法プログラムは体幹・股関節外旋筋筋力増強訓練とバルー
ン排出訓練を中心に実施した。
理学療法介入 7週間後，体幹屈曲筋力 4に改善．排出圧検査では排

出時直腸圧 75mmHg，排出圧検査時MRP67mmHg，排出時肛門圧
77mmHgとなり，50ml バルーン排出可能，骨盤底筋の収縮可能，排
出時の腹圧高まり，CSSは 0 点と改善し，主訴である残便感は軽減し
た．
【結論】
本症例の残便感の原因として，骨盤底筋協調運動障害と腹圧低下
が原因と考え，体幹・股関節外旋筋筋力増強訓練とバルーン排出訓
練を行った。本症例は肛門の収縮・弛緩が困難であったため，筋電図
で骨盤底筋群の収縮を促したが収縮困難であった．その為，骨盤底筋
群の肛門挙筋起始部と連結している内閉鎖筋に対し，股関節外旋筋
の収縮も併せて行うことで外肛門括約筋を促通した．バルーン排出
訓練ではバルーン抵抗を用いて肛門の弛緩を促通した．また本症例
は排出時の腹圧が不十分であったため，腹部引き込み運動を実施し，
排出時に腹横筋が協調して収縮するよう学習させた．介入を行った
結果，骨盤底筋群の随意的な収縮・弛緩が可能となり，排出時に協調
して腹圧を高めることが可能となった．骨盤底機能が改善したこと
で排出能力が改善し，主訴である残便感が軽減したと考えた．
今後も機能性便排出障害の症例に対する介入効果を検討していき

たい．
【倫理的配慮、説明と同意】
臨床研究指針に則り同意を得，個人が特定されないように配慮し
た．
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尿失禁を合併する整形外科術後症例への理学療法～超
音波・低周波治療器と運動療法を併用し介入した一症
例～

下田 真太郎

長崎百合野病院リハビリテーション科

Key words / 尿失禁，低周波治療器，超音波画像診断装置

【症例紹介】
女性の尿失禁への理学療法を目にする機会が増え、臨床においても
幅広い年代での尿失禁の訴えを経験する。尿失禁は骨盤底筋群や腹
横筋などのインナーユニットの機能回復が重要である。しかし、整形
外科術後など骨盤以外への侵襲などが存在する場合はインナーユ
ニットのみの介入では十分な効果が得られない印象がある。
今回、左高位脛骨骨切り術後 1ヶ月の 50 歳台女性の症例を担当し
た。
本症例は 20 以上年前より尿失禁の症状が現れ、泌尿器科において
腹圧性尿失禁と診断を受け、その後治療は行なっていない。
【評価とリーズニング】
既往歴：帝王切開術。左膝関節：左高位脛骨骨切り術後 1ヶ月に全
荷重獲得し退院。入院中は膝関節屈曲位での筋収縮の制限あり。関節
可動域：伸展 0°、屈曲 130°。MMT：ハムストリング 3レベル。
ASLR-test：左下肢陽性、骨盤の前方圧縮によりASLR-test 改善。触
診：腹筋群の筋緊張低下。尿失禁：キング健康質問票（KHQ）各ス
コア、全般的健康感=50、生活の影響=33、仕事=・家事の制限=16.6、
身体的活動の制限=33.3、社会的活動の制限=33.3、個人的人間関係=
33.3、心の問題=33.3、睡眠・活力=66.6、重症度評価=40。夜間の排尿
回数は 5回。腹横筋厚評価：超音波画像診断装置（以下超音波）を使
用し計測した．安静時腹横筋厚は右 2.5mm・左 2.7mm、腹横筋収縮
の口頭指示後は右 2.8mm・左 2.8mmであった。症例からは「腹筋の
力の入れ方がわからない」との訴えがあった。本症例は帝王切開術後
より尿失禁が出現し徐々に増悪している。腹筋群の筋緊張低下して
おり、超音波での計測においても腹横筋の収縮が認められなかった。
ASLR-test において骨盤の前方圧縮により改善が見られた事から下
肢筋力の低下や機能障害に腹横筋の影響が示唆される。これらの事
から、患側下肢の機能回復と尿失禁の改善は密接に関係し骨盤帯と
患側下肢への並行した介入の必要性を示された。
【介入と結果】
腹横筋エクササイズの方法を決定するために、超音波を用い口頭指
示と各介入別の腹横筋の筋厚を比較した。①徒手的に骨盤前方を圧
縮：右 3.4mm・左 2.7mm、②低周波治療器（Techno Link 社、PRO-
TECHNO PNF PRIME）を使用：右 3.8mm・左 3.0mm、③低周波治
療器と左ハムストリングスの等尺性収縮を実施：右 3.8mm・左 3.7
mmとなった。③の方法で介入を行い 2週間後のKHQスコアは睡
眠・活力=33.3、重症度評価=6.6、その他項目は 0点へ改善。夜間の
排尿回数は 1回程度と改善。
【結論】
整形外科術後の運動機能障害と骨盤周囲の機能障害は密接に関係す
ることを示唆した。低周波治療器を用いて腹横筋・骨盤底筋の促通
を行いながら理学療法評価の結果より症例に応じたエクササイズ指
導がより効果を高めた。加えて超音波を用いたフィードバックを行
うことでより早い効果が得られたと考える。
【倫理的配慮と説明と同意】
本症例報告は当院の倫理委員会で承諾され症例の同意も得ている

O-112 症例報告 1 骨盤底

褥婦が抱えるマイナートラブルに対し介入した一症
例～理学療法の有効性～

片矢 朋子 1）・川瀬 勇一 1）・小林 寛人 2）

1）福井県立病院リハビリテーション室
2）福井県立病院産科・婦人科

Key words / 周産期，マイナートラブル，骨盤底筋群トレーニング

【症例紹介】
基本情報：30 歳代後半女性。主訴：肛門あたりが膨らんでいる感

じがする。骨盤がグラグラする。原因がわからなくて不安。出産情
報：1妊 1産目で経腟分娩。出生時体重 3194g。分娩時間 12 時間。会
陰裂傷あり。生活歴：クラシックバレエ愛好家。介入：産後 18 日目
から約 5か月間にわたり、計 4回の理学療法介入およびホームエク
ササイズ指導を行った。
【評価とリーズニング】
症例は出産直後から陰部腫瘤感や骨盤不安定感、 痛を自覚して

いた。陰部腫瘤感は常時感じていたが、動作での増悪はなかった。
痛評価として、NRSは常時仙腸関節で 2、動作時大腿内側部付近で
7。activeSLR テストでは、右下肢挙上時に骨盤の過剰回旋を認めた。
骨盤底筋群は、収縮を指示すると大殿筋や腹直筋での代償が大きく、
触診では収縮を確認できなかった。立位は Sway back 姿勢であり、
重心は後方偏位していた。これらの評価より、自覚症状の原因は、妊
娠・出産による骨盤不安定性および体幹支持機能の低下であると推
測した。
【介入と結果】
症例が感じていた陰部腫瘤感は骨盤臓器脱症状のひとつであり、

改善には骨盤底筋群トレーニング（以下、PFMT）の継続が推奨され
ている。症例は、症状を改善したい思いから、自分なりに PFMT
を行っていた。しかし、初回評価では、代償動作が大きく、効率の良
い PFMTは行えていなかった。そのため、まずは、フィードバック
を行いながら、症例の主観的な収縮感覚と PTの触診による客観的
収縮の合致に努め、単独収縮の学習を図った。第 2回評価では、持続
収縮時の収縮感覚が不良となっていた。これに対しては、骨盤底筋群
収縮に重力アシストが得られるよう姿勢を工夫し、収縮感覚が得ら
れやすい状態で再学習を図った。また、過剰努力を避け、筋収縮の正
確性を向上させるため、収縮感覚が良好な回数内での自主トレーニ
ングを指導した。第 3回・最終評価では、症例の収縮感覚は良好と
なっており、収縮力も十分だった。そのため、PFMTに、趣味であ
るバレエを取り入れることでモチベーションの向上を図り、効果的
なホームエクササイズを継続できるように工夫した。最終評価時に
は、不安の表出や陰部腫瘤感・骨盤不安定感は消失し、Sway back
姿勢も改善した。
【結論】
日本における周産期のマイナートラブルに対する理学療法につい

ては、臨床研究が不十分でエビデンスが少なく、医療者の指導方法や
患者の認識は様々である。本介入では、触診や、重力を考慮した
PFMTの難易度設定により、症例自身が適切な収縮感覚を得ること
ができるように工夫し指導した。PTが専門的な知識を活かした介
入をすることで、効率的なホームエクササイズの継続が可能となる
だけでなく、症例自身の自己効力感やモチベーションが向上し、症状
改善に繋がることが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本症例には、個人が特定できない形式で症例報告することを口頭

および文書にて説明し、同意を得た。
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肩関節の 痛により，登山が制限された症例

松本 篤拓 1）・佐藤 竜太 2）・松本 明人 3）

1）香田整形外科 2）トータルヘルスクリニック
3）熊本総合医療リハビリテーション学院

Key words / 肩関節，Scapular Dyskinesis，徒手療法

【はじめに】
肩甲骨の機能障害である Scapular Dyskinesis は，肩関節疾患の多
くに合併し，運動機能を潜在的に悪化させる要因とされている．
Scapular Dyskinesis の原因として骨性，筋性，関節性により出現す
るとしている．今回，Scapular Dyskinesis により趣味活動に制限が
生じた症例に対して徒手理学療法と運動療法による介入を行い，改
善が得られたためここに報告する．
【症例紹介】
50 歳代の事務の男性．2週間前に凍結した路面で転倒し，肩を打撲

した．その後，登山時にバックパックを背負うと右肩関節後方から右
肩甲骨内側付近に 痛（P1）を感じ， 痛が軽減しなかったため，
当院を受診．理学療法開始となった．画像所見，red flag に該当する
異常な項目はなかった．
【評価とリーズニング】
主観的情報は，症状増悪因子はバックパック（15kg 程度）を背負
う際とバックパックを背負い続ける事で 痛が出現していた．その
他にはシャツを着る際に症状が出現していた．趣味活動・更衣動作
以外に支障は見られていなかった．
客観的評価は姿勢観察の際、右肩下垂位が認められた．右肩の位置

修正を行ったが， 痛は見られなかった．触診は頸椎，胸鎖関節，肩
鎖関節に行ったが，問題は見られなかった． 痛誘発検査はシャツの
着脱動作（肩関節外転 100° 位より水平外転）にて P1 が出現した．自
動運動は肩関節屈曲，外転の最終域で 痛と肩甲骨翼状化が見られ
た．他動運動は肩関節屈曲・外転・水平内転最終可動域の 痛とク
アドラントテスト時に普段の 痛が見られた．筋力検査は前据筋と
僧帽筋が 4であった．Lateral Scapular Slide Test 陽性， 板断裂の
評価は陰性であった．
バックパックを背負う際の肩の動きはクアドラント肢位である
事，クアドラントテストで 痛が再現された事からクアドラントへ
の介入を作業仮説とした．対立仮説は長時間の活動で 痛が出現す
る事，運動時の肩甲骨翼状化，Lateral Scapular Slide Test が陽性，
前鋸筋・僧帽筋の筋力低下から肩甲骨周囲筋の筋力低下により
Scapular Dyskinesis が出現していると考えられた．
【介入及び結果】
1日目は，クアドラントへの介入を gradeII にて実施した．実施後，

着脱動作時の 痛軽減が確認されたため，初回の介入を終了した．2
回目の介入では，着脱動作の 痛は軽減したが，趣味活動時の 痛と
クアドラントテストで 痛が見られていた．このため Scapular
Dyskinesis を改善させる目的でWall Slide Exercise の指導した．3
回目以降は趣味活動時の 痛に軽減が認められたため，運動指導を
継続した．42 日後は，余暇活動時の 痛も消失したため，理学療法
終了となった．
【結論】
Scapular Dyskinesis への介入は，その原因により介入方法の検討
を行う必要がある．本症例においては，筋性の原因により出現したと
考えられた．このような症例に対し，徒手療法を含む複合的アプロー
チを行うことにより，患者の 痛の改善に寄与出来るのではないか
と考えられた．
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上肢痛に対し頚椎へ介入した一症例

畠中 絵美 1）・亀尾 徹 2）・藤井 政孝 1）

1）ふじい整形外科 2）サンフレッチェ広島FC

Key words / 頚椎，上肢痛，神経根症状

【症例紹介】
症例は自営業を営む 79 歳の男性である。誘引なく運転中に右上肢
に痛みが現れ近医を受診した。内服と頚椎牽引を約 4か月間継続後
に当院を受診し、右肩関節周囲炎の診断を受け理学療法開始となっ
た。症状は右肩から手関節にかけてNumerical Rating Scale（以下
NRS）6程度のビリビリした痛みが常時出現していた。主訴はこの痛
みを治すことだった。10 分程度の座位保持や、引き戸を右へ引く動
作で症状が増悪し、NRSは 8、夜間は痛みで眠れない日が多かった。
肩の軽い運動や、右手を頭に置く動作で症状緩和が得られた。痛みが
強く辛そうではあったが、悲観的な発言はなく真面目そうな印象
だった。
【評価とリーズニング】
症状の分布が広く、上肢挙上位で症状が軽減することなどから、下

位頚椎神経根症状を作業仮説として考えた。理学療法評価は他動運
動時の症状増悪に注意し実施した。
姿勢は flat back posture。自動運動は頚椎伸展で頚椎と上肢に痛

みが出現、両側同時の肩関節屈曲、外転は 130 度で症状が増強し、右
側のみの屈曲、外転は動作開始直後から症状が増強、結帯動作は腸骨
稜レベルで症状増強がみられた。生理的他動運動は肩関節屈曲、外転
130 度で肩周囲に痛みが出現、外旋は左右差なし、頚椎左側屈で左頸
部に痛みが出現した。他動的副運動はC6、C7 後前運動と右C6/7
後前運動で可動性低下、右肩甲上腕関節前後運動で可動性低下がみ
られた。抵抗運動テストは肘関節屈曲MMT右 4/左 5。感覚検査、
深部 反射は左右差がみられなかった。
理学療法評価から、肩関節機能障害と症状の関連は低く、著明な前

頭位姿勢、下位頚椎の可動性低下、肘関節屈曲筋出力低下等の所見か
ら頚椎への介入を選択した。
【介入と結果】
治療肢位は頚椎軽度屈曲位、右手を頭部に置いた腹臥位に設定し

た。椎間孔を拡大させ神経根へのストレス軽減を図るためC6/7 後
前運動モビライゼーションをグレード III で 60 秒間実施した。安静
時痛はNRS2 に軽減し、結帯動作は第 5腰椎レベルに変化した。睡眠
時の姿勢指導を実施し初回治療は終了した。2回目以降は初回の治
療肢位から、神経根へのストレスがかかる肩関節 90 度外転、内旋、
頚椎右側屈方向へ変更してモビライゼーションを実施した。計 10
回の治療で症状は消失し理学療法終了となった。
【結論】
Farmer（1994）は、手を頭上に置く動作はC5～C7 神経根への圧

迫が軽減すると報告しており、本症例においても症状軽減因子とし
て聴取されていた。肩関節機能障害も確認されたが、主訴、主症状に
関連していると考えられる頚椎への介入を選択した。Elvey（1984）や
Peter（2012）らは、頚椎由来の上肢痛が肩関節周囲炎に類似した症
状を出現させることがあると報告しており、機能障害を扱う理学療
法士にとってはこれらの分別が重要であると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本発表に伴い、患者へ口頭と書面にて十分な説明の上、同意を得
た。また、ヘルシンキ宣言に基づき行われた。



O-115 症例報告 2 徒手理学療法

階段昇降時、両膝前面に 痛の出現・消失を繰り返して
いる 20 代女性の一症例

櫻井 亮太

ながたクリニックリハビリテーション科

Key words / 膝蓋大腿関節，クリニカルリリーズニング，膝関節前面痛

【症例紹介】
膝蓋大腿関節に 痛を生じる機能障害の関連因子として、大腿部

の内旋・膝の外反・脛骨の回旋増大・距骨下関節回内の増大、膝蓋
骨周囲筋の柔軟性低下等が挙げられ、介入する機能障害を明確にす
る必要がある。
今回膝関節の機能障害の鑑別を行い、日常生活を含めた身体活動
改善を認めたため報告する。
症例は両膝関節亜脱臼症候群と診断された 28 歳の女姓であり、受
診 1週間前荷物の運搬を繰り替えす作業後、螺旋階段降段時・歩行
時に両膝前面にNRS7 程度の痛みが生じた為当院を受診した。また、
数年前から階段降段時に 痛の出現と寛解を繰り返していた。
【評価とリーズニング】
自動運動検査で片脚立位、歩行で 痛は認めず、階段降段時・台を
使用した荷重位での膝屈曲で踵臀距離（Heel buttock distance、以下
HBD）、8横指で 痛が増強した。また、動作時の足部外転を認め、修
正すると動きにくさを感じ、外転を強めると 痛の増強を認めた。他
動運動検査は、膝関節屈曲（HBD4 横指）複合運動の膝関節屈曲・外
転・内旋（HBD6 横指）で 痛による制限を認め、伸展は 痛・制限
を認めなかった。膝蓋大腿関節副運動は尾側滑りで抵抗感による制
限、内側すべりで 痛による制限を認めた。脛骨大腿関節副運動は内
側後方滑りに制限を認め、前方すべりでは制限・ 痛を認めなかっ
た。
オバーテスト、エリーテストは陽性で 痛を認めた。抵抗運動テス
トは膝関節伸展で筋出力低下・ 痛を認めた。
股関節の可動域制限、筋力低下や異常な動員パターンは認めな

かった。足関節は 0° の背屈制限を認めた。
以上の検査結果から、膝関節屈曲・外転・内旋方向の制限、脛骨大

腿関節後方すべりの制限、膝蓋大腿関節尾側・内側滑りの制限の改
善が必要であると考えた。
【介入内容と結果】
治療として膝蓋骨尾側滑りをグレード 4-で 1分、2セット実施し
た。
介入後、台を使用した膝屈曲はHBD8 横指→2横指に変化し、階段
降段動作はNSR5→2 に変化を認めた。自主トレーニングとして座位
での膝蓋骨尾側滑り、足関節背屈可のストレッチを指導した。
2回目以降の治療は、膝関節屈曲・外転・内旋他動運動に膝蓋骨内
側すべりを加えながらグレード 4で 1分、2セット実施し、自主ト
レーニングは、足部・膝・股関節の内外転・内外旋、骨盤回旋の中間
位を保った状態でのランジ動作を追加した。5回目の介入で職場での
階段降段時の 痛は消失し、足部外転での動作パターンも消失した。
【結論】
客観的評価・治療を行った結果、原因組織は膝蓋骨であり、①脛骨

大腿関節の回旋低可動性の結果、②膝蓋骨周囲筋の協調性の機能障
害が助長されたと判断した。また、関連因子として③両側足関節の背
屈可動域制限・外転での運動パターンも②を助長していると考え
た。膝関節の機能障害を鑑別し、治療を行うことが症状の改善に重要
であると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に則って本人へ十分な説明を行い、同意を得て実
施した。

O-116 症例報告 2 徒手理学療法

踵骨骨折術後に神経絞扼症状を呈した症例に対し徒手
療法を実施した 1例

吉田 龍洋・貴島 崇文

医療法人徳洲会岸和田徳洲会病院

Key words / 踵骨骨折，神経絞扼性症状，徒手療法

【症例紹介】
重度の足関節周囲の骨折では異常感覚を呈することがあり、合併
症に複合性局所 痛症候群や足根管症候群等が挙げられる。今回、踵
骨骨折術後四ヶ月経過し、足底に痺れを訴え荷重困難であった症例
を経験したため報告する。対象は 52 歳男性。X日に作業場から転落
し踵骨骨折（sanders 分類 typeIV）を受傷。創部修復状態の影響によ
りX＋21 日、拡大外側侵入法により踵骨 plate を施行。翌日、松葉
免荷歩行で自宅退院し、X＋43 日から外来リハビリ開始となった。
尚、演者はX＋177 日から介入開始した。
【評価とリーズニング】
外来リハビリ開始時、患肢は炎症所見を認め、関節可動域は足関節

背屈-15° 底屈 20° 母趾伸展-5° 足趾伸展-5° であった。荷重は許可され
ていたが、踵骨周囲の痛みが強く免荷が続いた。X＋177 日、炎症所
見は改善傾向であったが、足底の痺れを訴え、関節可動域運動、荷重
練習が困難であった。関節可動域は変化が見られず、荷重量は 20kg/
80kg で足底接地は困難であり、足関節はやや内反位であった。痺れ
の訴えは母趾周囲から足底であり、母趾優位に感覚鈍麻を認めてい
た。運動時や背屈時に痺れは増強し、安静で緩和。dorsiflexion-
eversion テストは陽性で患肢末梢は浮腫と末梢冷感を認める。そし
て、長母趾屈筋、後脛骨筋に圧痛を認め、筋スパズムが確認される。
以上の評価内容より、長母趾屈筋、後脛骨筋がスパズムを起こし、足
根管に含まれる脛骨神経が圧迫され、循環障害、神経絞扼症状が生じ
ていると予測した。
【介入と結果】
痺れの改善を図るために脛骨神経を圧排する可能性のある長母趾

屈筋、後脛骨筋のスパズム改善、及び滑走性向上を図るために、下腿
近位部からのダイレクトストレッチ、各筋の反復収縮弛緩練習を実
施した。又、長母趾屈筋と密接な関係にある kager’s fat pat のモビラ
イゼーションを実施した。実施後、主観的な痺れの改善に伴い荷重量
は 20kg/80kg から 40kg/80kg に増加し、足底接地が可能となった。
痺れが軽減し、関節可動域練習が容易となってからアキレス に対
するストレッチや屈筋肢体のモビライゼーションを行い、足関節周
囲の柔軟性向上を図った。X＋238 日、足底での全荷重は可能となり、
最終ROMは足関節背屈 10° 底屈 40° 回内 5° 回外 5° 母趾伸展 10° 足
趾伸展 10° であった。
【結論】
痺れは一般的に神経原性と非神経原性に分けられ、その原因は多

岐に渡る。今回、痺れの要因を末梢神経絞扼性と推測し、徒手療法を
実施することで痺れが改善し、荷重量が増加する症例を経験した。重
症度の高い骨折では異常感覚が強く、荷重困難な症例を多く経験す
るが、炎症期を過ぎて荷重困難な場合、その原因について推論し、い
ち早く対応することが重要であると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
症例報告を行うにあたり対象者には十分に説明を行い、発表に対

する同意を得た。



O-117 症例報告 3 股関節・膝関節

全身的機能不全に着目し介入を行った高校生アメリカ
ンフットボール選手難治性 groin pain の一症例

森 大志 1）・仁賀 定雄 2）・鈴木 薫 1）

1）JIN整形外科スポーツクリニック リハビリテーション科
2）JIN整形外科スポーツクリニック

Key words / 鼠径部痛，機能不全，恥骨疲労骨折

【症例紹介】
症例は 16 歳男性、高校でアメリカンフットボール部に所属してい
る。平成 30 年 10 月 2 日の練習中、徐々に左鼠径部痛（groin pain）が
出現。10 月 17 日の試合後、痛みが増強。歩行時も痛みがあり運動を
中止した。接骨院での治療を受け、歩行時痛は改善したが、ダッ
シュ・カッティング時の痛みが改善せず 11 月 10 日に当院を受診し
た。当初は診察のみで接骨院での治療を継続していたが、症状が改善
せず 12 月 26 日当院でのリハビリ開始となった。
【評価とリーズニング】
MRI 所見で左恥骨 secondary cleft sign、左恥骨浮腫、central disc
protrusion を認めた。画像や問診から red flag を疑わせる所見は認
められなかった。左股関節屈曲 120 度で前方のつまり感、抵抗下
SLR・内転筋 squeeze test で左鼠径部痛を認めた。MMTは左股関
節伸展・外転が 4レベル。姿勢評価では頭部前方位、胸椎後弯増強、
左寛骨の前傾を認めた。四つ這い位で脊柱可動性を評価すると、胸椎
伸展の可動性が低下、特に左広背筋のタイトネスを認めた。柱を支え
とし静的にランニングフォームを確認すると、左立脚姿勢で胸腰椎
移行部の伸展増強、左股関節の伸展不足が観察された。これらの結果
から、①不良姿勢により上半身重心が後方へ偏位し、腹直筋による恥
骨への牽引ストレスが生じた。②腰背部の過緊張と左寛骨前傾位に
より股関節屈筋群が短縮し、股関節求心位が破綻した。③殿筋群の筋
出力低下により、ダッシュ・カッティング時に股関節内転筋群が代
償的に活動し、恥骨下枝への牽引ストレスが生じたと推測した。
【介入と結果】
左股関節屈筋群、広背筋、腹直筋筋間のリリースを行い、コアエク

ササイズと肩甲帯・胸郭のモビリティエクササイズを実施した。介
入直後から左股関節前方のつまり感は軽減。4週後、抵抗時痛と股関
節外転筋力の改善を確認し、フォームを修正しながらジョギングを
再開。段階的に運動量を上げていった。その結果、10 週後ダッシュ
が可能となり、12 週後練習に完全合流できた。最終評価時の股関節
屈曲角度は 135 度、股関節伸展・外転MMT5レベル、左広背筋タイ
トネスが改善し、胸椎伸展可動性の拡大がみられた。
【結論】
仁賀 1）は全身の機能不全を評価し修正することが groin pain を
治療する上で重要だと述べている。本症例は機能不全が改善しない
まま運動を再開し、groin pain を繰り返していた。不良姿勢・タイト
ネス・筋出力低下が招く動作不良が、腹直筋と内転筋による恥骨へ
の牽引ストレスを誘発していた。ストレスとなる要因を全身の機能
評価から推測し、可動性・安定性・協調性の再構築を行うことが、ア
スリートの groin pain を改善する上で重要だと考える。
文献 1）仁賀定雄：Groin pain の診断と治療―主として股関節内病

変を有しない例について―．Monthly Book Orthopaedics．31（6）：
7-14，2018
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき行われた。また患者に十分な説
明を行った上で同意を得た。

O-118 症例報告 3 股関節・膝関節

大腿骨転子部骨折術後の利用者と介助者に対して運動
のマネジメントを行い移乗能力の改善が得られた一例

保坂 洋平・江口 哲男

筑波メディカルセンター

Key words / 大腿骨転子部骨折，マネジメント，介助者

【症例紹介】
本症例は 80 歳代女性で、施設内で転倒し左大腿骨転子部骨折との

診断。翌日ガンマネイルを施行し、術翌日から全荷重可で理学療法を
開始。本人の希望により術後 15 日目に車椅子で施設へ退院。退院後、
移乗動作の困難感の訴えがあり訪問リハビリを開始した。
【評価とリーズニング】
ベッドから非術側へ置いた車椅子へ移乗する際、動作は可能で

あったが、離殿後の右足を軸にした方向転換に円滑さが欠け 12 秒を
要した。支持物なしでの立位にて右下肢に体重をかけるよう指示す
ると、股関節運動がみられず上半身の右側屈動作にて荷重していた。
側屈動作を徒手的に固定し骨盤の左右への側方移動を促すと、徐々
に左右股関節の内転・外転運動が生じてきた。筋力に関しては、股関
節屈曲・外転がMMTで左側が 2、右側が 4であった。施設内では車
椅子座位で大半を過ごし、移動も車椅子介助であった。自主的な運動
は車椅子座位にて膝伸展運動と股屈曲運動を行っていた。施設職員
は自主的な運動には関与していなかった。これらの結果より移乗動
作の制限は、左右の股関節周囲筋が荷重下で十分に機能していない
ことが原因と推察した。左右股関節の機能回復の阻害要因として①
荷重下での運動不足、②施設職員の協力が得られていないことの 2
点を挙げた。
【介入と結果】
まずは本人が理解できる運動内容を協議し、①パテラセッティン

グ、②座位膝伸展運動、③立位での左右の骨盤移動、④スクワットを
選定した。次に、職員に対して運動の③・④を介助あるいは監視下で
行うよう指導した。また、職員が運動に参加しやすい方法も協議し
た。その結果、運動は職員の仕事が落ち着く昼食・夕食の準備前の時
間帯で、かつ職員が常駐する部屋の近くの廊下で行うこととした。さ
らに、①から④の運動内容の資料を廊下に掲載し、運動を行った日は
職員が記録用紙に印鑑を押すこととした。術後 3ヵ月後にて、自主練
習は職員監視下にて週 4，5回実施できており、移乗動作は 12 秒から
6秒へ短縮し方向転換時の体重移動も円滑になった。
【結論】
自宅や施設での訪問リハビリは週 1回の訪問が多いため、利用者

に対して自主的な運動や日常生活の過ごし方のマネジメントを行う
ことは重要である。一方で、運動や生活において介助者が必要な利用
者も少なくない。その場合、理学療法士は介助者に対して単に介助方
法を指導するだけでなく、介助者が介助に参加しやすい状況を協議
しマネジメントしていくことが重要と思われる。
【倫理的配慮、説明と同意】
本人および施設職員対して、報告内容を説明し同意を得た。



O-119 症例報告 3 股関節・膝関節

大腿骨内顆骨折術後に膝屈曲可動域制限を生じ、超音波
療法と徒手的介入を併用して改善に至った一症例

鈴木 涼子・谷口 拓也

永生病院 リハビリテーション部

Key words / 大腿骨内顆骨折，超音波療法，CKCex

【症例紹介】
大腿骨遠位端骨折は高所からの転落などの高エネルギー外傷に伴
い、膝屈曲位で脛骨の突き上げにより生じるとされている。重篤な膝
関節屈曲制限を呈するとの報告は散見するが、内顆骨折に関する報
告は少ない。石渕らは大腿骨内顆骨折は稀な骨折であり、解剖学的形
状に合うプレートは存在しないとしている。今回同骨折に対しスク
リュー固定を行った症例を経験し、関節可動域の改善が得られたの
で報告する。
症例は 70 歳代の女性で、高さ 50cmの縁側から転落して受傷し
た。右大腿骨遠位端骨折の診断で、骨接合術を施行した。術翌日より
理学療法を開始した。主訴は動作時痛無く歩けるようになりたいと
の事であった。既往に同側THAがあり、受傷前から屋外歩行ではT
字 を使用していた。外出機会も多く活動度は高かったが、正座は困
難であった。
【評価とリーズニング】
画像所見より骨折は 2part で、骨折線は大腿骨内顆から膝関節面
に及んでいた（AO分類 B2）。手術はMidvastus approach で展開し、
骨折部はスクリュー 2本で固定された。スケジュールは術後 1週間
のシーネ固定を行い、以降 痛に応じてROMex と CPMを開始し
た。荷重は術後 4週から 1/3PWB、5週で 1/2PWB、7週で 2/3PWB、
8週で FWB許可となった。固定期間中は炎症管理を中心に介入した
が、術後 1週の可動域は-10-30° であった。術後 2週で創部伸張痛は消
失したが、術後 6週を経過しても可動域は 0-70° と停滞した。触診と
屈曲時の最終抵抗感より、膝蓋上嚢とMV筋切部（VMO）の癒着と
評価した。術後 4週より主治医の許可を得て超音波療法（US）を開
始し、術後 8週で可動域は 0-100° まで改善したが再び停滞した。筋力
はMMT4レベルで lag（-）であり、広筋群や支持組織の Stiffness
が疑われた。
【介入と結果】
USは仰臥位または長座位にて膝蓋上嚢・膝蓋下脂肪体・内側関
節包に 1MHz で 0.5W、創部皮切・VMOに 3MHz で 1～2Wを、一回
5分間で約 6週間継続して、徒手介入前に照射した。可動域の改善と
ともに照射時の肢位を端座位へ変え、USを行いながらROMex を実
施した。徒手的介入は筋修復完了後に、端座位にてVMOに対する
長・短軸方向への介入や持続的ストレッチを行った。FWB許可後に
は広筋群の遠心性収縮を促すCKCex（スクワット、ランジ等）を実
施した。最終評価では膝関節可動域は自動 0-135° 他動 0-145°、筋力は
MMT5レベルであった。 痛無く連続 20 分間の独歩が可能となり、
階段降段は 1足 1段で自立となった。術後 13 週で FIM運動項目は
91 点満点で自宅退院に至った。
【結論】
組織の修復過程を考慮しUSや徒手的介入、積極的なCKCex を行
い、大腿骨内顆骨折術後の膝関節屈曲可動域の改善を認めた。術後の
軟部組織の癒着剥離は、状況に応じた介入方法の検討や介入肢位の
工夫が必要であると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき、対象者には本発表に関して十分な説明
を行い同意を得た。

O-120 症例報告 3 股関節・膝関節

大腿遠位組織の滑走不全が関与した大腿骨外側上顆部
痛症例の評価と治療

一氏 幸輔・赤羽根 良和

さとう整形外科

Key words / 大腿骨外側上顆，腸脛靭帯，超音波診断装置

【はじめに】
大腿骨外側上顆（LFE）の 痛は、マルアライメントや股関節周囲

筋の過緊張に伴う腸脛靭帯（ITB）の高張力が LFEとの摩擦ストレ
スを誘発し、膝関節屈伸運動の繰り返しで発症することが多い。今
回、LFEの 痛に ITBの高張力以外の大腿遠位組織の滑走不全が関
与した症例を経験したので報告する。
【症例紹介】
10 代女性。走り幅跳びの踏みきりで左膝関節の外側部痛が出現
し、走行困難となったため当院を受診した。同日、LFEの 痛改善
を目的に理学療法が開始となった。レントゲン所見では、FTA（非
荷重位）が 179°、大腿骨脛骨外側アライメントが脛骨 2.8mm外方変
位であった。その他、特徴的な所見は認めなかった。
【評価とリーズニング】

痛は、歩行左立脚期に膝関節外側部痛を認めた。圧痛は LFE
と LFE前下方に膝関節屈曲位と伸展位で著明であった。ROM-T
は、左股関節屈曲 120、外旋 50、内旋 40、左膝関節屈曲 100°、伸展-
20°、左膝蓋骨の下方移動が制限され、大腿骨に対して脛骨は外旋位
で、内旋可動域に制限を認めていた。筋緊張は、外側広筋斜走繊維
（VLO）が顕著であった。整形外科テストは、Ober test、Varus stress
test が陰性だった。超音波診断装置を用いて圧痛部位を描出すると、
長軸像では LFEと ITBの動きに健患差は認めなかったが、前外側
靭帯（ALL）の近位側と ITB間に重積像と滑走不全を認めた。短軸
像では、近位側ALL表層での ITBの後方滑走が、著しく制限されて
いた。その他、靭帯や半月板組織は intact であり、変性も認めなかっ
た。
【介入と結果】
VLOをストレッチし ITBの可動性改善を図った。次に、左膝関節

伸展位で LFE、ALL近位側を触診し、膝関節屈曲と ITB後方滑走を
誘導した。さらに、膝関節屈曲位で脛骨を内旋し ITBを遠位方向へ
滑走させた。この操作を圧痛が減弱もしくは消失するまで実施した。
ITBの後方滑走の改善に伴って圧痛は軽減し、PT実施 3回目に歩
行時痛が消失、PT実施 4回目に左膝関節屈曲 160°、伸展 0° となり、
最終域までのスクワットとダッシュが可能となった。
【結論】
ITBは、ALL近位側の表層に位置し、膝関節屈曲時に後方へ滑走

する。今回、LFE 痛症例において、ALL近位側の ITB後方滑走不
全が超音波診断装置にて観察された。ITBの後方滑走の改善に伴っ
て圧痛は軽減し、さらに関節可動域や動作の改善を認めた。LFE
に 痛を認める症例では、マルアライメントや股関節周囲筋の過緊
張を評価する以外にも、大腿骨遠位組織の滑走を考慮する必要があ
り、超音波診断装置を用いた評価は、的確な治療を行うために有用で
あることが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本発表の目的について十分に説明し書面にて同意を得た。



O-121 症例報告 4 膝関節
膝関節受動術後の膝関節機能不全から身体知覚の変容
を来した症例―身体意識の変容に対する治療効果の検
討―

家村 太 1）・平川 陽 2）

1）岡山市立市民病院 2）健和会大手町病院

Key words / 膝関節，身体意識，痛み

【症例紹介】
50 歳代女性、ADL自立。右化膿性膝関節炎発症し当院にて緊急デブ
リードマン施行。自宅退院後、膝関節屈曲制限を認め、151 病日に関
節受動術施行（膝蓋上嚢部、外側谷部の癒着）。161 病日より当院外
来にて週 4～5回 7週間リハビリテーションを実施。
【評価とリーズニング】
右膝関節屈曲 90° 伸展-15°、Manual Muscle Testing（以下MMT）膝
伸展 3屈曲 4、屈曲最終域での大腿直筋・内側広筋の防御性収縮や
歩行時に膝関節上内側部に 痛（Numerical Rating Scale 以下
NRS：6）が出現。独歩可能も右膝関節屈曲位で関節運動乏しく、骨
盤・体幹の代償運動に伴う振り出しや荷重制限を認めた。屈曲 110°
伸展-10° に可動域は改善するも歩容の改善はなく、右下肢に関して
「1本の棒」と記述し、身体描写でも膝周囲のイメージの変容が疑わ
れた。The Fremantle Knee Awareness Questionnaire（以下 Fre
KAQ）20/36 点。Pain Catastrophizing Scale（以下 PCS）22/52 点。
右大腿～膝関節の表在感覚、特に膝関節と股関節の位置覚低下を呈
し、 痛へ注意が向きやすく、筋収縮や伸張感の認識は困難であっ
た。身体意識、身体イメージの変容が示唆され、身体知覚の変容に着
目した。
【介入と結果】
ダイレクトストレッチや、自動運動など筋柔軟性、滑走性の改善を図
るも、身体意識の変容を認めたため、身体知覚向上に向け、膝周囲で
の触・圧覚から、運動部位・距離の識別課題を実施。痛みを知覚し難
渋したため、Moseley らの知見を基に写真提示による身体の左右識
別課題から、運動イメージ想起、運動実行を伴ったミラーセラピー
と、視覚・体性感覚情報の照合、身体・運動イメージの改善から運動
結果との照合を段階的に促した。結果、表在・深部感覚ともに改善。
異常筋緊張、防御性収縮は軽減し、右膝関節屈曲 120° 伸展-10° に改
善。 痛も軽減（NRS：3）し、歩行の膝関節運動改善、過剰な代償
も軽減した。MMT膝伸展・屈曲 4。身体描写の改善と、「膝が柔ら
かくなった」と記述の変化を認めたがFre KAQ17 点、PCS19 点で
あった。
【結論】
本症例は右膝関節の不動から運動感覚を中心とした体性感覚情報処
理の低下、視覚情報との不整合などが生じ、身体意識の変容を来して
いたと推察され、防御性収縮や代償運動など異常な運動戦略に繋
がっていたと考えた。身体知覚に対し介入することで一定の効果は
認めたが、身体や痛みに対する思考など認知・情動的側面の改善が
不十分であり、感覚運動表象の側面のみではなく、これらを含めた包
括的な介入を今後の課題としたい。
【倫理的配慮、説明と同意】
本発表はヘルシンキ宣言に則り、患者本人に趣旨を説明し同意を得
たものである。

O-122 症例報告 4 膝関節

高度屈曲拘縮膝に対し両側人工膝関節全置換術を施行、
3年ぶりの歩行能力獲得に至った一例

杉本 雅彦

山口県立総合医療センターリハビリテーション科

Key words / TKA，膝伸展機構，Extension lag

【症例紹介】
変形性膝関節症に対する人工膝関節全置換術（TKA）は良好な成

績を得ることが可能と報告される一方、術前呈した膝伸展制限が術
後の膝伸展機構破綻に影響すると報告されている。
今回両TKA施行後に膝伸展機構獲得に難航するも歩行能力獲得
に至った症例を経験したため報告する。
症例は 80 歳代女性、約 30 年前に両膝関節痛発症、近医にて保存的

加療受けるも徐々に状態増悪し日中ベッド上での生活となる。食
事・トイレ・入浴時のみ屋内を這って移動し、屋外は車いすにて移
動されていた。いずれの動作も夫の介助が必須であった。
【評価とリーズニング】
手術前日に機能評価を実施した。膝屈曲可動域（ROM）150/145

度、伸展 ROM-70/-55 度、膝伸展筋出力 0.17/0.27Nm/kg であった。
股関節周囲筋出力については屈曲・外転・内転ともMMTで Gレ
ベルであった。
術前評価の結果から、術後の膝伸展制限およびExtension lag

（Lag）の発生の可能性が高いと推察、伸展制限については関節変形
に伴うインピンジメント、触診にてハムストリングス・腓腹筋内側
頭の過緊張、および膝蓋下脂肪体の柔軟性低下が影響していると推
察した。また術前に這って生活されていたことが影響してか、股関節
周囲筋出力が維持されていたため、膝伸展機構の再構築により歩行
能力獲得が可能であると推察するともに、術後活動量低下による股
関節周囲筋出力低下の予防が重要と推察した。
【介入と結果】
術後 1日目より理学療法開始、安静度制限なく介入した。後方軟部

組織、膝蓋下脂肪体の硬結がみられたため徒手的に介入、他動伸展
ROM獲得に努めた。術後 2日目より訓練室での理学療法開始、大腿
四頭筋収縮促すも困難であり Lag が 70/55 度生じていた。OKC・
SCKCでの筋再教育試みるも奏功しなかったため股関節周囲筋出力
低下を予防する目的も兼ね、ティルトテーブルを使用した荷重下で
のパテラセッティングを実施し Lag の改善に努めた。術後 5日目よ
り大腿四頭筋収縮可能となり、その後は膝伸展筋出力に応じ荷重・
立位・歩行訓練実施した。
術後膝伸展ROM-20/-15→-15/-10→-10/-10 度、膝伸展筋出力 0.26/
0.24→0.36/0.3→0.44/0.43Nm/kg、Lag45/35→10/5→5/0 度へと改善
がみられた（術後 2W→4W→8W）。術後 50 日目伝い歩き、シルバー
カー歩行能力を獲得し、術後 70 日目に当院退院となった。
【結論】
両TKA後に膝伸展機構の破綻した症例に対する膝関節伸展機能

の評価、Lag に対する荷重位での訓練の重要性を経験した。河村らは
Lag に対する治療として荷重位での共同収縮による運動が有効であ
ると報告しており、本症例は報告とは異なる方法ではあるも術後早
期にティルトテーブルを用いた荷重下での筋収縮を促通できたこと
で膝伸展機構が改善し、3年ぶりの歩行能力獲得に至ったと推察す
る。
【倫理的配慮、説明と同意】
本報告の内容・個人情報の取り扱いについて書類を用い対象者に
説明し同意を頂いた。



O-123 症例報告 4 膝関節

和楽器の演奏再開を目的に正座を目指し、両側膝関節再
生治療後、両側人工膝関節全置換術を施行した症例

梅澤 達郎 1）・倉林 準 2）・磐田 振一郎 3,4）

1）医療法人石井会石井病院リハビリ課
2）杏林大学保健学部理学療法学科
3）医療法人石井会石井病院整形外科 4）リソークリニック
Key words / 再生医療，正座，人工膝関節全置換術

【症例紹介】
本症例は両側変形性膝関節症を呈した正座での演奏を専門とする
症例であった。症状の増悪に伴い、両膝関節に多血小板血漿、非培養
幹細胞を用いた再生治療を実施した。再生治療は、演奏時の正座を維
持するために選択した。再生治療後は、重度の炎症によってADL
の低下、体力的に座位保持困難な状況となり、演奏も徐々に困難と
なった。
再生治療の進捗は十分な再生まで到達できなかった。ある時期を
境に、修復と変性のバランスが逆転し、再度変性が進行するように
なった。MR画像より脛骨側の骨反応が腓骨小頭上端付近まで及ん
でしまった。そのため正座が可能な両側人工膝関節を施行した。性
別：女性、年齢：80 歳代、両変形性膝関節症：kellgren-LaurenceIV、
使用人工関節：zimmer-Biomet 社、Vangeard PS mobile type、術中
関節可動域：両側屈曲 155 度、伸展 0度、翌日より理学療法開始と
なった。
【評価とリーズニング】
術後 2日目：膝関節関節可動域（以下ROM：度、右/左）：屈曲
50/70、伸展-15/-15。 痛：右屈曲 50 度で術創部周囲に伸張痛を有し
た。大腿周径（cm：右/左）直上：41/41、直上 5cm：43/43、直上
10cm：46/46、直上 15cm：48/48。ROM制限は、腫脹による膝蓋上
嚢から膝蓋靭帯の伸張性低下による 痛と防御性収縮と考えられ
た。
【介入と結果】
介入はROM獲得へ向け、腫脹の軽減・膝蓋上嚢から膝蓋靭帯の
伸張性に対して、主に徒手療法やROM訓練を継続的に実施した。そ
の結果、膝関節の運動時痛も軽減しROM改善が図れた。術後 10
日目、膝蓋骨直上の周径は 3cm改善、屈曲角度 120 度となった。そ
の後の屈曲角度は、術後 20 日目：135 度、術後 30 日目・40 日目：
140 度、術後 60 日目：150 度を獲得した。術後 65 日目：ROM屈曲
155/155、伸展 0/0、正座（臀部、下腿下面へクッションを用いて、
膝関節屈曲 155 度の状態）が可能となった。正座開始時は伸張痛を呈
し、経過とともに消失した。術後 120 日目：舞台復帰、その後も継続
して舞台で演奏を行うようになった。舞台での演奏は、ROM屈曲
150 度となる正座補助具を使用している。また、単独での外出（バス、
電車含む）はT字 自立レベルとなった。
【結論】
本症例のHOPEは復職であり、正座の獲得が必須であった。その
ため、膝関節の再生治療を行った後に正座可能な人工関節を施行し
た。理学療法は、正座の獲得と共に、演奏における所作の獲得・正座
姿勢の安定、全体的な体力の回復、ADLの改善、自立した社会活動
への参加などを検討した。正座可能な人工関節の症例数はまだ少な
い、術後早期よりROM獲得を重要視した。術中ROMは全可動域を
獲得しており、TKA術後早期に起こりうる軟部組織の伸張性低下に
ついて積極的に対処した結果、ADLの自立、舞台での演奏が正座で
可能となった。
【倫理的配慮・説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき、倫理的配慮を踏まえ口頭・書面にて説

明し、症例報告実施の同意を得た。

O-124 症例報告 4 膝関節

恐怖回避思考を呈した高齢変形性膝関節症患者に対す
る患者教育指導を併用した外来理学療法の経験

片岡 英樹 1,2）・山下 潤一郎 1）・森田 馨 3）・坂本 淳哉 2,4）・
沖田 実 2,4）

1）社会医療法人長崎記念病院リハビリテーション部
2）長崎大学医歯薬学総合研究科理学療法学分野
3）社会医療法人長崎記念病院整形外科 4）長崎大学生命医科学域・保健学系

Key words / 変形性膝関節症，恐怖回避思考，患者教育指導

【症例紹介】
症例は，80 歳代の女性（BMI：24.1kg/m2）で K-L 分類 II の両変形
性膝関節症（KOA）を呈し，慢性閉塞性肺疾患を併存していた．X-
3 年より膝痛がありクリニックで物理療法を施行していたが奏功せ
ず，X-1 年より転倒を繰り返すようになった．その後も膝痛は増悪し
外出も困難となってきたためX日より当院の外来理学療法（PT）を
週 2回の頻度で開始した．今回，本症例に対し，物理療法を併用した
運動療法に加え，ADL動作や活動量に関する患者教育指導を進めた
結果，良好な成績が得られたためその経過を報告する．
【評価とリーズニング】
初回来院時，膝痛のNRSは 4～8で強い痛みと夜間痛を訴えていた．
痛みの破局的思考（PCS）は 38 点，運動恐怖（TSK-11）は 28 点と
高値であった．運動機能は，膝関節屈曲ROMは両側 105° と制限を
認め，膝伸展筋力体重比は両側 15％以下と低値で，TUGTは 15.7
秒，5回椅子起立時間（5SST）は 20.9 秒，6分間歩行距離（6MWD）
は 175mと易転倒性や運動耐容能の低下を認め，立ち上がりや階段
昇降などのADL動作能力も低下していた．包括的QOL評価の
JKOMは 65 点と重度の障害を認めた．さらに，初回時から 1週間の
平均歩数を計測すると，2649.8±1866.1 歩と活動量の低下を認めた．
以上のことから，本症例は長期にわたる強い膝痛や繰り返す転倒に
より，恐怖回避思考に陥り，不活動状態が続いたことで，運動機能や
ADL能力の低下を来していると疑われた．
【介入と結果】
KOAに対する治療アルゴリズムでは，運動療法と患者教育指導は第
一選択治療であることから，これらを基本的な介入戦略とした．た
だ，介入当初は膝痛が強く，下肢の運動は行いづらかったため，電気
刺激と温熱療法を併用した低負荷の膝伸展運動から開始した．外来
5回目には，膝関節ROMの拡大を認めたため，アシスト付きエルゴ
メーターによる有酸素運動を開始し，9回目には自転車エルゴメー
ターに移行した．また，運動機能の改善に合わせてパンフレットを用
いたADL動作指導を行った．一方，活動量に関しては 2回目以降か
ら活動日記を使用して， 痛と歩数の自己管理を促し，目標歩数を設
定して活動量の教育指導を進めた．3ヶ月後の最終評価では，NRS
は 3～4となり夜間痛の訴えは消失し，PCSは 23 点，TSK-11 は 15
点と膝痛ならびに恐怖回避思考の改善を認めた．膝関節屈曲ROM
は両側 135°，膝伸展筋力体重比は両側 30％以上，TUGTは 11.06
秒，5SSTは 11.13 秒，6MWDは 283mと運動機能は向上した．ADL
動作も円滑となり，平均歩数も 5677.3±557.6 歩と活動量の増加を認
め，JKOMは 19 点と QOLも改善した．
【結論】
本症例において，物理療法を併用した運動療法に加え，ADL動作や
活動量に関する患者教育指導を進める介入戦略は，膝痛や恐怖回避
思考の改善をもたらし，活動的な生活の獲得につながったと考えら
れる．
【倫理的配慮、説明と同意】
症例には発表の目的と個人情報保護について口頭で説明し，書面に
て同意を得た．



O-125 症例報告 5 膝関節

恒久性膝蓋骨脱臼例に対する動的アライメントの修正
に着目した理学療法介入の経験

岡本 瑞季 1）・眞鍋 朋誉 2）・杉原 茂行 1）・野上 早希子 1）・
長野 咲恵 1）・山川 大智 1）・真鍋 裕 1）

1）医療法人春風会樫村病院リハビリテーション部
2）香川大学医学部附属病院リハビリテーション部

Key words / 恒久性膝蓋骨脱臼，動的アライメント，運動学習

【症例紹介】
恒久性膝蓋骨脱臼や習慣性膝蓋骨脱臼に対しての治療は手術療法
が主体となっており、保存療法による治療効果は期待できないとさ
れている。しかし、今回、恒久性膝蓋骨脱臼を認めた症例に対して、
動的アライメントに着目した理学療法介入を行った結果、膝崩れや
転倒の頻度が減少したため、考察を踏まえ報告する。
症例は 50 代女性であり、左大腿骨遠位端粉砕骨折に対する観血的
骨接合術施行後に偽関節を認め、人工膝関節全置換術（腫瘍タイプ）
を施行された。術後 2週に膝蓋骨の恒久的な外側脱臼を認めたが保
存療法で経過観察となった。術後 39 日に当院へ転院され、T字 歩
行獲得後に退院されたが、膝崩れと転倒の頻度が増加したため、外来
理学療法開始となった。
【評価とリーズニング】
術後 78 日の初期評価時には膝崩れが 5回以上/日、転倒が 1～2
回/日発生していた。脱臼不安感テストは陽性、単純X線像から
FTAは右 174°、左 178°、スカイラインビューにて膝蓋骨の外側偏位
を認めた。安静時より、左内側広筋の萎縮と大腿筋膜張筋、腸脛靭帯
の過緊張を認めた。下肢筋力は、MMTにて大腿四頭筋 5/4、ハムス
トリングス 5/4、股関節内転筋群 5/5、中殿筋 5/5、大腿筋膜張筋 5/
5 であった。左膝関節屈曲角度は 100° であった。歩行時の動的アライ
メントは荷重応答期に knee-in toe-out を呈していた。
膝蓋骨脱臼患者における膝外反や下腿外旋位での運動習慣は、膝
蓋骨の外側偏位や膝崩れに影響するとされており、本症例において
も同様の機序により膝崩れが発生していると考えた。そこで、動的ア
ライメントの再学習に着目した介入を行った。
【介入と結果】
理学療法では、内側広筋、内側広筋斜走線維の選択的収縮訓練と腸

脛靭帯および大腿筋膜張筋のストレッチ、リラクゼーションを行う
と共に、knee-in toe-out をできる限り回避したアライメント下での
運動学習を実施した。また、階段昇降は 2足 1段で行うなど膝崩れし
にくい動作様式をとるよう指導した。
その結果、最終評価では静的アライメントや筋力に著明な変化は

認められなかったが、 荷重応答期の膝関節内反角度は 179° であり、
健常者の動的アライメント（健常高齢者は 181.2±3.8°）と相違なかっ
た。膝崩れは 1回/日程度となり、転倒しなくなった。
【結論】
今回、恒久性膝蓋骨脱臼例において、knee-in toe-out を回避した運
動学習により荷重応答期の膝関節外反が改善され、膝崩れしにくい
動作様式も学習したことで、膝崩れや転倒回数が減少したと考える。
本症例の経験から恒久性膝蓋骨脱臼の保存療法例に対する動的アラ
イメントに着目した介入は、膝崩れ頻度の減少に寄与する可能性が
あると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき本症例には口頭にて十分な説明を行い、
同意を得た。

O-126 症例報告 5 膝関節

習慣性膝蓋骨脱臼に対してMPFL再建術および拡大外
側支帯解離術を施行された 1例

押川 達郎 1,2）・伊賀﨑 央 1）・戸村 楓 1）・玉置 友春 1）・
野村 智洋 2）・柴田 陽三 1,2）

1）福岡大学筑紫病院リハビリテーション部
2）福岡大学筑紫病院整形外科

Key words / 習慣性膝蓋骨脱臼，MPFL 再建術，膝伸展筋力

【症例紹介】
習慣性膝蓋骨脱臼は、膝蓋骨がある角度になると必ず脱臼するも
のと定義され、比較的稀な疾患であり、術後の理学療法に関する報告
は少ない。今回、習慣性膝蓋骨脱臼に対して手術を施行された症例を
担当する機会を得たので報告する。症例は 41 歳女性。10 歳で両膝の
変形を指摘され、24 歳で習慣性膝蓋骨脱臼に対して、他院で両膝の
外側支帯解離術を施行されたが、右膝は早期に再発がみられた。右膝
関節の屈伸時の 痛と不安定感を主訴に紹介受診となった。
【評価とリーズニング】
術前評価では、右膝周囲の 痛はNRS安静時 1、運動時 1。可動域
は膝伸展 0° 屈曲 150°。膝蓋骨は膝屈曲 30° で脱臼、伸展位で自然整
復され、脱臼時には軋轢音・違和感の訴えがあった。膝伸展筋力は、
徒手筋力計を用いて測定し、患側で 14.8kgf、反対側で 21kgf であっ
た。独歩可能、階段昇降も 1足 1段にて可能であった。Kujala score
は 88 点であった。単純X線検査では、FTA：177°、Q-angle：18°、
T/P 比 0.9、Sulcus angle165°、Congruence angle93°、Tilting angle
47°、大腿骨顆部の低形成を認めた。CT検査では、Tibial Tubercle-
Trochlear Groove 距離は 18mm。MRI 検査では、内側支持機構の弛
緩、外側支持機構の瘢痕・肥厚を認め、膝蓋大腿関節には高度の軟骨
損傷を認めた。手術は半膜様筋 を用いた解剖学的MPFL再建術＋
拡大外側支帯解離術が行われた。術後の理学療法として、外側支持組
織の癒着予防と膝蓋骨を内側に牽引する作用を持つ内側広筋の筋力
強化による膝蓋骨の外方化防止、再建靭帯への負荷に注意しながら
の可動域拡大と筋力増強が重要と考えた。
【介入と結果】
術後は、膝伸展位で装具固定・免荷。術後 1週から脱臼予防装具下

に 1/3 部分荷重から開始し、4週で全荷重。ROMex は術後 1週から
徐々に開始し、術後 4週から 90° 以上、術後 6週から 120° 以上の屈
曲が許可された。術後は、外側支持組織の癒着予防目的にダイレクト
ストレッチを術直後から開始し、内側広筋には低周波を使用しなが
ら積極的に筋力強化を行った。また、再建したMPFLに負荷がかか
らないように膝蓋骨を誘導しながら膝関節の可動域拡大を図った。
可動域は術後半年で伸展/屈曲で-5/150°、術後 1年で 0/150°。膝伸展
筋力は、術後半年で 3.8kgf、術後 1年で 6.0kgf であった。Kujala score
は、術後半年で 83 点、術後 1年で 91 点であった。術後 1年で再脱臼
は認めず、 痛はNRS安静時 0、運動時 1。独歩可能、階段昇降も一
足一段にて可能であった。
【結論】
習慣性膝蓋骨脱臼に対してMPFL再建術と拡大外側支帯解離術
を施行され、術後理学療法介入し、膝蓋骨の脱臼は防止された。しか
し、膝伸展筋力の低下は術後 1年時点でも認めており、今後も筋力強
化を継続し再脱臼の予防と膝蓋大腿関節の変形進行を予防していく
必要があると思われた。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には、ヘルシンキ宣言に沿って本学会への発表の趣旨を十

分に説明し、書面にて同意を得た。



O-127 症例報告 5 膝関節

反復性膝蓋骨脱臼患者に対する保存療法～大腿骨頚過
前捻が原因と考えた一症例～

中嶋 直樹

三浦市立病院リハビリテーション科

Key words / 反復性膝蓋骨脱臼，保存療法，大腿骨頚過前捻

【症例紹介】
今回転倒により同側 2回目の右膝蓋骨脱臼に対し保存療法が選択
された 10 代女性（学生）を担当した。右内側膝蓋支帯・外側側副靭
帯損傷も合併していた。受傷後 4週間のニーブレイス固定を経て外
来理学療法開始となった。
【評価とリーズニング】
介入当初炎症所見はなかったが膝蓋跳動が陽性で膝関節自動運動
時の 痛やエクステンションラグが著明であったため、愛護的な関
節可動域訓練と等尺性での筋力トレーニングを 4週間実施した。以
下は受傷後 8週経過し膝蓋跳動も陰性化した時点の評価である。
ニーブレイス固定は解除となり独歩で学校・日常生活は可能で
あった。生活上ふとした瞬間に右膝関節の不安定感の訴えがあった。
X線軸写像にて両膝蓋骨の形態異常、tilting angle の増大、lateral
shift、膝蓋高位を認めた。
膝関節の可動域制限、他動運動時の 痛・膝蓋骨のトラッキング

等はなかった。大腿周径、触診にて右大腿四頭筋の萎縮、パテラセッ
ティングにて内側広筋の収縮不全を認めた。膝蓋骨周囲軟部組織に
圧痛はなく、膝蓋骨を外側に牽引する組織の著明な短縮はなかった
（トーマステスト変法陰性）。
歩行・軽いジョギング時の右立脚中期～後期に右骨盤の挙上・後

方回旋、相対的な右股関節の内旋・内旋運動が強く生じ、膝関節外反
位となり右膝関節の不安定感の訴えがあった。また左下肢を前方に
ステップしたランジ動作においても右骨盤が挙上・後方回旋し歩行
時と同様な膝関節不安定感を聴取した。
クレイグテストにて右大腿骨頚の過前捻（30°）を認め、股関節可
動域（右/左：単位°）は外旋 20/30、内旋 70/60 であった。体幹・股
関節周囲筋の著明な筋力低下はなかったが、右下肢での支持を要求
される課題において骨盤の中間位～下制位の保持、体幹の直立位の
保持が困難であった。
【介入と結果】
介入は 12 週合計 22 回実施した。低周波電気刺激にて右内側広筋
の促通を図り、ランジ動作や片脚立位等にて右骨盤挙上・後方回旋、
膝関節外反位にならないよう体幹・骨盤を協調させたエクササイズ
を実施した。
右大腿筋群の著明な筋肥大は認めなかったが、パテラセッティン
グ時の内側広筋収縮不全は改善した。ランジ動作の骨盤挙上・後方
回旋も軽減し、右膝関節の不安定感なく全力の 50％程度のランニン
グも可能となった。
【結論】
本症例は膝蓋骨の形態異常が基盤にあり右大腿骨頚過前捻の代償
による股関節の内旋が膝関節の外反、膝蓋骨外側牽引ストレスを生
じさせていると推察した。動作戦略の修正が必要であったが、修正す
ることによる股関節の不安定性や二次性の他関節の症状の出現の可
能性もあったため注意しながら負荷を漸増した。最終的には脱臼予
防サポータ使用を提案し全力でのランニングができることを目指
す。
【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき対象者の個人情報の保護には十分留意し
た。症例報告をするにあたり本人・保護者に説明し同意を得た。

O-128 症例報告 5 膝関節

再脱臼予防に着目し歩行獲得に至ったEhlers-Danlos-
syndrome の一症例

河野 彰斗・梶原 和久・古川 徹

兵庫医科大学病院リハビリテーション部

Key words / Ehlers-Danlos-syndrome，膝蓋骨再脱臼予防，装具療法

【症例紹介】
Ehlers-Danlos-syndrome（以下 EDS）は皮膚・関節の過伸展性，各
種組織の脆弱性を特徴とする先天性かつ進行性疾患の総称である．
今回，右膝蓋骨脱臼を契機に右脛骨大腿関節脱臼を受傷したEDS
患者に対して膝蓋骨再脱臼予防に着目し装具療法・運動療法を行っ
たので報告する．症例は 42 歳女性で平成X年Y月 Z日に右膝蓋骨
脱．翌日，歩行中に右脛骨大腿関節脱臼を受傷して当院救急搬送とな
る．同日，整復困難とされ創外固定術を施行．第 71 病日までは創外
固定期間であった為，ベッド上中心の廃用予防を行い，第 72 病日に
創外固定抜釘する．今回は創外固定抜釘後の第 73 病日からの理学療
法介入について報告する．
【評価とリーズニング】
第 80 病日の理学療法評価では apprehension test 陽性であり膝蓋骨
高位を認めていた．膝関節ROMは右屈曲 10°，右伸展-10° と ROM
制限は著明であった．MMTにて左下肢は概ね 4～5レベルであった
が，右下肢ではパテラセッティング・SLR可能も内側広筋の収縮は
軽度であった．荷重量に関しては左下肢 52kg に対して右下肢は 7kg
と荷重不良であった．荷重時には膝関節痛NRS7 であり，荷重に対す
る恐怖心も著明であった．
これらを踏まえた結果，下肢筋力低下や荷重時痛，恐怖心の強さか

ら荷重困難となり歩行困難となっていたと考えられる．また下肢筋
力低下等に加え疾患特有の靭帯弛緩性が著明であり靭帯の修復が不
完全の為，膝蓋骨外側制動力低下によって歩行時の膝蓋骨再脱臼リ
スクが高いと考えた．
【介入と結果】
装具療法として 2種類の装具を使用した介入を実施した．介入初

期では靭帯修復が不完全な状態でのROM訓練が再脱臼リスクにつ
ながると考えて，ダイヤルロック式軟性膝装具を使用した．荷重時の
膝折れや反張膝による膝蓋骨再脱臼リスクを軽減し，恐怖心を減ら
す為に膝関節伸展位固定にて荷重訓練を実施した．体重計やNRS
にて経過を追いながら荷重量を徐々に増加した．荷重量の増大に伴
い歩行訓練を開始した．ROM拡大に伴いダイヤルロックなしの軟性
膝装具を使用した．
装具療法と並行して運動療法を実施した．膝蓋骨の安定性改善を
目的とした座位立位での内側広筋の選択的収縮訓練，膝関節ROM
訓練，自主トレ指導を実施した結果，膝関節ROMは右屈曲 90°，伸
展 0° まで獲得し下肢筋力は 3レベル，両側ロフストランド 歩行に
て連続 100m獲得することができた．
【結論】
今回，装具療法と運動療法を実施することで入院中の膝蓋骨脱臼

を防ぐことができた．創外固定抜釘後も膝周囲靭帯の修復の不完全
だった為，抜釘直後からの屈曲による靭帯へのストレスを軽減する
ことで少しでも膝蓋骨制動力につながり再脱臼リスクの軽減を行う
ことができたのではないかと考えられる．
【倫理的配慮、説明と同意】
本人に本報告の目的について説明し，口頭にて同意を得た．また個人
情報が特定されないように十分配慮した．



O-129 一般演題 22 バイオメカニクス

股関節屈筋群の筋力強化前後での股関節および骨盤の
歩行時運動学的変化に関する研究

佐藤 久友 1,2）・近藤 修輔 2）・齊藤 昌久 3）・佐浦 隆一 2,4）

1）大阪医科大学大学院医学研究科高度医療人育成コースリハビリテーション医学
2）大阪医科大学附属病院リハビリテーション科 3）明治国際医療大学保健医療学部
4）大阪医科大学総合医学講座リハビリテーション医学教室

Key words / 股関節屈筋群，歩行解析，骨盤

【はじめに、目的】
腸腰筋を含む股関節屈筋群は歩行の立脚終期から遊脚相にかけて
下肢を振り出す役割を担う。特に、腰椎に付着する腸腰筋は歩行時の
体幹と骨盤の安定性にも寄与している。今回、歩行時の股関節と骨盤
に与える股関節屈筋群の作用を明らかにするために、股関節屈筋群
の筋力強化（hip flexor muscles training：HFMT）前後での歩行時の
股関節と骨盤の運動学的変化を検討した。
【方法】
20 歳から 60 歳までの健常人 49 名（年齢 32.8±11.3 歳）にボール
を蹴る側（運動側）のHFMTを 6週間、最低週 3日実施させた。そ
して、HFMT開始前と 6週間後に股関節屈曲筋力の測定および三次
元動作解析装置と床反力計を用いた歩行解析（快適速度）を行った。
また、HFMT開始前と 6週間後で股関節屈曲筋力および歩行解析で
得られた歩行速度と両側の歩幅、立脚相での運動側/非運動側の股関
節屈曲伸展角度、骨盤の前後傾斜、側方傾斜（挙上と下降）、回旋
（前方と後方）角度のピーク値と可動範囲を比較した。
【結果】
HFMT開始前と 6週間後で運動側の股関節屈曲筋力は 1.56 Nm/
kg から 2.02 Nm/kg に増加した。また、両側の歩幅が延長し、歩行速
度は 1.31m/s から 1.39 m/s となった。股関節の伸展角度は両側とも
変化なかったが、屈曲角度は運動側で 31.0° から 33.6°、非運動側で
31.3° から 33.9° となり、結果として両側股関節の屈伸可動範囲が拡
がった。一方、骨盤運動はHFMT開始前と 6週間後ともに、左右立
脚相における歩行中の前傾位は保たれ、前後傾の可動範囲は変わら
なかったが、HFMT6 週間後の骨盤の最小、最大前傾角度は増加し、
結果として歩行中の骨盤前傾角度が増加した。また、骨盤の側方傾斜
と回旋角度のピーク値は変化しなかったが、可動範囲はともに増加
した。
【考察と結論】
今回の結果から、股関節屈曲筋力の増加が腰椎を安定化させ、左右

の立脚相での骨盤前傾角度および骨盤の側方傾斜と回旋可動範囲が
増加した結果、左右の下肢振り出しが容易になり、股関節屈曲角度と
股関節屈伸可動範囲が拡がり、左右の歩幅が延長して歩行速度が上
がったと推測できる。
一方、立脚終期では骨盤前傾が股関節伸展を補助することにより、
股関節伸展角度が最大になる。よって、今回は骨盤の動きは変化した
が、骨盤前傾角度が増加したことにより股関節伸展角度が変化しな
かったと説明できる。
以上、股関節屈筋群の筋力強化は腰椎安定化を介して骨盤運動範
囲と股関節屈伸可動範囲を増加させ、左右の歩幅延長、歩行速度の向
上に寄与する可能性が示された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は大阪医科大学倫理委員会で承認（承認番号：2327）され、

対象者に説明の上、書面で同意を得てから実施した。

O-130 一般演題 22 バイオメカニクス

リング型創外固定術後の歩行特性～慣性センサを用い
た膝関節角度の比較～

渡邉 基起 1）・小松 瞭 2）・五十嵐 悠 2）・畠山 和利 1）・高橋 裕介 1）・
大倉 和貴 1）・須田 智寛 1）・菊池 耀 1）・市川 兼之 1）・野坂 光司 3）・
斉藤 公男 1）・松永 俊樹 1）・島田 洋一 3）

1）秋田大学医学部附属病院リハビリテーション科
2）秋田大学大学院理工学研究科システムデザイン工学専攻システムデザイン工学科・機械工学コース
3）秋田大学大学院医学系研究科医学専攻機能展開医学系整形外科学講座

Key words / 創外固定術，慣性センサー，歩容

【はじめに，目的】
リング型創外固定術（創外固定）は内固定よりも固定力が強く，術後
早期から荷重歩行が可能となる．創外固定のリハビリテーションは，
ワイヤー刺入部の荷重痛や創外固定自体の形状・重量など検討する
課題は多いが，その報告は非常に少ない．近年，加速度とジャイロ，
地磁気を搭載した軽量かつ小型な 9軸モーションセンサ（慣性セン
サ）が開発され，歩行を含む動作の計測が可能となっている．本研究
の目的は，慣性センサを用いて膝関節の角度を推定し，創外固定患者
の歩容や可動域の違いを明らかにすることである．
【方法】
下腿に創外固定術を施行した 3例（感染性骨髄炎 2例，Pilon 骨折 1
例）を対象とした．方法は，慣性センサを左右の大腿と下腿の計 4
個装着し，サンプリング周波数 100Hz にて加速度，ジャイロ，地磁
気を計測した．歩行は自由歩行速度で行い，計測で得られたデータを
基に，拡張カルマンフィルタによるセンサ・フュージョンを用いて
膝関節の角度を推定した．また，歩行特性を把握するため，遊脚期膝
屈曲角度（2nd peak）を立脚期膝屈曲角度（1st peak）で除すことで，
振幅比を算出した．統計には対応のある t検定を用い，有意水準を危
険率 5％未満とした．
【結果】
歩行時の膝関節角度の推定から描出された基線より，健側では膝屈
曲角度のDouble knee action がみられるのに対して，患側では膝屈
曲角度の 1st peak が減弱していた．また，膝屈曲角度の 2nd peak
に対する 1st peak の比率では，健側が 2.41±0.82（Mean±SD）であ
り，患側が 7.84±0.87 と患側で有意に可動域の減少傾向がみられた
（p＜0.05）．
【結論】
先行研究では健常者に創外固定器のフレームのみを装着して模擬歩
行を解析し，膝関節屈曲角度に有意差はないと報告しているが，本研
究では異なる結果であった．このことから，創外固定患者の歩容を変
える要因として装具の形状や重量よりも，荷重時にワイヤー刺入部
に起こる痛みが最も強い因子である可能性が高い．創外固定患者が
歩行時に最も痛みを訴えるのは踵接地期であり，その直後に起こる
1st peak では関節剛性を高めて歩こうとしたことで減弱しているこ
とが示唆された．本研究より，創外固定患者の歩容を改善するために
は，我々が先行報告したような足底装具を用いるなど，荷重痛の軽減
する工夫が必要である．
【倫理的配慮、説明と同意】
実施について，世界医師会によるヘルシンキ宣言の趣旨に沿った医
の倫理的配慮の下，対象者へ実施前に説明し，趣旨を理解した上で書
面にて同意を得た．



O-131 一般演題 22 バイオメカニクス

安静立位における体幹側方偏位が歩行時の股関節外転
モーメントに及ぼす影響

横田 優 1,2,3）・重村 栄幸 3,4）・小室 成義 5）・柿崎 藤泰 3）

1）IMS（イムス）グループイムスリハビリテーションセンター東京葛飾病院
2）IMS（イムス）グループ新葛飾ロイヤルクリニック
3）文京学院大学大学院保健医療科学研究科
4）株式会社東京リハビリテーションサービス 5）東京医科大学大学院医学研究科

Key words / 体幹側方偏位，股関節外転モーメント，歩行

【はじめに、目的】
我々の研究グループによる先行研究において、健常者の約 9割が

骨盤に対して胸郭が左側方に偏位していたとの報告がある。身体質
量で多くの割合を占める上半身質量位置に前額面上で偏りが生じる
ことで下肢に対する非対称なメカニカルストレスが生じることが予
想される。また歩行時に股関節には体重の 2倍以上の負荷が生じる
との報告もあり、体幹姿勢の非対称性を来した抗重力活動は退行変
性を惹起する要因になりえるものと考える。よって本研究の目的は、
安静立位における体幹側方偏位と歩行時の股関節外転モーメントの
関係について明らかにすることとした。
【方法】
対象は健常成人 20 名とした。計測機器は三次元動作解析装置と床

反力計を使用した。マーカー貼付位置は、剣状突起、剣状突起の高さ
の胸椎、両上前腸骨棘、両上後腸骨棘、両大転子、両大腿骨内側・外
側上顆、両踵骨、両第 1中足骨頭の計 16 点とした。測定課題は安静
立位と自然速度での歩行とし、安静立位では体幹側方偏位量を算出
した。体幹側方偏位は骨盤中心点に対する体幹質量中心点の位置を
X軸座標から定義した。自然歩行では、左右単脚支持期を抽出し股関
節外転モーメントと体幹側方偏位量の最大値を算出した。尚、自然歩
行は 5回計測しその平均値を算出した。統計学的解析は、安静立位時
の体幹側方偏位量に 95％信頼区間（以下：95％CI）を使用し、股関
節外転モーメントの左右比較に対応のある t検定、安静立位時の体
幹側方偏位量と股関節外転モーメント・安静立位と自然歩行時の体
幹側方偏位量の関係に Pearson の積率相関係数を用い検討した。解
析には統計解析ソフト IBM SPSS Statistics 21 を使用し、有意水準
はそれぞれ 5％未満とした。
【結果】
安静立位において体幹の左側方偏位（平均値：-5.8±3.8mm、95％
CI：-2.2～-5.8mm）を示した。股関節外転モーメント（単位：Nm/
Kg）の最大値は右側-1.08±0.17、左側 0.89±0.11 と右側で有意に大き
かった（p＜0.05）。また、安静立位と自然歩行時の体幹側方偏位量に
右側立脚で正の相関（r=0.689、p＜0.01）、左側立脚で負の相関（r
=-0.54、p＜0.05）を示した。安静立位時に体幹が左側方に偏位するほ
ど右側立脚の股関節外転モーメントが増加する負の相関がみられた
（r=-0.68、p＜0.01）。
【結論】
非対称な股関節外転モーメントを示した要因として、安静立位時

の体幹側方偏位の関与が挙げられる。右側立脚にて上半身質量位置
が股関節中心から離れることでモーメントアームが延長し、股関節
外転モーメントの増大に関与したものと考える。以上のことから、歩
行の開始肢位である立位姿勢において体幹側方偏位を観察すること
は股関節外転モーメントを考察する上で重要であると考える。今回
の結果から体幹側方偏位は股関節外転モーメントの増減に関与する
ことが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき、各対象者に対して書面を用い本研究の
概要を説明し研究協力の同意を得た。

O-132 一般演題 22 バイオメカニクス

高齢者における障害物またぎ動作時の遊脚足部と身体
重心安定性との関係

山縣 桃子 1）・建内 宏重 1）・清水 厳郎 2）・Todd Pataky 1）・
市橋 則明 1）

1）京都大学大学院医学研究科 2）福井総合クリニック

Key words / 高齢者，障害物またぎ動作，協調性

【はじめに、目的】
高齢者における障害物またぎ動作時の転倒は大きな問題であり、躓
きやバランス不良が一因である。先行研究では、運動器疾患を有する
患者やバランス能力が低下した高齢者は、遊脚足部を過度に意識す
ることで身体重心（COM）が不安定となることが分かっている。障
害物をまたぐ際、COMを安定させた上で足部を挙上させる必要があ
り、このような複雑な動作を遂行するにはセグメント間の協調性が
必要となる。加齢に伴い、足部の過度な挙上によりセグメント協調性
をうまく利用できず、COMが不安定となる可能性がある。またこの
ようなCOM不安定性は、先行肢（障害物を先にまたぐ足）よりも制
御が困難な後行肢（障害物を後でまたぐ足）でみられることが予想さ
れる。しかしこれらについて調査した研究はない。そこで本研究は、
セグメント協調性によるCOM安定性が先行肢と後行肢で異なるか
を調査することとCOM安定性と足部挙上高との関連を調査するこ
とを目的とした。
【方法】
25 名の地域在住高齢者を対象とし、歩行中に効き足である右足で 8
cm高の障害物をまたぐ課題を 20 回実施した。三次元動作解析装置
によって運動学的データを測定し、先行肢と後行肢のつま先離地か
ら足部接地までのデータをそれぞれ抽出した。セグメント協調性に
よってCOMがどれだけ安定しているかを uncontrolled manifold 解
析によって評価し、COM安定性が高いことを示すVUCMと、COM
安定性の低下を示すVORTを算出した。これらの変数は、統計解析
のために遊脚前期・中期・後期にそれぞれ区分された。時期と下肢
（先行肢と後行肢）を要因とした 2元配置分散分析を実施し、障害物
またぎ動作時のCOM安定性の違いを評価した。交互作用がみられ
た場合は事後検定を行った。また、COM安定性と足部挙上高との関
連を評価するためにピアソンの相関分析を実施した。有意水準は
5％とした。
【結果】
VUCMは、時期による主効果がみられたが先行肢と後行肢による違
いはみられなかった。VORTでは交互作用がみられ、先行肢と後行
肢は遊脚期を通して異なる推移を示したが、後行肢は特に遊脚前
期・中期において先行肢よりも有意に高値を示した。さらに、後行肢
において、足部挙上高と遊脚前期のVORTの間に有意な正の相関が
みられた。
【結論】
VORTの増加は、セグメント協調性の低下によってCOMの安定性
が低下している状態を指す。本研究から、高齢者が後行肢で障害物を
またぐ際、先行肢でまたぐ際よりもCOMが不安定となっており、こ
の不安定性増大は転倒リスク増大に繋がる可能性がある。さらに、後
行肢を高く挙げる人ほどCOMの不安定性が高まることが明らかに
なり、過度に足部を挙上することにより姿勢が不安定となる可能性
が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言を順守し、所属機関の倫理委員会の承認（承
認番号R-0433）を得て行った。対象者には紙面及び口頭で研究の趣
旨を説明し、同意を得た。
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関節リウマチ患者に対し外反母趾矯正装具を用いた歩
行での足底圧の検討

江口 健介 1）・田中 伸具 1）・望月 猛 2）

1）鎌ヶ谷総合病院 リハビリテーション科
2）鎌ケ谷総合病院、整形外科、リウマチ科

Key words / 外反母趾，ピーク圧，装具

【初めに、目的】
関節リウマチ（Rheumatoid arthritis：以下 RA）患者の足部変形に外
反母趾（Hallux valgus：以下HV）が多く見受けられる。HVの特徴
として、中足趾節間関節（以下MTP関節）の 痛、母趾機能不全に
より第 2.3 中足骨頭への過荷重が生じる。また、歩行では母趾荷重の
低下、前足部の荷重の停滞が報告されている。これらの、過剰圧によ
り足底に有痛性胼胝を生じることも多く報告されており、HVにお
いて荷重位置の操作は重要となる。今回、外反母趾矯正装具により、
歩行時のピーク圧がどのように変化するか検討した。
【方法】
対象者は事前に本研究に同意を得られた外来通院中のRA患者 18
名（男性 2名、女性 16 名、36 足、年齢：68.5±10.27、体重：52.67
±9.44kg、罹患年数：15.06±6.69 年）でとした。課題動作は 7mの自
然歩行を装具未着用、装具着用下にてそれぞれ 1回実施した。HV
矯正装具にはスーパートービック（中村ブレイス株式会社製）を使用
した。足底圧の計測には足底圧分布システム（FscanII、NITTA社
製）を使用し、計測時間は 10 秒、にて計測を行った。得られた足底
圧のデータから、母趾、前足部（内側、中央、外側、）と 4分割し、
ピーク圧を算出し、体重で正規化した。統計学的解析には SPSS を使
用し、足底圧のデータ比較にはWilcoxon の符号順位検定を用いた。
有意水準は 5％未満とした。
【結果】
ピーク圧は外側で装具未着用 4.80±3.05kg/cm、装具着用 3.79±2.45
kg/cm、中央で装具未着用 6.97±4.96kg/cm、装具着用 4.84±2.59kg/
cmとなり、有意な低下を認めた（p＜0.05）が、内側は装具未着用 6.05
±2.36kg/cm、装具着用 5.15±2.56kg/cmとなりピーク圧は減少傾向
にあるも、有意差を認めなかった。母趾は装具未着用 5.25±3.67kg/
cm、装具着用 7.69±5.26kg/cmとなり有意な増加を認めた（p＜
0.05）。
【結論】
今回の結果では、HV矯正装具着用にて母趾は足底圧の増大、前足部
の中央、外側では低下を認めた。先行研究よりHVは最大足圧が第
5足趾側へ移行し接触面積が狭小化、第 1中足骨頭への荷重分布が
減少し、第 2、3趾への荷重が増加するとの報告がある。本研究の結
果より装具を着用したことで母趾アライメントが矯正され、立脚後
期で母趾での蹴りだしが可能になり、中央，外側で停滞していた荷重
が母趾へと移行したと考えられる。さらに装具にはメタタルザル
パッドを用いており、横アーチが上昇する。横アーチの機能改善は前
足部圧の分散に働くため、前足部圧の低下に関与していると考える。
外反母趾に対する装具使用は正常足の足底圧軌跡に近づく一手段の
可能性が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本題発表に関連して、開示すべき利益相反はありません。参加したす
べての対象者には、ヘルシンキ宣言に基づき本研究の目的や方法を
事前に口頭で十分に説明し、承諾を得た後に計測を実施した。なお、
本研究は徳洲会グループ共同倫理審査委員会の承認（承認番号TGE
01199-064）を得て行った。

O-134 症例報告 6 肩関節

上腕骨近位端骨折後骨頭壊死に対して人工骨頭置換術
を行ない術後他動外旋制限を設けなかった症例の経過

荒木 浩二郎・小野寺 智亮・菅原 亮太・千田 佑太

札幌徳洲会病院 整形外科外傷センター

Key words / 上腕骨近位端骨折，人工骨頭置換術，関節可動域

【症例紹介】
上腕骨近位端骨折後の肩人工骨頭置換術（Hemi-Arthroplasty；HA）
では、肩甲下筋 切離後縫合や結節骨片固定性に配慮し、他動回旋運
動や自動運動は術後 6週から開始することが多い。本症例は上腕骨
近位端骨折後の骨頭壊死であり、HA時には大結節が骨癒合してい
たこと、外旋位で肩甲下筋 を縫合したことで張力に余裕があった
ことから、術後回旋ROM運動開始が許可された。HA後に制限が残
存しやすいROMと筋力の経過を報告する。
症例は 60 代女性で、転倒により右上腕骨近位端骨折を受傷した。受
傷 3日後に骨接合術（plate）が行われ、術後から他動ROM運動を開
始した。術後 3ヶ月から 痛が増強し、術後 4ヶ月で骨頭壊死、関節
内 screw 穿破を認めた。他動ROMは屈曲 125 度、外転 95 度、外転
位外旋 25 度だった。術後 5.5 ヶ月で抜釘とHAが施行された。HA
後 3週間はウルトラスリング装着、自動運動制限とし、他動運動は制
限なく実施した。
【評価とリーズニング】
HA後 1ヶ月の肩ROM（自動/他動；度）は屈曲 125/150、外転 90/
130、下垂位外旋 45、外転位外旋 75 だった。自動挙上運動では肩甲
骨挙上、胸椎伸展の代償運動を認めた。HA後 3ヶ月の肩ROMは屈
曲 145/155、外転 130/145、下垂位外旋 70、外転位外旋 90 だった。
自動挙上での肩甲骨挙上、胸椎伸展の代償運動は減少傾向であった
が、残存していた。等尺性筋力（健側比）は肩甲骨面 90 度外転位挙
上 77.9％、1st 外旋 49.8％、1st 内旋 68.6％であり、特に回旋筋力低
下を認めた。Constant score は 89/100 だった。上腕骨頭の求心位を
保つ作用を有する回旋筋 板の筋力低下に加え、自動挙上運動での
代償運動が残存していることから、肩甲下筋、棘下筋、小円筋の筋力
向上および肩関節自動運動での協調性改善が必要だった。
【介入と結果】
回旋筋 板は選択的にトレーニングを行ない、特に肩甲下筋はBelly
press test、Bear-hug test の肢位で等尺性筋力トレーニングを実施し
た。また、代償運動抑制のために挙上位の保持-下垂練習や、腹臥位
で肩甲骨内転位を保持した状態での自動外転運動等を実施した。
HA後 1年では肩関節不安定性はなく、肩ROM（自動/他動；度）（健
側）は屈曲 155/170（170/180）、外転 160/175（180/180）、下垂位外
旋 90（90）、外転位外旋 90（90）、筋力は挙上 79.1％、外旋 98.2％、
内旋 87.4％だった。ROM、筋力ともに健側差は残存していたが、Con-
stant score は 95/100 と高く、生活で支障のない程度まで肩関節機能
は改善した。
【結論】
HA時の肩甲下筋 外旋位縫合や手術翌日からの外旋ROM運動実
施により肩甲下筋 エロンゲーションに伴う内旋筋力低下や肩関節
前方不安定感出現が危惧されたが、本症例では早期外旋ROM運動
開始に伴う不利益はなく、良好な外旋ROMを獲得できた。回旋筋力
低下が遷延したが、選択的筋力トレーニングを実施し、最終的には良
好な肩関節機能を獲得できた。
【倫理的配慮、説明と同意】
症例に対して報告の内容に関する説明を行い、同意を得た。
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上腕骨大結節骨折後の肩関節拘縮に対して第 5.6 頸椎
神経根ブロック下肩関節授動術を施行した一症例

菅谷 力也

とちぎメディカルセンターしもつが リハビリテーションセンター

Key words / 上腕骨大結節骨折，外傷性肩関節拘縮，第 5.6 頸椎神経根ブロック下肩関節授動術

【症例紹介】
上腕骨大結節骨折の治療方針は，転位の程度により保存療法か観血
的固定手術が選択される．1）本症例は 70 歳女性で，転倒により右上
腕骨大結節骨折を受傷し，保存療法として理学療法が開始となった．
介入当初は経過良好であったが，徐々に 痛，肩関節可動域制限が悪
化し，受傷後 4ヶ月で外傷性肩関節拘縮として第 5.6 頚椎神経根ブ
ロック下肩関節授動術（以下MUC：Manipulation Under Cervical
nerve root block）を施行した．上腕骨大結節骨折後の肩関節拘縮に
対してMUC施行した報告は少なく，今回症状改善した症例を経験
したため報告する．
【評価とリーズニング】
本症例の主訴は肩の痛み，HOPEは支障なく家事ができることで
ある．介入当初， 痛は，Numerical Rating Scale（以下NRS）を用
いて 3/10（ 痛部位：上腕骨大結節部）で安静時痛や夜間時痛は見
られなかった．肩関節可動域（結帯以外は他動）は挙上 180°，下垂位
外旋 30°，結帯 L5 レベルであった．触診により僧帽筋上部線維，棘
上筋，棘下筋，小円筋に過緊張が見られた．しかし，受傷 4ヶ月後で
は，NRSで安静時痛 5/10，夜間時痛 5/10，運動時痛 5/10（ 痛部位：
三角筋，肩峰下滑液包，上腕二頭筋長頭，烏口上腕靭帯），肩関節可
動域（結帯以外は他動）挙上 90°，下垂位外旋 10°，結帯臀部レベル
となった．筋機能については，上腕骨大結節部に停止部を持つ棘上
筋・棘下筋ともに徒手筋力検査（以下MMT：Manual Muscle Test）
にて 3レベルであった．また，上腕骨頭の前上方偏位や肩関節挙上時
に肩峰下インピンジメントが確認された．本症例の症状悪化した要
因として，①外傷により損傷された関節内組織の肥厚，② 板機能不
全が原因で生じた肩峰下インピンジメントによる炎症などが推測さ
れた．その後，保存療法での改善が見込めず，外傷性肩関節拘縮とし
てMUC施行となった．MUC施行 1週後の経過では， 痛は安静時
痛 3/10，夜間時痛 3/10，運動時痛 3/10 と軽減した．肩関節可動域
（結帯以外は他動）挙上 130°，下垂位外旋 25°，結帯 L5 レベルまで改
善した．
【介入と結果】
MUC後の理学療法では，患部の状態に応じて，肩関節前上方，後
下方組織，肩甲胸郭関節の柔軟性改善と段階的な 板筋，肩甲胸郭筋
群の筋力増強訓練を実施した．MUC施行 7ヶ月で肩関節可動域（自
動）挙上 170°，下垂位外旋 30°，結帯Th8 レベルまで改善した．筋機
能も 板筋全てにおいてMMT5レベルまで改善した． 痛も消失
し，ADLへの支障もなく患者の満足度は高かった．
【結論】
本症例を通して，保存療法に抵抗した外傷性肩関節拘縮に対する
MCUは可動域， 痛の改善に効果をもたらすことがわかった．また，
外傷による骨折後の保存療法において，関節拘縮のリスクを考慮し
た理学療法の立案，実施をすることの重要性を再認識した．
【倫理的配慮、説明と同意】
本症例にはヘルシンキ宣言に沿って，症例報告を行うことを説明
し，同意を得て行った．
文献 1）内山善康他「大結節骨折に対する手術適応と問題点」
MB Orthop. 28（8）：41-48. 2015

O-136 症例報告 6 肩関節

肩動作時に肩前方部痛が生じた一症例―烏口下滑液包
周囲の滑走障害に着目して―

田中 紀輝・篠田 光俊・伊藤 憲生・中宿 伸哉

吉田整形外科病院 リハビリテーション科

Key words / 肩前方部痛，烏口下滑液包，滑走障害

【症例紹介】
70 歳代女性．受診 4ヶ月前，左肩挙上時に前方部の 痛（前方部
痛）が出現した．受診 1ヶ月前に 痛が増強し当院を受診した．左肩
関節周囲炎と診断され運動療法が開始となった．
【評価とリーズニング】
主訴は挙上時，水平屈曲時の肩前方部痛（VAS：78mm）であり，

烏口突起先端から烏口腕筋に沿って認め，単純X線にて特異的な所
見は認めなかった．肩関節屈曲 130°，水平屈曲 100°，下垂位外旋 30°・
内旋 70° であり，主訴と同様の前方部痛が出現した．さらに，徒手的
に烏口腕筋と上腕二頭筋短頭で構成される共同 （共同 ）を各動作
方向に誘導させる事で 痛は減少した．圧痛は共同 ，共同 と肩甲
下筋（SSC）間に確認できた．
超音波画像診断装置（エコー）にて 痛を認めた烏口突起先端を観

察し，その直下に存在する共同 を短軸にて描出した．下垂位での他
動内外旋運動にて健側と比較して共同 と SSC間の滑走低下を認
めた．
肩前方部痛は肩関節疾患によくみられ，インピンジメント症状や
SSC断裂などが報告されている．本症例は理学所見やエコーにて，肩
峰下および烏口下でのインピンジメントや 板断裂を疑わせる理学
所見を認めず，その可能性は低いと考えた．
Gerber らは，烏口下インピンジメント症状について肩関節水平内
転運動時に，烏口突起先端の限局的な 痛の訴えがあると述べてい
る．しかし，本症例は水平内転運動の他に屈曲，下垂位外旋・内旋動
作においても 痛が出現し，烏口突起先端から烏口腕筋に沿った痛
みを訴えた為，烏口下インピンジメントとは異なる病態を有してい
ると考えた．
本症例は，共同 と SSC間に圧痛を認め，主訴である前方部痛は

肩関節屈曲，水平屈曲，下垂位外旋・内旋動作にて再現を認めた．ま
た，エコーにて確認できた共同 と周囲組織間の滑走低下部位に対
して，徒手にて共同 を動作方向に誘導させる事で 痛は減弱した
為，本症例の病態は共同 と SSC間に存在する烏口下滑液包（SCB）
がその周囲の軟部組織と癒着して生じた 痛であると考えた．
篠田らは，エコーにより肩峰下滑液包の癒着が確認され肩峰下イ
ンピンジメント様の症状に対して癒着剥離操作の有効性を報告して
おり，滑液包の癒着によりインピンジメント様の症状を呈する事を
伺う事ができる．徒手的に SCB周囲の共同 と SSC間の癒着剥離
操作を実施する事で，滑走改善が得られ症状の消失に至ったと考え
た．
【介入と結果】
治療開始 4週後から共同 と SSC間の滑走改善を目的に筋間の
癒着剥離を追加し，著明に 痛は減少した．運動療法開始 10 週後に
肩動作時痛は消失し，可動域は改善した．エコー観察にて組織間の滑
走は改善していた．
【結論】
肩関節周囲炎の前方部痛には，SCB周囲の滑走障害による病態も
存在し，烏口下インピンジメント様の症状が出現していた．また，そ
の病態に対して理学療法が有効であると考えた．
【倫理的配慮，説明と同意】
症例には本発表の意義と目的について十分に説明し書面にて同意

を得た．
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Early Cocking～Late Cocking で肩後方部および前方
部痛を呈した症例

山中 健太郎・前田 慎太郎・濱田 和明・橋本 和典

和光整形外科クリニック

Key words / 投球フォーム，肩甲骨機能異常，Internal impingement

【症例紹介】
男子中学生。硬式野球部。右投左打。投手。163cm/50kg。ダンベ
ルローイング（以下ローイング）中に肩後方部痛を自覚。そのまま
2週間投球動作を継続し前方部痛も出現して当院来院。診断名は上
腕骨近位骨端線離開（兼松らの分類 typeI）。2週間の投球制限指示の
もと理学療法開始となった。
【評価とリーズニング】
初期評価にて右肩甲骨上方回旋・外転・内旋位、肩外転運動時に
右肩甲骨上方回旋が早期に見られ、小結節に圧痛と肩内旋時収縮痛
を認めた。Horizontal flexion test（以下HFT）、Combined abduction
test（以下 CAT）は陽性。2nd 外旋は肩前・後方部痛と制限を認めた。
肩甲骨内転筋力は 90°、145° ともに肩内転・水平伸展の代償と肩後方
部痛を生じ、修正して行うとどちらも右側の低下を認めた。側臥位体
幹回旋可動域（以下上体開き）は右 8cm、左 4cmと左右差を認めた。
痛消失後に観察した投球フォームはEarly Cocking（以下 EC）で
右肩過水平伸展、Late Cocking（以下 LC）で肘下がりが見られた。
肩後方部痛についてはローイングで肩甲骨内転を肩伸展動作で代償
していたことが予想され、これにより三角筋後部や大円筋などの短
縮と肩甲骨内転筋力低下により肩甲骨位置異常が生じた結果、Inter-
nal impingement が生じたことが考えられる。肩前方部痛について
は LCでの肩最大外旋時（以下MER）に生じる肩内旋筋群の遠心性
収縮ストレスが考えられ、上体開きの制限から LCでの胸椎伸展・
回旋制限により過外旋が要求され、遠心性収縮ストレスが助長され
たことが考えられる。LCの肘下がりについてはECで右肩過水平伸
展したことで、EC～LCでの右肩外転運動が制限された結果として
考えられる。この動作が Internal impingement を助長し、このまま
右肩過水平伸展位でMERを迎え、肩前方へのストレスも助長して
いたと考えられる。
【介入と結果】
肩後方部痛に対しては三角筋後部・大円筋などに対するMas-
sage、Self Stretch を指導した。肩甲骨内転動作練習を行い、肩内転・
水平伸展の代償動作を防ぐために側臥位で行った。側臥位→立位→
腹臥位の順に難易度を上げていった。その結果、肩甲骨位置異常、
HFT、CATの改善に伴い 2nd 外旋時の肩後方部痛は消失した。肩前
方部痛に対しては小結節の圧痛と肩内旋時収縮痛の消失まで投球制
限を行い、上体開きで胸椎伸展・回旋可動域の向上を行った。投球制
限解除後からは 1週ごとに投球強度を上げていった。投球フォーム
はECで右肩水平伸展が生じてしまうのを体幹右回旋を行うことで
改善し、LCでの肘下がりも改善傾向だったが通院が途絶えた。
【結論】

痛発生に関与する運動機能異常を改善することの重要性に加
え、動作の問題に対しても改善が必要であることを実感した症例で
あった。
【倫理的配慮、説明と同意】
理学療法介入に関して、治療方針を十分に説明し本人および保護
者に同意を得た上で行った。また、本症例報告に対しての説明を行
い、同意を得た。
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肩関節拘縮患者における Sh-36 の健康感に関与する因
子の検討

小野 涼哉 1）・西上 智彦 2）・清水 翔太 1）・高砂 恭兵 1）・
鈴木 優太 1）・佐藤 佑哉 1）・定免 沙樹 1）・堀田 祐貴 1）・
中川 陽亮 1）・千田 伸一 3）・永澤 雷太 4）

1）医療法人社団 ながさわ整形外科 リハビリテーション科
2）甲南女子大学 看護リハビリテーション学 部理学療法学科
3）株式会社 ぴんぴんらいふ 4）医療法人社団 ながさわ整形外科
Key words / 肩関節拘縮，Sholder-36，心理

【はじめに】
肩関節拘縮患者は，可動域制限によりADLだけではなくQOL

が阻害されている．可動域制限に着目しただけのリハビリでは，治療
に長期間を要することが多い．そのため，肩関節拘縮患者のもう一つ
の特徴である 痛は，QOLの大きな阻害要因だと我々は考えた．臨
床場面で，患者から「夜も痛くて，十分に睡眠がとれない」，「公共交
通機関（バス）の揺れで痛い」，「食事場面でも痛みが生じ，以前のよ
うな食事を摂れない」などの多く訴えを耳にする．これらは 痛によ
り生じ，患者のQOLは低下していると考えられる．
本研究では，肩関節疾患患者のQOL評価として有用であるとさ

れている患者立脚肩関節評価法 Shoulder36（Sh-36）を用いることと
した．特にその中の健康感がQOLを反映していると判断し，それに
関与する因子を調査した．健康感の項目は，「自宅での日常生活活動
をする」「食事をする」「十分な睡眠がとれる」「過去 1週間疲れなく過
ごせた」「自宅近くでの買い物をする」「バスや電車を利用する」であ
る．この健康感に関与している因子として 痛期間・ 痛強度・心
理面・肩関節の可動域を挙げ，調査し検討した．
【方法】
対象は肩関節拘縮と診断された 52 名（男性 15 名，女性 37 名），平

均年齢は 56.9±9.3 歳であった．Sholder-36 は全 6領域 36 項目であ
り，各項目の順番をランダム化し， 痛（6項目），可動域（9項目），
筋力（6項目），日常生活動作（7項目），健康感（6項目），スポーツ
能力（2項目）について患者自身に回答してもらった．点数は 5段階
（0～4）で値が大きいほど良好な状態を示し，各領域内の値をそれぞ
れ算出するものである．
健康感と相互の関係性を調べるため Sh-36 の健康感， 痛期間，
痛強度（Numeric Rating Scale：NRS），中枢性感作症候群（短縮版
Central Sensitization Inventory：CSI-9），身体知覚異常（FreSAQ），
破局的思考（Pain Catastrophizing Scale：PCS），運動恐怖感（Tampa
scale for Kinesiophobia：TSK），肩関節の屈曲，外転の関節可動域を
初回リハビリテーション前にそれぞれ評価した．統計解析は，まず，
健康感と関連がある評価項目を絞り込むため，他の評価項目との相
関分析を行った．次に，どの項目がより強く健康感に影響しているか
を Stepwise 法による重回帰分析により抽出した．健康感を従属変
数，相関が見られた項目を独立変数とした．なお，有意水準は 5％未
満とした．
【結果】
相関分析の結果，Sh-36 の健康感とCSI-9（-0.44），PCS（-0.38），TSK

（-0.37）及び FreSAQ（-0.32）に有意な相関関係が認められた．その
他の項目では，認められなかった．また，重回帰分析の結果，Sh-36
の健康感に影響する因子としてCSI（β＝-0.36，p =0.01）のみが抽出
された．
【結論】
肩関節拘縮患者における健康感に関与する因子として，CSI や
PCS，TSK及び FreSAQの項目が相関しており，さらに，重回帰分
析の結果，CSI のみが抽出された．このことから，肩関節拘縮患者の
QOLを改善するためには，早期から中枢性感作を考慮したより包括
的な理学療法が必要であることが示唆された．
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上腕骨外側上顆炎症例における理学療法―炎症期にス
プリント療法を用いた一例―

根本 大貴 1）・中木 右京 1）・平田 史哉 2）・石井 斉 1）

1）特定医療法人社団 東京明日佳 東京明日佳病院
2）昭和大学医学部 整形外科学講座

Key words / 外側上顆炎，炎症期，スプリント療法

【背景】
上腕骨外側上顆炎（以下、外上顆炎）に対する理学療法（以下、PT）
は、手関節背屈筋群の伸張で関節可動域・ 痛の軽減が図れるとし
た報告や物理療法と運動療法の併用は、薬物療法のみとの比較にお
いて、長期成績が良好と報告されており、その有用性は実証されてい
る。しかし、実際には外上顆炎の炎症期は薬物療法が主体であり炎症
鎮静後から PTが開始される場合が多い。そこで今回、炎症期から経
時的に介入を試みた外上顆炎症例について報告する。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者にはヘルシンキ宣言の趣旨に則り、研究の内容を十分に説
明し同意を得て実施した。
【症例紹介】
対象は 60 歳代、男性。1年半前に右外上顆炎と診断されていたが、

X年Y月仕事上・生活上での酷使を契機に症状の再燃が認められ、
当院整形外科を受診した。
【評価とクリニカルリーズニング】
受診同日に PT開始した。開始時、外側上顆部の熱感、腫脹に加え

安静時痛と著明な圧痛があった。手関節可動域（以下、ROM）は
痛による制限あり、中指伸展テスト・Thomsen test ともに陽性、
痛が強く握力も低下していた。上記状態から外上顆炎の炎症状態に
あるものと判断し、まず炎症の鎮静化を図ることを目的とした。
【治療内容及び結果】
手関節背屈筋群の緊張緩和と局所の治癒促進を図る目的で手関節
伸展保持スプリントを作製、夜間装着を基本とし日中は適宜装着す
ることとした。これに加え超音波を用いその非温熱作用にて組織循
環の促進と炎症の鎮静化を図った。その結果、2週にて安静時痛消失
し、4週にて圧痛消失および誘発テストは陰性となった。その時点よ
り、手関節背屈筋筋 移行部へのダイレクトストレッチを開始、過度
な伸張ストレスをかけないように段階的に手関節背屈筋群へ負荷を
強めていきストレッチを継続した。8週の時点で手関節の可動域は
背屈、掌屈、回内外ともに健側比 100％となった。10 週より手関節
背屈筋の筋力トレーニングを開始、16 週後には生活や仕事上での症
状や問題は全てなくなり、21 週後にリハビリ終了となった。
【結論】
外上顆炎に対する PTは、手関節背屈筋の伸張性改善や筋力強化

が主体であるが、症状の時期を十分に把握し、確実な炎症管理や組織
修復に基づく介入が重要であるという認識を得た。特に手関節背屈
位保持のスプリントで患部の安静を図ることや、非侵襲的な超音波
療法の利用はその後につながる組織の伸張や柔軟性獲得に有用で
あったものと考える。今後、さらに症例を重ねて外上顆炎に対しての
時期に応じたトータルな視点でプロトコール作成を行なっていきた
い。

O-140 症例報告 7 肩関節・その他
頚髄不全損傷患者に対するリカンベント型自転車エル
ゴメーターの有用性～起立性低血圧が改善した 1症
例～
伊豆野 皓平 1）・小島 恵理 1）・小日向 朗 1）・松本 雄大 1）・
川島 達宏 1）・渡辺 新 2）

1）いちはら病院リハビリテーション科 2）いちはら病院整形外科

Key words / 起立性低血圧，リカンベント型自転車エルゴメーター，歩行

【症例紹介】
脊髄損傷患者において、筋力低下の回復や麻痺筋の代償を目的とし
て運動療法が行われる。また起立性低血圧（以下OH）に惑わされる
ことなく、早期より動的な運動を行うべきであると報告されている。
今回、OHにより歩行練習がためらわれていた頸髄不全損傷患者に
対して、リカンベント型自転車エルゴメーターを用いたペダリング
練習を行った。その結果、OHが改善し速やかに歩行練習開始が可能
となり最終的に歩行獲得に至ったため報告する。70 代男性。転倒に
よりC3-4 頚髄不全損傷を受傷しA病院へ救急搬送され、「今後は車
椅子での生活となる」との宣告を受けた。前医では起立台での起立練
習を行っていたが、ギャッジアップ 50° にて OHを呈し、歩行練習は
非実施であった。48 病日（以下X病日）に当院回復期病棟へ転院と
なった。
【評価とリーズニング】
転院時のASIA下肢運動スコア（以下 LEMS）は 21 点、AIS は C、
改良 Frankel 分類は C1 であり、ベッド上背臥位での収縮期血圧（以
下 SBP）は 110mmHg、ギャッチアップ後の SBPは 75mmHgであっ
た。また車椅子など背もたれ付きの椅子では連続 30 分程度座位保持
が可能であったが、端座位は軽～中等度介助を要した。
【介入と結果】
X病日から起立台でのギャッチアップ練習を実施したが、OHを呈
した。そこで、座位にて行える下肢の運動療法として、X+6 病日か
らペダリング練習を開始した。負荷量はBorg scale、脈拍数、自覚的
な低血圧症状の有無にて設定し、1日 5分×2セットを目標に立位練
習や歩行練習を実施する直前に実施した。ペダリング練習後の起立
台練習や平行棒内での立位では SBP100～120mmHgにて安定した
為、X+8 病日からペダリング練習と並行し、平行棒内歩行練習と免
荷式歩行器での歩行練習を開始した。X+60 病日に更なる機能向上
と再受傷予防を目的に頸椎椎弓拡大術を施行し、ペダリング練習は
X+82 病日に病棟内リハビリテーションとして歩行器での介助歩行
を開始するまで継続して行った。最終評価はX+151 病日に実施し
LEMS37 点、AIS は D、改良 Frankel 分類はD1でありT字 を 2
本使用しての屋内歩行が可能となった。
【結論】
OHにより歩行練習の実施がためらわれていた頸髄不全損傷患者に
対して、ペダリング練習を実施した。その結果、OHの改善が見られ、
速やかな歩行練習開始が可能となった。岡本らは起立・着席動作を
反復し腹圧を高めることで末梢の静脈還流を促し、急激な血圧低下
を予防できたと述べている。今回、ペダリング練習による下肢ポンプ
作用の促通と心拍出量の増加が末梢の静脈還流を促し、OH改善を
もたらしたと考えられる。リカンベント型自転車エルゴメーターは
背もたれを利用しつつペダリング練習を実施でき、端座位保持が不
可能な頸髄損傷患者に対して実施することで、OHの改善が見込め、
早期の運動療法として有用であると考える。
【倫理的配慮，説明と同意】
本発表はヘルシンキ宣言に基づいて説明を行い、同意を得た。
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慢性期頚髄不全損傷者一症例に対する胸郭拡張性と呼
吸機能に着目した理学療法の試み

山本 准 1）・宮下 創 1,2）

1）独立行政法人地域医療機能推進機構星ヶ丘医療センターリハビリテーション部
2）森ノ宮医療大学大学院保健医療学研究科保健医療学専攻

Key words / 慢性期頚髄不全損傷，胸郭拡張性，呼吸機能

【症例紹介】
頚髄損傷者の死因で肺炎や換気障害など呼吸器合併症が最も多い
とされている（全国脊髄損傷データベース）。そのため頚髄損傷者に
おいて呼吸機能を維持することは生命予後の延伸のためにも重要で
あると考える。
今回、慢性期頚髄不全損傷者一症例を対象に胸郭拡張性と呼吸機
能に着目し理学療法を実施したため報告する。症例はX年前にバイ
ク事故により頚髄不全損傷となった 40 代男性である。某日、突然右
手指の随意性低下がみられ当院受診し、頚椎症性脊髄症と診断され、
第 3-6 頚椎椎弓形成術を施行された。21 病日、当院回復期病棟へ転棟
され、急性期から理学療法担当を引き継いだ。
回復期病棟入棟時評価では、ASIA Impairment Scale（AIS）は C、
神経学的損傷高位（Neurological Level of Injury：NLI）は C6、脊髄
損傷者のADL評価である脊髄障害自立度評価法（Spinal Cord Inde-
pendence Measure：SCIM）は 59/100 であった。症例の特徴として
車椅子座位姿勢は左凸側弯で右体幹部が短縮しており、胸郭が拡張
しにくい状態であった。
【評価とリーズニング】
初期評価は 25 病日に実施した。胸郭拡張性は腋窩高、乳頭高、剣
状突起高、第 10 肋骨高での最大吸気時および最大呼気時の周径をそ
れぞれ 3回ずつ計測し、拡張差の平均値を算出したものを胸郭拡張
性の指標とした。呼吸機能評価はミナト医科学社製オートスパイロ
AS-507 を使用し肺活量（以下、％VC）、1秒率（以下、FEV1.0％）を
測定した。結果、胸郭拡張差（cm）は腋窩高 0.5、乳頭高 0.5、剣状
突起高 1.3、第 10 肋骨高 1.5 であり全体的に拡張性が低下しており、
特に上部胸郭で拡張性の低下が著明であった。呼吸機能評価では％
VCは 48.9％、 FEV1.0％は 88.7％であり拘束性換気障害を認めた。
【介入と結果】
介入期間は 28 日間とした。治療は頸部・体幹筋ストレッチング、
胸郭モビライゼーションや姿勢調整などを 1時間/日実施した。
最終評価は 53 病日に実施した。胸郭拡張差（cm）は腋窩高 2.0、
乳頭高 2.5、剣状突起高 2.2、第 10 肋骨高 1.8 となり胸郭拡張性の改善
を認めた。％VCは 51.3％、FEV1.0％は 92.4％と大きな変化は認め
られなかった。
【結論】
田平ら（1996）による健常者を対象とした研究では、胸郭拡張差と

肺活量の間には相関があると報告されている。今回の結果は、胸郭拡
張性は改善したが％VCの変化は認められなかった。しかし慢性期
頚髄損傷患者へのおよそ 1ヶ月間の短期的な介入においても胸郭拡
張性を改善できる可能性が示唆された。肋間筋や腹部筋など呼吸筋
麻痺をきたす頚髄損傷者にとって胸郭拡張性を得ることで残存して
いる呼吸筋の働きを高めることで換気能力低下や肺炎の予防につな
がると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には口頭にて説明し、書面にて同意を得た。なお、本演題は

当院倫理委員会にて承認を得ている（承認番号HG-IRB19037）。ま
た、本演題は発表者らに開示すべきCOI 関係にある企業などはな
い。
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エーラス・ダンロス症候群を有した頚椎症性脊髄症術
後に対する理学療法の一経験

村田 涼・加藤 航太・武内 康浩

公益財団法人 浅香山病院 リハビリテーション部

Key words / エーラス・ダンロス症候群，頚椎症性脊髄症，運動療法

【症例紹介】
難病指定のエーラス・ダンロス症候群（以下、EDS）は全身の結合

組織脆弱性に基づく遺伝性疾患である。重大な合併症によるQOL
低下が見られ本邦の理学療法に関する報告は非常に少ない。今回
EDSを有した頚椎症性脊髄症（以下、CSM）術後を担当する機会を
得たため報告する。本症例は身長 160.0cm、体重 38.3kg の 40 歳代男
性。13 歳で EDSと診断、弁膜症術後・右THA等重複障害あり。立
位姿勢は脊椎後彎・側彎の中腰姿勢、両手掌を大腿部に置き両下肢
屈曲位を呈し動作は左側優位であった。201X年 3 月に自宅内で転
倒。右上下肢に神経症状出現し同年 4月に歩行困難、A病院へ救急搬
送。CSMと診断（術前 JOAスコア：7.5/17）、椎弓形成術（C3/C5）
施行。術後＋41 日、当院に転院された。
【評価とリーズニング】
初回評価（術後＋41 日）、MMT（右/左）四肢 2/3 と左右差認め、

深部感覚正常、表在感覚は上肢：重度麻痺、下肢：中等度麻痺であっ
た。起居～起立は自立、立位保持は近位監視、歩行は独自歩容で軽介
助、50mで疲労出現。歩容は各立脚期の同側上肢で体幹屈曲を抑制、
右立脚期で膝折れ出現。TUG（独歩）：25.16 秒、FIM：68 点（運動
35 点/認知 33 点）。評価結果より問題点はCSMによる右上下肢筋発
揮低下が左側優位の動作を助長、局所性廃用症候群やバランス障害
を生じ、またADL狭小化による運動耐容能低下を問題とし、全身状
態や運動負荷量、EDSを考慮したプログラムを立案。
【介入と結果】
理学療法では、重錘負荷での筋力強化・バランス・歩行練習を中
心に実施。しかし術後＋63 日に右外側広筋に筋内血腫出現、荷重痛
にて歩行困難。術後＋82 日に炎症症状の軽減、歩行練習再開。独歩
で 6MD実施：150m。術後＋97 日、有酸素運動（自転車エルゴメー
タ）追加。最終評価（術後＋180 日）、MMT（右/左）四肢 4/4 と筋
力向上、感覚機能に著変なし。立位保持自立、歩行は膝折れ残存、し
かし実用性向上し屋内自立、屋外見守りまで向上。TUG：13.61 秒、
6MD：200m、FIM：97 点（運動 61 点/認知 34 点）、JOAスコア：13/
17 と向上認め、術後＋181 日に自宅退院となった。
【結論】
本症例は姿勢アライメント異常・独自歩容の為、代償動作を許容

した歩行実用性向上を目標にし獲得に至った。今回難渋した点は運
動負荷の調整で、全身に分布する結合組織は過負荷により様々な症
状の出現が予想され今回は筋内血腫を呈したと考えられる。その為、
重複障害も考慮した運動負荷量は重錘・自転車エルゴメータなど定
量化可能な物を選択し、全身状態・経過観察を徹底し調節を行う事
が重要だと示唆され、今後EDSの理学療法の一助となり得る。
【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき、本症例に対し発表の趣旨を十分に説明
し同意を得て実施した。
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中咽頭癌の術後に対する理学療法の経験

永井 豊美 1）・八木 柚香里 1）・藤本 康子 1）・古賀 秀作 2）

1）京都逓信病院リハビリテーション室
2）山王病院リハビリテーション科

Key words / 中咽頭癌，姿勢再教育，動きの再学習

【症例紹介】
81 歳の女性で、主訴は「喉の痛み」と「飲み込めない」であった。
現病歴は 2019 年 3 月 15 日から咽頭痛が出現し、翌日近医を受診し
内服処方を受けたが改善せず症状が悪化したため当院受診し、3月
18 日、肺炎、多発性口内炎、咽喉頭炎にて入院となった。既往歴は
1998 年に右中咽頭癌にて右頸部郭清術および放射線化学療法を施
行されている。日常生活は自立されていた。STによる嚥下障害に対
する介入が 3月 20 日より開始されたが、頸部の動きの向上と姿勢の
改善に対して PTへの介入依頼があり、4月 2日より PTの介入と
なった。
【評価とリーズニング】
初期評価では、鼻腔チューブによる栄養摂取以外は院内のADLは
自立しており、認知機能も問題はみられなかった。脊柱のアライメン
トはFlat Back でカーブは全体的に減少し頭部前方姿勢であり、右
の肩甲骨は外転・前方偏位を呈していた。頸部の動きは上位頚椎・
下位頚椎ともすべての方向について低下しており、頸部周囲筋は左
右とも全体的に硬化していた。右頸部郭清術の領域は感覚低下がみ
られた。右の口角は下垂しており、右側の舌の運動障害と嚥下時の咽
頭の感覚低下および咽頭筋群の筋力低下がみられた。また左口角周
辺のしびれも呈していた。Red Flag は嚥下障害による肺炎で、Yel-
low Flag は特にみられなかった。兵頭スコアは 10/12 点で高度の嚥
下障害であった。右中咽頭癌の術後から理学療法を受けることなく
長期経過しているため、頸部の動きや姿勢に対する感覚は低下して
いると考えられた。
【介入と結果】
理学療法では姿勢の改善と頸部周囲筋（嚥下の関連筋を含む）の筋力
と柔軟性の向上および頸部の動きの再学習を目的に介入を開始し
た。治療内容は、頸部周囲筋のリリースと頚椎のmobilisation、頚椎
の各方向への動きの再学習、姿勢の再教育を行った。嚥下機能につい
ては咽後頭部の感覚低下や運動機能の低下および舌の変形があり、
咽頭部の筋力の完全回復が見込まれず、兵頭スコアも 10/12 点と変
わりなく誤嚥を来す危険が高いため 4月 14 日 PEGを造設した。結
果、頭部前方姿勢は改善し、頚椎の動きはすべての方向で改善がみら
れ、5月 14 日退院となった。
【結論】
頭頸部の術後では姿勢や頸部・胸部の筋のアンバランスを呈しやす
く、動きの学習も困難となることが多い1）。このため徒手的治療と合
わせて動きの再学習を図るアプローチも必要であると考えられる。
文献 1）小玉岳：頭頚部がんに伴う摂食嚥下障害に対する理学療法
アプローチ、理学療法 35（5）：413-422, 2018
【倫理的配慮、説明と同意および利益相反】
ヘルシンキ宣言に基づき、本演題発表にあたり、患者および関係者に
対して口頭で説明を行い、同意を得られた上での発表であることを
明示する。また本演題に関しての利益相反は存在しない。
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脳震盪後に遷延した頸部痛・めまいの症状に対して前
庭リハビリテーションが著効したプロ野球選手の 1例

飛田 広大 1）・芋生 祥之 1）・武井 隼児 1）・谷口 徹 1）・
小野瀬 慎二 1）・菅野 陽介 1）・吉田 和歌子 1）・内田 卓郎 2）・
小林 裕幸 2）・平野 篤 3）

1）筑波大学附属病院水戸地域医療教育センター茨城県厚生連総合病院水戸協同病院リハビリテーション部
2）筑波大学附属病院水戸地域医療教育センター茨城県厚生連総合病院水戸協同病院総合診療科
3）筑波大学附属病院水戸地域医療教育センター茨城県厚生連総合病院水戸協同病院整形外科

Key words / 前庭リハビリテーション，めまい，頭頸部外傷

【症例紹介】
症例は 20 歳代男性のプロ野球選手。ブルペンキャッチボール中、捕
球ミスで前額部にボールが衝突し受傷、当日に当院受診。頭部・頸椎
CTにて異常所見なく、脳震盪と診断、安静加療と指示を受けるが、
受傷後 1週以上経過するも日常生活レベルで頭痛・頸部痛・めまい
の症状が強く持続。頭部MRI では異常所見なく、競技復帰に向けて
理学療法依頼あり介入を開始。
【評価とリーズニング】
愁訴は頸部痛と動作時に伴うめまい。めまいは、右方向への追従性・
衝動性眼球運動、輻輳運動で誘発されるも眼振は認められず、頸部運
動では誘発されなかった。椎骨動脈と頸椎の Security test 陰性。内
耳性のめまいに関する頭位変換 test 陰性、Head impulse test 陽性、
Fukuda Stepping test 陽性、Head Neck Differentiation test 陽性と
いう結果であったため、前庭系の機能不全の影響を疑い評価を進め
た。頸部痛は、頸椎の伸展と左回旋で右頸肩部痛が出現し可動域制限
が認められた。四肢の筋力低下・感覚障害なし。協調性検査陰性。平
衡機能はBalance Error Scoring System（BESS）を用いて評価し 17
点、3m往復の継足歩行：28.6 秒とバランス能力の低下が認められ
た。以上のことから、本症例の問題点は頸部痛を伴う頸椎可動域制限
と前庭系システムの機能不全に近似しためまいとバランス能力低下
と推察。頭頸部回旋の運動刺激に対しての姿勢制御能力が低下して
おり、感覚入力による姿勢制御を改善させるような理学療法介入が
必要と考えた。
【介入と結果】
初回はめまいが強く、眼球運動による前庭適応を促通し、頸部痛に対
しては軟部組織や関節のモビライゼーションを施行することによ
り、頸部痛消失し可動域改善。それに伴い気分不快も改善したため、
頸椎の運動制御向上を図るメニューや、前庭リハビリテーションに
よる眼球-頭頸部運動と全身運動の統合を図っていき、段階的なリハ
ビリテーションによる機能向上を目指し介入した。介入 2週後には
日常生活レベルで症状は消失、閉眼での立位保持能力（BESS：6
点）も向上し脳震盪後の段階的復帰プロトコルに基づきチーム練習
に参加開始。その後めまいや頸部痛・頭痛などの症状再発なく、バラ
ンス能力改善あり（BESS：0 点）受傷後 6週にてチーム完全合流と
なる。
【結論】
今回、脳震盪後に頸部痛やめまいの症状改善に難渋した症例に対し
て、徒手療法により頸部痛改善後に前庭リハビリテーションによる
運動療法を介入したところ、段階的復帰プロトコルに基づいてのス
ポーツ復帰プログラムを円滑に遂行でき、競技復帰することが出来
た。今回の治療経験から、脳震盪受傷後は過度な安静ではなく、系統
的な鑑別をしたうえで徒手療法や前庭リハビリテーションによる前
庭系システムの改善、段階的介入により症状の改善が期待できるこ
とが示唆された。
【倫理的配慮】
本症例には口頭で今回の発表に対する同意を得た。
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筋力低下によるバランス能力低下がLight Touch を姿
勢制御に利用した運動療法で改善した 1例

深田 亮・村田 淳

千葉大学医学部附属病院リハビリテーション科

Key words / 筋力低下，バランス能力低下，Light Touch

【症例紹介】
クッシング病（CD）は非常に稀な疾患であり、症状は満月様顔貌
や中枢性肥満、四肢の筋萎縮といった体型変化を伴う徴候が挙げら
れる。今回われわれはCD再発症例に対し、理学療法で Light Touch
（LT）を姿勢制御に利用した足圧分布コントロール練習とステップ
練習、歩行練習を自宅退院までの約 3週間実施した。その結果、自宅
退院から 2ヶ月後においてもバランス能力と歩行能力が改善した症
例を経験したので報告する。症例はCDにより下肢筋萎縮を呈し、再
発を認めた 67 歳女性である。自宅内移動は手摺りを使用しトイレま
で自立していた。ADLは食事や整容・更衣は自立していた。入浴の
み週に 3回の通所リハビリテーション時に実施し、洗体は自立して
いた。
【評価とリーズニング】
身体所見として両側にClaw toe 変形を認めた。筋力はMMTで腹
直筋・腹斜筋は 2、下肢機能は左右ともに腸腰筋 3、大臀筋 2、中殿
筋 2、内転筋 2、大腿四頭筋 3、大腿二頭筋および半 ・半膜様筋 2、
前脛骨筋 2、下腿三頭筋 2であった。大腿四頭筋のHand Held Dyna-
mometer（HHD；R/L）は 6.0kgf/2.8kgf であった。起居動作は自立
していた。歩行は独歩で 30mは監視下で可能であった。バランス能
力は重心動揺検査において閉眼の条件下で身体保持が困難であっ
た。足圧分布検査は前足部荷重であった。Functional Reach（FR）が
198cm、10m歩行は 17.6 秒（32 歩）、timed up and go（TUG）は 20.9
秒（31 歩）であった。CDの病態から筋力強化によるバランス能力の
改善は困難と考えられた。そこで追加検査として LTを姿勢制御に
用いた重心動揺検査と足圧分布検査を実施した。結果は重心動揺検
査は閉眼においても立位保持が可能となり、足圧分布検査は踵荷重
が可能となった。このことから体幹・下肢筋力低下に伴う前足部荷
重は膝折れに対する過剰な姿勢制御と考えられた。
【介入と結果】
理学療法は LTを姿勢制御に利用した足圧分布コントロール練習

とステップ練習、歩行練習を中心に週 3～5回を 1日 40～60 分間を
自宅退院までの約 3週間実施した。結果は自宅退院時と 2ヶ月後に
おいても、筋力は不変であったがClaw toe 変形は改善した。重心動
揺検査は LTを追加せずに閉眼の条件で立位保持が可能となった。
足圧分布検査も LTを追加せずに踵荷重が可能となった。FRは 235
mm、10m歩行は 11.8 秒（23 歩）、TUGは 12.0 秒（21 歩）と改善を
認めた。
【結論】
体幹・両下肢筋力の改善が困難と予想される症例において、LT
を姿勢制御に利用した運動療法でバランス能力と歩行能力の改善が
得られた。
【倫理的配慮、説明と同意】
本報告を行うにあたり、本例には目的、得られたデータおよび画像

等の利用について十分な説明を行ない、同意を得た。
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運動機能障害および心理社会的要因により生じた腰痛
に対し理学療法を実施した一症例

稲田 洸一

清水病院リハビリテーション課

Key words / 腰痛，運動機能障害，心理社会的要因

【症例紹介】
今回，腰椎椎間板症と診断された患者に対し， 痛を機能障害・心

理社会的要因・労働環境など多面的に捉える事が出来る筋骨格系ク
リニカルトランスレーションフレームワークの概念を使用し 痛発
生原因・ 痛関連因子の特定・改善を試みた結果，早期に 痛軽減
が図れたため報告する．
本症例は 45 歳男性で飲食店の店長を務めており，数年前より自制
内の腰痛が時々出現していた．転勤後，仕事量・仕事内容が変わり約
1ヶ月後に腰痛が増悪．仕事が困難となり当院を受診．
【評価とリーズニング】
画像所見の結果や問診から red flag を疑わせる所見は認められな
かった．
痛については，腰部に鋭い痛みが生じておりNRSは 8/10 であ

り，日常生活や夜間においても腰痛を認めた．増悪因子は料理をテー
ブルに置く動作，前屈動作であり，軽減因子は安静臥位であった．
立位静的アライメントは，胸椎後弯増大位・腰椎後弯増大位・骨
盤後傾位であり，筋の長さテストにて小胸筋・大胸筋・大殿筋・ハ
ムストリングス・腓腹筋に伸張制限を認め，筋機能検査にて腹筋
群・大殿筋・中殿筋に筋力低下を認めた．
運動検査においては，腰椎屈曲右回旋運動時に再現痛を認めたこ
とから，腰椎屈曲右回旋動作時に腰部に 痛が生じる可能性がある
組織に対し 痛評価を実施した所，腰椎椎間板性 痛に加え筋性
痛が生じていると判断した．
心理社会的要因は筋骨格系 痛スクリーニング質問票とKeele
STarT Back スクリーニングツールおよび医療面接にて腰痛への影
響を判断した．筋骨格系 痛スクリーニング質問票においては 64/
100 点であり，Keele STarT Back スクリーニングツールにおいては
Medium risk であった．
また，2つのスクリーニング検査の共通点として恐怖回避行動や

破局的思考のスコアが高く，回避行動や破局的思考を修正する介入
を念頭に置く必要があることが推測された．
労働に関しては，心理社会的要因に対するスクリーニング検査の
結果およびBelief として転勤後に仕事量が増大したことにより腰痛
が生じたと考えていることからブラックフラッグによる症状への影
響が高いと推測した．
【介入と結果】
機能障害に対しては，伸張制限が存在する筋への静的ストレッチ

ング，弱化筋へのエクササイズおよび股関節・胸椎部の機能改善を
行い腰椎椎間板への圧縮ストレスの分散を図った．
心理社会的要因に対しては，腰痛が出現する原因を説明すること
に加え，仕事での動作時に腰部へのメカニカルストレスを回避させ
る動作方法および 痛出現時の対応について指導した．
その結果，来院 3回目にて夜間痛・日常生活での 痛は消失し，仕
事中の 痛は来院 6回目にてNRS：1-2/10，来院 10 回にてNRS：
0/10 となった．
【結論】

痛発生原因・ 痛関連因子を多面的に評価し介入を行ったこと
により，腰痛の慢性化を防ぎ早期に 痛軽減を図れた．
【倫理的配慮、説明と同意】
本症例に発表の目的と内容を説明し，書面にて同意を得た．
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非特異的慢性腰痛患者に対し、STarT Back Screening
Tool を併用した環境調整および姿勢指導が有効であっ
た一例

三浦 惇 1,2）・大渡 昭彦 3）・中川 雅裕 4）

1）医療法人三愛会 三愛クリニック 2）鹿児島大学大学院 保健学研究科
3）鹿児島大学医学部保健学科 理学療法学専攻
4）医療法人三愛会 三愛病院

Key words / 非特異的慢性腰痛症，STarT Back Screening Tool，環境調整

【症例紹介】
非特異的腰痛の発症誘因の一つに作業姿勢不良がある。今回、仕事環
境に起因する不良姿勢によって、強い痛みを伴う非特異的慢性腰痛
患者に対し、心理社会的介入の必要性を評価した上で環境調整と姿
勢指導を実施したところ、良好な結果を得たためここに報告する。
対象はデスクワークに従事する 40 歳代女性で、4ヶ月前に明確な誘
因のない腰痛および両下肢痛を自覚し、その後徐々に 痛増悪した
ため来院した。腰椎MRI では L4/5 高位に軽度の脊柱管狭窄を認め
たが、症状との関連は低いと思われ、非特異的腰痛として理学療法を
開始した。
【評価とリーズニング】
痛強度は安静時、動作時、仕事中の全てでNRS：9/10 であった。
仕事中の座位姿勢では 痛範囲の拡大が認められた。明らかな神経
学的所見は無く、脊柱の可動性に関して L5/S1 には hypermobility、
L4/5、L3/4 には hypomobility を認めた。座位姿勢は骨盤後傾、腰椎
後彎、胸椎伸展、肩甲骨内転位であり、対象者に良肢位を指示すると、
胸椎の伸展は強調されるものの骨盤後傾、腰椎後彎には大きな変化
を認めなかった。また、 痛増悪に関連しうる環境因子として、仕事
中は骨盤後傾を助長する低めの椅子に座っていた。なお、STarT
Back Screening Tool（SBST）では総合得点 5点（領域得点 1点）で
軽度の心理社会的問題を有するmedium risk と分類され、理学療法
介入が有効であると判断した。以上より、仕事中の不適切な環境によ
る持続的な不良姿勢が腰椎の可動性変化と脊柱の L5/S1 へ過剰な
機械刺激を与えていると推測した。
【介入と結果】
介入内容は、環境調整や姿勢に関する教育、良肢位の意識付けのため
のセルフエクササイズの指導、関節モビライゼーションとした。初期
介入時は 痛が強く、他動運動が困難であったため、環境調整と姿勢
の教育指導および、セルフエクササイズより開始した。環境調整とし
て、仕事中は座面を 40cm前後へ上げるよう指導するとともに、良肢
位の認識を骨盤前傾、腰椎前彎、胸椎軽度後彎へ修正し、意識付けを
行った。セルフエクササイズは座位や四つん這いで腰椎中間位のコ
ントロールを指導した。
介入 1ヶ月で他動運動での 痛誘発が消失したため、L3/4、L4/5
に対する関節モビライゼーションを開始した。介入 3ヶ月で安静時
痛はNRSが 0/10、動作時中、仕事中のNRSが 3/10 へ改善し、日常
生活に支障の無い範囲で 痛コントロールが可能となった。理学療
法介入中に鎮痛薬の処方やその他の医学的治療は行われなかった。
【結論】
今回、椅子の高さという仕事中の環境因子が姿勢制御不良と 痛に
大きく関与し、徒手的介入が困難であった非特異的慢性腰痛患者の
治療を経験した。このような症例においても、SBSTによる分類と段
階的介入によって効果的な 痛コントロールに繋がる可能性が示唆
された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本症例報告はヘルシンキ宣言に基づき、対象へ口頭及び書面で説明
し、同意を得た。
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痛みの鑑別に着目した患者教育が奏効した腰殿部，下肢
痛を有する症例

多々良 大輔 1,2）・中元寺 聡 1）・石谷 栄一 1）

1）福岡志恩病院リハビリテーション部
2）九州看護福祉大学看護福祉学研究科健康支援科学専攻身体機能支援科学分野

Key words / 侵害受容性 痛，神経障害性 痛，患者教育

【症例紹介】
今回，腰部脊柱管狭窄症（LSS：lumbar spinal stenosis）と診断され
た症例において，画像所見，各種理学所見から侵害受容性 痛・神経
障害性 痛の混在状態にあると考えられる症例を担当した．理学療
法の実施，セルフエクササイズの指導に加え，症状が混在しているこ
とを説明しながら患者教育を行い，良好な経過を得られたため，報告
する．
【評価とリーズニング】
80 歳代男性で診断名は LSS，罹病期間は 1年 7ヶ月であった．右腰
部から大腿外側へ広がる 痛・しびれに関し，自分の症状は全て
LSS に伴う間歇性跛行であると断定的に捉える傾向にあった．間歇
性跛行は 300m，MRI では L1-5 まで多椎間に及ぶ狭窄があり，特に
L4/5，L5/S にて強い狭窄が確認された．Pain intensity（NRS）にて
腰，右殿部～大腿外側痛ともに 8/10，Rolland Morris Disability In-
dex（RDQ）：8点，Pain catastrophizing scale（PCS）：31 点，Cen-
tral Sensitization Inventory short version（CSI-9）：2点であった．坐
位の持続ないし立位での前屈時に右 PSIS 外側に finger sign を認
め，Kurosawa らのスコアリングシステムにて 5点を示したため，右
仙腸関節痛を合併している状態であると判断した．歩行持続に伴う
右大腿外側への放散痛に関しては，Konno らの腰部脊柱管狭窄診断
サポートツール：8点であったことから，本症例の症状は右仙腸関
節刺激症状と LSS に由来する神経症状の混在状態である可能性が
高いと判定した．
【介入と結果】
投薬としてはプレガバリン・デュロキセチンを初診時から処方し
た．坐位持続，立位での体幹前屈時の右腰殿部痛に関しては，右仙腸
関節性 痛として 2回/月の治療/セルフエクササイズ指導として大
殿筋上部線維～腸脛靭帯の伸張性改善を図り，坐位・立位での前屈
時の症状はほぼ寛解が得られていたが，NRS：8/10 と表現した．こ
の結果から右腰殿部痛の改善が得られても歩行時の大腿外側症状が
変化していないために，「私の症状は全て LSS である」との信念が右
腰殿部痛の自覚的な改善を妨げている可能性があることが示唆され
た．そのため 痛の機序が異なり，右腰殿部痛は先行して改善する可
能性が高いことを説明しつつ患者教育を行った結果，介入 1カ月後
合計 4回の介入にて腰殿部痛はNRS：2/10，大腿外側痛：5/10 まで
改善が得られ，その後は月に 1回の経過観察を 2カ月間行った後，通
院終了となった．
【結論】
侵害受容性 痛，神経障害性 痛に対する医学的管理に加え，病態に
対する捉え方に関して患者教育を行うことで，良好な経過を得られ
た．
【倫理的配慮，説明と同意】
本人及び家族に本報告の目的，プライバシー保護を説明し，同意を得
るとともに当院倫理委員会にて承認を得た．
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社会心理面に問題があり術前からの理学療法介入で歩
行機能を改善できた慢性腰痛患者の一例

桑田 麻由子

千葉大学医学部附属病院

Key words / 慢性 痛，破局的思考，急性期理学療法

【症例紹介】
運動器疾患による痛みの認知・情動の悪循環は痛みの慢性化や機
能障害と関係する。今回、術後の理学療法で痛みの認知・情動の改善
には至らなかったが身体機能は改善した症例を経験したので報告す
る。症例は 73 歳女性、腰痛と両下肢痛が増悪し、第 2腰椎椎体骨折
に対し固定術を施行された。既往歴に脊柱管狭窄症があり、3度の手
術歴がある。入院前は日中のみ独居であり、ADLは自立していた。
【評価とリーズニング】
術前の身体所見は腰背部の 痛が安静時からNRS7、歩行時は
NRS10 であった。関節可動域を体幹に認めており、立位では屈曲 40°
であった。起居動作は自立、歩行はT字 を使用し連続 10m程度可
能であった。10m歩行は 34.8 秒 38 歩、TUGは 34.6 秒 40 歩であっ
た。 痛認知は PCSが 43 点、TSKは 48 点であった。 痛情動は
FESが 11 点、HADSが不安 9点、抑うつ 11 点であった。ADLの機
能障害はRDQで 19 点だった。身体活動量は LSAで 10 点、地域や
人との関係性は LSNS-6 で 11 点だった。
本例は術前から痛みに対する破局的思考、運動恐怖、不安、抑うつ

が重症化していた。加えて 痛への過剰な回避行動による自己効力
感の低下、日中独居という社会的に孤立していた背景が 痛に対し
複雑に影響し合っていると考えられた。理学療法では 痛回避動作
指導の他に 痛に対する患者教育と自己効力感の改善に重点を置く
必要があると考えた。そのため術前指導より、術後は従来の 痛が増
悪するわけではなく、手術によって一過性に創部痛が生じることを
説明した。術後は希望動作の獲得が自己効力感の改善につながると
考え、本例の希望が強かったトイレ動作練習と立位・歩行練習を中
心に実施し、介入中は看護師や他療法士に賞賛するよう依頼した。
痛の訴えが聞かれた際は療法士より 痛は寛解することを説明し、
安心感を得られるようにした。移動方法は 痛の程度に応じて本人
が両T字 か車椅子を選択するよう指導した。運動量は自宅退院後
の活動量増加を見通して、低負荷で短時間の運動から導入し、運動量
を増量することよりも継続できることが重要と指導した。
【介入と結果】
理学療法は術後 5日目から歩行器での歩行練習を開始した。術後 7
日目に両T-cane 歩行で 100m歩行可能となった。術後 11 日目に転
院となった。転院時の身体機能は体幹伸展可動域-10°、10m歩行で
は 17.4 秒 20 歩、TUGは 28.4 秒と改善が見られたのに対し、PCS
は 48 点、TSKは 51 点、HADSは不安 7点、抑うつ 10 点、RDQ
は 17 点と不変であった。
【結論】
術前から PCSや TSKが高値を示す症例においても急性期の理学
療法介入で身体機能は改善できる。
【倫理的配慮、説明と同意】
本例には目的，得られたデータおよび画像等の利用について十分な
説明を行い、同意を得た．

O-150 症例報告 10 脊椎
急性腰痛を伴う異常姿勢を呈した症例に対する姿勢改
善の理学療法～異常姿勢改善による 痛軽減を目指し
て～
鈴木 雅也・橋本 みまみ・宮川 真二朗・今岡 信介・
德田 一貫・大塚 未来子

大分岡病院

Key words / 腰椎椎間板ヘルニア，異常姿勢，保存療法

【症例紹介】
症例は 20 代男性．仕事は重労働であり，腰痛を繰り返していた．今
回，高所物を持ち上げた際，腰部全体と左下肢痛が出現．翌日，体動
困難となり救急搬送にて当院入院し腰椎椎間板ヘルニア（以下：
LDH）と診断された．本症例に対して，マッケンジー法に加え体幹
トレーニングを行い，著明に 痛軽減を認めたため以下に報告する．
【評価とリーズニング】
初期評価として主訴は 痛の軽減．MRI では L4/5，L5/S1 で椎間板
突出，L5/S1 は左側優位に認めた．関節可動域（以下：ROM）は体
幹屈曲 35°，体幹伸展 5°．SLRは右 50°，左 40° と共に左腰部～大腿
後面に 痛認め， 痛強度（以下：NRS）7/10． 痛は体幹屈曲時，
腰部全体～左下腿後面にNRS9/10．座位では腰部全体～右大腿前
面，左大腿後面にNRS5/10．起立動作時は腰部全体～左下肢後面に
NRS6/10．立位保持では腰部全体～左下腿後面にNRS5/10．特に体
幹屈曲時の著明な 痛は腰椎屈曲運動により，椎間板内圧が上昇，髄
核の後方偏位により 痛が出現したと考えた．静止立位の前額面で
は，右肩甲骨下制，胸椎左凸，腰椎右凸，骨盤右側偏位，骨盤右挙上
位を呈していた．矢状面では腰椎の前弯減少を認めた．異常姿勢の原
因として，前額面において下位腰椎右凸，相対的な左側屈により左後
方へ突出した髄核を正中位に戻そうとする 痛回避姿勢を呈する
が，腰椎前弯減少による症状悪化の要因が考えられた．起立動作は，
体幹前傾相の減少，上方への重心移動では腰背部の伸展消失し大腿
を支持して行っていた．これは，体幹前傾相や脊柱起立筋の筋収縮を
抑制するためと考える．徒手筋力検査法（以下：MMT）は両股関節
屈曲 3，左膝関節伸展 4．感覚検査では，左第 2～3趾足背部の感覚鈍
麻を認めた．触診では腹横筋の収縮不全を認めた．筋緊張は左脊柱起
立筋，左腰方形筋に亢進を認めた．疾患特異的・患者立脚型慢性腰痛
症患者機能評価尺度（以下：JLEQ）は 70 点，腰痛の特異的評価（以
下：RDQ）は 21 点，破局的思考尺度（以下：PCS）は 39 点．
【介入と結果】
痛軽減，異常姿勢の修正を図るため，セラピストが腰椎右側屈，骨

盤左側方移動，体幹伸展方向へ促した．腹横筋に対しては draw-in，
bracing を行った．最終評価としてROMは体幹屈曲 45°，体幹伸展
25° と改善を認めた．起立動作は体幹の屈伸運動が可能となった．静
止立位では右肩甲骨下制位を認めたが，骨盤右側偏位は改善し起立
動作，立位保持時の 痛は消失した． 痛軽減は腰椎の生理的前弯を
獲得することで，椎間板のメカニカルストレス軽減や腹横筋の収縮
改善により脊柱起立筋の過緊張が改善したためと考えた．MMTは
左股関節屈曲 4，左膝関節伸展 5．左足背の感覚鈍麻は改善しており，
SLRは 右 75°，左 65° の 陰 性．JLEQは 60 点，RDQは 7点，PCS
は 6 点．
【結論】
LDHにおいて 痛による異常姿勢を認めた際，アライメント修正に
加え腹横筋に対する早期運動療法が有効であった．
【倫理的配慮，説明と同意】
本症例には本発表の目的と意義について十分に説明し，書面で同意
を得た．
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腰椎経椎間孔椎体間固定術（TLIF）施行後 1年で 痛が
再燃した複雑な病態を呈する症例の経験

山下 浩史 1）・西上 智彦 2）

1）スカイ整形外科クリニックリハビリテーション科
2）甲南女子大学看護リハビリテーション学部理学療法学科
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【症例紹介】
腰椎固定術後患者の 25％に腰痛や下肢痛が残存し，40％が 1年
後の状態に満足していないといわれている．また，術後の運動恐怖や
破局的思考は， 痛の強さや能力障害に影響する．今回，腰椎経椎間
孔椎体間固定術（TLIF）により 痛が軽減したものの，1年後に再
燃した症例に対し， 痛に関連する多角的・多面的な評価に基づい
た介入を行い，良好な結果を得たので報告する．
症例は 40 代の女性である．職業は元長距離トラックドライバー
で，現在は専業主婦である．A病院にて L5/S 左椎間孔の狭窄に対す
る手術を施行し， 痛みが軽減したことでT字 歩行が可能となり，
術後の経過は良好であった．しかし，術後 9ヶ月から痛みが再燃し，
車椅子の使用を余儀なくされた．画像所見で再手術の適応はないと
判断され，Bペインクリニックでの加療を開始した．その後も 痛は
残存し，日常生活活動が著しく制限されていたため，当院にてリハビ
リテーション開始となった．
【評価とリーズニング】

痛強度（Numeric rating scale：NRS）は 7で， 痛部位は主に
腰背部，左臀部，左大腿部であったが，頸部，右上・下肢など多岐に
わたる訴えもあった．T字 歩行は可能であったが，左股関節外旋
位，左膝関節伸展位に固定し，膝折れが出現することもあった．神経
障害性 痛のスクリーニング（painDETECT Questionnaire：PDQ）
は 17/38，腰痛の慢性化・難治化リスクのスクリーニング（STarT
Back Screening tool：SBST）は 8/9（領域得点 4/5），中枢性感作質
問指標（Central Sensitization Inventory：CSI）は 43/100，腰痛によ
る日常生活動作能力障害（Roland-Morris Disability Questionnaire：
RDQ）は 16/24，運動恐怖思考（Tampa Scale for Kinesiophobia：
TSK）は 45/68，破局的思考（Pain Catastrophizing scale：PCS）40/
52，身体知覚異常（Fremantle Back Awareness Questionnaire：Fre-
BAQ）は 25/36 であった．本症例は，SBSTにて身体的要因のみなら
ず，心理社会的要因にも問題があることやCSI がカットオフ値以上
であることから中枢性感作症候群が影響している可能性があり，そ
の促進因子として，破局的思考，運動恐怖，身体知覚異常が考えられ
た．
【介入と結果】
介入初期は，心理社会的要因に対してFear-avoidance model を用
いて誤った病識の修正やアクティビティ・ペーシングといった 痛
教育を中心に行った．身体的要因に対しては，日常における不良姿勢
の指導や軽い負荷のエクササイズの提案を行った．その後，視覚
フィードバック用いた体幹の運動や下肢の運動課題を行った．初期
評価から 6ヶ月後の評価では，NRSは 4，PDQは 7/38，RDQは 7/
24，TSKは 29/68，PCS は 30/52，FreBAQは 4/36 に改善した．
【結論】
本症例は，TLIF 後の予後不良例であったが， 痛に関連する多角

的・多面的な評価に基づく介入を行うことで良好な結果が得られ
た．
【倫理的配慮、説明と同意】
本報告にあたり，患者に対して口頭で説明を行い，同意を得た．

O-152 症例報告 10 脊椎

腰椎椎体後方固定術後の上殿皮神経障害による殿部痛
に対し理学療法アプローチが有効だった一症例

岡村 潤 1,2）・稲葉 将史 1）・田中 日出樹 2）・山本 昌樹 1）

1）明舞中央病院リハビリテーション科 2）明舞中央病院整形外科

Key words / 上殿皮神経障害，殿部痛，腰椎椎体後方固定術

【症例紹介】
上殿皮神経（SCN）は，第 11 胸椎～第 5腰椎の後根神経の皮枝から
なり，腰背部を下外側へ走行する．腸骨稜近傍で胸腰筋膜を貫通して
殿部へ至り，同部の感覚を支配している．胸腰筋膜貫通部での絞扼性
神経障害として SCN障害が報告されており，腰殿部痛の 1.6％～
14％を占めるとされている．今回，腰椎椎体後方固定術後に生じた
殿部痛に対し，SCNの滑走性改善を目的とした運動療法が有効だっ
た症例を経験した．
症例は 70 歳代男性で，両大腿後面の 痛のため当院を受診した．腰
部脊柱管狭窄の診断にて，経皮的椎体形成術（第 12 胸椎）と腰椎椎
体後方固定術（第 2/3/4/5 腰椎）が施行された．
【評価とリーズニング】
術後 4日目の評価では， 痛が安静時，運動時ともに右殿部に訴え
（数値的評価スケール：NRS8），右上後腸骨棘の one point indication
sign を認めた．右殿部痛は端座位で増悪し，胸腰椎後弯の骨盤後傾位
の座位姿勢を呈していた．圧痛は右仙結節靭帯，右後仙腸靭帯に認め
た．Freiberg test，Patrick test，Gaenslen test は右側に陽性で，骨
盤を固定することで 痛が軽減した．Thomas test および大殿筋拘
縮テストは左右ともに陽性だった．これらの結果から，仙腸関節障害
による殿部痛を疑い，仙腸関節の可動性改善や股関節の柔軟性改善
を目的に運動療法を実施した．術後 1週 4日目の時点で，Freiberg
test，Patrick test，Gaenslen test が陰性となったが，右殿部痛は残存
（NRS6）した．座位姿勢やThomas test および大殿筋拘縮テストも改
善を認めなかった．圧痛は，右仙結節靭帯，右後仙腸靭帯は消失した
が，SCNが走行する腸骨稜近傍で認め，殿部の皮膚を寄せると軽減
した．これらの結果から，SCN障害による殿部痛であると推察した．
【介入と結果】
SCN周辺の皮下脂肪性結合組織の柔軟性改善を目的に殿部皮下の
滑走練習を行ったところ，腸骨稜近傍の圧痛が消失し，安静時および
運動時の右殿部痛が消失した．
【結論】
本症例の術後に生じた殿部痛は，SCN障害によるもと判断した．
SCNに絞扼・牽引ストレスが生じる原因として，加齢性変化や椎体
骨折，傍脊柱筋の筋緊張などが挙げられている．本症例においては，
手術侵襲による傍脊柱筋の筋緊張亢進に加えて，骨盤後傾位に伴う
傍脊柱筋への負担増大が SCN障害の発症に影響したものと推察さ
れた．胸腰椎手術後に殿部痛を訴える症例に対しては，SCN障害も
念頭におき，評価や治療を実施していく必要性が再認識できた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本発表に関して当該患者には，ヘルシンキ宣言に基づき口頭と書面
にて説明を行い，同意を得ている．
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術前から顕著な首下がりを呈した胸腰椎固定術後の一
症例～全身アライメントを考慮して～

田島 健太郎

榛名荘病院リハビリテーション部

Key words / 首下がり，全身アライメント，脊柱固定術後

【症例紹介】
首下がり症候群は様々な疾患・病態で生じる。高齢女性に多く、頸部
伸筋群筋力低下から前方注視困難となり、歩行困難やADLへ支障
を来すことが多い。症例は 79 歳女性で診断名は脊柱後側弯症。現病
歴は 4年前に骨粗鬆症性椎体骨折、1年前に後頚部痛・首下がり出
現。徐々に歩行・ADL障害来し、平成 30 年 5 月 15 日に当院にて第
10 胸椎～第 6腰椎後方矯正固定術施行。
【評価とリーズニング】
術前は頚部・体幹屈曲し前方注視困難、また支持物なしで実用的な
長距離歩行困難。さらに後面筋・股関節周囲筋を中心に筋力低下
（MMT2）を認めた。 術後頸部を含むアライメント改善を認めたが、
固定に対する術後の離床制限や、腰椎の急激なアライメント変化に
より筋力低下を呈した。徐々に下肢筋力改善し、術後 2か月で独歩に
て棟内自立。術後 3か月の時点で筋力はMMT4～5まで改善。しか
し、術後 3～4か月でフラットな背臥位は困難さあり、首下がり著明
となる。術後の各評価は、大腿四頭筋筋力（右/左・kgf）、10m歩行
テスト（秒・歩）、TUG（秒）は術後 1か月 12.7/11.6、歩行未測定、
術後 2か月 11.4/10.7、11.2・24、15.0、術後 3か月 11.8/12.3、9.6・21、
13.2、術後 4か月 12.2/12.4、11.2・24、13.5 であった。首下がりもあ
り、各評価でプラトーの状態であった。
首下がりの原因として、①術前のアライメント不良（首下がり著明、
脊柱全体の後弯・側弯）がありソフトカラーを常時使用し、頸部伸筋
群筋力低下が予想された、②術後アライメント改善を認めたが頸部
伸筋群筋力低下により頸～胸椎の伸展保持が困難となり、可動性低
下が予想された。①②から、今後のアライメント不良やADL制限、
さらに長期的な自宅生活困難へつながると予想された。
【介入と結果】
背臥位の状態では床と頭まで 10cm程の差が見られた。病室ベッド
では頸部屈曲が強調されないよう、バスタオルを畳んだものを使用
した。また上位胸椎以上の伸展可動域が必要と考え、介入時バスタオ
ルを丸めたものを両肩甲棘に沿って入れ、背臥位を取った。その際、
頭が浮いてしまうため枕やバスタオルを敷き、徐々に伸展位とした。
頸～胸椎の伸展可動域の改善の即時効果を認めた。さらにフラット
な背臥位で頸部伸展筋の等尺性筋力トレーニングを行い、立位での
頸椎中間位での保持可能と即時効果を認めた。約 1か月継続し、退院
時には背臥位や安静立位、歩行でのアライメント改善を認めた。また
各評価では退院時に大腿四頭筋筋力 16.4/15.4、10m歩行テスト
9.0・18、TUG12.2 と改善を認めた。
【結論】
下部胸～腰椎の術後であっても術前のアライメントや身体機能を考
慮した介入を心掛ける必要性があると考えられた。反省点として、術
直後から全身機能を確認し、アライメント不良に対しての予防的な
介入を考慮する必要があったと考える。また頸椎の評価をより客観
的指標で評価するべきであった。
【説明と同意】
患者本人に本学会で発表する旨を伝え、同意を得た。
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スタテックストレッチング併用の筋力増強運動は変形
性股関節症患者の股関節外転筋力向上に有用か

二宮 一成 1,2）・高平 尚伸 2,3）・池田 崇 1,4）・鈴木 浩次 1）・
佐藤 良治 1）・平川 和男 1）

1）湘南鎌倉人工関節センター 2）北里大学 大学院 医療系研究科
3）北里大学 医療衛生学部 リハビリテーション科
4）昭和大学保健医療学部
Key words / 変形性股関節症，ストレッチング，筋力増強

【はじめに、目的】
反動を使用せず、ゆっくりと筋を伸張位で保持するスタテックス
トレッチング（SS）併用の筋力増強運動（ST）が高齢者の下肢機能
改善に効果的であることが報告されている。しかし、SS併用の ST
が変形性股関節症（股OA）患者の股関節外転筋力（外転筋力）に与
える効果については報告が少ない。そこで、本研究の目的は、SS
併用の STが股OA患者の外転筋力に与える効果を検討することと
した。
【対象と方法】
本研究は無作為化比較試験である。対象は、進行期～末期股OA
患者 123 例とした。取り込み基準は、40 歳以上 75 歳未満の者、重篤
な内科的・整形外科的疾患がない者とした。対象者を層化ブロック
ランダム割り付けにより ST群 41 例、SS群 41 例、ST+SS 群 41 例
に分類した。運動方法はホームエクササイズとし、運動期間は 4週間
とした。ST群は、背臥位での股関節外転運動と腹臥位での股関節伸
展運動を 20 回/日実施するよう指導した。SS群は、股関節屈筋群お
よび内転筋群に対する SSを 90 秒/日実施するよう指導した。ST+
SS 群には、STと SSの複合運動を指導した。
評価項目は、股関節ROM、外転筋力、股関節伸展筋力、歩行時痛、

10m歩行時間とした。
統計学的解析は、各項目に対して分割プロット二元配置分散分析
を行った。また、各項目の変化量の比較には、一元配置分散分析を用
いた。事後検定は、Tukey-Kramer 法および Games-Howell 法による
多重比較検定を行った。有意水準は 5％とした。
【結果】
123 例中、介入途中で ST群 2例、SS群 3 例、ST+SS 群 3 例が脱

落した（6.5％）。運動実施率は、ST群 83.0％、SS群 76.3％、ST+SS
群 79.6％と 3群間に有意差を認めなかった。ITT解析の結果、股関
節内転・伸展ROM、外転筋力のいずれにも時期にのみ主効果を認め
た（p＜0.05）。しかし、全ての項目において交互作用は認められな
かった。また、外転筋力の変化量は、ST群と比較して、ST+SS 群に
おいて有意に高値となった（ST+SS 群：0.09 Nm/kg，95％CI，0.05
to 0.13；ST群：0.02 Nm/kg，95％CI，-0.03 to 0.06）（p＜0.05）。
【結論（考察を含む）】
結果から、股OA患者に対する STや SSを含むホームエクササイ
ズは、股関節内転・伸展ROM、外転筋力の改善に有用である可能性
が示唆された。本研究の対象者は、自動での外転運動に加え、腹臥位
から自動での股関節伸展運動と屈筋群に対する SSを実施した。こ
のため、大腿筋膜張筋や腸脛靭帯が伸張されたことにより股関節内
転・伸展ROM、外転筋力が有意に改善したと推察した。また、外転
筋力の変化量は、ST群と比較して、ST+SS 群において有意に高値と
なった。このことから、股OA患者に対する SS併用の STは、ST
を単独で行うよりも外転筋力の向上に効果的である可能性が示唆さ
れた。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき実施した。研究対象者には、本研

究内容を説明し、口頭および書面にて同意を得た。また、本研究は、
徳洲会倫理審査委員会の承認を得て実施した（TGE 01019-115）
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疾患進行リスク因子に基づいた変形性股関節症患者の
サブタイプ分類
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【はじめに，目的】
変形性股関節症（以下、股関節症）の進行予防は重要な課題であり，
近年，立位における脊柱傾斜や脊柱柔軟性低下，日常生活における過
剰な股関節負荷など，複数の臨床的な疾患進行のリスク因子が特定
された．しかし，ある限定された患者がこれら複数のリスク因子を併
せ持っているのか（単一の高リスク患者群），異なるリスク要因を持
つ複数のサブタイプが存在するのかは不明である．これを検証する
ことは，進行予防のための治療ターゲットを患者個々においてより
明確にすることにつながると考えられる．本研究の目的は，1）疾患
進行リスク因子に基づいて患者群のサブタイプ分類を行うこと，
2）各サブタイプの臨床的特徴を明らかにすることとした．
【方法】
対象は，二次性股関節症患者 50 名（47.4±10.7 歳）とした．サブ
タイプ分類の可否を検証するため，進行リスク因子である，立位にお
ける脊柱全体の前傾，矢状面の胸腰椎可動範囲（柔軟性），前額面の
股関節累積負荷（歩行時股内転モーメント積分値×一日平均歩数），
および最小関節裂 幅を変数として，two-step クラスター分析を
行った．
複数のサブタイプに分類できれば，各タイプの臨床的特徴を明ら
かにするため，進行リスク因子も含めた下記変数をタイプ間で比較
した［年齢，BMI，股関節痛，Harris hip score，股関節可動域，股関
節筋力，立位における脊柱アライメント（胸椎後弯，腰椎前弯，仙骨
前傾，脊柱全体の傾斜），矢状面の脊柱柔軟性（胸椎，腰椎，胸腰椎），
歩行速度，一日平均歩数，歩行時股関節角度，歩行時股関節モーメン
ト積分値，股関節累積負荷］．また，初期評価時と 12 か月後のレント
ゲン画像から疾患進行の有無を判定し（関節裂 幅の 0.5mm以上の
減少：進行有），タイプ間で疾患進行者の割合（疾患進行リスク）を
比較した．なお，タイプ間の比較には，対応のない t検定（Holm
補正）および一般化線形モデルを用いた（有意水準 5％）．
【結果】
患者群は 3つのサブタイプに分類された．有意差を認めた特徴と
して，タイプ 1（n=15）は，他群より若年（36.6±8.0 歳）であり，
Harris hip score が高スコアである一方，前額面の股関節累積負荷が
増加していた．タイプ 2（n=21）は，他群より高齢（55.5±7.9 歳）で
あり，関節裂 幅が狭く，股関節外転・内転・内旋可動域が低下し，
胸腰椎柔軟性が低下していた．タイプ 3（47.2±4.4 歳，n=14）は，
歩行速度が遅く，立位姿勢で胸椎後弯角が減少し，脊柱，特に胸椎の
柔軟性が低下していた．なお，疾患進行者の割合は，タイプ間で有意
差を認めなかった．
【結論】
本研究結果は，例えば，タイプ 1に該当する比較的若年の患者では

進行予防に向けて特に過剰な股関節累積負荷に注意するなど，タイ
プに応じた疾患進行予防策の立案の一助となると考えられる．
【倫理的配慮，説明と同意】
倫理委員会承認を得た後に，対象者には本研究の内容を書面と口
頭で説明し，参加への同意を書面で得た．

O-156 一般演題 23 変形性股関節症・人工股関節

人工股関節全置換術適用後半年における 使用の有無
に関する運動機能検査の予測妥当性

尾藤 貴宣 1）・青木 隆明 2）・秋山 治彦 2）

1）岐阜大学医学部附属病院リハビリテーション部
2）岐阜大学医学部整形外科

Key words / 変形性股関節症，10m歩行テスト，予測特性

【はじめに】
人工股関節全置換術（THA）後半年時点において，大部分の症例

が独歩で生活していると報告されている。一方で を必要とする症
例も確実に存在しており，術前からその使用の有無を予測できるこ
とは臨床上有意義であると考える。先行研究では，Timed up and go
test（TUG）を用いて予測した報告はあるものの，他の簡便に実施で
きる運動機能テストと併せて検討した報告はない。本研究目的は，
THA適用患者を対象に，術後半年時点の 使用の有無に関する術前
の運動機能検査の予測妥当性を検討することである。
【方法】
対象は当院整形外科にて変形性股関節症と診断され，初回片側

THAの適用となった 59 例（男性 8例，女性 51 例，年齢：66.2±8.6
歳，BMI：23.2±3.2kg/m2）とした。術前に性別・年齢・BMI・障害
側（両側性または片側性）・術前の 使用の有無・10m歩行テスト・
TUG・5回立ち座りテストの調査・測定を行い，追跡調査として，術
後半年時点に 使用の有無の調査を行った。統計解析は，術後半年時
点の 使用の有無をアウトカムとしたロジスティック回帰分析を
行った。事前に単変量解析にて変数選択を行い，選択された変数間で
相関係数が高い変数についてはモデルを分けて検討した。また，抽出
された変数に対してReceiver Operating Characteristic（ROC）曲線
分析を用いて，アウトカムに対する予測特性を検討した。
【結果】

使用群は 15 例（25％）， 不使用群は 44 例（75％）であった。
単変量解析の結果，選択された変数は 10m歩行テスト・TUG・年
齢・術前の 使用の有無であり，10m歩行テストとTUGの相関係
数は 0.9 より大きかった（p＜0.001）。ロジスティック回帰分析の結
果，10m歩行テストモデル（p＜0.001）では，10m歩行テスト（p
＜0.01）が，TUGモデル（p＜0.001）ではTUG（p＜0.01）が術後半
年時点の 使用の有無を説明する因子として抽出された。ROC曲線
分析の結果，10m歩行テストの曲線下面積は 84.1％（p＜0.001），TUG
は 80.7％（p＜0.001）であった。10m歩行テストの陽性尤度比（LR
＋）は cut off 値 12.6 秒で最も高くなり（14.7），陰性尤度比（LR－）
は 7.4 秒で最も低い値となった（0.12）。TUGはそれぞれ 11.4 秒
（14.7），7.2 秒（0.18）となった。
【結論】
THA術前の 10m歩行テストまたはTUGが遅い患者は，術後半
年時点に を使用している可能性が高くなることが示された。また，
10m歩行テストはTUGに対して同等以上の予測精度を有している
ことが明らかとなった。さらに，10m歩行テストは確定診断（12.6
秒以上）・除外診断（7.4 秒以下）に，TUGは確定診断（11.4 秒以上）
に有用であることが示唆された。本研究は，THA術後の自宅生活を
見据えた周術期の理学療法を検討するための一助になると考える。
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は，岐阜大学医学部附属病院の倫理審査委員会の承認を得

て実施した（承認番号：26-446）。対象者には本研究の趣旨を書面に
て説明し，同意を得た。



O-157 一般演題 23 変形性股関節症・人工股関節

人工股関節全置換術後 1ヶ月時の自覚的脚長差に関わ
る術前因子の検討

木下 幸大 1）・宮本 重範 2）・小玉 裕治 1）・石田 和宏 1）・
家入 章 1）・井上 正弘 3）・安部 聡弥 3）・三上 貴司 3）・
管野 大己 3）

1）我汝会えにわ病院リハビリテーション科
2）北海道文教大学大学院リハビリテーション科学研究科
3）我汝会えにわ病院整形外科
Key words / 人工股関節全置換術，自覚的脚長差，術前因子

【はじめに、目的】
人工股関節全置換術（THA）後のQOLに影響する因子の一つとし
て術後の自覚的脚長差が重要である。自覚的脚長差は手術により股
関節中心が下方へ引き下げられることで股関節外転筋（外転筋）が伸
張され、股関節内転制限や術側への骨盤側傾が増加することが要因
であると考えられている。また、近年では術前からの理学療法介入に
よりTHA後の身体機能が向上するとの報告もある。つまり、術後の
自覚的脚長差に関わる因子を把握することは術前からの効率的な理
学療法介入の一助になり得ると考える。しかし、術後の自覚的脚長差
に関わる術前因子を検討した報告は見当たらない。本研究の目的は、
THA後 1ヶ月時の自覚的脚長差に関わる術前因子を検討すること
である。
【方法】
2週クリニカルパスの初回片側THAを実施した 41 例 41 股（女性
39 例、男性 2例、平均年齢 66.80±8.43 歳、全例後側方アプローチ）
を対象とした。検討項目は術後 1ヶ月時の自覚的脚長差と術前の外
転筋弾性率、VAS、股関節可動域（屈曲・伸展・外転・内転）、股関
節外転筋力（ハンドヘルドダイナモメーター、ベルト固定法）、X
線正面像における骨盤側方傾斜角とした。自覚的脚長差有りの判断
はブロックテストにてX線学的脚長差より 5mm以上脚長差を感じ
ている場合とした。外転筋弾性率は剪断波エラストグラフィを用い
たデータから弾性率を求め、5回測定し平均値を用いた。測定肢位は
背臥位で股関節屈曲 10°、内外転・内外旋中間位とした。測定部位は
上前腸骨棘と大転子の中点での筋縦断面とした。THA後 1ヶ月時の
自覚的脚長差と各項目の相関関係を Pearson および Spearman の相
関係数で求めた。
【結果】
自覚的脚長差（1.71±2.84mm）、外転筋弾性率（13.60±8.64kPa）、

VAS（62.49±14.61mm）、股関節可動域（屈曲 87.44±14.86°・伸展-
3.17±6.32°・外転 12.32±6.26°・内転 2.80±7.65°）、股関節外転筋力
（0.60±0.08Nm/kg）、骨盤側方傾斜角（1.12±2.27°）であった。THA
後 1ヶ月時の自覚的脚長差と術前の外転筋弾性率（r=0.50、p＜0.01）
において有意な中程度の相関関係が認められた。その他の項目につ
いては有意な相関関係を認めなかった。
【結論】
THA後 1ヶ月時での自覚的脚長差と術前の外転筋弾性率に有意
な相関関係があった。術前の骨性制限や 痛は手術により即時的に
改善する。しかし、脚短縮などで外転筋の柔軟性が低下し、術後 1ヶ
月においても柔軟性の改善が乏しい場合には自覚的脚長差が残存す
ると考えられる。これらのことから術前に脚短縮を認め、手術により
脚延長が生じる症例には術前から外転筋の柔軟性を改善させる理学
療法を行うことにより、術後の自覚的脚長差が早期に軽減する可能
性がある。
【倫理的配慮】
対象者にはヘルシンキ宣言に基づき、本発表に関する説明と同意
を得た。プライバシーを守り他の目的に使用しないことを前提に研
究データを保管した。本研究は当院倫理委員会の承認を得て実施し
た。

O-158 一般演題 23 変形性股関節症・人工股関節

THA前側方 approach における靴下着脱，足趾爪切り
の自立に関連する股関節開排評価と目標値の検討

葛西 貴徹 1）・五十嵐 林郷 1）・佐々木 英嗣 3,4）・赤石 孝一 2）

1）弘前記念病院リハビリテーション科 2）弘前記念病院整形外科
3）大館市立総合病院整形外科
4）弘前大学大学院医学研究科整形外科学講座
Key words / 人工股関節全置換術，足部リーチ動作，股関節開排評価

【はじめに，目的】
変形性股関節症（股OA）患者は 痛や関節可動域（ROM）制限

によって靴下着脱や足趾爪切りが困難となる例が多く，人工股関節
全置換術（THA）後も動作の獲得に難渋することがある．THA後は
脱臼予防のために開排位での動作獲得が理想であり，開排評価とし
て踵引き寄せ率や開排値などの方法が考案されてきた．これまでは
後方 approach の報告や靴下着脱動作の報告が多く，また動作獲得時
のリアルタイムなデータは少ない．そこで本研究の目的はTHA前
側方 approach（AL-S）術後における靴下着脱や足趾爪切り自立時の
可否に関連する評価方法を検討し，目標値を算出することとした．
【方法】
対象は股OAによりTHA（AL-S）を行った 133 例 157 肢（平均年

齢 63.5 歳，両側例 24 例）である．評価項目は股関節開排評価を術測
下肢において 3通り検討した．1つ目は股関節開排総ROMで股関節
屈曲，外転，外旋ROMを 1° ずつ測定して合算した．2つ目は踵引き
寄せ率で，背臥位にて自動運動で対側下肢上を開排させながら術測
踵を挙上させたときの対側内果から術測踵までの距離/棘果長×100
で算出した．3つ目は開排値で背臥位にて 90° 膝屈曲位で両側同時に
開排し，腓骨頭から床までの距離/棘果長で算出した．評価時期はそ
れぞれの動作が開排位で自立した時点とし，退院まで（両側例は反対
側術前まで）に自立できなかった症例は退院時（両側例は反対側術
前）のデータを使用した．統計解析は靴下着脱と足趾爪切りそれぞれ
について，自立の可否を目的変数とした多重ロジスティック回帰分
析を行い，関連している項目についてはROC解析を実施した．
【結果】
靴下着脱を自立したのは 152 肢（達成率 96.8％），足趾爪切りを自
立したのは 147 肢（達成率 93.6％）であった．靴下着脱自立時の各平
均データは，股関節開排総ROMが 137.3，踵引き寄せ率が 47.6，開
排値が 0.23，術後獲得日が 11.5 であった．足趾爪切り自立時の各平
均データは，股関節開排総ROMが 146.5，踵引き寄せ率が 54.6，開
排値が 0.21，術後獲得日が 17.9 であった．回帰分析の結果，靴下自
立の可否と踵引き寄せ率は正の相関を認めた（Odds 比=1.16，p＜
0.01）．また，爪切り自立の可否と踵引き寄せ率も正の相関を認めた
（Odds 比=1.18，p＜0.01）．踵引き寄せ率のROC解析の結果，cut off
値（感度，特異度，AUC）は靴下着脱自立時で 30.7（0.91，0.80，0.91），
足趾爪切り自立時で 41.9（0.89，0.90，0.94）であった．
【考察，結論】
踵引き寄せ率は他の 2つの評価方法に比べて，開排位での靴下着
脱や足趾爪切り動作に近似した評価方法であるため，それぞれの動
作自立の可否に関連したと考えられる．cut off 値については，これま
での報告と比べても低値であり，これは侵入方法の違いや測定方法
の違いに加えて，リアルタイムなデータを用いたことにより，術後早
期の動作獲得に向けたより正確な目標値を算出できたと考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
所属病院の倫理委員会の承諾を得て実施した（整理番号 30-1 号）．
対象者には研究内容の説明を行い，同意を得て実施した．



O-159 一般演題 24 バイオメカニクス

体幹・骨盤姿勢の違いが両脚着地動作時の下肢関節角
度と床反力に及ぼす影響

山舘 菜緒 1）・尾田 敦 2）・牧野 美里 2）・石川 大瑛 2）・
横山 寛子 3）

1）弘前大学大学院保健学研究科博士前期課程
2）弘前大学大学院保健学研究科
3）弘前大学大学院保健学研究科博士後期課程
Key words / 着地動作，ACL損傷，骨盤前傾

【はじめに、目的】
膝前十字靭帯（ACL）損傷のリスク要因として，初期接地（IC）で
の膝関節屈曲角度の減少や最大垂直床反力（peak vGRF）増大などが
挙げられ，体幹直立・骨盤直立位での着地動作はこれらのリスクが
増大する．これに対し，体幹屈曲・骨盤前傾位での着地動作は前述し
たリスクを減少させ，ACL損傷予防に有効とされている．しかし実
際のスポーツ場面では体幹を起こす機会も少なくないため，骨盤の
み前傾させた着地方法で体幹屈曲・骨盤前傾位での着地と同様の効
果が得られないか文献的に調査したが，先行研究ではほとんど検討
されていない．本研究の目的は，両脚着地動作において骨盤と体幹の
構えの変化が下肢関節の運動学・運動力学データに及ぼす影響につ
いて検討することとした．
【方法】
対象はバスケットボール部またはバレーボール部に所属する本学女
子学生 10 名の非利き脚（全例左下肢）とした．高さ 30cmの台上か
ら 30cm前方への両脚着地を①体幹屈曲・骨盤前傾条件（FL条
件）②体幹直立・骨盤直立条件（UR条件）③体幹直立・骨盤前傾条
件（PF条件）の 3条件で実施した．FL条件は「体を前に倒して」，
UR条件は「体を起こして」，PF条件は「体を起こしたまま骨盤のみ
前傾させて」着地するよう口頭指示を加え，見本画像を提示して十分
に練習した後，成功試技を 3回実施した．PF条件は骨盤前傾角度が
静止立位時より大きいものを成功試技とした．
計測には赤外線カメラ 8台で構成される三次元動作解析装置（Vicon
Motion Systems 社製，100Hz）と床反力計 1枚（AMTI 社製，1000
Hz）を使用し，測定項目は peak vGRF値，peak vGRFが出現するま
での時間，体幹屈曲角度，骨盤前傾角度，股関節屈曲，膝関節屈曲・
外反，足関節背屈の関節角度，及び外的関節モーメントとした．統計
解析は peak vGRF値と peak vGRFが出現するまでの時間の条件間
比較，及び ICと peak vGRF出現時の各測定項目の条件間比較を
行った．R2.8.1 を使用し，有意水準は 5％とした．
【結果】
peak vGRF値，peak vGRFが出現するまでの時間は条件間で有意
な差を認めなかった．体幹屈曲角度はFL条件，PF条件，UR条件の
順で有意に大きく，骨盤前傾角度・股関節屈曲角度はUR条件で他
2条件より有意に低値であった．膝屈曲角度を含めたその他の下肢
関節角度は条件間で有意な差を認めなかった．peak vGRF出現時の
外的膝屈曲モーメントはUR条件で有意に高値を示した．その他の
力学的データは条件間で有意な差を認めなかった．
【結論】
本研究より，FL条件・PF条件は外的膝屈曲モーメントを低値にし，
骨盤前傾位での着地はACL損傷予防に有用となる可能性が示され
た．今後はさらに片脚着地動作課題での検討や重心位置の変化につ
いての検討が必要と考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は，弘前大学大学院保健学研究科倫理委員会（整理番号
2018-029）の承認を得て実施した．対象者には本研究の目的，方法を
十分に説明し，紙面にて同意を得た．

O-160 一般演題 24 バイオメカニクス

三次元動作解析装置を用いた歩行中の足部アーチの評
価の試み

石川 大瑛・尾田 敦

弘前大学大学院保健学研究科

Key words / 内側縦アーチ，三次元動作解析，歩行

【はじめに、目的】
内側縦アーチはその形状を変化させることにより衝撃吸収を行う．
アーチが低下し扁平足を呈した症例においては足部疾患の発症率は
高いとされ，その評価は重要である．内側縦アーチの評価にはX
線を用いたアーチ高比，舟状骨高や足背までをキャリパー等を用い
て測定するアーチ高率，舟状骨粗面の高さの座位と立位の差から算
出する navicular drop test などが有名であるが，立位などの静的な
状態で評価されており，歩行中の動態の評価は行われていない．そこ
で本研究では，三次元動作解析装置を用いて歩行中の足部アーチを
評価し，そのアーチの動態と信頼性の評価を行うことを目的とした．
【方法】
対象は健常成人 5名とした（男性 3名，女性 2名，年齢 20±1，身長
166.3±4.4cm，体重 57.6±4.9kg）．除外条件は過去 6か月以内の整形
外科的疾患の既往，神経学的所見のあるものとした．評価課題は直線
歩行とし，ケイデンスを 110 歩/分に設定した．歩行の計測には三次
元動作解析装置（Vicon Motion System社）および床反力計（AMTI
社）を用いた．解析区間は左下肢 1歩分とし，成功 5回計測した．床
反力計から 10Nを基準に接地と離地を定義した．マーカーは載距突
起，踵骨外側，第 2中足骨頭，第 1中足骨底に貼付した．内側縦アー
チは載距突起，踵骨外側，第 2中足骨頭の 3点マーカーで構成された
面と第 1中足骨底部マーカーの高さの差を用い，立脚期の最大値，最
小値，変化量を算出した．また，統計ソフト SPSS ver.17.0 を用い，
内側縦アーチの最大値，最小値，変化量の ICC（1.1），ICC（1.5）を
算出した．有意水準は 5％とした．
【結果】
内側縦アーチは初期接地から全足底接地まで増大し，立脚中期以降
は変化なし・もしくは緩やかの下降，踵離地以降に急速に低下する
推移を示した．最大値は 24.9±1.6mm，最小値は 21.3±2.2mm，変化
量は 3.6±0.8mmであった．最大値は全足底接地時に示すものが多
く，最小値は踵離地時に示すものが多かった．ICC（1.1）は最大値
0.98，最小値 0.98，差 0.83，ICC（1.5）はそれぞれ 0.99，0.99，0.96
であった．
【結論】
本研究では三次元動作解析装置を用いた内側縦アーチの測定を行
い，高い信頼性をもって評価が可能だということを示した．しかし，
内側縦アーチの算出は身体マーカーを利用した相対的な高さとなっ
ており，そのため床面との高さを算出する従来の評価との関連性は
今後の課題である，また，本研究の歩行での内側縦アーチの推移のの
解釈は後足部・前足部の運動に影響を受けていると考えられる．今
後は垂直床反力や下肢関節の力学的データ，および下肢関節運動と
の関連性を検討していく．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は，弘前大学大学院保健学研究科倫理委員会（整理番号 2016-
060）の承認を得て実施した．対象者には本研究の目的，方法を十分
に説明し，口頭および紙面にて同意を得た．



O-161 一般演題 24 バイオメカニクス

歩行中の時間的・空間的パラメータと外部膝関節内反
モーメントとの関連性

松田 友秋 1,2）・加藤 浩 2）・福田 秀文 1）

1）恒心会おぐら病院リハビリテーション部
2）九州看護福祉大学大学院看護福祉学研究科健康支援科学専攻

Key words / 歩行，外部膝関節内反モーメント，時間的・空間的パラメータ

【はじめに，目的】
変形性膝関節症において，歩行速度の低下に伴う立脚時間の延長
が，外部膝関節内反モーメント（以下，KAM）の立脚期間中の時間
積分値を増大させ，病態の発症と進行に関与することが報告されて
おり（Kito 2010），健常成人を対象に歩行速度を変化させた際の膝関
節の力学的負荷を検討した報告においても，同様の結果が示されて
いる（Khan 2017，Kluge 2017）．しかし，歩行速度は歩幅と歩行率に
よって規定されるため，歩行速度とKAMとの関連性を詳細に検討
するためには，歩幅と歩行率，さらには歩幅を歩行率で除した指標で
ある歩行比などの組み合わせを相互に検討する必要がある．しかし，
歩行中の時間的・空間的パラメータを詳細に規定し，KAMとの関
連性を検討した報告はない．
本研究の目的は，歩行中の時間的・空間的パラメータの組み合わ
せの違いが，KAMにどのような影響を及ぼすかについて検討する
ことである．
【方法】
健常男性 3名（平均年齢 32±4 歳）を対象に，後述する 17 条件の

直線歩行を課題として，三次元動作解析装置（VICON NEXUS社製）
と床反力計（AMTI 社製）6枚を使用して，歩行立脚期間中のKAM
を計測した．課題は歩幅と歩行率を規定した直線歩行路での強制歩
行とした．歩幅と歩行率の条件設定は，1）歩幅を 0.4，0.5，0.6，0.7，
0.8m の 5 条件に規定した上で歩行比が 0.006 になるように歩行率を
調整した 5条件、2）歩幅を 0.6mに統一した上で、0.006 以外の歩行
比になるように歩行率を調整した 4条件，3）0.6m以外の歩幅で、歩
行速度が 1.0m/s になるように歩行率を調整した 4条件、4）0.6m
以外の歩幅で歩行率を 100steps/min に統一して設定した 4条件の
計 17 条件とした．歩幅の設定は歩行路側方の目印を踏み分けること
で行い，歩行率の設定はメトロノームを用いて行った．KAMに関し
ては，立脚期間中の最大値（以下，KAM最大値）を瞬間的な力学的
負荷，立脚期間中の時間積分値（以下，KAM力積）を持続的な力学
的負荷の指標として検討した．
統計学的処理は，条件設定の際に規定した歩行中の空間的・時間

的パラメータ（歩行速度・歩幅・歩行率・歩行比）とKAM（最大値
と力積）との関連性を，Spearman の順位相関係数（以下，rs）を用
いて検討した．
【結果】
KAM最大値は歩行速度，歩幅と有意な相関を示し（歩行速度：rs

=0.60，歩幅：rs=0.58，いずれも p＜0.01），KAM力積は歩行速度，
歩行率，歩行比と有意な相関を示した（歩行速度：rs=- 0.60，歩行
率：rs=- 0.79，歩行比：rs=0.49，いずれも p＜0.01）．
【結論】
本研究の結果，瞬間的な力学的負荷（KAM最大値）は歩行速度・

歩幅と関連していたが，主に歩幅に影響を受けることが推測された．
一方で，持続的な力学的負荷（KAM力積）は歩行速度・歩行率・歩
行比と関連していたが，主に歩行率に影響を受けることが推測され
た．
【倫理的配慮】
本研究は所属機関の倫理審査委員会において承認を得た（承認番

号 30-001）．すべての被検者には研究同意書にて説明を行い，同意を
得た．

O-162 一般演題 24 バイオメカニクス

人工膝関節置換術後における歩行時体幹動揺と身体機
能の関連

楫野 允也 1,2）・対馬 栄輝 3）・伊藤 成一 1）・福田 有希 1）

1）独立行政法人国立病院機構関門医療センターリハビリテーション科
2）弘前大学大学院保健学研究科博士後期課程
3）弘前大学大学院保健学研究科
Key words / 人工膝関節置換術，歩行動揺，身体機能

【はじめに，目的】
人工膝関節全置換術（TKA）後症例において，歩行時や階段昇降時
に身体における側方動揺（歩行動揺）の助長を散見する．我々は術後
長期経過例の特に階段昇降での歩行動揺が 痛や動作などと関連す
ることを報告し（楫野ら，2016），股関節筋力が関与すると推察した．
しかし，筋力など身体機能と歩行動揺の関連は明らかでない．そこ
で，探索的に術後歩行動揺と身体機能の関連を検討し，術後理学療法
内容検討の一助とすることを目的とした．
【方法】
対象はTKAを施行された患者 17 例（女性 13 例，男性 4例；年齢
71.8±8.6 歳）であった．評価は術後 3ヶ月（3M）に実施した．歩行
動揺は平地 10mの直線歩行および 10cm昇段動作時の課題で測定
した．測定には胸椎部と仙骨部の 2箇所の加速度センサー（Micros-
tone 社）を用いた．3方向で記録された加速度データをもとに術側立
脚時，非術側立脚時，前後方向の動揺として振動の大きさを示す実効
値（RMS）を算出した．その後，胸椎部と仙骨部の相対的な動揺を
把握するために，それぞれの方向のRMSに対して，仙骨部データを
胸椎部データで除した仙骨胸椎比（S/T比）を算出した．身体機能評
価は両側股関節外転筋力（股外転），両側膝関節伸展筋力（膝伸展），
術側膝屈曲・伸展ROM，TUGを測定した．統計解析は 3M平地歩
行，3M昇段に分けて実施した．RMSが身体機能とどのように関係
しあっているかを知るために，従属変数を胸椎部と仙骨部の術側・
非術側・前後RMS，術側・非術側・前後RMS S/T比とし，独立変
数を身体機能評価として正準相関分析にて解析した．
【結果】
3M平地歩行におけるRMSに関連する身体機能評価として，第 1
正順変量（正順相関係数 r=0.999（p＜0.01））で胸椎術側RMS（正順
負荷量 0.412），非術側RMS S/T比（0.405），前後 RMS仙胸比（0.337）
に身体機能評価の術側膝伸展（-0.381），非術側股外転（0.348），膝屈
曲ROM（-0.316）が影響した．第 2正順変量は有意でなかった．3
M昇段動作におけるRMSに関連する身体機能評価として，第 1正
順変量（正順相関係数 r=0.999（p＜0.01））で非術側RMS S/T比（正
順負荷量 0.434），胸椎前後RMS（-0.433），胸椎非術側RMS（-0.313）
に身体機能評価の非術側股外転（0.692），術側股外転（0.599）が影響
した．第 2正順変量（正順相関係数 r=0.992（p＜0.01））で術側RMS
S/T比（正順負荷量 0.575），胸椎非術側RMS（0.412），胸椎前後RMS
（-0.400）に身体機能評価の膝屈曲ROM（-0.528），TUG（-0.423）が
影響した．
【結論】
平地歩行では膝伸展筋弱化が胸椎部の動揺増加に関連し，3Mでは
まだ膝伸展機能が十分でなく術前の歩行様式が残存していることも
考える．昇段では非術側や前後動揺を股外転で制御していることを
想定し，術側の動揺軽減にはまだ繋がっていないと考える．以上より
股関節機能も含めて術後早期の向上が望まれる．
【倫理的配慮，説明と同意】
対象者に研究の目的や内容を説明し同意を得た．



O-163 一般演題 24 バイオメカニクス

変形性膝関節症者における膝関節負荷の増大をもたら
す立ち上がり動作パターンの同定

園尾 萌香 1,2,3）・藤野 努 1）・久保田 圭祐 1）・喜多 俊介 1）・
宮澤 拓 4）・平田 恵介 1）・塙 大樹 1,2）・鶴田 歩 1）・
国分 貴徳 5）・金村 尚彦 5）

1）埼玉県立大学大学院保健医療福祉学研究科 2）日本学術振興会特別研究員
3）国立研究開発法人理化学研究所CBS-トヨタ連携センター
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5）埼玉県立大学保険医療福祉学部理学療法学科

Key words / 変形性膝関節症，予防，バイオメカニクス

【はじめに、目的】
変形性膝関節症（膝OA）の進行因子と動作パターンの関係を明ら
かにすることは進行予防に向けた重要課題の 1つである。筋活動や
外部関節トルクの増大等の進行因子は解明されつつあるが、どのよ
うな動作パターンがそれらを増長するかは不明である。本研究では
トルク分解を使用して筋活動が生み出す力（筋トルク）を膝関節の負
担として定量化し、膝関節運動がどの関節トルクに由来するか定量
化する Induced Acceleration Analysis を適用することでどのよう
な運動パターンが膝関節筋トルクを増大するかを明らかにすること
を目的とした。
【方法】
膝OA群（7名，平均年齢：69 歳，女性率：85.7％）、対照群（7
名，平均年齢：66 歳，女性率：100％）。課題は立ち上がり動作で、
課題は 4相に区分された（1相：～離殿，2相：～足関節最大背屈，
3相：～95％最大身体重心垂直速度，4相：～立位）。3リンク（股，
膝，足関節）のラグランジュの運動方程式をトルク分解へ拡張し、筋
トルクを算出した後、IAAに拡張することで各関節トルクによって
生じる膝関節角速度を算出した。統計は対応のない t検定を使用し、
ピアソンの相関係数にて 3相における筋トルク積分値と 3相開始時
点の膝関節角速度の相関を算出した。有意水準は 5％未満とした。
【結果】
伸展方向を正とする。膝OA群は対照群と比較して 3相における
膝関節筋トルク積分値が有意に増大し（56.1 ± 14.9 Nm/kg，32.5
± 11.2 Nm/kg）、1，2相に有意差は見られなかった。膝関節筋トル
ク積分値の増大は 3相開始時の膝関節角速度と有意な正の相関を示
した（r = -0.75）。IAAの結果から膝関節トルクによって生じた膝関
節角速度は膝OA群は対照群と比較して 2相と 3相で有意に小かっ
た（2 相：160.2±27.2°/sec，193.7±21.3°/sec；3 相：118.8±23.4°/
sec，182.9±18.8°/sec）だった。
【結論】
本研究は疾患進行を惹起する可能性のある膝関節筋トルク積算値
が膝OA群で有意に増大することを示した。また、3相の膝関節筋ト
ルク積算値は 3相開始時点の膝関節伸展角速度が小さいほど増大す
る負の相関があることを示した。1相における運動は股関節が大部
分を占め、椅子反力を通して膝関節伸展トルクを生産することが知
られている。つまり、2相開始時点の膝関節トルクによる膝関節伸展
速度減少は、両群の股関節運動パターンの違いが大きく関連してい
ると考えられる。3相開始時点においても同様な角速度の傾向を示
し、1，2相における筋トルクに差がないことは、膝関節筋トルク積
算値を減少させる重要な要因は膝関節の筋が生み出す力の不足では
なく、離殿までの股関節運動であることを支持する。本研究結果は、
問題となる 3相を改善する上で理学療法介入をすべき相（1相）の根
拠を示す重要な知見であり、運動器疾患に対する予防として貢献す
る可能性がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は所属大学倫理委員会の承認を得た後、ヘルシンキ宣言に
則って被験者に対する説明を紙面と口頭にて行い、同意を得た上で
実施した。

O-164 一般演題 25 大腿骨頸部骨折
高齢大腿骨骨折患者の下肢と体幹の筋断面積内にある
筋組織と筋内脂肪には骨折側と非骨折側で差があるの
か？

藤本 貴大 1）・田中 繁治 2）

1）金田病院リハビリテーション科
2）神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部

Key words / 高齢者，大腿骨骨折，筋組織と筋内脂肪

【はじめに、目的】
高齢者の動作能力低下に関連する筋の変化として、筋断面積（CSA）
内における実質的な筋組織の減少と筋内脂肪の増加による変化があ
る（藤本、2019）。高齢者の転倒は、大腿骨骨折（骨折）を誘発する
可能性が高く、ADLや QOLの低下を招き、要介護状態へと移行する
可能性がある。転倒要因のうち内的要因には、下肢や体幹の筋力低下
が挙げられている。加えて、これらの筋力における左右不均衡は転倒
発生の危険度を著しく高めるとされる。しかし、転倒により骨折した
高齢者の骨折側と非骨折側での筋組織および筋内脂肪の不均衡を検
討した報告は見当たらない。
本研究の目的は、転倒により大腿骨骨折を受傷した高齢者の下肢
および体幹筋のCSA内にある筋組織と脂肪組織には骨折側と非骨
折側で差があるかについてCT画像を利用し検討することとした。
【方法】
対象は、転倒により大腿骨の頸部骨折または転子部骨折で真庭市内
の 1施設に入院した 75 歳以上の 44 名（男性 9名、女性 35 名、頸部
骨折 25 名、転子部骨折 19 名、左側骨折 22 名、右側骨折 22 名、平均
年齢 84.6±7.0 歳）とした。筋の計測には、入院時に撮影されたCT
画像を利用し、体幹筋は第 5腰椎上縁部の水平断画像を、大腿部は上
前腸骨棘から膝蓋骨上縁までの中点の水平断画像を用いた。全ての
画像は、筋の輪郭を関心領域（ROI）とし、トレースによりCSA
を計測した。計測する筋は、体幹で腹直筋、腹斜筋群（腹横筋、内外
腹斜筋）、大腰筋、腰方形筋、脊柱起立筋、多裂筋、大腿部で前面
（大腿四頭筋、縫工筋）、後面（ハムストリングス、半 ・半膜様筋、
薄筋）とした。さらに、各ROI は筋と脂肪のCT値を設定し、その
pixel 数から面積を計測した値を実質的な筋組織（FCSA）と筋内脂
肪（IMF）とした。次に、CSAを 100％とした場合のFCSAと IMF
の占める割合を百分率で％FCSAと％IMFとした。骨折側と非骨折
側の比較は、①44 名と②左右骨折側各 22 名別で行い、その比較には
正規性を確認した後に paired t -test あるいはWilcoxon 符号付順位
和検定を実施した。なお有意水準は 5％とした。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究では、研究への参加に関する同意を口頭および書面にて得た。
なお、本研究は当院倫理委員会の承諾を得て実施した。
【結果】
①44 名での比較：％FCSAは、骨折側の大腿前面と後面で有意な低
値を認めた。②左右骨折側各 22 名別での比較：右側骨折者のみ
で、％FCSAに骨折側の大腿前面と後面、脊柱起立筋、多裂筋の有意
な低値を認めた。
【結論】
高齢な大腿骨骨折者は、非骨折側と比べ骨折側の大腿前・後面％
FCSAで有意に低値となり、大腿部CSAに占める筋組織の割合に不
均衡が認められた。さらに、左側骨折者は、全ての％FCSAと％IMF
に差はなく、右側骨折者では骨折側大腿前・後面と脊柱起立筋、多裂
筋の％FCSAに有意な低値が認められた。このことは、高齢者の骨折
による下肢・体幹CSA内に占める筋組織の不均衡な変化は左右骨
折側の違いで異なる可能性が示唆された。
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大腿骨転子部骨折の術後症例における組織間の滑走性
と股関節外転筋力の関係

河西 謙吾 1,2）・工藤 慎太郎 1,3）・横井 賀津志 4）

1）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科 2）加納総合病院 リハビリテーション科
3）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科
4）森ノ宮医療大学 保健医療学部 作業療法学科

Key words / 滑走性，流体画像解析，股関節外転筋力

【目的】
大腿骨近位部骨折は約 8割が歩行・動作時痛を訴え，その中でも

大腿外側痛は最も発生頻度の高い部位である（坂本 2010，片岡
2011）．我々は大腿外側痛の一因として組織間の滑走性が関与してい
ると考え，流体画像解析の手法を応用し，組織間の滑走性の定量化す
る方法を開発した．更に，この評価方法を用いることで，荷重時痛が
重度な症例において有意に滑走性が低下することや荷重時痛と滑走
性の改善は相関することを報告した（Kawanishi 2019）．しかしなが
ら，歩行動作において重要な要因である筋力と滑走性の関係につい
ての検討は出来ていない．そこで，本研究では滑走性と筋力の関係性
を調査・検討することとした．
【方法】
対象は大腿骨転子部骨折を受傷し，観血的骨接合術を施行した 23
例（男性 4名・女性 19 名，平均年齢：85.9±5.2 歳）とした．計測時
期は回復期病棟へ転棟直後（以下初期）および退院時とした．計測項
目は股関節外転および膝関節伸展筋力と組織間の滑走性評価とし
た．筋力は，徒手筋力計モービィ（SAKAI med）を使用し，先行研
究に準じて膝関節伸展は端坐位，股関節外転筋力は背臥位にて各々
3回ずつ計測し，最大値を採用した（加藤 2001，山崎 2008）．また，
滑走性評価は超音波画像診断装置（Aplio500）と 12MHz リニアプ
ローブ（PLT1204ST）を使用し，計測肢位は股関節内外転中間位で
の側臥位で大腿外側中央に自作のプローブ固定装置を用いて長軸に
固定した．運動課題は膝関節屈伸-10～100° の範囲を他動的に 40bpm
のリズムで反復し，その際の大腿外側部の動態を撮像した．撮像した
動画に，流体画像解析ソフト（Flow PIV；ライブラリー社）を応用
し，腸脛靭帯を含む皮下組織と外側広筋の流速を計測，両者の流速の
時系列データより相関関係を滑走係数として求めた．尚，滑走係数が
高いほど各々の組織が連動して動き，滑走性が低下していると考え
られる．統計学的検討は．滑走係数と股関節外転筋力・膝関節伸展筋
力の改善度（退院時‐初期）を Spearman の順位相関係数を用いて検
討した．
【結果】
組織間の滑走係数（r）は 0.66±0.1→0.44±0.1，股関節外転筋力

（Kg）は 5.1±2.3→7.8±2.7，膝関節伸展筋力（Kg）は 7.8±3.0→12.0
±3.9 であった．Spearman の順位相関係数の結果，滑走係数と股関
節外転筋力の間には r=0.52 と有意な相関関係を認めた．一方で膝関
節伸展筋力との間には有意差を認めなかった．
【結論】
大腿骨転子部骨折の術後症例は股関節外転筋の筋力が他の筋に比

して有意に低下することが報告されている（野田 2016）．本研究結果
では，股関節外転筋力の改善は滑走性の改善と相関が示された．つま
り安定した歩行を獲得する上で重要な股関節外転筋力の改善には，
同時に組織間の滑走性を考慮する必要があると考えられた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言を遵守し，所属機関の倫理審査委員会の
承認（2017-015）を得て実施した．

O-166 一般演題 25 大腿骨頸部骨折
大腿骨転子部骨折例の歩行能力に影響を与える要因―
骨折型によって歩行能力に影響を与える要因は異なる
か？―

川端 悠士 1,2）・竹原 有紀 1）・小川 浩司 1）

1）JA山口厚生連 周東総合病院 リハビリテーション科
2）JA山口厚生連 長門総合病院 リハビリテーション科

Key words / 大腿骨転子部骨折，歩行能力，骨折型

【目的】
大腿骨転子部骨折は術後も 痛や筋力低下が残存しやすく，歩行
獲得に難渋する症例が少なくない．大腿骨転子部骨折例の歩行能力
に影響を与える要因が明らかとなれば，術後理学療法を行う上でも
有益であると考えられるが，大腿骨転子部骨折に対象を限定して歩
行能力に影響を与える要因を明らかにした報告は少ない．われわれ
は大腿骨転子部骨折例における骨折型が 痛・関節可動域・筋力・
歩行能力といった運動機能に与える影響を検討し，安定型骨折例に
比較して不安定型骨折例で術後運動機能が不良であることを過去に
報告した．大腿骨転子部骨折は骨折型によって病態が大きく異なる
ため，骨折型によっても歩行能力に影響を与える要因が異なること
が推測される．そこで本研究では安定型骨折・不安定型骨折といっ
た骨折型別に，歩行能力に影響を与える要因を明らかにすることを
目的とする．
【方法】
対象は大腿骨転子部骨折の診断で当院へ入院となった連続 120 例
のうち，除外基準（重度認知症例，受傷前歩行不能例，中枢神経障害
合併例，術後 4週以内の退院例，保存的加療例）に該当する 25 例を
除く 95 例とした．95 例を骨折型によって安定型群 47 例，不安定型
群 48 例に分類した．調査項目は年齢，性別，受傷前における障害高
齢者の日常生活自立度，認知症高齢者の日常生活自立度，骨折型，術
式とした．また術後 4週における 痛（安静時・荷重時），関節可動
域（術側股屈曲・伸展・外転，術側膝屈曲），筋力（術側・非術側股
外転，術側・非術側膝伸展）， 歩行の可否（独力で 10m以上連続歩
行可能か否か）を評価した．骨折型別に，従属変数を 歩行の可否，
その他調査項目を独立変数として二項ロジスティック回帰分析を行
い， 歩行の可否に影響を与える要因を検討した．さらに二項ロジス
ティック回帰分析で抽出された要因について，骨折型別に 歩行の
可否を決定するカットオフ値を算出した．統計学的解析には SPSS
Statistics ver21.0 を使用し，有意水準は 5％とした．
【結果】
二項ロジスティック回帰分析の結果，安定型骨折例では 歩行の

可否に影響を与える要因として，受傷前における障害高齢者の日常
生活自立度と術側膝関節伸展筋力が抽出された．不安定型骨折例で
は 歩行の可否に影響を与える要因として，術側股関節外転筋力が
抽出された．安定型骨折例における 歩行獲得に必要な術側膝関節
伸展筋力のカットオフ値は 0.47Nm/kg（感度 85.7％，特異度 65.4％，
AUC77.3％）であった．不安定型骨折例における 歩行獲得に必要な
術側股関節外転筋力のカットオフ値は 0.45Nm/kg（感度 80.0％，特
異度 89.5％，AUC91.6％）であった．
【考察】
骨折型によって歩行能力に影響を与える要因は異なり，大腿骨転

子部骨折例が 歩行を獲得するためには，安定型骨折例では術側膝
伸展筋力の向上を，不安定型骨折例では術側股外転筋力の向上を図
ることが重要であると考えられる．
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大腿骨近位部骨折術後患者の SPPBによる院内歩行自
立の指標～決定木分析を用いた検討～

岡田 誠・田垣 幸真・辻井 麻未・横道 宏昌・西脇 実里・
中村 富志央・宮崎 宜久

松阪市民病院リハビリテーション室

Key words / SPPB，院内歩行自立，決定木分析

【はじめに，目的】
大腿骨近位部骨折術後患者の院内自立歩行の指標を確立すること
は，術後の活動性を高め，廃用予防に繋がるとされている．当院では，
その指標として SPPBを用いた検討を行っており，SPPB合計が 7
点，HDS-R が 23 点で院内歩行自立の可能性が高いと報告した．しか
し，SPPB各項目との関係性や SPPBと HDS-R の優位性・順位性な
どの検討はされていなかった．そこで，今回，SPPB各項目を含めた
SPPBと歩行自立の関係性について決定木分析を用いて検討をした
ので報告する．
【方法】
対象は，2015 年 9 月～2019 年 4 月に当院にて観血的療法を施行した
大腿骨近位部骨折患者 328 名とした（平均年齢 83.0±22.2 歳，男性
76 名，女性 252 名）．既往歴に神経学的所見が認められる者，全身性
疾患を有する者，術後免荷を要した者は対象から除外した．方法は，
退院時歩行FIM，SPPB合計，SPPBバランス，SPPB歩行，SPPB
起立，HDS-R，年齢を診療録から抽出し，歩行FIM6 と 7 を歩行自立
群（92 名），歩行FIM1 から 5を歩行非自立群（236 名）とし 2群間
で比較した（Mann Whitney U検定，カイ 2乗検定）．2群間の比較
で有意差の認められた項目を独立変数，退院時の歩行自立の可否を
従属変数とした決定木分析を実施した．なお，決定木分析には，
CHAID（最大深度 3，最小親ノード 5，交差検証 10 回）を用い，統
計解析には，IBM SPSS Statistics ver.25 を用いて行った．
【結果】
2群間比較では全項目で差が認められた（p＜0.01）．そこで 2通りの
決定木分析を実施した．1つ目の決定木分析では，独立変数を 2群間
比較で差が認められた年齢，SPPB（合計，バランス，歩行，起立），
HDS-R とした結果，第 1層は SPPB合計，第 2層はHDS-R が抽出さ
れた．SPPB合計が 8点以上でHDS-R が 24 点以上であれば 98.7％
歩行自立であった。しかし，SPPB合計が 8点以上でもHDS-R が 14
点以下の場合には 100％歩行非自立であった．2つ目の決定木分析
では，独立変数を SPPB各項目とHDS-R とした結果，第 1層が
SPPB起立，第 2層が SPPB歩行，第 3層がHDS-R と SPPB バラン
スが抽出された．SPPB起立が 3点以上の場合には 95.8％が歩行自
立であった．SPPB起立が 1点以下の場合は 97.8％が歩行非自立と
なったが，SPPB起立が 1点以下でも第 2層 SPPB歩行，第 3層
SPPBバランスが両方 4点の場合は 80％が歩行自立となった．
【結論】
大腿骨近位部骨折術後患者の歩行能力の関係について決定木分析を
使用して検討した．SPPBが 8点以上でもHDS-R が 24 点以上と 14
点以下では歩行自立の可否は分かれた．SPPB各項目の検討では，第
1層の SPPB起立が歩行自立の可否に影響を及ぼしていると思われ
た．このように決定木分析を行うことで，カットオフ値だけでは分か
らない各項目間の優位性・順位性を示すことができたことは，臨床
的に有用な指標になると思われた．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は当院倫理審査委員会の承認を得て実施した．

O-168 一般演題 25 大腿骨頸部骨折

大腿骨近位部骨折患者の術後早期m-TUGと退院時歩
行FIMとの関係

辻井 麻未・岡田 誠・田垣 幸真・中村 富志央・
横道 宏昌・西脇 実里・宮崎 宜久

松阪市民病院リハビリテーション室

Key words / m-TUG，大腿骨近位部骨折，歩行能力予後予測

【はじめに、目的】
大腿骨近位部骨折は高齢者にその発生率が高く、年々増え続けるこ
とが予測されている。当院には地域包括ケア病棟があり、大腿骨近位
部骨折患者において早期に歩行自立を予測する必要性が求められて
いる。先行研究において予測予後因子は、年齢や性別、骨折型、認知
機能、受傷前歩行能力など背景的な項目を検討した研究が多いが、術
後早期の運動機能評価から予後予測している報告は少ない。大腿骨
近位部骨折患者における歩行能力や活動レベルの予測尺度として
Time Up and Go（以下：TUG）が有効とされているが、術後早期に
TUGを測定することは困難なことが多い。今回、平行棒内で両手す
りの使用を許可した修正（modified）TUG（以下：m-TUG）を用い
て術後 7日目に評価し、退院時歩行自立予測因子となるか検討する
ことを目的とした。
【方法】
対象は、平成 30 年 4 月～平成 31 年 3 月までに当院にてリハビリ
テーション（以下：リハ）を実施した大腿骨近位部骨折患者 135 名の
うち術後 7日目m-TUGが可能であった 69 名（男性 17 名、女性 52
名、平均年齢：81.5±11.0 歳）とした。なお、既往歴に脳血管障害、
受傷前歩行困難であった方は除外した。基本情報は骨折型（頸部 39
名、転子部 30 名）、術式（人工骨頭置換術 34 名、骨接合術 35 名）、
受傷前歩行能力（歩行自立 66 名、介助歩行 3名）、HDS-R：20.3±8.4
点であった。
評価項目は、術後 7日目m-TUG、退院時TUG、退院時歩行FIM
を診療録より後方的に抽出した。
m-TUGは術後早期からでも実施できるように 40cmの高さの椅子
から平行棒内にて両手すり使用を許可し、約 3m地点の往復時間を
測定した。使用する椅子はすべて統一し平行棒の種類や高さは各症
例の大転子の高さに統一した。歩行速度は最大努力歩行とした。計測
回数は 2回実施し最速値を採用した。
データ分析は術後 7日目m-TUGの妥当性を検証するため、術後 7
日目m-TUGと退院時m-TUGの相関、術後 7日目m-TUGと退院時
歩行FIMの相関をそれぞれスピアマンの順位相関係数を用いて分
析した。なお、有意水準は 1％未満とした。
次に、術後 7日目m-TUGと退院時歩行FIMの関連性を検討するた
めROC曲線を作成しカットオフ値を算出した。
【結果】
術後 7日目m-TUGと退院時TUGの相関係数は 0.798（p＜0.01）、術
後 7日目m-TUGと退院時歩行FIMの相関係数は-0.696（p＜0.01）で
あった。 術後 7日目m-TUGの ROC曲線を用いた歩行自立の可否
を判断するカットオフ値は 35.3 秒以下であった。（感度：0.75、特異
度：0.93、曲線下面積：0.89）
【結論】
今回の研究結果、術後 7日目m-TUGは退院時歩行自立の予測因子
として妥当性があると示唆された。当院では術後 7日目m-TUGが
35.3 秒以下であれば退院時歩行FIMが 6点以上になる可能性が高
いことが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は松阪市民病院倫理委員会の承認を得て、実施いたしました。



O-169 一般演題 26 人工膝関節

人工膝関節全置換術後の膝関節屈曲可動域と膝蓋骨位
置に理学療法が与える影響について

中井 亮佑・小野 志操・為沢 一弘・團野 翼

京都下鴨病院 理学療法部

Key words / 膝蓋大腿関節，人工膝関節全置換術，膝関節屈曲可動域

【はじめに】
人工膝関節全置換術（TKA）後、膝屈曲可動域は術後治療成績を左
右する重要な要素の一つである。第 6回当学会にて、TKA後の膝屈
曲可動域にはTilting angle（TA）と外側裂 間距離が関与すること
報告した。しかし、その膝蓋骨位置は理学療法によって影響を受けた
のか定かではない。
本研究の目的は理学療法によって術後の膝屈曲可動域と膝蓋骨位置
が変化するかを検討することとした。
【方法】
対象は 2016 年 1 月から 2018 年 11 月の間に当院にてTKA後、理学
療法を施行された症例 309 膝のうち基準を満たした症例からランダ
ムに 100 膝を選出し対照群（男性 14 名、女性 86 名、平均年齢 73.1
±8.3 歳）とした。通常の理学療法に加えて膝蓋骨の外側軟部組織に
対する理学療法を追加した 10 膝を追加群（男性 1名、女性 9名、平
均年齢 73.7±7.9 歳）とした。包含基準は術前診断が変形性膝関節症
と診断された症例、術後 3ヶ月以上外来理学療法を実施した症例、術
後 3ヶ月以降に skyline view が撮影された症例とした。除外基準は
膝蓋骨コンポーネントの非置換例、関節リウマチ症例、人工膝関節再
置換術症例、TKA施行後の関節授動術施行症例、FTAが 175 度以下
の症例とした。膝屈曲可動域は術後 3ヶ月時点とした。測定項目は単
純X線よりコンポーネント設置角度、PCO、Joint Line、Insall Salvati
ratio、膝蓋骨厚、TA、Lateral Shift、膝蓋大腿関節の外側及び内側
裂 間距離とした。裂 間距離は左右の大腿骨顆部の最頂点を結ん
だ線に対して垂線を引き、膝蓋骨関節面の両端を結んだ線に接する
位置までの距離とした。計測は 3回行いその平均値を採用した。統計
処理は対応のない t検定を用い、有位水準は 5％未満とした。
【結果】
平均屈曲ROMは対照群 122.7±10.5°、 追加群 131.5±7.1°（p=0.00）、
TAは対照群 5.0±3.4°、追加群 1.0±2.8°（p=0.00）、外側裂 間距離
は対照群 0.44±0.22、追加群 0.28±0.11（p=0.00）でそれぞれ有意差
があった。その他の項目に有意差はなかった。
【結論】
対照群と比較して追加群は膝屈曲可動域が高値を示した。追加群の
TAは低値を示し、外側裂 間距離は高値を示した。先行研究では膝
屈曲可動域が制限されている症例は膝蓋骨が外旋し外側裂 間距離
は狭小化していた。追加群は膝蓋骨の外旋が軽度であり外側裂 間
の距離は保たれていたことが良好な膝屈曲可動域獲得に関与したと
推察する。膝蓋骨の外側に付着する軟部組織は膝蓋骨を外旋方向へ
牽引し外旋拘縮を惹起すると考え、膝蓋骨の外側に付着する軟部組
織への理学療法を追加した。その結果、追加群の膝蓋骨外旋拘縮は軽
度であったことから、理学療法は外旋拘縮の予防に有効であると考
えた。
TKA後の良好な膝屈曲可動域の獲得する理学療法のひとつとして、
膝蓋骨外側軟部組織の滑走性や柔軟性を維持し外旋拘縮を予防する
ことが重要であった。
【倫理的配慮】
本研究は京都下鴨病院臨床研究倫理審査委員会の承認を得て実施し
た（2018_001）。
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HbA1c 値及び糖尿病の有無がTKA術後の膝関節屈曲
可動域に与える影響について

井上 隼・荒木 將寿・坂戸 里美・栗原 強・谷口 拓也

永生病院リハビリテーション部

Key words / 人工膝関節置換術，HbA1c，膝関節他動屈曲可動域

【はじめに・目的】
糖尿病患者は周術期において創傷治癒の遅延や 痛の回復が遅れ
ると言われている。（藤元ら）人工膝関節置換術（TKA）術後 1か月
後では、DMの有無に関わらず屈曲可動域（ROM）は同程度に改善
すると報告されている。しかし、術後から 1ヶ月までの屈曲ROM
の改善経過がDMの有無によって差が生じるかは明らかではない。
本研究の目的は、HbA1c 値及びDMの有無がTKA術後早期の膝関
節他動屈曲ROMの推移に影響があるかを調査することとした。
【方法】
2018 年 9 月から 2019 年 3 月に変形性膝関節症に対して当院で

TKA（UKAも含む）を施行した患者 27 例 40 膝を対象とした。除外
対象は術後スケジュールを大きく逸脱した者と、術後 4週間以内に
退院した者とした。評価項目は、TKA術前と術後 4週までの各週の
屈曲ROMを測定した。各週の屈曲ROMとHbA1c 値の関係には相
関分析を行った。また、術前のHbA1c が 6.5％以上のものをDM
群、未満を非DM群の 2群化し、群内及び群間で比較した。統計解
析は、相関を Pearson の相関係数、郡内比較は一元配置分散分析、群
間での比較はMann-Whitney の検定を行った。有意水準は 5％とし
た。統計処理には SPSS（16.0）を使用した。
【結果】
対象者の内訳はDM群 10 膝、非DM群 30 膝であり、HbA1c 値は

DM群で 6.8±0.3％、非DM群で 5.7±0.3％であった。屈曲ROM
（DM群/非 DM群）は、術 前（122.5±16.4°/129.8±13.1°）、術 後 1
週（101.5±13.6°/109.8±11.4°）、2 週（117.5±7.2°/121.5±8.7°）、3
週（123.5±6.9°/126.2±9.1°）、4週（125.5±6.4°/129.7±8.2°）であった。
HbA1c 値と術前屈曲ROMでやや相関を認めた（r=0.32）が、術後各
週の屈曲ROMは有意な相関を認めなかった。屈曲ROMの推移に
おいて、両群ともに術前と術後 1週、1週と 2週で有意差を認めた
が、術後 2週と 3週、3週と 4週では有意差を認めなかった。また各
週での両群間比較においては有意差を認めなかった。術前の両群間
の屈曲ROMに差は認めなかった。
【結論】
縫合創の創傷治癒過程は 10 日から 2週間を要すると言われてい
る。2週以降では、皮膚の修復過程が完了していく時期に入るため、
非DM群では屈曲ROMの改善が見込める一方で、DM群では治癒
過程の遅延により屈曲角度の改善に影響するのではないかと考え
た。しかし、本研究の結果から屈曲可動域の推移において、DMの有
無に関わらず同程度に改善し、可動域への影響はないことが示唆さ
れた。本研究の限界として、DM患者において術前に血糖コントロー
ルが行われていたため、術後良好な成績が得られたと考える。屈曲
ROMの推移に差は生じなかったが、今後は 痛の観点から程度につ
いての再検討が必要と考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき、当院倫理規定に則って行った。
対象者には事前に研究内容について十分に説明し同意を得た。
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人工膝関節置換術後の退院日数に関連する術前機能因
子の検討―決定木分析を用いた検討―
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【はじめに，目的】
変形性膝関節症（KOA）は高齢者において最も多い骨関節疾患の一
つである．KOAの外科治療では，全人工膝関節置換術（TKA）が代
表的な手術であり， 本邦では年間で約 75,000 件と報告されている．
年間を通して多数実施されるため，術後治療にはクリニカルパスを
使用し，早期退院を目指す場合が多い．先行研究では，手術時年齢に
よりT字 歩行可能となる日数に 10 日前後の差が認められるとい
う報告もあることから，TKA術後の介入スケジュールに関しては患
者特性によって回復時期の差を考慮する必要があると考えられる．
しかし，そのような検討を行っている報告は僅かである．本研究では
TKA後退院日数（length of stay：LOS）に影響を及ぼす術前の因子
について，決定木分析を行い探索的に検討することを目的とした．
【方法】
研究デザインは後向き観察研究で，対象は 2012 年 8 月から 2018 年
3 月までに当院でTKAを実施した 365 例を対象とした．該当者のカ
ルテ情報から，年齢，性別，BMI，診断名，手術回数，術前の膝関節
ROM，膝関節屈曲/伸展筋力，安静時痛，荷重時痛，10m歩行速度，
3分間歩行距離を抽出し，LOSとの関連を調査した．抽出項目から
LOSと有意な相関関係が認められた項目のみを説明変数として決
定木分析を行った．有意水準は 5％未満とした．
【結果】
分析対象は 273 名だった．平均 LOSは 25.0±6.4 日だった．LOSと有
意な相関が認められた項目は，年齢，術側膝伸展ROM，非術側膝伸
展ROM，術側膝屈曲/伸展筋力，非術側屈曲/伸展膝筋力，10m歩行
速度，3分間歩行距離だった．決定木分析では，3分間歩行距離が 102
m以上，10m歩行速度が 1.03m/sec 以上，非術側伸展可動域が-5
度未満であると退院日数は 18.1 日と最も短く，3分間歩行距離が
102m未満で術側膝屈曲筋力が 0.13Nm/kg の場合，40.4 日と最も遅
延した．
【結論】
TKA術後の退院時期に関連する因子の検討はいくつか報告されて
いる．近年では，クリニカルパスを運用し，より効率的な介入と早期
退院を図っている．しかし，クリニカルパスでは全患者に対し，統一
した介入が必要であるが，TKA術後の回復過程は一律ではない．今
回の検討で，LOSは術前歩行能力と術側膝関節屈曲筋力が関連する
ことが示された．LOSが遅延する対象ほど歩行能力低下，術側膝関
節屈曲筋力の低下を示すことから，膝関節屈曲筋力は歩行能力の低
下にも関与すると推察された．以上の特徴を踏まえて，より効率的な
理学療法介入の検討が必要であると考えられた．また，今回の検討で
は術前機能因子の検討に留まっている．TKAの種類などの手術に関
連する因子や，退院の可否を判断する上で，社会的因子も影響される
ことが予測されるため，今後はこれらの因子も加えて検討が必要と
考えられた．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は当院倫理審査委員会の承認を得て実施した．後向きの調

査研究のため，当院のホームページ上に opt-out を掲示した．
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人工膝関節置換術前後の身体活動量の変化と骨折リス
クの変化の関係性

飛山 義憲 1）・髙橋 遼 2）・美崎 定也 2）・田中 友也 2）

1）順天堂大学保健医療学部理学療法学科
2）苑田会人工関節センター病院リハビリテーション科

Key words / 人工膝関節置換術，超音波，身体活動量

【はじめに，目的】
変形性膝関節症患者は健常者に比べ骨折リスクが高い。骨折リスク
は身体活動量の影響を受けるが，人工膝関節置換術前後での身体活
動量の変化の違いが骨折リスクの変化の違いに関連するかは明らか
ではない。そこで本研究では，人工膝関節置換術前後の身体活動量の
変化の違いと骨折リスクの変化の違いとの関連性を検討することを
目的とした。さらに，骨折リスクに対する身体活動量の影響度の術前
後での違いについても検討することとした。
【方法】
本研究は前向きの観察研究とし，変形性膝関節症を原疾患とし人工
膝関節置換術を施行する 65 歳以上の 58 名を対象とした。骨折リス
クの評価には超音波踵骨測定装置（A-1000EXP II；GE Healthcare
Japan Co., Ltd）を用い，stiffness index（SI）を術前および術後 1
年に測定した。片側手術の場合は術側の SI を，両側同時施行の場合
には左右の SI の平均値を求めた。身体活動量の評価には国際標準化
身体活動質問票 short 版を用い，一週間あたりの総活動量を求めた。
術前後の身体活動量の変化の違いと骨折リスクの変化の違いの関連
性を検討するため，SI の術前後の変化率を従属変数に，身体活動量
の術前後の変化率を独立変数に投入した重回帰分析を行った。年齢，
性別，BMI，糖尿病および高血圧の有無を調整変数として用いた。さ
らに骨折リスクに対する身体活動量の影響度の術前後での違いにつ
いて， SI を従属変数に，標準化した術前および術後の身体活動量，
標準化した身体活動量と術前後の交互作用項を独立変数に投入した
一般化推定方程式による解析を行った。有意水準は 5％とした。
【結果】
重回帰分析の結果，SI および身体活動量の変化率に有意な関連性は
認めなかった（β=0.021，95％信頼区間（CI）；-0.020 to 0.062，p
= 0.31）。一般化推定方程式による解析の結果，身体活動量は SI と有
意な関連を認め（β=0.053，95％CI；0.006 to 0.101，p =0.03），術前
に比べ術後には身体活動量の影響度が有意に増加した（β=0.083，
95％CI；0.040 to 0.125，p＜ 0.001）。
【結論】
本研究の結果から，人工膝関節置換術前後の骨折リスクの変化は身
体活動量の変化の違いにより決定されるものではなかった。しかし，
術後は術前に比べ骨折リスクに対する身体活動量の影響が強くなっ
ており，術後の骨折リスク軽減という観点から術後の身体活動量の
増大が重要であると考えられた。
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づいて計画され，東京工科大学およ

び苑田会人工関節センター病院において倫理委員会の承認を得て実
施された。対象者には研究について十分な説明を行い，研究に参加す
ることの同意を書面にて得た。なお，解析は個人情報を含まない解析
データで実施した。
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人工膝関節全置換術後患者の生活空間の変化に影響を
及ぼす因子
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【はじめに、目的】
生活空間とは日常の活動で一定期間に移動した範囲と称されてい
る．末期変形性膝関節症患者では一般高齢者よりも生活空間が非常
に狭小化しており、人工膝関節単顆置換術後では生活空間が改善す
るが，人工膝関節全置換術（TKA）後では生活空間が改善しないこ
とが報告されており見解は定かではない．TKA患者の生活空間に関
連する因子を明らかにすることは，身体活動量の向上やHRQOL向
上を目的としたリハビテーション介入方法を検討するうえで，必要
不可欠である．そこで本研究ではTKA術前と術後における生活空
間の変化とその変化に影響を及ぼす因子について検討した．
【方法】
対象は当院で重度膝OAにより初回片側TKAを施行した 58 例 58
膝（男 9/女 49，平均年齢 74.6±6.5 歳）とした．除外基準として反対
側にTKAの既往，神経学的疾患など歩行能力に影響を及ぼすその
他の疾患，外来通院が困難であったものとした．評価項目は生活空間
の評価には Life Space Assessment（LSA），膝伸展筋力，Timed Up
and Go test，開眼片脚起立時間，準WOMAC，身体活動セルフ・エ
フィカシー（SE）を評価し，術後の理学療法は当院のクリニカルパ
スに準じて実施し，退院後は術後 3カ月間，週 1回 1～2単位で外来
理学療法を実施した．各評価は術前と術後 3カ月に実施した．統計解
析は LSAの変化は対応のある t-検定，LSAの改善度は術前から術
後 3カ月までの変化量を算出し，変化量と術前の値（初期値）との関
係については年齢を調整した偏相関係数を用いて分析した．単変量
解析の結果，LSAと相関のあった各因子を独立変数，LSAを従属変
数としてステップワイズ法による重回帰分析を行った．統計解析は
SPSS ver.19.0 を用いて有意水準は 5％とした．
【結果】
LSAは術前 59.6±25.6 点から術後 3カ月 72.8±25.1 点になり，生活
空間が有意に拡大した（p＜0.01）． LSAの変化量と初期値との関係
について，有意な負の相関を示した（r＝-0.479，p＜0.01）．重回帰分
析の結果，術前の LSAに影響を及ぼす因子として，歩行 SE（β＝
0.422，p＜0.01）と術側膝伸展筋力（β＝0.251，p＜0.05）が抽出され
た．術後 3カ月の LSAに影響を及ぼす因子として，階段 SE（β＝
0.325，p＜0.05）と術側膝伸展筋力（β＝0.301，p＜0.05）が抽出され
た．
【結論】
TKA患者の生活空間は術後 3カ月で有意に改善し，術前に生活空間
が狭小化している患者ほど改善可能性が高いことが明らかとなっ
た．TKA患者の生活空間に影響を及ぼす因子として術側膝伸展筋力
と身体活動 SEの中でも階段 SEが重要であることが示唆された．
TKA患者の生活空間を拡大するためのアプローチとして大腿四頭
筋の筋力増強運動に加え，身体活動 SEを向上させるための活動や
参加に対する行動科学的介入が重要になることが考えられる．
【倫理的配慮、説明と同意】
研究内容の説明文書を用いて口頭による説明を行い，研究参加への
同意を書面にて得た．なお，本研究は当院生命倫理委員会の承認
（0826）を受けて実施した．

O-174 一般演題 27 痛

慢性 痛に対する短期入院型・集学的ペインマネジメ
ントプログラムの効果検証

中楚 友一朗 1,2）・井上 真輔 2）・下 和弘 3）・宮川 博文 1）・
牧田 潔 4）・土屋 まり 5）・太田 裕子 5）・若林 淑子 1）・
井上 雅之 1,2）・新井 健一 1,2）・牛田 享宏 1,2）

1）愛知医科大学 運動療育センター 2）愛知医科大学医学部 学際的痛みセンター
3）神戸学院大学 総合リハビリテーション学部
4）愛知学院大学 心身科学部心理学科 5）愛知学院大学 心理臨床センター

Key words / 慢性 痛，ペインマネジメントプログラム，入院

【はじめに、目的】
慢性 痛は生活の質だけでなく労働損失にも影響をおよぼし、対策
が急務である。慢性 痛の治療として複数の科が協力して治療にあ
たる集学的治療の有効性が示されており、日本でも実施する施設が
増えつつある。しかし、それでもなお十分対応できず難渋する症例も
あることから、我々は勤労世代を対象とした短期入院型・集学的ペ
インマネジメントプログラム（Pain Camp）を開発し、2017 年 8 月よ
り実施してきた。今回は、本プログラムの短期的な効果を検証したの
で報告する。
【方法】
対象は慢性 痛を有する勤労世代とした。プログラムは、8日間の入
院（3泊 4日を 2回）と 2日間の外来フォローアップの合計 10 日間
で実施した。プログラム内容は、理学療法士管理下での高強度の筋力
増強運動、中強度の有酸素運動、ストレッチング、姿勢・動作指導、
臨床心理士による認知行動療法、ヨガやマインドフルネスなどのリ
ラクセーション技法の習得などで構成した。プログラムの定員は 2
または 3名とした。プログラム前後で、痛みの程度（numerical rat-
ing scale：NRS）、 痛による生活障害（pain disability assessment
scale：PDAS）、痛みの破局的思考（pain catastrophizing scale：
PCS）、痛みに対する自己効力感（pain self-efficacy questionnaire：
PSEQ）、不安・抑うつ（Hospital Anxiety and Depression Scale：
HADS）、健康関連QOL（EuroQOL 5 demension：EQ-5D）を聴取し
た。運動機能は長座位体前屈、握力、上体起こし、6分間歩行距離を
測定した。統計解析は、Wilcoxon 符号付順位検定を行い、有意水準
を 5％とし、効果量（r）を算出した。
【結果】
2017 年 8 月から 2019 年 5 月までの期間で、Pain Campに参加した
39 名（平均年齢 40±13）を解析対象とした。プログラム中の有害事
象はなかった。事前事後に関してNRS、PDAS、PCS、PSEQ、HADS、
EQ-5D の全ての項目で有意に改善を認め、特に PCS、PSEQでは効
果量は大（r＞0.5）を示した。運動機能に関しては、長座位体前屈、
握力、上体起こし、6分間歩行距離の全てに有意な改善を認め、全て
効果量は大であった。
【結論】
本プログラム前後において痛み関連指標および運動機能に効果を認
めた。医師や理学療法士がサポートする安心できる環境で、正しい方
法でより強度の高い運動訓練を行うことで、運動に対する不安感が
軽減され、また、臨床心理士から個別の課題を含んだ心理教育を受
け、各種リラクセーション法の中で自分に適した方法を見つけて日
常生活にとり入れることで、自ら痛みをマネジメントすることがで
きるようになり、自己効力感が高まったと考えられる。さらに、おな
じような問題を抱えた患者が複数名でプログラムに取り組むこと
で、ピアサポートや集団力動が良い影響を及ぼしたと推察された。慢
性 痛の新しい支援方法の形として、本プログラムは有用であると
考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者に対して、書面にて同意を得た。



O-175 一般演題 27 痛

肩関節周囲炎患者における中枢性感作と 痛強度の関
連

菊池 智也 1）・米谷 俊輝 1）・内海 昌浩 1）・重藤 隼人 2）

1）ウツミ整形外科医院リハビリテーション科
2）三浦内科みちこ小児科クリニック

Key words / 肩関節周囲炎，Central Sensitization Inventory， 痛強度

【はじめに】
中枢神経感作（Central sensitization：CS）とは，正常な刺激もし
くは閾値以下に対して中枢神経系での侵害受容ニューロンの反応が
増大することと定義されており，臨床症状として痛覚過敏などがみ
られる．近年，CSのスクリーニングツールとしてCentral Sensitiza-
tion Inventory（CSI）の臨床的有用性が報告されており，腰痛患者や
変形性膝関節症においてCSI を用いて CSの影響が報告されてい
る．しかし，肩関節周囲炎患者にどの程度CSの影響があり， 痛強
度増大に関連しているかは不明である．本研究の目的は，肩関節周囲
炎患者においてCSが関与している割合を調査し，CSと 痛強度の
関連を検討することとした．
【方法】
外来受診患者 43 名（男性 23 名，女性 20 名，平均年齢 49.4±18.8
歳）を対象に中枢性感作としてCSI， 痛強度としてNumerical Rat-
ing Scale（NRS），破局的思考として Pain Catastrophizing Scale
（PCS），神経障害性 痛として painDETECT（PD）を評価した．統
計解析は，NRSと CSI を用いたクラスター解析（ward 法）を行い，
各クラスターの評価結果を比較するためKruskal-Wallis 検定および
多重比較を行った．有意水準は 5％とした．
【結果】
統計解析の結果，CSI score の平均値は 18±10.9 点であり，CSI score
の重症度が軽度以上が 7名（16.2％）存在した．クラスター解析の結
果，軽度CS群（n=23 名），軽度～中等度CS群（n=8 名），極軽度
CS群（n＝12 名）に分かれた．全ての群間でCSI は有意差が認めら
れたが，NRSおよび PDは全ての群間で有意差が認められなかっ
た．また，PCSでは軽度 CS群と極軽度CS群，軽度～中等度CS
群と極軽度CS群の間で有意差が認められCSI score が高いと PCS
も高い傾向が認められた．
【結論】
肩関節周囲炎患者において軽度CSを有する者が約 16％存在して
いた．本研究の結果から，CSI score の重症度と 痛強度および神経
障害性 痛には関連がみられなかった．つまり，CSと痛覚過敏や神
経障害性 痛症状は関連があると考えられているが，肩関節周囲炎
患者では必ずしもCSと 痛強度および神経障害性 痛症状が関連
しているわけではないことが示唆された．また，CSI score の重症度
と PCSは関連がみられたことから，CSI score が高い肩関節周囲炎
患者は，破局的思考の影響を考慮しアプローチを行っていく必要性
が示唆された．
【説明と同意】
対象者には口頭にて本研究の発表についての説明を行い，同意を得
ている．

O-176 一般演題 27 痛

質的研究で変形性膝関節症患者の痛みの心理社会的側
面を生成する要因と過程をひも解く：探索的事例研究

瓜谷 大輔 1）・池田 茜 1）・城之木 徹 1）・松端 賢太郎 1）・
六浦 優斗 1）・池田 耕二 2）

1）畿央大学健康科学部理学療法学科
2）奈良学園大学保健医療学部リハビリテーション学科

Key words / 変形性膝関節症，慢性痛，質的研究

【はじめに、目的】
変形性膝関節症（膝OA）患者についても痛みの心理社会的側面の評
価は重要である。痛みの心理社会的側面の程度は定量的に評価でき
るが、どのような要因から生成され，対処されているのかは明らかで
はない。本研究では膝OA患者の一人の語り（主観的体験）から、痛
みの心理社会的側面の要因と生成・対処過程を探索した。
【方法】
対象は 70 歳の右膝OA女性患者。保存的加療中で理学療法は受けて
おらず、膝の痛みはNRSで 5であった。対象者の初診日から約 3
か月後に運動器理学療法の実務経験のある 19 年目および 26 年目の
理学療法士 2名が約 1時間の半構造化インタビューを行った。イン
タビューは ICレコーダーによって録音し、終了後にテキストデータ
化した。分析はインタビュアー 2名と理学療法士養成大学の 4名が
テキストデータからカテゴリー化を行い、作成されたカテゴリーか
ら膝OA患者の主観的体験からなる痛みの心理社会的側面の生成と
対処モデルを作成した。
【結果】
テキストデータから 10 のカテゴリーからなるモデルが作成された。
本モデルは、「本膝OA患者は，膝の痛みや違和感を契機に＜これま
での膝OAの治療にまつわる経験＞の振り返りや＜膝OAの原因
に対する自己分析＞を行い、膝がエビ反りになるなどといった＜膝
OAがもたらす比喩的な身体感覚＞や様々な＜膝の症状に起因する
日常生活の大変さ＞を経験していた。その上で＜膝の症状とこれま
でに経験した他の痛みや障害との対比＞を行い、痛みに対する解釈
を自分なりに進め対処法を生み出していた。これらの心理・思考過
程は＜膝の手術を避けたい思い＞によってさらに増強され、結果と
して常に膝のことを考えてしまう＜膝の症状に対する過剰な執着＞
を生成していた。この執着が膝に関する経験の振り返りや自己分析
を再び行わせ、さらに執着を深める循環を形成していた。一方、この
循環を積み重ねる中で＜膝の痛みや動かしにくさとの付き合い方＞
を身に着け、＜他者との関わりが膝OAによる心身の不調に役立つ
という認識＞から他者との関わりの中で心身不調に対する対処法を
生み出し、＜本人が膝OAにまつわる問題への対処に役立つと考え
る情報や情報源＞から自分なりに対処法を見出すという主観的経験
を有していた」ことを示唆した。
【結論】
本研究からは＜膝の症状に対する過剰な執着＞をコアカテゴリーと
するモデルが作成された．本モデルは、痛みの心理社会的側面の一つ
である症状への執着は様々な要因から生成されるが適切な対処に
よって軽減可能なことを示唆した．今後、本モデルからより精度の高
いモデルが作成できれば，膝OA患者の症状に対する執着の評価や
有効な対処が可能になると期待できる。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は畿央大学研究倫理委員会の承認下で行った（H30-36）。被
験者には研究内容を十分説明し、書面への署名によって同意を得た。



O-177 一般演題 27 痛

TKA後における独歩および段差昇降の獲得時期に影響
する要因～ 痛，破局的思考に着目した検討～

小松 雅明 1）・石田 和宏 1）・小池 祐輔 1）・木村 正一 2）・
森 律明 2）・西尾 悠介 2）・田中 大介 2）

1）我汝会えにわ病院 リハビリテーション科
2）我汝会えにわ病院 整形外科

Key words / TKA，術後 ADL，破局的思考

【はじめに，目的】
人工膝関節全置換術（TKA）後の臨床場面において，入院期間中の
痛が強い症例は，その後の身体機能の改善やADL獲得に難渋す
ることを経験する．また術後の 痛増強や遷延化には術前の破局的
思考が影響することが報告されている．しかし，入院期間中の 痛や
術前の破局的思考が，術後のADL獲得時期にどれほど影響を及ぼ
すかについて調査した報告はない．本研究の目的はTKA後におけ
る独歩および段差昇降の獲得時期に影響する要因を 痛，破局的思
考に着目して調査することである．
【方法】
2018 年 1 月から 2018 年 7 月までに片側TKAが行われた症例のう
ち，TKA後 6ヶ月以上経過し，破局的思考および 痛の程度，自宅
退院後のADL調査が可能であった 78 例（男 14 例，女 64 例，73.9
±7.7 歳）を対象とした．評価項目は，術前の破局的思考として日本
語版 Pain Catastrophizing Scale（PCS）の総合点および各項目（反芻，
無力感，拡大視），術後 1週時の 痛VAS，術後 1週までの 痛VAS
の合計値，屋内独歩・屋外独歩・1～3段の階段昇降のそれぞれの獲
得時期とした．獲得時期の評価は自己記入式の調査用紙を用いて
行った．後療法は翌日より理学療法開始，約 3週間で 歩行にて退院
とするクリニカルパスに準じた．統計学的検討はそれぞれの獲得時
期を従属変数，その他を独立変数として，ステップワイズ法を用いた
重回帰分析を行った．有意水準は 5％とした．
【結果】
TKA後 6ヶ月以上経過した症例における屋内独歩獲得例は 66 例
（85％），屋外独歩獲得例は 52 例（67％），段差昇降獲得例は 53 例
（68％）であった．重回帰分析を行った結果，屋内独歩の獲得時期に
影響を与える要因として術前の PCS総合点が抽出された（β＝0.31，
p=0.01，R2＝0.10）．屋外独歩，階段昇降の獲得時期にはいずれの項
目も抽出されなかった．
【結論】
TKA後の屋内独歩獲得時期には術前の破局的思考が影響しうるこ
とが示唆された．破局的思考は不安や過剰回避行動を生み出すと考
えられており，思考が強い症例は独歩への移行を遅らせている可能
性があると考える．しかし屋外独歩や段差昇降の獲得時期には破局
的思考は影響しなかった．これらは屋内独歩より活動性が高い動作
であり，身体機能や元々の活動量など様々な他要因が影響する可能
性があると考える．また 痛が各獲得時期に影響しなかったことに
関しては，本研究における 痛評価の方法や術中および術直後の鎮
痛剤の使用なども関連しうると考えられるため．今後さらなる検討
が必要と考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に沿って実施した，既存のデータを用いる
観察研究である．プライバシーを守り他の目的に使用しないことを
前提に研究データを保管した．また本研究は当院倫理研究委員会の
承認を得て実施した．

O-178 一般演題 27 痛
人工膝関節置換術後患者における 痛経過の個別特性
を用いた予後予測の検討―クラスター解析を用いた類
型化―
今井 亮太 1）・久保 峰鳴 2）・石垣 智也 3）・瓜谷 大輔 4）・
西上 智彦 5）・藤井 唯誌 2）・森岡 周 4）

1）大阪河崎リハビリテーション大学リハビリテーション学部理学療法学専攻
2）香芝旭ヶ丘病院 3）名古屋学院大学リハビリテーション学部理学療法学科
4）畿央大学大学院健康科学研究科
5）甲南女子大学看護リハビリテーション学部理学療法学学科

Key words / 人工膝関節置換術，術後 痛，予後予測

【目的】
近年，整形外科術後患者の早期退院により， 痛管理が不十分に陥り
やすい．その問題により，術後痛の遷延化が危惧されている．一般的
な 痛検査法であるVisual Analogue Scale（VAS）やNumeral Rat-
ing Scale は，患者間のばらつきが大きいため，ある一時点の 痛強
度のみで症例の予後予測を行うことは極めて困難である．こうした
問題に対して，Chapman ら（2006）は術後 1週間の 痛強度値を一
次関数に近似させ，傾き（改善の程度）と切片（ 痛強度）を算出す
ることで，評価精度が高くなることを明らかにした．しかし，この研
究結果は切片の値が大きく，負の傾きを示し改善傾向であっても，予
後が悪い患者群が内在している可能性が考えられる．そこで本研究
では，術後 1週間の 痛強度の経過から傾きと切片を算出し，併せて
クラスター解析に基づく類型化手法を用いて，歩行時痛や運動機能
の予後との関係性を検討した．
【方法】
対象は人工膝関節の手術を施行した 48 名（75.2±6.0 歳，女性 39 名）
である．手術後 1日目，3日目，5日目，7日目，21 日目に安静時お
よび歩行時の 痛強度をVASで評価した．また，運動機能評価とし
てTimed up and Go test（TUG）を退院時に実施した．術後 1日目か
ら 7日目までのVAS値を一次関数に近似させ，得られた近似式の
傾きと切片を算出した．この傾きと切片を使用して，階層的クラス
ター解析を行った．その後，分類された各クラスターの傾き，切片，
TUGを比較するために，一元配置分散分析を実施した．また，各ク
ラスターの歩行時痛を比較するために二元配置分散分析を実施し
た．有意水準は 5％とした．
【結果】
クラスター解析に基づき，3群のクラスターに分類された．クラス
ター 1（n=21）は歩行時痛の傾き-15±4.3，切片 88.7±12.9，クラスター
2（n=17）は傾き-4.7±3.2，切片 66.6±15.4，クラスター 3（n=10）は
傾き 5.9±6.1，切片 30.1±20 であった．一元配置分散分析の結果，ク
ラスター 1はクラスター 2，クラスター 3と比較して，傾き，切片は
有意に大きく，退院時のTUGは低値を示した（p＜.05）．二元配置分
散分析の結果，交互作用が認められた（p＜.05）．クラスター 1と 2
は，期間に有意な改善を認めた（p＜.05）．群間比較はクラスター 1，
2と比較してクラスター 3は術後 1日目の値が有意に小さく，退院
時は有意に高かった（p＜.05）．
【結論】
傾きと切片を考慮することで，異なる経過を示すサブグループに分
類が可能となった．クラスター 3は悪化傾向を示し，退院時のTUG
も他の群と比較して高値を示した．クラスター 1と 2は切片に有意
な差がないが，傾きの差から退院時の痛みと運動機能に影響を及ぼ
している．つまり，傾きと切片の双方を考慮することで， 痛経過の
個別特性を捉えた予後予測が可能となる．
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者にはヘルシンキ宣言に基づき本研究の趣旨を説明し，参加

の承諾を得た．また，香芝旭ヶ丘の倫理委員会にて承認された上で実
施した．
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骨盤帯痛に骨盤形態が与える影響

増田 一太 1）・笠野 由布子 2）・西野 雄大 3）・野中 雄太 4）・
河田 龍人 3）・塩澤 成弘 5）

1）国際医学技術専門学校 2）中部学院大学 看護リハビリテーション学部
3）いえだ整形外科リハビリクリニック 4）大地整形外科
5）立命館大学 スポーツ健康科学部

Key words / 骨盤帯痛，骨盤のねじれ，骨盤外計測

【はじめに】
分娩後の有訴部位において骨盤帯は、最も有訴率が高く、女性の社

会復帰や育児に大きな影響を及ぼすことが懸念される。分娩時の骨
盤帯へのストレスは、骨盤形態に影響を与える可能性が高いため、骨
盤帯痛の原因となることが報告されている。この分娩後の骨盤帯痛
の原因に、骨盤の非対称性や不安定性などが関与することが指摘さ
れているが、非対称性を数値化し、 痛と比較検討した報告はない。
そこで本研究の目的は、経腟分娩経験者を対象に骨盤帯痛と骨盤形
態や出生数や新生重量などを調査し、骨盤帯痛との因果関係を明ら
かにすることである。
【方法】
対象は経腟分娩を経験した骨盤帯痛を有する群（PGP群）（n=43，
mean age：53.6±14.7y.o.，tall：1.55±0.06m，weight：55.3±8.8kg）
と経腟分娩を経験した健常成人群（VD群）（n=82，mean age：48.8
±12.5y.o, tall：1.57±0.05m，weight：53.8±8.6kg）とした。骨盤の計
測はMartin 型骨盤計を用い、棘間径（ID）と後上腸骨棘間距離
（PID）、第一/二斜径（F/SOD）、側結合線を計測した。骨盤のねじれ
度（PT）は FODと SODを除した値の絶対値を身長（m）で除し、
骨盤の開き度（IPIR）は、PIDを IDで除した値を算出し比較した。
除外基準は異常分娩の経験、左右の側結合線の差が 0.5cm以上ある
者とした。
また出生数、初産年齢、新生児合計重量、最大新生児重量、平均出
生時重量を聴取した。
【結果】
PTは、PGP群の方が有意に高値を示した（PGP群：0.80±0.45，
VD群：0.53±0.42，p＜0.001）。IPIR（PGP 群：0.30±0.09，VD群：
0.33±0.33）や年齢、体格に有意差を認めなかった。
また、出生数や新生重量などは、両群に有意差を認めなかった。

【結論】
骨盤帯痛は、骨盤のねじれとの因果関係が指摘されている。その原

因に、仙腸関節面のねじれが強い程、変性が高度となる報告があるこ
とからも、骨盤のねじれは、仙腸関節痛をはじめとした骨盤帯痛に強
く関与する可能性がある。今回の計測結果より、PGP群はVD群と
比較し、有意に PTが強く、骨盤帯痛の発生に骨盤のねじれが関与し
ている可能性を示した。骨盤のねじれは、両群とも年齢や体格の要素
との相関関係を認めないことからも、先天的な仙腸関節面の個体差
がねじれに影響している可能性が考えられた。また、今回の対象者は
中年層が大半を占めるため、同年齢帯の 痛は仙腸関節面の変形を
基盤に生じている可能性も示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には本研究の主旨を説明し了承を得た。また、計測時にプラ

イバシーに十分配慮した環境にて女性が計測を実施した。

O-180 一般演題 28 バイオメカニクス

産後の骨盤形態と仙腸関節痛との関連性

森野 佐芳梨 1）・季 翔 2,3）・梅崎 文子 3）・畑中 洋子 3）・
山下 守 3）・青山 朋樹 2）

1）大阪府立大学地域保健学域総合リハビリテーション学類
2）京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻
3）医療法人葵鐘会
Key words / 産後，仙腸関節痛，骨盤

【はじめに、目的】
分娩時には産道確保のために骨盤が開大し、産後はこれが回復する
ことが想定される。これらの骨盤形態の変化から骨盤の関節への負
荷が生じ、仙腸関節痛が発生することで産後女性の活動を妨げる大
きな要因となっている。そこで本研究目的は、産後の骨盤形態をX
線撮影にて検証することで、仙腸関節痛との関連性を検証すること
とした。
【方法】
産後女性 61 名を対象とし、出産直後および出産 1ヶ月後に、立位に
て骨盤X線前後撮影を行った。得られた 2回分の画像データを比較
するために、イメージレジストレーション技術を用いて、X線入射角
およびレンズ距離の変化により生じた誤差を補正した。補正後の画
像を用いて、腸骨稜上縁間距離、恥骨結合距離および恥骨下角を計測
した。また各時期に、仙腸関節痛の程度をNumerical rating scale
にて聴取した上で、1以上を回答した者を痛みあり群とし、出産直後
と 1か月後のそれぞれにおいて対象者を仙腸関節痛あり群および仙
腸関節痛なし群に分類した。さらに、出産直後に痛みのあった産後女
性を対象とし、1か月後まで痛みが継続した群（仙腸関節痛継続群）
と、痛みの訴えが消失した群（仙腸関節痛緩和群）の 2群に分類した。
統計解析では、対応のない t検定にて各群の各時期の骨盤形態およ
びその変化を比較した。有意水準は 5％とした。
【結果】
全対象者のうち出産直後および 1か月後に仙腸関節痛を訴えた者は
それぞれ 33 名（54％）、18 名（30％）であり、出産直後に痛みのあっ
た者のうち出産 1か月における仙腸関節痛継続群は 14 名（42％）で
あった。群間比較の結果、産後 1か月において、仙腸関節痛あり群で
は、なし群と比較して出産直後および 1か月における腸骨稜上縁間
距離が有意に大きかった（直後：176.8±24.2mm，158.0±15.0mm，
p＜0.001、1 か月後：176.4±24.4mm，157.1±15.2mm，p＜0.001）。さ
らに、仙腸関節痛継続群では、仙腸関節痛緩和群と比較して出産直後
および 1か月における腸骨稜上縁間距離が有意に大きいことに加
え、恥骨下角が産後 1か月で有意に減少していた（-3.3±4.8°，2.0±
5.8°，p＝0.017）。
【結論】
本研究結果より、産後 1か月にて仙腸関節痛のある女性は、出産直後
と 1か月時点における腸骨稜上縁間距離が大きく、同様の結果が産
後から 1か月において仙腸関節痛が継続した女性においても確認さ
れた。これより、腸骨稜上縁の左右の開きが大きいことが、産後の仙
腸関節痛継続の要因の一つとなる可能性が示唆された。さらに、骨盤
形態の変化に着目すると、仙腸関節痛継続群においては恥骨下角が
有意に減少していることが分かった。一般的に、仙骨の屈曲伸展運動
と骨盤の開閉は連携しており、本結果は、産後の仙腸関節痛緩和目的
の骨盤アライメントに対する理学療法手技考案の一助になると考え
る。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は研究実施施設の倫理委員会の承認を得て実施し、対象者に
は十分な説明を行い同意を得た。
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直腸脱症例の運動学的特徴に関する調査報告

槌野 正裕 1）・荒川 広宣 1）・小林 道弘 1）・清田 大喜 1）・
岩下 知裕 1）・堀内 大嗣 1）・高野 正太 2）

1）大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科
2）大腸肛門病センター高野病院 大腸肛門機能科

Key words / 直腸脱，仙骨傾斜角，栄養状態

【はじめに】
近年の超高齢社会では、直腸脱の症例が増加しており、当院での手術
症例も増加（2016 年 36 例、2017 年 41 例、2018 年 52 例）している。
また、女性の骨盤臓器脱（（pelvic organ prolapse：POP）と運動機能
に関する報告もされており、臨床現場での直腸脱症例は、脊椎や下肢
の骨関節疾患を伴っていることが多く、入院中は運動機能低下の予
防や再発予防を目的とした運動療法が必要である。今回、直腸脱で手
術が行われた症例に関して、身長、体重、BMI、骨関節疾患の既往、
脊椎アライメントに影響する水平面に対する仙骨傾斜角（sacral
slope：SS）を調査したので以下に報告する。
【対象と方法】
2016 年 2 月から 2018 年 10 月に当院で直腸脱の手術を受けた症例
の中で、骨盤内の評価のためにCT検査が行われた女性 62 例（平均
年齢 78.6±14.2 歳）を対象とした。電子カルテから retrospective
に身長、体重、BMI、脊椎疾患の既往を個人が特定されないように疾
患に関わる情報のみを抽出し、CT画像の計測ツールを用いて SS
を計測した。また、過去に排便障害を主訴として受診された 48 例の
女性（平均年齢 66.9±12.2 歳）を対照群としてMann-Whitney’s U
test を用いた比較検討（有意水準 p＜0.05）を行った。
【結果】
身長：145.4±7.2cm、体重：41.7±8.6kg、BMI：19.6±3.2kg/m2、BMI
が 18.5 未満の低体重（やせ）に当たるのは 24 人、38.7％であった。
70 歳以上（全 51 例）では、厚生労働省から提案されているBMI
の下限目標値 21.5 未満の症例が、40 名（78.4％）であった。安静時
の SSは 30.8±9.4（°）であり、対照群の 34.6±7.1（°）に対して有意
（p=0.0103）に水平になっていた。骨関節疾患の既往は、変形性脊椎
症（50 例、80.6％）、圧迫骨折（27 例、43.5％）、側弯症（19 例、30.6％）、
脊柱管狭窄症（13 例、21.9％）の順に脊椎疾患で多く、下肢骨関節疾
患は 14 例、22.6％に認め、子宮脱は 9例、14.5％に合併（重複有）し
ていた。
【考察】
金村らの報告では、日本人の SSは 35.3°（SD：6.4）とされており、
今回の対照群と同程度であり、直腸脱症例では水平になる傾向が示
唆された。直腸脱症例の多くに変形性脊椎症や圧迫骨折などの骨関
節疾患を認めることや、仙骨傾斜は腰椎前彎角と相関するとの報告
から、姿勢アライメントの崩壊は直腸脱のリスクになると考えられ
る。また、BMI から直腸脱の症例は痩せ傾向であると思われる。こ
れは、平井らの POPは BMI が比較的高値であったとする報告に矛
盾する。平井らの POPは膀胱や子宮などの前方骨盤内臓器脱症例が
多かったことが考えられ、後方骨盤内臓器である直腸は排便で息ん
だ際に脱出する症例が多く、臨床的には排便を避けるために食事を
制限したりしていることが考えられる。
【倫理的配慮、説明と同意】
当研究は、大腸肛門病センター高野病院倫理委員会の許可（第 19-01
番）を得て、充分な倫理的な配慮を行い実施した。

O-182 一般演題 28 バイオメカニクス

妊婦体験ジャケット装着時における跨ぎ動作と視界の
関係について

柏木 香澄 1）・森 明子 2）・宮本 俊朗 2）・永井 宏達 2）・
日高 正巳 2）

1）吉田病院附属脳血管研究所リハビリテーション部
2）兵庫医療大学リハビリテーション学部

Key words / 妊婦体験ジャケット，跨ぎ動作，三次元動作解析

【目的】
妊婦は妊娠により身体的・精神的に様々な変化が生じ、転倒が増加
すると報告されているが、どのような身体的機構によって転倒が生
じるかは不明である。妊娠経過において転倒場面としても多いとさ
れる跨ぎ動作時の下肢の軌跡と視界との関係を明らかにし、転倒予
防に繋がる知見を検討することを目的とし研究を行った。今回は先
行下肢に着目した報告を行う。
【方法】
健常成人女子大学生 24 名を対象に、妊婦体験ジャケットを用いて妊
娠後期の妊婦モデルを設定した。同一被験者で妊婦体験ジャケット
非装着条件と装着条件において、高さの異なる障害物（10、20、30
cm）の 3条件での跨ぎ動作を無作為に実施し計測した。測定項目は、
最大挙上距離、足元の視界の制限、母趾の軌跡頂点、障害物と母趾の
距離（足部クリアランス）、下肢関節角度、踏切距離とし、三次元動
作解析装置を用いて解析した。統計学的解析として、二条件間で対応
のある t検定を行い有意水準は 5％とした。
【結果】
装着条件で足元の視界の制限、踏切距離の延長、足部クリアランスの
低下がみられた。足部クリアランスは 10cm高の跨ぎ動作では非装
着時 179.9±36.0mm、装着時 135.4±22.1mmと装着時で有意に低下
していた（p＜0.01）。20、30cm高も同様の結果となった。踏切距離
は 10cm高の跨ぎ動作では非装着時 652.7±76.6mm、装着時 758.5
±85mmであり、装着時で有意に延長していた（p＜0.01）。20、30
cm高も同様の結果となった。しかし、軌跡頂点の変化においては 10
cm高の跨ぎ動作では非装着時 268.7±26.1mm、非装着時 274.0±49.2
mmと有意な変化を認めなかった（p=0.89）。30cm高の跨ぎ動作では
非装着時 437.9±50.6mm、装着時 504.9±27.1mmと有意に装着時で
高くなる結果となった（p＜0.01）が、全体的に一定の傾向はなかっ
た。足関節背屈角度は装着時において 10cm高の跨ぎ動作では非装
着時は 3.2±6.1°、装着時は 8.6±3.9° と有意な増加を認め（p＜0.01）、
30cm高の跨ぎ動作では非装着時は 7.1±8.2°、装着時は 9.0±8.3° と
有意な足関節背屈角の増加を認めた（p＜0.05）。股関節屈曲角度は装
着時において 10cm高の跨ぎ動作では非装着時は 78.4±6.3°、装着時
は 75.3±6.5° と有意な減少を認めた（p＜0.05）。最大挙上距離は非装
着時は 662.1±63.9mm、装着時は 569.5±112.2mmと装着時で有意な
減少を認めた（p＜0.01）。そして、足元の視界は、非装着時で 3.4
±2.1mm、装着時は 235.5±39.0mmであり、有意に装着時で視界が狭
くなった（p＜0.01）。
【結論】
踏切距離の延長は、視界制限により障害物との距離を誤認したか過
剰に対応した可能性が考えられる。そのため、下降軌跡で足部が障害
物を通過することとなり、足部クリアランスの低下を認め躓きが生
じる可能性が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
兵庫医療大学倫理審査委員会の承認を得て実施した。対象者には本
研究の目的と内容、データの保管方法などを口頭および書面を用い
て説明し文書にて同意を得た。
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産後の女性の荷重バランスと身体症状の関係性

平元 奈津子

広島国際大学 総合リハビリテーション学部

Key words / ウィメンズヘルス，産後，姿勢

【はじめに、目的】
産後の女性は，出産後の急激なホルモン分泌の変化と，育児による

新たな身心への負担が生じ，身体症状の悪化や新たな発症が生じや
すい．抱っこ動作は，子どもを前に抱き，母親自身の体を後方に変位
する様子が見られる．このような姿勢変化により下肢への荷重が後
方に変位していることと，体幹の機能不全による腰背部痛や尿失禁
などの症状と関係があることが推測される．そこで本研究の目的は，
産後の女性の静止立位時の荷重分布を計測し，身体症状と関係があ
るかを明らかにすることとした．
【方法】
産後 2カ月～6年以内の女性 17 名を対象に，①基本情報，②身体
症状，③荷重バランスを測定した．①基本情報では，年齢，身長，体
重，産後期間，分娩に関する情報，子どもの数を聴取した．②身体症
状では，妊産婦に多いとされる運動器系の症状（腰痛，骨盤帯痛，尿
失禁，他）について，現時点でのその有無について聴取した．③荷重
バランスは，フットバランス（体バランス測定システム）を用いて，
静止立位時を測定した．足部後方の荷重の数値を左右で合計し，数値
が小さいことは荷重が前方，数値が大きいことは荷重が後方にある
ことと定義づけた．得られたデータより，後方への荷重の割合が高い
群（H群），中間群（M群），低い群（L群）の 3群に分類し，各群間
の比較を一元配置分散分析にて分析した．
【結果】
対象者の年齢 36.2±4.4 歳，身長 158.2±4.8 cm，体重 51.6±5.5kg
であった（平均±標準偏差）．産後の期間は平均 12.9±7.6 カ月，子ど
もの数は 2.0± 0.9 名，分娩様式は経腟分娩 13 名，吸引分娩 1名，帝
王切開 3名であった． 身体症状は多い順に腰痛および尿失禁（n=9，
52.9％），骨盤帯痛（n=5，29.4％），肩こり（n=4，23.5％），背部痛
（n=3，17.6％），股関節痛（n=2，11.8％），その他手関節痛，頸部痛
があった．対象者 1名が訴える身体症状は 2.2±1.8 個であった．
荷重バランスの値はH群（左右共に 60 以上，8名）143.8±13.4，
L群（左右合計 100 以下，4）84.3±18.9，M群（H群と L群の中間の
値，5名）114.4±4.9 であり，すべての群間に有意差が認められた
（p＜0.1）．身体症状を有する数は，H群 3.0±1.1，L群 1.8±2.5，M
群 1.0±1.4 であり，有意差は認めなかった．
【結論】
本研究の結果，産後の女性は様々な骨盤帯痛，尿失禁など運動器系

の症状を有することが明らかとなった．これらは理学療法士の治療
対象であり，産後早期からの介入が必要と考えられた．荷重バランス
で後方に荷重を多い者は，身体症状を多く有する傾向がみられた．こ
の時の姿勢は上部体幹の後方変位や骨盤後傾がみられ，腰背部や骨
盤帯の周囲筋を代償として作用させ，結果として腰痛や尿失禁とい
う腹部の筋機能不全による症状が発生していると推測された．
【倫理的配慮、説明と同意】
広島国際大学倫理委員会の承認を得た（倫 17-035）．研究に先立ち，

研究内容およびリスク等について十分な説明を口頭にて行い，同意
書に署名を頂いた．
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骨盤前傾角度，体重の増減が寛骨臼形成不全に与える影
響

畠山 和利 1）・木島 泰明 2）・鈴木 恒太郎 3）・堀場 崇徳 3）・
渡邉 基起 1）・高橋 裕介 1）・大倉 和貴 1）・須田 智寛 1）・菊地 耀 1）・
市川 兼之 1）・斉藤 公男 1）・巖見 武裕 3）・松永 俊樹 1）・島田 洋一 3）

1）秋田大学医学部附属病院
2）秋田大学大学院医学系研究科整形外科学講座
3）秋田大学大学院理工学研究科機械工学コース
Key words / 筋骨格モデル，応力解析，寛骨臼形成不全

【はじめに，目的】
寛骨臼形成不全症は，大腿骨頭の骨性被覆の低下による不安定性や、
それに伴う寛骨臼縁の応力増加が 痛の要因となる．これまでわれ
われは，筋力増強に伴う骨頭求心力と臼蓋応力の変化をシミュレー
ション解析してきた．保存療法として骨盤前傾による骨製被覆率の
増加や減量をはじめとする体重コントロール，骨頭内方化を目的と
した筋力トレーニングなどが行われており，寛骨臼縁の応力が減少
を期待している．本研究の目的は，骨盤の傾斜角度と減量が応力に与
える影響をシミュレーション解析することである．
【方法】
筋骨格モデルANYBODYを基盤に，全身の筋走行，筋断面積を再現
した独自の 3次元全身筋骨格モデルを作成した．3次元動作解析装
置VICONMXで臼蓋形成不全症例（38 歳女性，163.5cm，58kg）の
立位，歩行を計測し，座標位置データを筋骨格モデルに反映させた．
測定条件は，通常立位および骨盤前傾位とし，ANYBODY上で被験
者の体重を 80％，100％，120％に変化させた．逆動力学解析により
関節モーメントを算出しし，立位時に発揮している筋力を推定およ
び大腿骨頭求心力を算出した．有限要素モデルはMimics/3matic
（Materialise, N. V., Leuven, Belgium）を用い，応力解析には有限要素
解析ソフトMarc Mentat（MSC Softwere Co.）を使用した．境界条
件は，骨盤の腸骨部および恥骨結合部を完全拘束とし，大腿骨遠位端
から股関節間力を集中荷重として加えた．
【結果】
通常の立位姿勢と比較し，骨盤前傾位で臼蓋被覆率が増加に伴い応
力の分散が確認できた．更に減量することで寛骨臼縁の最大応力減
少が確認できた．体重が 10％減量することで股関節に加わる力は約
9％減少した．応力解析の結果，減量と共に最大応力は減少し，10％
の減量で約 0.1MPa 減少した．
【結論】
骨盤前傾による被覆率増加と減量に伴い寛骨臼縁の最大応力の減少
が実測値からも明らかとなった．そのため理学療法では，骨盤前傾に
より発生する 2次性可動域制限や軟部組織の伸張性低下，減量に重
要な運動習慣維持，構築を継続的にチェックすることが重要と考え
られた．寛骨臼形成不全症には，筋力増強に伴う大腿骨頭の安定化と
共に骨盤前傾と減量の総合的なアプローチが効果的である．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は世界医師会によるヘルシンキ宣言に則り行った．全ての
被験者に対し十分に趣旨を理解して頂き，研究に同意を得た．また整
形外科の医師によりCT，MRI，レントゲンを撮像した．
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ドロップジャンプ動作時の足部内運動における性差の
検討

関口 優佳 1,2）・塙 大樹 1,3）・国分 貴徳 4）・金村 尚彦 4）

1）埼玉県立大学大学院保健医療福祉学研究科
2）越谷リハビリケアセンター 3）日本学術振興会特別研究員
4）埼玉県立大学保健医療福祉学部理学療法学科
Key words / 足部内運動，ドロップジャンプ，性差

【はじめに、目的】
足部内部の運動機能を解明することは、足部障害の予防策確立に向
けた非常に重要な課題である。足部障害はスポーツ障害の中で最も
発生率が高い。また身体特性の性差により、女性の方が発生率は約
2倍高い。足部内の運動は自由度が高く微細であるため捕捉が難し
く、スポーツ動作に近いダイナミックな課題での性差は検証困難で
あった。本研究の目的は、足部内運動解析に特化したモデルを用いて
ドロップジャンプ動作時の足部内運動の性差を明らかにすることと
した。
【方法】
対象は健常成人 28 名（男女各 14 名）。課題動作は、高さ 40cm台か
らドロップジャンプ動作とした。被験者には IOR foot model（Porti-
naro et al. 2014）、および Plug-in Gait model（Vicon 社）を用いて動
作計測を行った。解析区間は足部接地区間とし、さらに衝撃吸収相と
跳躍準備相に区分した。ジャンプ高、各セグメント角度（股，膝，足，
足部内 3関節）、内側縦アーチ角度を算出した。Wilcoxon の順位和検
定を用いて群間の差を検討し、Spearman の順位相関係数を用いて
ジャンプ高との関係性を分析した。有意水準は 5％とした。
【結果】
安静立位時の各関節角度に男女間で有意な差は見られなかった。ド
ロップジャンプ動作時の衝撃吸収相における内側縦アーチ角度の最
大値は、男性よりも女性の方が有意に増大し（4.8 ± 3.1°，8.7 ± 4.4°）、
男性においてはジャンプ高と強い負の相関を示した（r = -0.87）。ド
ロップジャンプ動作における他の関節角度について、運動方向や変
位量に男女間で有意な差はなかった。前足部に対して母趾は衝撃吸
収相において底屈し、跳躍準備相において背屈した。
【結論】
静的な荷重負荷における足部構造に性差は見られなかった。しかし
ドロップジャンプ動作時の衝撃吸収相において、女性は内側縦アー
チが大きく下降した。一方で、男性は内側縦アーチの下降が小さいほ
ど高く跳躍した。アーチを支持する機構として、足趾の背屈に伴う足
底 膜の受動張力が存在する。本研究において、衝撃吸収相では母趾
が底屈運動をしているため、筋活動によって足部アーチを制御して
いたと考えられる。これについて、低アーチ者は足底 膜に大きな張
力が働くため、損傷リスクが高いことが報告されている。本研究結果
は、静的な足部構造に問題がない者であっても、女性はダイナミック
な動作時に、足部軟部組織の損傷リスクが高い可能性がある。今後は
力学データも含めて検証し、足部アーチ運動に係る力源について調
査を進める必要がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は所属大学倫理委員会の承認を得た後、ヘルシンキ宣言に
則って被験者に対する説明を紙面と口頭にて行い、同意を得た上で
実施した。
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カッティング動作中の矢状面動的足関節スティフネス
が膝関節外反モーメント波形に及ぼす影響

柳原 稔 1）・木藤 伸宏 2）

1）医療法人和光 和光整形外科クリニック
2）広島国際大学 総合リハビリテーション学部

Key words / 主成分分析，膝前十字靭帯，動的足関節スティフネス

【はじめに、目的】
膝前十字靭帯（以下，ACL）損傷の発生には外部膝関節外反モー

メントの大きさが関連することが報告されている．しかし，先行研究
の多くはパラメーターのピーク値の比較を行っており，被験者間の
波形パターンのバラつきは考慮されていない．また，足関節背屈角度
制限は膝関節外反角度の大きさに関連することが報告されており，
波形パターンにも影響を与える可能性がある．そこで本研究では，関
節角度と関節モーメントから関節の剛性を算出する指標である動的
足関節スティフネスを使用し，課題動作中の外部膝関節外反モーメ
ント波形の特徴を矢状面動的足関節スティフネスの高い群と低い群
とで比較することを目的とした．
【方法】
被験者は健常若年者 40 名（男女各 20 名）を対象とした．課題動作

は，45° 方向へのカッティング動作とした．運動学・運動力学的デー
タは，3次元動作解析装置Vicon MXと床反力計 10 基を用いて取得
した．外部膝関節外反モーメントの解析時間は，足部が床反力計に接
触している間の時間として算出し，矢状面動的足関節スティフネス
の解析時間は，足部が床反力計に接してから外部膝関節屈曲モーメ
ントのピーク値までとした．矢状面動的足関節スティフネスは，外部
足関節背屈モーメントと足関節背屈角度をプロットした近似直線の
傾きとした．矢状面動的足関節スティフネスを四分位範囲に分け，上
位 25％の群（上位群）と下位 25％の群（下位群）に群分けした．主
成分分析を用いて，課題動作中の外部膝関節外反モーメント波形の
特徴を抽出した．各群の矢状面動的足関節スティフネスおよび主成
分分析によって得られた主成分得点に対して対応のない t検定を
行った．有意水準は 5％未満に設定した．
【結果】
矢状面動的足関節スティフネスは上位群が下位群と比較して有意

に大きかった（上位 vs 下位：p＝0.000）．外部膝関節外反モーメント
の主成分は 3つ採択した．第 1主成分は立脚期全体の外部膝関節外
反モーメントの大きさ，第 2主成分は立脚期初期と後期の外部膝関
節外反モーメントの大きさ，第 3主成分は立脚期初期の外部膝関節
外反モーメントの大きさを特徴として抽出した．しかし，各主成分で
群間に主成分得点の有意な差はみられなかった（第 1主成分上位 vs
下位：p＝0.129，第 2主成分上位 vs 下位：p＝0.54，第 3主成分上位
vs 下位：p＝0.342）．
【結論】
45° 方向へのカッティング動作において，動的足関節スティフネス
の高低で外部膝関節外反モーメント波形に有意な差はみられなかっ
た．足関節以外にACL損傷の発生に関与することが報告されている
体幹位置や股関節内外転筋力比が波形パターンに関連している可能
性が示唆された．
【倫理的配慮，説明と同意】
研究に先立ち，広島国際大学の人を対象とする医学系研究倫理委

員会にて承認を得た（承認番号：倫 16 - 47）．被験者に研究の目的と
趣旨を十分に説明し，文書による同意を得た上で計測を行った．
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健常若年女性において歩行中の前額面の動的股関節ス
ティフネスの低下は大殿筋の筋活動の減少と関連する

高野 翔吾 1）・藤井 紀文 2）・木藤 伸宏 3）

1）広島国際大学大学院 医療福祉科学研究科 医療工学専攻
2）医療法人社団曙会 シムラ病院
3）広島国際大学 総合リハビリテーション学部
Key words / 歩行，前額面の動的股関節スティフネス，筋活動

【はじめに、目的】
歩行中に股関節の前額面の硬さ（Dynamic joint stiffness：以下、
DJS）が十分に作れないと、結果として過度な股関節内転、内旋運動
を引き起こす。この過度な股関節内転、内旋運動は女性において罹患
率が高い膝蓋大腿関節痛を有する患者の運動学的な特徴として認識
されている。先行研究では大腿骨の内転と内旋の増加は、膝蓋軟骨ス
トレスを増加させると報告されており、膝蓋大腿関節痛の発症や進
行に関わると指摘されている。そのため、歩行中の股関節の前額面
DJS を十分に高め、過度な股関節内転、内旋運動を防ぐことは重要で
ある。DJS は筋活動による自動的要素と関節を構成する組織の粘弾
的特性などの受動的要素から構成される。しかし、歩行中の股関節の
前額面DJS を調整するのに何が関与しているかは不明である。そこ
で本研究は股関節周囲筋の筋活動に着目し、健常若年女性における
歩行中の股関節の前額面DJS との関係を明らかにすることを目的
とした。本研究の仮説は歩行中の股関節の前額面DJS の低下は大殿
筋、中殿筋の筋活動の減少と関連するとした。
【方法】
健常若年女性 30 名（21.3 ± 0.8 歳）が本研究に参加した。課題動作
は快適歩行速度での平地歩行を採用した。歩行中の運動学・運動力
学的データ、表面筋電図データは 3次元動作解析装置（VICON
VERO、Vicon Motion Systems）と床反力計（AMTI）、表面筋電計
（TEREMYO 2400R G2、Noraxon）を同期させ、それぞれ 150 Hz、
1500 Hz、1500 Hz にて計測した。歩行立脚初期の股関節の前額面
DJS は初期接地から同側下肢の床反力鉛直成分ピークまでの股関節
内転角度変化量と外部股関節内転モーメント変化量より求めた。被
験筋は大殿筋、中殿筋、大腿筋膜張筋、長内転筋とし、得られた筋電
図データに対してバンドパスフィルター（50-500 Hz）、全波整流処理
を行った。歩行立脚初期の各筋の平均振幅を 1歩行周期の平均振幅
で正規化した。歩行立脚初期の股関節の前額面DJS と各筋の筋活動
との相関分析には Spearman の順位相関係数を用いた。統計解析に
は IBM SPSS（Ver 22）を使用し、有意水準は 5％とした。
【結果】
歩行立脚初期の股関節の前額面DJS は大殿筋の筋活動との間に有
意な正の相関関係を認めた（r = 0.41、P = 0.02）。つまり、歩行立脚
初期の股関節の前額面DJS が低下すると大殿筋の筋活動が減少す
ることを意味する。一方で、その他の中殿筋、大腿筋膜張筋、長内転
筋の筋活動は歩行立脚初期の股関節の前額面DJS との間に有意な
相関関係を認めなかった。
【結論（考察を含む）】
本研究から歩行立脚初期の股関節の前額面DJS は大殿筋の筋活動
と関連することが示された。若年女性において大殿筋の筋活動は歩
行立脚初期の股関節の前額面DJS を調整するのに重要な役割を
担っている可能性がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は所属機関の倫理委員会にて承認を得た。全ての被験者に研
究の目的、趣旨を説明し文書による同意を得た。

O-188 一般演題 29 バイオメカニクス

歩行時の下肢サポートモーメント解析

佐藤 俊彦 1）・江戸 優裕 2）・上條 史子 3）・福井 勉 1）

1）文京学院大学保健医療技術学部理学療法学科
2）千葉県立保健医療大学リハビリテーション学科理学療法学専攻
3）昭和大学保健医療学部理学療法学科
Key words / 歩行，サポートモーメント，バイオメカニクス

【はじめに、目的】
サポートモーメント（以下 SupM）は足関節底屈、膝関節伸展、股関
節伸展の内部モーメントの和のことを言い、歩行の立脚期において
は床反力と高い相関が報告されている（Winter1991）。また、Osgood
Schlatter 病のスクワット動作では膝関節伸展モーメントが大きく、
股関節伸展モーメントが小さい傾向にあり、伸展モーメントを互い
に補完し合うとされている（藤本 1995）。近年では、Knee in に抵抗
する SupMの解析が行われており（Jeffery2018）、前額面の SupM
にも注目されている。本研究では、歩行時の矢状面・前額面の SupM
の解析を行い、床反力との相関および下肢関節の相互補完について
検討した。
【方法】
対象は 14 名（男性 7名、女性 7名、身長 167.1±10.1cm、体重 60.3
±12.2kg）で、除外基準は、体幹、下肢に手術の既往、過去半年以内
に整形外科疾患および 痛があったものとした。計測課題は至適速
度での裸足歩行とし、十分に練習した後に 5回実施した。解析区間は
左立脚期とした。計測機器は 8台のMXカメラから構成される三次
元動作解析システムVICON-NEXUSと床反力計（AMTI 社製）を使
用しサンプリング周波数は 100Hz とした。マーカー貼付位置は
Plug-In-Gait full body model に準拠した。算出項目は床反力垂直成
分、左右方向成分と足、膝、股関節の屈曲・伸展、内転・外転モーメ
ントとした。先行研究に則り、足関節底屈・膝関節伸展・股関節伸展
の和を矢状面 SupMとし、足関節外転・膝関節内転・股関節外転の
和を前額面 SupMとした。矢状面・前額面の SupMと床反力垂直成
分・左右方向成分のそれぞれの関係を Pearson の積率相関係数を用
いて解析した。また、左立脚時間の 10％ごとの各関節の相互補完関
係と SupMとの関係を Pearson の積率相関係数を用いて解析した。
有意水準は 1％未満とした。
【結果】
矢状面 SupMと床反力垂直成分の相関係数は 0.78～0.98 であり 14
名とも正の相関であった。前額面 SupMと床反力左右成分の相関係
数は正の相関が 10 名で相関係数は 0.34～0.68、負の相関が 2名で相
関係数は-0.39～-0.46、相関なしが 2名であった。相互補完関係は矢状
面では立脚期 10％で膝関節と股関節に負の相関、40～60％で足関
節と膝関節に負の相関、80％で足関節と股関節に負の相関を認め
た。前額面では 10～40％で膝関節と股関節に負の相関を認めた。ま
た 90％で矢状面 SupMと足関節底屈モーメントの間で正の相関を
認めた。
【結論】
矢状面 SupMと床反力の関係は先行研究と一致した（Fukui2016）。
前額面 SupMと床反力の関係は膝関節内外反肢位の影響を受ける
ことが示唆された。また、矢状面では立脚中期で足関節と膝関節に、
前額面では立脚初期で膝関節と股関節に相互補完機能を有している
ことが示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には研究内容を十分に説明し、書面にて同意を得た。本研究は
文京学院大学倫理審査委員会の承認（2018-0011）を得て行った。



O-189 一般演題 30 人工股関節・その他

人工股関節全置換術前後における股関節周囲筋の筋萎
縮と筋内脂肪変性の経時的変化

河野 拓巳 1）・南学 学 1）・村尾 昌信 1）・濱田 涼太 1）・
後藤 公志 2）・黒田 隆 2）・松田 秀一 1,2）

1）京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2）京都大学医学部附属病院 整形外科

Key words / 人工股関節全置換術，筋萎縮，脂肪変性

【はじめに、目的】
人工股関節全置換術後（以下，THA）における股関節周囲筋の筋
力は歩行能力を左右する要因であることから，術後の理学療法では
筋力の向上に取り組むことが重要となる．一般に，筋力は筋萎縮など
の量的変化および脂肪変性などの質的変化の影響を受ける．そのた
めTHA術後患者に対して効果的な筋力の向上を図るためには，筋
萎縮や脂肪変性といった筋機能の術後における回復状況の特徴を把
握しておくことが必要であるが，術後の経過を詳細に分析した報告
は少ない．本研究の目的は，THA術前後における股関節周囲筋の筋
萎縮および脂肪変性の経時的変化と健側と患側の股関節周囲筋の左
右差を検討することとした．
【方法】
対象は当院整形外科で 2016 年 3 月から 2018 年 4 月に片側の変形
性股関節症により初回THAを施行された女性 40 名（年齢 66.5±
10.7 歳）とした．術前後の股関節周囲筋の定量的評価としてCT画像
を用いた．筋萎縮の指標である筋断面積と筋内脂肪変性の指標であ
るCT値は，仙腸関節最下端での水平断像と上下 1枚の計 3スライ
スから大殿筋，中殿筋，小殿筋，腸腰筋，梨状筋の平均値を算出した．
また，測定時期は術前と術後 1年とした．統計は，患側の術前後の比
較と術後 1年における健側と患側の比較を Shapiro-wilk 検定にて正
規性を確認し，対応のある t検定またはWilcoxon の符号順位検定を
用いた．
【結果】
患側の股関節周囲筋の筋断面積は， 術前（中殿筋 2042±460mm2，
腸腰筋 713±178mm2）と比較して術後（中殿筋 2479±486mm2，腸腰
筋 903±172mm2）に有意に高値を示した．一方，小殿筋は術前（777
±210mm2）と比較して術後（638±160mm2）で有意に低値を示した．
大殿筋と梨状筋の筋断面積は変化を認めなかった．患側の股関節周
囲筋のCT値は，術前（大殿筋 18.9±12.3HU，中殿筋 30.6±10.5HU，
腸腰筋 40.9±8.5HU）と比較して術後（大殿筋 23.7±11.7HU，中殿筋
38.8±8.6HU，腸腰筋 51.4±8.4HU）で有意に高値を示した．一方，小
殿筋は術前（21.3±13.5HU）と比較して術後（13.5±13.4HU）で有意
に低値を示した．梨状筋のCT値は変化を認めなかった．また，THA
術後 1年では中殿筋の筋断面積のみ左右差が認められなかった．そ
の他の筋断面積とCT値は健側と比較して患側で有意に低値を示し
た．
【結論】
術後 1年で中殿筋の筋萎縮と脂肪変性は術前よりも改善し，特に

筋萎縮については健側と同等まで回復することが明らかとなった．
一方，股関節の深層に位置する小殿筋や梨状筋の術後 1年における
回復状況は不良であることが示された．これらの結果より，THA
術後の機能向上を効果的に行うために，小殿筋や梨状筋などの機能
に着目した評価や介入が重要であることが示唆され，理学療法プロ
グラムの立案の一助となると考えらえた．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は当施設の倫理委員会の承認を受け，対象者には本研究の
主旨ならびに目的を説明し研究への参加に対する同意を得て実施し
た．

O-190 一般演題 30 人工股関節・その他
両側人工股関節全置換術症例における日本整形外科学
会股関節疾患評価質問票（JHEQ）と身体機能評価の関
連性
天笠 陽介 1）・高田 知義 1）・黒岩 平 1）・佐藤 貴久 2）・
木村 雅史 2）

1）善衆会病院 リハビリテーション科 2）善衆会病院 整形外科

Key words / 両側 THA，JHEQ，身体機能評価との関連性

【はじめに，目的】
日本整形外科学会股関節疾患評価質問票（Japanese Orthopaedic

Association Hip-Disease Evaluation Questionnaire；JHEQ）は不満
足度，痛み，動作，メンタルで構成されており，股関節疾患を評価す
る患者自記式質問票として十分な信頼性・妥当性を有しているとさ
れている．JHEQが開発されて以降、JHEQと身体機能の相関関係を
述べた先行研究は散見されるが，対象は片側変形性股関節症の人工
股関節全置換術（Total Hip Arthoplasty；THA）症例に限られてお
り，両側THAの症例は除外基準に該当している．そこで本研究で
は，当院にて両側THAを施行した症例を対象に術前，術後 3か月，
術後 6か月，各時期の JEHQと身体機能の関連を明らかにすること
を目的とし，特に JHEQ動作に着目した．
【方法】
対象は両側変形性股関節症または大腿骨頭壊死症の診断を受け，

当院にて両側THAを施行した 34 例（男性 4例，女性 30 例），68
関節とした．対象股関節の診断名は変形性股関節症が 67 関節，大腿
骨頭壊死症が 1関節であった．平均年齢は 62.3±9.46 歳，平均身長
155.4±7.25cm，平均体重 59.3±9.97kg であった．片側罹患症例，再
置換術を施行した症例，精神疾患を有する症例は除外した．
方法は術前，術後 3か月，術後 6か月の股関節機能評価時に JHEQ
アンケート，身体機能評価を行った．身体機能評価は歩行能力と股関
節可動域（Range of Motion；ROM）測定を行い，歩行能力はTimed
up and Go（TUG），10m歩行速度を測定した．股関節ROMは 5°
単位で股関節屈曲，伸展，外転，内転，外旋，内旋を測定した．
統計解析は，JHEQ動作と JHEQ不満足度，JHEQ痛み，JHEQ

メンタル，TUG，10m歩行時間，各股関節ROMについての関連を
スピアマンの順位相関係数で検定を行った．すべての統計解析は統
計ソフトR2.8.1（CRAN，freewear）を用い，有意水準は 5％とした．
【結果】
各時期において JHEQ動作と JHEQ不満足度，JHEQ痛み，JHEQ

メンタルは強い相関関係が認められたのに対して，JHEQ動作と
TUG，10m歩行時間ではどの時期においても相関関係は認められな
かった．また，JHEQ動作と ROMの相関関係も認められなかった．
【結論】
先行研究では片側THA症例において，JHEQ動作と身体機能の

相関関係が認められていたが，本研究では両側THA症例において，
JHEQ動作と身体機能の相関関係はいずれの時期も認められなかっ
た．両側THA症例において，JHEQ動作と身体機能の相関関係が認
められなかった要因として，1つ目に歩行時の支持脚となる健側が
存在しないこと，2つ目に ROM獲得や歩行獲得の過程にばらつきが
みられること，3つ目に健側と比較ができないため患者自記式質問
票である JHEQでは改善の程度を表現しにくく身体機能評価との
乖離が生じたことを考えた．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき，当院の倫理員会の承認を得て
実施した．対象者には研究内容を十分に説明し，参加の同意を得た．



O-191 一般演題 30 人工股関節・その他

膠原病を背景としたステロイド関連特発性大腿骨頭壊
死症に対しTHAを施行した患者の術後経過

森田 結衣 1）・村松 僚太 1）・櫻井 吾郎 1）・吉田 信也 1）・
加畑 多文 2）・八幡 徹太郎 3）

1）金沢大学附属病院リハビリテーション部
2）金沢大学附属病院整形外科
3）金沢大学附属病院リハビリテーション科
Key words / 膠原病，特発性大腿骨頭壊死症，THA

【はじめに，目的】
膠原病に対するステロイドの長期多量服用は，特発性大腿骨頭壊
死症（以下ONFH）を引き起こす要因の 1つである．ONFHに対し
THAが施行される場合があるが，膠原病を背景にもつ患者では，原
疾患やステロイド内服の影響を受ける可能性があり．変形性股関節
症（以下股OA）に対するTHAと同様の術後経過をたどるかは不明
である．本研究の目的は，ステロイド関連ONFHを発症した膠原病
患者のTHA術後経過について調査し，理学療法計画の一助とする
ことである．
【方法】
対象は，2015 年 12 月から 2019 年 3 月に，当院整形外科にてステ
ロイド関連ONFHの診断でTHAを施行された患者のうち，膠原病
を背景に持つ患者である．対象のTHA術後経過についてカルテよ
り後方視的に調査した．調査項目は，性別，年齢，BMI，原疾患，ス
テロイド服用歴，術前の歩行様式，術前の膝伸展筋力，下肢筋肉量，
術側大転子の骨密度，術後合併症の有無，T字 歩行自立までの期
間，当院在院日数，転帰（自宅退院または転院）とした．
【結果】
期間中に当院でTHAを施行された 336 例のうち，対象となった

のは 7例であった（男性 4名，女性 3名，年齢 47.6±15.1 歳，BMI
21.7±2.6）．原疾患は，多発性筋炎，皮膚筋炎，強皮症，全身性エリ
テマトーデス，シェーグレン症候群，成人 Still 病であった．4例はス
テロイド性糖尿病，3例は COPDを合併していた．ステロイドの服用
期間は 1年 8ヶ月～9年，THA施行時のプレドニゾロン服用量は
9.9±4.6mg/日であった．術前の歩行様式は，2例が独歩，3例が 歩
行であり，2例は車椅子で，そのうち 1例は骨折のため免荷であっ
た．また，歩行可能であった 5例中，4例は術前に膝伸展筋力，下肢
筋肉量を測定しており，膝伸展筋力（体重比）29.7±8.1（％），下肢
筋肉量 6.76±1.3（kg）であった．
全例において，術後感染症や脱臼は認めなかった．1例で術前骨
折，1例で術中骨折を認めた．骨折を認めた 2例は，術後免荷期間が
あり，反対側THAまで入院継続となっていた．術中骨折を認めた症
例の骨密度は，0.454g/cm2（同年代比 49％）と低値であった．他の
5例は自宅退院（在院日数 14.4±1.7 日）しており，退院時の歩行様
式は，1例は独歩，4例はT字 歩行であった．4例のT字 歩行自
立までの期間は 7.3±1.8 日であった．
【結論】
膠原病を背景に持ち，ステロイド関連ONFHに対しTHAを施行
された患者の術後経過を調査した．全例において術後感染症や脱臼
は認めなかったが，術中骨折を生じた症例があり，長期の入院を要し
た．術後免荷期間がなかった症例では，その他の理学療法阻害因子を
認めず，術後約 1週間で病棟内 歩行自立し，自宅退院していた．
膠原病を背景に持つステロイド関連ONFH患者に対するTHA
術後は，術中骨折がない症例では，股OAと同様の理学療法計画で進
めても問題ないと考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は，金沢大学附属病院の倫理委員会の承認を得て実施した．

O-192 一般演題 30 人工股関節・その他

ビスホスホネート製剤長期服用患者にみられた非定型
大腿骨骨折の 4例～術後機能成績と問題点の検討～

亀山 祐 1）・大木 由香梨 1）・片田 昌志 2）・安中 正法 3）・
松村 福広 4）

1）東京西徳洲会病院 リハビリテーション科
2）湘南鎌倉総合病院 リハビリテーション科
3）東京西徳洲会病院 外傷整形外科 4）自治医科大学 整形外科
Key words / 非定型骨折，大腿骨骨折，機能成績

【はじめに】
ビスホスホネート製剤の長期服薬に関連する非定型骨折（Atypi-
cal femoral fractures：AFF）は骨の脆弱性をもとに軽微な外力によ
り受傷する．そのため，一般的な大腿骨骨折とは病態が異なり，AFF
に合わせた理学療法評価，介入を行う必要がある．臨床経験において
は，術後の機能改善は良好である印象を受けるが，術後機能やリハビ
リテーションに関する報告は少なく明らかではない．本研究では
AFFの術後経過と中期的な機能評価から，理学療法介入における問
題点を検討した．
【対象と方法】
対象は 2015 年 10 月から 2018 年 3 月までに当院で手術を行った

AFF患者のうち， 1年以上の経過観察が可能であった 4例とした．
全例女性で，平均年齢は 77 歳（68～84 歳），認知機能は良好であっ
た．受傷前ADLは屋内外独歩で自立していた．骨折部位は大腿骨転
子下骨折 1例，大腿骨骨幹部骨折 3例であった．骨幹部骨折の 1例の
み受傷前 3ヵ月から大腿前面の 痛がみられていた．
全例待機的に観血的内固定を行い，後療法は術翌日より荷重が許
可された． 痛に応じて荷重，歩行練習を行った．機能訓練として，
膝関節ROM練習，股関節，膝関節周囲筋力の筋力練習を実施した．
これらの症例にて対して，独歩開始時期，転帰，最終観察時の膝関

節屈曲，伸展関節可動域（range of motion：ROM），膝伸展筋力健側
比，timed up and go test（TUG）を評価，その他個別事象をカルテ
より後方視的に調査した．
【結果】
独歩開始時期は術後 28 日（20～35 日），転帰は自宅退院が 2例，
転院後に自宅退院が 2例，自宅退院までの期間は 51 日（21～92 日）
であった．術後合併症は 2例で，外弯の矯正による脚長差と偽関節が
みられた．また，1例において術後 4か月で反対側の大腿に 痛が出
現し予防的に髄内釘を行った．
最終評価は 18 ヵ月（12～24 ヵ月）で実施し，ROMは膝関節屈曲

138 度（130～145 度），伸展-2 度（-5～0 度）であり，左右差はみられ
なかった．膝伸展筋力健側比は 84％（78～95％）であった．TUG
は 10.0 秒（8.9～11.1 秒）であった．
【結論】
AFF術後においては 30 日ほどで受傷前と同等な移動手段の獲得
が可能となり，1年 6か月では軽度の筋力低下を認めたものの
ROM，TUGにおいて概ね良好な成績を得られることが示唆された．
問題点としては，外弯の矯正による脚長差や反対側の大腿部の 痛
がみられた．これらを考慮し， の使用や 痛時の対応等の指導，脚
長差に対する足底板や補高靴の作成が有用であると考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に則り，十分な配慮を行ったうえで調査

を実施した．



O-193 一般演題 30 人工股関節・その他

大腿骨近位部骨折術後患者における歩行開始動作後 1
歩目の動的安定性について

安藤 将孝 1）・池内 秀隆 2）・中原 浩喜 1）・日元 世菜 1）・
山口 豊 3）

1）大分リハビリテーション病院リハビリテーション部
2）大分大学理工学部門 3）大分リハビリテーション病院

Key words / 大腿骨近位部骨折術後患者，歩行開始動作，動的安定性

【はじめに，目的】
臨床において大腿骨近位部骨折術後患者の中で歩行開始動作時に
跛行を認める症例は少なくない．動的な場面における安定性の程度
を示す指標としてmargin of stability（以下，MoS）が提案されてい
る（Hof，2009）．本研究では大腿骨近位部骨折術後患者の歩行開始動
作後 1歩目の動的安定性についてMoSを用いて解析した．
【方法】
被験者は 痛がなく独歩が可能な大腿骨近位部骨折術後患者 6名

（年齢：75.7±9.4 歳，身長：1.49±0.04m，体重：50.1±6.4kg）（以下，
患者群）と歩行に影響を与える整形外科疾患および中枢神経疾患の
既往がなく独歩が可能な健常高齢者 4名（年齢：66.3±1.9 歳，身長：
1.53±0.06m，体重：59.9±14.0kg）（以下，対照群）であった．
課題動作は安静立位からの歩行開始動作とした．被験者の身体各

部に Plug-in Gait model に準じ 39 個の反射マーカーを貼付した．動
作時の運動学的データおよび運動力学的データは，8台の赤外線カ
メラを用いた三次元動作解析システムVICON Nexus 2.7 と 4 基の
床反力計（AMTI 社製）を用いて記録した．解析にはデータの欠損
が無かった対照群の右足からの歩行開始動作（以下，条件C），患者
群の術側および非術側からの歩行開始動作（以下，条件OおよびN）
各 3試行を用いた．
解析区間は第 1歩目の足部が離地した瞬間から次に接地する瞬間
までとし，解析区間におけるMoSの最小値および最大値を算出し比
較検討した．
統計学的解析には SPSS version24 を用いた．患者群の 2条件間の
比較には適宜，対応のある t検定またはWilcoxon の符号付き順位検
定を行った．2群間の比較は条件CとO，条件 CとNの間で行った．
2群間の比較には適宜，2標本 t 検定，Welch の検定，Mann-Whitney
の検定を適応した．有意水準は 5％とした．
【結果】
2群の全試行においてMoSの経時的変化は第 1歩目の足部が離
地した瞬間に最小値となり，次に接地する瞬間の直前に最大値と
なっていた．患者群の 2条件間でMoSの最小値および最大値に有意
な差は認められなかった（p=0.75 および p=0.92）．条件 Cと条件O
の間，条件Cと条件Nの間でMoSの最小値および最大値に有意な
差は認められなかった（条件Cと条件O間：p=0.16 および p=0.08，
条件 Cと条件N間：p=0.35 および p=0.08）．
【結論（考察も含む）】
MoSの経時的変化から歩行開始動作後 1歩目の動的安定性は足
部が離地した瞬間に最も高く，次に接地する瞬間の直前に最も低く
なることが考えられる．MoSの 2 群間の比較や患者群における 2
条件間の比較から，患者群では歩行開始動作後 1歩目における動的
安定性は対照群と比較しても低下せず保たれることが明らかになっ
た．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に沿ったものであり，当院（承認番号：A
0014）および大分大学理工学部研究倫理審査委員会（承認番号：3）の
承認を得て計測を実施した．各被験者には説明文書を用いて研究内
容を十分に説明し，書面にて同意を得た後に計測を行った．

O-194 一般演題 31 肩関節

肩関節後方 板組織の硬さが及ぼす肩甲上腕リズムへ
の影響

河田 龍人 1）・増田 一太 2）・西野 雄大 1）・松本 裕司 3）・
齊藤 正佳 3）・中川 宏樹 3）・二村 英憲 3）・二村 涼 3）・
笠野 由布子 4）・福吉 正樹 3）

1）いえだ整形外科リハビリクリニック 2）国際医学技術専門学校
3）名古屋スポーツクリニック
4）中部学院大学 看護リハビリテーション学部
Key words / 肩甲上腕リズム，棘下筋，小円筋

【はじめに】
肩関節後方 板組織の中で棘下筋と小円筋の硬さが上腕骨頭の

obligate translation に関与すると報告されているが、肩甲上腕リズ
ム（以下、SHR）との関係性については明らかにされていない。我々
は先行研究にて、簡易的な計測方法で肩関節の肩甲骨面挙上におけ
る SHRを求め有効な計測方法の一つとなる可能性を報告した。した
がって、本研究では上記計測方法による SHRと棘下筋（以下、ISP）・
小円筋上部筋束（以下、Tm-s）・小円筋下部筋束（以下、Tm-i）の硬
さとの関連性について検討した。
【対象】
肩関節に障害の既往がなく関節可動域制限を認めなかった 7名

13 肩（平均 22.6±1.4 歳）を対象とした。
【方法】
SHRの計測は、先行研究に準じて椅座位における肩甲骨面挙上と

し、肩関節外転 0°、30°、60°、90°、120°、150° で肩甲骨の各ランドマー
クと脊柱間距離をそれぞれ測定した。肩甲棘内側端を点A、肩甲骨下
角を点B、点Aからの垂線と点Bからの水平線との交点を点Cとし
た直角三角形から∠ABCをそれぞれの肩甲骨上方回旋角度と規定
し、その変化量を基に 0° から 150° までの肩甲骨面挙上の SHRにお
ける肩甲上腕関節の運動比率を算出した。
肩関節後方 板の組織弾性（硬さ）の測定には、超音波画像診断装

置の shear wave elastography を使用し、測定肢位は両上肢を自然下
垂した椅座位とした。先行研究に準じた描出方法で ISP・Tm-s・
Tm-i の組織弾性を定量化した。得られた結果より、0° から 150° まで
肩甲骨面挙上における肩甲上腕関節の運動比率と ISP・Tm-s・Tm-
i の組織弾性の関係性を Pearson の相関係数を用いて検討した。
さらに、抽出された影響因子を従属変数とし各挙上角度における
肩甲上腕関節の角度変化量を説明変数としたステップワイズ法によ
る重回帰分析を用いて、抽出された後方 板組織の各挙上角度の肩
甲上腕関節変化量への影響を検討した。
【結果】
肩甲上腕関節の運動比率と後方 板組織の硬さとの関係性の検討
では、肩甲上腕関節の運動比率とTm-i の硬さとの間に負の相関関
係（r=-0.79，p＜0.01）を認めた。次に、Tm-i の硬さの各挙上角度の
肩甲上腕関節変化量への影響を重回帰分析にて検討した結果（R2=
0.58，p＜0.01）、外転 120° 位から 150° 位の肩甲上腕関節の角度変化量
が有効なTm-i の硬さの関連因子と抽出された。
【考察】
SHRの関連因子としてTm-i が抽出され、Tm-i の組織弾性と肩甲

上腕関節の運動比率に負の相関関係を認めた。本研究の結果より、肩
関節後方 板組織の中で最も後下方に位置するTm-i が硬くなるこ
とで肩甲上腕関節の挙上制限に関与し肩甲骨上方回旋角度量が増加
する可能性が示唆される。また、Tm-i の硬さと外転 120° 位から 150°
位の肩甲上腕関節の角度変化量との間に関係性を認め、Tm-i は特に
外転 120° 以降で SHRに強く影響すると考えられる。
【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき、対象者には研究の目的と意義

を十分に説明し同意を得た。



O-195 一般演題 31 肩関節
肩関節屈曲と肩甲骨面挙上時の関節窩に対する上腕骨
頭の動きの違い―2D/3D registration 法での 3次元動
態解析―

乾 哲也 1）・佐原 亘 3）・吉尾 雅春 1）・菅本 一臣 2）

1）千里リハビリテーション病院
2）大阪大学大学院医学系研究科 運動器バイオマテリアル学
3）大阪大学大学院医学系研究科 器官制御外科学（整形外科）
Key words / 肩関節屈曲，2D/3D registration 法，3次元動作解析

【はじめに，目的】
3次元の肩関節研究において、 Bone pins や電磁気装置があるが、
これらの方法では肩甲上腕関節の評価ができなかった。MRI での解
析は，関節窩に対する上腕骨頭の動きを評価することができたが，静
的姿位での撮影で筋活動が反映されていないのが問題点である．本
研究の目的は，2D/3D registration 法を用いて，肩関節屈曲と肩甲骨
面挙上での関節窩に対する上腕骨頭の動きの違いを明らかにするこ
とである．
【方法】
対象は健常成人 14 名で 22 肩とした．年齢は 26.9（20-39）歳であっ

た．レントゲン透視画像装置の間で被験者は立位となり，肩関節屈曲
と肩甲骨面挙上の 2条件を撮影した．CT画像から作成される各関
節の 3次元骨モデルと連続したレントゲン透視画像から抽出した画
像を重ね合わせる 2D/3D registration 法を用いた．これにより肩関
節の骨運動を連続的に観察し，3次元空間位置を推定した．この動き
を評価するために上腕骨頭と関節窩に局所座標系を設定し，骨関節
の 3次元動態を表すためにEuler angle を用いた．これは 2つの座標
系の相対的な向き，および関節角度を決定するために使用し，関節窩
に対する上腕骨頭中心の動きを数値化した．
【結果】
関節窩に対する上腕骨頭中心は，両運動方向共に運動初期は関節
窩に対して上方に位置していた．挙上角度が増加するにつれ，屈曲は
関節窩の中心に位置したのに対して，肩甲骨面挙上では最終域で下
方に位置した．屈曲は運動初期で関節窩の前方に位置したのに対し
て，肩甲骨面挙上では関節窩中心に位置していた．屈曲は最終域にか
けて関節窩に対して前方位を維持したのに対して，肩甲骨面挙上で
は挙上途中約 1.6mm前方に位置した後に，最終域で再び関節窩中心
に位置した．
【結論】
本研究結果において，肩関節屈曲と肩甲骨面挙上での関節窩に対
する上腕骨頭の動きの違いが明らかになった．臨床において，これら
の正常な肩甲上腕関節の動きの結果は，肩関節に病態を持つ疾患の
基礎的なデータとなりうる．
【倫理的配慮，説明と同意】
大阪大学医学系研究科・医学部医学倫理委員会による承認をう
け，被験者に研究内容を十分説明し，書面による同意を得たうえで実
施した．

O-196 一般演題 31 肩関節

肩関節可動域と肩甲骨アライメントおよび上腕骨頭位
置との関連性

田中 康明 1）・樋口 隆志 2）・小森 峻 3）・前田 亮 1）

1）済生会長崎病院 リハビリテーション部
2）こころ医療福祉専門学校 3）医療法人こんどう整形外科

Key words / 肩関節可動域，上腕骨頭位置，超音波画像診断装置

【はじめに、目的】
肩関節機能は肩甲骨アライメントや上腕骨頭位置との関連があると
報告されているが、上腕骨頭位置の評価は単純X線や CT、MRI
などを用いたものが多く、超音波画像診断装置を用いた報告は少な
い。そこで本研究の目的として、肩甲骨のアライメントおよび超音波
画像診断装置を用いた上腕骨頭位置の評価を行い、肩関節機能の一
つである、肩関節可動域と関連のある因子について検討することと
した。
【方法】
被験者は肩関節に愁訴や既往のない健常男性 20 名、40 肩（平均年齢
30.7±8.2 歳）とした。肩関節可動域は屈曲、外転、90° 外転外旋・内
旋の角度をデジタル傾斜計を用いて測定した。肩甲骨アライメント
は、テープメジャーおよびデジタル傾斜計を使用し、肩甲棘内側縁と
同じ高さの棘突起との距離を肩甲骨脊柱間距離、肩甲骨面での肩峰
と肩甲棘三角を結んだ線と水平線とのなす角を肩甲骨上方回旋角
度、矢状面での肩甲骨内側縁の傾斜と鉛直線のなす角を肩甲骨前傾
角度として測定した。上腕骨頭位置は肩峰骨頭間距離（AHD）およ
び前後方向の距離（APD）を超音波画像診断装置（SonoSite S-Nerve）
にて画像を記録し、画像解析ソフト Image J を用いて、画像上の上腕
骨頭の最上部から肩峰までの最短距離をAHD、烏口突起の最前面に
引いた接線から上腕骨頭最前面に引いた接線間の距離をAPDとし
て、各距離を計測した。肩関節可動域に関連のある因子について、各
肩関節可動域角度を従属変数とし、各肩甲骨アライメントおよび
AHD、APDを独立変数として重回帰分析を用いて検討を行った。有
意水準はすべて 5％未満とした。
【結果】
肩関節屈曲可動域は、肩甲骨前傾角度は（β=0.57；95％CI，0.48－
1.68；p＜0.01）、上方回旋角度（β=-0.38；95％CI，-1.07－-0.10；p
＜0.05）、AHD（β=0.33；95％CI，0.79－22.38；p＜0.05）と関連が認
められた。外転可動域は、肩甲骨前傾角度（β=-0.45；95％CI，-
12.13－-1.82；p＜0.01）、上方回旋角度（β=-0.423；95％CI，1.05－
1.93；p＜0.05）と関連が認められた。その他の肩関節可動域について
は有意な因子は抽出されなかった。
【結論】
肩関節屈曲可動域には肩甲骨アライメントだけでなく、AHDも関連
していることが認められた。また、外転可動域は肩甲骨アライメント
との関連がみられたが、上腕骨頭位置との関連は認められなかった。
肩関節屈曲に関しては、超音波画像診断装置を用いてAHDの評価
を行うことによって理学療法実施の一助となる可能性が示唆され
た。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究参加者には、研究目的、方法、参加は自由意志で拒否による不
利益はないこと、個人情報の保護について口頭で説明を行い、参加を
もって同意を得られたものとした。
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結帯動作制限が 板大・広範囲断裂修復術後の再断裂
に与える影響

中嶋 良介・川井 誉清

松戸整形外科病院リハビリテーションセンター

Key words / 板断裂，再断裂，結帯動作

【はじめに、目的】
鏡視下 板修復術は術後成績良好であることは周知の事実である
が、術後後療法では再断裂に注意を要する。特に大断裂・広範囲断裂
（以下、大・広範囲断裂）では再断裂リスクが高く、 板小・中断裂
術後の再断裂率と比べ非常に高い。我々は先行研究において、 板
大・広範囲断裂修復術後の再断裂症例における術後 3ヶ月の理学所
見の特徴として結帯動作が挙げられ、カットオフ値は L2 レベルであ
ることを報告した。そこで本研究の目的は、術後 3ヶ月まで結帯動作
を制限することにより 板修復術後の再断裂に与える影響について
検証することとした。
【方法】
対象は当院にて肩関節専門医が 板断裂と診断し、鏡視下骨孔 板
修復術を施行した 103 例（断裂サイズは 3cm以上、年齢 68.9±7.6）と
し、術後 3ヶ月時にMRI にて医師が菅谷分類 I～III を修復良好、菅
谷分類 IV、Vを再断裂と判断した。群分けは 2015.4～2017.3 まで従
来群 56 例とし、2017.4～2018.10 を介入群 47 例とした。介入群には
術後 3ヶ月までは結帯動作を積極的に行わないよう指導を行い、術
後プロトコルは両群ともに同様に行った。統計学的検討には術後の
再断裂についてはFisher 有意確率検定を用い、術前の日本整形外科
学会肩関節疾患治療成績判定基準（以下 JOAスコア）、年齢、罹病期
間、可動域（屈曲、外転、外旋、結帯）を調査し、2群間でマンホイッ
トニーのU検定を用いて比較検討した。各々有意水準は 5％とし
た。
【結果】
従来群修復例 48 例、再断裂群 8例であり、介入後は修復群 46 例、再
断裂群 1例のみであり、有意差を認めた（p＜0.05）。また、術前の JOA
スコア、年齢、罹病期間、可動域（屈曲、外転、外旋、結帯）におい
ては 2群間に有意差を認めなかった。
【結論】
本研究の結果より、 板大・広範囲断裂術後において結帯動作は再
断裂の危険因子であることが示唆された。結帯動作は肩関節伸展・
内旋・内転の複合動作であり、解剖学的に棘上筋および棘下筋が伸
張される肢位である。 板大・広範囲断裂術後においては、 板断裂
部位が肩関節後方の棘下筋まで及んでいることが多い。そのため、棘
上筋および棘下筋が伸張されることにより、 板修復部位に伸張ス
トレスが加わることが考えられるが、結帯動作が再断裂の直接的原
因であるかまでは言及できない。しかし、結帯動作を制限することに
より再断裂率を低下させることが可能であり、 板大・広範囲断裂
修復術後患者の生活指導において有用である可能性が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者にはヘルシンキ宣言に基づき、研究の趣旨と内容、方法、得ら
れたデータは研究ならび発表の目的以外には使用しないこと、およ
び個人情報の管理を十分に行うことを説明することについて説明
し、同意を得た上で研究を開始した。

O-198 一般演題 31 肩関節

凍結肩に対する鏡視下関節授動術の術後 痛・関節可
動域の推移

山口 雄也 1）・磯山 明宏 1）・上原 大志 2）

1）豊見城中央病院 リハビリテーション科
2）豊見城中央病院 整形外科

Key words / 凍結肩，鏡視下関節授動術，術後経過

【目的】
凍結肩は 2年以内に自然治癒すると広く認識されているが、近年の
調査では罹病期間はより長く、さらに 50％前後に 痛や関節可動域
（以下ROM）制限などの症状が遺残すると報告されている。保存療
法で効果が得られない難治性凍結肩に対して、近年鏡視下関節授動
術（以下授動術）が施行され、良好な術後成績の報告が散見されるが、
術後リハビリテーション（以下リハビリ）の介入方法や術後経過の経
時的な推移に関する報告は少ない。術後臨床経過を把握することは、
術後リハビリ介入時の目標設定に重要な因子と考えられる。本研究
の目的は、当院における授動術後のリハビリの介入方法を提示し、術
後 痛・ROMの経時的な推移を報告することである。
【方法】
保存療法に抵抗を示す難治性凍結肩に対し当院にて授動術を施行
し、術後半年以上経過観察し得た 24 例 25 肩を対象とした。男性 6
例、女性 18 例で、手術時平均年齢は 56.8±8.3 歳、凍結肩と関連する
既往歴は糖尿病 2例、甲状腺機能低下症 1例、高脂血症 3例であっ
た。また罹病期間の平均は 10.3±7.1 ヵ月、術前保存療法の平均期間
は 7.9±4.2 ヵ月、平均経過観察期間は 7.9±3.9 ヵ月であった。手術は
関節鏡視下に靭帯を含んだ関節包を全周性に切離し、 板疎部を郭
清した。後療法は術後 1週間スリング保持を行ったが、術翌日より烏
口上腕靭帯を含む 板疎部領域の再拘縮予防目的に、肩甲下筋や小
胸筋の柔軟性改善を図りつつ、屈曲や外旋可動域訓練を実施し、
ROMがほぼ正常化するまで継続した。術後 痛コントロールは、全
例術当日より持続斜角筋ブロックと鎮痛剤の内服を併用し、さらに
コントロールの悪い症例には主治医よりステロイドもしくはヒアル
ロン酸の関節内注射を適時追加するなど積極的に行った。検討項目
は、 自動ROMとNumerical Rating Scale（以下NRS）の推移（術前、
術後 1、2、3ヵ月、最終観察時）と最終観察時の日本整形外科学会肩
関節疾患治療成績評価基準（以下 JOAスコア）とした。
【結果】
平均自動ROMの推移は、屈曲は 86.4°、124.4°，129.8°、140.5°、155.2°
で，下垂位外旋は 18.4°、40.2°、43.8°、48°、58.2° で、内旋は L5、L
2、L1、Th11、Th10 であった。平均NRSの推移は 7、2.8、2、1.5、
0.8 であった。最終観察時の JOAスコアは術前 54.4 点が最終観察時
93.8 点であった。全項目経時的に改善がみられた。
【考察】
授動術の術後短期成績は良好で、殆どの症例（92％）で術後 3ヶ月以
内にROM、NRSともに満足のいく改善がみられた。ROMの回復に
3ヵ月以上を要した症例が 2例存在したが、最終観察時には回復し
ていた。マニピュレーション後 6ヵ月のMRI で、破断した関節包
（関節上腕靱帯）は再生されることが報告されており、再拘縮の予防
には術後早期からの積極的な 痛コントロールとリハビリ介入が必
要で、術後成績に影響を与える重要な因子と考えられた。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は豊見城中央病院倫理審査委員会にて承認済み。
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腰部脊柱管狭窄症患者における術前のPain Catastro-
phizing Scale の重症度が術後のQOLに与える影響

佐橋 魁 1）・神谷 光広 2）・竹中 裕人 1）・鈴木 惇也 1）・
西浜 かすり 1）・伊藤 敦貴 1）・牛島 秀明 1）・花村 俊太朗 2）

1）あさひ病院リハビリテーション科 2）あさひ病院整形外科

Key words / 腰部脊柱管狭窄症手術，PCS，QOL

【はじめに】
痛みに関する心理的側面として注目されている痛みの破局的思考
は、痛みの経験をネガティブに捉える傾向を示す。腰部脊柱管狭窄症
（以下 LSS）患者においては、術前の破局的思考の尺度（Pain Catas-
trophizing Scale：以下 PCS）が、術後腰痛の程度や機能障害に影響
を及ぼすとの報告があるものの、術後QOLへの影響を検討した報
告は少ない。本研究では LSS 術前から術後 1、3、6ヶ月の PCS、術
後QOL、自覚症状の回復経過を観察し、さらに LSS 患者における術
前 PCSの重症度が術後QOLに与える影響を検討した。
【方法】
対象は LSS 患者 35 名（男性 21 名、女性 14 名、年齢 67.6±8.4 歳）と
した。評価項目は PCS合計点、QOLは JOABPEQの各項目点数、自
覚症状は腰痛、下肢痛、しびれのVASとし、評価時期は術前と 1、
3、6ヶ月とした。術前と 1、3、6ヶ月の比較には反復測定一元配置
分散分析を用い、PCSの改善量と各項目の改善・獲得量の相関には
ピアソンの相関係数およびスピアマンの順位相関係数を用いた。さ
らに、PCSの重症度カットオフ値をマニュアルに従い術前の PCS
合計点が 30 点以上の例を「重度 PCS群」30 点未満を「軽度 PCS
群」し、群比較には分割プロットデザインによる分散分析を用いた。
有意水準は 5％未満とした。
【結果】
PCS合計点は術前と比較し 1ヶ月から有意に回復し、 以後 3ヶ月、
6ヶ月と維持された。PCSと同様の回復経過を辿ったのは、自覚症状
である腰痛、下肢痛、しびれのVAS、および JOABPEQの心理障害、
痛関連障害であった。一方、腰痛機能障害のみは術後 3ヶ月から回

復を認めた。PCSの改善量と高い相関を示した上位 3つの項目は下
肢痛、腰痛VASの改善量および心理的障害獲得量であった。
群比較において PCS合計点は、 重度 PCS群が 39.2±5.0 点であり、
軽度 PCS群の 17.7±4.7 点に比べ有意に高値であった。術後 6ヶ月
では重度 PCS群と軽度 PCS群ともに有意に改善し、群間差はな
かった。年齢は、重度 PCS群が軽度 PCS群に比べ、有意に高値で
あった。
JOABPEQ各項目の点数は、腰椎機能障害と歩行機能障害は両群と
も術後有意に改善した。 痛関連障害と心理障害は、術前において重
度 PCS群が有意に低値であったが、術後両群とも有意に改善し、術
後での群間差はなかった。社会生活障害は、術前後ともに重度 PCS
群が軽度 PCS群に比べ有意に低値で、術後両群とも有意に改善し
た。
【考察】
LSS 術後患者の PCSの回復過程の特徴として、術前と比較し 1ヶ月
から改善がみられること、また術前 PCSの重症度に関わらず、術後
PCS、QOLが改善することが分かった。手術等の介入によってQOL
同様、PCSも改善しうる因子であることは理学療法を遂行する上で
考慮すべき情報であると考える。一方、JOABPEQの下位尺度である
社会生活障害は、術前に PCSが悪化している場合、術後でも回復が
十分ではなかった。このことから、術前において、痛みに対する破局
的思考を改善し得るような心理的側面に対する介入も必要ではない
かと考える。

O-200 一般演題 32 脊椎

腰部脊柱管狭窄症患者の歩行時における重心位置，変化
量に関する一考察

三浦 拓也 1）・佐藤 佳汰 1）・小俣 純一 2）・遠藤 達矢 1）・
富永 亮司 3）・岩渕 真澄 3）・白土 修 3）・伊藤 俊一 1,4）

1）福島県立医科大学会津医療センター リハビリテーション科
2）北海道千歳リハビリテーション大学 3）福島県立医科大学新医療系学部設置準備室
4）福島県立医科大学会津医療センター 整形外科・脊椎外科学講座

Key words / 腰部脊柱管狭窄症，重心，三次元動作解析

【目的】
ロコモティブシンドロームの一病態である腰部脊柱管狭窄症

（lumbar canal stenosis；LCS）を有する患者において，下肢の痛みや
痺れ，筋力低下といった症状はバランス障害の要因となり，ひいては
転倒のリスク因子となる．バランスの評価は様々な方法で行われて
いるが，その多くが静的，もしくは準静的な環境で行われており，転
倒が生じる動的な場面を想定しきれてはいない．バランス障害に関
連する要素として身体重心（center of mass：COM）の位置やその変
化量などが考えられるが，LCS患者においてこれらの要素に対する
下肢症状の影響や，動的評価を行った研究はない．したがって，これ
らの解明を本研究の目的とした．
【方法】
対象は，手術目的で当院整形外科・脊椎外科に入院中の術前 LCS

患者 23 名（男性 13 名，女性 10 名；平均年齢 68.0±8.5 歳）とした．
まず，重症度の指標として下肢痛を採用し，VASを用いて評価した．
その後，三次元動作解析装置VICONMX（Vicon Motion System，Ox-
ford，UK；200 Hz）と床反力計 2基（AMTI，USA；1000 Hz）を用
いて自然歩行の計測を行った．解析区間は 1歩行周期とし，全例
100％に正規化した．歩行時のCOM位置は，歩行解析ソフト Poly-
gon より得られたCOMと仙骨に貼付されたマーカーとの距離から
それぞれX軸位置（左右），Y軸位置（前後），Z軸位置（上下）と
して算出し，COM変化量に関しては解析区間における最小値と最大
値との差からそれぞれX軸変化量，Y軸変化量，Z軸変化量として
算出した．統計解析に先立って事前に取得した下肢痛VASの平均
値を算出し，その平均値をもとにHigh VAS群，Low VAS群の 2
群に群分けを行った．群間のCOM変数の比較には unpaired t-test
を用いて解析した（p＜0.05）．
【結果】
群間比較において，X軸変化量（p=0.01），Y軸位置（p=0.002），

Y軸変化量（p＜0.001）でそれぞれ有意差が認められ，その全てで
High VAS群が大きかった．その他の項目に有意差は認められな
かった．
【結論】
本結果より，下肢痛の強い LCS患者における有意なCOM前方偏

位，そして左右・前後のCOM変化量の増大が示された．このCOM
前方偏位は体幹伸展筋力の低下や，下肢痛に対する代償的な姿勢パ
ターンを反映している可能性が考えられる．また，各軸における
COMの変化量を身体動揺と捉えると，LCS患者においては症状の
強弱がバランス能力に影響を与える可能性が示唆されたため，本結
果は臨床における LCS患者のバランス評価や介入を考える際の一
助となるだろう．今後は，歩行時の身体セグメントの動的アライメン
トや筋力，可動域といった身体機能との関連性も検討していく必要
がある．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究の被験者には事前に書面と口頭により研究の目的，実験内

容，考えられる危険性等を説明し，理解と同意を得られた者のみ同意
書に署名し，実験に参加した．本研究は所属機関の倫理委員会の承認
を得て行った（一般：承認番号 29263）．
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抗力を具備した継手付き体幹装具の使用が腰部脊柱管
狭窄症術後患者の歩行に与える影響

井川 達也 1）・勝平 純司 2）・鈴木 彬文 3）・宇井 秀斗 3）・
浦田 龍之介 3）・草野 修輔 3,4）

1）国際医療福祉大学 保健医療学部 理学療法学科
2）新潟医療福祉大学 リハビリテーション学部 義肢装具自立支援学科
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Key words / 腰部脊柱管狭窄症，体幹装具，歩行解析

【はじめに、目的】
腰部脊柱管狭窄症（以下 LSS）術後の遺残腰痛や新たに発症する腰痛
の要因として不良姿勢や体幹筋の機能不全が挙げられる。術後早期
には腰椎運動を制限する目的にコルセット等の体幹装具が処方さ
れ、腰痛軽減および予防の理学療法として立位や歩行時の不良姿勢
改善と筋力強化練習が行われる。しかし、コルセット除去後に姿勢改
善を目的として体幹の装具療法が選択されることは皆無である。そ
こで、本研究は姿勢改善を目的として作製された抗力を具備した継
手付き体幹装具を使用し、LSS 術後患者の歩行に与える影響を検討
することとした。
【方法】
LSS 術後患者 8例（平均術後日数 158±49 日、女性 2例、男性 6例、
平均年齢 64.6±5.7 歳）を対象とした。計測には床反力計 6枚（AMTI
社：1000Hz）と 10 台の赤外線カメラを含む三次元動作解析装置
（VICON社：100Hz）を用いた。対象者の骨盤、体幹を含む計 43
か所に直径 11mmの赤外線反射マーカを貼付し、歩行計測を行っ
た。体幹装具は抗力を具備した継手付き体幹装具（以下TS）を使用
し、装着前歩行（以下、normal 歩行）と装着時歩行（以下、TS歩行）
を計測した。なお全ての患者において医師よりコルセット除去を許
可された後に計測を実施した。解析にはVisual3D（C-Motion 社）を
用いて骨盤後傾、腰椎後弯、体幹前傾、股関節屈伸の立脚期中の最大
角度についてそれぞれ算出し、2条件で比較した。統計解析にはWil-
coxon rank sum test を使用し、有意水準は 5％とした。
【結果】
TS歩行は normal 歩行と比較し、腰椎前弯（normal 歩行：16.3±
4.2°，TS歩行：22.9±5.7°）、股関節屈伸（normal 歩行屈曲：34.5±
3.7°，TS歩行屈曲：41.4±4.1°，normal 歩行伸展：-4.1±5.8°，TS
歩行伸展：3.5±5.0°）が有意に増大した。また、TS歩行は normal
歩行と比較し、骨盤後傾が有意に減少した（normal 歩行：-12.6±
2.8°，TS歩行：-18.9±3.1°）。体幹前傾は 2条件に有意な差を認めな
かった（normal 歩行：5.3±3.8°，TS歩行：5.8±3.5°）。
【結論】
骨盤後傾・腰椎後弯は腰痛のリスクファクターと報告されており、
姿勢改善が重要とされている。TSは健常高齢者の姿勢改善や体幹深
部筋の再教育などの機能改善に効果的であることが報告されてい
る。LSS 術後患者においてもTS装着により骨盤後傾・腰椎後弯の
姿勢が改善したことから、TSは LSS 術後の姿勢改善に有効である
ことが明らかとなった。今後は姿勢改善の長期的な効果や術後腰痛
症例に対するTSの効果を検証する必要がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は国際医療福祉大学三田病院倫理審査委員会にて承認を受け
て実施した。また本研究に関わる全ての対象者には予め本研究の目
的と内容を説明し、文書による同意を得た後に計測を行った。
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腰部脊柱管狭窄症手術後の患者立脚型アウトカムと運
動機能の経時的変化

竹中 裕人 1,2）・神谷 光広 3）・杉浦 英志 2）・西浜 かすり 1）・
伊藤 敦貴 1）・佐橋 魁 1）・鈴木 惇也 1）・花村 俊太朗 3）・
花村 浩克 3）

1）あさひ病院リハビリテーション科
2）名古屋大学大学院医学系研究科リハビリテーション療法学専攻
3）あさひ病院整形外科
Key words / 腰部脊柱管狭窄症手術，患者立脚型アウトカム，運動機能

【目的】
腰部脊柱管狭窄症（lumbar spine stenosis：LSS）の手術療法の治

療経過について、Oswestry Disability Index や VAS（Visual Analog
Scale）をアウトカムとしたシステマティックレビューが報告されて
いる。治療経過は、術後 3ヶ月には改善し 5年まで継続する（Fritsch.
Eur Spine J 2016）。しかし、本邦で開発された患者立脚型アウトカム
の Japanese Orthopaedic Association Back Pain Questionnaire
（JOABPEQ）や客観的運動機能の治療経過に関する報告は少ない。
本研究は LSS 術後の JOABPEQと客観的運動機能について経時的
に調査し、術式別に治療経過を明らかにすることを目的とした。
【方法】
対象は 1施設の LSS 手術症例 78 名の内、固定術例 37 名（女性 19

名、平均 68.3±10.5 歳）と除圧術例 41 名（女性 12 名、平均 68.9±7.8
歳）である。固定術例は約 2週間で退院し、腰椎硬性コルセットを術
後 3ヶ月間使用した。除圧術例は約 1週間で退院し、術後コルセット
は使用していない。全例入院中のみ理学療法を行い、退院後は診察時
に評価と運動指導を行った。
患者立脚型アウトカムは、JOABPEQ得点（以下下位尺度：腰椎機

能、 痛障害、歩行障害、社会生活、心理）、腰痛・下肢痛・しびれ
のVASを評価した。客観的運動機能は、6分間歩行距離、体幹伸展・
屈曲筋力とした。筋力は徒手筋力計mobie（酒井医療社製）を用いた。
術前、1、3、6、12 ヶ月にこれらの評価を実施し、前向きに検討した。
統計解析は、欠損値を考慮して対応のある 3群以上の間の比較
（Friedman 検定）を行い、有意水準は 5％とした。
【結果】
固定術例の 痛障害、歩行障害、社会生活、心理、腰痛・下肢痛・
しびれのVASは術前に比べ術後 1ヶ月から有意に改善し、12 ヶ月
まで継続していた。腰椎機能、体幹屈曲力は術前に比べ術後 6ヶ月か
ら有意に改善していたが、体幹伸展力は改善が見られなかった。
除圧術例では歩行障害、社会生活、心理、腰痛・下肢痛・しびれの

VASは術前に比べ術後 1ヶ月から有意に改善し、12 ヶ月まで継続
していた。 痛障害、体幹屈曲力・体幹伸展力は術前に比べ術後 3ヶ
月から有意に改善しており、腰椎機能は術後 6ヶ月から改善が見ら
れた。
6分間歩行距離については、固定術と除圧術共に術前に比べ術後
1ヶ月から 6ヶ月まで改善が見られ、12 ヶ月まで継続していた。
【結論】
LSS 術後の患者立脚型アウトカムと運動機能の治療経過におい

て、固定術例と除圧術例共に多くの評価項目で術後 1ヶ月から有意
に改善することが明らかになった。一方、腰椎機能と体幹屈曲力は術
後 3ヶ月もしくは 6ヶ月から有意に改善したため、体幹屈伸運動を
反映する患者立脚型アウトカムと運動機能の改善は 6ヶ月程必要で
ある。また、固定術例では除圧術例と比較して体幹伸展力の改善が困
難であることが示唆された。これらのデータは、術後経過の指標や患
者指導を実施する上で有用な情報を与えるものと考えられた。
【倫理的配慮、説明と同意】
所属施設の倫理委員会の承認を得た上で実施した。
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腰部脊柱管狭窄症患者における除圧術後 6ヵ月の遺残
腰痛に影響を与える術前歩行機能因子の検討

桑原 渉 1）・中西 一義 2）・車谷 洋 3）・石井 陽介 3）・
安達 伸生 2）・砂川 融 3）

1）林病院 リハビリテーション部
2）広島大学大学院 整形外科学
3）広島大学大学院 上肢機能解析制御科学
Key words / 腰部脊柱管狭窄症，腰痛，歩行機能

【はじめに、目的】
腰部脊柱管狭窄症（LSS）患者の特徴的な症状は下肢痛・下肢しび
れ・間欠跛行であるとされ、歩行障害をきたす。さらに LSS 患者に
おいて、腰痛と静止立位時の矢状面脊柱・骨盤アライメントが関係
すること、除圧術後の腰痛の改善に術前の静止立位時の腰椎前弯角
度が影響を与えることが報告されている。本研究は術前 LSS 患者に
特徴的な歩行障害が除圧術後の遺残腰痛に影響を与えると仮説を立
て、除圧術後 6ヵ月における遺残腰痛に影響を与える術前歩行機能
の因子を明らかにすることを目的とした。
【方法】
対象は顕微鏡下または内視鏡下で除圧術を施行した LSS 患者 20
名とした。術前・除圧術後 6ヵ月で腰痛のVisual Analogue Scale
（VAS）を聴取し、⊿腰痛（術前－術後）を算出した。⊿腰痛が 18
mm以上であった対象を改善群、18mm未満であった対象を非改善
群に分類した。術前歩行機能の評価には質問紙による評価と歩行解
析を行った。質問紙による評価には日本整形外科学会腰痛評価質問
票（JOABPEQ）の下位尺度である歩行機能障害を用いた（点数が高
いほど良好な状態）。歩行解析には赤外線カメラ 16 台を用いた三次
元動作解析装置（VICONMX：Vicon Motion Systems 社）と床反力
計（AMTI 社）8基を使用した。赤外線反射マーカーを対象の身体に
計 24 箇所貼付し、課題動作は 10 mの快適速度歩行とした。体幹・
胸椎・腰椎・骨盤前傾角度を算出し、立脚期における最大値と 1歩
行周期中の運動範囲を解析に使用した。さらに歩行速度、ケイデン
ス、ストライド長を算出した。統計学的解析にはR2.8.1 を使用し、改
善群と非改善群との比較に対応のない t検定またはMann-Whitney
の U検定を用いた。p＜ 0.05 を有意差ありとした。
【結果】
VASの結果、改善群 13 名、非改善群 7名に分類された。術前にお

ける JOABPEQ下位尺度の歩行機能障害は改善群（34 ± 24 点）と比
較し非改善群（6± 5点）で有意に低値だった（p = 0.001）。さらに
術前における骨盤前傾角度の運動範囲は改善群（1.9 ± 0.7°）と比較
し非改善群（2.7 ± 0.7°）で有意に高値だった（p = 0.025）。他の項目
では 2群間に有意差を認めなかった。
【結論】
術後 6ヵ月における遺残腰痛に影響を与える術前歩行機能の因子
は、患者が自覚している重度な歩行機能障害と、歩行時骨盤前傾角度
の運動範囲の高値であった。遺残腰痛を予防するためには術前に自
覚的な歩行機能を高めておくこと、骨盤の安定性を向上させておく
ことが重要である可能性がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は広島大学疫学研究倫理審査委員会にて承認を得た（第E
疫-1050－2 号）。対象は自らの意思に基づき本研究に参加し、測定前
に研究の意義、目的について十分に説明し、口頭および文書による同
意を得た後に実施した。

O-204 一般演題 33 人工膝関節

人工膝関節全置換術患者の Stiff knee gait に対する固
有感覚刺激を用いた介入方法の検討

瀬戸口 淳 1,2）・淵岡 聡 1）

1）大阪府立大学大学院総合リハビリテーション学研究科
2）運動器ケアしまだ病院

Key words / TKA，Coactivation，固有感覚刺激

【はじめに】
人工膝関節全置換術（以下，TKA）術後の異常歩行の一つに立脚

期中の Stiff knee gait がある。先行研究では Stiff knee gait の原因と
して関節位置覚（以下，JPS）低下と Coactivation（共同収縮）増大
の関与が示唆されている。そこで本研究では，固有感覚への介入が
JPS と Coactivation に与える影響を検討し，Stiff knee gait を改善さ
せる基礎とすることを目的とした。
【方法】
60～85 歳の変形性膝関節症と診断されたTKA患者 50 名に対し，

術前に歩行可能である症例とし，準ランダム化比較対照研究で実施
した。介入群の術後 3日から 14 日の期間，端坐位の踏み込み運動に
Quadriceps と Hamstrings を促通する目的で抵抗を加え，固有感覚
を刺激した。測定は電気ゴニオメーターと表面筋電図（Noraxon 社
製）を用い，JPS 誤差，正規化した内側広筋VM％voluntary contrac-
tion（以下，VM％VC）と大腿二頭筋BF％VCから算出したCoacti-
vation 値（＝BF％VC/VM％VC）の比較を行い，介入方法を検討し
た。統計処理は，術後 3日から 14 日の変化率の 2群間比較をWelch
検定にて行い，危険率 5％未満を有意として検討を行った。全ての統
計処理は，EZR Ver.1.38 を使用した。
【結果】
対象者 50 名のうち選択基準を満たした 46 名（介入群 23 名，対照

群 23 名）を解析対象とした。平均年齢は，介入群 74.9±6.5 歳，対照
群 70.4±5.3 歳であった。JPS 誤差介入群，対照群の順に，術前 4.26
±1.83°，4.38±2.54°，術後 3日 6.01±2.77°，4.55±2.22°，術後 14 日 3.64
±1.97°，3.58±2.31，同様に，Coactivation 値は術前 0.42±0.24，0.36
±0.26，術後 3日 0.62±0.33，0.76±0.41，術後 14 日 0.35±0.26，0.58
±0.38 であった。術後の変化率は介入群，対照群の順に，JPS 誤差
0.29±0.48，0.14±0.59，Coactivation 値 0.40±0.29，0.16±0.42 であっ
た。Coactivation 値の変化率は，介入群で有意に低下した（P＜0.05）。
【結論】
固有感覚刺激を用いた介入を行うことで，介入を行わなかった群

に比べて有意にCoactivation 値の低下がみられた。以上より，固有感
覚刺激を用いた介入を行うことでCoactivation を改善させ，Stiff
knee gait の改善に繋がる可能性が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は，本学研究倫理委員会，および当院研究倫理委員会の承認

を得た後，研究の目的，内容等について書面と口頭による十分な説明
を行い，書面で同意を得て実施した。



O-205 一般演題 33 人工膝関節

人工膝関節全置換術症例における 10 秒椅子立ち上がり
テスト術後目標値の検討

土部 純平 1）・小橋 雄歩 1）・浮城 健吾 1）・三浦 浩太 1）・
三上 達也 1）・吉田 俊教 1）・大越 康充 2）

1）悠康会函館整形外科クリニックリハビリテーション科
2）悠康会函館整形外科クリニック整形外科

Key words / 下肢筋力，移動能力，転倒リスク

【はじめに、目的】
人工膝関節全置換術（TKA）後の転倒は重大な問題の 1つである．

歩行速度 1.0m/s 未満，Timed up and Go test（TUG）9秒未満では転
倒リスクが高いと報告されているが，いずれも計測には多少なりの
空間を必要とする．10 秒椅子立ち上がりテスト（Chair Standing
test；CS-10）は下肢筋力評価の 1つとして知られ，限られた計測空
間で，簡便に実施可能である．本研究では，TKA術後症例において
転倒リスク軽減のためのCS-10 術後目標値を検討する．
【方法】
2017 年 10 月から 2018 年 5 月までにTKAを施行した 132 例のう
ち，術前および術後 1，3，6，12 ヶ月に評価し得た男性 1例，女性
30 例の計 31 例（平均年齢 72.1±6.8 歳、平均身長 151.4±5.6cm、平均
体重 62.6±9.9kg、平均 BMI27.2±3.6）を対象とした．CS-10 は，村
田らが報告した虚弱高齢者向けFrail CS-10 を参考に，当院変法とし
て胸の前で腕を組み 10 秒間に何回椅子から起立可能かを計測した．
術後移動能力の評価に 10m歩行およびTUGを用いた．CS-10 の回
数を独立変数．10m歩行での歩行速度とTUGの速度を従属変数と
したROC（Receiver Operating Characteristic）解析を行った．転
倒リスクに関する先行研究に準じ，歩行速度が 1.0m/s 以上，TUG
が左右平均 9.0 秒未満を基準とした二分変数に変換した．Youden in-
dex により各評価時期におけるCS-10 のカットオフ値を算出した．
ROC曲線の妥当性の検討に曲線下面積（AUC）を算出した．
【結果】
術後 1，3，6，12 ヶ月におけるCS-10 の平均値は 3.9，4.5，4.7，4.7
回であった．AUCは，術後 1，3，6，12 ヶ月において歩行速度で 0.75，
0.70，0.73，0.79，TUGは 0.87，0.81，0.63，0.76 であり，判定精度は
中等度であった．歩行速度について，算出されたCS-10 回数のカット
オフ値は術後 3ヶ月では 4回であったが，1，6，12 ヶ月は 5回であっ
た．TUGについて算出されたCS-10 回数のカットオフ値は術後 1ヶ
月では 4回であったが．3ヶ月以降は 5回であった．
【結論】
CS-10 は計測空間をさほど必要としないため，施設や自宅などに

おいても簡便に実施可能であり，下肢粗大筋力や筋持久力を評価可
能とされる．本研究結果よりCS-10 回数によって移動能力を中等度
予測可能であり，CS-10 が概ね 5回以上達成可能であれば，転倒リス
クは低い可能性が考えられた．CS-10 5 回以上を目標とすることは，
術後リハビリテーションの介入時の指標の 1つとして有用であると
考えられた．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は生命倫理委員会の承認を受け，ヘルシンキ宣言に準拠し
実施された．またすべての対象者に対して本研究に関する説明を口
頭および文書で十分に行ったうえ，署名同意を得た．
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人工膝関節全置換術後における膝関節自動運動の可否
が退院時の歩行能力に及ぼす影響

岩村 元気 1）・関田 惇也 1,2）・西上 智彦 3）・大野 敦生 1）・
嘉手苅 唯 1）・椢原 勇人 1）・木村 遊 1）・鈴木 弥生 1）・
高須 孝宏 1）

1）座間総合病院リハビリテーション科
2）北里大学大学院医療系研究科
3）甲南女子大学看護リハビリテーション学部理学療法学科
Key words / 人工膝関節全置換術，自動運動，歩行能力

【はじめに】
人工膝関節全置換術（TKA）後の膝関節のこわばりは，患者の転
帰や機能に影響する因子である．また，TKA後患者は，膝関節周囲
筋が同時収縮を起こすことや膝関節の剛性が高いことが報告されて
おり，他関節と分離した膝関節の自動運動を獲得することは重要で
ある．井野らは，TKA後 1週から 2週にかけて，自動運動を含む膝
関節の基本的な機能の回復をあげている．しかし，その時期の自動運
動が歩行能力に及ぼす影響は不明である．
本研究の目的は，術後 10 日の自動運動が退院時の歩行能力に及ぼ
す影響，さらに術後 10 日の自動運動に影響する因子を明らかにする
ことである．
【方法】
対象は，内側型変形性膝関節症に対して初回TKAを施行した男
女 27 名（男：1名，女：26 名，年齢：70.2±6.2 歳）とし，他の疾患
を有する者は除外した．背景因子として年齢，Body Mass Index
（BMI），術側Kellgren-Lowrence（KL）分類，術側 femorotibial an-
gle，術式，後十字靱帯（PCL）の有無を確認した．術前日，術後 10
日，退院前日に， 痛は日本語版 Short-Form McGill Pain Question-
naire2（SF-MPQ2）を用いて評価し，身体機能として，関節可動域，
筋力，自動運動，Timed Up and Go test（TUG）を評価した．自動運
動は Sahrmann らの方法に基づき，腹臥位にて自動屈伸運動を行い，
関節可動域範囲内での代償運動（例，尻上がり現象）が確認された場
合に不可と判断した．
術後 10 日にて，自動運動が可能な群（可能群），不可能な群（不可

能群）の 2群に群分けした．まず，両群の背景因子を比較するために
t検定，χ2検定，あるいはMann-Whitney の U検定を用いた．また，
術前，術後 10 日，退院時の各々の時期における 痛と身体機能につ
いても同様の検定を用いた．有意差を認めた項目を共変量，目的変数
を退院時のTUGとした共分散分析を行った．有意水準は 5％とし
た．
【結果】
可能群は 13 名，不可能群は 14 名であり，背景因子，術前の 痛お

よび身体機能には 2群間で有意な差を認めなかった．術後 10 日に
て，不可能群は可能群よりも痛みの感情的表現が有意に高かった（p
＜0.05）．不可能群は可能群と比較して，術後 10 日ならびに退院時の
TUGは有意に高値を示した（p＜0.01）．共分散分析の結果， 痛の影
響を調整しても可能群は退院時のTUGは有意に低かった（p＜
0.01）．
【結論】
不可能群が有意に高値を示した SF-MPQ2 の感情的表現は， 痛

の心理的要素である． 痛の心理的要素は，運動や運動制御を障害す
ることが報告されており，自動運動に影響する要因になると考えら
れた．

痛の影響を調整しても，可能群の術後 10 日ならびに退院時の
TUGは，不可能群と比較して良好であり，術後 10 日の自動運動は退
院時のTUGに影響する独立した因子であることが明らかとなった．
したがって，術後 10 日までに自動運動の獲得を目指すことは重要で
ある．
【説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき，対象者には十分に説明し同意を得た．
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人工膝関節全置換術後の術後 3ヶ月時の歩行時痛にお
ける非改善の要因

坂田 佳成 1）・宮本 梓 2）・川島 雄太 2）・大関 健司 3）・
中川 智之 3）

1）慶友整形外科クリニック リハビリテーション科
2）慶友整形外科病院 リハビリテーション科
3）慶友整形外科病院 整形外科
Key words / 人工膝関節全置換術，歩行時痛，膝関節伸展筋力

【はじめに、目的】
人工膝関節全置換術（Total Knee Arthroplasty：TKA）では，20％
の患者がTKA後に不満を感じ，手術後に遷延痛があると報告して
いる．TKA後の不満は 痛および機能不全への関連や 3ヶ月時の不
満は，12 ヶ月後の満足度に影響する事を報告している．TKA後に満
足度を向上させるためには，術後 3ヶ月までの時期に 痛を改善さ
せていく事が重要である．だが，術後 3ヶ月時の報告は少ない．本研
究は退院時と術後 3ヶ月時の歩行時痛を比較し，非改善群の要因を
検討することを目的とした．
【方法】
対象は当院において変形性膝関節症と診断され，2018 年 10 月か
ら 2019 年 5 月に同一術者にて初回TKAを施行した 61 名（男性 20
名，女性 41 名平均年齢 72.3±7.5 歳）とした．除外基準として，再
置換例，既往に脊椎疾患があるものとした．visual analogue scale
（以下：VAS）で歩行時痛が退院時と 3ヶ月時と比較し，低下してい
る群（以下：良好群），VASが変化なし・増加している群（以下：不
良群）とした．評価項目は，年齢，体重，退院時・術後 3ヶ月時の膝
関節可動域（屈曲，伸展），ハンドヘルドダイナモメータによる等尺
性の膝関節伸展・屈曲筋力のピークトルク体重比（N/Kg），退院時・
術後 3ヶ月時の JOAスコア各項目とした．評価時期は退院時（手術
後 21 日）と手術後 3ヶ月とした．統計学的処理は統計ソフトR.2.8.1
を用い，良好群と不良群を単変量解析にて行った．その後，有意差を
認めた項目を独立変数とし歩行時痛を従属変数として多重ロジス
ティック回帰分析を行った．そして，抽出された項目について，ROC
曲線を用いて曲線化面積（AUC）を求め，カットオフ値および感度
と特異度を算出した．有意水準を 5％とした．
【結果】
退院時と術後 3ヶ月の歩行時痛を比較し，良好群 45 名，不良群 16
名となった．2群間の比較では退院時の膝関節伸展筋力が良好群 2.5
±1.34N/Kg，不良群 2.2±1.54 N/Kg（p＜0.01），退院時の膝関節屈曲
筋力が良好群 1.3±0.8 N/Kg，不良群 1.7±1.5 N/Kg と有意に高値を
示した（p＜0.04）．これらの因子を独立変数とした多重ロジスティッ
ク回帰分析の結果，退院時の膝関節伸展筋力（p=0.03）が有意な項目
として選択された．抽出された因子をROC曲線から求められた退院
時の膝関節伸展筋力のAUCは 0.67 であり，カットオフ値は 2.37（感
度 60％，特異度 71％）であった．
【結論】
本研究において退院時から術後 3ヶ月時の歩行時痛が改善してい
ない要因として，大腿四頭筋筋力低下が影響している事が示唆され
た．術後の 痛に影響する要因としては，年齢，BMI，大腿四頭筋筋
力，膝関節可動域など身体状態面が影響しているとの報告もあり，本
研究も同様の結果となったため，先行研究の結果を支持する形と
なった．術後 3ヶ月までの早期に大腿四頭筋の筋力低下が残存して
いると，3ヶ月以降の遷延痛に繋がる事が予想されるため，術後 3ヶ
月までの時期のリハビリテーションは重要である．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は慶友整形外科病院倫理委員会の承認を得て実施した（承
認番号：3108）．
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人工膝関節全置換術後 3ヶ月のQOLに影響を与える退
院時の身体機能

東 直人 1,2）・福迫 剛 1）・木山 良二 3）・砂原 伸彦 1）

1）鹿児島赤十字病院 2）鹿児島大学保健学研究科
3）鹿児島大学医学部保健学科

Key words / TKA，QOL，身体機能

【はじめに、目的】
人工膝関節全置換術（TKA）後の理学療法では、患者立脚型評価

の重要性が指摘され、臨床的指標に比べ患者の主観的なQOLを反
映するとされる。国内においては日本語版変形性膝関節症機能評価
尺度（JKOM）が用いられ、信頼性が示されている。TKA後の身体
機能の向上には早期理学療法が重要であり、QOLにも影響すると考
えられる。しかし、退院時の身体機能とQOLの関係は明らかではな
い。本研究の目的は、TKA後 3ヶ月のQOLに関連する退院時の身
体機能を明らかにすることである。
【方法】
対象は、当院にて変形性膝関節症に対してTKAを施行し、データ
に欠損が無い 36 例（年齢 72.9±7.6 歳、男性 8名、女性 28 名、BMI
27.9±4.3、対側にTKA施行歴のある者 10 例、両側同時TKA 5 例）
とした。身体機能の評価は術前と退院時（術後 22.7±3.3 日）および
術後 3ヶ月（88.4±24.9 日）に評価した。なお、術前と術後 3ヶ月の
QOLを JKOMで評価し、3ヶ月の JKOMが中央値（29 点）未満の
者を軽度低下群、中央値以上の者を中等度・重度低下群とした。評価
項目は、K-L 分類、膝関節痛（VAS）、TUG、歩行速度、歩行補助具
の種類（なし、 、その他）、両側の膝関節伸展筋力、股関節外転筋
力、術側膝関節可動域とした。統計学的検定には、ロジスティック回
帰分析（変数増加法）を用い、術後 3ヶ月の JKOMを従属変数（軽
度低下群=0、中等度・重度低下群=1）、術前と退院時の測定項目を独
立変数として解析を行い、有意水準は 5％とした。
【結果】
JKOMは術前 57.2±16.5 点から術後 3ヶ月 30.8±15.0 点に改善し
た。術側膝関節伸展可動域は術前-12.0±6.2°、退院時-5.0±4.3°、術後
3ヶ月-5.3±5.5° であり、退院時に改善が見られた。ロジスティック回
帰分析の結果、術後 3ヶ月の JKOMに関連する要因として、術前の
の使用（OR 134.45、95％CI 1.55-11642.68、p=0.031）、術前の JKOM

（OR 1.12、95％CI 1.01-1.25、p=0.031）、退院時の術側の膝関節伸展可
動域（OR 0.56、95％CI 0.36-0.87、p=0.009）が抽出された。
【結論】
術後 3ヶ月のQOLに影響する要因として、術前のQOLや歩行補

助具の使用に加え、退院時の膝関節伸展制限が要因であることが示
唆された。術後 3ヶ月のQOLを向上させるためには、TKA後の早
期理学療法において、膝関節可動域の改善に留意する必要があると
考えられた。今後さらに長期のQOLの変化を、症例数を増やし分析
する必要がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は、鹿児島赤十字病院臨床倫理委員会の承認（承認番号：
2016-4-3）を得たものである。対象者には、事前に研究の目的、方法、
研究への参加を拒否しても不利益を被らないことを説明し、同意を
得た。
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手術を控えた変形性膝関節症患者の股関節外転，伸展，
外旋筋力について

熊谷 創・布施 伸悟・荒谷 咲希・前田 健太郎・川村 大介

かわむら整形外科医院

Key words / 変形性膝関節症，健常高齢者，股関節周囲筋力

【はじめに，目的】
変形性膝関節症（以下，膝OA）に対する理学療法は，膝関節だけ
でなく隣接関節である股関節にも目を向けることが重要とされてい
る．しかしながら，膝OA患者の股関節機能に関する先行研究は少な
い．膝OA患者の股関節周囲筋力に関しては，Hinman らの報告があ
るが，日本人の報告は見当たらなかった．そこで本研究は，膝OA
患者の股関節周囲筋力，特に股関節外転，伸展，外旋筋力に着目し，
同年代健常高齢者と比較することを目的とした．
【方法】
健常群の対象者は，当院に入院または外来通院されており，膝・股

関節に整形外科的疾患のない 18 例（男性 3例，女性 15 例，年齢 73.8
±4.3 歳）とした．膝OA群の対象者は，初回片側人工膝関節置換術
（以下，TKA）目的で当院に入院した，股関節に整形外科的疾患のな
い 17 例（男性 3例，女性 14 例，年齢 76.4±7.4 歳，北大OA分類 III
6 例，IV10 例，V1 例）とした．除外基準は，股関節疾患，関節リウ
マチ，中枢神経疾患，反対側膝OAおよびTKAの既往， 以外の歩
行補助具の使用，BMI35 以上，記録不備とした．股関節周囲筋力測
定は，ハンドヘルドダイナモメーター（アニマ社製 µTASF-01）を用
い，股関節外転，伸展，外旋筋力を 2回ずつ測定し，その平均値を代
表値とし，トルク体重比（Nm/kg）を算出した．事前に調査した検
者間信頼性は 0.703～0.931 であった．なお，健常群は右側の筋力値を
採用した．統計学的分析では，健常群とOA群の比較には，データが
正規分布である場合は student の t 検定，データが正規分布でない
場合はMann-Whitney の U検定を用いて検討した．また，OA群の
術側と非術側の比較には，対応のある t検定を用いて検討した．有意
水準はいずれも 5％とした．
【結果】
股関節外転筋力は，健常群 1.01±0.43Nm/kg，OA群（術側）0.56
±0.22Nm/kg で，両群間に有意差を認めた（p＜0.01）．股関節伸展筋
力は，健常群 0.48±0.24Nm/kg，OA群（術側）0.26±0.13Nm/kg
で両群間に有意差を認めた（p＜0.01）．股関節外旋筋力は，健常群
0.42±0.16Nm/kg，OA群（術側）0.31±0.11Nm/kg で両群間に有意
差を認めた（p＜0.05）．また，OA群の左右間比較では，股関節外旋
筋力で有意差を認めたものの（p＜0.05），股関節伸展筋力および外転
筋力には有意差を認めなかった．
【結論】
本研究結果から，健常群と比較して，片側TKAを控えた膝OA
患者は術前から股関節外転筋力，伸展筋力，外旋筋力が低下している
ことが示唆され，術後理学療法にとって有益な知見が得られた．
【倫理的配慮，説明と同意】
対象者には研究について十分な説明を行い，研究参加の同意なら
びに結果の使用について了承を得た．

O-210 一般演題 34 膝関節
高位脛骨骨切り術患者に対する神経科学教育とビデオ
型患者教育の併用効果：準実験的擬似ランダム化比較
試験
臼井 裕太 1）・出口 直樹 1,2）・元尾 篤 1）・北條 琢也 1）・
横山 一仁 1）

1）福岡リハビリテーション病院 リハビリテーション科
2）福岡大学大学院スポーツ健康科学 運動生理学研究室

Key words / 高位脛骨骨切り術，教室型・ビデオ教育，Pain Self Efficacy

【はじめに、目的】
高位脛骨骨切り術（HTO）患者の 痛や破局的思考は，術後の慢性
痛に関連するため術後の生物心理社会モデルに基づく 痛管理教育
は重要である。当院の教室型 Pain Neuroscience Education
（PNE）は，高い破局的思考を呈するHTO患者でのみ心理的側面の
改善を認めた。したがって我々は，さらに 痛管理教育の効果を高め
るため術後の流れや 痛の経過を示したビデオ型患者教育（Video
Patient Education：VPE）を作製した。本研究は、教室型 PNEと
VPEの併用効果を検証することを目的とした。
【方法】
平成 26 年 4 月から平成 31 年 3 月までにHTO術前患者のうち運動
麻痺，神経障害認知・精神機障害を呈し，術後に重篤な合併症および
歩行が自立できない者を除く，50 歳以上の 329 名（平均年齢 66.0

±8.3）を対象とした。研究デザインは準実験的とし，平成 26 年 4
月～平成 28 年 6 月までを理学療法のみ実施する群（対照群：n=
100），平成 28 年 7 月～平成 29 年 8 月までを理学療法と教室型 PNE
を併用する群（PNE群：n=111），平成 29 年 9 月～平成 31 年 3 月ま
でを理学療法と教室型 PNEと VPEを併用する群（PNE+VPE群：
n=118）の対照群 1群と介入群 2群の計 3群に分類した。PNEは①術
後の痛みの経過、②フレイル・サルコペニア、③痛みと服薬指導、④
栄養・睡眠、⑤自己管理について各 1時間（計 5時間）を講義および
演習で構成し理学療法士が実施した。VPEは手術内容、術後のリハ
ビリや自主訓練に加え、自宅での活動や一年後に趣味活動を実施し
ている姿のビデオ（9～14 分/3 回），術前、荷重開始時、術後 5週の
時期に応じて異なった内容を視聴した。評価項目として、Numerical
Rating Scale（NRS）、Pain Catastrophizing Scale（PCS）、10m歩行
スピード、等尺性膝伸展筋力（体重比）、Pain Self Efficacy（PSE）と
した。基本属性及び医学的属性変数は性別、年齢、BMI、関節重症度
分類（K-L 分類）、罹患期間、術中所見、合併症の有無とした。統計
学的分析は，擬似ランダム化とするため対照群と 2つの介入群（PNE
群および PNE+VPE群）について基本属性と医学的属性を交絡因子
とした傾向スコアマッチング（PSM）を実施した後、各評価項目の
前後比較における変化量の比較を年齢・性別・ベースラインを調整
変数とした共分散分析のBonferroni 法にて分析し有意水準を 5％
とした。
【結果】
PSM後，対照群と PNE群は 61 ペア、対照群と PNE+VPE群は 59
ペアであった。PNE+VPE群が対照群と比較して術後 5週の PSE
が有意に向上した（効果量：0.48）。
【結論】
HTO患者に対する術後の 痛管理教育の内容は、痛みの神経生理
学を用いた教育単独では効果が少なく、術後の患者の不安を軽減さ
せる患者教育との併用で痛みに対する自己効力感を高めることが示
唆された。
【倫理的配慮と説明】
本研究は当院の倫理委員会の承認（FRH-2019-R001）を得て行い，参
加者には本研究の目的・内容を口頭にて説明し同意を得た。
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膝内側部痛が残存した高位脛骨骨切り術後患者におけ
る歩行中の体幹傾斜の特徴

岡 裕之 1）・村本 浩章 1）・青芝 貴夫 1）・川上 翔平 1）・
福田 航 1）・山田 英司 2）

1）社会医療法人財団大樹会総合病院回生病院
2）本山学園岡山専門職大学設置準備室

Key words / 開大式高位脛骨骨切り術，体幹傾斜， 痛

【目的】
開大式高位脛骨骨切り術（OHTO）は、内側型変形性膝関節症（膝

OA）に対し良好な臨床成績が報告されている。OHTOは、人工膝関
節全置換術（TKA）や人工膝関節単顆置換術（UKA）の関節置換術
に対し、膝関節の内反変形を脛骨骨切りによって外反方向へと矯正
することによって膝関節の内側を通過する荷重線を外側へ移動さ
せ、内側関節面への局所的な過剰負荷を軽減させる関節温存術であ
る。しかし、術後 1年を経過しても膝内側部に 痛を訴える症例が散
見され、OHTOには外反矯正に伴う内側軟部組織の伸張刺激に起因
する 痛が発生する可能性があると考える。そこで本研究では膝内
側部痛が残存するOHTO術後 1年時の患者における歩行時の体幹
傾斜の特徴を明らかにすることとした。
【方法】
対象は当科でOHTOを施行された膝OA患者 32 名から、術後 1
年時に歩行中膝内側部痛を認めた 11 例 11 膝（男性 2名、女性 9名、
年齢 67.5±8.9 歳、BMI 24.9±3.7kg/m2、FTA168.1±2.7°、矯正角 11.6
±2.4° 以下；有群）と、膝内側部痛を認めない 21 例 21 膝（男性 7
名、女性 14 名、年齢 66.8±6.1 歳、BMI 27.2±3.3kg/m2、FTA 169.2
±2.1°、矯正角 11.2±1.7° 以下；無群）とした。なお、歩行時の膝内
側部痛は問診にて確認し、患者自らが指で膝内側部を指す場合に、内
側部痛有りと判断した。歩行解析には 3次元動作解析装置（Vicon
Motion System社 Vicon MX）を使用した。歩行条件は 41 点のマー
カーを貼付し裸足にて自由歩行を 3歩行周期測定した。得られた
データは解析ソフトVisual3D を用いて解析を行った。歩行データは
立脚期を 100％とした時間正規化を行い、立脚期 50％時の体幹傾斜
角度を計測した。分析は有群と無群の 2群間で対応のない t検定を
用いて歩行時の体幹傾斜角度を比較した。統計処理ソフトにはR
2.8.1 を使用し、有意水準は 5％とした。
【結果】
2群間で年齢、BMI、FTA、矯正角に差はなかった。歩行中の体幹
傾斜角度は、有群は患側に 0.52±2.1° であり、無群は健側に 0.94±1.9°
と有群は患側への体幹傾斜を認めた（p＜0.05）。
【結論】
膝内側部痛が残存するOHTO患者は、歩行立脚時に患側へ体幹が
傾斜していることが明らかとなった。Simic らは、膝OA患者の外部
膝関節内反モーメントを軽減させる戦略として立脚側への体幹側屈
を挙げている。OHTO術後は膝関節を外反矯正することから、支持
脚に体幹が傾斜すると、膝外反モーメントを発生させる可能性があ
る。OHTO術後、ほぼ同一の膝アライメントに矯正される中で膝痛
に違いが生じるのは、体幹傾斜の関与が示唆された。膝外反モーメン
トの発生は、鵞足部痛や内側側副靭帯の伸張を引き起こし、膝内側部
痛に関与している可能性がある。したがって、OHTO術後の歩行介
入では体幹を正中位に保持させる必要があると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき，対象者に同意を得た上で実施
した。

O-212 一般演題 34 膝関節

内側楔状開大式高位脛骨骨切り術後にスポーツ復帰が
困難であった症例の特徴

宮﨑 拓真 1）・堀之内 達郎 2）・八木 貴史 2）・江崎 晃司 1）・
潮田 玲奈 1）・後藤 武 1）・石川 大樹 3）

1）佐々木病院横浜鶴見スポーツ＆膝関節センターリハビリテーション科
2）佐々木病院横浜鶴見スポーツ＆膝関節センター
3）日本鋼管病院整形外科

Key words / 内側楔状開大式高位脛骨骨切り術，スポーツ，復帰困難

【はじめに、目的】
近年、中・高齢者のスポーツ人口が増加し、平成 29 年のスポーツ庁
の調査では週 3日以上のスポーツ実施率は 70 代で最も高く、次いで
60 代であった。変形性膝関節症（膝OA）の有症状患者数は 800 万人
と推定され、膝OAや大腿骨内顆骨壊死の症状によりスポーツ活動
を断念、抑制せざるを得ない症例を多く経験する。当院ではこういっ
た症例に対し骨切り術を行い、内側楔状開大式高位脛骨骨切り術
（OWHTO）後には約 80％の症例が元のスポーツに復帰しているが、
なかには復帰できない症例も存在する。本研究では術後にスポーツ
に復帰が困難であった症例の特徴を調査した。
【方法】
2013 年から 2018 年までに long plate にて OWHTOを行った症例の
うち、スポーツ復帰を目標とし経過観察し得た 59 例 65 膝（男性 27
例 29 膝、女性 32 例 36 膝）を対象とした。術前のスポーツレベルに
復帰できた群を復帰群（43 例 47 膝）、復帰困難や部分復帰、活動レ
ベルが低下し復帰した群を非復帰群（16 例 18 膝）とした。Tegner
activity score は復帰群で 4.9±1.3、非復帰群で 5.2±1.0 であった。両
群の年齢、BMI、 痛（VAS）、関節可動域（ROM）、術中開大幅、
術前後のX線的アライメント（Femoro tibial angle、Medial proximal
tibial angle、％Mechanical axis、膝蓋骨高）、術前の軟骨損傷の程度
（Outerbridge 分類）を対応のない t検定を用いて比較した。有意水
準は 5％未満とした。
【結果】
統計学的有意差を認めたのは、抜釘時の歩行時VAS（復帰群 0.7±
1.6、非復帰群 2.4±2.8）、抜釘時の膝伸展ROM（復帰群―1.6±2.2°、
非復帰群―5.8±8.5°）、術前の膝蓋大腿関節軟骨損傷（復帰群 1.9±
2.7、非復帰群 2.7±0.4）、術前の内側脛骨大腿関節軟骨損傷（復帰群
2.8±3.6、非復帰群 3.6±0.7）、術前の外側脛骨大腿関節軟骨損傷（復
帰群 1.2±0.7、非復帰群 1.8±0.8）であった。年齢、BMI、術中開大
幅、X線的アライメントでは統計学的有意差を認めなかった。
【結論】
歩行時痛の残存、膝伸展制限の残存、術前の軟骨損傷の程度が大きい
ことが術前と同レベルへのスポーツ復帰を困難とする要因となるこ
とが示唆された。元々、 痛によりスポーツ制限を余儀なくされた症
例がほとんどであり、 痛残存が復帰を制限することは当然である。
膝伸展制限の大きい重度膝OA患者は歩行立脚期の脛骨大腿関節間
力が大きく、力学的負荷の吸収が不十分と報告されている。また、ス
ポーツ関連動作では膝関節へ体重の数倍の荷重負荷がかかるとされ
るが、軟骨損傷に伴い荷重負荷がさらに増大することで、骨髄内圧の
増大や滑膜炎により 痛を引き起こす。OWHTOでは外側脛骨大腿
関節の負荷はより増大し、術中に脛骨後傾角を減少させにくく膝伸
展制限の改善には限界がある。そのため膝伸展制限や軟骨損傷の程
度の大きさが 痛の要因となり、スポーツ活動・復帰を阻害する可
能性があると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
データは個人が特定されないようにし、佐々木病院倫理委員会の承
認を得た。



O-213 一般演題 34 膝関節

ロボットスーツHAL Ⓡ自立支援用単関節タイプを用い
た介入が高位脛骨骨切り術後の運動機能に与える影響

前田 貴哉 1,2）・五十嵐 林郷 1）・葛西 貴徹 1）・佐藤 輝 1）・
佐々木 英嗣 3）・若井 裕司 4）・佐々木 知行 4）

1）弘前記念病院リハビリテーション科
2）弘前大学大学院保健学研究科 3）大館市立総合病院整形外科
4）弘前記念病院整形外科
Key words / ロボットスーツHALⓇ自立支援用単関節タイプ，高位脛骨骨切り術，運動機能

【はじめに、目的】
ロボットスーツHAL Ⓡ自立支援用単関節タイプ（HAL-SJ）は装着者
の意図した運動をアシストすることで随意的な運動を可能とするロ
ボットスーツである。HAL-SJ を用いた膝伸展運動は人工膝関節全
置換術（TKA）術後の膝関節自動伸展不全（EL）を改善させること
が報告されているが，高位脛骨骨切り術（HTO）術後の介入効果に
関する比較試験は報告がない。本研究ではHTO術後にHAL-SJ を
用いた介入が膝関節の運動機能に与える影響について検討した。
【方法】
対象はHTO予定の内側型変形性膝関節症患者 23 名（54.4±7.7
歳）とした。対象者は無作為にHAL群と対照群に振り分けた。HTO
は全例がOpening Wedge Osteotomy であった。介入は術後 4日目
より開始し，週 5回の頻度で 2週間施行した。HAL群はHAL-SJ
でアシストしながら膝関節伸展運動を行った。HALの設定につい
て，Standard モード，Assist Gain は膝関節完全伸展が可能な強さ，
Angle Range は伸展 0°，屈曲は 痛のない最大屈曲角度とした。対照
群はHAL-SJ を装着せずに膝関節伸展運動を行った。運動回数は両
群とも 10 回×5セットとした。評価は術前，介入終了時，術後 4
週時点で施行した。評価項目はEL及び自動膝関節伸展時の 痛
（VAS，mm），等尺性膝関節伸展筋力（膝伸展筋力，Nm/kg）とし
た。統計解析は評価項目毎に介入と評価時期について分割プロット
分散分析により検討した。事後検定はシェイファー法による多重比
較検定を行った。有意水準は 5％とした。
【結果】
ELは HAL群が術前 5.4±2.8，介入終了時 6.7±3.7，術後 4週 5.4±
2.9，対照群が術前 5.7±3.5，介入終了時 5.7±1.4，術後 4週 4.3±2.0
であった。介入と時期に主効果は無かった（p=0.14，0.31）。VAS
は HAL群が術前 9.0±17.1，介入終了時 8.7±11.4，術後 4週 5.4±9.5，
対照群が術前 15.9±19.0，介入終了時 14.8±11.2，術後 4週 9.0±7.7
であった。介入と時期に主効果は無かった（p=0.54，0.17）。膝伸展
筋力はHAL群が術前 1.2±0.4，介入終了時 0.5±0.2，術後 4週 0.7
±0.2，対照群が術前 1.3±0.7，介入終了時 0.6±0.3，術後 4週 0.9±0.3
であった。介入に主効果は無く（p=0.25），時期に主効果を認め（p
＜0.01），交互作用は認めなかった（p=0.77）。膝伸展筋力は術前が最
も大きく，次いで術後 4週，介入終了時が最も小さかった。
【結論】
HTO術後にHAL-SJ を用いた介入を施行したが，膝関節運動機能に
影響を与えない可能性が示唆された。HTOは脛骨の骨切りによる下
肢アライメントの矯正を主たる目的としており，膝伸展機構に対す
る直接的な侵襲がTKAより少ないことが影響した可能性がある。
またHTO後には膝蓋骨低位など，TKAとは異なる要因で膝伸展制
限や 痛が生じ得るためにHAL-SJ による介入効果が小さかった可
能性がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に則っており，対象者に説明を行い，書面に
て同意を得た。また，弘前記念病院倫理委員会の承認を受けた（承認
番号 29-14）。

O-214 一般演題 35 人工膝関節
Total Knee Arthroplasty に対し Continuous Passive
Motion 使用の有無が膝関節可動域，Timed Up and Go
に与える影響

三浦 正和 1）・川端 悠士 3）・椎木 栄一 2）

1）山口県立総合医療センターリハビリテーション科
2）山口県立総合医療センター整形外科
3）JA山口厚生連周東総合病院リハビリテーション科
Key words / Total Knee Arthroplasty，Continuous Passive Motion，身体機能

【はじめに，目的】
当院ではTotal Knee Arthroplasty（TKA）患者全例に術後短期的

にContinuous Passive Motion（CPM）を実施している．日本理学療
法士協会作成の「理学療法ガイドライン（第 1版）」によると，CPM
の使用について，術後短期使用は推奨グレードB，エビデンスレベル
Iだが，術後長期使用は推奨グレードD，エビデンスレベル Iに留
まっている．本研究ではCPMの短期的な実施・非実施が術後 2週
目，術後 2ヶ月目の膝関節可動域（膝ROM），Timed Up and Go
（TUG）に影響するか明確にする事を目的とする．
【方法】
対象は変形性膝関節症の診断で整形外科医 1名が初回片側TKAを
実施した 65 歳以上の患者とした． 取り込み基準（HDSR 21 点以上，
術前術側膝屈曲ROM 100° 以上，術前TUG 13.5 秒未満）を満たす 35
例（年齢 75.8 歳，男 14 名，入院日数 29 日）とした．除外基準は，
両側同時TKA，Unicompartmental Knee Arthroplasty，TKA入れ
替え，既に人工関節置換術を実施している患者とした．研究デザイン
は Prospective Randomized Open Blinded End-point study 法とし
乱数表を使用して患者をCPM実施 17 例（76.0 歳，男 7例，入院日
数 30 日）・非実施 18 例（75.6 歳，男 7例，入院日数 28 日）に振り分
けた．CPM実施群は当院のクリティカルパス（CP）通り CPMの設
定角度が 110° になるまで 1日 1-3 時間実施，CPM非実施群は術翌日
から担当理学療法士により， 痛のない範囲で自動介助ROM運動
を 50 回実施，当院CPでは術後 2日目に病棟内で歩行器歩行練習を
実施しているが，歩行器歩行実施前に同様に自動介助ROM運動を
50 回実施，術後 3日目以降は両群ともに患者の状況に応じて運動療
法室で理学療法を実施した．アウトカムは患側他動膝屈曲・伸展
ROM，TUGとし，術後 2週目，術後 2ヶ月目に測定を行い，CPM
の効果を検証するために分割プロット分散分析（2×2，CPM実施の
有無×術後経過（術後 14 日後，術後 2ヶ月後））を用いて検証した
（p＜0.05）．また，年齢，性別，アウトカムの術前測定値を共変量と
して使用した．
【結果】
CPM実施・非実施群の患者背景を 2群間比較した結果，年齢，性

別，Body Mass Index（p=0.187），認知機能，既往歴（Chronic Kid-
ney Disease，Diabetes Mellitus），術前膝屈曲伸展筋力・可動域，骨
格筋量，TUGに有意差を認める要因はなかった（患側屈曲可動域，
p=0.059）．術日から術後 2ヶ月目のアウトカム測定までの日数にも
2群間で差はなかった．分割プロット分散分析の結果，術側膝関節屈
曲・伸展ROM，TUGいずれも主効果，交互作用を認めなかった．
【考察】
術前の身体機能が高く維持されている初回片側患者においては，

CPMの使用の有無に関わらず術後膝ROM，TUGには影響がない．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は「ヘルシンキ宣言（2013 年 10 月改定）」を遵守した．当
院倫理審査委員会の承認を得て，患者には十分な説明を行い，同意を
得た．



O-215 一般演題 35 人工膝関節

人工膝関節置換術前の座位行動が術後の身体機能回復
に与える影響―前向きコホート研究―

岡 智大 1,2）・小野 玲 2）・坪井 大和 2）・加賀 威浩 3）・
田村 典子 1）・山本 洋輔 3）・和田 治 1）

1）あんしん病院 リハビリテーション科
2）神戸大学大学院 保健学研究科 地域保健学領域
3）あんしんクリニック リハビリテーション科
Key words / 人工膝関節全置換術，身体機能回復，座位行動

【はじめに、目的】
人工膝関節置換術（以下：TKA）後の身体機能回復に関連する要
因の一つに、身体活動が挙げられる．身体活動は歩数などの身体活動
量だけでなく身体活動強度も重要であり、強度別に座位行動（不活
動）、低強度、中・高強度の 3つに分類される．健常高齢者では座位
行動割合が高ければその後身体機能が低下すると報告されている
が、手術により除痛、機能改善が得られるTKA患者でも術後同様の
影響を及ぼすかは分かっていない．本研究の目的は、①TKA前後の
身体活動の推移を調査し、②術前の座位行動が術後の身体機能回復
に与える影響を検討することである．
【方法】
対象は初回TKAを施行する患者 82 名（年齢 72.1 ± 5.9 歳、女性 67
名、body mass index（以下：BMI）：26.1 ± 5.4 kg/m2）とした．評
価時期は術前、術後 6ヶ月とした．身体機能評価は患者立脚型膝機能
（以下：new KSS）の総得点と下位項目（症状、患者満足度、患者期
待度、日常生活動作）、Timed up ＆ go test（以下：TUG）、膝関節伸
展筋力を用いた．身体活動評価にはActive style pro HJA-350IT（オ
ムロン社）を使用し、歩数、身体活動強度を算出した．身体活動強度
は座位行動（1.5Mets 以下）、低強度（1.6 - 2.9 Mets）、中・高強度以
上（3.0Mets 以上）に分類し、装着時間で除した割合を用いた．統計
解析は、TKA前後の身体活動の推移は反復測定一元配置分散分析お
よびBonferroni の多重比較法を用いた．さらに、従属変数に身体機
能の変化量（術後 6ヶ月－術前）、独立変数に術前の座位行動、交絡
変数に年齢、性別、BMI、変形性膝関節症の重症度、術前の中・高強
度活動、術前の評価項目を投入した重回帰分析を用いた．有意水準は
5％とした．
【結果】
TKA前後で歩数は有意に増加していた（術前 3724 ± 1996 歩、術
後 6ヶ月 4020 ± 2351 歩、p = 0.03）が、身体活動強度は変化がなかっ
た．術前に座位行動割合が高い患者はTKA後の new KSS 総得点
（β = -0.79、 p = 0.03）、下位項目の症状（β = -0.14、 p = 0.04）、患
者満足度（β = -0.21、 p = 0.04）、日常生活動作（β = -0.40、 p =
0.03）の改善が有意に低値であった．new KSS の患者期待度、膝関節
伸展筋力、TUGは影響を受けていなかった．
【結論】
座位行動の割合が高い高齢者は慢性痛や動作能力低下を招くと報
告されている．TKA患者においても、術前後で座位行動に変化がな
かったため、術前の座位行動割合が高ければ術後も割合が高く、除
痛、動作能力の回復に悪影響を与えていたと考えられる．また、患者
満足度は 痛や動作能力と関連が強いため、 痛や動作能力を介し
て患者満足度にも影響したと考えられる．本研究は、TKA後に良好
な身体機能回復を得るために術前の座位行動に着目する必要性を示
唆している．
【倫理的配慮、説明と同意】
全対象者に対して本研究の主旨・内容・データ利用に関する説明
を行い、書面にて同意を得た。本研究はヘルシンキ宣言に基づいて計
画され、当院倫理委員会の承認を受け実施した．
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人工膝関節置換術後患者のデュシェンヌ現象を出現さ
せる因子の検討

山崎 啓・鈴木 涼子・清水 大輔・新井 啓一・谷口 拓也

医療法人社団永生会永生病院

Key words / 人工膝関節置換術，デュシェンヌ現象，Extention Lag

【はじめに】
人工膝関節置換術（以下，TKA）患者で，荷重時に体幹を患側へ

傾けるデュシェンヌ現象を呈する症例を経験する．一般的に，デュ
シェンヌ現象は中殿筋の筋力低下や股関節内転の可動域制限によっ
て出現するという報告を散見する．しかし，デュシェンヌ現象につい
ての研究は股関節疾患が多く，他関節への検討やTKA患者を対象
とした報告は少ない．本研究では，TKA術後患者のデュシェンヌ現
象を出現させる因子を股関節・膝関節・足関節の 3要素から検討す
ることを目的とした．
【方法】
対象者は当院にて 2018 年 10 月から 2019 年 4 月までにTKAを

施行した患者で，再置換術例，他関節疾患合併例，受動術施行例を除
いた 28 名 34 膝（両膝TKA施行患者 6名を含む）．対象者の内訳は，
男性 1名，女性 26 名，平均年齢 73.1±7.3 歳，身長 150.7±5.1cm，体
重 59.7±8.9kg，在院日数 28.9±8.7 日である．評価項目は，退院時の
デュシェンヌ現象有無，股関節内転可動域，股関節外転筋力，術後大
腿脛骨角（以下，FTA），術前膝関節伸展制限，膝関節伸展筋力，膝
伸展不全（Extention Lag：Lag）の角度，足関節舟状骨沈降度
（Navicular Dropping Test：NDT）について調査した．デュシェ
ンヌ現象有無は，患側の片脚立位時に患側への体幹傾斜が認められ
る場合をデュシェンヌ現象陽性とした．膝関節伸展筋力と股関節外
転筋力はアニマ社の µTasF-1 を用いて，2回測定した平均値をアー
ム長で乗じた関節モーメントを筋力値（Nm）とした．Lag は端座位
での膝関節伸展における自動・他動可動域の差を計測した．NDT
は荷重・非荷重位にて舟状骨粗面と床面の距離を測定し，その差を
算出した．統計解析はデュシェンヌ現象有無を従属変数，他の項目を
独立変数とし，ステップワイズ法による多重ロジスティック回帰分
析を行った．統計処理にはR2.8.1 を使用し，有意水準は 5％とした．
【結果】
デュシェンヌ現象陽性群は 24 例，無し群は 10 例であった．デュ

シェンヌ陽性群の平均は，股関節内転可動域 11.7±3.9° 股関節外転
筋力 25.7±9.6Nm，術後 FTA172.7±2.2°，術前膝関節伸展制限 5.8
±5.5°，膝関節伸展筋力 37.0±16.6Nm，Lag3.9±4.9°，NDT7.4±6.8
mmであった．多重ロジスティック回帰分析の結果抽出された変数
は，股関節内転可動域：OR1.20，95％CI0.92‐1.58，股関節外転筋力：
OR1.11，95％CI0.97‐1.27，術後 FTA：OR0.69，95％CI0.48‐0.99，
Lag：OR1.61，95％CI1.04‐2.06 であった．（モデルX二乗検定：P
＜0.01）
【結論】
オッズ比から，特に Lag は TKA術後患者のデュシェンヌ現象へ

の影響が大きいことが示唆された．羅患期間における他関節の機能
低下も考えられるが，膝機能に着目した最終伸展域での支持機能獲
得が重要であると考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は永生会倫理委員会の承認を得た．（承認番号：18-09）対象

者には事前に研究の主旨について充分に説明し，書面にて同意を得
た．
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人工膝関節全置換術後の身体機能，歩行・バランス能力
およびQOLの 1年間の推移

星野 太一 1,2）・土屋 謙仕 2）・岡元 翔吾 3）・皆川 幸光 1）・
木村 典子 1）・畑山 和久 4）・寺内 正紀 1,4）

1）JCHO群馬中央病院リハビリテーション部 2）群馬大学大学院保健学研究科
3）国立スポーツ科学センターハイパフォーマンス・ジム
4）JCHO群馬中央病院整形外科

Key words / 人工膝関節全置換術，身体機能評価，JKOM

【はじめに，目的】
本邦の人工膝関節全置換術（以下，TKA）後 1ヶ月（退院時）・6ヶ
月・12 ヶ月における身体機能，歩行・バランス能力および日本版膝
関節症機能評価尺度（以下，JKOM）を経時的に追跡し，比較した調
査はまだ少ない．そのため，我々はTKA術後身体機能，歩行・バラ
ンス能力および JKOMの推移を検討し，術後の回復過程を明らかに
することを目的に調査を実施した．
【方法】
対象は，平成 27 年 12 月～平成 29 年 12 月の間にTKAを施行さ
れた者とし，術後検診を受診し身体機能，歩行・バランス能力および
JKOMによるQuality of life（以下，QOL）評価を退院時・6ヶ月・
12 ヶ月と経時的に評価可能であった患者 103 名（男性 23 例，女性 80
例，平均年齢 75±6 歳）とした．除外基準は，認知症，退院後の骨折・
脳 塞・腰痛・腰部脊柱管狭窄症，両側同時手術，精神発達遅滞，
データ欠損の者とした．QOL評価は，JKOMを使用して測定した．
検査項目は，患者背景因子として，年齢，Body Mass Index，既往歴
を調査した．身体機能評価は，術側及び非術側の膝関節伸展筋力，膝
関節屈曲・伸展角度，握力，Numerical Rating Scale（以下，NRS）を
測定した．歩行・バランス能力の評価は，Timed Up and Go（以下，
TUG），10mMaximum walking speed（以下，10mMWS），Functional
Reach Test を測定した．統計処理は，各時期における評価項目に対
して，一元配置分散分析およびフリードマン検定を行った．多重比較
を行った際の補正はBonferroni で行った．
【結果】
順序尺度は中央値，間隔尺度は平均値で算出した．有意差のあった

項目は，JKOM総点（退院時・6ヶ月：30 点・15 点），JKOM「膝の
痛みやこわばり」（退院時・6ヶ月：9点・5点），JKOM「日常生活の
状態」（退院時・6ヶ月：10 点・6点），JKOM「ふだんの活動など」
（退院時・6ヶ月：8点・3点），JKOM「健康状態について」（退院
時・6ヶ月：2点・1点），術測安静時NRS（退院時・6ヶ月：1・0），
術測歩行時NRS（退院時・6ヶ月：1・0），術測下肢伸展筋力（退院
時・6ヶ月：0.23kgf/kg・0.35kgf/kg），TUG（退院時・6ヶ月：10.56
秒・8.82 秒），10mMWS（退院時・6ヶ月・12 ヶ月：1.18m/秒・1.38
m/秒・1.42 m/秒）であった．
【結論】
TKA術後患者は退院時から術後 6ヶ月にかけて有意にQOL，身

体機能，歩行・バランス能力の改善を認めた．歩行能力のみ術後 6ヶ
月から 12 ヶ月にかけても改善を認めたが，その他の項目は有意な改
善がなかった．TKA術後患者のリハビリにおいて，予後説明は重要
である．今回の結果から，TKA術後患者への予後説明において 6ヶ
月時点でQOL，身体機能，歩行・バランス能力の向上を得られるこ
とが分かった．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は JCHO群馬中央病院研究倫理審査委員会の承認のもと実
施された（承認番号：2015-045）．対象となる患者には口頭と書面に
て研究の内容を説明し，同意書に署名を得た．得られた情報は個人の
情報が特定されないよう努めた．

O-218 一般演題 35 人工膝関節
人工膝関節全置換術後における 歩行自立未獲得に関
連する因子の検討～術後 2週クリニカルパスの実績か
ら～

白木 剛志 1）・廣重 愼一 1）・前田 純一郎 2）

1）長崎みなとメディカルセンターリハビリテーション部
2）長崎みなとメディカルセンター整形外科

Key words / 人工膝関節全置換術後，術後 2週クリニカルパス， 歩行自立未獲得

【目的】
日本における人工膝関節全置換術（以下TKA）症例は増加の一途

をたどり，年間 8万件まで増加している．術件数増加に対する医療効
率化が近年の課題であり，多くの病院でクリニカルパス（以下パス）
が導入されている．当院においても 2週間のパスを採用しており，早
期に自立歩行獲得することが必要とされている．しかし，14 日目の
アウトカムを 歩行自立獲得としているが適用基準 70％に対して
2018 年度は 46％と 歩行自立に至っていない患者が多く，未獲得
要因を検討する必要がある．本研究は，当院でのTKA14 日目におけ
る 歩行自立未獲得に関連する不良因子を明らかにすることを目的
とした．
【対象と方法】
対象は 2017 年 4 月～2019 年 3 月までに当院に入院しリハ処方が

あったTKA患者 52 例（調査項目に欠損があった者，認知症や術後
せん妄が持続し調査が困難であった者は除外）．調査項目は基本情報
として性別，年齢．医学的情報として術前項目は歩行能力，JOA
score，膝関節屈曲，伸展可動域，膝伸展筋力，WBI，TUG，10m
歩行 test，BI．術後項目はCRP・TP・CK・HGB値とした． 歩行
自立の判定基準はTUGにてカットオフ値（13.5 秒以内）を達成した
者， 歩行 50m連続可能な者，担当理学療法士と病棟スタッフで病
棟ADL状況を確認し自立と判定された者とする 3条件を満たす事
とした．統計処理は対象を術後 14 日目での 歩行自立達成群，未達
成群に分けMan-Whitney の U検定にて各項目の 2群間比較を実
施．次に 歩行自立の可否を従属変数，年齢を調整因子として調査項
目を独立変数としたロジスティック回帰分析を行った．統計解析に
はRを使用し，有意水準は 5％未満とした．
【結果】
対象者内訳は 歩行自立達成群 24 例，未達成群 28 例であった．2
群間比較では術前TUG，術前 10m歩行 test，術前 BI において有意
差を認めた（P＜0.05）．ロジスティック回帰分析の結果においては術
前TUG（OR1.22，95％CL1.05-1.43，P＜0.05），術前 10m歩行 test
（OR2.84，95％CL1.49-5.42，P＜0.05）が抽出された．ROC分析を行っ
た結果，最も有効な統計学的カットオフ値は術前TUG12.1（感度
0.667，特異度 0.786），術前 10m歩行 test14.5（感度 0.958，特異度
0.786）であった．
【結論】
本研究結果より，パス期間中の 歩行自立未獲得に関係する因子
としては他の先行研究と同様に術前TUG，10m歩行 test が抽出さ
れた．この事より早期 歩行自立獲得には術前の筋力や可動域と
いった単一的な膝関節機能だけでなく，複合的動作能力が関係して
いる事が確認された．また，これら不良因子のカットオフ値が明らか
になった事から， 歩行自立が遅延する患者の具体的な特徴を予測
できる指標の一助となることも示唆された．
今後，不良因子を持つ症例に対する効果的な理学療法の検証作業

等も実施し，パス期間中の 歩行自立獲得率向上へと繋げていきた
い．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は当院倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号：

No.R01－002）
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座位での骨盤後傾角度の違いが循環応答に及ぼす影
響―心拍出量に着目して―

梅田 和也 1,3）・荒牧 隼浩 2）・柿崎 藤泰 3）

1）IMS（イムス）グループイムス東京葛飾総合病院リハビリテーション科
2）IMS（イムス）グループ板橋中央総合病院リハビリテーション科
3）文京学院大学大学院保健医療科学研究科

Key words / 座位姿勢，心拍出量，循環応答

【はじめに、目的】
呼吸動態は姿勢変化により影響を受ける。その原因としては、姿勢変
化により横隔膜に代表される呼吸筋の収縮様式に影響を与えること
が一因として考えられる。例えば、胸腰椎の後弯を伴う不良姿勢では
横隔膜前方部分は垂れ下がり、呼吸に伴う横隔膜の機能は低下する
とされている。そのため、姿勢による横隔膜機能の変化に対し、呼吸
ポンプに代表される循環応答の作用も変化することが予想される。
そこで今回は、骨盤後傾角度の違いによる循環応答ついて、興味深い
知見が得られたので報告する。
【方法】
対象者は本研究の説明をし、同意を得られた 20 歳以上の健常成人男
性 20 名（年齢 27.5±3.01 歳）とした。除外基準は脊椎や胸郭に著明
な変形のある者、既往に循環器・呼吸器疾患を有する者とした。心機
能測定装置タスクフォースモニタ（CNSystems 社製）を使用し SV
（一回拍出量）、HR（心拍数）、CO（心拍出量）を各姿勢で測定し、
SV、COを体表面積で正規化した数値を SI、CI として算出した。各
姿勢は、安静座位、10° 骨盤後傾座位、最大骨盤後傾座位にて 2分間
の安静経過をそれぞれ測定した。統計学的解析には統計ソフトウェ
ア SPSS（IBM社製）を用い、一元配置分散分析および多重比較に
LSD法を使用し、有意水準は 5％未満とした。
【結果】
測定時間内におけるCI の平均値にて、安静座位（2.76±0.32L/min/
m2）、10° 骨盤後傾座位（2.78±0.33L/min/m2）、と比較し最大骨盤後
傾座位（2.52±0.32L/min/m2）ではそれぞれ優位に低値を示した。
（p＜0.05）また、SI に関しては優位な差を認めなかった。
【結論】
本研究結果から、各姿勢間においてCI の数値は変動することが示唆
された。CI の変動は SVと HRの変化により規定され、特に SVの変
動は心臓へ流入する静脈還流量によって規定される。今回骨盤最大
後傾位の姿勢において、CI が各姿勢よりも優位に低値を示したこと
は、上記の機序が関与するものと考えられ、安静に保持した状態の座
位姿勢において、骨盤が最大後傾位となると、安静位、骨盤 10° 後傾
位と比較し呼吸ポンプに代表される静脈還流を維持する機能の低下
が生じたものと考える。
【倫理的配慮，説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき、各対象者に対して本研究の目的や方法な
どの概要、本研究の参加によって生じる利益・不利益、その他必要な
事項を説明し同意を得た。本研究への参加は、各対象者の自由意思に
従うものであることを十分に説明し実験中に参加拒否を示しても不
利益が生じないことを説明した。

O-220 一般演題 36 基礎研究

足関節背屈運動時の足関節後面皮膚の伸張性について

田上 郷史・本田 裕貴・河津 弘二・木下 久仁子・
河﨑 靖範・槌田 義美

熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法科

Key words / 足関節背屈，足関節後面皮膚，伸張性

【はじめに、目的】
足部疾患患者において，手術侵襲や固定による背屈制限を多く経験
する。これまでに，皮膚伸張性の影響については，膝関節での報告
（和田，2012）やラットを用いて行われた，背屈ROM制限は皮膚切
開で 10％改善するといった報告がある（岡本，2014）。しかしながら，
足関節後面皮膚の伸張性を調査した報告は見当たらない。そこで本
研究は，足関節背屈における足関節後面皮膚の伸張性について検討
することを目的とした。
【方法】
整形外科・神経学的に問題がない健常者（当院職員男女各 15 名，年
齢 28.16±3.84 歳）の右足関節後面皮膚を 4区画に分け各背屈角度で
皮膚伸張距離を計測した。区画決定は，最初に足関節 0° で，アキレ
ス 中央線と内外果中央線の交点をマークし，内外果-アキレス 交
点とした。次に，踵骨隆起下端部をマークし，内外果-アキレス 交
点との中点をマークした。中点によって得られた 1/2 の距離を基準
距離とした。最後に，内外果-アキレス 交点から，アキレス 中央
線に沿い，基準距離と同じ長さを，近位へ 2点マークした。5点から
得られた 4区画を，近位からアキレス 近位部（近位部），アキレス
中間部（中間部），アキレス 遠位部（遠位部），踵骨部とした。測

定は，腹臥位，膝屈曲 30° で，背屈 10°，20°，最大背屈位における 4
区画の距離（mm）をメジャーで測定した。得られた距離から，伸張
差｛（求める背屈角度での距離）-（求める背屈角度-10° での距離）｝を
求め，伸張率（伸張差/基準距離×100）を算出（和田，2012）し，伸
張性の指標とした。各角度（0-10°，10-20°，20°-最大，以下数値省略）
における区画間と各区画における角度間の比較を一元配置分散分析
後、多重比較検定で行った。
【結果】
各角度における区画間の比較では，20-最大において，中間部で他区
画と比較し有意に高い伸張率であった（p＜0.01）。各区画における角
度間の比較では，中間部，遠位部，踵骨部において 20°-最大で 0-10°
と比較し，高い伸張率であった（p＜0.01）。近位部においては，両比
較で伸張率に有意差はなかった。
【結論】
20°-最大で，中間部は他区画に比べ伸張性が高いことが示唆された。
本研究における，中間部下部区画の遠位部は，皮膚が集約し，伸張さ
れやすい部位と述べられている（福井，2010）。また，上部区画の近
位部は，本研究で伸長性が低いことが示唆された。さらに，皮膚が伸
張されにくい部分は，他部位が補うように動くと報告されている
（Rolf.I，1978）。これらから，皮膚集約がある遠位部が背屈 20° まで
に伸張され，それ以降，伸張性が低い近位部を固定源とし，遠位部の
伸張を補うように中間部が伸張されたことが考えられる。本研究の
結果から，20° 以降の背屈獲得を目指す際，中間部と他部位との伸張
性の違いを考慮した評価が有効になることが示唆された。
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究は，対象者へ口頭で説明し，同意を得て実施した。
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Easy AngleⓇを用いた関節可動域測定の信頼性・妥当
性の検証

大野 智貴

信州大学医学部附属病院リハビリテーション部

Key words / EasyAngle，関節可動域測定，角度計

Easy AngleⓇを用いた関節可動域測定の信頼性・妥当性の検証
大野智貴1）、川内翔平2）、山本周平1）、池上章太1）、堀内博志1）
1）信州大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2）信州大学 バイオメディカル研究所

【はじめに、目的】
関節可動域（ROM）測定は一般的に東大式ゴニオメーターが使用さ

れている。しかし、計測に両手を使用するため肢の固定が困難になる
などの問題点がある。そこで我々はEasy AngleⓇ（社名MEDEMA，
本社 Sweden）に着目した。Easy AngleⓇは 1 度刻みの角度を片手で簡
便に測定できるが、信頼性や妥当性は不明である。そのため、本研究
の目的はEasy AngleⓇを用いた ROM測定の信頼性と妥当性を明ら
かにし、臨床で有効か検証することとした。
【方法】
対象は変形性膝関節症術後患者 17 脚とした。測定項目は術側の膝
関節屈曲（膝屈曲）、膝関節伸展（膝伸展）の他動ROM角度および大
腿脛骨角（FTA）とした。膝関節ROM測定は基本軸は大腿軸（大転
子-外側上顆）、移動軸は腓骨軸（腓骨頭-外果）とした。FTAは立位に
て大腿骨長軸と脛骨長軸のなす角度とした。
測定手順は、東大式ゴニオメーターを使用し、膝屈曲、膝伸展の順
で計測し、5° 単位で記録した。同様の手順でEasyAngleⓇを使用し計
測結果は 1° 単位で記録した。FTAは EasyAngleⓇ、X線画像の順に計
測を行い測定値を 1° 単位で記録した。X線画像上の計測は画像測定
ツールを使用した。
上記測定後、検者内信頼性検討のため同検者は 48 時間の間隔を空
けて再度測定を行い比較した。また検者間信頼性検討のため異なる検
者が同様の測定を実施した。測定は全て退院の約 1週間前に実施し
た。
検者内および検者間信頼性の検討としてEasyAngleⓇを使用した

ROM測定の級内相関係数（ICC）を算出した。妥当性の検討は Pear-
son の積率相関係数を算出した。統計学的有意水準は 5％未満とした。
【結果】
EasyAngleⓇを使用した膝屈曲、膝伸展ROM測定に関する検者間

ICCは、それぞれ 0.97、0.96 であった。同測定の検者内 ICCは、0.98、
0.96 であった。
東大式ゴニオメーターとEasyAngleⓇの膝屈曲 ROM測定に関する
相関係数は r＝0.97（P＜0.01）、膝伸展ROM測定に関しては r＝0.84
（P＜0.01）であった。また、X線画像とEasyAngleⓇの FTA測定に関
する相関係数は r＝0.58（P＜0.05）であった。
【結論】
EasyAngleⓇの ROM測定に関する検者間、検者内 ICCは高い信頼

性が示された。また、従来の測定法である東大式ゴニオメーターとの
強い相関関係も示し妥当性も認められた。しかし、X線画像とは中等
度の相関にとどまった。体表からFTAを計測する難易度の高さが誤
差を生じさせた可能性が考えられる。
測定時に両手を使用する必要が無くROM測定について十分な信
頼性、妥当性を有するEasyAngleⓇは一般的なROM測定機器として
有用であり今後の普及が期待される。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は信州大学医学部医倫理委員会の承認を得た。被験者には研
究の目的および測定内容を説明し参加の同意を得た。

O-222 一般演題 36 基礎研究

広背筋ストレッチが股関節屈曲筋力に与える影響につ
いて

北山 達也 1）・鈴木 則幸 1）・浅見 勇太 1）・川井 誉清 1）・
山本 晋士 2）・神川 康也 2）

1）松戸整形外科病院リハビリテーションセンター
2）松戸整形外科病院人工関節センター

Key words / 股関節屈曲筋力，広背筋テスト，広背筋ストレッチ

【はじめに、目的】
臨床において股関節周囲筋の機能が重要であることは周知の通りで
あり、特に股関節屈曲筋は骨盤前傾・腰椎の安定作用があり、日常生
活レベルからスポーツレベルに渡りその機能は不可欠である。股関
節屈曲筋は直接的アプローチの他に他部位からのアプローチによっ
て機能改善することも経験する。そこで本研究の目的は、体幹からの
アプローチによる股関節屈曲筋の変化量を検討することとした。
【方法】
対象は健常成人男性 23 名（27.6±5.3 歳）とした。測定項目は広背筋
テスト、股関節屈曲筋力、介入項目は広背筋ストレッチを行い、介入
前後の股関節屈曲筋力の変化量を検討した。広背筋テストは座位で
頭部から殿部まで壁に固定して胸椎の影響を排除して行った。群分
けは亀山らの方法を参考に、肘の高さが鼻より高かった陰性群（7
名）、鼻と同じあるいは低かった陽性群（9名）、コントロール群（7
名）とした。股関節屈曲筋力の測定肢位は足底が床面に触れない安静
端座位で行い、酒井医療社製徒手筋力計モービーを用いて 2回計測
しその平均値を測定値とし体重で除して正規化し、筋力値とした。股
関節屈曲筋力の変化量は介入前後の筋力値の差をパーセント表記し
た値とした。なお測定側は全て右側に統一し、測定時の代償動作は全
く許さずに行った。広背筋ストレッチは陽性群・陰性群に対して
行った。測定肢位は座位で両上肢最大挙上の最大側屈位で行った。ス
トレッチ時間は先行研究を参考に左右ともに 30 秒ずつとした。コン
トロール群は 1分間の休息を設けた。統計学的検討は一元配置分散
分析および多重比較検定を行った。有意水準は 5％とした。
【結果】
股関節屈曲筋力変化量は陽性群で 1.83％、陰性群で－2.00％、コント
ロール群で 1.06％となり陽性群と陰性群で有意差を認めた（p=
0.04）。陽性群とコントロール群（p=0.24）、陰性群とコントロール群
（p=0.64）となり、有意差を認めなかった。
【結論】
陽性群と陰性群では股関節屈曲筋力変化量に有意差を認め、コント
ロール群とはいずれも有意差を認めなかった。広背筋ストレッチに
よって股関節屈曲筋力が陽性群はわずかに増加傾向、陰性群はわず
かに低下傾向であったことが示唆された。広背筋は胸腰筋膜を介し
て反対側の大殿筋と連結しており、広背筋の柔軟性低下は大殿筋の
柔軟性低下まで波及すると考えられる。大殿筋の柔軟性低下は腸腰
筋を相反抑制していると考えられ、陽性群において広背筋ストレッ
チ後に股関節屈曲筋力の増加傾向がみられたと考えられた。本研究
の股関節屈曲筋力の測定肢位は足底と床面が接触しておらず、体幹
の固定性が影響する肢位となっていた。そのため、陰性群は胸腰筋膜
に付着している広背筋をストレッチしたことにより体幹の固定性が
低下し股関節屈曲筋力の低下傾向がみられたと考えられた。
【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言を基づき本研究の趣旨を十分に説明し同意を得た上
で行った。
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動的物体の聴覚定位と視覚定位について

今野 久美子 1,2）・渡邊 昌弘 3）

1）東北大学医学系研究科 2）国見青葉翔裕園 3）つくば国際大学

Key words / 音源定位，聴覚定位，視覚定位

【はじめに、目的】
スポーツ競技では、絶えず変化する複雑な環境の中で素早く的確
な判断の下、行動を起こす必要がある。人間は視覚と聴覚などから得
られた情報を処理し物体の定位をおこなっている。このような物体
定位の研究は多くが静的物体であるが、動的物体に対するものは散
見される程度である。そこで本研究は、動的物体における視覚定位と
聴覚定位の差異を明らかにすることを目的とした。
【方法】
対象者は、一般健常男性 10 名（年齢 21.3±0.67 歳、身長 171.8±5.43
cm）とした。対象者の肢位は床から目の高さが 120cmになる高さで
顎を台に乗せ頭部を固定した座位姿勢とした。対象者に対し、前方・
後方・右側方（前）・右側方（後）の 4方向からボールを転がし、ボー
ルがつま先に到達した瞬間に、スイッチを押すよう指示した（反応誤
差）。条件は開眼（視覚定位）と閉眼（聴覚定位）とし、視覚定位は
フットサルボール使用、2m前方の点を注視する「注視あり」と目線
を自由に動かしても良い「注視なし」、音源定位はブラインドサッ
カーボール使用、アイマスクにて見えない状態とした。各条件でボー
ル速度はランダムとし 11 投実施した。得られたデータから、それぞ
れの方向と条件毎にボール速度と反応誤差に関して相関関係を調べ
た。統計には IBM SSPS Statistic25 を用い、Pearson の相関係数を求
めた。有意水準は 5％とした。
【結果】
ボール速度と反応時間において、聴覚定位では前方に中等度の相
関が認められ（r=0.419 p＜0.001）、後方では低い相関が認められた
（r=0.352 p＜0.001）。右側方（前）は低い相関が認められ（r=0.336
p＜0.001）、右側方（後）では中等度の相関が認められた（r=0.446
p＜0.001）。視覚定位では「注視なし」の条件において、右側方（前）
と右側方（後）で低い相関が認められた（r=0.210 p＜0.05，r=0.332
p＜0.001）。
【結論】
これまでの研究で視覚定位では物体の方位、物体の変化するス
ピードを認識する。一方、視覚を遮断した聴覚定位では物体の位置を
認識し、さらに静止している物体の方向を把握することが可能であ
ると示唆されている。今回の結果から、聴覚による音源定位はゆっく
りの速度では認識が可能であるが，速い音の動きに対しての認識が
困難であることが明らかとなった。したがって、日常生活の中では視
覚定位から物体定位を判断、処理している可能性が高く、聴覚定位に
比べて動的物体処理速度が速いと考えられた。また、聴覚定位は動的
物体の中でも速度の遅い物体に対しては、静的物体と同様に物体定
位が可能であったと推察された。
【倫理的配慮，説明と同意】
被験者には本研究の趣旨や目的及およびデータの管理、使用につ

いて、個人情報は一切公開しないことを口頭、書面にて説明し同意を
得た。また、本研究への協力は自由意志であり被験者はいかなる場合
も不利益を被ることなく、同意した後もいつでも撤回することがで
きる事を説明し同意を得て実施した。

O-224 症例報告 11 足関節・足部

超音波画像診断装置による脛腓間距離評価の有用性―
Maisonneuve 骨折の一症例を通して―

小田 克成 1）・篠田 光俊 2）・青木 一樹 1）・山下 渓士郎 1）・
木下 菜摘 1）・田中 正俊 1）・西尾 真 3）・松井 純一 3）

1）松井整形外科リハビリテーション部 2）吉田整形外科病院
3）松井整形外科

Key words / 遠位脛腓関節，エコー，評価

【症例紹介】
遠位脛腓関節の不安定性は、 痛・足関節不安定性・変形性足関
節症を引き起こすリスク因子とされている。
今回、 Maisonneuve 骨折に伴う遠位脛腓関節の不安定性に対し、

我々が考案した超音波画像診断装置（以下、エコー）による脛腓間距
離評価を用いたリスク管理のもとに治療を行った症例について報告
する。
症例は 60 代男性で、階段を踏み外して受傷。レントゲン所見では、

Tibiofibular overlap 陽性・CT所見においても脛腓間離開を認め
た。受傷直後よりシーネ固定を 1週間行ったのち、軽度底屈位でギプ
ス固定を 3週間行った。リハビリは受傷翌日から開始となった。
【評価とリーズニング】
ギプス固定前（受傷後 1週）の脛腓間距離評価は、足関節自動背屈

において健側と比較し著明な離開を認めた（-5～5° 変化量：患側 1
mm健側 0.1mm）。
ギプス除去後（受傷後 4週）の理学所見は、足関節他動背屈時に距

腿関節前外側部に 痛を認め、圧痛は前下脛腓靭帯・三角靭帯脛舟
部・距骨滑車外側面前方に認めた。関節可動域は足関節他動背屈 5
度と著明な可動域制限を有していた。脛腓間距離評価は、受傷時と比
較し脛腓間距離の減少を認めた（-5～5° 変化量：患側 0.5mm）。
【介入と結果】
背屈可動域練習は、脛腓間距離評価により変化量の左右差・前回

との差がないことを確認しながら進めた。その結果、受傷後 6週で
痛は消失し、脛腓間距離評価は自他動ともに左右差が消失した（-5～
10° 変化量：患側 0.2mm 健側 0.3mm）。その後も脛腓間距離評価は
変化量の左右差・前回との差を認めなかった。受傷後 10 週で可動
域・筋力ともに左右差のない状態となり、遠位脛腓関節の不安定性
における整形外科的テストは全て陰性であった。受傷後 11 週で理学
療法終了となった（-5～20° 変化量：患側 0.1mm健側 0.2mm）。
【結論】
エコーによる脛腓間距離評価における我々の研究では、脛腓間測

定方法を規定することでMRI とエコーの測定値に強い相関関係を
認め、その妥当性を証明した（aoki et al, 2017）。また、検者内・間と
もに高い信頼性を報告している（aoki et al, 2018）。この評価方法を用
いることで、足関節背屈に伴う脛腓間離開をリアルタイムに確認で
き、離開距離の数値化が可能である。そのため脛腓間距離評価の変化
量の左右差・前回との差を比較することで理学療法における脛腓間
離開に対するリスク管理が可能となる。今回、遠位脛腓関節の不安定
性に脛腓間距離評価を用いて理学療法を行い、 痛や背屈時の過度
な離開を残さず理学療法を終了したことから、我々の考案した脛腓
間距離評価は臨床的に有用な評価方法であると考える。しかし、一症
例であるため、今後症例を増やして検討する必要がある。
【倫理的配慮、説明と同意】
発表にあたり症例には本研究の主旨を説明し、同意を得た。
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足関節外果骨折により歩行時痛と不安定感を訴えた症
例 固有感覚情報に着目した介入経験

石田 和希 1）・奥埜 博之 1）・赤口 諒 1,2）

1）摂南総合病院 認知神経リハビリテーションセンター
2）畿央大学大学院 健康科学研究科 神経リハビリテーション研究室

Key words / 足関節外果骨折，機能的不安定性，固有感覚情報

【症例紹介】
右足関節捻挫と外果骨折を呈した 20 代男性。本症例は、固定・免荷
期間を経て、全荷重を開始した時期（受傷後 60 日目）に、筋力や可
動域に問題は無いにも関わらず、足部に歩行時痛や不安定感を訴え
ていた。このような機能的不安定性や 痛に対し、固有感覚情報に着
目した評価と介入を行った結果、良好な結果を得たので報告する。
【評価とリーズニング】
著明なROM制限や筋力低下は認めなかったが、歩行時に「ぐねりそ
う」と主観的な不安定感を訴えていた。歩行は右荷重応答期で後足部
の過度な回外と下腿外側傾斜がみられ、右外果上後方に 痛（VAS
2.7cm）を認めていた。足関節の機械的不安定性の評価では、右距骨
下関節のみ回外の過可動性を示し、踵腓靭帯の制動力低下が推察さ
れた。また、後足部回外位を正中位と誤認しており、右下肢での片脚
立位は保持困難であった。これは、踵腓靭帯の制動力低下に加えて、
過度に回外した状態を正中と誤認しているという固有感覚情報の問
題が片脚立位の不安定性と腓骨筋群の過剰な防御性収縮を招き、
痛が生じているのではないかと考えた。
【介入と結果】
足関節の回内外によって、荷重時の支持感と 痛が変化することを
教示することを目的として、立位にて 72cm2の長方形のバネ付きス
プリングプレートを用いた。これは内側と外側でバネ強度の設定が
可能で、強度に応じて変化する後足部の回内外の程度や反力の変化
について問う介入を 40 分間実施した。初めは回外方向への動きに対
する認識が不良でプレートの制動も困難であったが、足関節の運動
覚情報やプレートとの接触部位に注意を向けるように教示すること
で、回外方向への動きと正中位の認識が可能となり、プレートの制動
が可能となった。介入直後、歩行において荷重応答期での後足部回外
と下腿外側傾斜の減少を認め、主観的な不安定感の訴えと 痛は消
失した。また、右下肢での閉眼片脚立位が 15 秒間保持可能となった。
【結論】
足関節の捻挫後には固有感覚の低下を生じるとする報告（太田，
2007）や、足底部の知覚情報は運動の修正を図る役割を担っていると
報告されている（沖田，2007）。今回、荷重時に 痛と不安定感を生
じている症例に対し、回内外の運動方向の認識不良や水平位の誤認
といった固有感覚情報の問題に着目した介入を実施し、良好な結果
を得たことは、前述の知見を支持するものであると考える。本症例へ
の介入経験を通して、関節の固有感覚機能の低下を評価し、荷重時の
不安定性や 痛との関連性を分析して介入することの重要性が示唆
された。今後はより客観的な評価指標を用い、症例数を積み重ねて検
証していきたい。
【倫理的配慮、説明と同意】
本発表の趣旨と内容に関する詳細な説明を行い、同意を得た。
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足関節脱臼骨折術後に 痛が遷延し、足底板を使用し
痛の消失に至った一症例

稲垣 隼人・山本 良次

市立伊勢総合病院

Key words / 足関節脱臼骨折，回外足，足底板

【症例紹介】
80 歳代女性、独居。壁に釘を打つ際に脚立から転落し受傷。当院

受診後、足関節脱臼骨折（Lauge-Hansen 分類 SER stage IV）と診断
され手術目的に入院。受傷前は屋内伝い歩き、屋外シルバーカー自
立。既往歴に腰部脊柱管狭窄症、糖尿病があった。受傷 7日目に腓骨
側をシンセス性 LCP lateral distal fibra plate、脛骨側を distal tibia
plate で骨接合術を施行後、ギブス固定となった。術中所見では外果
は粉砕骨折、靭帯断裂は認めなかった。術後 7日目でギブスから
シャーレへと変更後、患肢免荷の指示で理学療法開始となった。理学
療法時のみシャーレ off が許可、関節可動域（ROM）訓練を開始した
が、積極的な内外反への介入は禁止された。
【評価とリーズニング】
初期評価時、ROMは左足関節背屈 0° 底屈 15° と制限があり、圧痛

を前距腓骨靭帯（ATFL）、踵腓靭帯（CFL）、二分靭帯、長腓骨筋
に認め、手袋靴下型にしびれを訴えた。また徒手筋力テスト（MMT）
は股関節外転 4/3、伸展 3/2 と左下肢で低下していた。術後 60 日で
ROMは足関節背屈 10° 底屈 40° 内反 30° 外反 20° と改善し、エクス
エイドアンクルを使用し全荷重での歩行が許可され、平行棒内歩行
を開始するも外果周囲にNumerical Rating Scale（NRS）7 程度の
痛を強く訴えた。術後 74 日で再評価を実施したところ、圧痛を腓骨
筋 鞘部、腓骨筋滑車部、踵立方関節裂 部、ATFL、CFL、二分靭
帯、足根洞に認めた。また足関節底屈、外反への等尺性収縮で外果後
方部に 痛を強く訴えた。歩行観察では前額面上で荷重応答期
（LR）～立脚中期（MSt）に左距骨下関節過回外（過回外）、右過回
内が確認できた。さらにテーピングを用い左回外制動、右回内制動す
ると、歩行時痛がNRS7 から 5へと即時的に軽減した。また本症例は
L.R～MSt 時に Trendelenburg 徴候が生じており、左過回外を助長
していた。さらに術後 70 日での CTより外果の骨癒合に伴い生じた
骨孔内を腓骨筋 が通過するように走行しており腓骨筋 鞘内圧が
上昇しやすい環境であったことも 痛遷延の原因であると考えた。
【介入内容および結果】
圧痛を認めた筋に対しリラクゼーションを実施したが歩行距離延

長に伴い 痛が再燃した。またエクスエイドアンクルでは後足部を
十分に制動出来ず 痛軽減が得られなかった。よって L.R～MSt 時
の後足部を直立化せることを目的に足底板を作成した。同時に股関
節筋力増強も実施したところ、術後 104 日でシルバーカー歩行自立
となり退院となった。退院時NRSは 3程度残存していたが、外来受
診時は 痛が消失していた。
【結論】
本症例は L.R～MSt 時に繰り返す左過回外により 痛が生じてい

た。後足部の直立化を目的に足底板を作成し 痛の消失に至った。足
関節骨折後に 痛が遷延する症例に対して L.R～MSt 時の後足部を
観察し、後足部の直立化を目指すことで 痛を軽減させる可能性が
示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本症例には本発表の目的と意義を口頭にて説明し同意を得た。
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リスフラン関節脱臼骨折術後の患者に対し足部アーチ
に着目し介入を行った一症例

秋吉 哉花 1）・加藤 邦大 1）・岩崎 潤一 2）・高間 省吾 1）・
石田 佳子 1）

1）千葉メディカルセンターリハビリテーション部
2）千葉メディカルセンター整形外科

Key words / リスフラン関節脱臼骨折，アーチ機能，動作修正

【症例紹介】
リスフラン関節脱臼骨折は比較的軽微なものから，交通事故など
の高エネルギー外傷に伴った脱臼骨折まで様々な原因がある．今回，
スポーツ外傷によりリスフラン関節脱臼骨折および舟状骨骨折を呈
し，スポーツ復帰に長期間を要した症例を担当した． 痛軽減，切り
返し動作の修正に難渋したが，足部アーチ機能に着目することでス
ポーツ復帰に繋げることが出来たため以下に報告する．
【評価とリーズニング】
症例は 30 代前半の男性，職業はイルカのトレーナーで，某年 12
月にバスケットボールプレー中に左足を強くついたことにより受傷
した．リスフラン関節脱臼骨折および舟状骨骨折と診断され，靭帯断
裂形成手術が施行された．術後 3週間の免荷後，徐々に荷重を進め，
7週間で全荷重となった．術後経過は良好で 5か月後にはイルカに
乗るパフォーマンスも可能となった．バスケットボール復帰につい
ては，仕事の都合上術後 10 か月から練習を再開したが動作時の 痛
の残存と切り返し動作時に母趾側で蹴りだせないとの愁訴が残存し
ていた．そこで改めて足部の機能，特にアーチ機能に着目して再評価
を実施した．カーフレイズや実際の切り返し動作の観察から，前足部
での支持が不十分のうえ足部内反により，荷重が小趾側に崩れ，母趾
側での蹴りだしが困難であった．立位姿勢から患側の内側縦アーチ
は健側に比べ高位であり，内返しテストから前距腓靭帯と踵腓靭帯
の緩さを認めるとともに筋力では足関節底屈，外返し，足趾屈曲で弱
化を認めた．足関節，足趾に著明な可動域制限は認めなかったが，回
内運動は健側に比べ硬く，踵立方関節および立方骨と第 4・5中足骨
間の足根中足関節に可動性低下を認めた．以上の所見から母趾での
切り返しを可能にするためには足部のアライメント修正と足部の回
内方向への可動性および筋力改善が必要であると考えた．
【介入と結果】
まず踵立方関節と足根中足関節のモビライゼーションを実施すると
共に後脛骨筋，長趾屈筋，長母趾屈筋のリラクゼーションを実施．ま
たタオルギャザーの際には立方骨を徒手的に持ち上げ，足部回内位
を保ちながら足関節底屈位でMTP関節屈曲を強調した．結果，踵立
方関節，足根中足関節の可動性及び足関節底屈筋群の筋機能改善に
伴い，カーフレイズ動作や切り返し動作における外側への崩れは軽
減し，母趾側での踏み込み，切り返し動作が可能となった．
【結論】
本症例を通し，手術や経過により骨折自体の改善は図れていても，

実際のスポーツ動作で機能的に足部を使用できない症例に対し，ア
ライメントを修正して筋収縮を促すことで動作の中でも機能的に働
かせることが可能となることが分かった．
【倫理的配慮、説明と同意】
発表にあたり症例には十分に説明し，同意・承諾を得た．
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距骨骨軟骨損傷に対するドリリング術後の骨癒合不全
によりMosaicplasty を施行した一症例

伊藤 憲生・宮ノ脇 翔・中宿 伸哉

吉田整形外科病院リハビリテーション科

Key words / 距骨骨軟骨損傷，Mosaicplasty，再手術

【症例紹介】
症例は 20 歳代の男性である。某日、他院にて右距骨骨軟骨損傷に

対し距骨滑車の病変部にドリリングが施行された。術後 6ヶ月経過
するも足関節痛が残存したため、当院紹介受診し、病変部の骨癒合不
全及び足関節拘縮と診断された。約 5ヶ月運動療法を行うも 痛は
残存し、骨癒合不全に対するMosaicplasty（以下、MP）が施行され
た。
【評価とリーズニング】
MP前の術前足関節可動域（患側/健側）は、背屈（25°/25°）、底屈

（°50/55°）であり visual analog scale（以下VAS）22mmの足関節痛
を認めた。
画像所見では、ドリリング施行前の単純X線像では、距骨内側後方
部に病変を認め、Berndt＆Harty 分類 stage3、CT画像ではFerkel＆
Sgalione 分類 stage3-B であった。MP前のMRI では、骨軟骨骨片を
認めた。
ドリリング後の骨癒合不全に対しMPを施行した本症例は、病変部
である距骨内側後方部の軟骨の修復を妨げないように運動療法を実
施する必要がある。歩行時における距骨への荷重は、立脚終期の足関
節背屈約 10° で距骨後方部への接触圧が最大となると報告されてい
る。さらに栃木らは距骨に病変部を認める場合、荷重開始直後に病変
辺縁部に圧集積が生じるとも報告しており、背屈角度が 10° 未満で
全荷重歩行を行った場合は病変部を含む距骨後方に荷重応力が集中
することが考えられる。また立脚中期以降、下腿三頭筋をはじめ後面
筋の tightness を認めると下腿前傾モーメントに対する拮抗力が高
まり距骨への荷重ベクトルが強くなると考え、運動療法では下腿後
面筋のストレッチングを中心として積極的に背屈可動域の改善を
図った。
【介入と結果】
術後 1週より運動療法が開始となった。術後 2週までの運動療法

はギプス固定下にて足趾屈筋群のリラクゼーション及びストレッチ
ングを実施した。術後 3週でギプス除去となった。この時点での可動
域は背屈 5°、底屈 35° であった。運動療法は、下腿後面筋のストレッ
チング、創部周囲軟部組織のmobilization を追加した。荷重はトゥー
タッチ程度に留めた。術後 4週で背屈可動域は 10° となったため、
徐々に荷重を増やした。術後 5週で背屈 18°、底屈 40° まで獲得し全
荷重を開始した。その後、術後 3ヶ月で背屈 25° と左右差が消失し、
痛も認めなかったため、術後 5ヶ月で仕事復帰し運動療法終了と

なった。
【結論】
ドリリング後の骨癒合不全に対しMPを施行した症例に対し、軟

骨修復を配慮し運動療法を実施でき、MPを施行しただけの過去の
報告と比較して同等の経過であり、良好な経過を辿ったと考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
症例には本発表の意義と目的について十分に説明し、書面にて同意
を得た。
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受傷前と同様の歩行を獲得した小児の両側踵骨骨折患
者の一症例～踵への荷重に注目して～

田垣 幸真 1）・岡田 誠 1）・中村 富志央 1）・上田 幸広 2）

1）松阪市民病院 リハビリテーション室
2）名張市立病院 整形外科

Key words / 小児踵骨骨折，踵への荷重，足圧分布

【症例紹介】
全骨折に占める踵骨骨折の割合は成人では 1～2％、小児では
0.005％に過ぎないと Jonasch E は報告し、12 歳以下の小児骨折のう
ち、踵骨骨折は 0.4％（3/702 例）と原らは報告している。今回、小
児の両側踵骨骨折術後のリハビリテーション（以下リハ）を経験し、
良好な結果を得たので報告する。症例は小学生の女児。身長 114cm、
体重 19kg。既往歴はなし。X年Y月に小学校で、授業の休憩時間に
4階の高さ 11mの図書館の窓から飛び降り受傷。アスファルトの上
に倒れているところを発見され当院へ救急搬送。2日後に手術施行。
リハは術後翌日より開始。介入開始時は両下肢免荷。術後 2週後より
両側 PTB装具着用で両松葉 歩行開始。術後 3週後で両松葉 歩行
自立。術後 4週で自宅へ退院し、翌日より外来リハ開始。術後 7週後
に抜釘手術施行。両足関節ROM訓練開始。術後 15 週後より足底板
装着下で両下肢 1/2 荷重で歩行開始。術後 17 週後から足底板を外し
た独歩開始となったが、踵への荷重は十分ではなくイニシャルコン
タクト（以下 IC）も足尖接地となっていた。術後 21 週後で踵への荷
重、ICも踵接地が可能となり、日常で問題なく歩行が可能となった。
術後 25 週後に運動の制限がなくなり外来リハ終了。今回は術後 15
週後から定期的に足圧力分布測定装置（プレダスMD-1000 アニマ
株式会社製）と歩行の動画撮影をし、3歩行周期ずつ、Image J を使
用し動作分析を行い、問題点を抽出し評価、治療を行った。
【評価とリーズニング】
術後 15 週目で両足関節背屈 25° 底屈 50° と関節可動域制限はなかっ
た。足圧力分布測定の結果、ICは前足部接地での歩行で踵への荷重
は見られず、動作分析においても IC時右足関節背屈－8°、左足関節
背屈－5° で踵接地が行われていなかった。ICで踵接地ができない理
由は、踵荷重への恐怖心が一つの要因と考えた。
【介入と結果】
患者は小児であるため、ステップや立位での荷重訓練は集中して行
うことが困難であった。そのため傾斜付きのバランスマットを使用
し、踵への圧が少なるような環境で荷重に慣れていく荷重練習を
行った。また恐怖心がまぎれるように輪投げやボール投げを行い荷
重訓練は二重課題にて行うことを意識した。術後 21 週後には足圧力
分布は踵への荷重が両側とも可能となっており、IC時の角度は右足
関節背屈 5°、左足関節背屈 10° と改善し、踵接地が出現するように
なった。同時期に縄跳びも可能となった。
【結論】
踵骨折後の荷重訓練に対して、歩行時の ICに着目し、足圧力分布を
評価し、また動画による歩行分析を行ったことで、歩行時の問題点が
明確となり、リハを集中して行えない小児でも適切なリハプログラ
ムを立案できた。また動画や足圧分布図を通して、母親や本人に
フィードバックをしたことで、短時間で効果的な訓練が実施できた。
【倫理的配慮と、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に沿って患者様ご家族に目的と内容の説明を行い、
紙面にて同意を得た。

O-230 症例報告 12 足関節・足部

荷重制限を必要とする骨折を合併していない重度足部
外傷に対する理学療法の経験

岩田 奈々 1）・森 雅大 1）・宮﨑 素子 2）・太田 英之 3）・
渡邉 健太郎 3）

1）名古屋掖済会病院リハビリテーション部
2）名古屋掖済会病院リハビリテーション科
3）名古屋掖済会病院整形外科
Key words / 重度足部外傷，感覚訓練，荷重訓練

【症例紹介】
重度足部外傷は荷重制限を必要とする骨折を合併することが多

く，術後の理学療法では 痛なく足底接地歩行を獲得することが重
要とされている．今回我々は荷重制限を必要とする骨折を合併して
いない重度足部外傷の症例を経験したので報告する．
20 代，男性．バイク走行中にトレーラーとの衝突事故で足底部の

広範なデグロービング損傷，左母趾基節骨骨折，左第 4中足骨骨折，
左肩甲骨烏口突起骨折を受傷した．同日近隣総合病院に救急搬送さ
れ，デブリードマン•縫合処置を施行したのち受傷後 12 日に当院転
院となった．15 日後に踵から足底近位 2⁄3 皮膚欠損部に対しデブ
リードマン，18 日後に前外側大腿皮弁術•全層植皮術，51 日後に一
部追加全層植皮術を施行した．自宅退院後は週に 3回の外来リハビ
リ通院を行った．
【評価とリーズニング】
初回評価（皮弁術後 6日）では，足関節可動域背屈健側 10°，患側-
15°，底屈健側 60°，患側 30° で，特に長母趾屈筋 短縮，皮膚•縫合
部や後方関節包の柔軟性低下が原因となり著明な可動域制限を認め
た．触覚は皮弁・植皮部で脱失，第 5趾底側で鈍麻であった． 痛
は皮弁•植皮部にNRS5 程度の圧痛と足関節背屈時アキレス 周囲
にNRS5～6 程度の伸張時痛を認めた．
【介入と結果】
皮弁術後 6日より足関節可動域訓練を開始した． 痛に対する恐

怖心が強く自動運動から開始した．脱失した足底感覚に対して硬度
や大きさの違う物品を足底で踏み深部感覚刺激入力を行うことで早
期に代償動作の獲得を目指した．皮弁部•植皮部の生着を待機し皮
弁術後 28 日より全荷重を許可されたが，患側への荷重が少なかった
ため体重計や鏡，補高を使用した荷重訓練を実施した．皮弁術後 109
日では，足底感覚は脱失しているが 痛は消失し足関節背屈-5～0°，
底屈 55° へと改善し，市販の靴で足底接地歩行可能となり皮弁術後
144 日より元職の調理師に復職した．
【結論】
今回，荷重制限を必要とする骨折を合併していない重度足部外傷
に対して皮弁•植皮術後早期より可動域訓練を開始することで関節
拘縮を予防し，皮弁生着後より円滑に荷重訓練に移行することがで
きた．本症例は足底 2⁄3 に皮弁術を施行しており，表在感覚の回復は
見込めないと考えられた．浜岡らは荷重調整について体性感覚の影
響が強いとしていることから荷重に際し他での代償が必要と判断
し，荷重訓練前から深部感覚刺激入力訓練を実施した．しかし，今回
は荷重訓練前の体性感覚に対する訓練のみでは不十分であったため
鏡や体重計を使用した視覚フィードバックや，補高を使用すること
で荷重量を増やすことができ市販の靴での独歩が可能となった．
【倫理的配慮，説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言に沿った研究として実施した．対象者へ

説明を行い同意を得て，当院の倫理委員会より承認（受付番号 No-
2018082）を得た上で実施した．
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両側距骨体部骨折患者に対する外来リハビリテーショ
ンでの理学療法経験

岩田 哲典・栗田 洋平

善常会リハビリテーション病院

Key words / 両側距骨体部骨折，踵補高，外来リハビリテーション

【症例紹介】
距骨骨折の発生頻度は、全骨折の約 1％であり、中でも距骨体部骨

折は約 0.1％と報告されるため、その両側例は極めて稀である。今
回、このように珍しい両側距骨体部骨折を呈した症例を、術後、回復
期リハビリテーション病棟を経て、外来リハビリテーション（以下、
外来リハ）にて理学療法を行う機会を得たため報告する。
症例は 30 代男性、身長 174cm、体重 70kg、作業中に 4mの高さよ
り落下し受傷した。
右距骨に対し観血的整復と pinning、左距骨に対しスクリューで固
定されていた。
【評価とリーズニング】
術後 21 週、外来リハ開始。足関節背屈可動域右 -10 °左 -15 °、足関
節筋力MMT 3、Japanese Society for Surgery of the Foot（以下
JSSF）32/100 点、FIM 109/126 点、10 m歩行 67 秒、Life Space As-
sessment（以下 LSA）25/120 点、左下肢は 30kg 荷重、右下肢は完
全免荷であり、両松葉 と底屈位に 10cm踵補高を施した両 PTB
装具にて 60m程の歩行が可能であった。自宅内の移動は四つ這いや
車椅子駆動、ベッドを導入し、入浴はシャワー、トイレに手すりを設
置していた。外出は、両親の車送迎や付添による車椅子駆動であっ
た。入院中と比べ運動量は減少し、行動範囲は狭小化していた。
以上より、足関節可動域制限や筋力低下の進行が考えられ、積極的

にそれらに介入する一方、行動範囲拡大のための介入も必要と考え
た。
【介入と結果】
介入頻度は、週 3～4回、1回 2～3単位とした。
足関節可動域訓練は、長趾・長母趾屈筋、長趾・長母趾伸筋、下腿

三頭筋、脂肪体や皮膚を伸張し、距骨の動きを操作し行った。自主ト
レーニングとして、OKC足関節及び足趾自動運動を実施し、全荷重
後、立位にてCKC自動運動を追加、歩行距離を延長した。荷重は、
2～3週毎に 10kg 増加し、右下肢は術後 28 週から開始し 39 週で、左
下肢は 31 週で全荷重となり、PTB装具は踵補高靴に変更した。補高
調整は、足関節背屈可動域の拡大に伴い、歩行立脚中期以降に下腿の
前傾が確認できれば 0.5～1cm低くした。その際、痛みや踵の接地具
合を本人の意見を参考に確認した。
結果、術後 85 週では、足関節背屈可動域右 0 °左 8 °、足関節筋力
MMT 4～5、JSSF 65/100 点、FIM 122/126 点、10m歩行 14.2 秒、LSA
47/120 点、踵補高は踵 0.5cmインソールとなった。歩行は、T字
とインソールを使用し 800m程可能となり、屋内は 不要となった。
【結論】
極めて稀な両側距骨体部骨折の 1例を、外来リハにて経験した。長

期間の免荷のため、外来リハ開始時に著明な可動域制限がみられた。
さらに外来リハは、入院中よりも介入時間が少ない。これらを考慮
し、介入頻度を多くし、足関節可動域拡大を中心に理学療法を実施し
た結果、10cm踵補高を施した PTB装具を、踵 0.5cmインソールの
靴に変更でき、10m歩行や連続歩行距離が改善し、コンビニや美容
院に行くなど行動範囲が拡大した。
【倫理的配慮、説明と同意】
症例報告の目的や方法について、本症例に説明して同意を得た。

O-232 症例報告 13 脊椎
理学療法によって， 痛は改善したが，運動時に 痛が
生じないことに対する恐怖が身体活動に影響した一症
例
余野 聡子 1）・西上 智彦 2）・壬生 彰 1,2）・田中 克宜 1）・
篠原 良和 1）・田辺 曉人 1）
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Key words / 痛，運動恐怖，患者教育

【症例紹介】
破局的思考や運動恐怖を有する症例には患者教育や身体活動の促
進が有効である．今回，腰椎の手術適応がある患者に対して，上記を
考慮した理学療法によって， 痛，運動恐怖は改善したが，新たに出
現した運動時に 痛が生じないことに対する恐怖が身体活動に影響
した症例を経験したので報告する．
症例は 80 歳代の女性で，数年前から腰痛が出現した．2か月前か

ら腰背部・両大腿前面の重だるさのため連続歩行が困難となり，当
院を受診した．MRI 所見から，手術が適用と判断されたが，本人・
家族が保存療法を強く望まれたため理学療法を開始した．
【評価とリーズニング】
画像所見では，L1/2・2/3・3/4 の重度の狭窄と左側優位のヘルニ

アが認められた．膝蓋 反射，筋力低下の左右差はなかった．腰痛，
腰背部・両大腿前面の重だるさがあった．日中はベッド上で過ごす
事が多く，屋内では軽度から中等度の介助を必要とし，屋外は車椅子
を使用していた．“1日中痛いしか考えられない”や“動くことによっ
て，変形や痛みがひどくなるのではないか”と言った運動恐怖の訴え
がみられた．
質問紙による評価ではBrief Pain Inventory（BPI）の intensity

が 8，interference が 8.4 であり，Pain Catastrophizing Scale（PCS）
が 41 点，Tampa Scale for Kinesiophobia（TSK）が 44 点であった．
これらの結果より，本症例は器質的要因に加えて，破局的思考・運動
恐怖心が大きく身体活動に関与していると考えた．
【介入と結果】
まず，腰痛ガイドブックを用いた患者教育を中心に実施した． 痛

がでない範囲で徐々に身体活動を増加させることを促すために，起
居動作などの日常生活動作練習や生活習慣を自身で日記として記録
させ，毎回のリハビリ時に家族とともにフィードバックを行った．
1か月後に再評価を実施したところ，屋外は 25m程度であれば軽

介助で歩行可能となり，室内は伝い歩き可能となった．質問紙では
BPI の intensity が 5.5，interference が 7.4，PCS が 25 点，TSKが 32
点となった． 痛の減少や日常生活動作の改善は自覚している一方
で，“運動している時に痛くないことが怖い”といった発言がみられ，
さらなる身体活動の増加には至らなかった．そこで，日記を当日に記
載してもらっていたが，翌日の朝に変更したところ，できている日常
生活動作に気づくようになってきたが，“運動をして痛くないことが
怖い”ことに関しては変化が認められなかった．
【結論】

痛，運動恐怖は改善した一方で，“運動をして痛くないことが怖
い”という新たな問題が生じ，対応に難渋した．今後，単に 痛に関
連した運動恐怖だけでなく，新たな運動恐怖に対して介入を行なっ
ていく必要があることが示唆された．
【倫理的配慮、説明と同意】
本報告にあたり，患者に対して口頭で説明を行い，同意を得た．
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急性期の腰椎椎間板ヘルニア患者に対するTENSが奏
功した一例～携帯性を活かしたベッドサイドにおける
活用～
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Key words / TENS， 痛軽減，腰椎椎間板ヘルニア

【症例紹介】
症例は 40 歳代男性。主訴は左臀部～大腿後面の安静時・運動時
痛。受傷前ADL・IADLは自立であった。平成 31 年 1 月 左臀部、
大腿～下腿後面の 痛出現。同月中旬に腰椎MRI にて第 4・5腰椎
椎間板の巨大ヘルニアを認め、内服と神経根ブロックを施行し、 痛
コントロールを図るも、帰宅後、 痛再燃による体動困難となり、約
1週間後に入院となった。椎間板ヘルニアなどに起因する脊髄障害
性 痛に対し有効的な治療手段として、経皮的電気刺激（transcuta-
neous electrical nerve stimulation：TENS）があり、これが 痛軽減
に作用することは先行研究で報告されている。今回、腰椎椎間板ヘル
ニアを発症し、左臀部、下肢痛を主訴に体動困難となった患者に対
し、早期からの抗重力活動への移行を目的としたベッドサイドでの
TENSの効果を考察するとともに、ベッドサイドで使用できる一手
段を確立することを目的に介入した。
【評価とリーズニング】
評価期間は理学療法開始から 1日を除く術前期間の 6日間。1日 1
回 TENSおよび一般的な理学療法を施行した。機器は、伊藤超短波
社製 イトーESPURGE（226AABZX00090000）を使用し、TENS
の施行肢位は安楽姿勢で、 痛が特に強く出現する左臀部と下肢後
面に施行した。使用機器のTENSモード 1で、強度は不快感がなく
痛みが生じない最大の範囲（初回 35mA）で施行した。介入前後での
安静時痛および基本動作時痛をNumerical Rating Scale（以下，
NRS）で評価し、併せて左側の straight leg raising（以下，SLR）テ
スト、基本動作能力を評価した。
【介入と結果】
介入初日は、安静時痛がNRS6 であり、寝返り動作時の 痛がNRS
10 と強く出現していた。また gage up30° で同程度の 痛が出現し
た。ここで主に坐骨神経領域に対するTENSの施行により即時効果
が得られ、直後の安静時痛はNRS3 と半減し、以降の安静時痛におい
ては、NRS1～4 と変動があるものの軽減した。介入 3日目より 30°
gage up 位からの起居動作が可能となり、端坐位まで可能となった。
5日目には、NRS7 と強い 痛が出現するもベッドサイドでの起立動
作も自制内にて可能となった。6日目には、正中位での立位保持が可
能となり、NRS5 まで軽減し、体動困難な状況から、抗重力活動を積
極的に行えるまでに至った。SLRについては、介入初日の 10° に対
し、45° と大幅に改善がみられた。
【結論】
今回のTENS施行において、体動困難な状況下での術前の 痛軽減
を図り、体動困難な状況から早期に抗重力肢位での理学療法介入へ
移行できた。また、体動困難な患者に対し、ベッドサイドでのTENS
施行により、脳卒中患者等に多用するESPURGEの携帯性を生かし
た整形外科疾患等への応用が可能となった。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究の計画立案に際し、事前に当院の倫理審査委員会の承認を得
た（承認日：令和元年 5月 29 日）。また、実施に際し、対象者に口頭
にて十分な説明を行い、同意を得た。

O-234 症例報告 13 脊椎

脊椎圧迫骨折の受傷時椎体圧潰率と関連する因子の検
討

圓福 陽介・東 友和・渡辺 一徹・野海 渉・茂利 久嗣・
蓑原 勝哉・前原 孝政・砂川 一馬・満安 隆之・植村 郁・
竹井 大地・太田尾 祐史・深野木 快士・小牧 亘

小牧病院リハビリテーション科

Key words / 脊椎圧迫骨折，圧潰率，骨粗鬆症

【はじめに、目的】
超高齢社会では、骨粗鬆症に起因する脊椎圧迫骨折は増加傾向で
ある。脊椎圧迫骨折に関して、椎体圧潰率の経時的変化や腰椎前弯
角・ADL・在院日数など多角的に比較した報告が少ない為、今回比
較検討した。
【方法】
2018 年 2 月から 2019 年 4 月までの当院入院患者の胸腰椎圧迫骨

折 58 例で、年齢 80．7±9．7 歳の女性を対象とし、手術後や椎体後
方骨折症例は除外した。圧迫骨折の圧潰率の測定には、定量的評価法
（QM法）でX線側面像を用い、椎体前縁をA、椎体中央部をM、椎
体後縁を Pとし、楔状変形はA/P、魚椎変形はM/Pとして測定し
た。また半定量的評価法（SQ法）に沿って圧潰率 25％未満の軽度群
10 名（A群）、圧潰率 25～40％未満の中等度群 27 名（B群）、圧潰
率 40％以上の重度群 21 名（C群）の受傷時圧潰率の 3群を目的変数
とした。年齢、受傷機転、1、2、4、8、12 週後の圧潰率・圧潰進行
率、入院時腰椎大腿骨YAM値、Alb 値、入退院時FIM、在院日数、
入退院時腰椎前弯角を比較した。検定方法は、Kruskal-Wallis 検定に
て有意であった項目のみ steeldwass 検定を行い、有意水準を 0．05％
未満とした。
【結果】
腰椎YAM値、退院時FIM、入退院時腰椎前弯角、1、2、4、12
週後の圧潰率、1、2、4、8週後の圧潰進行率に有意差を認めた。内
訳は 1週後の圧潰率・進行率と 8週後の進行率は a-b a-c b-c 間で、
4・12 週後圧潰率は b-c 間で、2週後圧潰率と腰椎YAM値は a-c b-
c 間で、腰椎入退院時前弯角と 2・4週後の圧潰進行率は a-b a-c 間で
有意差を認めた。その他の比較項目は有意差がなかった。
【結論】（考察も含む）
本検討では年齢・受傷機転・栄養状態・在院日数の有意差がな

く、これらとの因果関係は除けた．当院は早期にコルセットを装着し
積極的に薬物療法も行っている。骨粗鬆症女性患者の円背群は腰椎
前弯角が高く胸椎後弯が増強し、さらに進行すると全後弯となる報
告もあり、今回の結果から受傷時圧潰率は腰椎骨密度低下により骨
折部は潰れやすく、腰椎前弯角増加で凸円背になり、腰背部痛や姿勢
保持機能が低下し、退院時ADL低下に繋がったと考えた．圧潰進行
に関しては 3群ともに低下し、進行率はC群よりもA・B群の方が
進行率増加傾向にあった。圧潰の進行は骨密度や圧潰率の大きさ・
脊柱起立筋の筋力低下や受傷前からの円背姿勢によるものと考え
た。今後の展望として骨粗鬆症・脊椎圧迫骨折の一次・二次予防を
行い、薬物療法や硬性コルセットの装具療法と併用して、偽関節や
痛に留意しながら早期から脊柱起立筋の強化や脊柱姿勢の維持を目
的とした運動療法が必要と考えた．
【倫理的配慮、説明と同意】
本検討では、ヘルシンキ宣言の精神に基づき、当院倫理委員会にて

承認を得た。（承認番号 0005）また、対象者には研究の趣旨および説
明を十分に行い同意を得た。演題発表に関連し開示すべき利益相反
関係にある企業等はない。
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右中殿筋の筋力向上に難渋し、IVESを使用した症例

鳴海 亮太

勤医協札幌病院

Key words / 腰椎側弯，中殿筋，IVES

【症例紹介】
本症例は 70 歳代前半の女性でX年Y月 Z日に自宅内の階段で
転落し右脛骨高原骨折（Schatzker type1）を受傷した．転移は無く
保存治療となり，Z+38 日に当院へ転院した．Protocol は Z+48 日
ROMex，Z+59 日 1/3 荷重，Z+64 日 2/3 荷重，Z+73 日全荷重であっ
た．X-8 年に LSCS の診断を受け，X-2 年に後方椎体固定術を施行さ
れており，家族からの情報で LSCS の術後Duchenne 跛行があった．
本人のDemand は独歩自立で，中殿筋の筋力低下に対して，随意運
動介助型電気刺激装置（Integrated Volitional control Electrical
Stimulator：以下 IVES）を実施したところ筋力向上を認めたため，
以下に報告する．
【評価とリーズニング】
触診で腰椎の左凸側弯があり， LSCS の手術痕は L4/5 に確認でき，
下肢の痺れが右膝外側部に中等度残存していた． 反射は右膝蓋
が消失しており，spring test では L4，L5 で痺れが増強した．mobi-
lization 実施後は膝蓋 反射が出現し，下肢の痺れは消失した．初期
から右股関節外転がMMT2と筋力低下がみられ，Z+73 日で右片脚
立位は 1秒未満であった．Z+102 日の時点で中殿筋は筋力向上が認
められず，右片脚立位は 2秒で，Duchenne 跛行が著明に見られた．
また，右股関節外転可動域 20° と制限があり跛行を増強していた．こ
れらの結果から①既往の LSCS と腰椎左凸側弯により L4/5，L5/S1
の右椎間孔が狭窄し L4/5 神経根が圧迫され，筋力の向上を阻害して
いる．②腰椎側弯に伴う骨盤左下制が股関節内転筋の緊張を亢進し
跛行を増強していると推測した．Demand である独歩自立において
以上 2点が主な問題点と考えた．
【介入と結果】
①L4/5，L5/S1 椎間関節mobilization②股関節内転筋筋膜リリース
③伸張制限のある筋に対して静的ストレッチ④弱化筋へのエクササ
イズを実施し，右股関節外転可動域 40° へ拡大が認められた．また Z
+102 日から IVES を実施した．その結果 Z+122 日で右中殿筋MMT
3に向上し，右片脚立位は 8秒可能となり，Duchenne 跛行軽減した
が独歩自立には至らなかった．
【結論】
本症例は腰部アライメントと中殿筋に着目し介入することで最終

的に跛行の軽減に至った．電気刺激による筋力増強報告は多くの文
献で見られる．松山らは電気刺激の効果の中には筋の再教育も含ま
れており，他動的な筋収縮によって神経系に働き，その後の筋肥大へ
とつながっていくとしており，Kern Hらは脱神経筋に対する電気刺
激が，筋線維の肥大と再生に効果があることを報告している．本症例
では IVES の導入が遅れ跛行は軽減したが最終的な歩行様式は と
なってしまい，独歩自立には至らなかった．今回の反省を生かし，今
後は局所の機能評価とアライメント，既往を含めた全身的評価から
推測し，問題解決を図っていくことが重要であると考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
発表に基づき，対象者には口頭で説明を行い発表に対する同意を得
た．
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両側同時人工股関節全置換術後の理学療法介入後の歩
容変化～三次元動作解析での関節角度に着目した一症
例～
指宿 輝・橋本 みなみ・石井 寛海・德田 一貫・
宮川 真二朗・大塚 未来子

大分岡病院

Key words / THA，歩容，三次元動作解析

【症例紹介】
症例は 70 代．20 年前から両股関節痛が出現．その後， 痛増強し
日常生活が困難となり，両側同時に人工股関節全置換術（以下，
THA）を施行．手術前後で三次元動作解析装置を使用し，歩容の変
化を認めた．
【評価とリーズニング】
術前の関節可動域（以下，ROM）では，股関節屈曲（右/左）55

（ 痛あり：以下 P）/65°（P），伸展 10/5°，内転 15/5°．MMTは伸
展 2/2，外転 3/3，Thomas test は両側で陽性． 痛は歩行時に強く
認め，VASは左右ともに 73/100mm．三次元動作解析は，8台の赤
外線カメラを用いたVICON Nexus 2.5 と 4 基の床反力計（AMTI
社製）を用いて記録した．立脚初期の股関節屈曲角度は（右/左）25/
29°．立脚中期の骨盤挙上角度は 4/-5°．立脚中期から後期の股関節伸
展最大角度は-7/3° であった．歩行分析は，左右の立脚初期の股関節
屈曲運動が減少し，体幹前傾の代償運動が観察され，股関節屈曲
ROM制限と 痛による回避性の跛行や大殿筋の筋力低下によるも
のと推察した．右立脚中期には右骨盤挙上によるトレンデレンブル
ク徴候，左立脚中期では左骨盤下制と体幹左側屈のデュシェンヌ徴
候を認めた．両側共に中殿筋の筋力低下から筋機能が低下し，骨盤の
水平位保持が困難であり，右股関節は画像所見より，大腿骨頭の外上
方変位を認め右骨盤が挙上位になっており，左股関節は内転制限に
より代償運動を認めたと推察した．両側立脚中期から後期にかけて
は，左右ともに股関節伸展運動の減少が観察された．股関節屈筋群の
伸張性低下によるROM制限や腸腰筋の遠心性収縮機能低下と推察
した．
【介入と結果】
介入は股関節伸展と内転のROM，股関節屈筋群のストレッチ，大

殿筋や中殿筋の筋力強化，中殿筋と腸腰筋の遠心性収縮の練習を中
心に介入した．最終評価時（術後 30 日）の三次元動作解析では，立
脚初期の股関節屈曲角度は（右/左）21/22°．立脚中期の骨盤挙上角
度は 0/-1°．立脚中期から後期の股関節伸展最大角度は-4/4° であっ
た．歩行時の立脚初期は，VASにて（右/左）6/3mmまで 痛減少
し，大殿筋の筋賦活を図ることで筋力がMMT2→4と改善し，体幹
前傾位や 痛による回避性の跛行が初期より減少したと考える．立
脚中期時の代償運動は，左右それぞれ中殿筋の筋力がMMT3→4
と筋機能の改善や右大腿骨頭位置の適正化，左股関節の内転ROM
が 5→10° により，代償運動が改善したと考える．両側の立脚中期か
ら後期の股関節伸展運動増大は，Thomas test が両側で陰性になり，
腸腰筋や股関節屈筋群の柔軟性，遠心性収縮機能の改善によるもの
と考える．
【結論】
両側同時THA前後で，三次元動作解析装置で解析を行い，歩行時

の立脚期における股関節や骨盤挙上角度などの関節角度に変化が認
められた．三次元動作解析装置による評価は，歩行時の関節角度など
を定量化することが可能であり，術前後での運動学的変化が捉えや
すいと考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
対象症例には，目的や内容，測定データの取り扱いに関しての説明

を十分に行い同意を得た．
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両側人工股関節全置換術後の歩行再獲得までのプロセ
スに焦点を置いた一症例

德川 芽優 1）・河原 常郎 1,2）・阿部 祐樹 1,3）・伯川 聡志 1,4）・
大森 茂樹 1,5）

1）季美の森リハビリテーション病院 2）千葉大学大学院工学研究科
3）筑波大学大学院人間総合科学研究科
4）慶應義塾大学大学院医学研究科スポーツ医学総合センター
5）千葉大学大学院医学研究院神経内科学

Key words / 人工股関節置換術，動作解析，歩行

【症例紹介】
先天性股関節脱臼（LCC）は形態的変化に伴い成長とともに長い年

月を経て非典型的な動作パターンを呈す傾向がある。術後もそれは
残存し日常生活には支障がなくとも、患者本人が十分納得できる状
態まで改善する症例は少ない。今回、我々は LCCにより両側人工股
関節置換術（THA）に至った症例に対し、三次元動作解析装置によ
る客観的分析に基づいた治療介入が動作パターンの改善にも有効で
あったと考えられたので紹介する。
症例は 55 歳女性。 歩行困難のため一期的両側THAを施行され、
術後 10 日で当回復期病院へ転院となった。
【評価とリーズニング】
術後 10 日目、炎症は著明に残存し 痛も強くADLは多くの介助

を要した。術後約 1ヶ月経過し、関節可動域（ROM）は、股関節屈
曲（右/左）85/80、伸展 0/0、外転 15/10 と制限が著明に残存し、股・
膝関節周囲筋を中心とした筋力低下などの機能障害を残しながらも
歩行自立に至った。10m歩行は 12.0 秒 20 歩、6分間歩行は 270

mであったが、歩容が特徴的であり三次元動作解析装置での解析を
実施した。立位は右優位に股・膝関節ともに屈曲傾向が強く、機能的
脚長差を認め、左下肢優位の荷重であった（荷重比 0.90）。歩行は左
股関節の運動範囲の狭小が著明であり、両股・膝関節ともに屈曲領
域のみの運動であった。前額面上では左骨盤が挙上し、常に左股関節
内転、膝関節外反位のため、立脚時に身体重心を上方へ推移させるこ
とが困難であり床反力の波形は一峰性であった。
評価結果より、一番の問題は股関節屈曲・内転優位の運動パター
ンであると判断した。ROM制限は残存しているが、可動範囲を動作
の中で十分に発揮できておらず、術前の運動パターンで動作を遂行
する傾向があると考えられた。
【介入と結果】
股関節屈曲・内転パターンからの脱却を目的に、ROM拡大を図り
ながら可動範囲で自動介助運動かつ荷重下で運動学習を図った。日
常生活上の座位・立位姿勢、起立着座動作などにおいても関節位置
を意識づけた。加えて本症例の心配性な性格を踏まえ、セラピスト間
での指導内容を統一、1週間毎の目標設定と進捗のフィードバック
などの工夫を施した。
約 1ヶ月後の再評価にて、立位の荷重比は 0.96 とほぼ均等となっ
た。歩行は左股・膝関節の伸展方向へのROM拡大や左膝関節の過
剰な外反の抑制を認めた。床反力の波形は一峰性から二峰性へと変
化を示した。10m歩行は 7.47 秒 14 歩、6分間歩行は 480mと改善し
た。
【結論】
本症例を通して、アプローチの補助的な部分の工夫により滞りな
く進められたと考える。理学療法場面では様々なセラピストが介入
すると症例の指示受け系統が混乱することがデメリットとして考え
られるが今回のような細かな工夫は有益であることが再確認でき
た。
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究は当院倫理審査委員会の承認を受けた。また対象者には研
究協力依頼、予測されるリスクと配慮、研究結果の公表等について書
面にて説明し同意を得た。
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両変形性股関節症患者に対し，ADL指導が功を奏した
一症例―しゃがみ動作に着目―

大久保 拓馬 1）・加藤 邦大 1）・高間 省吾 1）・森川 嗣夫 2）

1）千葉メディカルセンターリハビリテーション部
2）千葉メディカルセンター整形外科

Key words / 変形性股関節症，生活指導，骨頭位置修正

【症例紹介】
変形性股関節症の我が国における有病率は 1.0-4.3％で，発症年齢

は平均 40-50 歳である．リスクファクターは肥満，過度なスポーツ，
重量物を運搬する職業とされ，遺伝的な要因も影響すると言われて
いる．今回は両変形性股関節症と診断された症例に対し，ADL指導
を中心に理学療法を介入し，症状が改善した症例を経験したので報
告する．症例は 42 歳男性．2016 年頃より立ち仕事にて左股関節痛出
現し，他院にて処方された鎮痛剤を飲みながら経過見ていたが，痛み
が強くなったので 2018 年 11 月に当院を紹介受診．医師の診察，レン
トゲンの結果，両変形性股関節症と診断され理学療法と栄養指導が
処方される．学生の頃は柔道をやっており，体重は 20 歳の頃から
100kg を超えていた．現在は身長 172cm，体重 140kg，BMI47.32
である．仕事は大店舗のスポーツショップで商品の陳列や接客を行
なっており，「股関節が痛くて仕事中にしゃがめない」が愁訴のもと，
理学療法が開始になる．
【評価とリーズニング】
X-P 所見は Sharp 角 40°，CE角 25°，初期変形性股関節症．
痛（Numerical Rating Scale 以下 NRS）はしゃがみ動作NRS6．
JOA hip スコアは左 60 点．
左股関節可動域（passive）は屈曲 90°，伸展 0°，外転 10°，内転-5°
筋力は左股関節屈曲MMT3，外転MMT2，伸展MMT3．
静的アライメント（臥位）は左大腿骨頭前上方偏移，下腿外旋，骨

盤後傾，左骨盤下制．
しゃがみ動作は支持物を使用すれば痛みは伴うが可能であった．
二次検査として，徒手的に大腿骨頭の位置修正をすると，股関節屈

曲可動域 120°，股関節外転MMT3，伸展MMT4へ改善．しゃがみ動
作は痛みが軽減したものの支持物は必要であった．
これらのことから，大腿骨頭アライメントの修正が，症状改善に繋

がると推測し，マルアライメントの原因は①股関節の可動域制限，②
股関節周囲筋の柔軟性低下，③殿筋群の筋力低下とした．
【介入と結果】
本症例は仕事が忙しく，月に 1度しか来院できなかったので，セル

フエクササイズ，生活指導を中心にリハビリ介入をした．①②に対し
て四つ這い位の姿勢から後方へ移動するエクササイズ，骨盤前後傾
エクササイズ，尾側長軸方向への牽引を実施．③に対しては腹臥位で
の股関節外転エクササイズの指導を実施した．その他に背臥位で大
転子を下方へ下げての股関節屈曲運動や，生活指導としてしゃがむ
ときは自ら大転子を手で押さえてしゃがむ事を指導した．結果，しゃ
がみ動作はNRS2 へ改善し，支持物なしで出来るようになった．JOA
hip スコアも 73 点に改善した．
【結論】
本症例は，4ヶ月間で 4回のリハビリを実施した．レントゲン上で

は骨頭位置の変化はないものの，運動パターンの変化によって，骨頭
の上方変移が制動され， 痛が軽減し，しゃがみ動作も可能になった
と考える．しかし，体重はいまだに 140kg で変化がなく，変形の進行
が懸念されるので，引き続き経過を追っていく必要がある．
【倫理的配慮、説明と同意】
発表にあたり，プライバシー保護に配慮し，患者様から同意を得

た．
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両側THA後に片側再置換術を適用された症例に対す
る自転車エルゴメーター駆動の効果

片山 瑞己 1）・尾藤 貴宣 1）・青木 隆明 2）・秋山 治彦 2）

1）岐阜大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2）岐阜大学医学部附属病院 整形外科

Key words / 自転車エルゴメーター，人工股関節全置換術，シングルケースデザイン

【はじめに】
初回片側人工股関節全置換術（以下，THA）適用者に対して，最
小負荷での自転車エルゴメーター（以下，エルゴ）駆動の介入は，身
体機能の改善に有用であるとの報告があるが，両側THA適用者，再
置換術適用者を対象とした報告はない．
今回，両側THA適用後，片側人工股関節再置換術を適用され，術
後半年間で身体機能の改善が停滞し，エルゴ駆動の介入により身体
機能の改善が認められた症例を経験したため以下に報告する．
【方法】
対象は 67 歳女性（体重：47.9kg，身長：156.6cm，BMI：19.5kg/
m2）で，過去に両側THA（右：15 年前，左：10 年前）を適用し，
歩行様式は独歩であった．その後，右股関節の反復脱臼により再置換
術を適用され，1ヶ月間の理学療法を実施した後，片側T字 歩行に
て退院となった．また，退院後も身体機能の改善を目的に，外来で週
2回の標準的な理学療法を半年継続したが，独歩獲得に至らなかっ
た．
研究デザインはシングルケースのABABデザインとした．A期

（1週間）は標準的な理学療法に加えエルゴ駆動を実施し，B期（1
週間）は標準的な理学療法（関節可動域訓練，筋力増強訓練）のみ実
施した．介入頻度は各期 3日の計 12 日間とした．エルゴ駆動には，
オージー技研（株）製EC-MD100 のエルゴサイザーを用いた．座面
の高さはペダルが頂点に位置する時に膝関節屈曲 90° となるように
設定し，介入時間，負荷，回転数は，それぞれ 15 分，2N（最小負荷），
50 から 60 回/分とした．
評価日は各期の初日に設定し，毎回介入前に評価した．評価項目
は，股・膝関節可動域（以下，ROM），股・膝関節周囲筋力，10m
歩行テスト，Timed Up and Go Test（以下，TUG）とした．
【結果】
各評価結果を介入前→A1→B1→A2→B2 の順に右/左と示す．筋
力（N）の結果は，股関節屈曲：64/58→79/63→87/58→85/64→94/
64，伸展：43/55→39/62→34/63→60/50→42/100，外転：61/61→71/
84→52/52→63/60→54/51，膝関節屈曲：41/52→58/57→51/63→66/
67→53/52，伸展：76/77→94/112→85/121→86/108→85/104 であっ
た．10m歩行テスト（秒）は 12.36→11.25→11.30→10.54→11.03，TUG
（秒）は 13.12→11.14→10.95→10.61→10.50 であった．なお，股・膝関
節ROMに変化は認められなかった．
【結論】
初期評価と最終評価を比較した結果，股関節屈曲・伸展筋力，膝関

節屈曲・伸展筋力，10m歩行テスト，TUGの評価値で改善が認めら
れた．股関節外転筋力，10m歩行テストはA1・2期後に数値が向上
し，B1・2期後に数値が低下したことにより，エルゴ駆動の介入が有
効であったことが示唆された．
【倫理的配慮、説明と同意】
本研究はヘルシンキ宣言を遵守し，症例へ本発表の趣旨を説明し
同意を得ている．
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頸椎症性神経根症と診断された左上腕痛を有する患者
に対し、姿勢に着目して介入した一例

原 淳子 1）・森 健太郎 1）・出口 美由樹 1）・宮地 諒 2）・
宮崎 純弥 2）

1）石川県済生会金沢病院 2）京都橘大学健康科学部理学療法学科

Key words / 頸椎症性神経根症，上腕痛，姿勢

【症例紹介】
60 歳代女性、職業は看護師（主にデスクワーク）、約 1ヶ月前から
座位時間が長くなっていた。X日の座学研修中に突然左上腕に 痛
が出現し、日常生活に支障が出るほど増悪したためX＋6日当院整
形外科を受診。X＋9日より介入開始となった。X-2 年左腓骨骨折、
X-1 年腰痛での当院受診の既往あり。
【評価とリーズニング】

痛は左上腕外側から前腕外側、手背、示指・中指背側にあり
（NRS8）。姿勢は立位・座位ともに頭部前方位、肩甲骨前傾外転（左
＞右）、胸腰椎過屈曲、骨盤後傾であり、左肩甲骨周囲筋と腰部多裂
筋萎縮がみられた。また、座位では立位よりも下位頸椎過伸展、胸椎
右回旋、骨盤左回旋が増大しており、床上座位では骨盤左回旋を助長
する横座りを習慣的にとっていた。 痛は持続的な座位保持にて増
悪するが、頭部前方位や骨盤後傾左回旋の修正により軽減した。深部
反射・感覚検査は正常であり、筋力は肘関節伸展、手関節背屈、股

関節屈曲で左右差がみられた（左＜右）。スパーリングテスト、頸椎
牽引検査、C6のドアベルテストは左が陽性、胸郭出口症候群に関す
るテストは陰性であった。上肢神経伸張検査は左が右よりも早期に
痛が誘発された。頸部の自動運動では上位頸椎・胸椎の可動性低

下、下位頸椎の過可動性がみられ、他動運動でも同様の所見がみられ
た。脊柱全体の自動運動では、伸展にて下位頸椎過伸展、骨盤前傾・
腰椎伸展位保持の困難さが認められた。臥位での頭部挙上運動では
運動初期からの頸椎の伸展、頸部の震え、息こらえがみられ努力的で
あった。肩関節外転テストでは早期からの肩甲帯挙上がみられた。筋
長テストでは後頭下筋群・僧帽筋上部線維・肩甲挙筋・ハムストリ
ングスの過緊張がみられた。
以上の評価より、 痛は頭部前方位・頸椎過伸展のアライメントに
伴う頸椎神経根に由来するものであると考えた。これらのアライメ
ントの要因として、上位頸椎・胸椎の可動性低下、深部頸部屈筋群の
弱化、肩甲骨周囲筋過緊張（特に左）が挙げられた。さらに、座位で
の骨盤後傾・左回旋・胸椎右回旋も頸部アライメントに関連してい
ると考えられ、この座位姿勢は日常的に腸腰筋や腰部多裂筋の活動
が低下していたことや習慣的に一方向への横座りをしていたことが
影響していると考えた。
【介入及び結果】
X日より週 2回介入を行った。過緊張筋リリース、弱化筋促通、頸

部屈曲・骨盤前傾練習、日常生活指導を行った結果、介入開始 3週後
に 痛はなくなり、症状は座位でのしびれのみとなった。
【結論】
本症例を通し、頸椎神経根に由来すると思われる症状がある場合、頸
部のみだけでなく全体を捉えて評価・介入することで症状の改善が
みられることを経験した。 痛の由来が限定されたと思われる場合
であっても、一部だけでなく全体を評価し介入することが重要と考
えられた。
【倫理的背景】
症例に対し、本発表について口頭にて十分に説明を行い、同意を得
た。
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頸部回旋時痛に対し姿勢改善を図り症状軽減に至った
一症例

佐伯 秀宣 1,2）

1）清水病院リハビリテーション課 2）クリニックこくふ

Key words / 頚部痛， 痛発生原因，姿勢

【症例紹介】
大学受験を終えた直後の非特異的頸部痛と診断された 20 歳代男
性が 3ヵ月以上前から有する頸部右回旋時の 痛の緩解目的にて当
院を受診した．現在は自動車学校に通学している．自動車後進運転す
る際の右後方確認時に頸部痛が出現する．本症例の理学療法に対す
る期待は，運転動作中の頸部右回旋時痛の軽減であった． 痛発生原
因を仮説検証し，その結果から得られた不良姿勢習慣に対し理学療
法を提供した結果，症状軽減に至ったので報告する．
【評価とリーズニング】
診療情報や主観的評価により神経障害性 痛の可能性，red flag
を疑う所見・エピソードは無かった． 痛の種類としては頸部中央
右背側に限局し，持続的な痛みでなく感覚異常等も確認されなかっ
たことから，頸部に対するメカニカルストレスによる侵害受容性
痛と判断した．頸部右回旋時痛はNRS4 で最終可動域で出現するこ
とから，その範囲での検査は実施せず，その他の検査は制限なく実施
した．
まず 痛発生源を特定するため， 痛フレームワークを作成し可

能性のある組織を列挙し検証作業を行った．その結果，頸椎椎間関節
への圧縮ストレスによる 痛であると判断した．
次いで頸椎椎間関節に圧縮ストレスが生じている原因を，フレー

ムワークを作成し順に検証作業を行った．姿勢はケンダル姿勢分類
で sway back 姿勢であり頸椎過伸展を確認．C4/5 レベルでの関節の
過可動性を確認．頸部右回旋運動は約 45° 可能であるが右側屈を
伴った．隣接関節においては緊張・短縮のある筋群があり可動域制
限を生じていた．動作においては体幹伸展に先立つ頸部運動が生じ
たり頸部右回旋を回避するような動作パターンであった．生活習慣
において勉強姿勢は左重心で勉強道具は右に位置し，頸部右回旋が
強いられた状態であった．追加検査として理想姿勢に修正すると，
痛なく頸部・体幹ともに右回旋の可動域は増大した．
評価結果より，sway back 姿勢での長時間の勉強姿勢が中位頸椎
椎間関節に持続的な圧縮ストレスが加えられたことが 痛発生の原
因であると判断した．姿勢・動作習慣の改善は理学療法の適応と判
断した．
【介入と結果】
増悪因子が頸部右回旋ではあるが，理想姿勢での頸部右回旋では
痛は誘発されないことから，理想姿勢での生活を推奨した．姿勢改

善においては短縮筋の伸張，弱化筋の改善をセルフエクササイズと
して指導した．また勉強姿勢においては環境調整指導を実施した．頸
椎の異常運動に対しては個別対応とした．2単位の理学療法を 3日
実施し，運転動作・生活上での 痛出現回数の減少・NRS1 へと軽
減したところで，当院での理学療法終了となった．
【結論】
不良な姿勢習慣が異常な運動を齎し 痛が出現したと捉え，姿勢
習慣の改善を中心に理学療法を提供した結果， 痛の軽減が図られ
た．
【倫理的配慮，説明と同意】
理学療法開始に先立ち，理学療法内容および本症例報告に対する
説明を行い同意を得た．
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肩甲帯アライメント異常に伴う腕神経叢障害が痺れの
原因と考えられた頚椎症性神経根症の一症例

高口 裕行・安井 健人

大野整形外科クリニック リハビリテーション科

Key words / 頸椎症性神経根症，腕神経叢障害，肩甲帯アライメント

【症例紹介】
症例は 50 歳代女性、職業は製造業である。特に誘引無く、左肩甲

骨上部から上腕にかけての 痛を自覚し、その後同側肩外側の夜間
痛や上肢の痺れも出現した。発症後 4週時に当院受診、頸椎症性神経
根症と診断され、1週後より週 2回の外来理学療法が開始となった。
【評価とリーズニング】
MRI 画像より、第 5、6頚椎椎体の骨棘形成によって椎間孔狭窄を
認め、第 6頸椎神経根を絞扼していた。 痛は左上肢下垂位において
同側の肩甲骨上部から上腕にかけてVisual Analag Scale（以下、
VAS）72mmの強さで認め、夜間痛は左肩外側にVAS67mmの強さ
で認めた。上肢の痺れは上腕外側から手背にかけて認め、肩関節挙上
位にすると消失し、伸展位にすると増悪した。姿勢評価について、頭
部前方変位を認め、患側の肩甲骨は健側と比較して外転、下方回旋
位、鎖骨は下制していた。整形外科的テストについて、Eden test、
Morley test は陽性であったが、Spurling test は患側頸部後方の詰ま
り感のみで、上肢への放散痛は認めなかった。また、 反射異常や感
覚鈍麻、筋萎縮も認めなかった。圧痛は、両側の後頭下筋群、患側前、
中斜角筋、鎖骨上窩、小胸筋、棘上筋、棘下筋上部線維に認めた。肩
関節可動域について、肩甲骨固定下での内転可動域は-20° と制限を
認めた。また、持続的な不良姿勢に伴い、環椎後頭関節、胸椎、患側
肩甲骨の可動性も低下していた。これらの所見から本症例は、MRI
画像において第 6頸椎神経根の絞扼を認めたものの、 痛や痺れの
原因は椎間孔狭窄よりも、持続的な不良姿勢に伴う斜角筋の攣縮や、
肩上方組織の伸張性低下に伴う肩甲帯アライメント異常を呈したこ
とで、腕神経叢に対して圧迫、牽引力が加わったことが原因であると
推察した。
【介入と結果】
肩甲上腕関節の内転制限改善を目的に、棘上筋、棘下筋上部線維に対
して反復収縮を用いたリラクセーションを行った。また、斜角筋の攣
縮に対しては、Ib 抑制を用いたリラクセーションを行った。数回の
治療で内転制限の改善を認め、患側上肢の 痛や夜間痛はVAS12
mmと軽減し、Eden test、Morley test は陰性となった。続いて、脊
柱、肩甲帯アライメント改善を目的に、環椎後頭関節、胸椎、肩甲骨
の可動域練習を行った。理学療法開始 5週にて痺れは消失したが、疲
労によって姿勢が崩れると一時的に痺れが再燃したため、職場や生
活環境に対する指導を行い、理学療法終了となった。
【結論】
上肢の痺れの原因としては頸椎疾患や末梢神経障害、さらには二つ
の病態が重複するDouble crush syndrome を呈している場合もあ
る。画像所見において神経根絞扼を認めた場合でも、肩甲帯アライメ
ント異常を呈しているケースでは、肩甲上腕関節の拘縮や肩甲帯機
能を含めた詳細な評価を行い、痺れの原因を鑑別することが重要で
ある可能性が示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
対象者には本発表の意義を十分に説明した上で、書面にて同意を得
た。
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腕神経叢損傷に伴う上肢単麻痺が歩行に与える影響―
麻痺側上肢への補助具が歩行に与える運動力学的検
証―

村上 敏昭・小野寺 一也・関 公輔

いわてリハビリテーションセンター

Key words / 三次元動作解析，歩行，上肢

【症例紹介】
40 歳代男性（身長 183.0cm、体重 81.0kg）、ベルトコンベアに右上
肢挟まれ右腕神経叢引き抜き損傷を受傷。救急受診時、右上肢MMT
0～1、感覚脱失で、神経学的診断で全型に分類。第 40 病日に当セン
ター回復期リハ病棟へ入棟。入院時、前医で上肢の管理として肩関節
用 Sling（以下、Sling）を使用し、 なし歩行可能であったが、当セ
ンターにて上肢懸垂用肩関節装具（以下、肩装具）を着用し歩きやす
さが確認された。上肢機能に著変なく第 135 病日に退院となったが、
上肢補助具の種類により歩容に変化が認められた。今回、肩装具装着
により歩容の改善が認められたことを、三次元動作解析装置を用い
て運動学的解析を行うことで本症例に生じていた現象を把握し、上
肢が歩行に及ぼす影響に関して知見を得たため、以下に報告する。
【評価とリーズニング】
評価・計測は第 126 病日に実施した。理学療法所見は、右上肢の
MMTは、肩関節屈曲・外転・伸展ともに 1、それ以外はMMT0
であり肩関節は、1横指分の亜脱臼あり。感覚は、上腕中枢側前面 1/
3 のみ表在感覚残存し、それ以下は脱失と肘関節より末梢に患肢痛
あり。下肢・体幹に問題なし。歩行は、観察上、非装着時及び Sling
装着時には歩行周期全般で胸郭が右に傾斜しやすいが、肩装具装着
時はより胸郭は正中位に保持可能。
【介入と結果】
計測条件は、非装着時と Sling 装着、肩装具装着下での至適歩行の
3条件とした。計測は、三次元動作解析装置（VICON社、赤外線カ
メラ 8台）を使用。身体標点は、頭部、上下肢、体幹に 29 点の身体
標点を貼付し、練習後 3回計測した。解析区間は左側の ICから同側
の次の ICまでの 1歩行周期とし、肩関節角度、胸郭、骨盤の傾斜及
び回旋角度の 3施行の平均値を算出し、条件間で比較した。
歩行周期において、左 IC時では、右肩関節屈曲（以下、単位°、非
装着；-3.2，Sling；-8.1，肩装具；-10.6，-屈曲、+伸展）、胸郭傾斜角
度（非装着；2.3，Sling；2.9，肩装具；0.7，+右傾斜、-左傾斜）、胸
郭回旋角度（非装着；-7.1，Sling；-7.1，肩装具；-5.8，+左回旋、-
右回旋）、骨盤傾斜角度（非装着；0.2，Sling；1.1，肩装具；-1.2，+
右傾斜、-左傾斜）、骨盤回旋角度（非装着；-7.0，Sling；-6.0，肩装具；-
5.2，+左回旋、-右回旋）であった。
【結論】
自覚的な歩きやすさは運学的指標と概ね一致し、肩装具は歩行時
に右肩関節・胸郭・骨盤を正中位に修正しうる結果であったが、下
垂位で肩関節を求心位に保持する肩装具が、歩行時の本来の上肢位
置を再現し腕の振りに対する安心感が影響していると推察。肩装具
は一般的に脳卒中片麻痺者に適応とされるが、末梢神経損傷である
本症例に対しても効果が見られた。今後の上肢が歩容に影響するこ
とに着目し、上肢と歩行の関係について検討していく。
【倫理的配慮、説明と同意】
当センター倫理委員会の承認を得た後、対象者には書面と口頭に
て研究内容について説明を行い、同意を得て実施した。

O-244 症例報告 16 切断・その他

大腿切断後、長期治療経過を辿り義足歩行を獲得した 1
例―GeniumX3 によるQOLの拡大―

亀谷 勇 1）・長嶺 覚子 1）・砂田 和幸 3）・知花 由晃 1）・
瑞慶山 良太 1）・神谷 武志 1）・浅見 晴美 1）・當銘 保則 2,3）

1）琉球大学医学部附属病院
2）琉球大学大学院 医学研究科 整形外科学講座
3）砂田義肢製作所
Key words / 長期治療経過，GeniumX3，QOL

【症例紹介】
右下腿滑膜肉腫に対して大腿切断術を施行された症例の理学療法
介入を行い、義足装着後の歩行能力とADL・QOLの変化について
検討した。義足の膝継手はOttobock 社の GeniumX3 を使用した。こ
の膝継手は、日本の医療保険適応外となっており本邦のユーザーは
5名と少なく、貴重な症例の経過を報告する。症例は 30 歳台、白人
男性。X年、右下腿に腫脹と 痛が出現。近医を受診し、右下腿膝窩
部に軟部腫瘍を認め当院へ紹介された。X＋1年、滑膜肉腫の診断で
腫瘍は血管・神経と接しており患肢温存は困難と判断し、右大腿切
断術を施行した。術後 3週の化学療法中に深部感染を発症し、緊急で
デブリードマンを行ない感染は鎮静化した。化学療法は術前 3クー
ル術後 2クール実施し、術後 2ヵ月で退院となった。その後、職場で
転倒し右大腿骨転子部骨折を受傷、観血的骨接合術が施行され術後
2週で退院した。X＋3年に大腿切断部の感染が再燃し、デブリード
マンおよび持続洗浄を施行された。感染が鎮静化した後で義足訓練
を開始した。開始当初、膝継手は 3R80＋を使用していたが、子供た
ちとアウトドアを楽しみたいと希望があり、米国保険会社と交渉の
上GeniumX3 を導入し、更なる機能向上を目的に理学療法を行なっ
た。
【評価とリーズニング】
介入初期、膝継手は 3R80＋を使用した。身体機能は、断端長：23.8
cm、 痛：荷重時の断端・右股関節痛、ROM：右股関節伸展 0°、外
転 15°、内転-5°、MMT：右股関節伸展 4、外転 3、内転 3、ISOLS：
40％となった。しかし、ADLでは義足は使用せずに両ロフストラン
ド を使用していた。以上の身体機能に対して、安定性向上と義足歩
行自立を目指して理学療法介入を行った。
【介入と結果】
リハ介入は 1回 1時間の週 2回、その他は自主トレを指導し実施

して頂いた。内容は、断端への荷重訓練、筋力強化訓練、ストレッチ、
義足訓練、自主練習の確認を行った。また、膝継手をGeniumX3
へ変更後は短距離の独歩が可能となった為、長距離歩行、方向転換、
階段昇降訓練を追加した。その結果、 痛：なし、ROM：右股関節
伸展 10°、外転 30°、内転 0°、MMT：右股関節伸展 5、外転 4、内転
4、ISOLS：70％、ゼブリス社製圧分布計測システムを用いた歩行解
析：ケイデンス 102 ストライド/分、歩行速度 3.4km/h となった。
ADLでは、独歩で義足歩行が可能となり、手すりを使用し階段昇降
が可能となった。
【結論】
本症例は、長期治療経過により機能障害が残存し、ADLで義足歩

行が困難であった。これに対して、積極的に理学療法と自主練習指導
を行い、身体機能が向上した事で義足を使用したADLが自立した。
患者様の要望に沿った膝継手の選択と機能を十分発揮できるよう考
慮した介入を行うことは、大腿切断者にとって活動範囲を広げ、
QOLを向上させるために重要であると考える。
【倫理的配慮、説明と同意】
本学会での発表にあたり、本人へ個人情報の保護・配慮について

説明し同意を得た。



O-245 症例報告 16 切断・その他

右下腿切断者に対し外出・社会参加を促す行動科学的
アプローチによってQOLが向上した症例

宮本 隆平 1）・飛永 敬志 1）・齊藤 孝道 1）・大林 茂 1）・
小川 真人 2）

1）獨協医科大学埼玉医療センターリハビリテーション科
2）獨協医科大学埼玉医療センター第一整形外科

Key words / 下腿切断，自己効力感，QOL

【症例紹介】
対象は右中足骨第 1趾腫瘍にて右下腿切断術を施行された 44 歳女
性。術後 2ヶ月から歩行能力・ADLともに健常者と同等なレベルを
獲得していたが、病院以外外出しておらず、QOLを SF36v2 にて評
価したところ、下位 8尺度のうち身体機能・日常役割機能（身体）・
社会生活機能が国民標準値と比較して著明に低値を認めていた。
【評価とリーズニング】
QOLを向上させるための媒介変数として自己効力感（self-efficacy：
SE）が注目されており、Bandura はこの SEを向上させるためには遂
行行動の達成、言語的説得、生理的・情動的状態、代理的説得の 4
つの情報源が必要であるとしている。これら情報源に対応した外
出・社会参加を促す行動科学的アプローチによってQOL改善につ
ながると推測した。
【介入と結果】
行動科学的アプローチとして、目標設定・記録シートの記入、他義足
患者との面会（面会）を行った。目標設定・記録シートでは遂行行動
の達成に対応したスケジュールおよび外出課題を記入する欄、生理
的・情動的状態に対応したその日行った運動の内容やその時感じた
気持ちなどを記録する欄、気づき高められるように距離・時間・断
端の痛みの程度・感想欄を設け、術後 2ヶ月と 4ヶ月半に配布・目
標設定し、それぞれ術後 2ヶ月半と術後 6ヶ月でフィードバックを
行った。面会では言語的説得および代理的経験に対応するものとし
て術後 6ヶ月に行った。寺村らは同じ体験を有する先輩切断者の意
見が力になることは事実としており、交通外傷にて 5年前に左大腿
切断を施行され、社会復帰している 86 歳女性を面会者とした。SF
36v2 にて術後 2・3・5・7・12 ヶ月でQOLを評価し、目標設定・記
録シートと面会の効果を知るために、各感想欄を設けた記入式アン
ケートを術後 6ヶ月（面会翌日）・1年で記入させた。結果は術後 2
→3→5→7→12 ヶ月で記載する。身体機能（27→41→44.6→48.1→
51.6）、日常役割機能（身体）（25.6→42.6→52.8→52.8→56.2）、社会生活
機能（11.1→37.4→43.9→43.9→57.1）となり、他 5項目も改善がみら
れた。記入式アンケートにおいて、目標設定・記録シートに対して術
後 6ヶ月では「目標やスケジュールがあることで行動することがで
き、自信につながりました」と記入があったが、術後 1年は無記入で
あった。面会に対しては術後 6ヶ月（面会翌日）では「何歳になって
も義足を履く事ができるととても励みになりました」、術後 1年でも
「年齢関係なく使用できることに励まされました」と同様な記入が
あった。
【結論】
本症例において行動科学的アプローチによってQOL改善に寄与し
たものと考えられる。目標設定・記録シートでは外出・社会参加へ
のきっかけを、面会では義足の長期使用への不安軽減につながった
ことで短期的・長期的な効果があったものと示唆された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本症例および面会者はヘルシンキ宣言に基づき、報告の趣旨につい
て十分な説明を行い、署名捺印にて同意を得た。
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左足部不全切断に対し装具療法を行い職場復帰に至っ
た一症例

本田 崇人 1）・坪根 徹 2）

1）社会医療法人北九州総合病院リハビリテーション科
2）公益財団法人健和会大手町病院整形外科

Key words / 左足部不全切断，装具療法，SAFE-Q

【症例紹介】
今回、20 代後半の男性で仕事中にローラーに左足首が巻き込まれ

て、デグロービング損傷による左足部不全切断（Gustilo 分類 III-C）
を受傷された方を担当した。装具作成や複数回の改良を行い職場復
帰に至った為、ここに報告する。
【評価とリーズニング】
搬送時、距骨開放性脱臼骨折を認め、皮膚は広範囲に剥奪した状態

であった。また足背・後脛骨動脈が触知不能であり距骨の脱臼整復
後も動脈の再還流が得られなかった為に、血行再建を考慮した緊急
手術に至った。術中所見は距骨脱臼骨折、足背・後脛骨動脈断裂、腓
骨神経断裂、脛骨神経損傷、下腿伸筋群（前脛骨筋・長母趾伸筋・長
趾伸筋）は脛骨付着部からの断裂を認めた。距骨の脱臼整復後、距踵
関節・距腿関節を仮固定の上、血行再建を図った。腓骨神経は引き抜
き損傷の為に修復困難、脛骨神経には連続性を認めた。皮膚剥奪創は
人工真皮で被覆した。受傷後 2日目より理学療法を開始した。侵襲や
神経損傷に伴いNRS10/10 と安静時にも 痛を認め、足背・足底部
の感覚脱失を認めた。受傷後 9日目に二期的手術を行い、損傷が高度
であった距踵関節を固定し、下垂足の予防目的に 固定、創部の被覆
を目的に分層植皮術を施行した。手術後、足底感覚は徐々に脱失から
改善傾向となったが、異常感覚は持続した。 痛・異常感覚のため積
極的なリハビリが困難であった。受傷後 3ヶ月で自宅退院し、外来に
て裸足での歩行練習を開始したが、 痛や下垂足・Crow-Toe 傾向
のため困難であった。装具療法による介入を試みたが、適合性を中心
に難渋した。
【介入と結果】
血行再建術後のために施行できる物理療法は限局され、 痛の改

善に時間を要した。血行の安定と植皮生着を待ち渦流浴・超音波を
開始したが、電気刺激療法は異常感覚が強く困難であった。外来でリ
ハビリを継続し 痛が緩和傾向となり、平行棒内での裸足歩行が受
傷後 6ヶ月で可能となるも機能障害である下垂足・Crow-Toe が残
存した。そこで、機能的装具としてリーストラップ及び足底板の作成
を行った。患肢に適合させる為に足部トリミングや指枕の設置等を
他職種と協議・工夫を繰り返して装具を改良した結果、歩行動作の
獲得、更には走行動作の獲得に至った。受傷後 14 ヶ月で職場復帰さ
れ、終了時にはNRS1/10 と 痛は軽減し、SAFE-Q においても痛
み・痛み関連が 41.8 から 77.4、全体的健康感も 50.0 から 75.0 と改善
がみられた。
【結論】

痛や重度の感覚障害に加えて高度な機能制限の為、長期に渡り
治療に難渋した症例であった。 痛・異常感覚の改善は回復を待た
ざるを得なかったが、機能障害はリーストラップと足底板を用いて
改善が可能であった。患者の状況に応じて他職種と共にテーラーメ
イドな装具作成・改良を行ったことが職場復帰に繋がったと考えら
れる。
【倫理的配慮、説明と同意】
本報告の執筆に際し、症例とその家族には報告の趣旨を説明した

上で、同意を得ている。
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ウェルウォークを使用し，屋外歩行の自立を目指した一
症例

村上 弘晃 1,2）・浦辺 幸夫 2）・鈴木 雄太 1,2）・白川 泰山 1）

1）マッターホルンリハビリテーション病院
2）広島大学大学院医歯薬保健学研究所

Key words / ウェルウォーク，片麻痺，歩行

【症例紹介】
73 歳，男性，橋正中～左側にかけて脳 塞による右片麻痺を発症
した．自宅で上肢の動かしにくさを自覚し，翌日，症状に変化ないた
め救急車にてA病院へ搬送された．同日，上記診断にて入院した．
A病院での理学療法では，下肢の分離運動と歩行練習を中心に実施
していた．第 32 病日に，リハビリテーション継続目的で当院へ転入
院となった．当院退院後の生活では，発症前に行っていた 20 分程度
の散歩がしたいというデマンドがあった．
【評価とリーズニング】
第 32 病日の評価では，Brunstrom Recovery Stage（以下 BRS）で

下肢 III の運動麻痺を認めた．10m歩行時間は 12.1 秒（23 歩，見守
り，T字 とシューホーンブレイス使用）であった．歩行中の患側遊
脚期にぶんまわし様歩行がみられ，理学療法では，デマンドの獲得に
向けて，歩行練習を中心にリハビリテーションを実施した．
第 88 病日の評価にて，BRSは下肢 IV，10m歩行時間は 9.5 秒（20

歩，見守り，T字 とシューホーンブレイス使用）であった．歩行速
度は改善していたが，依然として歩行時にぶんまわし様歩行が残存
し，患側股関節の筋疲労の出現，患側の躓きにより，10 分程度の連
続歩行で介助を要した．そこで，トヨタ自動車株式会社と藤田保健衛
生大学が共同開発したウェルウォークWW‐1000（以下WW）を使
用し，患側遊脚期のぶんまわし様歩行の改善による歩行効率の向上
を目的に 14 日間（40 分/日）の介入を行った．
【介入と結果】
介入初期には，股関節の屈曲をサポートするため，WWの振り出
しアシストを最大値に設定した．加えて，股関節の振り出し角度を
5度程度内転位に設定し，股関節中間位での振り出しを誘導した．
介入 14 日目には，患側下肢振り出し時の股関節屈曲動作の学習が
みられたため，振り出しアシストを停止した．しかし，ぶんまわし様
歩行は残存し，十分な歩容の改善には至らなかった．10m歩行時間
は 9.3 秒（15 歩，見守り，T字 とシューホーンブレイス使用）であっ
た．介入初期と比較し，歩行速度に改善はみられなかったが，歩幅が
拡大し，歩行中にみられた患側股関節の筋疲労の消失，患側の躓きが
減少し，連続 20 分以上の歩行が自立レベルとなった．
【結論】
これまでBRSII から III 程度の重度片麻痺患者に対してWWを
行い，歩行能力に大幅な改善を認めた報告は複数あるが，本研究のよ
うに身体機能が高い軽度片麻痺患者を対象としてWWの介入効果
を検討した報告はない．本症例では歩容の大幅な改善はみられな
かったが，WWの歩行調整機能を利用することで歩幅の拡大および
連続歩行時間の延長がみられ，軽度片麻痺患者に対しても有効な介
入手段である可能性が考えられた．
【倫理的配慮、説明と同意】
対象には本症例発表の趣旨および目的，個人情報の保護などにつ
いて十分な説明を行い，書面にて同意を得た．
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慢性痛と術後急性痛により運動恐怖が強い症例に対し、
視覚情報に応じた介入が離床の促進に寄与した一例

髙瀬 慶太・深田 亮・赤坂 朋代・村田 淳

千葉大学医学部附属病院リハビリテーション部

Key words / 両側変形性膝関節症，運動恐怖，痛み行動

【症例紹介】
運動恐怖による 痛への過剰な回避行動が痛み行動につながり、
さらに不活動を惹起し、ADLの低下を招く。今回、末期破壊性両側
変形性膝関節症（以下膝OA）に対し、両側人工膝関節全置換術（以
下TKA）施行後、非荷重下での動作場面で患側の 痛に加え、運動
恐怖により泣き叫んでしまう症例を経験したので報告する。症例は
40 歳代の女性である。X-3 年より、交通事故を契機に両膝関節の
痛、腰痛、両足底の痺れが出現した。X年 4月、末期破壊性両側膝
OAに対して両側TKAが施行された。既往歴は統合失調症と肥満
症がある。自宅内移動は両松葉 歩行で自立していた。独居で、
ADL・IADLはヘルパーを利用（4回/週）していた。
【評価とリーズ二ング】
術前の身体所見は両膝関節の 痛がVASで 5.3cmであった。膝

関節可動域（右/左）は屈曲 35°/60°、伸展-10°/0° であった。大腿四頭
筋筋力はHand Held Dynamometer（以下HHD）で右 14.4kgf、左 11.8
kgf であった。起居動作は自立し、歩行は両松葉 を使用してトイレ
移動が自立していた。10m歩行は 53.4 秒（32 歩）、Time up ＆Go
（以下TUG）は 38.5 秒（23 歩）であった。 痛認知は 痛破局的思
考尺度（以下 PCS）が 12 点、運動恐怖（以下TSK）は 42 点であっ
た。 痛情動はHADSが不安 4点、抑うつ 3点であった。
症例は術後、左側の脛骨コンポーネントが位置不良のため、左下肢

のみ 20kg の荷重制限となった。理学療法では起き上がり時から両
膝関節の 痛を訴えた。また、車椅子移乗の際には大声で泣き叫んで
しまった。その際、症例は目を瞑り続ける特徴があった。症例は PCS
や HADSが低く、TSKが高いことから、痛み行動に対して目を瞑る
という回避行動を起こしやすく、目を瞑ることで自分の動作が確認
できなくなるため、運動恐怖が増悪すると考えられた。そこで、理学
療法は動作時に閉眼すると運動恐怖が増悪し 痛が誘発されてしま
うことを説明し、閉眼した場合には声かけを行い、開眼して視覚で動
作を確認する教育を行った。運動療法は、慢性 痛の運動処方モデル
である段階的曝露を参考にし、無痛部である股関節、足関節の自動介
助運動から行い、徐々に全身運動へつなげた。
【介入と結果】
理学療法は術後 1日目から自動介助による股関節、足関節の可動

域練習、CPMによる膝関節可動域練習、術後 6日目から端座位での
荷重練習、術後 20 日目からティルトテーブルを用いた立位練習、術
後 21 日目から免荷式歩行器を使用した立位・歩行練習を実施した。
術後 40 日目時点で移乗・基本動作時の閉眼回数、運動恐怖に対する
発言は減少し、免荷式歩行器を使用して 210mの連続歩行が可能と
なった。術後 45 日目に左膝関節の再置換を実施した。
【結論】
運動恐怖に対し視覚情報に応じた理学療法は有用と考えられた。

【倫理的配慮、説明と同意】
本例には目的、得られたデータおよび画像等の利用について十分

な説明を行い、同意を得た。
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脛骨高原骨折術後患者に対するスリングエクササイズ
セラピーによる介入の報告

志田 充啓 1）・本田 剛久 2）

1）独立行政法人国立病院機構 盛岡医療センター リハビリテーション科
2）独立行政法人国立病院機構 盛岡医療センター 整形外科

Key words / スリング，脛骨高原骨折，コアトレーニング

【症例紹介】
本症例は 60 歳代後半の女性で、造園業を営んでいる。スキー中に転
倒し、当院に緊急搬送され左脛骨高原骨折と診断された。スキー歴は
60 年以上を有する。受傷後 7病日に関節内骨折観血的手術及び人工
骨移植術にて、術後 4週間は術側免荷となった。症例のHope は趣味
のスキー復帰であった。
【評価とリーズニング】
術後 1病日より開始し、関節可動域は左股関節屈曲 70°、外転 10°、
左膝関節屈曲 80°、伸展－30°、左足関節背屈－20°、底屈 30° であった。
痛はNumeric Rating Scale（以下、NRS）にて安静時 3、動作時 5
で、左下肢筋力はMMT1～2であった。移動は車椅子自走であった。
当院ではRedcordⓇを使用しての Sling Exercise Therapy（以下、
SET）を実施している。SETは天井から垂らされたロープの先端に
身体を吊るして開放運動連鎖（open kinetic chain 以下、OKC）と閉
鎖運送連鎖（closed kinetic chain 以下、CKC）のトレーニングを行え
る。OKCでは除重力環境を設定する事で、筋リラクセーション、運
動可動性拡大、筋ストレッチング、抵抗を与える事で個別筋のトレー
ニングが可能である。CKCではロープに吊るされての自重負荷とな
るため、ロープが揺れる事で不安定となる荷重面を制御する事から、
感覚-運動機能を含むパフォーマンスに反映でき、コアトレーニング
も可能であり、スポーツでも活用されている事から、Hope のスキー
復帰までを想定して介入した。
【介入及び結果】
術後 1病日より開始し、臥位から SETを実施し、 痛に留意して股
関節屈曲伸展、外内転の自動運動での関節可動域改善を目指した。次
に目的の筋に抵抗を加え筋力強化を図った。両側下肢の交互運動に
て左右非対称性の改善を促した。さらに不安定場面でのコアトレー
ニングを実施し、体幹と下肢の協調運動を実施し、徐々に運動強度を
上げていった。術後 4週後に部分荷重から 痛自制内での全荷重へ
の移行が許可され、 痛と創部への負担に留意し荷重量の増加を図
り、CKCトレーニングを実施した。歩行は平行棒内から開始し、両
松葉 、 、独歩に変更した。
退院時の関節可動域は左股関節屈曲 130°、外転 50°、左膝関節屈曲
150°、伸展 0°、左足関節背屈 20°、底屈 55° となり、 痛はNRSにて
安静時 0、動作時 2となった。左下肢筋力MMT4となり、歩行は独
歩可能で 10m歩行で 4秒 12 歩となり、62 病日に退院となった。
【結論】
荷重制限がある症例に対し SETにて臥位でのOKCトレーニング、
痛に留意し関節可動域改善、個別筋強化、個々の筋活動の協調ト
レーニングを状態に合わせて実施した。全荷重が可能となってから
はCKCでのトレーニングを実施した。SETは荷重制限がある状況
下でも、目的や状態に合わせたトレーニングが可能であり、実際のス
キーは実施できなかったが、リハビリ場面からスポーツ競技と幅広
く活用する事ができると認識する事ができた。
【倫理的配慮、説明と同意】
症例に対して、書面と口頭にて説明し、同意を得た事をここに報告す
る。
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人工膝関節全置換術後患者の荷重下での膝伸展制限・
痛に対し、機能的脚長差に介入することで改善した症
例

吉永 正悟 1）・田中 創 2）・大石 浩嗣 1）・西川 和孝 1）

1）医療法人 西川整形外科医院
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Key words / 人工膝関節全置換術，脚長差，膝伸展制限

【症例紹介】
人工膝関節全置換術（以下，TKA）後の膝伸展制限は歩行能力の

回復を阻害する要因の一つである。臨床上、非荷重で膝関節伸展可動
域（以下、膝伸展ROM）を獲得するも荷重下での伸展不全が残存す
る症例は少なくない。今回、TKA後の荷重下での膝伸展不全に対し
て、腰椎変形に伴う機能的脚長差に着目して介入を行い、改善を認め
た症例について報告する。
症例は 70 歳代男性で他院にて右TKA施行後、荷重時の右膝蓋骨

外側・右下腿後面の痛みと右膝のこわばりが残存しており、術後 3
週で当院受診、外来理学療法開始となった。
【評価とリーズニング】
術後 9週で、右膝の腫脹・熱感を認め、ROMは右膝伸展-5°、屈曲

130° であった。右Mid Stance～Terminal Stance 時、膝伸展時に大腿
二頭筋・腓腹筋外側頭・総腓骨神経領域に痛みあり。非荷重にて右
膝関節伸展・足関節背屈強制にて同部位に再現痛を認めた。MMT
は右大腿四頭筋、ハムストリングス 4、前脛骨筋、長母趾伸筋 3で
あった。深部感覚は右膝位置覚鈍麻（4/10）、表在感覚では右膝蓋骨
外側～脛骨近位外側（0/10）と感覚鈍麻を認めた。膝関節の身体知覚
異常（FremantleKneeAwareness Questionnaire：FreKAQ）は 9
点（Neglect-like symptoms：2 点，固有感覚：2点，身体イメージ：
5点）、日本版膝関節症機能評価尺度（以下、JKOM）は 24 点であっ
た。レントゲンにて腰椎の側弯を認め、術側＋1cmの機能的脚長差を
認めたが、棘果長・転子果長には左右差を認めなかった。
これらの結果から、①荷重下で大腿二頭筋・長腓骨筋部が過収縮
することで総腓骨神経の絞扼を招き、同部位に 痛を生じさせた。②
膝屈曲位での荷重による膝周囲筋群の持続的収縮が、術後の深部感
覚の回復を阻害していた。③立位で右膝伸展を強制すると右腰部に
痛みを認めることから、腰椎椎間関節の伸展ストレスを回避するた
め立位で右膝関節伸展不全が起きていると推測した。
【介入と結果】
大腿二頭筋・長腓骨筋へのダイレクトストレッチ、神経モビライ
ゼーション（スライダー）、非術側に合わせて膝関節自動運動を実施。
また、右膝伸展ROMの獲得には腰椎変形に伴う機能的脚長差への
介入が必要であると考え、術後 10 週で非術側に 1cmの補高を挿入。
挿入後より荷重・歩行時痛は軽減し、術後 11 週では非荷重下・荷重
下での右膝伸展ROM0° 獲得。その後、深部感覚は改善し、術後 15
週で運動時痛はNRS0～1 まで改善（降段時に軽度残存）。JKOM
は 2点と改善した。FreKAQは 1点と改善を認めた。
【結論】
TKA後患者の荷重下での膝伸展制限に対して、腰椎変形に伴う機
能的脚長差に着目し非術側への補高を行った結果、 痛軽減・深部
感覚の改善・膝伸展ROM獲得へと繋がった。
【倫理的配慮、説明と同意】
被験者には事前に方法と目的を説明し、同意を得た。
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Windswept Deformity に対して人工膝関節全置換術後
の理学療法を行った一症例

中谷 亮誠

仁寿会 石川病院リハビリテーション部

Key words / Windswept Deformity，人工膝関節全置換術，体幹制御

【症例紹介】
Windswept Deformity は同一患者の一側に内反膝、対側に外反膝変
形が起こることで、人工膝関節全置換術（TKA）の適応例が報告さ
れている。しかし、その多くは手術方法が主で、術後の詳細な経過や
理学療法についての報告は非常に少ない。本症例は 80 代の女性で、
30 年前から両膝痛があった。6年前に右大腿骨頚部骨折後の人工骨
頭置換術を行った。最近になって痛みが増悪し、右側の変形性膝関節
症による外反変形に対してTKAを行った。術前FTAは左側 155°、
右側 184° であった。術前は屋外T 自立、屋内伝い歩きであった。
術後日数（POD）10 で担当として介入した。
【評価とリーズニング】
術後のFTAは 171° と外反が修正されていた。立位は右膝外反、左膝
内反、体幹右側屈位であり、Windswept Deformity を呈していた。
craig’s test 右 20°、左 10° と右股関節前捻角が増大していた。6年前
の人工骨頭置換術による前捻角の増大があったと疑える。それらが
要因となり、右膝が外反変形した。また反対側膝は、以前からの内反
変形によりWindswept Deformity が起こったと考えた。POD14 の
右膝可動域伸展-10°、屈曲 120°、T にてTUG26.3 秒、歩行時立脚後
期に膝外側にNRS3 の痛みがあった。歩行は右側へのふらつきが大
きくU字歩行器自立レベルであった。歩行時の膝外側の痛みは、圧
痛による痛みの再現により腸脛靭帯付着部（ITB）による伸張痛と判
断した。TKAにより外反変形が修正されたことで、ITBが伸張され
たことが痛みの原因と考えた。また、POD28 の歩行時は、右立脚期
に 5.4°、左立脚期に 6° といずれも体幹右傾斜しており、体幹の姿勢制
御不足が右側へのふらつきの主な原因と考えた。
【介入と結果】
ITBへのストレッチや、膝屈曲時の内側ハムストリングス収縮の誘
導により、POD28 に歩行時 痛はNRS0 と消失、TUG16.3 秒、stiff
knee は改善し、屋内T 歩行自立となった。その後は、座位や立位
での左右の重心移動に伴う体幹の正中位保持を目的とした体幹制御
運動を中心に介入した。その結果、POD40 には右膝可動域伸展-5°、
屈曲 130°、TUGは 13.4 秒で屋内独歩、屋外T 自立、歩行時 痛は
なかった。歩行時は右立脚期に 3.2° の体幹右傾斜、左立脚期に 1°
の左傾斜であり、右側へのふらつきは軽減していた。
【結論】
Windswept Deformity は下肢が同側の「くの字」変形しており、体
幹を含めた姿勢制御が必要と考えられる。術後早期は外反膝TKA
後のアプローチを、その後は重心移動に伴う体幹の姿勢制御に対す
るアプローチを行うことでWindswept Deformity の特徴的と思わ
れる症状を改善することができた。
【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に則り、本症例に対して治療方法や個人情報の取り
扱い、学会発表に関して書面にて説明と同意を得ている。
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左大腿直筋の機能不全により左外側大腿皮神経由来の
大腿前外側部痛を呈していた症例

平田 明日香 1）・磯田 真理 1）・中村 太志 1）・監崎 誠一 1）・
西川 正治 2）
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2）医療法人薫風会 西川クリニック

Key words / 外側大腿皮神経，大腿直筋，運動器超音波検査

【症例紹介】
左大腿直筋炎と診断された 60 歳代の女性．主訴は左股関節前外側

面が痛く，体重がかけられないとのことであった．
【評価とリーズニング】
左M.S 時に股関節伸展制限があり，左大腿前外側に 痛を認め
た．左股関節前方インピンジメントテストは陽性であった．股関節可
動域検査（右°/左°）：屈曲 100/110，伸展 15/15，外転 30/35，内転
15/15，外旋 45/50，内旋 30/30．股関節徒手筋力検査（右/左）：屈曲
4/4-，SLR（屈曲 30 度）4/3，伸展 4/4，外転 4/4，内転 5/5，外旋
4/4，内旋 5/5，屈曲外転 5/5，屈曲外転外旋 5/5．SLR（屈曲 30
度）での抵抗運動で左大腿前外側痛が生じ，左寛骨前傾誘導で改善し
た．左寛骨前傾誘導で改善した為，大腿骨頭上の寛骨前傾不足，或い
は寛骨後傾位（股関節屈曲不足）と考えた．大腿骨頭上の寛骨前傾不
足により股関節の適合障害が生じ，SLRの抵抗運動を行うことで大
腿直筋が優位に働き、収縮時痛が生じたと仮説を立てた．
【介入と結果】
HITACHI ALOKA社製ARIETTA Prologue リニアプローブを

使用し股関節と大腿直筋を観察した．その結果①関節唇損傷なし，②
左股関節伸展時の大腿骨頭の前方並進移動は右より小さい，③左大
腿直筋起始部重責像あり，④左大腿直筋起始部血流増生なし，⑤左大
腿直筋起始部不安定性なし，⑥両股関節共に股関節外旋時に大腿骨
頭の前方並進は少ない，ことを認め，関節唇損傷や大腿直筋の損傷は
生じていなかった．左股関節前外側痛の原因を再考し，外側大腿皮神
経（以下 LFCN）によるものと考え，エコーで観察した．その結果左
大腿直筋・縫工筋・大腿筋膜張筋の収縮時に左 LFCNが連動して
動き，絞扼が生じたと考えた．治療介入は，PHYSIO SHOCKMAS-
TER（SHM）を使用し，3筋，LFCNが観察できる位置に SHMを実
施した．治療後，痛みは軽減したが残存した為，左 LFCNが動く原
因は大腿直筋機能不全と考え，起始部を治療すると痛みが消失した．
また左寛骨前傾誘導でも改善した為，再度エコーで LFCNの観察を
行なった．治療後左大腿直筋起始部重積像が改善し，3筋の収縮時に
LFCNが動かなくなった．左寛骨前傾誘導でも左 LFCNが動かなく
なった為，周囲の筋膜の滑走不全により左 LFCNも連動して動き絞
扼が生じたと考えた．また，左 LFCNの下を走行する左大腿直筋の
滑走不全が神経に大きく影響したとわかった．左大腿直筋機能不全
の原因は，左腸腰筋筋力低下により左寛骨前傾不全が生じ左大腿直
筋が代償してた為，機能不全が生じたと考えた．本症例の治療は左寛
骨前傾を左腸腰筋で行えるよう改善することが重要である．
【結論】
エコーの結果，器質的な損傷はなく，左 LFCN由来の痛みであり，
痛みを感じる部位と原因部位は異なっていた．また左大腿直筋機能
不全により左 LFCNが機械的に絞扼されていた．その為 LFCNは筋
肉の影響を受けることを考慮する必要があると考えた．
【倫理的配慮，説明と同意】
被験者に対して事前に研究趣旨について十分に説明した後，同意

を得て実施した．
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階段昇段時の右膝痛に対し 痛の原因を検討した一症
例

高野 有優美・前田 慎太郎・濱田 和明・沖 真裕・
柳原 稔・橋本 和典

医療法人和光 和光整形外科クリニック

Key words / 膝内側痛，膝外反運動，運動パターン

【症例紹介】
今回，右内側タナ障がいと診断された症例の痛みの原因を引き起こ
している機能障がいに対して理学療法介入を行い，奏功した例を報
告する．症例は 30 代女性，数年前より自制内の膝痛を繰り返してい
た．旅行での長時間歩行をきっかけに右膝痛が出現し，徐々に症状は
軽快していくも活動量の増加に伴い， 痛が再発したため当院を受
診した．
【評価とリーズニング】
問診結果や他職種からの診療情報，画像所見などから重篤な疾患を
疑う所見はなく，red flag の可能性は低いと判断した．初期評価時
は，NRS7/10 で日内変動はなく，増悪因子は階段昇降，軽減因子は
なかった．痛みの質は鈍痛で，持続はしなかった． 痛部位は，MCL
周囲であったが 痛発生源の特定は困難であった．右下肢昇段時に，
右股関節内旋・膝外反運動が生じ，口頭指示にて膝外反運動が修正
され，膝痛の軽減を認めた．この際に膝外反は修正されたがトレンデ
レンブルグ徴候が観察された．以上より，本症例の膝痛は頻回な膝外
反運動に伴う機械的ストレスによる侵害受容性 痛と仮説を立て，
膝外反が生じる要因を考えた．立位姿勢は腰椎前弯増強，両殿筋ボ
リュームが減少していた．腹臥位の自動股関節伸展は，左右殿筋の収
縮遅延，脊柱起立筋の過緊張が生じた（左右MMT2）．側臥位の自動
股関節外転は体幹側屈が生じ，最終域までの挙上不可能だった（左右
MMT2）．体幹MMTは 3であった．歩行時は，右下肢立脚期に骨盤
左回旋，骨盤右 sway が生じた．以上の評価から，体幹筋機能の低下
に加え股関節外旋外転機能低下が生じ，膝外反方向への運動を助長
し，反復的な膝外反の機械的ストレスを生じたことで 痛が生じた
可能性が高いと考え，膝内側の病期や治癒過程を考慮しながら，上記
の機能障がいに対して理学療法介入を行った．
【介入と結果】
体幹筋に関しては，腹横筋の収縮運動を行い，収縮を維持したまま段
階的に下肢運動レベルを上げた．腹部への筋発揮を意識するために
プランクも実施した．股関節外旋外転機能に関しては，シェル運動や
チューブを使用したサイドウォークを行い，筋機能改善を図った．筋
機能改善に加え，運動パターンの変容を狙い，椅子からの立ち上がり
動作やスクワット動作といったCKCで膝外反運動を行わないよう
意識した動作練習も行った．その結果，体幹筋機能の改善，股関節外
旋外転機能の改善が図られ，膝内側痛の消失に至った．
【結論】
膝内側痛の原因を 痛動作の運動パターンから仮説を抽出し，仮説
に基づいた評価を行い，仮説検証を行った． 痛部位だけに着目する
のではなく，なぜその部位に 痛が生じたのか原因となる運動パ
ターンを評価し，その原因に介入することがさらなる症状発生の再
発，予防といった観点からも重要である．
【倫理的配慮，説明と同意】
理学療法評価・介入に関して，治療方針を十分に説明し同意を得た
上で行った．症例報告に対しての説明を行い，同意を得た．
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両膝タナ障害患者に対して痛みの神経生理学的教育を
中心とした理学療法介入が有効であった一例

田中 智哉・服部 悠・坪倉 成希・桐野 耕太・柴田 秀稔・
籔内 潤一

市立福知山市民病院リハビリテーション科

Key words / 膝タナ障害，痛みの神経生理学的教育，生物心理社会モデル

【症例紹介】
近年， 痛と画像所見の不一致（Culvenor et al. 2018, 他）について
の報告が散見されることもあり， 痛に対する治療は疾患名ベース
ではなくメカニズムベースの介入が必要と言われている（Louw et
al. 2019）．特に，痛みの破局的思考などの影響が強い場合には痛みの
神経生理学的教育（Pain Neuroscience Education：PNE）が重要と考
えられている（Louw et al. 2018）．
症例は 20 代後半の男性，職業は工場勤務．発症前はランニングが

日課であり，週末にはバレーボールや野球などのスポーツを行い活
動的であった．今回，誘因なく両側膝痛が出現し前院を受診，MR
にて両側膝内側の滑膜ヒダを認め，両膝タナ障害と診断を受けた．発
症 10 週経過するも 痛改善しないため，当院受診し，ヒアルロン酸
関節注施行と 痛の軽減と動作指導を目的として理学療法開始と
なった．
【評価とリーズニング】
初期評価（発症 11 週）は関節注の翌週であり 痛は軽減していた．
痛（NRS）は右膝前面 3，左膝前面 5，左右ともに広範囲の訴えで

あり，しゃがみ込みの際の訴えが強かった．Central sensitization in-
ventory 21 点，Pain Catastrophizing Scale（PCS）46 点，Tampa
Scale for Kinesiophobia（TSK）53 点．スポーツは発症直後から中止
し，「それがストレスになっている」「動いていいのか分からない」と
発言があった．膝関節可動域に制限なし，MMT膝伸展 5/5， 反射
は正常，右下腿外側に温覚軽度亢進，Neurodynamic test として SLR
は陰性であったが，左右 SLRから安静肢位に戻る際に一貫性のない
痛を誘発した．立位姿勢はスウェイバック，骨盤右回旋位，左右膝

過伸展であった．Ober test +/-，圧痛は右膝蓋骨尖の下部に認めた．
神経学的検査は著しい異常はなく，かつ中枢性感作の影響も少な
いと考えられた．習慣的なランニングや身体機能の低下，関節注によ
り 痛が軽減しているため滑膜ヒダが誘因となる侵害受容性 痛の
関与が考えられた．しかし，発症から約 3ヵ月経過しているにもかか
わらず 痛が軽減していないことや，PCSと TSKが高値であるこ
とから心理的要因の関与が示唆された．さらに身体活動の低下が長
引く痛みを助長していると考えた．
【介入と結果】
計 5回（発症 11，12，14，16，21 週）の介入を行った．初期介入

は心理面への介入と活動量増加が必要と考え，20 分間の PNEとス
ポーツの再開を助言した．2回目以降は PNEの継続と就業中の姿勢
指導，スポーツ動作確認，筋力増強運動により段階的に活動量増加を
図った．最終評価では 痛NRS右膝 0-2，左膝 0，しゃがみ込み時の
痛も消失し，PCS24 点，TSK37 点と軽減した．ランニングは 痛
増強なく 10km程度できていたこともあり理学療法を終了した．
【結論】
両膝タナ障害の本症例の 痛メカニズムは侵害受容性 痛と考え
られた．さらに，心理的要因や身体活動の低下の関与が示唆されたた
め，PNEを中心とした介入により良好な結果が生じたと考える．
【倫理的配慮，説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき説明を行い，同意を口頭および当院既定
の書面にて得た．
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大腿四頭筋断裂後にサッカーへの競技復帰可能となっ
た一例

芳川 茉莉子 1）・山室 慎太郎 1）・東 良道 1）・牧田 陽介 1）・
森山 英雄 1）・百瀬 能成 2）・前田 隆 2）・木村 貞治 3）

1）丸の内病院 リハビリテーション課 2）丸の内病院 整形外科
3）信州大学 医学部 保健学科理学療法学専攻

Key words / 大腿四頭筋断裂，縫合術，競技復帰

【症例紹介】
16 歳男性。サッカー中に左前十字靭帯損傷を受傷し、再建術施行。
術後 8か月で競技復帰。半年後、サッカー中に左大腿四頭筋肉離れを
受傷。さらに数日後、左足を踏ん張った際に左大腿部に 痛を認め当
院受診。左大腿四頭筋断裂と診断され、受傷 5日後に縫合術施行。術
中所見は膝蓋骨近位部で大腿四頭筋全てに断裂が認められた。
【評価とリーズニング】
膝関節可動域は術後 2週で屈曲 30°、3 週で 45°、4 週で 90° とプロ
トコルにおける可動域を獲得したが、6週以降は 100° で停滞した。屈
曲最終域で、①大腿前面の伸張痛、②膝窩部痛があり、①は膝伸展機
構の癒着・短縮、②は膝関節の副運動の低下によるものと推察した。
大腿四頭筋筋力強化は、術後翌日からQuad setting（以下QS）を実
施したが、随意収縮が困難であったため、③関節腫脹による反射抑
制、④廃用性変化、⑤筋収縮能力の低下を推察した。術後 6週で、Ex-
tension lag（以下 lag）は 10° 残存し、 腫脹は認めなかったことから、
上記の④、⑤の要因が残存したと推察した。術後 12 週目から競技復
帰に向けたトレーニングを開始。膝伸展筋力は術後 18 週・30 週・1
年で、BIODEXを用い測定した。
【介入内容および結果】
術後早期は、炎症を考慮し、非温熱モードでの高周波刺激や視覚的

なフィードバックを用いた筋収縮を促した。その結果、術後 3週で長
坐位でのQSが可能となり、6週で腹臥位での方法へ変更した結果、
7週で lag5°、5 カ月で lag0° へ改善した。可動域練習では膝周囲への
モビライゼーションを早期より行ったが、屈曲可動域拡大に難渋し
たため、術後 6週目より高周波刺激を温熱モードに変更し、 痛に注
意しながらストレッチを実施した。また、副運動を考慮して屈曲の自
動介助運動を行った結果、術後 8週で屈曲 120°、16 週で 150° を獲得
した。歩行は、術後 2週で部分荷重、5週で全荷重とした。12 週から
競技特性を考慮したアスレティックトレーニングへと段階的に進
め、23 週で復帰となった。受傷前の膝伸展筋力との比較では、術後
18 週で 52％、30 週で 80％、1年で 98％まで回復した。
【結論】
本症例は、大腿四頭筋断裂に対して縫合術が行われたため、術後早

期では、再断裂に注意し非温熱の物理療法とモビライゼーション、可
動域練習、筋力強化を実施した。次に、炎症症状の改善に伴い温熱の
物理療法と積極的な可動域練習、筋力強化を行うとともに、競技特性
を考慮したアスレティックトレーニングを実施した。その結果、術後
約 6か月目に競技復帰を果たすことができたことから、断裂組織の
回復過程に応じた段階的な理学療法が、円滑な競技復帰に結び付い
たものと推察された。
【倫理的配慮、説明と同意】
本症例発表を行うにあたり、本人の承諾を得るとともに、当院倫理

委員会の承認を得た。


